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第１章 センターの概要 
 

第１節 設置目的及び事業内容 

１ 設置の目的 

センターは、障害のある方々に医療・福祉の面から総合的なリハビリテーションサービスを提供する

とともに、研究を行い、その成果を全国に発信、普及することにより、障害者の自立生活、社会参加の

推進に寄与することを目的としている。 

 

２ 事業の内容 

（１）障害のある方々に対する総合的リハビリテーションの実施 

病院は障害のある方々や障害をもつおそれのある方を対象とした総合医療機関である。医師、看護

師、理学療法士、作業療法士、運動療法士、言語聴覚士、視能訓練士、医療社会事業専門職、義肢装

具士及び心理療法士などが診断と治療及び医学的リハビリテーションを行っている。 

自立支援局では、障害者支援施設として、障害のある方々の障害について理解し、個別のニーズに

応える障害福祉サービスの提供を行っている。 

 

（２）リハビリテーションの研究と開発 

障害のある方々のリハビリテーションに関する課題（医学、心理学、工学、社会学、福祉機器等）

について研究・開発を行っている。 

 

（３）リハビリテーション専門職員の養成・研修の実施 

言語聴覚士、義肢装具士、視覚障害生活訓練専門職員、手話通訳士、リハビリテーション体育専門

職員の養成を行っている。また、医師、看護師、理学療法士、作業療法士、心理専門職、身体障害者

福祉司、盲ろう者通訳ガイドヘルパー指導者など、現に障害のある方々のリハビリテーションに関す

る事業に従事している専門職員の研修を行っている。 

 

（４）リハビリテーションに関する情報・資料の収集と提供 

国内外のリハビリテーションに関する情報や資料を収集して、関係機関などに提供している。 

 

（５）リハビリテーションに関する国際協力 

ＷＨＯ（世界保健機関）指定研究協力センターとしての役割を果たすとともに、ＪＩＣＡ（国際協

力機構）事業等による海外研修員の受入、専門家の派遣、ＯＤＡ（政府開発援助）事業など、開発途

上国の障害者リハビリテーションの推進に協力している。 
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第２節 組織・定員 

組織（平成 30年 3月 31日現在） 定員 612名（平成 29年度末定員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視 力 障 害 セ ン タ ー

（函館・神戸・福岡）

庶 務 課

重 度 障 害 者 セ ン タ ー 医 務 課

（別府） 支 援 課

庶 務 課

支 援 課

教 務 課

庶 務 課

地 域 支 援 課

地 域 移 行 推 進 課

第 二 自 立 訓 練 部

視 覚 障 害 学 科

手 話 通 訳 学 科

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ ｰｼ ｮﾝ体育学科

児 童 指 導 員 科

総 合 支 援 課

肢 体 機 能 訓 練 課

自 動 車 訓 練 室

心 理 実 験 研 究 室

義 肢 装 具 技 術 研 究 部

学 院 主 幹

言 語 聴 覚 学 科

義 肢 装 具 学 科

第二福祉機器試験評価室

福祉機器臨床評価研究室

障 害 工 学 研 究 部 生 体 工 学 研 究 室

電子応用機器研究室

障 害 福 祉 研 究 部 社会適応ｼ ｽﾃ ﾑ 開 発研 究室

感 覚 機 能 系 障 害 研 究 部 視覚機能障害研究室

感覚認知障害研究室

福 祉 機 器 開 発 室

高齢障害者福祉機器研究室

研 究 所 福 祉 機 器 開 発 部 第一福祉機器試験評価室

脳 神 経 科 学 研 究 室

骨関節機能障害研究室

運 動 機 能 系 障 害 研 究 部 神経筋機能障害研究室

分 子 病 態 研 究 室

聴覚言語機能障害研究室

看 護 部

障害者健康増進・運動医科学支援センター

企 画 調 整 官

脳 機 能 系 障 害 研 究 部 発 達 障 害 研 究 室

高次脳機能障害研究室

ロ ー ビ ジ ョ ン 訓 練

臨 床 心 理

義 肢 装 具 療 法

再生医療リハビリテーショ ン室

臨 床 研 究 開 発 部

薬 剤 科

発 達 障 害 診 療 室

理 学 療 法

作 業 療 法

リハビリテーション体育

リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 部 言 語 聴 覚 療 法

麻 酔 科

研 究 検 査 科
副 院 長

第 三 診 療 部 児 童 精 神 科

小 児 科

ひ 尿 器 科

眼 科

病 院 第 二 診 療 部 耳 鼻 い ん こ う 科

歯 科

運 営 委 員 会 消 化 器 内 科

整 形 外 科

企画経営本部 リハ ビ リ テー シ ョ ン科

外 科

秩 父 学 園

内 科

総 長
精 神 科

第 一 診 療 部 神 経 内 科

療 育 支 援 課

理 療 教 育 ・ 就 労 支 援 部 就 労 移 行 支 援 課

就 労 相 談 室

発達障害支援室

理 療 教 育 課

教 務 統 括 官

生 活 訓 練 課

発達障害情報・支援センター

総 合 相 談 支 援 部 支 援 企 画 課

支 援 業 務 室

総 合 相 談 課

企 画 ・ 情 報 部 国 際 協 力 室

情 報 シ ス テ ム 課

高次脳機能障害情報・支援センター

自 立 支 援 局 第 一 自 立 訓 練 部 視 覚 機 能 訓 練 課

自立支援統括官

企 画 統 括 官 総 務 課

栄 養 管 理 室

管 理 部 会 計 課

医 事 管 理 課

医 務 課

医 療 相 談 室

企 画 課
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第３節 部門別事業内容 

１ 管理部 

管理部は、総務課（栄養管理室）、会計課及び医事管理課に分かれており、課（室）毎の業務内容は次

のとおりである。 

 

（１）総務課 

総務課においては、職員の人事、給与、公印の管守、諸規程の制定及び改廃、文書の審査・整理保

存・接受発簡、福利厚生、防災対策に関すること、その他センターの事務で他の主管に属しないもの

に関すること。 

栄養管理室においては、利用者及び入院患者の給食、食糧品の検収・保管、献立作成、調理、栄養

管理、栄養指導等に関すること。 

 

（２）会計課 

会計課においては、歳入歳出予算の編成、執行、歳入徴収、債権管理、物品管理、国有財産管理、

設備管理、営繕、庁舎の維持管理、会計に関する公印の管守に関すること。 

 

（３）医事管理課 

医事管理課においては、外来患者の受付、患者の入退院、診療記録の整理保管、診療費の算定、審

査請求、患者の福利厚生、病院の統計・報告等に関すること。 

 

２ 企画・情報部 

（１）企画課 

企画課においては、障害者のリハビリテーションに関する企画、調整、関係機関との連絡調整及び

研究所、学院の事務に関すること並びに障害者のリハビリテーションに係る国際協力に関すること。 

具体的には、センター運営に係る総合調整、運営委員会の事務、広報、見学者の受入、専門職員養

成事業に伴う学院生の入学・卒業の事務、研修の事業計画・実施に関する事務、研究開発等に関する

事務及び海外研修員の受入・職員の海外派遣等海外へのリハビリテーション技術援助・普及、ＷＨＯ

指定研究協力センターとしての業務に関すること。 

 

（２）情報システム課 

情報システム課においては、障害者のリハビリテーションに関する情報資料の収集管理、提供、情

報システムの管理・運用、図書資料の収集・保管・閲覧・貸出し等の事務に関すること。(高次脳機能

障害情報・支援センター、発達障害情報・支援センターの所掌に属するものを除く。) 

 

（３）高次脳機能障害情報・支援センター 

高次脳機能障害情報・支援センターにおいては、高次脳機能障害に関する情報の収集及び分析並び

にこれらの結果の提供並びに調査研究に関すること。 

 

（４）発達障害情報・支援センター 

発達障害情報・支援センターにおいては、発達障害に関する情報の収集及び分析並びにこれらの結

果の提供並びに調査研究に関すること。 
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３ 自立支援局 

自立支援局は総合相談支援部、第一自立訓練部、第二自立訓練部及び理療教育・就労支援部並びに視

力障害センター（函館、神戸、福岡）、重度障害者センター（別府）及び秩父学園に分かれており、各部

毎の業務内容並びに視力障害センター、重度障害者センター及び秩父学園の所掌は次のとおりである。 

 

（１）総合相談支援部 

① 支援企画課 

障害者のリハビリテーションに関し、支援の方針に関する企画及び立案並びに調整に関すること。 

② 総合相談課 

サービス利用に関する見学相談及び心理的支援に関すること。 

③ 総合支援課 

サービス毎に配置しているサービス管理責任者を統括とした利用者へのサービスの管理。施設入

所支援に関すること。 

④ 支援業務室 

自立支援局の庶務・会計、各サービスの利用料請求事務に関すること。 

⑤ 医務課 

障害者のリハビリテーションに関し、診療及び看護に関すること、調剤及び製剤その他保健衛生

に関すること。 

 

（２）第一自立訓練部 

① 視覚機能訓練課 

視覚障害者の身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練に関すること。 

② 生活訓練課 

主に高次脳機能障害者を対象とした自立訓練（生活訓練）に関すること。 

 

（３）第二自立訓練部 

① 肢体機能訓練課 

重度の身体障害を有するものの身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練に関することと、

主として夜間における入浴、排せつ又は食事の介護及び生活等の相談に関すること。 

② 自動車訓練室 

自動車の運転訓練を希望する障害者に対する運転適性検査等の評価及び技能・学科訓練、障害者

用の運転装置の研究開発等に関すること。 

 

（４）理療教育・就労支援部 

① 就労移行支援課 

就労移行支援として職業訓練の実施に関すること。 

② 就労相談室 

就労に関する相談や地域の情報収集、関係機関との連携や調整に関すること。 

③ 発達障害支援室 

発達障害者を対象とした職業訓練の実施に関すること。 

④ 理療教育課 

就労移行支援(養成施設)としてあん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師の養成に関すること。 
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（５）視力障害センター（函館、神戸、福岡） 

視覚障害者を対象に、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師養成のための訓練（就労移行支

援（養成施設））や日常生活に必要な技能を身につけるための訓練（自立訓練（機能訓練））を行う。 

 

（６）重度障害者センター（別府） 

重度の肢体不自由者（主として頸髄損傷者）に対し、医学的管理、看護・介護のもと、理学療法、

作業療法、スポーツ訓練、職能訓練、その他の相談援助等を行う。 

 

（７）秩父学園 

知的障害の程度が著しい児童、または聴覚・視覚に障害を伴う知的障害のある児童を入所させ、そ

の保護及び指導を行う。 

 

４ 病院 

病院は、第一診療部、第二診療部、第三診療部、リハビリテーション部、臨床研究開発部、薬剤

科、看護部及び障害者健康増進・運動医科学支援センターに分かれている。各部毎の業務内容は次のと

おりである。 

 

（１）第一診療部 

第一診療部においては、主として神経機能、運動機能及び代謝機能系疾患に係る診療に関すること。 

診療科目は、内科、精神科、神経内科、消化器内科、整形外科、リハビリテーション科の６科である。 

 

（２）第二診療部 

第二診療部においては、主として感覚機能及び泌尿生殖機能系疾患に係る診療並びに医学的検査に

関すること。 

診療科目は、外科、ひ尿器科、眼科、耳鼻いんこう科、歯科、麻酔科、研究検査科の７科である。 

 

（３）第三診療部 

第三診療部においては、主として児童の精神機能系疾患及び発達障害に係る診療に関すること。 

診療科目は、児童精神科、小児科、発達障害診療室の２科１室である。 

 

（４）リハビリテーション部 

リハビリテーション部においては、理学療法、作業療法、運動療法、言語聴覚療法及び視能訓練に

よる患者のリハビリテーションを行うこと。また、心理検査及び心理療法並びに義肢装具の適合訓練

を行うこと。 

 

（５）臨床研究開発部 

臨床研究開発部においては、診療及び機能回復訓練に関する技術の開発並びに臨床研究に関するこ

と。(研究所の所掌に属するものを除く。) 

 

（６）薬剤科 

薬剤科においては、医薬品、医薬部外品その他衛生用品の検査、保管及び出納、調剤及び製剤並び

に医薬品に関する情報の管理に関すること。 



 

－ 6 － 

（７）看護部 

看護部においては、病棟、外来、手術室等での患者に対する看護に関すること。 

 

（８）障害者健康増進・運動医科学支援センター 

障害者健康増進・運動医科学支援センターにおいては、障害者の健康の増進及び生活習慣病の予防

並びに総合的な健診に関すること。 

 

５ 研究所 

研究所は、脳機能系障害研究部、運動機能系障害研究部、感覚機能系障害研究部、福祉機器開発部、

障害工学研究部、障害福祉研究部及び義肢装具技術研究部の７部に分かれている。業務内容は次のとお

りである。 

 

（１）脳機能系障害研究部 

脳機能系障害研究部においては、脳機能障害に関する調査研究に関すること。 

 

（２）運動機能系障害研究部 

運動機能系障害研究部においては、運動機能障害に関する調査研究に関すること。 

 

（３）感覚機能系障害研究部 

感覚機能系障害研究部においては、感覚機能障害に関する調査研究に関すること。 

 

（４）福祉機器開発部 

福祉機器開発部においては、障害者が利用する福祉機器の開発並びに試験及び評価のための調査研

究に関すること。 

 

（５）障害工学研究部 

障害工学研究部においては、機能障害に関する生体工学的調査研究に関すること。 

 

（６）障害福祉研究部 

障害福祉研究部においては、障害者の社会適応に関する社会学的及び心理学的調査研究に関すること。 

 

（７）義肢装具技術研究部 

義肢装具技術研究部においては、補装具の製作及び修理のための技術に関する調査研究に関すること。 

 

６ 学院 

学院においては、障害者のリハビリテーションに関する技術者及び障害児の保護・指導に従事する職

員の養成並びに研修に関する業務を行っている。 

具体的には、言語聴覚士、義肢装具士、視覚障害生活訓練専門職員、手話通訳士、リハビリテーショ

ン体育専門職員及び児童指導員等の養成課程並びに相談支援従事者指導者、サービス管理責任者指導者、

高次脳機能障害支援事業関係職員、義肢装具等補装具適合判定医師、盲ろう者通訳ガイドヘルパー指導

者、リハビリテーション心理職、手話通訳士、看護師（リハビリテーション看護）、身体障害者補助犬訓

練者等に対する研修課程並びに脳卒中リハビリテーション看護認定看護師の教育課程を開講している。 
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第４節 経理 

平成 29年度における歳入と歳出の状況は、表４－１～２のとおりである。 

表４－１－１ 歳 入（更生援護施設全体）                       （千円） 

部・款・項・目 徴収決定額 収 納 済 額 

官業益金及官業収入 910,477 909,301 

 官 業 収 入 910,477 909,301 

  病 院 収 入 910,477 909,301 

   国立障害者リハビリテーションセンター病院収入 910,477 909,301 

雑 収 入 914,077 912,098 

 国有財産利用収入 38,791 38,791 

  国有財産貸付収入 38,666 38,666 

   土地及水面貸付料 1,834 1,834 

   建物及物件貸付料 7,503 7,503 

   公務員宿舎貸付料 29,329 29,329 

  国有財産使用収入 125 125 

   版権及特許権等収入 125 125 

 諸 収 入 875,286 873,307 

  授業料及入学検定料 75,423 75,423 

   授   業   料 48,666 48,666 

   入 学 及 検 定 料 9,348 9,348 

   講   習   料 17,409 17,409 

  受託調査試験及役務収入 68,610 67,338 

   受託調査及試験収入 3,129 3,129 

   受 託 造 修 収 入 65,481 64,209 

  弁 償 及 返 納 金 563 563 

   返   納   金 563 563 

  物 品 売 払 収 入 408 408 

   不 用 物 品 売 払 代 408 408 

  雑 入 730,282 729,575 

   労働保険料被保険者負担金 792 792 

   延 滞 金 88 88 

   雑       収 729,402 728,695 

合      計 1,824,554 1,821,399 
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表４－１－２ 歳 入（リハセンターのみ）                       （千円） 

部・款・項・目 徴収決定額 収 納 済 額 

官業益金及官業収入 910,477 909,301 

 官 業 収 入 910,477 909,301 

  病 院 収 入 910,477 909,301 

   国立障害者リハビリテーションセンター病院収入 910,477 909,301 

雑 収 入 601,804 599,939 

 国有財産利用収入 37,203 37,203 

  国有財産貸付収入 37,078 37,078 

   土地及水面貸付料 1,813 1,813 

   建物及物件貸付料 5,936 5,936 

   公務員宿舎貸付料 29,329 29,329 

  国有財産使用収入 125 125 

   版権及特許権等収入 125 125 

 諸 収 入 564,601 562,736 

  授業料及入学検定料 75,259 75,259 

   授   業   料 48,666 48,666 

   入 学 及 検 定 料 9,348 9,348 

   講   習   料 17,245 17,245 

  受託調査試験及役務収入 68,610 67,338 

   受託調査及試験収入 3,129 3,129 

   受 託 造 修 収 入 65,481 64,209 

  弁 償 及 返 納 金 455 455 

   返   納   金 455 455 

  物 品 売 払 収 入 389 389 

   不 用 物 品 売 払 代 389 389 

  雑 入 419,888 419,295 

   労働保険料被保険者負担金 792 792 

   延 滞 金 81 81 

   雑       収 419,015 418,422 

合      計 1,512,281 1,509,240 
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表４－２－１ 歳 出（更生援護施設全体） 

一般会計                                      （千円） 

組織・項・目 予 算 額 決 算 額 

国立更生援護機関 7,494,207 7,319,986 

 国立更生援護機関共通費 5,296,371 5,226,720 

職員基本給 2,702,982 2,662,492 

職員諸手当 1,324,650 1,306,156 

超過勤務手当 267,053 259,740 

短時間勤務職員給与 36,739 36,226 

児童手当 34,595 34,265 

職員旅費 772 346 

庁  費 835,672 834,411 

情報処理業務庁費 8,072 7,524 

通信専用料 0 0 

土地借料 43,500 43,499 

各所修繕 35,479 35,219 

自動車重量税 813 809 

国有資産所在市町村交付金 6,044 6,033 

国立更生援護機関施設費 206,475 138,773 

施設施工旅費 56 0 

施設施工庁費 10,902 7,500 

施設整備費 195,517 131,273 

国立更生援護所運営費 1,991,361 1,954,493 

非常勤職員手当 56,030 50,846 

諸 謝 金 169,823 158,555 

職員旅費 25,257 18,030 

委員等旅費 16,284 13,971 

入所者見学等旅費 1,681 526 

受託研究旅費 2,240 2,059 

政府開発援助庁費 7,523 6,284 

更生援護庁費 1,080,449 1,077,501 

医療機器整備費 191,568 191,395 

入所施設器材整備費 111,931 111,874 

医薬品等購入費 120,768 120,742 

患者食糧費 32,001 28,471 

試験研究費 7,870 7,279 

受託研究費 5,703 5,652 

入所者食糧費 111,488 110,594 

義肢製作原材料費 50,735 50,704 

国有特許発明補償費 10 10 

合      計 7,494,207 7,319,986 
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表４－２－２ 歳 出（リハセンターのみ） 

一般会計                                      （千円） 

組織・項・目 予 算 額 決 算 額 

国立更生援護機関 6,762,823 6,606,951 

国立更生援護機関共通費 4,966,756 4,899,218 

職員基本給 2,702,982 2,662,492 

職員諸手当 1,324,650 1,306,156 

超過勤務手当 267,053 259,740 

短時間勤務職員給与 36,739 36,226 

児童手当 34,595 34,265 

職員旅費 271 1 

庁  費 584,066 583,954 

情報処理業務庁費 0 0 

通信専用料 0 0 

土地借料 0 0 

各所修繕 11,347 11,340 

自動車重量税 244 243 

国有資産所在市町村交付金 4,809 4,801 

国立更生援護機関施設費 154,300 92,150 

施設施工旅費 56 0 

施設施工庁費 9,187 5,798 

施設整備費 145,057 86,352 

国立更生援護所運営費 1,641,767 1,615,583 

非常勤職員手当 56,030 50,846 

諸 謝 金 144,053 135,307 

職員旅費 11,818 8,181 

委員等旅費 15,438 13,526 

入所者見学等旅費 928 367 

受託研究旅費 2,240 2,059 

政府開発援助庁費 7,523 6,284 

更生援護庁費 825,886 825,625 

医療機器整備費 191,568 191,395 

入所施設器材整備費 111,931 111,874 

医薬品等購入費 120,768 120,742 

患者食糧費 32,001 28,471 

試験研究費 7,870 7,279 

受託研究費 5,703 5,652 

入所者食糧費 57,265 57,261 

義肢製作原材料費 50,735 50,704 

国有特許発明補償費 10 10 

合      計 6,762,823 6,606,951 
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第５節 施設整備及び機器整備 

１ 施設整備 

件   名 工 事 概 要 数量 起工及び完成(予定)年月日 

宿舎中央給湯配管交換工事 

宿舎中央棟機械室内の給湯管及び

機械室から給湯タンクまでの給湯

配管の交換 

１式 
起工 平成29年１月26日 

竣工 平成30年１月19日 

防災センター内バックアップ

用空調機器取付工事 

防災センター内バックアップ用空

調機器取付工事 
１式 

起工 平成29年７月17日 

竣工 平成29年７月18日 

厨房内エアコン２台更新工事

一式工事 

宿舎中央棟厨房内に設置している

エアコン２台の更新工事 
１式 

起工 平成29年７月28日 

竣工 平成29年８月31日 

第２研究棟研修室等改修工事 
第２研究棟シャワー室を解体し、一

般研究室に改修する工事 
１式 

起工 平成29年９月15日 

竣工 平成29年10月13日 

第１浴室棟貯湯槽加熱コイル

取替工事一式 

第１浴室棟貯湯槽加熱コイル取替

工事 
１式 

起工 平成29年10月16日 

竣工 平成29年12月31日 

環境適応室等空調設備等改修

工事 

第２研究棟の環境適応室等の動物

実験施設について、SPF 環境を満た

すための空調設備等の改修を行う

工事 

１式 
起工 平成29年11月２日 

竣工 平成30年２月28日 

学院棟空冷ヒートポンプチラ

ー修理工事一式 

学院棟空冷ヒートポンプチラー（ダ

イキン UWXY850M）NO7、NO10系統の

修理工事 

１式 
起工 平成29年12月22日 

竣工 平成30年１月12日 

３号ボイラーガスガバナ交換

工事 
３号ボイラーガスガバナ交換工事 １式 

起工 平成30年１月４日 

竣工 平成30年２月28日 

統合ネットワーク用 LAN 配線

工事等一式 

統合ネットワーク用の LAN 配線工

事、構内 LAN 機器入れ替え及びネッ

トワーク構成変更作業 

１式 
起工 平成30年１月17日 

竣工 平成30年３月26日 

耐震器具取付工事一式 

センター内各棟各部屋の物品で耐

震器具取付が必要なものについて

取付作業 

１式 
起工 平成30年１月22日 

竣工 平成30年２月13日 

ＰＯ棟非常用直流電源整流装

置修理更新工事その他工事 

ＰＯ棟電気室内の非常用直流電源

用整流器の更新、蓄電池触媒栓の更

新及びエネルギーセンター棟特高

室の非常用直流電源用制御基板の

更新とハロン消火制御蓄電池用触

媒栓の更新工事研究所事務室の引

越に伴う電源工事 

１式 
起工 平成30年２月１日 

竣工 平成30年３月31日 

研究所Ｅ１０６・１０７・１０

８号室エアコン更新工事一式 

研究所Ｅ１０６・１０７・１０８号

室エアコンの更新工事 
１式 

起工 平成30年２月９日 

竣工 平成30年２月13日 

宿舎中央棟食堂点字ブロック

張替等工事一式 

宿舎中央棟食堂内の点字ブロック

張替・西側出入口手摺取付・間仕切

りの設置工事 

１式 
起工 平成30年３月12日 

竣工 平成30年３月19日 

非常用自家発電機制御盤の更

新等工事 

非常用自家発電機制御盤の更新及

びオーバーホール 
１式 

起工 平成30年３月１日 

竣工 平成30年12月10日 
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２ 機器整備 

品   名 概    要 数量 調 達 年 月 日 

基板加工機（ProtoMat E44） 
研究所福祉機器開発部にてIMUなど電気回路

の試作開発を実施するため整備したもの 
１式 平成29年８月31日 

YAWASA高感度モデル 5N 

研究所障害工学研究部の「車いす利用者の褥

瘡リスクの同定と福祉機器の開発・評価に関

する研究」に使用する機器を整備したもの 

１式 平成29年８月31日 

ロボティックマイクロマニピ

ュレータ 

研究所感覚機能系障害研究部にて聴覚障害

の病態解明と聴覚補償に関する研究のため

整備したもの 

１式 平成29年９月27日 

耳音響放射測定機能付聴覚誘

発反応測定装置 

病院耳鼻いんこう科にて聴覚検査を行うた

め更新整備したもの 
１式 平成29年９月27日 

電子制御膝継手１本 

研究所義肢装具技術研究部にて義足歩行に

おける高機能電子制御膝継手の特性を評価

するため整備したもの 

１式 平成29年10月17日 

超純水・純水製造装置 
研究所運動機能系障害研究部にて使用する

超純水・純水製造装置を更新整備したもの 
１式 平成29年10月18日 

チルトテーブル電動昇降式１

台 

病院理学療法室にて使用するチルトテーブ

ルを更新整備したもの 
１式 平成29年10月25日 

乗降訓練用自動車シミュレー

ター 

病院理学療法室にて使用する乗降訓練用自

動車シミュレーターを更新整備したもの 
１式 平成29年10月31日 

立位荷重可視化計測装置 

研究所義肢装具技術研究部で使用する義足

や下肢装具のアライメント可視化計測装置

を更新整備したもの 

１式 平成29年10月31日 

自動血球洗浄遠心機 
病院臨床検査科の自動血球洗浄遠心機を更

新整備したもの 
１式 平成29年11月６日 

誘発反応記録装置 

研究所感覚機能系障害研究部にて網膜の光

応答を計測する機器・網膜色素変性モデルの

網膜機能評価に使用するため整備したもの 

１式 平成29年11月24日 

内視鏡洗浄消毒装置 
病院外来の内視鏡洗浄消毒装置を更新整備

したもの 
１式 平成29年12月４日 

筋電図・誘発電位検査装置 
病院臨床検査科の筋電図・誘発電位検査装置

を更新整備したもの 
１式 平成29年12月15日 

バイオセーフティーキャビネ

ット１基 

研究所にて環境適応室改修後の運用に必須

なため整備したもの 
１式 平成29年12月26日 

電動ベッド 12台及び付属品

一式 
病院の病室用ベッドを更新整備したもの １式 平成29年12月27日 

床反力計測システムの一部更

新 

学院リハビリテーション体育学科にて立位

時や歩行時の重心動揺を計測することで身

体バランスの把握や歩行解析を行うための

システムの一部を更新整備したもの 

１式 平成29年12月28日 

靴型装具用サンディングマシ

ン２台 

学院義肢装具学科にて義肢装具を製作する

ための機器を更新整備したもの 
１式 平成30年１月12日 

病院業務用端末 39台 
職員が使用する業務用端末を更新整備した

もの 
１式 平成30年１月29日 

可搬式ディーゼル発電機１台 
センターにて停電発生時等に使用するため

整備したもの 
１式 平成30年２月６日 

複合機８台 
管理部・自立支援局・病院・研究所・学院で

使用する複合機を更新整備したもの 
１式 平成30年２月22日 

車椅子操作性評価システム修

理一式 

研究所福祉機器開発部の車椅子操作性評価

システムを整備したもの 
１式 平成30年３月９日 
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第２章 事業運営状況 

 

第１節 総 括 

１  平成 29年度を振り返って 

平成 29年度は、第２期中期目標の第３年度（中間年）にあたり、これまでの取組・成果を継続しつつ

新たな課題にも挑戦し、中期目標の達成に向けて取組を加速させる年となった。 

国立の機関として、障害における多様な支援ニーズに答えるため、先導的・総合的な事業展開、政策

的課題への取組、そして成果の公表・発信といった新たな中期目標の柱に沿って事業を展開した。実施

に当たっては、ＰＤＣＡサイクルを活用した業務運営を基本にすえ、各部門・職員への一層の浸透、定

着を図った。 

また、中期目標の副題に掲げた国立の中核機関としての先導的・総合的な取組について、今回の評価

結果をもとに 14の事業にまとめた。 

主な取組として、①昨年度伊東重度障害者センターを統合したことに伴う頸髄損傷者の募集強化を図

るため、別府センターと共同による募集活動を行ったほか、頸髄損傷者の国リハ病院でのリハから自立

支援局への就労支援の流れを強化した。②「高次脳機能障害に関する支援普及のための全国連絡協議会

等の開催、発達障害に関する地域における支援体制構築のための自治体訪問等全国の支援拠点機関の中

核センターとしての活動等を行った。③昨年度から再生医療リハを開始しており、手術後の患者を複数

受け入れた。 

第２期中期目標の実現に向け、次年度以降もセンター職員一人一人が運営方針、組織目標をしっかり

理解・共有し、ミッションの着実な遂行を目指していく。 

 

２ 幹部人事異動 

平成 29年４月１日付で、学院長に森浩一、企画・情報部長に堤裕俊、自立支援局総合相談支援部長に

石渡博幸、第一自立訓練部長に三浦友也、病院リハビリテーション部長に浦上裕子、看護部長に大館千

歳、研究所感覚機能系障害研究部長に世古裕子が就任して新体制で新年度をスタートさせた。また、７

月 11 日付で管理部長に吉田正則が就任した｡さらに８月１日付では､研究所障害福祉研究部長に山田英

樹が就任し、センターの体制強化が図られた｡ 

 

３ 主な活動 

（１）高次脳機能障害関連事業 

高次脳機能障害の関連では、ブロック会議を通じて全国 101支援拠点機関の指導・助言にあたった。

また、高次脳機能障害支援普及全国連絡協議会及び支援コーディネータ会議をそれぞれ２回開催し、

事業の一層の推進と均てん化を図った。 

さらに、福祉関係者のための高次脳機能障害研修会を開催した。病院では、専門外来の充実を図る

とともに高次脳機能評価入院を継続した。自立支援局では、就労移行支援及び自立訓練（生活訓練）

において一層の事業推進を図るとともに、実践を通じて評価・訓練を体系化した。研究所では、高次

脳機能障害者の生活・移動を支援する機器の実用化と普及の検討を行った。学院では、都道府県・指

定都市の行政職及び関係職種の指導者向けの研修事業を実施した。高次脳機能障害情報・支援・セン

ターでは、高次脳機能障害に関して様々な情報を収集・整理し、関係機関から各種相談を受けるなど、

中央拠点としての総合的な支援を行った。 
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（２）発達障害関連事業 

部門間の連携を一層強化するため、発達障害情報・支援センターが事務局となり、発達障害児の福

祉サービス提供機関である自立支援局秩父学園と発達障害者の支援を行っている発達障害支援室、医

療サービスを行っている病院第三診療部、人材の育成を担う学院研修担当、支援法開発を担う研究所

発達障害研究室がメンバーとなっている発達障害関連部署連絡会議を開催し、発達障害関係の研修事

業等の資料掲載等について協議した。学院では、知的障害・発達障害関係研修会を計 12回開催した。

これらの研修に関する情報は、発達障害情報・支援センターウェブサイトにおいて公開した。 

 

（３）障害者の運動医科学支援関連事業 

障害者の健康の維持や生活の質的向上にとって、運動やスポーツ活動は、重要な要素である。障害

を受けて新たな生活に立ち向かい、社会復帰をしようとする障害者に運動やスポーツ活動の可能性を

体験していただくことは重要であり、国リハでは、入院患者や自立支援局利用者に施設支援サービス

の一つとして、リハビリテーションメニューの中で「体育」を提供している。 

また、障害を受ける前に取り組んでいたスポーツを再度体験することは、自己効感の回復につなが

り、前向きに生きていこうとする意欲をかき立てることにもつながる。病院では退院前にスポーツ体

験をしていただけるよう、セラピスト、運動療法士、義肢装具士が協力し合って機会を作っている。 

さらに、障害を持つ競技者（パラアスリート）にとってスポーツ活動を適正に行うことは障害悪化

の予防、２次障害の予防のために重要である。適正なコンディショニング方法の開発、用具の開発等

を行っている。また、ＪＰＣ（日本パラリンピック委員会）と協同して選手に対するメディカルチェ

ックも行っている。 

 

４ 研究活動・業績 

平成 29年度における職員が行う人を対象とする研究の倫理審査申請は 181件で 172件が承認された。 

センター職員による学術・社会活動の実績は、原著論文 35編（うち国際誌 23編）、 著書 25編、招待・

特別講演等 270件、学会発表 205編であった。 
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第２節 自立支援局 

１ 平成 29年度の事業実施状況 

（１）自立支援局内全施設の一体的事業運営 

① 医療から訓練、社会参加までの一貫した障害福祉サービスの提供［所沢、秩父学園］  

（ア）頸髄損傷者の募集とリハ病院患者の福祉サービス移行促進の強化と効率化を図るため、①別府

センターと共同による頸髄損傷者の募集活動の取組（郵送活動の分業化、訪問等の際に両センタ

ーの紹介等）、②国立障害者リハビリテーションセンター （「国リハ」）病院眼科患者の相談ルー

トの構築（視覚機能訓練 4名の利用開始者うち高齢視覚障害 3名の訪問訓練対象者）など新たな

取り組みを行った。医療相談室との連携では 12回の連絡会を行い、障害福祉サービスに移行可能

性のある患者 98名の情報交換と 85名の個別相談を行い、59名（肢体機能 16名、視覚機能 12名、

生活訓練 16名、就労移行支援 15名）が利用を開始した。申請書をすでに受理している 14名につ

いても計画的に受入を行う。また、共同による訪問活動等の募集活動を行っている。 

（イ）新規入所決定児 3名については入所前に第 3診療部を受診し、児童の健康チェック、家族及び

関係機関からの聞き取りにより障害像の確認を行った。従来から第 3診療部を受診し家族面談を

行っている 7 名の児童については､受診に際し学園職員が同行し障害理解や帰宅時の関わり方な

どについて情報共有を図り療育に繋げている。 

（ウ）神戸アイセンターのロービジョンケアフロア（ビジョンパーク）において、試行期間である 12

月から 3月までの 4月間、下記の活動を 22回実施し、国の施設として有している資源を視覚障害

者等に還元すると共に、神戸センターの自立訓練や就労移行支援に繋げていくための活動等にも

取り組んだ。今後も可能な限り活動を継続する予定である。 

・週 1回から 2回の頻度で職員を派遣 

・眼疾患の患者や視覚障害者、家族等に対して、相談支援活動や各種情報提供、福祉講座・体

験会等を実施 

・養成施設利用の相談に繋げた者は 3 名（そのうち 1 名が利用申請を行い、4 月からの利用承

諾に至った。） 

（エ）職リハとの連携を図るため、共同による東京都内 4箇所の病院訪問や職リハ主催の宿舎見学を

12回共催し、190名（障害者 98名）が参加した。障害福祉サービスの利用希望を示した 49名の

個別相談を行い、23 名が自立支援局の利用申請（就労移行支援 21 名、生活訓練 2 名）に繋がっ

た。また、自立支援局で訓練をした後、職リハへ移行した者は 13名である。 

職リハ利用者 54名に対し施設入所支援を提供した。 

②  自立支援局内全施設との一体的な運営の充実［全センター］ 

（ア）各センターにおいて運営状況に関する課題を検討した。平成 31年度からの全施設での新規事業

案をとりまとめるには至らなかったが、平成 30年度要求の特別指導教官が所沢に設置されること

となったため、函館、神戸、福岡センターに配置する要求案をはじめ、高次脳機能障害者の復職

支援体制の整備、頸髄損傷者に対する地域定着支援等の要求案を取りまとめた。 

③ 実情に即した利用定員の見直し［所沢］ 

（ア）5年分の利用相談情報（1,648件）の中から有効なデータとして 1,334件を抽出し項目別に整理

した集計表を作成した。今後、この集計表を参考にして募集活動を行うとともに、さらに活用を

図るためのデータを積み上げることとする。 
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（２）質の高い障害福祉サービスの提供 

① サービス提供データの集積・分析と情報発信［所沢、函館、神戸、福岡］ 

（ア）自立支援局全体（4施設）における高齢視覚障害者に対する訪問訓練の相談者は 66名（所沢 34

名、函館 3名、神戸 24名、福岡 5名）で、うち 13名（所沢 9名､ 神戸 2名､ 福岡 2名）に対し

訪問訓練を実施した。 

所沢センターの相談者34名のうち8名について総合相談課と連携して居宅訪問による相談を実施

した。 

所沢センター訪問訓練終了者 16名のデータを整理し、12月の業績発表会で発表した。 

(所沢) 

サービス付高齢者向け住宅の職員（介護員、理学療法士（PT）､作業療法士（OT））10名に対

し手引き講習会を実施（8月）  

(函館) 

地域の高齢視覚障害者に関わる民生・児童委員等 70名に対し講習会を 3回実施 

(神戸) 

当該障害者宅 3名の訪問相談時に介護事業所職員や家族の同席を求め、必要な情報提供等を

支援（4月～6月） 

訓練公開に参加した手引きグループガイドヘルパーボランティア及び当事者 20 名に対し説

明会を実施（10月） 

地域包括支援センターを訪問し、介護保険サービス提供職員に対し講習を実施 

(福岡) 

訓練公開に参加した関係機関 30名に説明会を実施（6月）                                                                                                                                                                 

（イ）神経心理学的検査、抑制課題付有効視野測定法、自動車運転評価の運転適性検査のすべてのデ

ータが揃った者 9名、一部データが揃った者 1名であった。（高次脳機能障害） 

収集されたデータをもとに、運転再開可否判断に関する実車評価と各種データとの関連性を分析

し、12 月の日本高次脳機能障害学会及び業績発表会、1 月の日本安全運転・医療研究会、3 月の

有効視野を考える会においてそれぞれ発表した。 

（ウ）介護内容の記録方法を策定し、機能レベル別に 5 名分（C5・C6・C7 の完全麻痺各 1～2 名）の

利用開始・終了前の各 1ケ月間のデータ集積（項目毎の介護時間の計測と集計）を行った。         

（エ）理療教育課では、利用者の学習等の達成度に応じて、基礎力の定着、応用力の育成など、支援

内容を 4つのカテゴリーに細分化し、支援内容ごとにデータ集積・分析を行い業績発表会で発表

した。4月から現時点まで利用者 55人分の補習は総件数 2,573件、総時間 2,784.5時間、補習 1

人当たり平均時間 50.6時間となっている。 

総合支援課では、利用者 64名に関する生活支援実績等の集計を行った。しかし、十分な分析結果

が得られなかったため、データ収集を 1年間延長し、平成 30年度の業績発表会にて報告を行う予定。 

（オ）支援システム（ソフト）について、市販製品の導入を検討したが機能･価格などの点で適当なも

のがなかったため、独自に取り組むこととした。それに伴い入所時のデータベースの書式の検討

に着手した。支援記録、健康状態の記録については平成 30年度より独自の入力フォームを使用す

る体制が整った。 

（カ）22名の新規利用開始者に対し、アセスメントシートを用いて定期的にデータ収集を行っており、

これまで以上に精度の高いニーズアセスメントを通常業務において実施できる体制が整った。 
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② 標準的なサービスの体系化と効率化 

（ア）高次脳機能障害者に対する支援として、家族向けの心理教育プログラム案の政策に向けて、精

神障害者や高次脳機能障害者の家族向け心理教育プログラムに関する文献資料を収集、文献学習

を行った上で、プログラムを構成する 4項目（①オリエンテーション②ミニ学習③訓練見学④意

見交換）をあげ、プログラム案を作成した。その上で、11月と 2月に計 8家族 11名に試行した。

アンケート結果では「講義が分かり易かった」、「同じ障害を持つ家族と話ができて参考になった」

等の感想等があった。 

（イ）あんま・はり・きゅう（「あはき」）の技能やコミュニケーション能力の向上を図るための講座

の実施について、下記のとおり実施した。 

(所沢) 

臨床スキルアップ講座 2回実施、臨床導入講座 1回、進路別指導講座 2回の年間 5回実施 

(函館) 

身だしなみ指導 1回実施、接遇実習計 3回実施 

(神戸) 

実技クラブ 12 回実施、臨床研修講座 5 回実施、施術者に対するセクシャルハラスメント講

座を 10月に実施、専門 2年生のあんまマッサージ指圧師応用時における臨床実習 7回 

(福岡) 

コミュニケーション講座及び治療院開業者によるはり・きゅう実技講座、手技療法の実技講

座を各 1回、計 3回実施した。 

基礎技術の定着を図るための実技補習及び応用技術の取得を図るための実技補習を下記のと

おり実施した。 

(所沢) 

基礎技術の定着を図るための実技補習 79回、応用技術の取得を図るための実技補習 40回実

施 

(函館) 

基礎技術・応用技術を併せた全学年合同補習を 26回、2年次の応用技術補習を 4回実施 

(神戸) 

基礎技術の定着のための実技補習 16 回、応用技術の取得を図るための実技補習 8 回実施、

冬期休業期間中に臨床実習に向けた実習を 2回、特別臨床実習 4回実施、春季休業期間中の

特別臨床実習を 4回実施 

(福岡) 

基礎技術の定着を図るための実技補習 60 回実施 応用技術の習得を図るための実技補習 55

回実施 

（ウ）これまで集積した事例の分析を基に個別支援計画策定に資するための「発達障害者の就労支援

に資する支援プログラム実践ポイント集」を完成させた。 

（エ）4月に行われた特別支援学校の個別面談の際に、個別支援計画等支援状況を確認した。 

療育支援課職員に加え地域移行推進課職員も同席し地域移行に向けた情報共有を行った。 

地域移行については、進路指導部の教諭と情報共有も行った。 

また、学校との定例の会議では対応が困難な案件については、会議を開催し対応策について検討

した。 
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（オ）9月までに看護プログラムの項目を収集して整理した。10月から実践の試行を開始し、看護プ

ログラムを完成させた。平成 30年度から利用者の健康指導に活用する。 

（カ）4月に行われた特別支援学校の個別面談の際に、個別支援計画等支援状況を確認した。 

療育支援課職員に加え地域移行推進課職員も同席し地域移行に向けた情報共有を行った。 

地域移行については、進路指導部の教諭と情報共有も行った。 

また、学校との定例の会議では対応が困難な案件については、会議を開催し対応策について検討

した。 

（キ）在宅での就労訓練を可能とする新たな就労移行支援事業のために、教材開発チームと支援体制

チーム及び第二自立訓練部の関係者において事業化について検討し、対象者・訪問地域等の大

枠について整理した。今後、支援方法の詳細について整理する予定である。 

また、平成 30年 2月に研究所の福祉機器開発部と遠隔支援についての協力体制を整えた。 

③ リスク管理の強化［全センター］ 

（ア）各センター共通のインシデント報告書を作成し、平成 30年 1月以降は自立支援局全体でインシ

デントの一元管理ができる体制を整えた。今後は、各センターのインシデント情報を共有し、職

員研修等で事故の未然防止に活用していく。 

平成 29年度に報告された インシデント件数は次のとおり。 

（所沢） 

       総合支援課（栄養管理室、健康管理室含む）49件 

         視覚機能訓練課                  1件 

         肢体機能訓練棟（支援ステーション含む）  64件 

         理療教育課                              15件 

       （函館）                    8件 

       （神戸）                    19件  

       （福岡）                    10件 

       （別府）                    97件  

       （秩父）                    127件                                                                                                                                                                                                                                

（イ）平成 28年度の就労移行支援（養成施設）における自己評価は、7月にホームページで公表した。 

今年度は、年度末までに自己評価を行った。  

（ウ）（別府） 

福祉サービス第三者評価を受審し,（6/1～6/15 利用者アンケート実施 6/15利用者ヒヤリング

により利用者アンケート終了 6/21評価機関調査員の訪問調査） 10/27評価報告書を公表した。                                                                                                                                                   

（福岡） 

平成 30年度の受審に向けて、自己評価の内容・手順を検討、プレ評価として満足度調査等を活用

して実施した。 

④ 職員の資質向上に向けた取組［全センター］ 

（ア）各センターとも資格取得を促し、サービス管理責任者研修等については生活支援員以外の職種

についても計画的に受講を進め、講師派遣も実施した。なお、研修受講者に占める生活支援員以

外の職種の比率は 52％であった。 

(所沢) 

サービス管理責任者研修（15名受講：うち 4名が生活支援員以外） 
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(函館) 

相談支援従事者初任者研修（3名受講：3名とも生活支援員以外)  

(神戸) 

社会福祉士資格取得  1名 

(福岡) 

サービス管理責任者研修（2名受講：2名とも生活支援員以外)  

(別府) 

サービス管理責任者研修（7名受講：うち 6名が生活支援員以外）  

相談支援従事者初任者研修（1名受講：生活支援員以外) 

(秩父) 

サービス管理責任者研修（3名受講：うち 1名が児童指導員以外)  

社会福祉士資格取得 2名 

（イ）○自立支援局全施設共通で行う研修会を下記のとおり開催した。 

・歩行技術研修会 1名（所沢 1名） 

・理療教育の教官研修会 36名（所沢 23名、函館 4名、神戸 4名、福岡 2名、福岡 5名） 

・栄養士・調理師研修会 13名（所沢 4名、函館 2名、神戸 2名、福岡 2名、別府 1名、秩父 2

名） 

・視覚障害者に対するリハビリテーション研究会（福岡）31名  

（所沢 1名、函館 2名、神戸 2名、別府 2名、福岡 24名） その他一般 51名  

・頸髄損傷者に対するリハビリテーション研修会（別府） 

    1日目 117名（所沢 7名）2日目 125名（所沢 8名） 

・生活支援専門職員等研修会（1/25～26   14名）     

〇各センターは研修を適宜実施するとともに、職員への学会や研究会での発表の促進、大学院

進学を奨励し、資質向上に努めている。主な研修の実施状況は下記のとおりである。 

（所沢) 

・施設内研修（幕張版ワークサンプル勉強会 他 5件） 

・施設外研修（関東地区メンター養成研修会 他 5件） 

・学会等発表（日本リハビリテーションスポーツ学会 他 5件） 

(函館） 

・施設内研修（防犯研修 他 1件） 

・施設外研修（メンター研修 他 16件) 

 (神戸） 

・施設内研修(ハラスメント研修  他 3件 ) 

・施設外研修（視覚障害生活支援研修会 他 10件） 

・学会等発表（身体障害者リハビリテーション研究集会） 

（福岡） 

・施設内研修（業務報告会） 

・施設外研修（全国ロービジョンセミナー他 7件） 

・学会等発表（リハ業績発表会） 
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（別府） 

・施設内研修（センターの基本理念・基本方針 他 9件 ） 

・施設外研修（相談支援従事者初任者研修 他 41件） 

・障害者週間記念講演 

（秩父） 

・大学院進学者 1名 

・施設内研修（虐待防止に関する研修会他 1件） 

・学会等発表（訪問支援について学会発表） 

⑤ 各部門との連携によるサービスの質の向上［所沢、秩父］ 

（ア）知識・技術の公表のため、病院等が担当する下記研修会に講師を派遣し、自立支援局の福祉サ

ービス等の紹介を行った。 

(所沢） 

・視覚障害者用補装具適合判定医師研修会 講師 5名派遣 (7月・12月総合相談課、視覚機能

訓練課) 

・リハビリテーション心理職研修会 講師 1名派遣（10月生活訓練課）    

・福祉関係者のための高次脳機能障害研修会 講師 2名派遣（10月生活訓練課） 

・作業療法士研修会 講師 1名派遣（11月生活訓練課）    

（秩父） 

・リハビリテーション看護研修会企画運営担当（10月～11月）   

（イ）知識・技術の公表のため、学院で開催する下記の研修会に講師を派遣し協力を行った。 

(所沢) 

・視覚障害生活支援研修会 受講者 16名 全員（10名)が講師として協力 (5月視覚機能訓練

課）  

・高次脳機能障害支援事業関係職員研修 講師派遣 1名（6月肢体機能訓練課）  

・福祉機器専門職員研修会 講師派遣 2名（7月肢体機能訓練課） 

・サービス管理責任者等指導者養成研修 講師派遣 1名（9月肢体機能訓練課） 

・身体障害者補助犬訓練者等研修会 講師派遣 2名（2月肢体機能訓練課、視覚機能訓練課） 

(秩父）       

・知的障害支援者研修会（11月） 担当職員 2名・講師 1名派遣 

・自閉症研修会（5月、2月） 担当職員各 2名（延べ 4名）派遣   

（ウ）研究所と連携し、支援機器開発等の各種プロジェクトに研究協力を行った。 

・9月から 3大学が参加し、「ニーズ＆アイデアフォーラム」会合を 5回開催 

12月 21日に発表会を実施した。 

・「難病患者の福祉サービス活用による QOL向上に関する研究」（計測） 

・「施設利用障害者の活動・外出に関する調査」（新規） 

・「利用者の意志決定支援の効果に関する研究」（新規）     

・「障害者支援施設等におけるロボット技術を活用した支援及び効果実証研究」（新規） 

・「3Dプリンタを用いた自助具製作の有用性検証に関する研究」 

⑥ 利用者の健康保持・増進 

（ア）平成 30年 3月までにすべての施設において給食会議等に係る規程整備を行った。各施設とも、
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嗜好調査等に基づくサービスの質の向上や利用者の健康に配慮した食事提供体制の充実を図った。 

      (所沢） 

・これまでに 6回の給食会議を開催し、給食会議設置規程の整備や安心・安全な食事提供体制

の充実を図った。   

・嗜好調査 2回 

・特別食の全食事に対する提供割合 10.4％  

（函館） 

・給食会議開催（7月、10月）  嗜好調査（9月） 

・特別食の全食事に対する提供割合 33.3％ 

（神戸） 

・給食会議開催（4月、10月、12月）、嗜好調査（1月）、定期的に残菜調査を実施。 

・特別食の全食事に対する提供割合 22.6％ 

（福岡） 

・給食会議（毎月 1回実施）、嗜好調査（9月）を実施 

・特別食の全食事に対する提供割合 22.1％  

・給食会議設置要領を制定した。 

（別府） 

・全利用者に対し、個別の栄養マネジメントを実施。 

・給食会議（5月・11月）、嗜好調査（1月） 

・特別食の全食事に対する提供割合 32.0％ 

（秩父） 

・給食会議 6回、嗜好調査 1回実施 

・給食会議の規程を作成（11月） 

・特別食の全食事に対する提供割合 11.1％ 

（イ）障害者健康増進・運動医科学支援センターと共同で健康教室を 6回開催し 287名が参加した。 

（３）重度障害者に対するサービス提供の充実 

① 伊東重度障害者センター統合後の利用者の生活環境や訓練環境を整備するための取り組みを継続

する。［所沢］ 

（ア）統合時に未実施の工事は、昨年度末に完了し、新たに必要となった工事等として、2 階廊下と

の接合部分の不具合、居室エアコンの水漏れ、介護浴槽の不具合、３階ベットトイレの改修など

管理部会計課と調整し、順次整備した。 

② 頸髄損傷者の機能訓練において、利用者の機能レベルや年齢階層、ニーズ等を踏まえた支援プロ

グラム案を策定する。［所沢］ 

（ア）6月に支援プログラム案の検討を始め、頸髄損傷者の完全麻痺 Zancolli 分類全レベル（C4－1

～C8）の支援プログラム案を完成し活用を開始した。 

③ ADLが自立していない利用者に対する就労移行支援サービスの提供方法について検討する。 

[所沢] 

（ア）平成 29年 4月以降は全体検討会を 5回、作業部会を 3回開催し、就労支援サービス提供に関す

る 2名の試行を開始、12月にさらに 1 名の試行を開始した。平成 30年 3月までの支援経過をと

りまとめ、中間報告を行った。 
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（４）事業成果向上への取組み 

① 利用者の就労、地域移行の推進［所沢、函館、神戸、福岡］ 

（ア）飯田橋ハローワーク及び国立職業リハビリテーションセンターと合同での企業等見学説明会を

6月に第 1回目を開催し、23社が参加した。見学説明会後に参加した企業 8社を訪問した。その

内 3社から求人があり、1社からは障害者雇用の相談があった。第 2回目は 2月に実施し 21社が

参加した。 

Ｈ29年度の定着支援については、Ｈ23年度以降の終了者を含めて会社訪問を 45件実施した。ま

た、終了者からの電話相談等を 69件受けた。相談内容については主に仕事に関すること（勤務内

容や勤務時間等）、及び生活の相談があり、定着支援のための必要な助言・指導を行った。 

なお、平成 29 年度の就職者 14 名に対して会社訪問を 45 件実施し、終了者からの電話相談等を

67件受けた。うち 4名については就職後 6ヶ月経過している。   

（イ）各センターにおいて、施術所見学で就労に対する意識づけや動機づけを図り、あはき師の就労

に特化した進路支援講座等で理療技術や実践力を高める取組みを行い、更に、利用者の進路希望

に応じた個別の職場見学を以下のとおり実施した。 

（所沢） 

・施術所見学：7回 

・進路支援講座等：4回 

・個別の職場見学：8回 

（函館） 

・施術所見学：6回 

・進路支援講座：1回 

・個別の職場見学：3回 

（神戸） 

・施術所見学：8回 

・進路支援講座等：6回 

・個別の職場見学：8回 

（福岡） 

・施術所見学：4回 

・進路支援講座：3回 

・個別の職場見学：3回 

② あんま・はり・きゅう師国家試験の合格率の維持・向上  

（ア）あはき師国家試験の合格率の向上を図るため、模擬試験及び補講にかかる年間計画を策定して

実施した。 

(所沢) 

・模擬試験：4回実施 

・受験対策補習：236時間実施 

(函館） 

・模擬試験：3回実施  

・受験対策補習：120時間実施 

 (神戸） 
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・模擬試験：3回実施 

・受験対策補習：夏季休業期間中、冬季休業期間中を中心に 98時間実施 

（福岡） 

・模擬試験：5回実施   

・受験対策補習：171時間実施  

全施設の専門課程における現役受験者においては、84.0％の方が少なくとも 1つの資格試験に

合格しており、昨年度と同様目標を達成した。 

③ 知的障害児・者の地域生活への移行の推進［秩父］ 

（ア）地域生活への移行に関する説明会は関係機関との調整会議やご家族への個別支援計画の説明時

に全員に実施した。 

高等特別支援学校 3学年に在学の児童 4名のうち 2名は調整会議を行い施設入所を見据えた短期

入所を実施。2 名については調整会議を開催し関係機関と連携を図り、施設見学を行った。地域

生活トレーニングホーム「ウィズ」の体験については 3年生 4名中 2名（施設入所を見据えた短

期入所を行えなかった児童）が 7月・8月・9月・12月に利用した。2月には 3年生 2名、1年生

2名が宿泊を含む体験利用を行った。 

2学年在籍の児童 3名について調整会議を開催し家族との施設見学を実施した。 

1学年在籍の 4名のうち 2名は調整会議を開催し、地域移行の援護実施自治体（18歳以降の福祉

サービスを支給）が決定し、関係機関との役割分担を行った。2 名については児童相談所と移行

に向けて情報共有を行った。 

（イ）保護者との施設見学を 10件実施した。年齢超過者 19 名(うち 18～20歳 2名)のうち、14名に

対し体験のショートステイを実施。寮担当職員も施設見学や体験のショートステイに同行し、行

動特性や支援状況を伝えた。 

4月、7月、11月、3月に情報誌を発行した。 

年齢超過者の地域移行については、個々の進捗状況に差があるため、施設見学時や体験のショー

トステイ利用時を捉えて個別に相談を実施した（15 件）。その他、年齢超過者の保護者が出席す

る親の会総会にて説明を行った。（5家族） 

19名中 11名に対して調整会議を実施し 3名（うち 18～20歳 1名）が地域移行した。20歳以上の

年齢超過者15名については、移行期限である平成33年3月末迄に移行できるよう支援をしていく。 

（ウ）発達障害児とその家族に対する年齢層に応じた療育の実践 

地域拠点型事業「なないろ」についてこれまでの取り組みやその成果等の事業内容をまとめ、業

績発表会で発表した。 

利用者は延べ 386組である。今年度から行っている「出張なないろ」については５月から実施。

市内の 2つの児童館で 22回開催し延べ 102組の利用があった。 

16回以上の実施を予定している訪問支援については、4月に 5人の利用者のお宅へ各 1回の家庭

訪問を行った。7月以降、保育所等への訪問 10回。 

市内の保育士向けの実践研修については、所沢市役所を通し募集を行い 4名の応募があった。10

月から順次受け入れ、実践研修を行った。これらの取り組みについて、業績発表会で発表すると

ともに、外部の学会でも発表した。 

本人への居場所支援だけでなくご家族への支援として、相談の場としてサロンを開催しご家族同

士の横の関係づけを行っている。これらの取り組みやその成果等の事業内容をまとめ、業績発表
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会で発表した。 

（エ）国リハ全体の施設整備予算を考慮して予算要求を行った。 

施設整備実施に向けて、既存寮を活用しユニット制を試行し問題点の洗い出しを行った。 

（５）地域貢献への取組み 

① 施設機能の地域提供・開放［全センター］ 

（ア）各センターは、地域の特性に応じて講習会等の開催や事業の公開などにより施設機能の提供・

開放を行う等、地域貢献に取り組んだ。 

主な実施状況は以下のとおりである。 

○地域住民、関係機関を対象にした講習会及び事業公開 

（所沢） 

・講習会等（会場提供 1回） 

・事業公開等 （7回 302名） 

（函館） 

・講習会等（13回 260名） 

・事業公開等（1回 30名） 

・その他（函館市行事（はこだてカルチャーナイト 2017）への参加等 2回 計 264名） 

（神戸） 

・講習会等（29回 952名） 

・事業公開等（5回 63名） 

（福岡） 

・講習会等（2回 10名） 

・事業公開等（1回 30名） 

・その他（啓蒙活動 1回） 

（別府） 

・講習会等（4回 16名） 

・その他（蛍の交歓会 他 4回 267名） 

（秩父） 

・講習会等（2回 164名） 

② 地域の関係機関との連携［全センター］ 

（ア）各センターの地域関係機関の開催する主な会議に参加した状況は以下のとおりである。 

（所沢） 

・「一般社団法人交通事故被害者家族ネットワーク」が主催する医療機関向け講習会 3回 

・サービス担当者会議 60回  

 (支援課 14回、肢体機能訓練課 31回、視覚機能訓練課 1回、生活訓練課 14回) 

・裁判所職員総合研修所主催「障害者等に対する配慮」に関する研修会に講師 12名派遣   

・埼玉県サービス管理責任者研修会に講師 2名を派遣  

・所沢市自立支援協議会 しごと部会 3回 

・所沢市就労関係機関連絡会議 3回 

・東京都立文京盲学校主催教職員研修会「高次脳機能障害について」 講師 2名派遣 

・橫浜市総合リハビリテーションセンター診療研究会 講師 1名派遣 
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・関東地区点字図書館協議会秋期職員研修会 講師 1名派遣 

・東京都高次脳機能障害者相談支援研修会 講師 1名派遣 

・ふじみ野市社会福祉協議会主催「中学生に対する福祉教育」 講師 1名を 2回派遣 

・埼玉県鍼灸マッサージ師会主催「視覚障害者に対するガイドヘルプに関する講習会」講師 2

名派遣 

・ハイリハ東京講演会 講師 1名派遣 

・福島高次脳機能障害リハビリテーション講習会 講師 1名派遣 

・所沢市就労関係機関連絡会議 2回 

・所沢市障害者施策推進協議会 6回 

・所沢市地域福祉推進委員会  1回 

・同行援護従事者養成研修（八王子市内）講師 3名派遣  

（函館）       

・道南地区障がい者就労支援連絡協議会 役員会 1回 

・道南地区障がい者就労支援連絡協議会 連絡会議 3回 

・函館地域障害者自立支援協議会 1回 

・函館社会福祉施設連盟総会 1回    

（神戸） 

・神戸市西区自立支援協議会 9回 

・サービス担当者会議 13回 

（福岡） 

・サービス担当者会議 4回  

（別府）  

・大分県身体障害児者施設協議会 1回 

・自立支援協議会実務担当者会議  12回 

・別府市障害支援区分審査会 6回 

・大分国際車いすマラソン大会実行委員会 1回 

・大分県スポーツ指導者養成講習会講師派遣 2回 

・サービス担当者会議  16回 

（秩父） 

・自立支援協議会こども部会 5回 

③ 専門職員の実習・研修の実施[全センター] 

（ア）各センターの実習・研修のを受け入れ状況は以下のとおりである。 

・川崎市より平成 29年 4月 1日から 1年間の予定で、研修生 1名を総合支援課で受け入れた。  

・福井県の就労継続支援Ｂ型施設より 6 月（3 日間）に研修生 2 名を就労移行支援課に受け入

れた。 

・交通事故対策機構より 11 月 7 日に交通被害者援護業務担当職員（15 名）研修を肢体機能訓

練で実施した。 

・全日本指定自動車教習所協会連合会より 10月 12日に障害者教習指導員（30名）研修を自動

車訓練室で実施した。 

（神戸） 
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・兵庫内の医療センターより 6月（1日間）に視能訓練士 1名の研修を支援課に受け入れた。                                                                              

・兵庫県内の養護学校（肢体不自由）より 8月（2日間）に教員 1名を支援課に受け入れた。 

・兵庫県内の眼鏡店より 9月（1日間）に店員 1名を支援課に受け入れた。                                                                                                                                                                                         

（福岡）                                    

・福岡県警察学校の生徒(347名)に対する介助体験を年 2回受け入れた。 

（別府） 

年間を通して受け入れ依頼がなかった。 

（秩父） 

・4月から所沢市の保育士 1名を 1年間研修生として受け入れた。 

・所沢特別支援学校より教員研修を 7月に受け入れた。（4名 1日） 

（イ）各センターで、積極的に実習生を受入れた。受入れ状況は以下のとおりである。 

（所沢） 

・社会福祉士実習：9名 

・当センター学院視覚障害学科臨床実習：1名 

・栄養士実習：2名 

・作業療法士実習：1名 

（函館） 

・社会福祉士実習：4名 

（別府） 

・社会福祉体験実習：5名 

・社会福祉士実習：1名 

・作業療法士実習：9名 

・理学療法士実習：15名  

・介護福祉士実習：4名 

・リハ体育実習：2名 

（秩父）  

・社会福祉士実習：3名  

・保育士実習：10名 

・社会福祉士実習担当者講習会：1名 

（６）利用率の向上[全センター] 

① 27 年度候補とした指標(利用相談データ、利用充足率データ、利用者基本情報データ、就職率及

び定着率、あはき師国家試験合格率、各事業の訓練所要日数 ) 等について、前年度と比較した。 

・見学相談(350件) →325件 

・利用開始(199件)→216件 

・国リハ病院との連携打合せ（11回）→12回 

・連携による訪問募集活動（14箇所）→10箇所 

・連携による個別相談（91名）→119名 

・国リハ病院経由の福祉サービス利用者(60名）→59名  

・事業公開（13回 276名）→7回 302名 

・高齢視覚障害者に対する訪問訓練（11名） → 13名 
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・高次脳機能障害者の自動車運転評価累積（42名）→ 48名 

・視覚障害者機能訓練サービスの標準化に向けたデータ分析（83名）→205名 

・あはき師養成の補習の実施（517時間）→625時間 

・ヒヤリハット・インシデント報告（336回）→390回 

・福祉職職員の資格取得受講人数（30人）→16人 

・給食会議等（66回）→31回 

・就労移行支援における職場見学（106件）→98件 

・地域貢献：講習会等の開催・事業の公開（54回 2,092名）→74回 2,393名 

・地域関係関との連携強化：会議参加（176回）→167回 

・実習受け入れ（57人）→80人 

・秩父保護者との施設見学（19件）→37件 

・秩父体験利用（81件）→49件 

・秩父地域子育て支援拠点型事業「なないろ」の利用者（延べ 657組）→延べ 386組 

・秩父保育所の巡回訪問支援（35回）→15回 

・秩父デイサービス（延べ 506名）→延べ 450名※あはき師国家試験合格率（73頁参照） 

（７）災害等緊急時の危機管理の充実[全センター] 

① 各センターで年間計画を策定し、下記のとおり避難訓練等を実施した。 

（所沢） 

不明者の最終確認の徹底など新たな仕組みも取り入れて充実を図った。 

・転入、新規採用職員オリエンテーション 1回  

・総合防災訓練 2回  

・避難誘導訓練 4回 

・介護講習 1回 

・AED講習 2回 

・設備点検 1回 

（函館） 

・総合避難訓練 2回 

・避難訓練 2回 

・災害等発生時の役割分担及び宿日直時の対応等の説明会 

・避難経路及び点呼方法の確認 

・弾道ミサイル発射（Jアラート発信）時の対応要領作成 

・消防設備機器等の説明会 

・火災報知器の発報時の対応訓練 

（神戸） 

・H29 年 2 月から神戸市の「災害時の視覚障害者の福祉避難所」の指定を受け、要援護者の支援

に率先して協力。 

・H30年 3月に明石市と福祉避難所について協定を締結 

・災害用備蓄品の定期的な確認及び充実 

・災害用倉庫に備蓄する物品の実施の使用方法の説明会を実施 

・定例避難訓練 5回実施（年間 6回計画） 
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・総合避難訓練 2回実施（年間 2回計画） 

（福岡） 

・避難訓練 4回実施（年間 4回計画） 

・総合避難訓練 1回実施（年間 2回計画） 

・防災研修 1回実施（年間 1計画） 

（別府）  

・避難訓練 6回（うち 1回は地震による火災、1回は噴火を想定） 

・別府市内一斉安全確保行動訓練 1回 

・移乗介助講習 1回 

・消火器操作訓練 1回 

・福祉避難所協定施設実務研修会参加（1名） 

・非常災害時食事提供模擬訓練 1回 

・防犯マニュアル職員説明会 1回 

・防犯訓練・防犯講話 1回  

・AED体験、心肺蘇生訓練 1回 

・事業継続計画（BCP）作成 

・設備点検 年間 2回計画（9月、3月） 

（秩父） 

・避難訓練 12回 

・近隣施設等合同防災訓練（11月実施） 

・AEDを含む救急救命講習（7月実施） 

表２－１ 事業別利用者状況                               （人） 

区分 利用開始 契約解除 

在    籍 

就労移行 

支援（養成） 

自立訓練 
就労移

行支援 
独自事業 計 機能訓練 

（視覚） 

機能訓練 

（肢体） 
生活訓練 

総 数 
268  

(217) 

249  

(211) 

55  

(62) 

56  

(52) 

73  

（50) 

44  

(45) 

136  

(158) 

2  

(3) 

366  

(370) 

構成比 - - 15.1％ 15.3％ 19.9％ 12.0％ 37.2％ 0.5％ 100.0％ 

(注 1)  年度途中でサービス内容を変更した場合においても、契約毎にカウントしている。 

(注 2)  (  ) 内は昨年度実績を表す。 

表２－２ 障害等級状況                               （人：％） 

障害   

等級 
1級 2級 3級 4級 5級 6級 等級なし 計 

視 覚 障 害 
54  

(44.6) 
50  

(41.3) 
5  

(4.1) 
4  

(3.4) 
5  

(4.1) 
3  

(2.5) 
-  
(-) 

121  
(100.0) 

肢 体 不 自 由 
107  

(79.9) 
15  

(11.2) 
4  

(3.0) 
2  

(1.5) 
4  

(3.0) 
1  

(0.7) 
1  

(0.7) 
134  

(100.0) 

聴 覚 障 害 
-  
(-) 

10  
(76.9) 

-  
(-) 

1  
(7.7) 

-  
(-) 

2  
(15.4) 

-  
(-) 

13  
(100.0) 

内 部 障 害 
-  
(-) 

-  
(-) 

-  
(-) 

-  
(-) 

-  
(-) 

-  
(-) 

-  
(-) 

-  
(-) 

精 神 障 害 
3  

(3.1) 
32  

(32.7) 
24  

(24.5) 
-  
(-) 

-  
(-) 

-  
(-) 

39  
(39.8) 

98  
(100.0) 

計 
164  

(44.8) 
107  

(29.2) 
33  

(9.0) 
7  

(1.9) 
9  

(2.5) 
6  

(1.6) 
40  

(11.0) 
366  

(100.0) 
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表２－３ 重複障害 

事  業 障 害 の 状 況 人 数 

自 立 訓 練 （機 能） 

視覚障害＋精神障害 1 

視覚障害＋内部障害 1 

視覚障害＋内部障害＋高次脳機能障害 1 

視覚障害＋肢体不自由＋内部障害 1 

肢体不自由＋高次脳機能障害  1 

自 立 訓 練 （生 活） 

高次脳機能障害＋肢体不自由 9 

高次脳機能障害＋肢体不自由＋音声・言語機能障害 2 

高次脳機能障害＋内部障害 1 

就  労 移 行 支 援 

視覚障害＋知的障害 1 

肢体不自由＋内部障害 3 

肢体不自由＋発達障害 2 

肢体不自由＋音声・言語機能障害 1 

聴覚障害＋肢体不自由  1 

高次脳機能障害＋肢体不自由 8 

その他障害＋知的障害＋発達障害 1 

就労移行支援（養成） 
視覚障害＋精神障害 1 

視覚障害＋内部障害 1 

独 自 事 業 （ 再 理 療 ） 視覚障害＋内部障害＋肢体不自由 1 

合  計  39 

(注)  平成 29年度新規利用開始者の中で、対象者のみをカウントしている。 

表２－４ 年齢状況                                                                 （人：％） 

年齢 

障害別 
15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 計 

視 覚 1 (0.8) 28 (23.1) 18 (14.9) 29 (24.0) 24 (19.8) 21 (17.4) 121 (100.0) 

肢 体 2 (1.5) 56 (41.8) 23 (17.1) 30 (22.4) 21 (15.7) 2 (1.5) 134 (100.0) 

聴 覚 4 (30.8) 7 (53.8) 2 (15.4) - (-) - (-) - (-) 13 (100.0) 

内 部 - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) 

高次脳機能障害 3 (3.6) 17 (20.2) 17 (20.2) 25 (29.8) 21 (25.0) 1 (1.2) 84 (100.0) 

発 達 1 (7.1) 9 (64.3) 4 (28.6) - (-) - (-) - (-) 14 (100.0) 

計 11 (3.0) 117 (32.0) 64 (17.5) 84 (23.0) 66 (18.0) 24 (6.5) 366 (100.0) 

（注）年齢は利用開始時点のものである。 

表２－５ 学歴状況                                 （人：％） 

 学歴 

障害別 
未就学 小卒 中卒 高卒 短大卒 大卒以上 不明 計 

視 覚 - (-) - (-) 18 (14.9) 64 (52.9) 16 (13.2) 23 (19.0) - (-) 121 (100.0) 

肢 体 - (-) - (-) 19 (14.2) 67 (50.0) 15 (11.2) 32 (23.9) 1 (0.7) 134 (100.0) 

聴 覚 - (-) - (-) - (-) 13 (100.0) - (-) - (-) - (-) 13 (100.0) 

内 部 - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) 

高 次 脳 

機能障害 
- (-) - (-) 6 (7.1) 34 (40.5) 17 (20.2)  27 (32.2) - (-) 84 (100.0) 

発 達 - (-) - (-) - (-) 5 (35.7) 2 (14.3) 6 (42.9) 1 (7.1) 14 (100.0) 

計 - (-) - (-) 43 (11.7) 183 (50.0) 50 (13.7) 88 (24.1) 2 (0.5) 366 (100.0) 
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表２－６ 出身地別状況                                                             （人：％） 

課程 
都道府県 

就 労 移 行 
支援（養成） 

自 立 訓 練  
機能訓練（視覚） 

自 立 訓 練 
機能訓練（肢体） 

自立訓練 
生活訓練 

就 労 移 行 
支 援 

計 構 成 比 

1 北 海 道   1  2 3 0.8 
2 青 森     2 2 0.5 
3 岩 手  1   3 4 1.1 
4 宮 城   4  3 7 1.9 
5 秋 田  1 1   2 0.5 
6 山 形     3 3 0.8 
7 福 島 3 1   3 7 1.9 
8 茨 城 1 2 2 2 1 8 2.2 
9 栃 木 1 2 6  6 15 4.1 
10 群 馬  2 2  4 8 2.2 
11 埼 玉 19 26 11 30 45 131 35.8 
12 千 葉 4 1 7 1 10 23 6.3 
13 東 京 16 10 14 10 24 74 20.2 
14 神 奈 川 3 3 3  13 22 6.1 
15 新 潟   1 1 3 5 1.4 
16 富 山  1   1 2 0.5 
17 石 川        
18 福 井 1  2   3 0.8 
19 山 梨 1  1  2 4 1.1 
20 長 野 1 1 2  1 5 1.4 
21 岐 阜   2  1 3 0.8 
22 静 岡 4 4 5  4 17 4.7 
23 愛 知   5  2 7 1.9 
24 三 重   2   2 0.5 
25 滋 賀        
26 京 都        
27 大 阪   1   1 0.3 
28 兵 庫 2     2 0.5 
29 奈 良        
30 和 歌 山        
31 鳥 取        
32 島 根        
32 岡 山  1   1 2 0.5 
34 広 島   1   1 0.3 
35 山 口        
36 徳 島        
37 香 川        
38 愛 媛        
39 高 知        
40 福 岡 1     1 0.3 
41 佐 賀        
42 長 崎        
43 熊 本     1 1 0.3 
44 大 分     1 1 0.3 
45 宮 崎        
46 鹿 児 島        
47 沖 縄        

計 57 56 73 44 136 366 100.0 
（注）就労移行支援（養成）に独自事業を含む。 

 

表２－７ 利用者負担上限月額一覧                             （人） 

 上限月額（円） 
就 労 移 行 
支  援 （養成） 

自 立 訓 練 就 労 移 行 
支 援 

計 
機能（視覚） 機能（肢体） 生 活 

            0 48 30 29 19 77 203 

    1～ 3,750 - - - - - - 

3,751～ 6,150 - - - - - - 

6,151～ 7,500 - - - - - - 

7,501～ 9,300 6 16 6 12 24 64 

9,301～12,300 - - - - - - 

12,301～15,000 - - - - - - 

15,001～18,600 - - - - - - 

18,601～24,600 - - - - - - 

       37,200 3 10 38 13 35 99 

計 57 56 73 44 136 366 
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表２－８ 事業別進路状況 
区                分  総 数 (人)  構 成 比 (％) 

機
能
訓
練
（
視
覚
） 

就 職 - - 

復 職 ・ 現 職 復 帰 1 2.7 

就 労 移 行 支 援 （ 養  成 ） 1 2.7 

就 労 移 行 支 援 1 2.7 

職 業リハセ ンター （ 「職 リハ」） 入所 9 24.3 

他 施 設 入 所 8 21.6 

家 庭 復 帰 15 40.6 

単 身 生 活 2 5.4 

中 途 解 約 - - 

小       計 37 100.0 

機
能
訓
練
（
肢
体
） 

就 職 - - 

復 職 ・ 現 職 復 帰 - - 

復 学 4 12.5 

家 庭 復 帰 17 53.1 

他 施 設 入 所 - - 

病 院 1 3.1 

就 労 移 行 支 援 6 18.8 

職 リ ハ 入 校 3 9.4 

そ の 他 1 3.1 

小       計 32 100.0 

生 

活 

訓 

練 

就 職 1 4.0 

復 職 ・ 現 職 復 帰 1 4.0 

就 労 移 行 支 援 4 16.0 

職 リ ハ 入 所 1 4.0 

復 学 1 4.0 

家 庭 復 帰 1 4.0 

他 施 設 入 所 13 52.0 

中 途 解 約 3 12.0 

小       計 25 100.0 

就
労
移
行
支
援 

就 職            16 18.4 

職 場 復 帰 1 1.1 

在 宅 就 労 - - 

就  労  継  続  支  援  （ Ａ  型 ） 2 2.3 

就  労  継  続  支  援  （ Ｂ  型 ） 3 3.5 

就 労 継 続 支 援 移 行 - - 

職リハ移行（施設入所支援のみ利用）注１ 46 52.9 

職リハ移行（ 就 労 移 行 支 援 経 由 ）注２ 5 5.7 

就 職 活 動 継 続 1 1.1 

自 己 都 合 退 所 4 4.6 

そ の 他 9 10.4 

小       計 87 100.0 

就
労
移
行
支
援
（
養
成
） 

治 療 院 開 業 - - 

治 療 院 勤 務 - - 

病 院 等 勤 務 - - 

特 養 等 施 設 勤 務 3 15.8 

ヘ ル ス キ ー パ ー 1 5.3 

訪 問 マ ッ サ ー ジ 1 5.3 

進 学 ・ 研 修 3 15.8 

就 職 活 動 継 続 2 10.5 

そ の 他 6 31.5 

中 途 解 約 3 15.8 

小       計 19 100.0 

合        計 200  

（注１）職リハ移行（施設入所支援のみ利用）とは、当初から職業リハの利用を希望し、就労移行支援利用開始直後に職業リハの評価を受けて合
格した者のことを示す。 

（注２）職リハ移行（就労移行支援経由）とは、当初から就労移行支援の利用のみを希望していたが、訓練途中から職リハの利用を希望し、
評価を受けて合格した者のことを示す。 



 

－ 32 － 

２ 相談・利用調整 

（１）利用者募集活動 

障害福祉サービスの利用者増を図るため、「利用者募集実施計画」に基づき、以下の通り利用者募集

活動を実施した。 

① 郵送による活動 

全国の市区町村、障害者就業・生活支援センター、障害者就労支援センター、特別支援学校、ハ

ローワーク、急性期病院、回復期リハビリテーション病棟を有する病院、労災病院、高次脳機能障

害支援拠点機関、視覚障害者支援施設・点字図書館、眼科（西武線沿線）等4,184ヶ所に対し「ごあ

んない」、「募集要項｣､｢リーフレット｣等を郵送し広報活動を行った。 

なお、頸髄損傷者の機能訓練利用の選択の一助とするため、東日本で頸髄損傷の治療実績がある

病院・脊椎外来等を有する病院（急性期、回復期等）および労災病院へは、別府重度障害者センタ

ーの「ごあんない」も同封した。また、西日本エリア病院等には別府重度障害者センターよりセン

ターの「ごあんない」を同封して郵送し、両センターで連携して全国への広報活動を行った。 

② 訪問による活動 

埼玉県、東京都等の関係機関84ヶ所を訪問し、センターの障害福祉サービスの紹介を行うととも

に情報交換を行った。国リハ病院医療相談室と共同で主に急性期病院を訪問し、国リハ病院を仲介

した利用者確保の拡大を図った。さらに、就労移行支援及び養成施設の利用者増の取組みとして、

就労支援センター、ハローワーク、視覚障害者支援施設等への訪問による活動を行った。 

③ 事業公開による活動 

各回に公開する障害福祉サービスを定め、事業内容に関連のある機関1,125ヶ所へ参加を求める案

内状を発送した。その結果、急性期・回復期病棟・脊椎外来・ロービジョン外来を有する眼科等159

機関、市区町村20機関、特別支援学校10校、ハローワーク7機関、障害者支援施設2機関、就労支援

センター・職業センター7機関、計205機関302人の参加を得て７回開催した。 

なお、主に就労移行支援について公開の際には、職業リハと共同して職業リハの概要説明や見学

も実施し、案内を行った。 

④ 他機関主催の会議への参加 

国際福祉機器展、東京都障害者就職面接会、職業リハが主催する見学説明会（12回）、埼玉県庁主

催の会議、全国ロービジョンセミナー等へ参加し、事業紹介や広報紙の配布等の広報活動を行った。 

（２）国リハ病院との連携 

   国リハ病院患者の障害福祉サービスへの円滑な移行を図るため、国リハ病院医療相談室と自立支援

局との定期的な連絡会を計 12回実施した。連絡会では連携の課題の整理や障害福祉サービス利用を希

望する患者の情報交換を行った結果、85名が見学相談を行い、60名が自立支援局へ申請を行った。 

   その他、共同での訪問活動や事業公開で国リハ病院の説明を行う等の連携を図った。 

表２－９ 提供サービス対象者と定員 

 

昼 間 実 施 サ ー ビ ス  

施設入所支援 自   立   訓   練 
就労移行支援 

就労移行支援 

（養成施設） 視覚機能訓練 生活訓練 肢体機能訓練 

対 

象 

者 

視覚に障害のある方

で、施設利用につい

て市区町村から「障

害福祉サービス受給

者証」の交付を受け

た方 

主に高次脳機能障害の

ある方で、施設利用に

ついて市区町村から

「障害福祉サービス受

給者証」の交付を受け

た方 

主に頸髄損傷等による

重度の肢体不自由の方

で、施設利用について市

区町村から「障害福祉サ

ービス受給者証」の交付

を受けた方 

主に身体に障害があり

就労を希望する方で、施

設利用について市区町

村から「障害福祉サービ

ス受給者証」の交付を受

けた方 

視覚に障害のある方

で、施設利用について

市区町村から「障害福

祉サービス受給者証」

の交付を受けた 15 歳

以上の方 

昼間サービス利

用者で、通所困難

な方 

定員 20名 30名 90名 100名 168名 410名 

（３）相談活動 
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相談件数（延べ件数）の総計は 1,746件で、相談内容の 1,595件（91.4％）がセンターの利用に関

することであった。相談方法は、面接、電話が主な方法であるが、他にメール・文書による相談や、

相談者の自宅等へ出向いての訪問相談（10 件）も実施した（表２－10）。相談者の内、重複障害のあ

る方からの相談は283件であり、必要に応じ他課職員と協働して面接を行う等、きめ細かな相談を行った。 

表２－10 相談件数（内容別）※延べ件数                         （件） 
月 

内容別 

29年 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 

30年 

1 2 3 計 

利 用 155 148 148 118 112 162 121 127 109 117 129 149 1,595 

医 療 3 1 0 0 2 4 0 1 0 0 0 0 11 

職 業 0 0 0 1 2 1 0 0 0 0 0 0 4 

生 活 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

心 理 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他 7 9 16 6 8 7 21 13 8 21 15 4 135 

計 165 158 164 125 124 174 143 141 117 138 144 153 1,746 

（障害別・方法別）                            ※延べ件数 （件） 
月 

障害・方法別 

29年 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 

30年 

1 2 3 計 

肢 体 

面 接 5 8 11 7 10 9 12 7 4 4 4 5 86  (9) 

電話・文書 53 48 23 28 30 43 29 47 27 30 24 54 438 (35) 

計 54 54 30 33 35 46 34 49 30 32 26 26 524 (44) 

聴 覚 

面 接 1 1 3 3 2 2 0 1 0 1 1 1 16  (2) 

電話・文書 9 11 8 8 10 8 4 1 7 4 2 6 78  (7) 

計 10 12 11 11 12 10 4 2 7 5 3 7 94  (9) 

視 覚 

面 接 10 7 8 7 9 14 11 9 7 13 12 8 115 (11) 

電話・文書 26 24 49 32 34 55 40 27 29 47 37 41 441 (39) 

計 29 26 50 33 38 60 44 28 30 50 43 42 473 (42) 

高次脳 

面 接 4 1 3 3 3 2 1 2 4 3 3 5 34 (12) 

電話・文書 34 30 33 16 17 32 29 33 28 25 40 21 338(125) 

計 38 31 36 19 20 34 30 35 32 28 43 26 372(137) 

発 達 

面 接 1 5 0 0 0 1 0 0 0 0 1 1 9  (0) 

電話・文書 10 11 7 3 2 0 4 9 3 4 0 4 57 (10) 

計 11 16 7 3 2 1 4 9 3 4 1 5 66 (10) 

内 部 

面 接 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 (0) 

電話・文書 0 0 0 0 0 2 0 0 0 1 1 0 4 (1) 

計 0 0 0 0 0 2 0 0 0 1 2 0 5 (0) 

その他 

面 接 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1  (0) 

電話・文書 12 12 19 18 7 6 13 5 8 6 17 7 135 (32) 

計 17 12 19 18 7 6 13 5 8 6 18 7 136 (32) 

計 

面 接 21 22 25 20 24 28 24 19 15 21 23 20 262 (34)※1 

電話・文書 144 136 139 105 100 146 119 122 102 117 121 133 1484(249)※2 

計 165 158 164 125 124 174 143 141 117 138 144 153 1,746(283) 

(注)（  ）内の数字は重複障害の再掲 
※1 訪問 10件（視覚障害 9件、肢体不自由 1件）を含む。 
※2 メール 66件、FAX12件を含む 

（４）利用契約までの状況 

① 利用手続き 

利用希望者本人が施設利用申込書に記入し、センター総長宛に提出する。申込期日に関しては就労

移行支援（養成施設）は締切日を定めたが、その他の事業は随時受付けた。 

② 利用契約 (表２－11） 

利用契約は利用開始当日、重要事項説明の後に締結し、就労移行支援（養成施設）は年 1 回（4

月）実施した。その他の事業は概ね毎月実施した。 
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表２－11 利用申込承諾状況                                    （人） 

 

平成 29年度内取扱人数 平成 29年度内取扱結果 
前 年 度 繰 越 平成 

29年 
申請 

合 計 承諾否 
辞   退 

利用 
契約 

次 年 度 繰 越 
承諾後 
待 機 

未審査 判定前 承諾後 承諾後 
待 機 

未審査 

就労 
移行 
支援 
事業 

肢 体 不 自 由 10 4 38 52 0 1 1 42 ※2 5 4 
聴 覚 障 害 5 0 9 14 0 0 1 11 2 0 
視 覚 障 害 0 0 12 12 0 1 0 9 2 0 
内 部 障 害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
そしゃく機能障害 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 
音声言語障害 1 0 1 2 0 0 0 2 0 0 
高次脳機能障害 1 2 18 21 0 1 1 15 1 3 
発 達 障 害 0 2 4 6 0 0 0 6 0 0 
そ の 他 ※1 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 

計 19 8 82 109 0 3 3 87 10 7 

自立 
訓練 
事業 

機能訓練（視覚） 10 6 40 56 0 2 2 43 5 4 
機能訓練（肢体） 6 2 38 46 0 0 1 43 1 1 
生 活 訓 練 3 6 36 45 0 1 0 27 8 9 

計 19 14 114 147 0 3 3 113 14 14 
 
 

就労 
移行 
支援 
事業 
養成 
施設 

専 門 課 程 14 0 ※3 18 32 1 1 1 14 12 0 
高 等 課 程 2 0 1 3 1 0 0 2 3 0 
編 入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
転 入 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 
再 理 療 
教 育 

2 0 ※4  0 2 0 0 0 2 0 0 

臨 床 研 修 
コ ー ス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 19 0 19 38 2 1 1 19 15 0 
合計 57 22 215 294 2 7 7 219 39 21 

※1 その他は身体障害者手帳未取得の難病者による利用申請。 

※2 自立訓練（機能訓練・肢体）からの移行ケース（自立訓練終期での移行承認）が含まれる。 

※3 養成施設（専門課程）申請者のうち、養成施設（高等課程）へ変更した者 3名が含まれる。 

※4 平成 30年度の再理療教育利用予定者は 3名いるが、いずれも平成 30年度に入ってからの申請。 

（５）支援会議 

① 会議の位置付け 

利用者に対する支援方針及びそれに基づく支援計画に関する会議を支援調整会議と支援決定会議

の 2つの会議を実施し、支援決定会議は最高の意思決定機関として位置づけられている。会議の構

成員は自立支援局長、副院長、自立支援局の各部長・課長・主任・ケース担当、必要に応じ自立支

援局長が指名した者としている。支援決定会議の円滑な運営に資するために、審議内容に応じⅠ～

Ⅲのランクを設け、全ての利用者の個別支援計画を 3ヶ月に 1回見直すため、構成員の簡略化をす

るなど効率的かつ弾力的な運営を行っている 。(表２－12）なお、支援決定会議に先だって、調整

役のサービス管理責任者（主任生活支援専門職等）を中心に支援を直接担当する職員で構成する支

援調整会議を実施している。 

表２－12 支援決定会議審議内容一覧 
 支援決定会議Ⅰ 支援決定会議Ⅱ 支援決定会議Ⅲ 
利 用 承 諾  利 用 承 諾  

就労移行支援及び自立訓練  中期（現行継続）終期 

初期 
中期（計画変更） 
中期（厳重注意） 
終期 

就労移行支援（養成施設） 中期（現行継続） 終期 

初期 
中期（計画変更） 
中期（厳重注意） 
終期 

職業リハセンター利用 
(就労移行支援相当サービス) 

中期（現行継続） 
初期 
中期（計画変更） 
終期 

中期（厳重注意） 
終期 
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② 会議開催状況 

支援決定会議Ⅰは月 1回、支援決定会議Ⅱ及びⅢは、原則として隔週金曜日に開催した。29年度中

にこれらの会議に上程された議題は 1239件であった。（支援決定会議については表２－13） 

表２－13 支援決定会議開催状況                                （件） 

内 容 利用承諾 初 期 中 期 終 期 その他 合 計 

議 題 件 数 190 224 649 176 0 1239 

（６）苦情解決 

平成 29年度内の苦情解決に向けた申し出は 0件であった。 

（７）虐待防止 

平成 29年度内の虐待についての通報は 1件であった。通報の内容は、利用者の居室への食事配膳ミ

スによるものであったが、利用者に支給決定している自治体から虐待には該当しないと判断された。

しかし、配膳ミスは「不適切な支援」であるため、再発防止に努めるよう助言を受け、センターとし

てすみやかに再発防止策を講じた。 

（８）心理的支援 

利用者に対しては、適応上の問題が認められた際に面接を行う等の支援を行うと共に、必要に応じ関

連部門と情報交換を行うようにしている。 

 

３ 自立訓練サービス（機能訓練（視覚）、生活訓練） 

（１）自立訓練サービスの概要 

① 自立訓練の目的 

自立訓練は、日常生活活動に関する適応訓練を必要とする利用者に対して、そのニーズを明らか

にするとともに、保有する機能及び能力を効果的に活用し、個々の状況に応じた日常生活又は社会

生活が営めるよう自立と社会参加を図ることを目的としている。 

② 自立訓練の実施内容 

自立訓練は、主たる対象を視覚障害者とする機能訓練（視覚）と高次脳機能障害者を対象とする

生活訓練があり、具体的には、以下のような内容の訓練を実施している。 

また、必要に応じて機能訓練及び生活訓練の内容をそれぞれ補完し合うこととしている。 

（ア）機能訓練（視覚）の内容 

ａ 移動に関する訓練 

視覚障害者の歩行訓練を行う。 

ｂ 日常生活に関する訓練 

身辺処理（整容、食事、排泄、入浴、更衣）訓練、生活技能（調理、洗濯、衣類管理、寝具

管理・収納、掃除、書類管理、金銭管理、買い物等）訓練、作業訓練、一般教養（レクリエー

ション、行事を含む）訓練等を行う。 

ｃ コミュニケーションに関する訓練 

ＩＴ訓練（パソコン、ワープロ、メール、インターネット等）、点字訓練、書字訓練（ハンド

ライティングを含む）、コミュニケーション支援機器活用訓練等を行う。 

ｄ ロービジョン訓練 

視機能が活用できる者について拡大読書器、ルーペ等の光学的補助具等活用訓練を行う。 
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ｅ 健康管理 

疾病の経過観察や医療処置、障害に伴う合併症等及び生活習慣病の予防、管理、基本的な生

活習慣の確立等、健康管理能力の向上のための支援を行う。 

（イ）生活訓練の内容 

ａ 生活リズムの確立 

一日の予定や週間スケジュールをわかりやすい形で提示し、日課の流れに沿って生活できる

よう訓練を行う。 

ｂ 生活管理能力の向上 

メモリーノートやスケジュール表の活用等、代償手段の獲得を図り、日課の管理や服薬管理、

金銭管理ができるよう訓練を行う。 

ｃ 社会生活技能の向上 

日常生活訓練や公共交通機関を利用した移動訓練、調理訓練等、実際の訓練場面を通して課

題の確認とフィードバックを行い、対人技能も含めて適切な状況判断や活用ができるよう個別

又は集団訓練を行う。 

ｄ 障害の自己認識・現実検討 

障害の自己認識を図るため、できるだけ実際の体験や見学、集団訓練及び作業、面接を通して

問題点をフィードバックしながら、現実検討を進めるための訓練を行う。 

ｅ 家族に対する支援 

家族も含めて障害理解を促進するとともに、地域生活における環境調整や支援方法の伝達、社

会資源の活用等、家族の不安や負担の軽減を図るための支援を行う。 

ｆ スポーツ訓練 

運動や各種スポーツ活動等を通じて身体機能の維持・向上及び健康の維持・増進のための訓

練を行う。 

ｇ 健康管理 

疾病の経過観察や医療処置、障害に伴う合併症等及び生活習慣病の予防、管理、基本的な生

活習慣の確立等、健康管理能力の向上のための支援を行う。 

ｈ 自動車訓練 

高次脳機能障害者を対象に障害特性に応じた運転能力検査を実施し、障害を補う運転方法や

安全運転のための再教育などの訓練を行う。 

（２）利用者の状況 

平成 29年度の新規利用者数は 70名であった。事業別利用者の障害別状況は、表２－14のとおりで

ある。 

表２－14 利用者の障害別状況（平成 29年 4月～平成 30年 3月）                     （人） 

サービス 障害の状況 人 数 

自 立 訓 練 
（機能訓練（視覚）） 

視覚障害 42 

視覚障害＋精神障害 1 

視覚障害＋聴覚障害 - 

視覚障害＋知的障害 - 

小 計 43 

自 立 訓 練 
（生 活 訓 練） 

高次脳機能障害 15 

高次脳機能障害＋肢体不自由 9 

高次脳機能障害＋肢体不自由＋音声・言語機能障害 2 
高次脳機能障害＋内部障害 1 

小  計    27 

計 70 
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（３）支援の状況 

平成 29年度の支援の状況は、以下のとおりである。 

① オリエンテーションの内容 

利用契約締結後約 2週間のオリエンテーションにおいて実施した内容は、以下のとおりである。 

（ア）環境確認（センター内の必要な場所） 

（イ）医療検査（健康調査・身体計測・食生活調査・DMチェック・内科検診、眼科検診、運動負荷） 

（ウ）各種評価（利用者ニーズ調査、生活状況調査、日常生活活動調査、社会面、看護・介護、PT、

OT、スポーツ等） 

（エ）訓練ガイダンス 

（オ）利用者規則の説明 

（カ）食事、入浴及び起床の支援 

（キ）その他 

② 月別利用者数の状況 

月別利用者数の状況は、表２－15のとおりである。 

表２－15 月別利用者数の状況（月中取扱人数）（平成 29年 4月～平成 30年 3月）          （人） 

月 

サービス 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 平 均 

自立訓練（機能訓練（視 覚)） 15 17 19 23 23 22 25 24 25 21 20 21 21.3 

自 立 訓 練 （ 生 活 訓 練 ） 18 19 19 19 19 17 18 20 22 22 22 21 19.7 

合            計 33 36 38 42 42 39 43 44 47 43 42 42 40.9 

③ 訓練終了後の進路状況 

訓練終了後の進路状況は、表２－16のとおりである。 

表２－16 訓練終了後の進路状況（平成 29年 4月～平成 30年 3月） 

サ ー ビ ス 形                態  人数（人）  構成比（％） 

自立訓練（機能訓練（視覚)) 就 職 － － 

 復 職 ・ 現 職 復 帰 1 2.7 

 就 労 移 行 支 援 （ 養 成 ) 1 2.7 

 就 労 移 行 支 援  1 2.7 

 職 リ ハ 入 所 9 24.3 

 他 施 設 入 所 8 21.6 

 家 庭 復 帰 17 46.0 

 単 身 生 活 － － 

 中 途 解 約 － － 

 小  計 37 100.0 

自 立 訓 練 （ 生 活 訓 練 ) 就 職 1 4.0 

 復 職 ・ 現 職 復 帰 1 4.0 

 就 労 移 行 支 援 10 40.0 

 職 リ ハ 入 所 1 4.0 

 復 学 1 4.0 

 家 庭 復 帰 4 16.0 

 他 施 設 入 所 5 20.0 

 中 途 解 約 2 8.0 

 小  計 25 100.0 

合    計 62 － 

④ 医務課 

伊東重度障害者センターとの統廃合に合わせ、平成 28年 7月 1日、総合相談支援部に医務課を設

置した。医務課の目的は国立障害者リハビリテーションセンター病院と連携して自立支援局利用者
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の健康管理体制の充実を図り、日常的な健康管理が重要な合併症を持つ利用者や難病患者を国立施

設として受け入れていくとともに、伊東重度障害者センター統合後の頸髄損傷者の健康管理体制を

構築することである。 

  医務課には機能訓練棟と健康管理室が所属する。医師は病院と併任で医務課長 1名と病院からの

併任で医師 2名が所属する。看護師は看護師長 1名と機能訓練 10名（副看護師長各 2名を含む）、

健康管理 2名の 13名が所属する。 

  医師の業務として、共通する業務は以下のものがある。 

利用者の外来定期受診・投薬（月 30～40件）、利用者の補装具相談・処方（月 2～3件）、利用申請

時の診断書の医学的チェック（利用者全例）、急病・外傷時の対応（月 5件）、機能訓練棟・健康管

理室が行う入所時健康診断の医学的チェック（入所者全例）、健康管理室が計画する予防接種の実施、

機能訓練棟にてスタッフ間の連絡会議（月 1回）、自立支援局と病院との話し合い（月 1回）、体調

の悪い利用者の医療情報を事前に病院に伝達する（適宜）看護業の業務については機能訓練棟と健

康管理室の頁に記載する。 

 健康管理室 

   健康管理室は、第一自立訓練部及び就労移行支援の利用者を対象とした健康管理支援を実施した。 

（ア）業務内容 

健康管理室看護の基本方針は、以下の 4点である。①利用者を身体的な障害からだけでなく、

社会的・精神的側面から総合的に捉える。②個々のニーズに配慮した基本的生活習慣の確立や、

生活能力獲得に向けた指導を行い、生活の質の向上及び自立を支援する。③利用者自身が、健康

の自己管理能力を高めることができるように、指導・支援する。④心のケアを必要としている利

用者の精神的サポートに努める。 

以上の基本方針及び平成 29 年度健康管理室健康管理計画に基づき、自立支援局利用者（約 200

名）を対象に、健康の保持・増進と疾病の予防・早期発見に努め、利用者が主体的に健康管理で

きることを目標に支援した。 

（イ）個別健康管理 

看護職による個別健康相談・保健指導（表２－17） 

平日(8：30から 17：15)の看護職による個別対応の平成 29年度総数は 4,223件(月平均 351件)

であった。基礎疾患・合併症の管理と生活習慣病の予防の管理を目的とした各種の測定が最も多

く、高血圧症、肥満、高血糖などについての保健指導が多くを占めていた。その他の健康相談と

しては、健康診断後の相談、体調不良や身体の痛みに関する相談、病院受診の相談、排便や排尿

に関する相談、等が多くを占めていた。体調不良・排便トラブル・入浴時の処置など、居室やト

イレ、浴室への訪室は 53件であった。 

医療処置では、軟膏塗布が最も多く、毛嚢炎や膀胱ろう造設後の処置、褥瘡の処置などが多くを

占めていた。 

   また、外部医療機関への同行受診は 2件であり、治療方針の確認や情報提供を行った。 

（ウ）集団への健康管理（表２－18） 

ａ 目的 

自己の障害を理解し、健康な状態で訓練が受けられ、健康が害されれば先ず自力で対応し、

社会復帰後も常に健康状態を把握し、主体的に自己管理ができるよう支援する。 

ｂ 利用開始時の健康診断の実施 
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  利用開始時の健康診断を全員に実施した。健康診断の内容は、①身体計測(身長・体重・腹

囲)②血圧測定③採血・検尿④胸部レントゲン⑤心電図⑥聴力検査（視覚障害者に対して実施）

である。  

  健康診断後は、健康管理室において、自己管理に必要な生活指導を実施した。具体的には、

医師の指示のもとで、個別に食事・生活指導、病院受診・再検査指導等を行った。また、対象

者全員の健康管理室用個人健康ファイルを作成し、個別面接にて健康調査を実施し、入所後の

健康管理指導に活用した。健康調査と併行して運動療法士の面接による運動調査を行い、運動

時の安全管理に努めた。 

ｃ 定期健康診断の実施 

 利用者開始から半年及び 1年毎に健康診断を行った。また、健康調査による身体状況の把握

と合併症の有無、定期的病院受診等のチェックを行い、保健指導(疾患管理、合併症管理、生活

習慣病予防、定期的受診、内服指導、排泄のコントロール等)を行った。 

ｄ 予防接種 

 就労移行支援(養成施設)利用者に対して、Ｂ型肝炎ワクチン接種(5月、7月、1月 計 3回)

を実施した。接種前に、Ｂ型肝炎の病態生理・予防接種の効果等について講話を行い、対象者

の同意を得た上で抗体検査を実施し、抗体陰性者にワクチンを接種した。ワクチン接種後、再

度抗体検査を実施した。 

  自立支援局の利用者全員を対象に、事前にインフルエンザの予防とワクチンによる副反応・

副作用について説明し、同意を得た希望者181名にインフルエンザワクチンを接種した(10月)。 

（エ）健康教室 

ａ 健康講話（表２－19） 

第一自立訓練部の利用者を対象に、健康講話（6月～3月、計 18回）を、延 202名に実施し

た。栄養管理室と連携し、肥満、排便、飲酒、脱水、咀嚼、感染症予防、足のケアなど利用者

からの要望や、季節に合わせたテーマを選択し、講話を実施した。 

ｂ 感染症予防講習会 

自立支援局の職員を対象に、9 月に感染症についての勉強会を開催した。また各課の職員全

員、及び食堂調理員に手洗い個別実習を実施した。 

ｃ  センター健康教室 

健康増進・スポーツ医科学支援センター主催のセンター健康教室に参画し、企画・運営に協

力した。 

（オ）救護活動 

ａ 体育祭、並木祭での救護活動を行った。 

ｂ 第一自立訓練部（生活訓練）の野外訓練に同行し、救護活動を行った。 

（カ）支援調整会議への参画 

支援調整会議に出席して、健康管理面での支援計画、支援内容の情報を提出し、利用者の支援

計画書について情報交換を行った。 
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表２－17 平成 29年度 看護師による個別健康相談・指導                                   （件） 

項 目   視覚 肢体 聴覚 発達 精神 他 計 

医 療 処 置 

 

①創傷管理 

褥 瘡 0 212 0 0 6 0 医療処置 

陥 入 爪 2 133 0 0 3 0  

熱 傷 1 29 0 0 17 0  

擦 過 傷 0 4 0 1 5 0  

そ の 他 の 創 傷 49 405 0 2 74 0  

②打撲 0 0 0 0 0 0 0 

③低血糖 5 2 0 0 3 0 10 

④薬剤（湿布 等）貼付 4 59 0 0 18 0 81 

⑤薬剤（軟膏 等）塗布 29 670 0 1 92 0 792 

⑥内服管理 206 16 0 0 7 0 229 

⑦排便介助 0 2 0 0 0 0 2  

測定 ⑧測定 

体 温 測 定 110 247 18 14 77 1 測定 

血 圧 測 定 777 201 6 9 415 1  

体 重 測 定 281 162 0 0 322 0  

腹 囲 測 定 0 0 0 0 0 0  

血 糖 測 定 469 2 0 2 20 0  

清潔の 

援助 

⑨爪のケア 6 101 0 0 24 0 131 

⑩手指・足のケア 1 17 0 0 0 0 18 

保健指導 

相談 

⑪基礎疾患・合併症の管理 1118 722 3 6 530 1 2380 

⑫メンタルヘルス相談 19 10 0 3 6 3 41 

⑬身体の痛み・相談 94 199 17 10 76 1 397 

⑭感冒症状 93 101 12 10 30 0 246 

⑮胃腸症状 12 66 0 0 5 0 83 

⑯その他の健康相談 79 109 2 2 32 1 225 

  ⑰その他(針捨て等) 11 43 3 0 0 0 57 

合     計（実 人 数） 3366 3512 61 60 1762 8 8769 

 

表２－18 平成29年度 定期健康管理                                              （人） 
区     分 肢体 視覚 聴覚 精神 発達 他 計 

入 所 時 健 診 32 50 12 36 4 2 136 

定 期 健 康 診 断  16 93 1 28 4 0 142 

計 48 143 13 64 8 2 278 

健診内容） 
      

 

健 康 調 査 48 143 13 64 8 2 278 

体 重 測 定 48 143 13 64 8 2 278 

腹 囲 測 定 0 104 0 0 0 0 104 

血 圧 測 定 48 143 13 64 8 2 278 

採 血 38 95 13 53 8 2   209 

検 尿 37  93  13  54  8  2 207 

X - P 38 93  13  54  8  2 208 

E K G 38 93  13  53  8  2 207 

聴 力 検 査 
 

21 
    

21 

 

表２－19  健康講話                                   （人） 
実施月 テーマ 講師 生活訓練 機能訓練(視覚) 

６月 基礎代謝の話 間食について(飲料) 看護師 管理栄養士 11 12 23 

７月 熱中症  塩分の取り方 看護師 管理栄養士 9 10 19 

９月 排便の話  排便を促す食事① 看護師 管理栄養士 10 10 20 

10月 かぜ予防の話 排便を促す食事② 看護師 管理栄養士 10 14 24 

11月 手洗い実習  看護師 10 13 23 

12月 お酒とのつきあいかた  管理栄養士 13 14 27 

１月 冬の脱水  看護師 10 12 22 

２月 噛む話  看護師 14 10 24 

３月 肥満の話  看護師 10  10 

合計（延べ人数） 97 95 192 

 



 

－ 41 － 

４ 自立訓練サービス（機能訓練（頸髄損傷等）） 

（１）頸髄損傷者の自立訓練（機能訓練）、施設入所支援の概要 

① 自立訓練サービスの目的 

重度の身体障害者（主に頸髄損傷）に対して、医学的管理、看護、介護のもと、理学療法、作業

療法、リハビリテーション体育、職能訓練、相談援助等その他必要なリハビリテーションを行い、

自立と社会参加に向けた支援を行うことを目的とする。 

② サービス提供場所、体制 

（ア）建物・設備 

・機能訓練棟西 

1階 利用者食堂、交流スペース、理学療法訓練室（訓練用自動車）、職能訓練室、事務室、業

務用洗濯室など 

2階 車椅子者用男・女居室（全室天井リフター設置） 

支援ステーション、処置室、介護用トイレ、介護浴室、高床トイレなど 

3階 車椅子者用居室（半数天井リフター設置） 

個別浴室（高床）、高床トイレなど 

4階 立位者用居室、立位者用集団浴室、多機能トイレなど 

・機能訓練棟東 

作業療法訓練室（訓練トイレ、訓練浴室、評価室、多目的室、工具室等） 

・その他の訓練提供場所等 

第一体育館：リハビリテーション体育 

自動車訓練場：運転訓練（習熟訓練、新規免許取得） 

就労移行支援事務系訓練室：訓練部分の利用 

厨房：サービス棟厨房 

（イ）サービス提供体制 

医学的管理のもと、看護・介護と共に、専門の訓練スタッフが自立に向けた質の高いリハビリ

テーションを提供し、将来の生活に向けた相談や関係機関との連絡調整、相談支援を行っている。 

・自立訓練（機能訓練）、施設入所支援 

第二自立訓練部 肢体機能訓練課 

機能訓練専門職、理学療法士、作業療法士、運動療法士、介護福祉士、介護員（短時間）、洗濯

手（短時間）等 

第二自立訓練部 自動車訓練室  機能訓練専門職 

総合相談支援部 医務課 

医師、看護師 

・利用相談、利用申請：総合相談支援部  総合相談課 

・給付費管理等事務：総合相談支援部 支援企画課支援業務室 

・食事提供、清掃業務、防犯・防災・警備業務など：管理部担当課 

③ 頸髄損傷者の自立訓練（機能訓練）、施設入所支援について 

リハビリテーションマネジメントの基本的考え方に基づき、医師の指示によるリハビリテーショ

ン実施計画書に沿ったリハビリテーションの提供を行います。機能訓練を提供する専門職種による 
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リハビリテーションの提供、医師、看護師、介護福祉士、生活支援員等による、家族等とのリハビ

リテーションに関する情報伝達（日常生活の留意点、介護の工夫等）や連携を図り、日常生活行為

への働きかけを行っています。 

④ 利用開始時オリエンテーション等 

1日目 利用開始当日 暫定支給決定期間 

重要事項説明（事前送付）、利用契約の締結 

病院カルテフェイスシート（整形・内科）等の作成 

医師面接（身体状況等の確認） 

看護面接（検査に対する同意書、健康面の配慮事項の確認、排尿、排泄方法の確認） 

介護面接（介護方法と支援量の確認）居室整理 

社会面接 家族・本人との面談、担当医師、看護、介護、ケースワーカー紹介など 

2日目以降 

採血・採尿・レントゲン・心電図、写真撮影 

食生活調査（禁止食、制限食、嗜好調査） 

医師面接（リハビリテーション指示箋作成） 

インテーク面接、日常生活動作の確認、排泄（看護、介護）、入浴（介護浴など） 

第 1週予定プログラムの配布 

3日目以降 

理学療法評価、作業療法評価、リハビリテーション体育評価、職能訓練評価 

機能訓練棟内環境確認、センター内環境確認（病院、体育館、売店等） 

健康管理上必要な受診 

5日目以降 

日課時限による訓練、看護、介護 

各訓練アセスメントを行いながら、訓練の開始 

（２）利用者の状況 

平成 29年度の新規利用者数は 43名であった。 

平成 29年 4月 1日から平成 30年 3月 31日までの利用者の状況は以下のとおりである。 

① 月別 新規利用者・終了者 

表２－20                                     （単位＝人） 

区分＼月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 年度内計 

新 規 利 用 者 3 4 3 4 4 3 5 3 2 5 3 4 43 

終  了  者 2 4 3 0 １ 3 1 5 3 2 3 5 32 

月末在籍者数 31 31 31 35 38 38 42 40 39 42 42 41 ― 
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② 頸髄損傷障害レベル内訳 

表２－21                                    （単位＝人） 

障害レベル 完全・不全 
4月 1日在籍者 

4月１日～３月 31日 

新規利用者 
合計 

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 

C4 
完全 1 3 1 2 2 3 

不全 0 0 1 2 1 1 

C5 
完全 0 0 5 13 5 7 

不全 5 16 1 2 6 8 

C6 
完全 14 45 19 46 33 46 

不全 1 3 6 16 7 10 

C7 
完全 6 18 1 2 7 10 

不全 0 0 0 0 0 0 

C8 
完全 2 6 2 5 4 5 

不全 0 0 0 0 0 0 

T7 
完全 1 3 0 0 1 1 

不全 0 0 0 0 0 0 

T8 
完全 0 0 1 2 1 1 

不全 0 0 0 0 0 0 

その他 
完全 0 0 2 5 2 3 

不全 2 6 2 5 4 5 

計 － 32 100 41 100 73 100 

③ 終了時の状況 

表２－22                                     （単位＝人） 

期間 4月 1日在籍者 4月1日～3月31日新規利用者 合計 

区分／性別 男 女 計 ％ 男 女 計 ％ 男 女 計 ％ 

就 職 0 0 0 0% 0 0 0 0% 0 0 0 0% 

復 職 ・ 現 職 復 帰 0 0 0 0% 0 0 0 0% 0 0 0 0% 

自 営 ・ 内 職 0 0 0 0% 0 0 0 0% 0 0 0 0% 

復 学 ・ 進 学 3 0 3 12% 1 0 1 14% 4 0 4 13% 

家庭復帰（含む単身生活) 14 1 15 60% 2 1 3 43% 16 2 18 56% 

他 施 設 利 用 0 0 0 0% 0 0 0 0% 0 0 0 0% 

病 院 0 0 0 0% 1 0 1 14% 1 0 1 3% 

就 労 移 行 支 援 4 0 4 16% 2 0 2 29% 6 0 6 19% 

職 リ ハ セ ン タ ー 入 校 3 0 3 12% 0 0 0 0% 3 0 3 9% 

そ の 他 0 0 0 0% 0 0 0 0% 0 0 0 0% 

計 24 1 25 100% 6 1 7 100% 30 2 32 100% 

 

（３）医学的管理状況（医学的支援） 

① 診断治療 

医学的健康管理の中核として、利用開始から医師が診断を行い、残存機能や合併症、二次障害に

応じた健康管理の指示や訓練の指示を行うと共に、その後の利用期間においては定期的な健康診断

を実施し、体調等に変化が起きた場合は早急に診断を行い、治療の指示を行う。 

② 医学的管理の目的 

利用者が心身共に常に最善の状態でリハビリテーションが行えるよう、医師の診断や適切な治療

等を行うことを目的とする。 

③ 医療体制 

医務課医師 1名（病院併任）、リハセンター病院医師（医務課併任）の担当医師の体制により、日

常の基本的な診断、治療、処置については、担当医師に相談の上、センター病院外来受診、または、

外部病院受診により行っている。センター病院に該当診療科目のない治療や入院手術、その他医学

管理上の支援は、外部病院受診により行っている。 
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④ 健康管理（医学的支援） 

利用者個々の障害特性や身体状況に応じた看護支援を行うと共に、医師やリハビリテーションチ

ームと密接に連携し、より効果的な訓練や安定した生活を担うのが健康管理である。健康の維持増

進、合併症や二次障害の予防等を行うことを目的としている。 

（ア）定期健康診断 

平成 29年 4月～平成 30年 3月までの定期健康診断実施状況 

ａ 定期健康診断実施状況 

表２－23                                      （単位＝人） 

区分 入所時 半年健診 1年健診 

健康調査 43     

身長 43     

体重 43 36 17 

血圧 43 29 17 

採血 43   17 

検尿 43   17 

尿培養（MRSA） 43     

胸部 X-P 43   17 

腹部 X ｰ P（必要時）       

EKG 43   17 

 

（イ）入所時検診等 

平成 29年 4月～平成 30年 3月までの利用者の身長・体重・BMIの分布 

ａ 身長分布表   ｂ  体重分布表  ｃ ＢＭＩ分布表 

表２－24  （単位＝人）  表２－25  （単位＝人）  表２－26                     （単位＝人） 

身長（cm） 男 女 計  体重（kg） 男 女 計  区分 BMI（kg/㎡） 男 女 計 

151～160  1 1 2  41～45 2   2  低体重（やせ） ～18.5未満 11 0 11 

161～165 4 2 6  46～50 6   6  普通体重 18.5～25 27 3 30 

166～170 9 0 9  51～55 8 1 9  肥満（1度） 25～30 1 0 1 

171～175 17 0 17  56～60 10 2 12  肥満（2度） 30～35 1 0 1 

176～180 6 0 6  61～65 6   6  肥満（3度） 35～40 0 0 0 

181～185 1 0 1  66～70 5   5  肥満（4度） 40～ 0 0 0 

186～190 0 0 0  71～75 1   1  合計 - 40 3 43 

191～200 1 0 1  76～80 0   0       

201～210 1 0 1  81～85 0   0       

合計 40 3 43  86～90 1   1       

     91～100 1   1       

     101～110 0   0       

     合計 40 3 43       
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（ウ）健康管理件数    健康管理件数は、以下のとおりであった。 

表２－27                                  （単位＝延べ件数） 

 項目／月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 合計 

医
療
処
置
の
実
施
・
管
理 

①
創
傷
管
理 

褥瘡 22 17 20 15 55 61 32 49 49 67 57 125 569 

陥入爪 17 18 16 23 31 28 48 41 42 28 31 48 371 

熱傷 0 0 5 24 20 7 3 0 0 5 0 1 65 

擦過傷 7 6 20 19 28 21 6 7 4 3 5 3 129 

その他の創傷 23 25 44 38 28 41 56 73 52 62 75 145 662 

②打撲 0 1 1 1 0 2 1 0 1 1 0 0 0 

③低血糖 0 4 5 1 4 1 0 3 1 0 1 2 0 

④薬剤（湿布等）貼付 32 8 0 7 0 6 5 21 29 31 19 23 32 

⑤薬剤（軟膏等）塗布 184 321 359 278 234 270 278 120 358 363 351 256 320 

⑥内服管理 409 597 755 767 797 787 759 829 765 708 632 820 1162 

⑦排便管理 147 292 340 302 349 387 345 363 330 339 302 325 386 

測
定 

⑧
測
定 

体温測定 34 29 94 50 49 60 80 63 29 31 68 68 655 

血圧測定 51 49 73 42 46 87 80 85 60 42 61 76 752 

体重測定 11 10 16 6 16 18 18 13 15 13 20 19 175 

血糖測定 26 36 28 30 27 33 34 30 27 38 36 38 383 

清
潔 

⑨爪のケア 15 64 58 58 55 75 67 78 68 83 64 68 83 

⑩手指・足のケア 8 18 18 13 29 20 9 14 16 23 21 34 21 

保
健
指
導
・
相
談 

⑪基礎疾患・合併症の管理 464 340 351 333 288 275 351 141 242 305 207 219 232 

⑫排尿管理 367 319 304 209 242 182 205 117 174 205 139 144 194 

⑬移乗 364 55 35 42 33 41 55 35 41 21 21 21 45 

⑭皮膚の観察 358 416 497 353 324 330 413 411 424 518 511 387 576 

⑮感冒症状 0 2 2 6 1 5 1 8 7 1 13 1 0 

⑮胃腸症状 1 0 0 4 3 0 0 1 2 0 0 1 0 

⑰メンタルヘルス相談 0 0 0 4 2 0 0 0 0 0 0 0 0 

⑱身体の痛み・相談 1 1 3 8 3 3 3 2 6 2 6 5 4 

⑲その他の健康相談 5 10 8 12 5 8 1 8 4 3 7 8 11 

その他、針捨て 0 1 2 29 11 12 21 6 2 1 2 0 2 

合 計 2544 3197 2640 2928 2743 2627 2704 2870 2514 2831 2882 2585 2667 

※皮膚の観察は、入浴介護時のチェック・処置件数含む。 

（エ）利用者疾患名 平成 29年 4月～平成 30年 3月までの利用者が罹患した診断名は次のとおりで

あった。 

（オ）排尿の種類 平成 29年 4月～平成 30年 3月までの利用者の終了時、3月末の排尿管理状況 

 

表２－28             （単位＝人）  表２－29             （単位＝人） 
疾患名 人数 疾患名 人数  種 類 男 女 計 

異所性化骨 2 胃腸炎 2  尿道留置 25 2 27 

骨折 1 気管支炎・肺炎 4  膀胱瘻 13 1 14 

陥入爪 12 感冒 4  CIC＋間歇カテーテル 18 0 18 

肛門裂傷・ 4 膀胱結石 12  CIC 9 0 9 

鎖肛 1 腎結石 1  自尿 4 1 5 

痔核 5 尿路感染 13  計 69 4 73 

尋常性挫創 2 精巣上体炎 1      

中耳炎 2 熱傷 2      

突発性難聴 1 白癬・癜風 7      

副鼻腔炎 1 蜂窩織炎 3      

鼻炎 1 褥瘡 31      

結膜炎 2 擦過傷 9      

高血圧 3 打撲 3      

糖尿病性網膜表 2 毛嚢炎 5      

白内障 2 湿疹 21      

糖尿病 8 疥癬 1      

適応障害 2 変形性腰椎症 1      

不眠 3 脊髄空洞症 1      

   175      
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（カ）受診状況 

ａ センター病院受診状況（外来診療日報から）  

表２－30                                     （単位＝件） 
受診科目＼ 月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

整形・リハ科 41 48 57 56 68 68 65 69 59 62 56 75 724 

神経内科・内科 13 17 16 12 15 15 16 10 16 11 16 19 176 

泌尿器科 16 22 22 23 30 26 29 31 35 30 39 35 338 

眼 科 3 3 3 1 1 0 0 0 0 3 0 2 16 

耳鼻科 1 5 0 0 0 0 0 2 0 2 0 1 11 

婦人科 0 0 0 1 0 1 1 2 2 1 1 1 10 

精神科 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 

歯 科 12 7 8 1 2 7 6 16 16 8 17 18 118 

当直医（時間外） 6 10 12 7 9 11 5 14 3 5 6 4 92 

合 計 92 112 118 101 125 128 122 144 131 122 136 156 1487 

※整形・リハ科、神経内科・内科の受診数に泌尿器科処置対応の一部が含まれる。 

ｂ センター病院：時間外受診(症状別） 

ｃ センター病院：時間外受診（処置内容） 
 
表２－31 

  
表２－32 

症 状 件 数  処置内容 件 数 

尿閉・自律神経過反射 66  カテーテル交換 67 

尿路感染 3  尿道カテーテル留置 3 

血尿 1  創傷処置 4 

発熱 10  点滴 2 

咳・痰 2  処方 4 

褥瘡処置 2  診察 3 

熱傷 1  センター病院入院 6 

蜂窩織炎 2  外部病院受診指示 3 

頭痛 4  合計 92 

肺炎 1    

打撲・挫傷 2    

食思不振 3    

嘔気・嘔吐 2    

合計 99    

※ 重複有り     

（キ）外部病院受診状況 
 

表２－33                                      （単位＝件） 

受診科目＼ 月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

整形外科 0 1 2 0 0 0 2 0 0 2 5 3 15 

内  科 0 1 1 0 3 0 0 0 0 0 0 0 5 

泌尿器科 3 3 2 2 2 8 5 8 9 8 5 5 60 

皮 膚 科 3 7 3 12 9 5 3 1 1 1 0 1 46 

外   科 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

循環器科 0 0 2 1 1 0 0 0 0 1 0 1 6 

眼   科 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

耳 鼻 科 1 0 2 0 0 0 3 0 0 0 0 0 6 

婦 人 科 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 2 

精 神 科 0 0 0 2 0 1 1 0 1 1 0 0 6 

救急外来 1 0 0 0 1 1 0 1 1 0 1 0 6 

合 計 8 12 12 17 16 15 14 10 12 15 12 10 153 

※ 利用者管理による受診を一部含まず。    
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（ク）入院状況 平成 29年 4月～平成 30年 3月までのリハセンター病院・外部病院の入院・手術状況 
 
表２－34                    （単位＝件）     表２－35 外部病院受診同行（看護師） 

区分 入院内容 リハ病院 外部病院 計  科 受診 入退院 計 

疾患 尿路感染 7 0 7  泌尿器科 27 14 41 

 
腎盂腎炎 3 1 4  皮膚科 14   14 

 
膀胱結石 2 1 3  外科（肛門）科 4   4 

 
血尿 0 2 2  内  科 1 1 2 

 
肺炎 1 1 2  耳鼻科 2   2 

 褥瘡 3 0 3  計 48 15 63 

 蜂窩織炎 1 0 1      

 胃腸炎 1 0 1  表２－36 健康講話 

 発熱 1 0 1  月 テーマ 講師 

 糖尿病 0 1 1  5 より良い生活のために(排便） 看護師  

 副鼻腔炎 0 1 1  6 食生活の落とし穴 看護師  

 
バクロフェン療法 0 2 2  7 腸内細菌を整えよう 看護師  

手術 膀胱結石砕石 0 12 12  8 食中毒の予防について  管理栄養士 

 
尿管結石 0 1 1  9 痔について 看護師  

 膀胱瘻造設 0 8 8  11 誤嚥防止 看護師  

 包茎 0 1 1  1 ノロウイルス対策 看護師  

 
抜釘 0 1 1  2 性について 看護師  

 
鼓室形成 0 1 1       

評価 排尿評価 1 0 1       

 計 20 33 53       
 

（ケ）医療処置状況 

医療処置は、センター病院併設のため、外来受診し診断、治療によるものとしており、創傷の

保護、経過観察・再発予防の処置は機能訓練棟における看護ケアとして提供。診断・治療内容に

ついては、利用者および外来看護師との連絡、リハセンター病院外来診療日報からの情報提供に

よる。 

（コ）外部病院受診の看護師同行は 48件、入退院同行 15件、 

在宅支援調整への看護師同行 5 件  訪問看護師、支援関係者に健康管理、看護ケアに関す

る情報提供を行った。センター病院入院中は週 3回の入院支援を行っている。 

（サ）健康指導 

ａ 頸髄損傷看護プログラムの実施 

      平成 29年 10月～平成 30年 3月、各月の第 1・2・3木曜日に全 18回実施。看護プログラム

①②③ 3回シリーズで実施月の前々月に利用開始した利用者を対象にグループ方式で19名に

実施した。 

ｂ 健康講話 

        第 2 自立訓練部の利用者を対象に、毎月のホームルーム後の時間を利用して健康講話（5 月

～2月 計 8回）を看護師、管理栄養士が担当し実施した。 

（シ）排便ケアに関する職員研修会 

ａ コンチネンスアドバイザーによる専門的な研修を平成 29年 6月から 3月、月 1回の研修 計

8 回を実施。看護師、医師、作業療法士が延べ 29 名指導を受けた。利用者の相談件数は 29 件

であった。排便コントロール、KUB・直腸診・便性状の見方からアセスメント方法、薬剤選択の

優先順位、排便ケアの介入の方法、逆行性洗腸の導入ついて指導を受けた。 
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機能的大腸疾患の原因が刺激性下剤の常用であることを学び、依存性のある大腸刺激性下剤

の定期使用を評価した。利用者 38名中、利用開始時に大腸刺激性下剤を定期内服していたのは

19名（50％）、利用開始後の薬剤評価により定期内服を中止したのは 11名/19名（57.8％）と

なった。 

ｂ 平成 29年 10月 26日、「排便ケアに関する職員研修会」の実践報告会を開催した。センター

職員対象に本館４階中会議室において看護師 4名が発表し講師による講評を行った。参加者 16

名 

ｃ 平成 29年 12月、第 34回業績発表会で発表 

逆行性洗腸の実践を主な内容として発表した。 

（４）利用者の介護状況 

① 介護の目的 

利用者個々の必要性に応じ、施設生活上に発生する行動制限に対し、これを緩和し、安定した施

設生活や各種活動の向上が図れることを目的とし日常生活支援・食事関連支援・排泄関連支援・入

浴関連支援および、助言を行い、施設生活等に支障がないように配慮した支援を行う。 

② 介護の内容 

利用者の機能状況により介護が必要な場合に実施する。 

日常生活上の動作、行為について日々の宿舎生活の中で支援を行うことで、目的とする日常生活

行為の獲得を促し、在宅生活に向けた介護量の軽減を図っている。 

（ア）日常生活支援 

ａ 整 容： 準備、洗面、タオルぬらし、顔拭き（洗顔）、髭剃り、後片付け等 

ｂ 更 衣： 衣服の着脱、靴の脱ぎ履き、グローブの着脱等 

ｃ 移 動： 車いす・ストレッチャーの移動等 

ｄ 移 乗： ベッド・車いす間の移乗等 

ｅ 体位変換： 体位変換、体位直し、座位直し、リクライニング等 

ｆ 予 防: 褥創・起立性低血圧・浮腫の予防と改善、痙性抜き等 

ｇ ベッドメイキング： ベッド上にて布団類の調節等 

ｈ 体温調節： アイスノン・湯たんぽ等を必要とした場合 

ⅰ シーツ交換： シーツ・包布・毛布・タオルケット・枕カバー等の交換 

ｊ 洗 濯： 衣類の洗濯・たたみ・収納等 

ｋ 円 座・マット交換： 円座・円座カバー交換洗浄、マット交換 

ｌ 環境整備： ベッドサイドの片付け、転室、ベッド移動、掃除、汚物ゴミ処理等 

ｍ その他の介護： 衣替え、外泊等の準備、電子・電気機器類の使用 

（イ）食事関連支援 

ａ 食 事： 自助具の着脱等準備、配膳、摂食、見守り、下膳等 

ｂ 水分摂取： 飲水補充、飲料水購入、ペットボトル開栓等 

（ウ）排泄関連支援 

ａ 排尿関係： 

準備、便座・車いす間の移乗、衣服の着脱、清拭、尿処理、尿パック交換、紙おむつ・尿取

りパットの交換、尿器等の洗浄・消毒、後片付け等 
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ｂ 排便関係： 

準備、便座・車いす間の移乗、衣服の着脱、清拭、紙おむつ・尿取りパットの交換、自助具

の洗浄・消毒、後始末等 

ｃ 失禁関係： 

準備、ベッドトイレ・車いす間の移乗、衣服の着脱、陰部・臀部の清拭・洗浄、汚物処理、

洗濯、円座類の洗浄・交換、紙おむつ・尿取りパットの交換、後片付け等 

（エ）入浴関連 

ａ 入 浴：準備、ストレッチャー車いす間の移乗、衣服の着脱、洗身等 

ｂ 清 拭：準備、全身の清拭等 

ｃ 洗 髪：準備、洗髪等 

③ 介護の頻度 

（ア）日常生活支援 
 
表２－37 

a 整容 1日 3回（朝・昼・夕） 

b 更衣 入浴・排便時及び失禁・汚染時等は適宜 

c 移動 適宜 

d 移乗 起床・臥床時・入浴時・排便時・失禁時等に実施 

e 体位変換 臥床・巡回時、及び受診結果により実施 

f 予防 必要な場合に実施 

g ベッドメイキング シーツ交換時、19：00の巡回時、及び必要な場合に実施 

h 体温調整 適宜 

i シーツ交換 毎週 1回（月・火・水・木・金）、及び失禁・汚染時等は適宜 

j 洗濯 入浴・シーツ交換時、汚染時等は適宜 

k 円座・マット交換 汚染時・及び必要な場合に実施 

l 環境整備 19：00の巡回時、及び必要な場合に実施 

m その他の介護 適宜 

（イ）食事関連支援 

表２－38 

a 食事（給食） 1日 3回 毎食 

b 水分摂取 適宜 

（ウ）排泄関連支援 

表２－39 

a 排尿関係 22：00・1：00・7：00の巡回時に尿処理実施、及び必要な場合に実施 

機会毎にベッドパンウォッシャーによる尿器消毒・洗浄 

b 排便関係 排便日、及び便意時 

c 失禁関係 適宜 

（エ）入浴関連 

④ 利用者の介護状況の統計 

表２－40 

a 入浴 毎週 3回（月・水・金）及び（火・木・土） 

＊年末年始を含め祝日も変更なく実施 

b 清拭 診断結果により実施 

c 洗髪 診断結果により実施 

利用者の衣類、シーツ等について、業務用洗濯機、乾燥機による洗濯を開始し、回収は介護福祉

士、洗濯、乾燥、たたみ、配布を洗濯手により実施した。 
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表２－41 平成 29年度 月別洗濯件数の状況                     （単位＝枚） 

区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

上 着 380 406 405 398 404 482 590 571 690 649 632 738 6,345 

下 着 275 310 337 334 376 410 433 424 425 386 348 416 4,474 

ズ ボ ン 236 249 299 298 355 357 398 377 378 354 356 410 4,067 

靴 下 467 521 524 546 606 650 792 746 724 694 667 747 7,684 

バ ス タ オ ル 543 584 597 694 685 811 824 791 771 689 734 881 8,604 

タ オ ル 1,008 1,216 1,089 1,372 1,347 1,524 1,697 1,542 1,390 1,407 1,518 1,825 16,935 

シ ー ツ 132 167 137 175 193  208 203 211 209 198 190 209 2,232 

横 シ ー ツ 0 0 0 6 0 5 0 0 8 0 0 0 29 

枕 カ バ ー 199 209 165 198 213 230 261 228 227 235 229 234 2,628 

防 水 シ ー ツ 125 159 123 159 182 183 198 175 175 160 163 170 1,972 

マ ッ トカバー 0 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 6 

円 座 カ バ ー 5 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 5 13 

タ オルケット 55 83 79 102 122 124 113 64 60 39 37 44 922 

円 座 カ バ ー 37 29 16 9 8 8 42 72 81 102 98 87 589 

毛 布 ・ 布 団 27 30 25 26 45 48 67 86 77 70 79 73 653 

カ ー テ ン 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

体 幹 ベ ル ト 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

そ の 他 67 80 75 76 103 123 132 193 160 133 143 138 1,423 

合計 3,556 4,043 3,881 4,402 4,639 5,163 5,750 5,480 5,375 5,116 5,194 5,977 5,8576 

⑤ 利用者の介護状況の統計 

表２－42は、食事関連支援・日常関連支援・排泄関連支援・入浴関連支援の項目について介護内

容の種目別に平成 29年度 4月より 12ヶ月間カウントしたものである。 
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表２－42                                     （単位＝件） 

項         目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

食 
事 
関 
連 
支 
援 

 

食 事 

自助具の着脱等準備 210 428 409 397 420 431 480 523 382 427 628 632 5367 

自助具の洗浄 217 262 1527 1638 1647 1697 1787 1875 2006 2015 2106 2379 19156 

居室の配膳 7 6 6 68 101 103 24 13 3 4 10 14 359 

摂食全介助 60 115 10 1 13 8 2 4 7 1 2 86 306 

摂食一部介助 40 47 61 30 6 8 3 7 7 6 8 1 224 

下膳 5 6 7 69 99 107 27 19 3 4 10 8 364 

促し・見守り 3 5 2 1 3 4 0 4 1 1 0 0 24 

その他 326 435 496 655 670 749 917 720 660 688 900 978 8194 

水分摂取 

ペットボトル・缶飲料購入 33 26 40 43 38 37 57 35 33 40 33 14 429 
ペットボトル・缶飲料開栓 180 180 242 238 200 193 243 203 180 226 281 260 2626 

全介助 21 21 28 19 14 6 30 21 10 26 19 34 249 

一部介助 63 72 51 94 84 44 69 125 81 132 266 285 1366 

促し・見守り 2 2 0 7 4 4 1 0 1 3 0 0 24 

飲水等補充 135 169 140 160 176 217 296 256 274 267 496 720 3306 

その他 151 220 262 310 313 310 360 314 302 329 383 444 3698 

日 
常 
生 
活 
支 
援 

整 容 

全介助 232 253 97 92 61 45 61 109 106 115 101 169 1441 

一部介助 132 205 288 358 342 459 490 395 257 279 436 602 4243 

促し・見守り 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

顔拭き 260 300 292 289 271 254 281 280 229 249 336 371 3412 

髭剃り 23 40 12 2 11 4 10 13 6 10 39 34 204 

剃毛 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

その他 97 114 286 205 328 373 317 384 369 415 484 709 4081 

更 衣 

着衣全介助 1115 1249 1268 1402 1526 1505 1651 1590 1443 1402 1455 1736 17342 

着衣一部介助 22 26 33 27 21 18 24 35 29 40 22 15 312 

着衣促し・見守り 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

脱衣全介助 1009 1098 1056 1161 1310 1225 1326 1274 1160 1196 1259 1471 14545 

脱衣一部介助 12 17 32 13 8 18 14 22 0 5 5 3 149 

脱衣促し・見守り 0 0 1 4 2 0 1 0 0 0 0 0 8 

更 衣 

衣服整え等 1125 1312 1176 1392 1490 1485 1769 1793 1665 1787 2097 2394 19485 

靴履き 786 860 839 911 976 929 1075 1022 849 858 977 1195 11277 

靴脱ぎ 722 768 743 819 941 922 1031 993 816 801 915 1108 10579 

グローブ装着 240 215 368 423 449 374 594 550 489 481 575 675 5433 

グローブ除去 202 174 260 298 407 313 509 460 421 445 540 645 4674 

その他 9 13 16 18 27 19 33 21 15 23 22 7 223 

 

移 動 

全介助 17 34 27 23 98 69 29 54 12 33 53 59 508 

一部介助 2 1 1 0 1 2 1 0 0 1 0 0 9 

促し・見守り 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 

移 乗 

乗車全介助 784 903 910 1005 1091 1029 1157 1151 955 954 1077 1337 12353 

乗車一部介助 73 73 71 77 60 36 156 121 83 83 83 97 1013 

乗車促し・見守り 13 16 30 13 9 6 4 0 4 2 7 9 113 

降車全介助 788 880 828 973 1100 1020 1125 1146 944 926 1062 1316 12108 

降車一部介助 67 65 61 32 21 16 40 10 13 5 4 6 340 

降車促し・見守り 15 4 16 14 5 8 3 0 4 0 8 2 79 

体位変換 

体位変換 79 179 134 112 138 264 119 128 103 139 145 165 1705 

体位直し 506 617 415 585 715 743 690 563 557 557 581 672 7201 

座位直し 781 857 857 890 1015 952 1174 1133 957 909 1062 1329 11916 

その他 44 40 62 48 39 36 36 33 6 11 41 14 410 

予 防 

褥創予防・改善 321 368 273 354 432 544 446 480 588 693 596 765 5860 
起立性低血圧予防・改善 9 5 1 0 2 0 0 1 0 3 16 17 54 

浮腫予防・改善 0 3 10 6 12 6 36 35 5 53 62 49 277 

痙性抜き 63 40 2 2 0 1 3 1 2 1 1 1 117 

 

起床・臥 

床等 

布団類掛け 600 666 609 713 684 782 814 700 641 721 763 922 8615 

布団類除去 521 580 558 623 672 783 767 642 618 617 655 756 7792 

起床促し 168 194 237 184 187 74 94 19 59 24 1 4 1245 

その他 361 328 143 237 150 46 52 21 10 11 4 4 1367 

 

体温調節 

アイスノン・湯たんぽ貸与 55 54 54 50 56 53 42 29 12 33 63 104 604 
アイスノン・湯たんぽ除去 26 32 30 26 13 28 36 6 2 6 22 70 297 

その他 11 5 13 8 12 11 19 11 6 5 18 6 125 

ベットメ 

イキング 

シーツ交換 114 132 127 154 192 175 200 199 170 186 196 203 2048 

包布等交換 46 96 80 69 72 9 25 77 112 138 142 141 1007 

促し・見守り 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

布団類整え 79 66 121 116 94 18 39 61 112 136 110 90 1042 

その他 79 96 50 82 124 200 203 162 110 118 113 168 1505 
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表２－42（続き）                                 （単位＝件） 

項         目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

日 
常 
生 
活 
支 
援 

洗 濯 

全介助 300 358 382 413 494 494 593 538 515 523 514 527 5651 

一部介助 5 2 3 3 2 5 4 1 2 10 10 5 52 

汚染衣類等洗浄 24 13 25 30 33 25 31 39 49 32 25 34 360 

促し・見守り 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

干し 3 1 5 2 0 0 4 3 1 4 4 2 29 

たたみ 1 1 1 1 0 0 2 2 0 1 0 4 13 

収納 44 54 60 70 67 71 103 118 124 162 152 182 1207 

円座・ 

マット交 
換 

円座交換 1 0 2 0 0 0 1 0 3 4 5 5 21 

円座カバー交換 8 8 18 12 14 19 29 34 32 29 33 16 252 

汚染円座カバー洗浄 7 5 11 10 9 16 17 22 31 13 16 15 172 

マット交換 1 1 3 0 4 0 2 1 2 3 2 5 24 

 
環境整備 

転室ベッド移動 3 4 5 2 2 1 1 1 4 0 6 2 31 

居室掃除 6 13 8 16 6 8 5 4 2 3 9 5 85 

掃除促し・見守り 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 

汚物・ゴミ処理 71 79 116 150 178 332 406 420 434 570 490 639 3885 

その他 178 224 228 338 447 614 799 707 850 687 719 749 6540 

その他の 

介  護 

検温・血圧測定 0 0 1 2 0 0 0 0 0 1 2 0 6 

内服見守り 0 3 2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 7 

軟膏類塗布 14 20 17 29 46 29 5 2 1 4 3 2 172 

湿布類貼布 0 0 3 0 0 0 2 1 0 6 1 4 17 

ミルキング 5 2 4 7 1 5 5 3 1 5 4 5 47 

耳のケア 1 3 3 7 4 4 9 4 1 1 4 2 43 
カテーテル液の交換・洗浄 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

その他 2930 4300 4550 5326 5919 5787 6420 6262 6029 5640 5821 6408 65392 

排 
泄 
関 
連 
支 
援 

排 尿 

全介助 4 8 3 12 5 0 0 1 0 0 0 0 33 

一部介助 22 24 15 14 3 3 1 0 1 0 1 0 84 

促し・見守り 3 3 4 3 0 1 0 0 0 0 0 0 14 

尿処理 1187 936 915 1079 1222 1520 1820 1635 1466 1434 1734 2227 17175 

尿器等洗浄 1114 902 858 997 1131 1207 1348 1228 1101 1094 1325 1639 13944 

尿器等消毒 1142 901 858 1001 1134 1213 1361 1238 1102 1095 1343 1661 14049 

その他 562 709 587 705 1163 1196 1409 1408 1376 1153 899 912 12079 

排 便 

排便準備全介助 184 230 226 243 307 280 279 282 255 231 251 347 3115 

一部介助 4 3 2 2 5 4 6 5 0 10 2 1 44 

促し・見守り 2 0 3 0 2 1 0 0 0 0 0 0 8 

排便全介助 118 159 216 240 269 251 256 268 231 210 252 328 2798 

一部介助 1 1 2 3 1 0 0 0 0 0 0 0 8 

促し・見守り 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

自助具の洗浄・消毒 1 1 0 1 1 1 0 0 1 0 0 0 6 

便意 29 38 18 22 36 23 14 11 17 10 2 12 232 

その他 190 268 85 47 33 22 34 20 20 34 18 22 793 

 

失 禁 

尿失禁 22 13 19 19 30 29 31 37 40 22 15 23 300 

便失禁 23 29 39 52 67 48 80 60 63 78 72 53 663 

汚染 11 12 17 15 16 25 26 21 22 15 7 13 200 

陰部臀部 清拭 99 194 352 364 475 444 490 389 349 352 331 420 4259 

清拭洗浄 洗浄 25 31 40 49 56 42 56 54 51 51 54 53 562 

紙おむつ 装着 38 37 63 158 195 181 178 226 218 213 209 248 1964 
尿取りパット 除去 25 29 57 107 132 162 138 193 184 194 173 204 1598 

入
浴
関
連
支
援 

入 浴 

入浴準備全介助 274 319 381 448 485 428 470 455 436 419 415 516 5046 

一部介助 14 8 7 6 8 8 3 1 3 1 2 0 61 

促し・見守り 6 4 2 1 6 2 1 0 0 0 1 0 23 

入浴全介助 254 259 265 303 327 339 382 377 350 342 348 433 3979 

一部介助 1 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0 0 4 

促し・見守り 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 4 

その他 102 66 30 30 30 95 170 141 160 231 218 232 1487 

清 拭 清拭 24 24 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 50 

洗 髪 洗髪 43 30 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 74 

合   計 9,423 11,382 22192 25301 26282 29884 33320 33708 37787 36055 33417 33509 36786 

⑥ 介護福祉士実習指導者講習会 

平成 29年度の受講者 1名。 



 

－ 53 － 

⑦ 別府重度障害者センター介護員の実習交流 

日時：平成 29年 12月 7日～8日 日勤勤務帯 1日、早出勤務帯 1日、 

頸損リハ研 1日 対象者：介護福祉士 

⑧ 埼玉県サービス管理責任者講習 

平成 29年度の受講者 1名。 

⑨ 平成 29年度より介護員→介護福祉士へ変更。 

（４）医学的リハビリテーション 

① 医学的リハビリテーションの目的 

頸髄損傷者の自立に必要なリハビリテーションは残存機能の維持・向上や代償機能の活用、及び、

補装具・日常生活用具の効果的利用が必要となるため、医学的リハビリテーションの占める役割は

多い。頸髄損傷者の自立訓練（機能訓練）が提供する医学的リハビリテーションは、理学療法、作

業療法、リハビリテーション体育の各部門から成っている。その他リハビリテーション看護・介護

も重要である。利用者は利用意図と共に医師の診察による障害状況や健康時様態の把握に加え、各

部門のアセスメントに基づき訓練処方が出され、訓練提供が開始される。また、訓練の順調な進捗

には訓練を提供する間の健康管理、合併症や二次障害の予防が重要であるため、部門間の連携も不

可欠である。 

② 理学療法部門 

（ア）理学療法の目的 

当部の機能訓練サービスを受ける利用者は、ほとんどが頸髄損傷による四肢麻痺という障害を

呈している。つまり、ほぼ単一の障害を支援対象としているため、当部門での対応は、一般的な

医療機関や福祉施設における理学療法と比較すると、同障害に特化した専門的な内容となっている。 

理学療法の実施に際しては、各種評価より得られた情報をもとに、残存機能向上、合併症改善、

日常生活動作等の可能性についての情報提供を行っていき、利用者の理解を得ることから始まる。

そのためには予後予測とゴール設定を的確に行うことが必要であり、利用者の理解を得られて初

めて社会復帰へ向けた効率的な理学療法の提供が可能となるといえる。また医療機関と比較する

と支援期間が長期に渡る場合が多いため、短期目標を明確に示し長期目標をしっかりと利用者自

身でイメージしてもらうことで、モチベーションを維持させていくことが必要となってくる。理

学療法士は常に観察の目を持って利用者の日々の変化を把握した上で、自立計画の進捗状況や目

標達成度等に応じて柔軟に対応し、早期社会復帰を目指した機能訓練を行うよう心がけている。

並行して車椅子に代表される福祉用具に関すること、社会資源の活用、社会参加の促進等につい

ての指導・助言を行うなど、利用者の QOL向上を図るためにも積極的に関わっている。 

（イ）理学療法の実施状況 
 
表２－43 平成 29年度月別理学療法実施状況                     （単位：人） 

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 合計 

人数 530 567 569 575 666 618 614 624 633 606 666 662 7,330 

（ウ）理学療法の実際 

ａ 評価、測定  ｂ 運動療法  ｃ 日常生活動作  ｄ 自動車関連動作  ｅ 補装

具・福祉用具等の支援、調整 
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表２－44 平成 29年度理学療法種目別件数 

訓練項目 件数   訓練項目 件数 

R O M 6,759   移 乗 1,657 

筋 力 増 強 926   移 乗 以 外 A D L 35 

起 居 、 座 位 移 動 6,695   自 動 車 移 乗 563 

バ ラ ン ス 3,378   そ の 他 自 動 車 関 連 動 作 227 

プ ッ シ ュ ア ッ プ 3,102   面 接 、 問 診 85 

車 椅 子 基 本 動 作 603   評 価 340 

車 椅 子 応 用 動 作 371   車 椅 子 採 寸 ・ 調 整 609 

斜 面 台 、 立 位 704   補 装 具 ・ 環 境 支 援 289 

歩 行 359       

（エ）評価、測定 

理学療法部門においては、訓練目標や訓練計画を設定するために、下記の検査・測定を定期的

に行っている。 

ａ 面接、問診 

ｂ 徒手筋力テスト（MMT）、Zancolli分類 

ｃ 関節可動域テスト(ROM-t) 

ｄ 感覚テスト（表在感覚、深部感覚） 

ｅ 改良 Frankel分類 

（International Standards for Neurological Classification of Spinal Cord Injury（ISNCSCI）） 

ｆ 筋緊張検査 

ｇ 疼痛検査 

ｈ 日常生活動作テスト 

ｉ 基本動作テスト、座位バランス 

ｊ 補装具の評価 

③ 作業療法部門 

（ア）作業療法の目的 

作業療法（以下、OT）では、各利用者個人の興味や価値、生活習慣、身体状況、環境などの評

価に基づいて、1 人ひとりのニーズにあった作業の遂行を可能にし、その習慣化の実現を図るこ

とを目的としている。作業には、役割行動に伴う ADL・仕事的活動・余暇活動があり、主にこれ

らの作業環境に着目し、改善を促している。 

また、国立施設の作業療法士（以下、OTR）として、国内での頸髄損傷者に対する OTの質の向上

を目指して、OT研究や福祉用具の研究・開発、後輩 OTRの育成に努めている。 

（イ）作業療法の内容 

ａ 各利用者個人の評価 

ｂ センター生活環境における ADL支援 

ｃ ADL・仕事的活動・余暇活動への支援（環境改善を含む） 

ｄ 頸髄損傷者に対する OT研究 

ｅ 頸髄損傷者用の福祉用具の研究・開発 

ｆ OTRの育成（実習生の受け入れ） 

（ウ）作業療法の実施件数 

全対象者に対して 5名の OTRで実施した。利用者数の増加から、実施回数も増加傾向にある。 
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表２－45 月別訓練実施状況(延べ人数)及び OTR人数                   単位＝人 

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

平成 29年度 399 425 452 472 537 468 492 477 482 490 512 500 

（エ）各利用者個人の評価 

利用者について観察、面接、検査、測定を通し、各利用者個人の興味や価値、生活習慣、身体

状況、環境などを必要に応じて評価する。 

ａ 情報収集 

既往歴、生活歴、医学的禁忌、注意事項、他の専門職が関与した身体・心理・社会的な状態

等の情報を収集する。 

ｂ 基本的能力の評価項目 

運動・感覚機能  関節可動域テスト（ROM-T） 徒手筋力テスト（MMT）脊髄障害自立度評

価法（SCIM） 簡易上肢機能検査（STEF） 握力感覚テスト（表在感覚、深部感覚、複合感覚） 

ｃ 応用的能力の評価 

・日常生活活動能力（ADL） 

食事・整容・更衣・起居・ベッド移乗・排泄・入浴・機能的自立度評価表（FIM） 

・生活関連活動能力（APDL） 

家事（調理、洗濯、掃除、買い物等）・屋外移動・公共交通機関の利用 

・コミュニケーション能力 

書字・パソコン・電話等 

（オ）センター生活環境における ADL支援 

ａ 評価結果に基づいた ADL能力向上へのアプローチ 

（ADL、動的・静的バランス、環境調整など） 

ｂ 自助具の作製 （主に坐薬挿入器、衣類改良、タイピング用自助具） 

ｃ 住宅整備相談 （家屋相談・家屋調査・家屋探し・施行完了の確認等） 

ｄ 地域ケア会議への参加 
 
表２－46 利用者活動別実施件数                          （単位：件） 

項目 件数 項目 件数 

R O M e x 1756 起  居 42 

筋 力 ト レ ー ニ ン グ 12 応 用 動 作 41 

食  事 160 家  事 110 

整  容 189 余 暇 活 動 55 

移  乗 1233 評  価 101 

更  衣 885 環 境 調 整 446 

排  尿 190 家 屋 相 談 等 392 

排  便 934 そ の 他 1436 

入  浴 841 小 計 2623 

小 計 6200 合 計 8823 

（カ）頸髄損傷者に対する OT研究 

日々の実績を発表するようにしている。今年は 3Dプリンターで作製された自助具の有用性につ

いての研究発表を、研究室と協力して行った。 

（キ）頸髄損傷者用の福祉用具の研究・開発 

研究所と連携して、3Dプリンターで作製された自助具の有用性について研究中。 

（ク）OTRの育成（実習生の受け入れ） 

臨床実習を 1名受け入れて、指導を行った。 
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④ リハビリテーション体育 

（ア）目的 

車椅子でも行えるように工夫した各種の運動・スポーツ種目を行うことで、余裕を持って日常

生活を送るだけの体力や運動技術を獲得する。また、集団訓練における他者との関わりを通じて、

社会性などを高めることを目的とする。 

（イ）概要 

ａ 位置づけ 

医学的リハビリテーションの一環として実施している。 

ｂ 訓練対象者 

医師の医学的判定により、リハビリテーション意見書が出された者について訓練を実施して

いる。 

ｃ 対象者障害別実施状況の推移（年度末現在） 

表２－47                                     （単位：人） 

障害別 頸 髄 損 傷 
胸・腰髄損傷 

その他 
対象者合計

（対象率） 
構成比 ※完全 

※不全   
年度 C4 C5 C6 C7・8 Th・L 

平成 29年度 

38(92.7%) 
1 

(2.4%) 

2 

(4.9%) 

41 

(100%) 
0 

(0%) 

3 

(7.9%) 

19 

(50.0%) 

5 

(13.2%) 

11 

(28.9%) 

※完全：完全損傷（Frankel分類 A・B）、不全：不全損傷（Frankel分類 C・D） 

ｄ 訓練場所 

第 1体育館の半面（バスケットボールコート 1面）を常時使用している。 

※時間によっては全面（バスケットボールコート 2面）を使用。 

ｅ 訓練体制 

対象者個々の身体状況、残存機能、運動能力等の評価を行い、訓練頻度（週 3～5時間が基本）

を検討し、集団訓練を中心に、運動療法士 1 名、非常勤講師（平成 29 年 10 月より）1 名の 2

名で実施している。 

ｆ 月別実施状況の推移 

表２－48                                     （単位：人） 

月 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

年度 

平成 29年度 553 525 548 600 668 536 586 640 590 563 553 543 6,905 

※月平均では 575名の訓練を実施しており、1日に換算すると 28.5名の訓練を行っている。 

（ウ）訓練内容 

ａ 機能・形態に対するアプローチ 

ｂ 健康・体力面に対するアプローチ 

ｃ 運動技術面に対するアプローチ 

ｄ 社会・心理面に対するアプローチ 

ｅ 情報提供 

（エ）訓練種目 

伊東重度障害者センターで行われていた種目を軸に国立障害者リハビリテーションセンターの

環境に合わせつつ、ルール等を調整しながら訓練を行っている。 

（表２－57参照） 

（オ）評価 
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ａ 目的 

計画的、段階的、効果的、継続的な訓練・指導を展開するため、利用者個々の特性としての

多面的な情報を、一定の手法により収集・整理・分析し、訓練・指導により、できること・で

きないこと・できそうなことや、矯正の必要性の有無等を的確に判断し、確認を繰り返しなが

ら効果判定の指標とすることを目的とする。 

ｂ 手段と内容 

・面接（治療・訓練歴、スポーツ歴、利用目的、自立計画等） 

・観察（肢位・姿勢、運動フォーム・パターン、運動技術、補装具適合、取組姿勢等） 

・計測・測定（形態、運動能力等）   

・各種テスト（クラス分類、体力評価等） 

ｃ フィードバック 

ｄ 方法 

・絶対評価  

・相対評価 

（カ）評価実施状況 

表２－49                                    （単位：件数） 

評価項目 面接 
クラス分類 

テスト 
運動能力テスト 

テクニカル 

チェック 
体脂肪率測定 

車いす 

クリニック 

平成 29年度 39 41 43 18 39 41 

 

（キ）指導 

ａ 目的 

・健康の維持、増進、体力づくりや運動技術などの部分的な側面だけでなく、個々の残存機

能を効率的、合理的に活用し、日常生活やスポーツ活動に必要な総合的な身体能力を高め

る。 

・レクリエーションや交流を楽しめるようなスポーツ、自己の記録に挑んだり、技を競い合

う競技スポーツを通じて身体を意識的に動かすことや、運動の習慣化、生涯スポーツへの

取り組み、他者と協調することの大切さ、スポーツの爽快感、目標達成による自信獲得等、

自己実現を援助する。 

・利用者自身が主体性、自立性を確保し積極的に活動する存在感、物事に意欲をもって根気

強く取り組み、全力を出して最後までやりとげた時の充実感、一つの目的に向かって集団

で取り組み、各自の役割を認識しながら遂行していく意味合い等、個性に応じた集団生活・

社会生活への参加能力を育成する。 

ｂ 内容 

理論学習指導 運動学習指導 体験学習指導 レクリエーション指導 フィードバック情報

提供 QOL援助 

ｃ 方法   集団指導 個別指導 面接指導 後指導 
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表２－50 平成 29年度リハビリテーション体育訓練実施種目一覧表(55種目) 

目 的 訓練目標 訓練方法 訓練種目(手段) 評 価 

の
ア
プ
ロ
ー
チ 

機
能
・
形
態
へ 

維 

持
・ 

改 

善 

関節可動域等の改善 
運動回路の習得と筋

力強化 
体脂肪率の改善 

ストレッチ 
意識下での運動 
有酸素運動を用
いた訓練 

(1)車椅子上でのセルフストレッチ 
(2)車椅子上での自動運動 
（セルフトレーニング） 
(3)20分間以上の連続走 

クラス分類テスト 
(リハ体育訓練クラス) 
(TBB持ち点) 
形態測定(%FAT) 

身 

体 

能 

力 

へ 

の 

ア
プ
ロ
ー
チ 

維 

持
・
向
上
・
改
善 

体力の維持・ 
向上 

(瞬発力・持久力・ 
敏捷性・ 
応用力等) 

走技種目を 
用いた 訓練 

瞬発力 
(4)10ｍ走 
(5)40ｍ走 
持久力 
(6)3分間走 
(7)10分間走 
(8)1000ｍ走 
敏捷性 
(9)リピートターン 
応用力 
(10)内周走 
(11)スロープ走 
(12)スラローム 

記録測定 
(推移変化) 

ゲーム 
スポーツを 
用いた訓練 
 (各種ゲーム) 

(13)中玉バレーボール  
(14)中玉サッカー 
(15)ツインバスケットボール 
(16)車椅子ベースボール  
(17)ジャンケンサッカー 
(18)ミニビリヤード 
(19)陣取り 
(20)車椅子ポートボール 
(21)その他 

各種技術評価 

残
存
機
能
を
把
握
し
た
運
動
学
習
と
明
確
に
意
識
さ
れ
た
身
体
の
使
い
方 

車椅子 
操作技術の向上 

（運動技術の学習） 

車 
椅 
子 
操 
作 
技 
術 
基 
準 

 

1．導入技術 
 

 
 
 
2．基礎技術 

(22)ボディイメージ  
(23)静的ポジション 
(24)静的座位移動 
(25)ハンドリング 
(26)ストローク 
(27)制動系 
(28)動的ポジション 
(29)静止からのターン 
(30)低速ターン 
(31)ピボット 
(32)ピボットジグザグ 
(34)動的座位移動  
(34)ランニングターン 
(35)スロープ 
(36)高速ターン 
(37)幅よせ 
(38)高速からの制動 
(39)スイッチ 
(40)ハンドリング 
(41)リフト 
(42)パスキャッチ 
(43)ワンハンドパスボールコントロール 
(44)ツーハンドパス 
(45)ドリブル 
(46)ピックアップ 
(47)ショット 
(48)Ⅰ．手信号チェアワーク 
(49)Ⅱ．ホイッスルターン 
(50)クロスダッシュ 
(51)バスケット技術 

技術評価の主な指標 
 ・正確性 
 ・再現性 
 ・速度 
 ・状況対応適正 

ア
プ
ロ
ー
チ 

社
会
・
心
理
面
へ
の 

適
応
能
力
の 

獲
得 

社会性の 
向上相互扶助 

集団活動の 
場面設定 

(52)グループワーク 
(53)リーダー制時限の導入 
(54)各種ゲームにおけるチームプレイ 

社会性 
集団適応 

ア
プ
ロ
ー
チ 

体
験
と
し
て
の 

Q O L 
 

QOLの開発 

各種スポーツの
情報提供 

(55)余暇時間の運動活用の支援  
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（５）職業的リハビリテーション 

① 職能訓練の目的 

知識や技術を習得し、生活の中で活用できる能力を獲得することを目的・目標とする。 

② 訓練環境と設備 

Web環境、訓練用サーバー（訓練プログラム管理用）、電動昇降式テーブル、トラックボールマウ

ス、キーボード打鍵用アタッチメント（OT作製） 

③ 訓練内容 

訓練科目を設け、訓練を実施している。科目の選択については、面接及び評価によって決定する

が、本人の希望を優先する。 

（ア）パソコン科目 

ワープロソフトを必修とし、希望や能力に応じて表計算・CAD・グラフィックなどのソフトの習

得の支援を行う。 

（イ）経理事務科目 

商業簿記基礎の習得の支援を行っている。概ね日商簿記 3級合格レベルを目標としている。 

④ 資格取得状況 

資格取得を行う者はなかった。 

⑤ 就労移行支援事務系訓練室の利用 

就労移行支援事務系訓練室に、自立訓練（機能訓練）の頸髄損傷者の訓練に対応するため、専用

の PC環境を整え、就労移行支援のインストラクターによるワード、エクセルなどアプリケーション

の訓練を行っている。 

（６）自動車訓練の状況 

① 訓練対象者とその状況 

  訓練対象者とその状況は、表２－51のとおりである。 
 

表２－51 訓練対象者とその状況 

区   分 人 員 
内    訳 

新 規 訓 練 習 熟 訓 練 限定解除訓練 専 業 訓 練 

自 立 訓 練 利 用 者 29 1 28 - - 

就 労 移 行 支 援 28 2 26 - - 

セ ン タ ー 病 院 入 院 患 者 58 - 58 - - 

職 業 リ ハ セ ン タ ー 利 用 者 3 - 3 - - 

近 隣 地 域 か ら の 通 所 利 用 者 83 - 83 - - 

合   計 201 3 198 - - 

② 運転能力検査状況 運転能力検査状況は、表２－52のとおりである。 

表２－52 運転能力検査状況 

実施した日数 検査した者 

163 163 

（注）運転能力検査の内容については、機器を用いた検査として速度見越反応検査、適応指数測定検査、

大脳活動検査、処置判断検査、夜間視力検査、深径覚検査、動体視力検査、視野検査、警察庁方式ＣＲＴ

運転適性検査を、ペーパーテストとしては警察庁方式運転適性検査 K－2を実施した。 

③ アンチ・スキッド・トレーニング実施状況（滑りやすい路面での制動訓練） 

アンチ・スキッド・トレーニング実施状況は、表２－53のとおりである。 

表２－53 アンチ・スキッド・トレーニング実施状況 

実施した回数 訓練した者 

119 119 
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④ 高速道路走行訓練実施状況高速道路走行訓練実施状況は、表２－54のとおりである。 

表２－54 高速道路走行実施状況 

実施した回数 実施者数 

27 27 

（注）高速道路走行訓練は、訓練を希望した利用者に対して実施している。 

⑤ 運転補助装置等の使用状況 

運転補助装置等の使用状況は、表２－55のとおりである。件数は改造等の延べ件数であり、同一

対象者に対して 2件以上の改造等をしたものも含まれている。 
 

表２－55 運転補助装置等の使用状況          （件） 

 No 改  造  内  容 件数 

自
動
車
本
体
の
改
造 

1 ハ ン ド ル の 軽 減 化 機 構 26 

2 身 体 障 害 者 運 転 座 席 へ の 交 換 27 

小         計 53 

3 手 動 装 置 67 

4 旋 回 装 置 104 

5 左 足 操 作 用 ア ク セ ル ペ ダ ル 17 

6 左 手 操 作 用 方 向 指 示 器 17 

7 リ モ コ ン 式 方 向 指 示 器 1 

8 セ レ ク ト レ バ ー の 補 助 装 置 21 

9 駐 車 ブ レ ー キ の 補 助 装 置 19 

10 オ ー ト ラ イ ト 41 

11 痙 性 対 策 機 構 52 

12 車 椅 子 積 載 装 置 22 

13 四 点 式 ベ ル ト ・ サ イ ド サ ポ ー ト 16 

14 そ の 他 21 

小         計 398 

合         計 451 

⑥ 外来相談 

外来相談の状況及び内容、方法は、表２－56、57、58のとおりである。外来相談では障害者・家

族からの相談が最も多く、また、相談内容は、運転適性などの相談が最も多くなっている。 
 

表２－56 外来相談の状況           （件）  表２－57 相談内容             （件） 

区 分 件数 構成比(％）  相 談 内 容 件数 構成比(％） 

障害者・家族からの相談 133 68.9  施 設 利 用 の 相 談 7 3.6 

病 院 関 係 か ら の 相 談 30 15.5  自動車、運転補助装置の選択の相談 17 8.8 

福 祉 関 係 か ら の 相 談 7 3.6  運 転 適 性 な ど の 相 談 144 74.6 

行 政 機 関 か ら の 相 談 10 5.2  運 転 免 許 手 続 な ど の 相 談 4 2.1 

自 動 車 関 係 か ら の 相 談 8 4.1  練 習 場 所 な ど の 相 談 13 6.7 

そ の 他 5 2.6  そ の 他 8 4.1 

合   計 193 100.0  合   計 193 100.0 

表２－58 相談方法 

 

 

 

 

 

区  分 件数  構成比(％） 

電 話 ・ 文 書 に よ る 相 談 149 77.2 

来 室 に よ る 相 談 44 22.8 

合   計 193 100.0 
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（７）集団支援 

① ホームルーム 

 月 1回 13時から食堂においてホームルームを実施。各種、宿舎生活上の連絡事項や福祉サービ

ス上の連絡を実施。機能訓練棟の利用についての連絡事項。新規利用者の紹介、職員、実習生の紹

介など。 

② 講話 

  機能訓練棟内の利用者を対象として、ホームルーム後各種講話を実施した。 

健康講話 健康管理室看護師により実施（健康管理室資料参照） 

③ 行事、レクリエーション 

（ア）レクリエーション 

日時：平成 29年 9月 28日（木） 9月 29日（金） 両日 9：25～11：45 

場所：第一体育館  住所：リハセンター内 

内容：機能訓練棟利用者を対象とした球技大会（中玉サッカー）を行い、他の利用者や職員と

の交流・リフレッシュを目的に実施した。 

参加（両日）：利用者 20名、職員 10名 

 

日時：平成 30年 3月 23日（金） 9：00～11：45 13：00～15：45 

場所：第一体育館  住所：リハセンター内 

内容：機能訓練棟利用者を対象とした球技大会（中玉サッカー）を行い、他の利用者や職員と

の交流・リフレッシュを目的に実施した。 

参加：利用者 20名、職員 10名 

④ 防災・防犯訓練 

機能訓練棟利用開始に伴い、警備員の配置、入り口、通用口の施錠時間と巡回方法。防災設備の

使用方法について確認し、職員及び利用者に周知を行った。機能訓練棟内勤務の職員への防災教育・

訓練を行うと共に、利用者を対象とした防災訓練を実施した。センター総合防災訓練を行った。 

 

５ 就労移行支援サービス 

（１）就労移行支援の概要 

一般就労を希望する利用者に対し、利用者個々の状況や適性に応じ就労に必要な技能の習得から職

業生活に必要な対人技能の向上まで広範な訓練サービスを提供し、適性にあった職場探しや就労の実

現を目指した。 

訓練内容は、一般事務やクリーニング等の技能習得を主たる目的とした技能習得訓練、販売・物流・

事務系等の模擬職場の場面を活用した職場体験訓練、センター内外の職場実習などであり、これらを

有機的に組み合わせ実施した。 

職場への定着や職業生活の安定、維持を図るため、就労後にも職場訪問を行うなどの取り組みを行っ

た。 

 

（２）就労移行支援訓練サービスの内容 

① 技能習得訓練  

それぞれの職種に必要な知識や技能の習得の訓練。（一般事務、電気・電子、クリーニング） 
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② 職場体験訓練  

作業を体験することで、興味のある職種や自分に合った職業を探し、就労に必要な職業習慣を身

につける訓練。 

③ 職場実習 

一般企業や就労継続施設などで実習を行い、適した仕事選び、企業と利用者のマッチングを実施。

また、センター内での職場実習として、センター内の仕事を通じて実践的な力を養う訓練。 

④ 職業準備訓練  

職場で必要なマナーや履歴書の書き方、面接の対応等、就職するために必要な基礎的な力を身に

つけるための訓練。 

⑤ 学習支援 

訓練を効果的に実施するために基礎学力の向上を目指した支援。 

⑥ 就労マッチング支援 

利用者に合った事業所を探し（職場開拓）、事業所と利用者とのマッチングのための支援を行うほ

か、就労の定着・継続のための支援。職場訪問の実施。 

（３）訓練内容及び訓練場所 
 

表２－59 訓練内容、訓練場所 

区分 訓練内容 目    的 説     明 訓練場所 ※ 

技 

能 

習 

得 

訓 

練 

一 般 事 務 

○各種技能や知識を習

得する。 

○基本的な職業習慣を

身に付ける。 

伝票チェック、ファイリング、データエントリ

ー、ワープロ、表計算ソフト、インターネット、

簿記等一般事務に必要な訓練。 

事務系就労支援室 

電 気 ・ 電 子 

電子機器などの組み立て訓練や、抵抗、コンデ

ンサ、トランジスタ等、電子部品の取り扱いと

基礎理論の訓練。 

作業系就労支援室 

ク リ ー 

ニ ン グ 

白衣、平物（シーツ）、タオルなどの洗いから仕

上げまでのランドリー作業の訓練。 
サービス系就労支援室 

職 

場 
体 
験 

訓 

練 

サービス系作業 

○適性や興味のある仕

事を探る。 

 

○基本的な職業習慣を

身に付ける。 

集配、清掃、シュレッダー管理、クリーニング

集配など 

作業系就労支援室 

サービス系就労支援室 

販 売 系 作 業 レジスター操作、パッキング、タグ付けなど 
事務系就労支援室 

作業系就労支援室 

事 務 系 作 業 

データ入力、テプラ・貼紙・チラシ・名刺・名

札の作成、郵便物発送準備作業、給食サービス

事務など 

事務系就労支援室 

作業系就労支援室 

製 造 系 作 業 簡易組立、名札や看板等の製作など 作業系就労支援室 

物 流 系 作 業 ピッキング、袋・箱詰め作業、検品など 作業系就労支援室 

職

場

実

習 

セ ン タ ー 内 

職 場 実 習 

○マナーや職業習慣を

身に付ける。 

○自分にあった仕事を

選ぶ。 

○企業（会社）と利用者

がお互いを見極める。 

郵便物の仕分け、配達、研修会の受付など 
 

セ ン タ ー 外 

職 場 実 習 
一般企業、就労継続支援施設等 

 

就労支援プログラム 

（就労マッチング支援） 

○社会資源を有効に活

用して就労の実現を

目指す。 

利用者に合った事業所探し（職場開拓）、事業所

と利用者との仲介（マッチング）、就労の定着・

継続のための支援（フォローアップ）など関係

機関との連携など 

 

職 業 準 備 訓 練  
○就職するための基礎

力を身につける。 

職場で必要なマナーの習得。履歴書の書き方、

面接の練習、基本的な労働習慣の習得等。 

○各就労支援室 

○就労相談室 

※ 職場体験訓練の訓練場所は、作業種目・内容により変更される。 
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（４）学習支援 

学習支援は、技能習得訓練を効果的に実施するための基礎学力の向上や、金銭管理をはじめ日常生

活に必要な数的処理能力、自己表現力を強化することを目標として実施している。 

学習支援の内容は算数と国語（漢字、読解）の 2教科であり、小学校 1年～5年の学習範囲について、

文部科学省指導要領に準拠したテキストと問題集を用いて実施している。概ね小学 5年レベルの到達

を目標として、学習講師により少人数での支援を行った。 

学習支援の対象者は、①初期評価における学力テスト（国語、算数）において、学力レベルが小学 5

年レベル以下の者、②学力レベルが小学 5年レベル以上であっても、支援を強く希望する者や、職業

指導専門職から特に支援の要請があった者、③支援調整会議等で必要と判断された者である。 

学習支援の必要のある教科を、1人の利用者に対して週 2時限を上限として 1時間単位で支援を行っ

た。また、新聞記事を使った時事問題の理解や一般常識の知識習得、3分間スピーチ等によるプレゼ

ン能力の向上を目的とした学習を行い、時事に関する月例テストも行った。 

自立支援局学習支援室を日本漢字能力検定の準会場として登録しており、同検定を 2回実施した。5

名（3級 3名、準 2級 1名、2級 1名）が受検し 4名（3級 3名、2級 1名）が合格した。 
 

表２－60 学習支援の対象者数（月別)                                                   （人） 

科 目 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

国 語 6 7 8 7 7 7 6  6 6 6 6 6 78 

算 数 31 29 31 30 31 30 28 24 21 22 24 23 324 

計 37 36 39 37 38 37 34 30 27 28 30 29 402 

 

表２－61 学習支援の出席状況（月別）                          （人） 

科 目 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

国 語 18 20 28 28 31 30 26 24 23 17 26 34 305 

算 数 150 154 174 143 150 141 107 103 97 72 92 79 1462 

計 168 174 202 171 181 171 133 127 120 89 118 113 1767 

（５）就労相談等支援の状況 

個別支援計画にもとづき、職種選択の助言、就職に向けた準備のための支援、就職面接の同行、職

場体験実習、事業所等見学の実施、職場定着支援や後支援を就労支援専門職、職業指導専門職が生活

支援専門職とともに行った。 

① 就労移行支援の利用状況 
 

表２－62 利用人数(月別)                          （※月末時点の人数) 

 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

就労移行支援 48 50 54 57 58 59 55 56 50 52 50 49 

② 就職セミナー 

企業の人事担当者や修了生を講師に招き、ハローワークの利用方法、職種選択、就労に向けて身に

つけておくべきことなど、就業に必要な情報の提供を行うため、セミナーを実施した。 

障害者雇用の現状及び就職活動のポイント並びに企業が求めている人材や就職支援セミナーの利用

方法等について講演いただいた。 
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表２－63 就職セミナー実施内容 

実施日 講   師 参加者人数 

平成 29年 

7月 21日（金） 

13時 30分 

～15時 30分 

本館 4階 大会議室 

第 2回就職セミナー 

○リゾートトラスト株式会社  事務支援課 課長 北沢 健氏 

総合リゾート企業で多岐に事業展開をしている。東京本社内に東京事務支援セン

ターを設置し、80名の障害者を雇用している。きめ細かいサポート体制や業務数

の多さにおいて評価が高くされており、障害者雇用の実際について分かりやすく

紹介。 

○独立行政法人国立病院機構 埼玉病院 清水 英治氏（終了生） 

平成 27年より同病院に勤務。管理課庶務係で事務業務に携わっている同氏から、

就職するまでの経緯や現在の業務内容、仕事のやりがいなどについて紹介。 

55名 

平成 29年 

11月 17日（金） 

13時 30分 

～15時 30分 

本館 4階 大会議室 

第 3回就職セミナー 

○長谷川ソーシャルワークス株式会社 業務課 課長 中垣 麻理子氏 

介護サービスや子育て支援サービス多岐にわたって事業展開をしている。事務、

清掃、マッサージ業務などで 40名を雇用している。障害者雇用の実際について分

かりやすく紹介。 

○昭和飛行機工業株式会社 加藤 祥子氏（終了生） 

平成 28年より同企業に勤務。工場内で栽培する野菜の出荷前点検や箱詰め作業に

携わっている同氏から、就職するまでの経緯や現在の業務内容、仕事のやりがい

などについて紹介。 

44名 

また、個別支援計画にもとづき、就職面接会に参加を予定している者や就職活動を開始予定又は開

始している者を主な対象として、就職活動の進め方をはじめ、履歴書や職務経歴書や自己紹介状の

作成方法、面接時の身だしなみや面接のポイント等、具体的でかつ実践的な内容を盛り込んだプロ

グラムを作成し実施した。 

表２－64 就職セミナープログラム内容 

プログラム 対 象 者 内  容 

就職活動ガイダンス① 
就職活動中の者 

就職活動開始予定の者 他 

ハローワークの利用、求人票の見方、履歴書の書

き方についての講習会。 

就職活動ガイダンス② 
就職活動中の者 

就職活動開始予定の者 他 

就職面接の概要、よくある質問、身だしなみつい

ての講習会。 

面接の受け方講座 
就職活動中の者 

就職活動開始予定の者 他 

就職面接や身だしなみ等について、利用者参加型

の講義とロールプレイ。 

模擬面接 
就職面接会参加予定の者 

就職活動中の者 

第一志望の企業を想定し、就職面接会の手続に則

した環境設定で実施。 

 

表２－65 就職セミナー実施内容 

 実 施 日 参加者人数 

第１回 

○就職活動ガイダンス ①平成29年5月19日(金)   13時～15時 視聴覚教室 21名 

○就職活動ガイダンス ②平成29年5月26日(金)   13時～15時 視聴覚教室 20名 

○模擬面接 適宜  

第 4回 

○就職活動ガイダンス ①平成30年1月12日(金)  13時～15時 視聴覚教室 34名 

○就職活動ガイダンス ②平成30年1月19日(金)  13時～15時 視聴覚教室 37名 

○模擬面接 適宜  

③ 就職面接会 

ハローワークで求職登録を行ったうえで、東京都内、埼玉県内などのハローワーク主催の就職面

接会への参加手続きや引率の支援を行っている。また、就職面接会前に履歴書作成の支援や模擬面

接等の支援を行った 
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表２－66 平成 29年度就職面接会の参加状況                                    （人） 

面 接 会 (実 施 日) 参加者数 見学者数 採用者数 

東京都障害者就職面接会・中央会場 （6月22日） 7 4 - 

ハローワーク川越障害者就職面接会 （9月22日） 1 - - 

東京都中央ブロック障害者就職面接会（10月18日） - 3 - 

ハローワーク所沢・飯能障害者就職面接会 （10月16日） 1 4 1 

入 間 東 部 障 害 者 就 職 面 接 会（1月26日） 1 - - 

東京都障害者就職面接会・中央会場 （2月20日） 2 3 - 

ハローワーク川越障害者就職面接会 （3月１日） 1 - - 

計 13 14 1 

④ 職場実習 

個別支援計画にもとづき、センター内とセンター外での職場実習を実施した。 

（ア）センター内での職場実習は、センター内の関係各部署の協力を得て実習内容を確保し、利用者

の訓練効果の向上や職業の適性を探ることができるよう支援を行った。 

表２－67 センター内職場体験実習状況 

実習場所 内    容 回 数 延日数 実施人数 

学 院 研修会等の前日準備・受付・研修会会期中の補助作業等 10回 10日 ７名 

企画・情報部 ＰＣ入力・書類のファイリング・シュレッダーの事務補助 2回 4日 １名 

（イ）センター外での職場実習は、実習先の事業所との連絡調整、実習評価依頼、実習先への引率、

定期訪問、ジョブコーチを行い、利用者と事業所とのマッチングのための支援を行った。 

表２－68 月別実習実施状況 

職     種 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

事  務 
人 - - 1 - - 1 1 - 1  1 2 - 7 

日 - - 4 - -     7 5 - 5 10 7 - 38 

作  業 
人 1 1 1 3 1 1 4 2 1 1     1 - 18 

日 5 15 2 19 3 9 22 7 5 5 4 - 96 

サービス 
人 1 2 - 1  - - -  - 1 - - - 5 

日 8 8 - 10 - - - - 13 - - - 29 

そ の 他 
人 - - - - - - - 1 - - - - 1 

日 - - - - -  - - 10 - - - - 10 

計 
人 2 3 2 4 1 2 5 3 3 2 4 - 31 

日 13 23 6 29 3 16 27 17 13 15 11 - 173 

（注）月は実習開始月。1か月以上にわたる実習は開始日から集計した。 

   年度をまたぐものは、平成 29年度内の日数を集計した。 

   『サービス』には、老人保健施設や医療施設での実習が含まれる。 

   『その他』の内訳は、パン製造・農作業・調理補助・販売・酪農となっている。 

⑤ 職場実習 

主に就労経験のない者や短い者を対象として、障害者雇用を行っている企業・事業所等を見学して

具体的に就労することに対するイメージが作れるよう、訓練及び就職活動に対する意識づけや動機づ

けを図った。 

表２－69 事業所等見学状況 

実施日 見 学 先 参加者人数 
平成 29年 
7月 24日（月） 

M･Uビジネスパートナー株式会社 利 用 者   3 名 
職 員    2 名 
手 話 通 訳 士 1 名 

平成 30年 
2月 14日（水） 

協栄流通株式会社 利 用 者   5 名 
職 員    4 名 
手 話 通 訳 士 1 名 
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⑥ 職場定着支援・後支援 

ハローワーク、障害者就労支援センター、障害者就業・生活支援センター、地域障害者職業セン

ターなどの就労支援機関と連携をとりながら、利用者、雇用先双方の支援を行うことにより、職場

定着を図った。 

就職後 6ヶ月間を目処として、関東を中心として職場訪問を実施し、終了者、家族からの相談対

応をするなど定着のための後支援をおこない、就職活動継続の者についても継続して支援を行った。 

⑦ 地域就労関係機関との連携 

所沢市自立支援協議会の委員の委嘱を受け参画するとともに、所沢市の就労関係機関との連携体

制の充実を図った。 

平成 29年度の地域就労関係機関との会議等の連携状況は以下のとおりであった。 

・所沢市自立支援協議会（定例会・しごと部会への参画）            9 回 

・所沢市障がい者就労関係機関連絡会議（ところざわ就労支援センター主催） 2回 

・さいたま障害者就業サポート研究会（障害者雇用サポートセンター主催）  3回 

⑧ 職場開拓・実習先開拓、実習支援、求職活動支援 

表２－70 職場開拓、職場訪問の実施状況(月別)                    （単位：人） 

項       目 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

職場開拓・実習先開拓 

（ 職 場 開 拓 ） 

人 員 13 8 11 28 16 18 6 12 4 8 10 5     139 

回 数 9 6 8 18 11 11 5 9 3 4 6 3 93 

実 習 支 援 

（ 職 場 訪 問 ） 

人 員 11  5 6 14 6 2 6 13 9 3 6 1 82 

回 数 8 3 6 11 4 2 6 11 8 2 5 1 67 

求 職 活 動 支 援 

（ 求 職 活 動 ） 

人 員 7 9 15 29 13 11 17 14 18 9 16 26 184 

回 数 8 6 8 20 11 9 12 11 14 8 10 16 133 

計 
人 員 31 22 32 71 35 31 29 39 31 20 32 32 405 

回 数 25 15 22 49 26 22 23 31 25 14 21 20 293 

※ 項目（  ）内は、平成 23年度までの分類項目 

※ 項目内容について 

・「職場開拓・実習先開拓」 職場開拓による企業訪問、実習先開拓による事業所訪問、実習事前打ち合わ

せ等 

・「実習支援」 センター外での職場実習における訪問支援、利用者同行、状況確認のための訪問等 

・「求職活動支援」 ハローワークへの求職登録・就職面接会の同行、地域就労支援機関への登録、職場見
学等 

（６）帰結状況 

表２－71 帰結の状況(月別)                                          （単位：人） 

項  目 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

就    職 1 - 1 - 1 3 2 - 2 1 2 4 17 

就労継続事業所Ａ - - - - - - - - - - - 1 1 

就労継続事業所Ｂ（作業所等含む） 2 - - - - 2 - - - - - - 4 

移行職リハ 
職リハセンター直行 12 8 - 4 5 - 3 - - 4 - 4 40 

就労移行支援の訓練を経て移行 2 1 - 1 - - 5 - - 5 - 1 15 

就職活動継続 - - - 1 - - 2 - 2 - - - 5 

自己都合退所 - - - - - 1 - 2 1 - - - 4 

そ の 他  - - - - - - - 1 - - - - 1 

計 17 9 1 6 6 6 12 3 5 10 2 10 87 
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（７）国立職業リハビリテーションセンターへの移行 

国立職業リハビリテーションセンター（以下職業リハ）の職業訓練を希望する者は、就労移行支援

利用者として利用開始となり、利用開始後のオリエンテーションを終えた後、職業リハセンターにお

いて職業評価、職業指導を受ける。合格者は、就労移行支援サービスを終了し、職業リハセンターの

訓練を就労移行支援相当サービスとしておこなう。この者を「職リハ直行」としている。 

職業リハセンターを不合格となり、引き続き就労移行支援での訓練を行っている者や、職業リハセン

ターを受験せず就労移行支援で訓練を行っている者などが、就労移行支援訓練途中で職業リハセンタ

ーの利用を希望し職業評価を受け、合格し訓練途中から職業リハセンターへ移行した者を、「就労移行

支援の訓練を経て移行」としている。 
 

表２－72 職業リハセンターへの移行                        （単位：人） 

障 害 区      分 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

肢 体 
不自由 

職 リ ハ へ 直 行 3 5 - 3 4 - 1 - - 1 - １ 18 

就 労 移 行 支 援 を 経 て 移 行 2 - - - - - 1 - - 1 - 1 5 

聴 覚 
障 害 

職 リ ハ セ ン タ ー へ 直 行 4 1 - - - - 2 - - 1 - 2 10 

就 労 移 行 支 援 を 経 て 移 行 - - - - - - - - - - - - - 

視 覚 
障 害 

職 リ ハ セ ン タ ー へ 直 行 1 - - - - - - - - - - 1 2 

就 労 移 行 支 援 を 経 て 移 行 - 1 - 1 - - 2 - - 3 - - 7 

内 部 
障 害 

職 リ ハ セ ン タ ー へ 直 行 - - - - - - - - - - - - - 

就 労 移 行 支 援 を 経 て 移 行 - - - - - - - - - - - - - 

高次脳 
機能障害 

職 リ ハ セ ン タ ー へ 直 行 1 - - 1 - - - - - 2 - - 4 

就 労 移 行 支 援 を 経 て 移 行 - - - - - - - - - - - - - 

高次脳 
肢体不自由 

職 リ ハ セ ン タ ー へ 直 行 1 - - - - - - - - - - - 1 

就 労 移 行 支 援 を 経 て 移 行 - - - - - - 1 - - - - - 1 

肢体不自由 
内部障害 

職 リ ハ セ ン タ ー へ 直 行 1 - - - - - - - - - - - 1 

就 労 移 行 支 援 を 経 て 移 行 - -  -  - - - 1 - - 1 - - 2 

その他 
職 リ ハ セ ン タ ー へ 直 行 1 2 - - 1 - - - - - - - 4 

就 労 移 行 支 援 を 経 て 移 行 - - - - - - - - - - - - - 

合 計 

職 リ ハ セ ン タ ー へ 直 行 12 8 - 4 5 - 3 - - 4 - 4 40 

就 労 移 行 支 援 を 経 て 移 行 2 1 - 1 - - 5 - - 5 - 1 15 

計 14 9 - 5 5 - 8 - - 9 - 5 55 

＊その他：シェーグレン症候群、音声言語、聴覚&知的&発達障害 

（８）支援の状況 

平成 29年度の支援の状況は、以下のとおりである。 

① オリエンテーションの実施状況 

オリエンテーションの実施状況は、表２－73のとおりである。 

表２－73（平成 29年 4月～平成 30年 3月）                                          （単位：人） 

利用開始日 オリエンテーション 就労移行支援 

平成29年4月4日 4月4日～4月7日 16 

    5月8日 5月8日～5月10日 5 

    6月6日 6月6日～6月8日 10 

    7月3日 7月3日～7月5日 6 

    8月1日 8月1日～8月3日 2 

    9月4日 9月4日～9月6日 8 

   10月24日 10月24日～10月26日 1 

   11月27日 11月27日～11月29日 9 

平成30年1月29日 1月29日～1月31日 6 

    2月26日 2月26日～2月28日 6 

計 69 

② オリエンテーションの内容 
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約 3日間のオリエンテーションにおいて実施した内容は、以下のとおりである。 

（ア）環境確認（センター内の必要な場所） 

（イ）初期検診（健康調査、身体計測、採血・採尿、レントゲン・心電図、食生活調査） 

（ウ）評価（社会面・移動面） 

（エ）訓練見学・説明 

（オ）利用者規則の説明 

（カ）避難訓練（避難方法やルート）の説明・確認 

（キ）食事、入浴及び起床の支援 

（ク）その他 

 

（９）その他の支援 

① ホームルーム 

（ア）個別ホームルーム 

就労移行支援の利用者に対するホームルームは、月 1回水曜日の訓練終了後 16時から各訓練場

所で実施した。また、当日欠席した利用者には、担当 CWが個別に連絡事項を伝達した。 

ホームルームでテーマとしている主な内容は以下のとおりである。その際、一方的な情報の伝達

に終わらないようにすることや利用者の意見を引き出すことに留意した。あわせて、宿舎内に設

置した電光掲示板や掲示物を貼り出してホームルームでの内容を繰り返し周知した。 

（主な内容） 

・各種行事の日程や内容の説明 

・平成 29年度転入職員、新規採用職員の紹介 

・利用料の見直しに伴う手続きについて 

・受給者証に関する手続きについて 

・食事、光熱水費の単価について 

・その他 

 

（10）発達障害者に対する就労移行支援サービスの内容 

平成 25年 4月に発達障害支援室を設置し、発達障害者に対する就労移行支援サービスの充実に向け

た体制整備を行った。障害特性を踏まえ、体験場面の提供を行いながら、自己理解、他者理解、社会

的規範の理解を図るとともに、就労の基盤となる生活面の支援と就労支援について同時並行または螺

旋的に進め、就労の実現をめざした。 
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【発達障害者就労移行支援プログラム】 

施 

設 

内 

訓 

練 

働
く
た
め
に
必
要
な
仕
事
力
を 

   

身
に
つ
け
る 

PC基礎学習 資料作成 データ入力･データベース作成 
社会人として必要となる基本的な
PCの操作方法がわかるように支援
します。 

ご案内や結果の報告などの数種
類の資料の作成の作業を通し
て、目的に沿って仕事をするこ
とを体験します。 

データ量の多い入力作業を通し
て、正確に作業すること、長時
間継続して同じ仕事をする体験
をします。 

事務補助作業 配達作業 在庫管理作業 
ファイリングやシュレッダー、封
入封緘など複数の作業を通じて、
臨機応変に仕事をする体験をしま
す。 

自立支援局の郵便物の配達の一
連の作業を通して、一定の作業
手順に従って仕事をする体験を
します。 

複数の場における在庫管理作業
を通して、管理の概念を理解し、
責任を持って仕事をする体験を
します。 

清掃作業 農作業 グループ作業 
屋内外の清掃作業を通じて、場所
に応じた道具の選択、目的を踏ま
えて作業手順を考え、仕事をする
体験をします。 

作物を育てる体験を通して、継
続して作業することの重要性
と、成長の喜びや難しさを学び
ます。 

グループで一つの作業をする体
験を通して、各々の役割につい
て学び、それに従って仕事をす
る体験をします。 

社
会
生
活
活
動 

安
定
し
た
就
労
を
支
え
る
た
め 

の
生
活
習
慣
を
身
に
つ
け
る 

事務用品の使用 ワークサンプル訓練版 報告･連絡・相談に関すること 
一般的な職場で使用されている事
務用品を標準的な方法で使用でき
るように支援します。 

いくつかの作業体験を通して、
自分に適した職種を見つけるた
めの手がかりにします。 

社会的な認識に基づいて、就労
する上で必要な内容と方法につ
いて知り、実践する体験をしま
す。 

調理 衣類の管理 身だしなみ 
健康を維持するための、食事のメ
ニューの選択や、調理の準備・片
付け、食事のマナーを含めた一連
の体験をします。 

就職活動や就労した際に継続し
て、身だしなみを保てるように、
洗濯やボタン付けなど一連の体
験をします。 

身体の清潔の保持を含めた一連
の身だしなみの整え方について
体験をします。 

基
本
的
労
働
習
慣
を
整
え
る 

整理整頓 健康管理に関する事 余暇に関すること 
就労した際に、自分の物と共有物
をきちんと管理できるように、個
人の特徴に合った整理整頓の方法
を支援します。 

安定して就労できるように、自
分の体調のモニタリングの仕方
や、体調管理の方法を身につけ
ます。 

安定して就労できるように、い
くつかの余暇の過ごし方を体験
し、選択肢を持てるように支援
します。 

社会的なマナーに関すること 
社会的なエチケットに関するこ
と 

組織における規範に関すること 

就労するために必要な社会的なマ
ナーを学び、社会的な認識に基づ
いて実践できるように支援しま
す。 

社会人として必要な、時間管理
に関することの体験を通して理
解し、活動できるようにします。 

標準的なライフプランについて
学び、自分の特性に合わせて、
社会生活に見通しを持てるよう
に支援します。 

自己理解 

振り返り 自己の障害特性に関すること 自己理解に関すること 
色々な体験を、独自の基準ではな
く、社会的な認識に基づいた意味
づけができるように支援します。 

日々の色々な体験を通して、自
分の障害特性を正しく理解でき
るように支援します。 

過去の体験や誤った認識を整理
し、新たな体験を通して、自己
理解できるように支援します。 

基礎体力 
作  り 

リハビリテーション体育 筋力トレーニング 作業療法 
様々な競技を体験することで、安
定した身体の使い方を学びます。 

基礎体力づくりを行います。 粗大運動や微細運動など効率的
な身体の使い方や、メンテナン
スの仕方を学びます。 

就職活動 

就労マッチング 求職活動 応募書類の作成 
これまでの経験に基づいて自分自
身に合った職種や職場環境を整理
し、それに基づいて就職活動を支
援します。 

定期的にハローワークに同行
し、求職活動の仕方を理解し、
主体的に就職活動に取り組める
ように支援します。 

各種応募書類の役割について理
解を深め、記載内容を整理し、
吟味します。 

面接練習 就職面接 ネットワーク作り 
採用面接のねらいについて理解
し、実際に近い場面を再現し体験
します。 

実際の就職面接に同行し、その
フィードバックを通して、主体
的に就職活動に取り組めるよう
に支援します。 

就労後定着できるように、生活
面と職業面の傾向を考え、地域
の支援機関との支援ネットワー
ク作りを行います。 

職
場
実
習 

職
場
体
験 

職場体験 
職場実習 

職場体験 職場実習  
センター内の実際の職場で仕事を
体験します。 

実際の企業等で一定期間（通常
１～2週間）実習し、自分の特
性や、社会人としてのあり方を
学びます。 

 

行 

事 

参 

加 

センター 
内 行 事 

体育祭 おもてなし体験 並木祭 
順序や決まりを守って参加するこ
とや、チームワークについての理
解を目指します。 

茶話会などを催し、お客様をお
もてなしする体験を通して、立
場など人との関係性を学びま
す。 

企画から運営までの一連の体験
を通して、他者と協働して、「働
く」ことを理解し、人の役に立
つことの喜びを知ります。 

センター 
外 行 事 

社会見学 宿泊体験  
集団行動と会食の体験を通して、
公共の場でのマナーと、余暇の過
ごし方について学びます。 

集団活動の場を通して、就労に
必要な日常生活上のマナーを学
びます。 
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６ 就労移行支援（養成施設） 

（１）就労移行支援（養成施設）の概要 

就労移行支援（養成施設）とは、視覚障害者に対して、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう

師の国家資格の取得から、開業、就職等の職業的自立、更には就業後の知識技術の向上までを目的と

した障害福祉サービスを提供する資格取得型の就労移行支援事業である。社会に貢献し得る有能な施

術者として自立と社会参加を可能にする支援を目標とし、「あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう

師等に関する法律（昭和 22年法律 217号）」に基づいて理療教育を行うほか、進路支援講座や臨床研

修講座を含む様々な講座を開催するとともに、福祉施設や医療施設等への職場見学実習を実施し、在

所中から施術所開設・就職などに関する進路支援を行っている。また、卒業生・修了生に対する独自

事業として、資格取得者に対しては、技術の一層の向上を目指すための卒後研修を行っており、更な

る臨床能力の研鑽と補完を求める者を対象に 1年間の臨床研修コースを開設し、より実践的な研修の

場を提供している。資格未取得者に対しては、通信による受験指導や 1年間の再理療教育を行うこと

で、資格取得に向けた特別指導を実施している。 

（２）理療教育 

① 課程及び学年別利用者数 

表２－74 課程及び学年別利用者数（年度当初現在）                                        （人） 

性 別 

課 程 

平 成 29 年 度 在 籍 者 数 

男 女 計 

あん摩マッサージ指圧、 1  年 14 1 15 

はり、きゅう科 2  年 10 6 16 

専門課程 3  年 9 1 10 

専 門 課 程       小   計 33 8 41 

 1  年 2 0 2 

あん摩マッサージ指圧、 2  年 6 0 6 

はり、きゅう科 3  年 3 0 3 

高等課程 4  年 1 0 1 

 5  年 2 0 2 

高 等 課 程       小   計 14 0 14 

合       計 47 8 55 

  《備 考》 

臨 床 研 修 コ ー ス 0 0 0 

再 理 療 教 育 2 0 2 

② 授業実施状況 

入所式：平成29年4月12日（水）  始業式：平成29年4月13日（木） 

      卒業式：平成30年2月28日（水）  終業式：平成30年3月2日（金） 

表２－75 

実施期間 平成 29年 4月 13日（木）～平成 30年 3月 2日（金）（夏季・冬季休暇含む） 

課  程 専門課程 高等課程 

学    年 1年 2年 3年 1年 2年 3年 4年 5年 

授業日数 159日 164日 158日 178日 183日 178日 183日 177日 
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③ 教科指導 

（ア）授業実施状況 

表２－76 あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう科 専門課程（1・2・3学年） 

分 

野 

教 育 内 容 科 目 名 
講義及び 

実習の別 

学則に定める単位数 

 実 施 状 況 

1 学 年 2 学 年 3 学 年 

単 

位 

数 

単
位
当
り 

時 

間 

数 

総
時
間
数 

単 

位 

数 

時 

間 

数 

１    

組 

２    

組 

単 

位 

数 

時 

間 

数 

１    

組 

２    

組 
単 

位 

数 

時 

間 

数 

１    

組 

基
礎
分
野 

科学的思考の基盤 

人間と生活 

単位数14 

人 文 科 学 概 論 講 義 4 
15 180 

2 30 32 32 2 30 32 31    
社 会 科 学 概 論 講 義 4 2 30 31 31 2 30 32 32    
自 然 科 学 概 論 講 義 4 2 30 32 32 2 30 31 32    
保 健 体 育 実 習 2 30 60 1 30 35 35 1 30 32 32    

  小   計   14  240 7 120 130 130 7 120 127 127 0 0 0 

専 

門 

基 

礎 

分 

野 

人体の構造と機能 

 

単位数13 

解 剖 学 Ⅰ 講 義 4 
30 390 

4 120 122 125        
解 剖 学 Ⅱ 講 義 3 3 90 95 94        
生 理 学 講 義 6 3 90 97 99 3 90 93 98    

計   13  390 10 300 314 318 3 90 93 98 0 0 0 

疾病の成り立ち、予防及び回復の促進 

 

単位数12 

衛 生 学 ・ 公 衆 衛 生 学 講 義 2 

30 360 

    2 60 64 65    
病 理 学 概 論 講 義 2     2 60 65 63    
臨 床 医 学 総 論 講 義 3     3 90 96 94    
臨 床 医 学 各 論 講 義 3         3 90 94 
リハビリテーション医学 講 義 2         2 60 63 

計   12  360 0 0 0 0 7 210 225 222 5 150 157 

保健・医療福祉と 

あはき理念 

単位数2 

医 療 概 論 講 義 1 
30 60 

        1 30 30 
関 係 法 規 講 義 1         1 30 31 

計   2  60 0 0 0 0 0 0 0 0 2 60 61 

  小   計   27  810 10 300 314 318 10 300 318 320 7 210 218 

専      

門      

分      

野 

基礎あはき学 

 

単位数8 

東 洋 医 学 概 論 Ⅰ 講 義 2 

30 240 

2 60 63 61        
経 絡 経 穴 概 論 Ⅰ 講 義 2 2 60 61 60        
あ マ 指 理 論 講 義 2         2 60 62 
は き 理 論 講 義 2         2 60 62 

計   8  240 4 120 124 121 0 0 0  4 120 124 

臨床あはき学 

 

単位数12 

理 療 臨 床 医 学 各 論 講 義 3 

30 360 

    3 90 100 94    
東 洋 医 学 概 論 Ⅱ 講 義 3     3 90 97 99    
経 絡 経 穴 概 論 Ⅱ 講 義 2     2 60 65 66    
東 洋 医 学 臨 床 論 講 義 4         4 120 122 

計   12  360 0 0 0 0 8 240 262 259 4 120 122 

社会あはき学 

単位数2 

地 域 理 療 と 理 療 経 営 講 義 2 30 60         2 60 61 

計   2  60 0 0 0 0 0 0 0 0 2 60 61 

実習（臨床実習を含む） 

 

 

単位数20 

あ マ 指 基 礎 実 習 実 習 8 30 240 8 240 247 246        
あ マ 指 応 用 実 習 実 習 4 30 120     4 120 125 125    
あ マ 指 臨 床 実 習 実 習 2 45 90         2 90 90 
は き 基 礎 実 習 実 習 5 30 150 5 150 156 156        
は き 応 用 実 習 実 習 5 30 150     5 150 153 154    
は き 臨 床 実 習 実 習 4 45 180         4 180 192 

計  28  930 13 390 403 402   278 279 6 270 282 

総合領域 

 

単位数10 

臨 床 取 穴 学 講 義 1 
30 60 

        1 30 32 
臨 床 診 察 学 講 義 1         1 30 31 

計   2   60 0 0 0 0 0 0 0  2 60 63 
小   計  52  1,650 17 510 527 523 17 510 540 538 18 630 652 

総単位数93 総   計   93   2,700 34 930 971 977 34 930 985 985 25 840 870 

※ 総合領域の単位の不足分は実習及び基礎分野のオーバー分を充てる。 
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表２－77 あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう科 高等課程（1・2・3・4・5学年） 

分  

野 
教  育  内  容 科 目 名 

講義及び 

実習の別 

学則に定める単位数及び時間数 
実 施 状 況 

1学年 2学年 3学年 4学年 5学年 

単 

位 

数 

単
位
当
り

時 

間 

数 

総
時
間
数 

単 

位 

数 

時 

間 

数 

単 

位 

数 

時 

間 

数 

単 

位 

数 

時 

間 

数 

単 

位 

数 

時 

間 

数 

単 
位 
数 

時 

間 

数 

基
礎
分
野 

科学的思考の基盤 

人間と生活 

単位数14 

人 文 科 学 概 論 講 義 9 

35 1,225 

2 70 3 107     2 74 2 70 
社 会 科 学 概 論 講 義 9    3 105 2 72 2 70 2 70 
自 然 科 学 概 論 講 義 9 2 72    2 71 3 110 2 70 
保 健 体 育 実 習 8 2 72 2 73 1 36 2 74 1 35 

  小   計   35   1,225 6 214 8 285 5 179 9 328 7 245 

専 

門 

基 

礎 

分 

野 

人体の構造と機能 

 

単位数13 

解 剖 学 Ⅰ 講 義 4 
35 455 

4 140                
解 剖 学 Ⅱ 講 義 3 3 108                
生 理 学 講 義 6 3 105 3 106             

計   13   455 10 353 3 106 0 0 0 0 0 0 

疾病の成り立ち、予防及び回復の

促進 

 

 

単位数12 

衛生学・公衆衛生学 講 義 2 

35 420 

    2 74             
病 理 学 概 論 講 義 2     2 75             
臨 床 医 学 総 論 講 義 3     3 111             
臨 床 医 学 各 論 講 義 3        3 106         
リハビリテーション医学 講 義 2        2 74         

計   12   420 0 0 7 260 5 180 0 0 0 0 

保健・医療福祉とあはきの理念 

単位数２ 

医 療 概 論 講 義 1 
35 70  

        1 35         
関 係 法 規 講 義 1         1 36         

計   2 35 70 0 0 0 0 2 71 0 0 0 0 

  小   計   27   945 10 353 10 366 7 251 0 0 0 0 

専 
 
 

門 
 
 

分 
 
 

野 

基礎あはき学 

 

 

単位数８ 

東 洋 医 学 概 論 Ⅰ 講 義 3 

35 350  

3 107               
経 絡 経 穴 概 論 Ⅰ 講 義 3 1 36 2 72            
あ マ 指 理 論 講 義 2       2 74         
は き 理 論 講 義 2              2 72 

計   10   350 4 143 2 72 2 74 0 0 2 72 

臨床あはき学 

 

 

単位数12 

理 療 臨 床 医 学 各 論 講 義 4 

35 560 

    3 105        1 36 
東 洋 医 学 概 論 Ⅱ 講 義 3           3 108    
経 絡 経 穴 概 論 Ⅱ 講 義 3           3 108    
東 洋 医 学 臨 床 論 講 義 6        3 107    3 105 

計   16   560 0 0 3 105 3 107 6 216 4 141 

社会あはき学 

単位数２ 

地域理療と理療経営 講 義 2 35 70        2 71       

計   2   70        2 71       

実習（臨床実習を含む） 

 

 

単位数20 

あ マ 指 基 礎 実 習 実 習 8 35 280 8 284             
あ マ 指 応 用 実 習 実 習 6 35 210    6 221          
あ マ 指 臨 床 実 習 実 習 2 45 90       2 106       
は き 基 礎 実 習 実 習 5 35 175       5 177       
は き 応 用 実 習 実 習 5 35 175          5 185    
は き 臨 床 実 習 実 習 4 45 180             4 212 

計   30   1,110 8 284 6 221 7 283 5 185 4 212 

総合領域 

 

単位数10 

臨 床 取 穴 学 講 義 1 
35 

245 
  
  

          1 38    
臨 床 診 察 学 講 義 1                1 35 
課 題 研 究 講 義 5             2 72 3 106 

計   7 35 245 0 0 0 0 0 0 3 110 4 139 

  小   計   65   2,335 12 427 11 398 14 534 14 511 14 564 

総単位数93 総   計   127   4,505 28 994 29 1,049 26 964 23 839 21 809 

※ 総合領域の単位の不足分は実習及び基礎分野のオーバー分を充てる。 
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（イ）あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師試験受験特別指導 

表２－78 

 模擬試験 受験対策補講 

5月 〔第 1回模擬試験〕 
あん摩マッサージ指圧師 4月 21日（金） 
はり師きゅう師     4月 28日（金） 

 

6月  〔第 1回受験対策補講〕 
期間：5月 16日（火）～6月 20日（火）火・金の放課後、計 24時間 

7月 〔第 2回模擬試験〕 
あマ指師（高等 3年 再理療）  
はき師（高等 5年 専門 3年）      

7月 1日（金） 

 

9月  〔特別補講〕 
期間：9月 19日（火）～10月 17日（金）火・金の放課後、計 41時間 

  （4クラス編制) 
〔第２回受験対策補講〕 
期間：11月 17日（金）～12月 15日（火）火・金の放課後、計 42時間 

(3クラス編制) 

11月 〔第 3回模擬試験（理教連模擬試験）〕 
あん摩マッサージ指圧師 11月 1日（水） 
はり師きゅう師     11月 2日（木） 

 

12月 〔第 4回模擬試験〕 
あん摩マッサージ指圧師 12月 18日（月） 
はり師きゅう師     12月 19日（火） 

〔第３回受験対策補講〕 
期間：12月 20日（水）・21日（木）・25日（月）計 18時間 

(3クラス編制) 

2月  〔第４回受験対策補講〕 
期間：2月 2日（金）～20日（火）火・金の放課後、計 48時間 

（6クラス編制) 

（ウ）国家試験受験 

専門課程現役合格率をみると、あん摩マッサージ指圧師試験は 80.0％、はり師試験 50.0％、き

ゅう師試験 50.0％であった。 
 

表２－79 国家試験受験状況 

  受験者数 合格者数 合格率 前年度合格率 全国平均 

あ ん 摩 マ ッ サ ー ジ 

指 圧 師 試 験 

専 門 3 年 10 8 80.0 % 93.3 % 
83.0 % 

高 等 3 年 3 0 0.0 % 33.3 % 

は り 師 試 験 
専 門 3 年 10 5 50.0 % 60.0 % 

57.7 % 
高 等 5 年 2 1 50.0 % 0.0 % 

き ゅ う 師 試 験 
専 門 3 年 10 5 50.0 % 66.7 % 

62.5% 
高 等 5 年 2 1 50.0 % 0.0 % 

（エ）臨床実習 

専門課程については、最終学年である 3年次にあん摩マッサージ指圧臨床実習とはりきゅう臨

床実習を実施した。高等課程については、3 年次にあん摩マッサージ指圧臨床実習、最終学年で

ある 5年次にはりきゅう臨床実習を実施した。また、平成 30年 2月 5日から 2月 23日の間の 4日

間、両課程 2年生が次年度臨床実習導入として、あん摩マッサージ指圧模擬臨床実習を実施した。 

表２－80 臨床実習状況 

実 習 別 あん摩マッサージ指圧 はり・きゅう 

実  施  期  間 平成 29年 4月 14日～平成 30年 2月 23日 平成 29年 4月 14日 ～平成 30年 2月 23日 

学    期 前期 後期 2年生 合計 前期 後期 合計 

実  習  生  数 13人 13人 21人  13人 13人  

実 習 協 力 者 数 170人 193人 42人 405人 170人 193人 705人 

実習生１人あたり

の 実 習 協 力 者 数 
13.1人 14.8人 2.0人  13.1人 14.8人  
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（オ）臨床講座等 

臨床実習の補完として、以下の講座等を実施した。 

ａ 臨床実習導入講座 

表２－81 

実 施 日 対 象 内 容 講 師 

 2月  2日（金） 

 2月 26日（月） 
専門 2年・高等 2年（12名） あん摩術 

がいな治療院 

      院長  髙島 亮樹 

ｂ 臨床スキルアップ講座 

表２－82 

実 施 日 対 象 内 容 講 師 

9月11日（月） 

9月25日（月） 
専門 3年・高等 5年（12名） 鍼灸術 

いわなみ鍼灸院  

         院長 橋本 厳 

10月6日（金） 専門 3年･高等 3年･高等 5年（15名） 手技療法 
日本鍼灸理療専門学校 

              鈴木 格 

ｃ 進路別臨床指導講座 

表２－83 

実 施 日 対 象 内 容 講 師 

2月26日（月）                      
専門 3年・高等 3年 

高等 5年 
機能訓練指導員の施術の実際 

元気村グループ特別養護老人ホー

ム 

               假谷 幸子 

2月27日（火） 
専門 3年・高等 3年 

高等 5年 
高齢者への施術 

松葉治療院 

      院長 松葉 勝利 

ｄ 臨床補講 

表２－84 

実 施 日 対 象 内 容 講 師 

7月10日（月）7月12日（水） 

7月19日（水）7月24日（月） 

専門 2年  

高等 2年 3年 4年 
手技療法の身体の使い方 講師 吉野徹也 

7月12日（水）7月19日（水） 専門 3年 脊柱の診かた 講師 吉野徹也 

7月10日（月）7月24日（月） 専門 3年 高等 5年 腰下肢痛とパルス療法 講師 名嘉山和成 

7月10日（月）7月13日（木） 

7月24日（月）7月27日（木） 
専門 2年 高等 4年 中医学と鍼灸施術 基礎 講師 嶋 正明 

7月20日（木）7月27日（木） 専門 3年 中医学と鍼灸施術 応用 講師 嶋 正明 

7月13日（木）7月20日（木） 専門 2年 東洋医学とアロマ 講師 奥山夕記子 

7月13日（木）7月20日（木） 高等 5年 顔鍼 講師 奥山夕記子 

7月11日（火）7月14日（金） 専門 3年 日本伝統のあはき術 理療科教官 

7月13日（木）7月20日（木）7月27日（木） 専門 3年 経絡治療の基本と施術 理療科教官 

3月12日（月）3月13日（火） 専門 2年 臨床実習に向けた臨床推論 理療科教官 

3月19日（月）3月20日（火）3月22日（木） 専門 2年 あはき師のための易経基礎 理療科教官 

④ その他 

（ア）総合学習支援 

平成 29 年 4 月 18 日～平成 30 年 3 月 1 日の期間、あん摩マッサージ指圧師の資格取得に必

要な専門的知識の習得が困難な者（専門課程 9名、高等課程 1名）に対して、基礎学力、特に文

字能力を高めることを目的に、語彙の習得・補強、単文ならびに長文の読解、記憶力の向上、数

理処理、論理的コミュニケーションの技術などを主な単元とした指導を行った。 

（３）後支援 

① 独自事業 

（ア）再理療教育 

理療教育を卒業・修了し、あん摩マッサージ指圧師国家試験に不合格となった者で、再利用を

希望するものに対し、独自事業として、当該資格取得のための受験科目の特別指導を行った。 
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表２－85 再理療教育による特別指導状況 

対 象 者 あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう科専門課程卒業者 1名 

あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう科高等課程修了者 1名 

実 施 期 間 平成 29年 5月 8日～平成 30年 2月 23日 

指導科目 

及び 

指導時間数 

指導内容 前期時間数 後期時間数 年間時間数 

医療概論・関係法規(1) 

衛生学・公衆衛生学(1) 

解剖学(2) 

生理学(2) 

病理学概論(1) 

臨床医学総論(2) 

臨床医学各論(2) 

東洋医学概論(1) 

リハビリテーション医学(1) 

経絡経穴概論(1) 

あん摩マッサージ指圧理論(1) 

東洋医学臨床論(2) 

※（ ）内は週あたりの時間数 

13 

12 

26 

25 

12 

25 

25 

13 

13 

13 

12 

25 

16 

16 

33 

32 

16 

33 

32 

15 

16 

15 

16 

33 

29 

28 

59 

57 

28 

58 

57 

28 

29 

28 

28 

58 

合計 214 273 487 

指 導 教 官 17名 

（イ）臨床研修コース 

実践的研修能力の補完、向上を図り、社会に貢献し得る有能な施術者を育成すべく、前年度の

センター卒業生であん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師試験に合格した者のうち、6 名を

定員として希望者を選抜し、独自事業として実施するものであるが、29年度は希望者がいなかっ

たので実施していない。 

② 通信指導（あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師国家試験受験指導） 

理療教育を卒業・修了し、あん摩マッサージ指圧師国家試験に不合格となった者で、受験指導を

希望する者に対し、再理療教育とは別に当該資格取得のための特別指導を行った。 

表２－86 通信指導状況 

対  象  者 既卒者であん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師国家試験を受験する者 19名 

実 施 期 間 理教連模擬試験から国家試験までの期間 

指 導 内 容 
・理教連模擬試験受験   10名 
・冬期模擬試験問題送付  18名 
・国家試験の解答例送付  26名 

指 導 教 官 卒業・修了後支援担当教官 

③ 研修会等 

（ア）卒後研修会・東光会学術大会 

当センター及び塩原視力障害センター理療教育の卒業・修了者に、理療に関する知識と技術の

研修を行い理療技術の向上を図ることを目的として東光会との共催で実施している。 

平成 29年度は、「伝統鍼灸と指圧療法」をテーマに実施した。 

表２－87 

実 施 日 内   容 講   師 

平成 29年 10月 7日（土） 「伝統鍼灸と指圧療法」 

はり灸峰鍼堂 松本治療院 

院長  松本 俊吾 

こざかい鍼灸院 

院長  小堺 清子 

指圧・鍼灸の神陽館 

院長  木下 誠 

経絡道川崎治療院 

院長  桑原 俊之 
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（イ）卒後特別研修会 

当センター及び塩原センター理療教育の卒業・修了者で、過去 5年の卒後研修会・東光会学術

大会への参加者を対象に、時代に即した施術所経営技法と高度な臨床技術を修得させ施術者とし

ての水準の向上を図るために実施している。 

平成 29年度は「高齢化社会に対応する治療院を目指して」をテーマに実施した。 

表２－88 

実 施 日 内   容 講   師 

平成30年 

3月5日（月） 

《基調講演》 ｢高齢化とは？｣～フレイルやサルコペニアなどを 

理解し、介護予防支援方法を考える～ 

筑波大学 

准教授   山田 実 

3月6日（火） 
《講演》 ｢パーキンソン病や神経難病の鍼灸治療｣ 

～パーキンソン病への鍼灸治療の作用機序から～ 

水嶋クリニック 

院長   水嶋 丈雄 

3月7日（水） 
《講演》 ｢神経変性疾患の解剖と病態生理」～パーキンソン病の 

発症と症状を学び、施術のエビデンス構築を目指して～ 

元 了徳寺大学医学教育センター

教授   河野 俊彦 

3月8日（木） 

《講演》 ｢神経変性疾患の理学的検査と評価」 

～正しい検査法や評価基準を学ぶ～ 

東京慈恵会医科大学付属病院 

リハビリテーション科技師長 

リハビリテーション科学博士 

中山 恭秀 

文京学院大学 助手 藤田 裕子 

3月9日（金） 
《講演》 ｢高齢者に現れやすい症状に対する手技療法｣ 

～機能訓練の目的と手技療法を学ぶ～ 

鷲宮治療院 

院長   譲矢 正二 

（ウ）進路別卒後研修会 

特別養護老人ホーム勤務者卒後研修会とヘルスキーパー従事者卒後研修会を実施している。 

平成 29年度は、各々3回実施した。 
 

表２－89 特別養護老人ホーム勤務者卒後研修会 

回 実 施 日 テーマ 講   師 

1 平成 29年 5月 21日（日） 「ポジショニング（良肢位）の体感」 
社会福祉法人 泉陽会 光陽苑  

理学療法士   道野 真己 

2 平成 29年 8月 27日（日） 
「ＩＤストレッチ（個別的筋ストレッチ）の解

剖学と触察法」 

元国立障害者リハビリテーション
センター理療教育課 
主任教官   柳澤 春樹 

3 平成 29年 11月 19日（日） 「機能訓練指導員として思うこと」 
社会福祉法人 誠仁会 
特別養護老人ホーム 陽光園 
機能訓練指導員  冨永 福己 

表２－90 ヘルスキーパー従事者卒後研修会 

回 実 施 日 テーマ 講   師 

1 平成 29年 6月 18日（土） 
「運動連鎖アプローチによる手技療法 

～基礎編～」 

フィジオ運動連鎖アプローチ協会 

代表   山本 尚司 

2 平成 29年 9月 10日（土） 
「運動連鎖アプローチによる手技療法 

～変形性膝関節症～」 

フィジオ運動連鎖アプローチ協会 

代表   山本 尚司 

3 平成 30年 3月 11日（土） 
「運動連鎖アプローチによる手技療法 

～骨盤編～」 

フィジオ運動連鎖アプローチ協会 

代表   山本 尚司 

（エ）臨床研修講座 

卒業・修了生に対する卒後職場定着支援の一環として、鍼灸療法及び手技療法における理療技

術について、より一層の向上を図ることを目的に、当センターを卒業・修了して 5年以内の者を

対象として開催している。 

平成 29年度は、「手技療法を取り巻く伝統と革新（実技演習で目から鱗の気づきを）」を年間テー

マに実施した。 
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表２－91 

回 実 施 日 講座内容 講   師 

1 平成 29年 10月 8日（日） 「拇指揉捏 VS 筋膜リリース、日本按摩と中国推拿の相違点 他」 笹田 三郎 

2 平成 29年 11月 5日（日） 「手足末梢部位の温度差から経絡の虚実を判定する 他」 笹田 三郎 

3 平成 29年 11月 12日（日） 「選穴におけるサーチ・アンテナの活用 他」 笹田 三郎 

（４）職員等研修（教官・ボランティア） 

① 課内研究発表会 

各教官の理療教育における教授法や日々の取組みを課全体で共有することによって、教官の主体

的活動を促し業績の蓄積と研究・研修事業を推進させることにより、利用者への充実したサービス

の提供に資することを目的として実施している。 

表２－92 

 演 題 発 表 者  

1 「地域貢献への取り組みについて」 江黒 直樹 

2 「29年度東洋療法活動報告」 加藤  麦 

3 「学業成績と国家試験合否との関係」 舘田 美保 

4 「はりきゅう実習における技術指導の工夫について」 米田 裕和 

5 「視覚障害者の学習における手書き行動の有効性と脳メカニズム」 伊藤 和之 

② 自立支援局教官研修会 

平成 26年度まで当センターで年 2回実施していた「教科教育研修会」及び「実践教育研修会」と、

視力障害センターで輪番にて開催していた「教官特別研修会」を一本化して、充実を図ることとし、

理療教育に携わる教官の指導技術の向上及び業務遂行上必要な幅広い知識の習得を目的として自立

支援局教官研修会を実施した。 

29年度は、自立支援局の全教官を対象とし、重点科目として［臨床医学総論］、［臨床医学各論］、［リ

ハビリテーション医学］及び［臨床診察学］を重点科目とし、「就労へつなぐ今を考える ～ 自立

した施術者をめざして ～ 」を全体テーマとして実施した。 

表２－93 自立支援局教官研修会実施状況 (参加者：リハセンター27名、他センター14名) 

実 施 日 テ ー マ ・内 容 講 師 ・ (司 会) 
平成29年 
8月1日（火） 

《講演》 
 テーマ：「客観的臨床能力試験（OSCE）の心と技」 

明治国際医療大学 
名誉教授   丹澤 章八 

8月2日（水） 

《活動報告》 
 テーマ：「4センターの実技評価及び施術力向上の取組みの現況」 
《活動報告》 
 テーマ：「OSCE入門―実践報告から― 
（全体計画、医療面接、身体診察、手技、鍼実技）」 
《ワークショップ》 
 テーマ：「OSCEの実施方法とワークショップ 
「医療面接」、「身体診察」」 

(アドバイザー) 
東京衛生学園専門学校 
臨床教育専攻科 
学科長   菅原 之人 
(アドバイザー) 
東京衛生学園専門学校 
臨床教育専攻科 
 学科長   菅原 之人 

8月3日（木） 

《ワークショップ》 
 テーマ：「OSCEの実施方法とワークショップ 
「手技」、「鍼実技」、「臨床実習前試験を考える」」 
《講演》 
 テーマ：「指導要領改訂の考え方」 

(アドバイザー) 
東京都立文京盲学校 専攻科 
 主任教諭   栗原 勝美 
東京都立文京盲学校 専攻科 
 主任教諭   栗原 勝美 

8月4日（金） 

《分科会》 
 テーマ：「教科指導要領改訂について」 
《授業紹介》 
テーマ：「臨床推論授業実践報告」 

 
国立障害者リハビリテーション
センター 
 教官   加藤 麦 

③ 課内教官研修会 

教官の資質向上と利用者へのより良いサービスの提供に資することを目的として実施している。

平成 29年度は、重複障害の現状と支援方法や認知症に対する鍼灸施術の効果について 4回の研修会

を実施した。 
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表２－94 課内教官研修会実施状況 

実 施 日 テ ー マ ・ 講 演 内 容 講    師 

平成29年5月30日(火) 「怒りのコントロール」 川崎幸クリニック 臨床心理士   稲富 正治 

平成29年6月7日(水) 「吉田流あん摩術の基本手技」 東京医療福祉専門学校 教務部長   殿村 康一 

平成29年7月14日(金) 「頭皮鍼の可能性」 
後藤学園 東京衛生学園専門学校 

はりきゅうマッサージ治療室長  渡辺 明春 

平成29年12月15日(金) 
「感染症の現状と対策、 

理療現場における配慮について」 

国立国際医療研究センター病院 

 ACCコーディネーターナース  小山 美紀 

平成29年5月30日(火) 「怒りのコントロール」 川崎幸クリニック 臨床心理士  稲富 正治 
 

④ 点字図書室ボランティア研修会 

音訳のスキルアップ及びサピエ、テキストデイジーに関する情報提供を含めた研修会を実施した。 
 
表２－95 点字図書室ボランティア研修会実施状況 

実施日 会場 参加対象 研修内容 講 師 

第１回 
平成29年5月29日(月) 

訓練棟 2Ｆ 
視聴覚教室 

「あんず」 
「デイジー所沢」 
「リハ点訳会」計 52名 

テキストデイジー製作
ソフトを使いこなす 

国立障害者リハビリテーショ
ンセンター研究所 
技術補助員 村島 完治 

第２回 
平成29年9月20日(水） 

訓練棟 2Ｆ 
視聴覚教室 

「あんず」 
「デイジー所沢」 
「リハ点訳会」計 52名 

東洋医学基礎知識 
～東洋医学図書の音訳
に必要な知識～ 

好漢堂治療院 
院長    井口 立己 

第３回 
平成29年10月16日(月) 

本館 4Ｆ 
中会議室 

「あんず」 
「デイジー所沢」計 37名 

音訳スキルアップ① 
全国音訳者スキルアップ講座 
講師   高橋 久美子 

第４回 
平成29年10月30日(月) 

本館 4Ｆ 
中会議室 

「あんず」 
「デイジー所沢」計 37名 

音訳スキルアップ② 
全国音訳者スキルアップ講座 
講師   高橋 久美子 

（５）進路支援 

① 進路支援 

進路支援として、就労相談室の理療指導専門職、理療教育課の教官、総合支援課の生活支援専門

職により、進路希望調査、就職セミナー、職場見学を実施するとともに、求人事業所との就労に係

る連絡調整を実施した。また、理療教育課理療研修主事により、進路別臨床指導講座を行うことに

より進路に応じた臨床技術の支援を行った。就労相談室は、平成 20年 10月に、従来の「理療指導

室」と「職能指導室」の機能を統合して設置された。 

（ア）進路支援実施状況 

表２－96 進路支援実施結果 

時    期 項     目 内                容 

平成29年5月 進路希望調査 
全学年を対象として、個別面談を実施し、進路設計を具体化し進路支援の基礎資
料とした。 

5月25日（木） 就職セミナー 
卒業、修了学年在籍者を対象として、就職活動の準備についてセミナーを実施し
た。 

7月6日 （木） 就職セミナー 卒業、修了学年在籍者を対象として、応募書類についてセミナーを実施した。 

7月11日（火)～ 
7月31日（月) 

職 場 見 学 
卒業、修了学年在籍者を対象として、卒業生等の協力を得て、治療院、介護老人
福祉施設、企業のヘルスキーパー等の職場見学を実施した。 

10月5日（木） 就職セミナー 卒業、修了学年在籍者を対象として、面接の心得についてセミナーを実施した。 

3月14日（火)～ 
3月17日（金) 

職 場 見 学 
専門 2 年、高等 2・4 年の次年度卒業・修了学年進級予定者を対象として、卒業
生等の協力を得て、治療院、介護老人福祉施設、企業のヘルスキパー等の職場見
学を実施した。 

随 時 模 擬 面 接 希望職種を想定し、環境設定で実施した。 

随 時 求人情報公開 
所沢ハローワークと就職希望状況について情報交換を行うとともに、就職希望者
に対し、求人情報を適宜提供した。 

随 時 職 場 開 拓 

障害者雇用を検討している企業に対し、「ヘルスキーパー制度導入のための手引
書」を活用しながら、ヘルスキーパー採用の提案等を行った。また、高齢者施設
等に対し、「機能訓練指導員採用の案内（リーフレット）」を配布しながら、機能
訓練指導員採用の提案等を行った。 

随 時 就 職 支 援 
ハローワークの求人情報を活用し、希望する地域や職種に応じた就職活動を支援
した。 
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（イ）職場見学実施状況 

表２－97 職場見学実施状況（卒業・修了学年対象）  

実施日 利用者数 職 種  訪問先（敬称略） 

平成 29年 7月 11日（火） 1名 病 院 医療法人泰一会 飯能整形外科 

7月 18日（火） 1名 治 療 院 経 営 株式会社 純誠会ディサービス純誠会 みさと 

7月 19日（水） １名 訪  問  マッサージ 訪問マッサージ オネスト 江戸川店 

7月 20日（木） １名 ヘ ル ス キ ー パ ー 株式会社アグレックス 

7月 25日（火） １名 治  療  院  経  営 くりのみ治療院 

7月 26日（水） １名 訪  問  マッサージ 株式会社ゆうせん堂 

7月 27日（木） 3名 機 能 訓 練 指 導 員 社会福祉法人元気村馬室たんぽぽ翔裕園 

7月 31日（月） 3名 機 能 訓 練 指 導 員 社会福祉法人大和会 和光園 

表２－98 職場見学実施状況（卒業学年への進級予定者） 

実施日 利用者数 職 種 訪問先（敬称略） 

平成 30年 3月 14日（水） 4名 ヘ ル ス キ ー パ ー ソニー生命保険株式会社 

3月 15日（木） 5名 機 能 訓 練 指 導 員 社会福祉法人泉陽会 新町光陽苑 

3月 16日（金） 3名 ヘ ル ス キ ー パ ー 株式会社ＮＴＴデータだいち 

3月 16日（金） 3名 ヘ ル ス キ ー パ ー ＳＣＳＫ株式会社  

（ウ）職場開拓検討委員会 

利用者の進路支援と職場開拓を推進するため昭和 62年に委員会を設置した。平成 21年度から

は、治療院開業、高齢者の介護福祉施設勤務、ヘルスキーパーとして就労中の卒業生を委員に加

え、卒業生のネットワークを活用した職場開拓を開始した。 

② 関東甲信越地区盲学校・養成施設進路指導協議会（関進協）への参加 

関東甲信越地区の特別支援学校（盲学校）や就労移行支援（養成）施設の進路指導のための連絡

協議会に参加し、あはき師の就労にかかる情報について共有化する取り組みを行った。また、卒業

生実態調査を担当する調査研究部会に所属し調査のとりまとめを行った。 

③ 「あはき師進路ガイドブック」の活用 

新規利用者に対する、就職や開業についての早期の動機づけを図ることを目的として平成 21年度

に作成した「あはき師進路ガイドブック」を活用してオリエンテーションを行ったほか、利用者募

集や職場開拓においても活用した。 

④ 「機能訓練指導員採用の案内（リーフレット）」の活用 

高齢者施設等の事業者に対し、マッサージ師の国家資格を持つ機能訓練指導員の採用を図ること

を目的として「機能訓練指導員採用の案内（リーフレット）」を高齢者施設等の事業者に配布し職場

開拓において活用した。 

⑤ 卒業・修了後の進路状況 

表２－99 平成29年度卒業・修了生進路状況                      （平成30年3月末現在） 

課    程    別 

あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう科 

合          計 
専門課程 高等課程 

あん摩マッサージ指圧師と

なるのに必要な単位を修得
して修了 

卒業・修了生数 
10名 2名 2名 14名 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 

進 

路 

別 

状 

況 

治 療 院 開 業 - - - - - - - - -  - - 
治 療 院 勤 務 1 - 1 - - - - - - 1 - 1 
病 院 等 勤 務 - - - - - - - - - - - - 
特養等施設勤務 1 - 1 1 - 1 - - - 2 - 2 
ヘルスキーパー 1 - 1 - - - - - - 1 - 1 
訪問マッサージ  - - 1 - 1 - - - 1 - 1 
進 学 ・ 研 修 3 - 3 - - - - - - 3 - 3 
一  般  就  労 - - - - - - - - - - - - 
就 職 活 動 中 1 1 2 - - - 1 - 1 2 1 3 
在 宅 ・ 施 設 等 2  2 - - - 1 - 1 3  3 

計 9 1 10 2 - 2 2 - 2 13 1 14 
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７ 日中活動の共通事項 

（１）行事 

① 文化的行事 
 
表２－100 文化的行事実施状況 

年 月 日 内  容 開催地 対 象 者 

平成29年10月20日 第38回リハ並木祭開会式及び内覧会 
・センター 
・職業リハセンター 

全利用者・職員 

    10月21日 第38回リハ並木祭 
・センター 
・職業リハセンター 

全利用者・職員 

 

平成 29年度の文化的行事は、表２－100のとおりである。 

リハ並木祭は、利用者及び関係職員により実行委員会を組織し、全 6回の実行委員会を経て、全所

的な行事として実施している。リハ並木祭は障害者総合支援法の下、昼間実施サービスの一環とし

て開催している。一日目は開会式及び内覧会、二日目は一般公開という形で実施した。 

② 体育的行事 
 
表２－101 体育的行事 

予 定 日 行 事 会 場 

 平成29年6月9日（金） 平成29年度国立障害者リハビリテーションセンター体育祭 センター陸上競技場 

（２）利用者避難訓練 

国立障害者リハビリテーションセンター消防計画第 11に規定されている部分訓練として、利用者自

身が災害発生時に安全活速やかに避難できる態勢作りを目標として訓練を実施した。 

今年度についても、昭和 63年度に施行された「国立障害者リハビリテーションセンター更生訓練所に

おける防災対策実施要領」に従って訓練を実施し、利用者自身が自己判断し適切な方法で避難すると

ともに、職員が役割を理解した上で迅速に避難誘導・検索等を行う部分訓練を 4 回計画し、4 回実施

した。総合防災訓練のみで実施されていた訓練時間中の避難訓練については今年も部分訓練として実

施した。避難訓練の結果は、利用者の避難方法への理解、職員の役割理解が深まるとともに、防災設

備の確認・点検が行われ、概ね良好であった。このほか職員が介助の必要な利用者を安全に避難させ

たり、救急救命措置が必要な状況下で適切な処置を行うための介助講習を実施した。 
 
表２－102 利用者避難訓練実施状況 

 実施日 時間 想定出火時間 想定出火場所 実施時刻 

1 5月 10日 15:30～16:00 訓練終了後 サービス棟 2F  

2 9月 13日 15:00～15:30 訓練時間中 訓練棟 2階 3・4丁目付近（自立訓練室）  

3 12月 6日 15:30～16:30 夜間 サービス棟 2F 防火扉通過体験実施（西棟） 

4 3月 14日 16:15～16:45 夜間 サービス棟 2F  

表２-103 介助講習実施状況 

 実施日 実施時間 講習 実施内容 

1 4月 13日 16:00～16:30 職員オリエンテーション 転入・新規採用職員を対象とした避難誘導方法等の講習 

2 11月14日 15:30～16：30 
職員オリエンテーション介

助講習① 

避難場所及び避難経路の誘導・検索方法等の講習 

視覚障害者の手引き方法・車いす利用者の介助方法の講習 

3 1月 24日 15:30～16：30 介助講習② 埼玉西部消防局による救命入門コース初級実施 

4 2月 20日 15:30～16：30 介助講習③ 埼玉西部消防局による救命入門コース初級実施 
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（３）自治会活動 

自治会活動は、利用者相互の親睦、利用者自身による集団生活の秩序維持を目的とした自治活動で、

視覚障害（養成）のみ自治会がある。 

① 視覚障害（養成） 

（ア）名  称  学友会 

（イ）組  織  会長、会計、生活環境部、総務・広報担当 

（ウ）活動状況表２－104     表２－105 クラブ、自主活動実施状況 

月 日 事   項  （施設利用対象者クラブ・サークル） 

4月 新入生歓迎会  番号 クラブ・サークル名 活 動 日（時間） 

5月 前期定例総会（開催されず）  1 あんま研究会 火曜日（15:30～17:00） 

6月28日 臨時総会開催  2 軽音楽 月～木曜日（15:30～20:00） 

11月 学友会会長選挙（開催されず）  3 パソコン 第 2・第 4月曜日（15:45～17:00） 

   4 ロービジョンサッカー 月曜日（15:30～17:00） 

   5 ブラインドサッカー 水曜日（15:30～17:00） 

   6 ゴールボール 火・木曜日（15:30～17:00） 

   
7 車いすバスケットボール 

水曜日（18:30～20:30） 

   月・金曜日（17:00～18:30） 

   8 ツインバスケットボール 木曜日（18:30～20:30） 

   9 ウィルチェアーラグビー 月・金曜日（18:30～20:30） 

  10 華道 第 3水曜日（16:30～17:50） 

② 聴覚障害 

  宿舎生活の向上と会員相互の親睦を主な目的として、役員会を中心に活動（名称：「あすなろ会」）

を実施していたが、平成 22年 4月以降は、利用者の減少により、活動は停止している。 

③ 肢体不自由 

平成 14年 7月にそれまで休止していた自治会（名称：「あおぎり会」）が活動を再開したが、障害

の重度・重複化の傾向により、活動は停止している。 

（４）クラブ活動、自主活動 

クラブ活動は、主に養成施設利用者を対象にしたものを実施している。また、施設入所支援サービ

ス利用者は、自主活動（サークル活動）として、活動場所の提供、物品貸与等の支援を行っている。 

（５）ボランティアの活動状況  

平成 29年度のボランティア活動は、クラブ・サークル活動における指導や協力、デイジー図書の編

集等の支援であり、関係したボランティアは 8団体であった。 
 
表２－106 ボランティア内訳 

ボランティア活動項目  人数（人） 

デ イ ジ ー 図 書 録 音 ・ 編 集 2団体 

点 訳 奉 仕 1団体 

外 出 支 援 1団体 

ク ラ ブ ・ サ ー ク ル 活 動 支 援 3団体 

合計 7団体 
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８ 施設入所支援 

（１）施設入所支援の概要 

提供する昼間実施サービスの利用者のうち、身体状況により、また、出身地が遠方のため通所が困

難で宿舎の利用が適当であると市町村が判断し、施設入所支援の給付が決定された方に対して、施設

入所支援サービスの提供を行っている。 

なお、就労移行支援サービスの利用者で職業リハセンターへ移行した場合は、就労移行支援相当サ

ービスとして、引き続き宿舎の提供を行っている。そのサービス内容は宿舎生活支援や食事の提供等

であり、生活支援員・栄養士・看護師が担当している。 
 

表２－107                                        （人） 

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

施 設 入 所 147 153 156 165 164 165 164 165 166 160 166 154 

( 職 リ ハ ) ( 40) ( 44) ( 44) ( 43) ( 43) ( 44) ( 45) ( 45) ( 41) ( 43) ( 43) ( 40) 

※（ ）内は職リハ利用者の再掲。数値は各月の利用者の平均値 

（２）日課時限 

宿舎は個々の障害に配慮した機能を備える東棟と西棟に分かれているが、昼食と入浴時間を除き日

課時限は共通である。 

① 起床         7：00 

② 朝食           7：30～ 9：00 

③ 昼食        12：00～13：00（養成施設 12：30～13：30） 

（職業リハセンター12：20～13：20） 

④ 入浴        17：00～21：20（西棟は 15時から利用可能） 

⑤ 夕食        18：00～19：00 

⑥ 門限・点呼     21：30 

⑦ 就寝        22：00 



 

－ 83 － 

第３節 病 院 

１ 運営方針（重点事項）の取組状況 

（１）平成 29年度の全般的運営状況及び事業実績 

平成 29年度は、第 2 期中期目標期間の 3年目（中間年）にあたり、PDCA サイクルの 2巡目に当た

る。第 2期中期目標に則した運営方針に基づき、先進的リハビリテーション医療の推進とその情報発

信、良質なリハビリテーション医療の提供、健康増進・身体活動の促進、障害者アスリートのメディ

カルチェックに取り組んだ。また、平成 27年度より取り組んでいる病院における本格的な組織体制作

りを継続した。 

① 事業評価 

第 2期中期目標では、（１）先進的リハビリテーション医療の推進、（２）安全で質の高い障害者

医療・看護の提供、（３）障害者への健康維持増進・保健サービスの提供、（４）臨床研究開発機能

の強化、（５）臨床サービス、臨床研究開発の情報発信、（６）人材の育成、（７）病床利用率等の向

上を掲げ、病院の組織目標 77件に取り組んだ。最終評価では、評価４が 12件、評価３が 65件、評

価２が 2件であった。 

② 先進的リハビリテーション医療の推進と良質なリハビリテーション医療の提供 

脊髄損傷患者、切断者、高次脳機能障害者、発達障害者、視覚障害者、聴覚障害者、言語障害者、

難病患者等に対するチームアプローチによる先進的リハビリテーション医療と質の高いリハビリテ

ーション医療に取り組んでいる。 

当病院は、脊髄損傷、切断、高次脳機能障害の他、ロービジョン、小児の難聴・言語発達遅滞、

発達障害（吃を含む）の症例を積み重ね、得られた知見を学会発表や論文を通じてまとめている。 

昨年度の伊東重度センター統合されたことを受けて、脊損患者の病院での評価・リハから自立支

援局への就労支援の流れが出来てきた。脊髄損傷だけでなく、脳卒中後の自動車運転評価のニーズ

も相変わらず高い。脊髄損傷に対する再生医療とそのリハビリテーションにも、引き続き取り組み、

症例を重ねている。脊髄損傷における排泄障害やシーティングは、研究所、病院を中心に組織横断

的に取り組んでおり、切断患者は、義肢装具士と PTが連携し、歩行自立に向けたリハビリテーショ

ンを進めている。  

小児先天性四肢欠損児に対する発達と成長に合わせ、義手体験、筋電義手の処方、保育面での配

慮と援助を継続している。 

高次脳機能障害では、自立支援局と連携して社会参加を目指した包括的なリハビリ医療を推進し、

適応障害のある患者の評価入院例を積み重ねている。 

発達障害では、外来患者が増加し、成人期の評価入院も事例を積み重ねている。特に、感覚障害、

身体障害、吃音と自閉症スペクトラム合併例の医療に力を注いでいる他、学齢期の学校不適応の患

者に対し、必要に応じて学校訪問し、学校・家庭環境の調整を行っている。 

視覚障害では、乳幼児から高齢者までのロービジョンケアに力を入れている。特に、入院による

ロービジョン生活訓練は、他では見られない試みであり、症例を積み上げている。学院で行う医師

向けの研修に協力し、障害者ナショナルセンターとしての役割に医療面から貢献している。 

聴覚・言語障害では、先天性難聴遺伝子診断研究を進めている。難聴、言語発達障害、構音障害、

吃音の専門外来があり、ST訓練と連動し、専門性の高いリハビリを進めている。学院で行う医師向

け、福祉施設職員向けの研修に協力し、障害者ナショナルセンターとしての役割に医療面から貢献

している。 
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③ 障害者の健康増進・身体活動の促進、障害者アスリートのメディカルチェック 

病院には、健康増進推進、運動医科学支援センターがあり、障害者が、その障害の初期から地域

生活期に至るまで、健康で活動的な生活を維持・推進できるよう、具体的方法の研究開発・提案を

行い、その実践・普及を図っている。現在、他の運動施設とのネットワークを形成し、健康増進モ

デル事業を推進し、日本パラリンピック委員会（JPC）と連携し、国際大会出場者のメディカルチェ

ック、合宿支援を他部門と連携して行った。 

④ 病院機能強化、病床利用率等の向上 

昨年度に引き続き、委員会活動を活発化し、病院運営の基盤強化に努めた。病院としての医療安

全、院内感染対策を継続し、患者への接遇研修を通じて、きめ細やかな医療提供を行っている。病

院に於ける適切な研究環境を作るために臨床研究開発部で、患者のプライバシーに十分配慮した適

正な臨床研究体制整備を進めている。研究面においても、学会発表 33件、招待・特別講演等 28件、

論文報告 11件、著作 1件であった。 

患者数増加を目指し、病院内外との連携を進め、医療相談室の充実に努めた。その結果、今年度

の平均ベッド稼働数は 71.9 人で、昨年度 71.5 人に比べ 0.6％の増加があった。同じく、一日平均

外来患者数 145.6人で、昨年度 154.0人に比べ 5.4％の減少であった。 

上記の①～④の課題は次年度においても継続、発展させる予定である。 

 

（２）リハビリテーション医療の提供 

① 先進的なリハビリテーション医療の推進 

（ア）難病患者に対するリハビリテーションの充実 

平成 29年度は、28人の難病患者を受け入れた。 

（イ）脊髄損傷者のリハビリテーションの充実 

・平成 26年 1月から平成 28年 1月に入院作業療法を実施した 65歳以上の頚髄損傷者 22名につ

いて ADL の到達度、訓練・環境調整内容などを調査した。対象 70％は転倒による不全麻痺で、

ADL に介助が必要だが家族の援助や公的サービスを利用して在宅復帰していた、疼痛や痺れ、

痙性、易疲労性、依存傾向などにより訓練に消極的な者が約半数いた。結果は、平成 29年度業

績発表会で報告した。 

・平成 26年月～平成 29年 1月の間、入院作業療法を実施した外傷性頚髄損傷による運動完全麻

痺者を対象に、回復期病棟から入院した患者と急性期病棟から入院した患者の機能的帰結を比

較検討した。機能的帰結や当院入院期間に差はなかった。回復期病棟から入院した患者は受傷

からリハビリテーション終了までの期間が有意に長かった。この結果は、第 52回日本脊髄障害

学会で報告した。 

・補装具データベースについての AMEDの研究課題は平成 28年度で終了した。脊髄損傷者に製作

した補装具について、データベースを用いて 12例のデータを収集した。 

・脊髄損傷者の排便については、今年度、頚髄損傷者 5例、脳原性疾患 1例に対して、試作した

排便・入浴用車いすを使用して訓練を実施した。また、平成 27年度～平成 29年度の間、21名

に試用し 17名にアンケート調査を行った（5名が排泄に、8名は入浴、4名が排泄と入浴）。座

位の安定性は、排泄、入浴とも良好であった。排便では、排便時間の短縮に有効との回答であ

ったが、便器との高さの調整や座面の大きさ等の問題点を指摘され改良した。入浴は、臀部や

下肢の洗体動作が十分に行えていなかった。 
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（ウ）高次脳機能障害者のリハビリテーションの充実 

・学齢期の高次脳機能障害者支援として、平成 28 年度に作成した、復学を支援する当事者（小・

中学生）の家族・学校関係者向けパンフレットを 2例に用いて指導した。また、パンフレット

の対象外ではあったが高等教育課程 3例にも用いて指導した。試用した結果、両者とも良好な

反応で復学支援が行えた。これまでに、計 6例に対しパンフレットを用いた指導を行っており、

内容の改訂に向けては発達情報センター長からも意見を得た。 

・高次脳機能障害者への心理テストバッテリーの再検討については、重複障害者（主に脊髄損傷

者）に対する、初回面接票の作成に向け、過去 7年間の重複障害者のデータ 44件を抽出した。

そのデータをもとに内容を検討し、重複障害者にも対応した初回面接票を作成した。 

・言語聴覚療法部門では、標準注意検査法を 72名に新規に実施した。標準意欲評価法について、

関係部門と連携し 5名に実施した。 

（エ）先天性四肢形成不全児のリハビリテーション 

・保育園や幼稚園・小学校などの活動で必要な自助具の制作については、鉄棒用自助具を 5例に

試用した。ぶら下がることに有効であるが、逆上がりや足かけ周りなどの動作には適していな

いため、新たな工夫が必要であることを認識した。その他、習字用・お遊戯用自助具を各 1例

作成した。義肢装具士、OTで検討し自転車用義手の試作を行った。上腕での形成不全児に使用

し、自転車、野球ゲームなどで有効であり、患児や両親に好評で継続して使用されている。 

・幼稚園、保育園、小学校等で義手を使用している児を対象に、義手を用いて実施した活動内容

調査については、6名（小学校低学年児 2名、年長児 1名、年中児 1名、3歳児 2名）に対して

調査した。 

   幼稚園・保育園児では、縄跳び、鉄棒、楽器の演奏、工作に義手を使用していた。小学生は、

低学年では学校で義手を使用する機会は少なく、自助具の工夫が必要と思われた。就学にあわ

せて義手の申請を行っているが、昨年度までの 2例に続き、今年度も 1例の筋電義手の支給が

決定した。 

（オ）筋電義手リハビリテーションの充実と普及 

・子供用にエンジニア、OT、PTで協力して製作した筋電分離訓練用玩具を使用して、健常成人 5

例の筋電分離に関するデータを測定した。 

・今年度は、適切に測定するための機器を改良。更に幼児や女児を対象に新しい訓練機器も製作

した。この機器は、遊ばせながら筋収縮訓練、測定、家族（両親）指導が行え、有効であった。 

（カ）聴覚障害者のリハビリテーションの充実 

・今年度は、先天性難聴及び遺伝性難聴の 7家系計 20名について難聴遺伝子検査を実施した。ま

た、3 症例に先天性サイトロメガロウィルス検査を施行した。残存聴力活用型人工内耳 EAS に

ついて、3 例は手術が終了し、術後リハビリを開始した。また新しい人工内耳スピーチプロセ

ッサを 6台、デジタル方式補聴補助システムを 6台処方した。 

（キ）シーティングクリニックの充実 

・研修会・学会を通して具体的なデータベースの記載方法普及に努めた。さらに現在他施設と連

携してデータを蓄積・解析する方向で進めている。 

② 安全で質の高い障害者医療・看護の提供 

（ア）脊髄損傷者への医療・看護 

・Guillain-Barre症候群による四肢麻痺患者 1名の肘拘縮矯正用具を使用。ROM改善傾向で、病

棟での食事動作が可能になった。 
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・自立支援局利用者１名（頚髄損傷）の肘関節拘縮予防用具について医師、自立支援局 PT、OT、

学院 PO、病院 OTで検討し夜間装具を製作し、肘関節可動域維持に効果が得られた。 

・回内装具は高位頚髄損傷者 1名に試したが、食事動作中装具を装着して肘屈曲や前腕回外を行

うには上腕二頭筋の筋力が十分ではなく、装具の効果が十分には得られなかったため製作には

至らなかった。 

・高位頚髄損傷の入院患者 2例に対して、iPad操作練習及び、使用する自助具の作成や調整を実

施した。タッチパネルの操作感度がきわめて優れているカーボンファイバー製ハンドスティッ

クを開発し、その開発経験から市販のタッチパネル用ペンの操作感度向上の方法（金属テープ

の活用）を見いだした。 

・慢性期脊髄損傷者で整形外科的治療・後療法を実施した患者のデータベースを作成、症例蓄積

を進めた。10症例集積した。 

・2 名の外来患者が排便コントロールの改善の希望があり、状況のアセスメントを実施し指導し

た。実施後は排便状況が改善した。入院患者の排便状況のデータは、3西病棟 89例、3東病棟

49例蓄積した。 

・褥瘡対策チームは、10月に患者・家族・職員対象の褥瘡教室を開催した。2月に職員対象の研

修会「脊髄損傷者患者の褥瘡ケア」を開催し 44名が参加した。 

・褥瘡対策チームは、12回（毎月）の褥瘡ラウンドを実施した。また、褥瘡ケアの検討を 6回実

施し褥瘡治療やケアの評価を行った。7月にマットレスの選択基準を見直し基準を作成した。3

月に褥瘡対策・ケアマニュアルを改訂した。 

（イ）高次脳機能障害者への医療・看護 

・月 1回、病院専門職が集まり、ミーティングを開催した。幅広い年齢層（12～73歳）への対

応、重複する障害への対応、病院から生活訓練への移行、家族支援の方法を確認し、標準意欲

検査法の実施方法を統一した。 

・5月、6月、9月、10月、1月、2月の 6回、講義タイプを、7月、11月、3月にグループ討議

の「高次脳機能障害者の家族学習会」を多専門職種で開催した。 

・14例に評価入院を実施し、その後の支援につなげた。高齢期で受傷した高次脳機能障害の評価

5 名、就労に困難をきたした者の評価 4名、在宅生活に困難をきたした者 2名、学生 3 名であ

った。 

・19名が病院入院・外来リハビリテーションを経て、自立支援局生活訓練新規利用開始となった。

評価入院で問題点を分析したり、記憶障害が重度な症例に対するリハビリテーションを継続し

ながら生活訓練へ移行支援した。重度な症例に対しても有益かつ効果的な支援であった。 

・視覚障害と高次脳機能障害を合併する症例の論文「空間定位障害を呈した視覚障害者の移動能

力獲得について」を投稿し、修正受理となった。 

・高次脳機能障害患者の看護基準の見直しを行い、枠組みについて検討した。その結果、家族支

援の項目を退院支援に変更し、患者指導、家族指導の看護基準を改定し作成した。自宅に退院

する患者の家族に、パンフレットを使用し指導を 57件行った。 

（ウ）発達障害者への医療・看護 

・平成 29年度は、発達障害と重複した聴覚障害者 10名、視覚障害者 9名、吃音 11名が初診とな

った。4月より週に 1人の初診予約を行ったところ、平成 29年度は、87人であり、重複例につ

いては優先し、新患枠以外でも対応した。 
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・発達障害児・者 5名の入院患者に「発達障害の評価入院の看護」を使用し看護上の課題につい

て検討した。検討した内容を整理し基準を作成した。 

（エ）視覚障害者への医療・看護 

・利用者診察枠を設け、自立支援局の視覚障害利用者が授業や訓練等に支障なくロービジョンケ

アの対応が可能となる体制を整えた。 

・ロービジョンケアに対応した利用者総数は 66 名であった。内訳は、診察対応 62 名（138 件）、

視覚補助具選定等の対応 7名（15件）であった。 

（オ）言語聴覚障害者への医療・看護 

・平成 29年度は網膜色素変性症と高度難聴を合併する 3症例に補聴器適合を行った。また、視覚

障害を有し人工内耳を使用する 1症例に聴覚リハビリを施行した。 

・平成 29 年度は言語発達遅滞、構音障害の新患者 75 名、小児吃音の新患患者 94 名、合計 169

名の診察、言語評価を行った。 

・高次脳機能障害家族学習会と連携して第 1回失語症家族学習会を 3月 29日に実施した。参加人

数は 6家族 6名であった。当初見込んだ参加者人数よりも少ないことから、対象者数を考慮し、

来年度は年 2回の開催で検討する。 

・失語症のある自立支援局利用者 2名について、自立支援局担当者のコミュニケーション評価と

STの言語機能評価の関係について調査を開始した。 

（カ）中・高年齢障害者への対応 

・入院登録を行う際に、再訓練に該当するケースかを確認することで抽出可能にする方針をまと

めた。 

（キ）切断者への医療 

・糖尿病、閉塞性疾患を有する切断者の歩行自立を目標とするプログラムを作成した。訓練内容

を見直し、理解しやすいスライドに作り直した。 

・両下腿切断 2例、両大腿切断 1例、三肢切断 1例、四肢切断 2例を主に問題点を抽出した。検

討を重ねることでより適切なアプローチができた。 

（ク）薬剤管理・服薬支援 

・今年度の障害者対応調剤は、処方箋 1，390枚、実施件数 2，035件であった。 

（ケ）医療安全管理 

・医療安全管理委員会とリスクマネージャー部会を月 1 回開催し、495 件のヒヤリハットを分析

して対策を策定し、医療安全対策チームによる検討会及びラウンドを 17回実施した。医療安全

職員研修会を 2回開催し、医療安全向上のための諸活動に取り組んだ。 

・感染制御チーム（感染管理認定看護師、医師、薬剤師、臨床検査技師）によるラウンドを週 1

回実施し、病院内環境衛生状況の点検、指導を行った。院内感染委員会を月 1回実施し、感染

症研修会を 10月と 12月に開催した。手洗いトレーニング実習には全職員が参加した。インフ

ルエンザシーズン到来に合わせて感染症情報を配信し、予防対策に取り組んだ。 

・院内研修会の充実については、研修会を 12回（医療安全、ウイルス感染対策、手洗い研修、患

者接遇サービス、褥瘡対策、輸血、放射線 MRI検査、食中毒・インフルエンザ対策、社会的リ

ハビリテーション研修、患者満足度報告会研修、救急 AED研修会、臨床倫理研修会）実施し、

病院スタッフの専門性の充実を図った。 

・接遇に関する職員研修会は、5月 25日に新規採用職員の研修会で「障害のある方の接遇につい



 

－ 88 － 

て」を行った。患者満足度調査は、入院患者は 6月 1日より調査票の配布を開始した。外来患

者は 9月 4日から 1週間調査を行った。回収は入院 115名、外来 347名だった。分析の結果を

2月 13日に「患者満足度調査結果報告会」で発表した。参加者は 39名だった。 

・接遇研修会はテーマを「声かけは 心を通わす おもてなし」として、全員参加で呼びかけ 10

月・11月と 2回の同じ研修を行った。研修会参加者は 121名だった。 

・自立支援局の事業について理解を深めるため「自立支援局事業内容の概要説明会」を 1 月 12

日・25日に開催し 70名が参加した。 

（コ）地域・関係部門との連携体制の強化 

・聴覚障害児の療育・教育に関する連絡会議は、7月 27日に実施し、38名の担当者が参加した。

地域の保健師への小児の言語聴覚障害の研修会は、9月 21日に 1回目を実施し参加者は 9名で

あった。2回目は、1月 18日に開催し、参加者は 11名であった。 

・地域の医療機関から当院への転入院・受診相談に、今年度より配置された入院調整看護師とと

もに取り組み、916件の入院・受診相談支援を実施した。 

・当院入院患者の退院調整について、退院支援看護師とともに関係機関等との連絡調整や院内調

整など 220件の退院相談支援を実施した。特に困難なケースに関しては退院支援看護師とソー

シャルワーカーが一緒に介入し、円滑な地域移行調整に努めた。 

・自立支援局総合相談課との情報交換会を月 1回開催し、自立支援局利用希望者の円滑な移行支

援に努め、47名（視覚機能訓練を除く）の方が利用開始した。また、新たに「自立支援局の概

要説明会」を病院職員向けに 2回開催した。 

・病院訪問及び地域連絡会議への参加、地域ケア会議等の外勤を 15回実施し、情報交換を行うと

ともに交流を深めた。外部関係機関向けのリーフレット作成に向けた検討会を 5回行った。 

③ 障害者への健康増進・保健サービスの提供 

（ア）病院（外来・入院・人間ドック）、自立支援局において運動・栄養・生活指導の面からの健康づ

くり。 

・人間ドック実施 23人、利用者健康診断 278人、障害者検診 5人、栄養指導新規開始 54人（入

院 38、外来 16）を新たに実施した。 

（イ）健康増進に必要な情報の提供 

・ホームページ作成会議を開き、方針を決定するとともに、トップページデザインを試作した。 

・健康教室の開催については、昨年の結果をまとめ資料作成を行った。健康教室を 9月から開催

し、7回実施した。 

・いきいき広場の開催を 9回開催した。30名が参加した。血圧測定と栄養指導を実施した。 

（ウ）障害者アスリートに対するドーピング防止支援 

・スポーツファーマシストを配置し、相談体制を確保している。 

（エ）センター外との施設と連携し、障害者の健康増進サービスが広く提供される基盤構築 

・モデル事業協力施設 2か所にて新たに健康づくりの事業化に協力し、共通システムの強化を図

った。また、全国で協力施設を募るため、候補となる 19施設をリストアップした。 

④ 臨床研究開発機能の強化 

（ア）病院の研究開発機能を整備し、障害に特化した臨床研究開発を行う。 

・平成 29年度倫理審査委員会に提出された課題には該当するものがなかった。病院内被験者ポ

スター1件について研究担当者と調整、院内添付した。 
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（イ）臨床研究体制を整備し、新たに障害者総合支援法の対象となった難病、いまだ支援方法が確立

しない成人の発達障害への研究等、国の政策立案や行政施策に資する臨床研修を行う。 

・5 月に厚労科研「難病患者の福祉サービス活用による ADL 向上に関する研究」及び「難病のあ

る人に対する就労支援における合理的配慮を推進するための研究」の班会議を行った。前者研

究について平成 29年度就労系福祉サービス利用開始した難病者 20例の登録と介入前評価を行

った。後者研究について倫理申請承認後就労系福祉サービス事業所 2112 か所及び当事者 2486

名に調査結果を配布し、集計・分析し、報告した。 

（ウ）義肢装具に関する臨床研究について、全国共同研究施設と連携し、データを蓄積し、その結果

をまとめ、学会発表を行う。 

・センター及び 8施設での情報収集で、664例、924件のデータを集めることに協力した。データ

を解析し学会発表を行った。 

（エ）脳損傷者の安静時脳活動が、外的刺激課題や受動的刺激課題に対してどのように変化するかを

認知行動障害との関連から解明し、脳の可塑性について検討する。 

・安静時活動、健常者 6名、脳損傷者 6名のデータを解析し、学会報告にまとめた。 

（オ）研究所と連携し、ロービジョン患者の白内障目標屈折値の決定における課題をを明らかにする。 

・得られたデータの中から、強度近視患者 24名に焦点を絞り、平成 29年 5月に開催された第 18

回日本ロービジョン学会学術総会（平成 29年 5月 20日～21日）でポスター発表を行った。 

（カ）網膜色素変性症を対象に眼球運動と視能機能及び日常生活動作との関係を明らかにする。 

・眼球運動（サッケード）と日常生活動作のアンケート結果との相関を求めた結果、眼球運動を

頻繁に行うことで日常生活において狭窄視野による視覚情報の入力制限を補っていることが推

察された。この結果を、第 18回日本ロービジョン学会学術総会（平成 29年 5月 20日～21日）

にて発表した。 

（キ）吃音の診療に際し、より客観的な評価方法や治療方法の導入を検討する。吃音の小児に対して

新しい治療法を診療科と言語聴覚療法部門と共同で試行し、その成果を分析・検討する。言語聴

覚部門では、病院及び研究所において、障害者の臨床の基となる基礎研究を実施し、臨床に応用

する。 

・吃音の小児新患 94名、成人新患 79名の受入を行った。成人に対しては、認知行動療法を基に

した集団訓練のプロトコールを作成し、訓練を 6グループ実施した。その成果を日本吃音流暢

性障害学会第 5回大会（平成 29年 8月 19日～20日）のシンポジウム、第 62回日本音声言語

医学会学術講演会（平成 29年 10月 6日～7日）のシンポジウム等で発表した。MRIは ATRが全

国共通のプロトコールを提案しているため、それに合わせる変更をしてデータを集積した。デ

ータ処理として、より差が見えるような新たな方法を探索した。 

⑤ 臨床サービス、臨床研究開発の情報発信 

（ア）臨床サービスの取組や、臨床研究で得られた成果について、広く情報発信に努めた。 

・学会発表等を 31件行った。 

・平成 30年 3月 15日日本臨床倫理学会箕岡理事を講師として職員研修会「臨床倫理とは」を開催

し職員 53名が参加した。 

（イ）難病患者が医療と福祉サービスを活用して社会参加が進むよう、当事者及び支援機関対象の調

査結果に基づく支援マニュアルを作成し、シンポジウム開催等を通じて情報発信する。 

・現地の難病相談・支援センターと協力し沖縄（10/22）、群馬（11/21）、高知（12/2）、福岡（1/26）



 

－ 90 － 

でシンポジウム開催。参加者は、沖縄 66名、群馬 45名。また、高知 15名、福岡 99名で開催

した。 

・難病患者の福祉サービス活用による ADL向上に関する研究の成果を研究紀要としてリハセンタ

ーホームページに掲載した。 

⑥ 人材の育成 

（ア）研修生、見学の受け入れ 

・平成 29年度は、言語聴覚士 3名、理学療法士 20名、ロービジョン 31名、リハビリテーション

スポーツ 5名、看護師 18名、作業療法士 4名、心理士 1名の研修生を受け入れた。 

・見学者は、33件 566人であった。 

・海外からの見学者は、7件 51名であった。 

（イ）院外研修、資格取得の促進 

・実習指導者になるための看護学生実習指導者講習会に 2名参加した。（40日間） 

・第一線監督者又は中間管理者に求められる基本的責務を遂行するための知識・技能・態度を習

得するため、認定看護管理者教育課程セカンドレベルの研修に 1名参加した。（36日間） 

・看護専門職として必要な管理に関する基礎的知識・技術・態度を習得するため認定看護管理者

教育課程ファーストレベルの研修に 1名参加した。（30日間） 

・医療安全を推進するために、医療安全管理者研修に 3名参加した。（7日間） 

・フットケア技術を習得するためにフットケアの研修に 1名参加した。（3日間） 

・医療従事者が患者との対話・相談業務に必要な知識や技術を習得するために医療対話推進者研

修に 1名参加した。（3日間） 

⑦ 病床利用率等の向上 

（ア）入院病床利用率等の病院利用に関する指標を検討し、定期的に管理するなどその利用の向上、

非効率な業務の見直しに努めた。 

・病床利用率の向上には、常勤医師の確保が不可欠だが、平成 29年度は耳鼻いんこう科に嚥下障

害専門医を 1名、消化器内科医師 1名を非常勤で確保し、入院中の患者に必要な専門的医療分

野の医師確保に努めた。また、平均在院日数が長期化しても診療報酬の減額がないように病床

再編を行った。 

 

（３）障害者の健康増進推進、運動医科学支援 

① 健康増進プログラムの開発及び提供 

（ア）施設を利用した健康増進プログラムの開発・普及、ガイドラインの作成 

・平成 28年度より継続して、施設利用者に対するサービスの中で加算項目として健康増進プロ

グラムを組み込む提案を行っている。 

（イ）病院（外来・入院・人間ドック）、自立支援局における健康増進プログラムの提供 

・客観的指標に基づく栄養指導を目的とし、臥位での体組成測定 19例（入院 7例、外来 12例）、

安静時代謝測定 2例、活動量測定 2例を実施した。 

（ウ）障害者・高齢者の加齢に伴う移動機能障害に関する調査・研究 

・質問票による調査を自立支援局と川崎市で実施している。これまでに 80名分の調査票を回収

した。 

（エ）人材育成 
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・障害者ヘルスプロモーションの研修会を実施した。参加者は 13名であった。 

② 障害者競技・レクリェーションへの支援と医科学研究の推進 

（ア）医科学支援 

・日本障害者スポーツ協会の規定に基づく競技者の要望、定期健康診断（アスリートチェック）、

医師意見書、ドーピング相談等に対応した件数をホームページに掲載するため、数値を整理し

た。 

（イ）障害者に関連する医科学研究の実施 

・ボッチャの合宿に連動して、国立スポーツ科学センターのスタッフと打合せを行い、チェック

リストの素案を作成した。 

（ウ）障害者スポーツ用具の開発 

・四肢欠損児の鉄棒用義手、空手用義手の作成に協力した。 

・頸損者陸上用車いす体幹固定装具製作に協力し、実践への試行を行った。また、体幹固定装具

の測定に協力した。 

（エ）競技環境支援の実践 

・ゴールボール、ボッチャへの合宿支援をのべ 19日実施した。メディカルチェックは団体での実

施が 37名、個人での実施が 10名となった。 

（オ）障害者競技・レクリェーションへの参加者の拡大 

・2例の地域移行症例を得た。 

 

２ 個別事項の取組状況 

（１）診療部 

① 内科 

（ア）平成 29年度は平成 28年度と同じく常勤医師１名、非常勤医師２名で 10月末まで外来診療を行

った。11月からは新しく消化器内科専門の非常勤医師が 1名採用となった。担当主治医の依頼に

より入院患者の上部内視鏡検査と腹部超音波検査が可能となり、診断の幅が広がった。種々の内

科健康診断は常勤医師の外来担当日に実施した。外来診療患者数は、平成 29年度は 1日平均約 8

人であった。急患は随時受付け診療を実施した。人間ドック診療のため水曜日を一般休診とせざ

るを得ず、内科医師の増員を要望している。 

（イ）院内の検査機器を有効に駆使することで診断の質を上げ、栄養士、運動療法士との連携を深

め、生活習慣病の予防および進展を阻止するなど内科外来の充実をはかっている。プライマリケ

ア中心の医療に専念し、より専門性の高い医療の必要性を的確に判断し、病状の重症化が予想さ

れる場合には、医療連携のとれた専門医師への診療依頼を確実に行うことで患者サービスを充実

させている。 

（ウ）リハビリテーション目的の入院患者の内科的評価、治療、管理を入院相談の段階から退院後の

フォロー期間まで必要に応じて実施している。 

（エ）入院患者に対する内科診療依頼には、主治医と協力し問題点を確認し治癒・回復に努力し、目

的とするリハビリが円滑に行えるように定期的にフォローを行った。 

（オ）ＩＣＴ（感染コントロールチーム）の一員として週１回、病院内を回診することによって感染

予防策活動を行い、毎月開催される院内感染対策委員会に問題点を提起し、病院全体としての向

上を図った。 

（カ）栄養面で改善の余地がある入院患者に対して、院内ＮＳＴ（栄養サポートチーム）の一員とな
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り、週１回病棟回診を行い、内科的介入を行っている。 

② リハビリテーション科・整形外科 

（ア）脊髄損傷、切断、外傷後、脳血管障害、神経筋疾患、難病疾患などの患者に急性期病院、回復

期病院などと連携しながら必要な入院加療やリハビリテーションを行った。 

（イ）補装具外来、フットケア外来、骨粗鬆症精査加療、高次脳機能障害など外来診療においても専

門性の高い医療を提供した。 

（ウ）慢性期脊髄損傷者で、整形外科的治療・後療法を実施した患者のデータベースを作成し、症例

蓄積に努めた。 

（エ）自立支援局と連携して脊髄損傷患者の支援局への紹介や支援局入所前に必要な医学的治療を受

け持った。自立支援局利用者の健康診断について宿日直対応のシステムを作り、相互連絡体制の

構築、外来での定期的な健康指導を行った。併発症等の発症時は、必要時入院治療も対応した。 

③ 神経内科 

外来診療は、月～金曜日の間、毎日新患・再来とも診療可能な体制を整え、神経内科疾患の治療

とリハビリテーション、院内他科紹介や転院相談のための診療を継続。主に血管障害を主とした脳

器質的疾患、ほか神経難病患者の入院リハビリテーションを担当。毎月、神経内科カンファランス

を開催し、症例ごとに包括的な治療／ケア／リハビリテーションについて検討。退院後も、原疾患

による運動機能低下、日常生活動作の低下に対する訓練および環境整備の指導、合併症による症状

に対して、病院関係者だけでなく、地域医療に携わる方と連携を図った。 

④ 精神科 

平成 29年４月から平成 30年 3月までの精神科外来患者数は、4，534名（前年度比 102％贈）で

ある。1 名のリハビリテーション部長（リハビリテーション科専門医かつ精神科専門医）がすべて

対応している。当センター運営方針 1．サービス等業務の質の向上（2）「総合的リハビリテーショ

ン医療の提供」に従い、高次脳機能障害者への医療として、精神科で高次脳機能障害専門外来（精

神科・新患 105名、のべ 625名）を行い、入院と外来で、社会復帰を目標とした包括的な医療を提

供している。高次脳機能障害の入院リハビリテーションは年間 104名であり、担当・指導を行い、

高次脳機能障害の中心機関の病院として、標準的リハビリテーションを実施して、復職・復学を推

進し、社会参加支援を行っている。 

質のよいサービス、質の高い診療を提供し、高次脳機能障害にかかわる（先進的）リハビリテー

ション医療の推進として、縦断的・横断的に他部門（リハビリテーション部・医療相談室など）や

地域との連携体制（保健センターなど）を強化して対応している。 

回復期のリハビリテーション退院後も高次脳機能障害が残存し、社会復帰に困難をきたす場合に

は、外来から社会参加（復学・就労）まで、リハビリテーション医療を提供し、自立支援局への円

滑な移行をはかり（年間 18名）、地域社会や職業リハビリテーションへの円滑な移行をはかった。 

発症から長期経過し未診断・未加療であった例、社会復帰後に適応障害をきたした例に対する高

次脳機能評価入院を 14名に実施した。 

臨床のエビデンスにもとづいた高次脳機能障害の研究も推進しており、文部科学省の科学研究費

による「記憶障害を呈した若年脳損傷者の生活支援、社会支援に関する研究」の分担研究を継続し、

学会・論文発表を行った。 

（ア）精神疾患を合併する身体障害者のリハビリテーションが円滑にすすむように、精神疾患を合併

する脊髄損傷患者の入院予約時にリエゾン精神医学的診療を行っている。リハの適応があるか、
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どのように治療をすすめるか、精神医学的評価を行ない、入院中も継続して診療を行ない、患者

の精神面の安定をはかり、リハビリテーションが円滑にすすむように指導した（今年度の高次脳

機能障害以外の精神科対応患者は入院と外来でのべ 208名であった。） 

（イ）病院の高次脳機能障害者のリハビリテーションが円滑に進むように、高次脳機能障害リハビリ

テーション委員会を毎月開催し、家族支援、研究、研修会を行っている。家族支援の一環として

平成 29年４月から平成 30年 3月の間において家族支援として、入院中の御家族を対象に家族学

習会を 6回行い、講義を行い、延 39家族 49名の参加があった。家族学習会を運営する職員に対

してファシリテータ研修会（10 月 23 日）を行い、学習会でのファシリテータ役の職員の指導を

行った。研修会には 12 名の参加があった（医師 1名、看護師 4 名、PT1 名、OT2 名、ST2名、心

理 1名、MSW1名）。 

（ウ）高次脳機能障害と失語をもつ患者さまのご家族に対する学習会として、病院高次脳機能障害リ

ハビリテーション委員会として「失語症家族学習会」の立ち上げを支援し、3月 29日に第 1回を

開催した。 

（エ）高次脳機能障害専門外来において、高次脳機能障害者の社会復帰（復職・復学）に対して多面

的に取り組み、高次脳機能障害に対応できる病棟（4東）の責任者をつとめた。毎週、X線カンフ

ァレンスやケース会議（CC）で症例検討を行った。対応困難例に対しては認知 CCを適宜開催した。 

   貴重な症例は、国内の学会・論文で発表した。（日本高次脳機能障害学会、日本リハビリテーシ

ョン医学学術集会） 

   平成 29年度第 34回業績発表会において、病院高次脳機能障害に関する 4題の演題を、リハビ

リテーション部と共同で発表した。「高次脳機能障害者の自己認識と心理状態との関連」、「重度の

高次脳機能障害を呈した脳損傷者の認知症への移行と支援について」、「高次脳機能障害者で心理

的支援を中心に行いながら当センター病院から直接就労にいたった支援事例について」、「当院初

診時の神経心理学的所見からみた高次脳機能障害者の就労・非就労について」。 

（オ）高次脳機能障害者の復職を目標とした包括的訓練プログラムを 2例に実施した。 

（カ）標準意欲検査法（CAS）の臨床への導入を行った。 

（キ）高次脳機能障害者の地域社会参加を促進するために継続して高次脳機能評価入院を実施、16例

の患者に実施し、評価・指導・環境調整を行い、社会復帰支援を行った。外来でも慢性期の患者

に対して評価・指導・環境調整を診療や支援を並行して継続して行った。 

（ク）自立支援局生活訓練に入所した高次脳機能障害者を対象としてリハビリテーション実施意見書

を 27名に作成した。病院から移行した 18名の患者に対しては、自立支援局利用中も外来で診察

を継続し、社会参加促進を図った。 

（ケ）「復職・復学を目標とした高次脳機能障害者のリハビリテーション」の講義を順天堂大学医学部

大学院「ライフサイクル医学」で行った。 

（コ）文部科学省研究費による「機能的 MRIと脳波・脳磁場同時記録を用いた脳損傷者の安静時機能

的脳結合の解明」の研究課題（研究代表者）を継続している。音楽聴取による脳の可塑性や、機

能的 MRIを用いた脳損傷者の安静時脳活動についての結果をまとめている。 

（サ）文部科学省研究費による研究課題（研究分担者）「記憶障害を呈した若年脳損傷者の生活支援、

社会支援に関する研究」の平成 29年度研究成果報告分担研究報告を、平成 30年 3月 16日に埼玉

県立総合リハビリエーションセンターで行った、分担報告省を作成中である。 

（シ）日本医療研究開発機構研究課題「高次脳機能障害支援における血液バイオマーカーの活用に関
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する研究」の分担研究を行っている。 

（ス）健康安全管理委員会の健康管理医として、導入されて 2年目となる「ストレスチェック」の面

接や集団分析の解釈を行い、センター職員の健康管理を行っている。 

⑤ 眼科 

（ア）当科の最大の特色であるロービジョンケアに重点的に取り組むため、日本ロービジョン学会評

議員のひとりである眼科医師に週 1回非常勤としてロービジョン外来に参加してもらい、より専

門に特化した外来体制を強化した。これまでもロービジョンケースカンファレンスは行っていた

が、平成 30年 1月より毎週水曜日午後に眼科・ロービジョン訓練のスタッフのみならず、研究所、

自立支援局のロービジョン関連のスタッフと合同で今まで以上に定期的、頻回に開催し、横断的

に意見交換できる場を増やした。同時期よりロービジョン関連の勉強会を不定期に開催し、関連

職員の知識向上の機会を設けた。 

（イ）平成 29年 11月より、研究所と連携し、ロービジョンケア対応を行った患者のデータベースを

作り、運用している。 

（ウ）眼科入院患者の延べ人数は、49人（一日平均 0.1人、前年度比 52.1％）、外来患者の延べ人数

は 3,186人（一日平均 12.8人、前年度比 65.7％）であった。 

⑥ 耳鼻咽喉科 

耳鼻咽喉科においては、昨年度に引き続き、原因診断に基づいた聴覚リハビリテーションと全国

的に対応施設が不足している吃音患者へのリハビリテーションを重視して運営した。平成 29年度の

外来患者数は 5,602人（前年比 94.1％）で、１日平均外来患者数は 22.5人であった。 

（ア）難聴患者への聴覚リハビリテーションは先天性難聴の遺伝子診断、先天性サイトメガロウィル

ス感染診断、放射線技師と連携した画像検査、臨床検査技師と連携した精密聴覚検査を実施した

上で、難聴原因診断に基づく診療を継続した。また残存活用型人工内耳（EAS）や新型の人工内耳

スピーチプロセッサ、デジタル方式補聴援助システムなど、新しい機器を積極的に取り入れたリ

ハビリテーションを展開した。成人の補聴器適応患者は、木曜・金曜午後の補聴器外来において

言語聴覚士による補聴器適合検査や補聴器技能者と連携した補聴器のフィッティングを行った。

小児難聴患者は金曜午後の小児難聴外来において、言語聴覚士と連携の上、補聴器のフィッティ

ングを行い言語聴覚訓練につなげた。また聴覚障害に発達障害を併せ持つ症例は児童精神科と連

携し、視覚障害と聴覚障害とを合併する症例は眼科と連携して対応した。 

（イ）人工内耳手術適応患者は、言語聴覚士と連携し、成人は一般外来、小児は小児難聴外来で術前

評価を行い、術前リハビリテーションを行った。手術は引き続き当院での施行が難しいため、東

京の手術協力施設と連携し、入院手術のみを協力施設にお願いして、術後のリハビリテーション

を当院で行う方針を継続している。 

（ウ）嚥下障害・気管カニューレ管理に関しては火曜午前の嚥下外来を中心に院内外の嚥下機能障害

患者や気管切開患者の管理を行った。言語聴覚士、放射線科、栄養管理室と連携して嚥下造影検

査を随時行った。また月 1回第一金曜日に非常勤医師として浜松市リハビリテーションセンター

の金沢英哲医師に嚥下専門外来に来てもらい、対応に苦慮する嚥下障害患者の評価と方針決定を

行った。 

（エ）18歳以下の言語障害患者は、火曜午前に言語発達遅滞・構音障害外来と小児吃音外来とに分け

て、受入れ患者枠を増やして対応した。言語発達遅滞・構音障害については比較的外来予約に余

裕があったが、小児吃音外来については予約が取りにくい状況が継続した。初回の外来診察後は、



 

－ 95 － 

言語聴覚士による評価・指導・訓練へと進み、結果説明や再評価は一般外来で対応した。また言

語障害に発達障害を併せ持つ症例は児童精神科と連携し対応した。 

（オ）成人の吃音患者に対しては、月曜午後に成人吃音相談外来を行っており、全国的に数少ない成

人の吃音患者に対する専門的なリハビリテーション施設として対応した。遠方からの患者も多く

いることから、可能な限り初診の段階で評価から方針決定までを一括して行った。日本医療研究

開発機構（AMED）の障害者対策総合研究開発事業の研究とも連携して、先進的なリハビリテーシ

ョンを展開した。常に予約は満員の状態が継続した。児童精神科との連携も継続して行った。 

（カ）耳鳴患者に対して、水曜午後に耳鳴外来を行い、頑固な耳鳴に悩む患者を対象に診療を継続し

た。 

⑦ 歯科 

（ア）29年度の延患者数は 1,772人であった。その割合は、センター外から受診された方 66.3％、他

科入院中の歯科受診の方 21.2％、自立支援利用の方 12.5％であった。歯科は障害をお持ちの方の

診療を中心に行っている。障害の内訳は脊髄損傷 53.9％、脳血管障害 14.8％、頭部外傷 4.4％、

切断 3.8％、視力障害 6.0％であった。 

（イ）歯科には４台の診療台があるが、２台は車椅子専用歯科診療台で、車椅子乗車の状態で診療が

受けられる。29年度は 43.3％の方がこの診療台を使用した。 

（ウ）昨年度に引き続きセンター外から受診されている方のリコール・定期検診を行い、口腔管理の

充実を図った。すなわち患者さんの症状や状況に応じて、スケーリング、口腔ケア、口腔衛生指

導等を行うことにより健全な口腔環境の維持を図った。 

⑧ 研究検査科 

主な事業は、センター自立支援局で訓練等を行っている利用者への健康診断サービス、急変した

患者や利用者への緊急医療支援及び各診療科への中央サービスを行うにあたり、障害者への負担軽

減に配慮した生理機能検査、検体検査およびＸ線等を用いた画像検査を行った。そして、今年度も

引続きＪＰＣの医学的管理サポートプログラムの支援協力を平日及び休日に行った。臨床検査科で

は輸血検査用の血球洗浄遠心機と誘発筋電図検査装置が機器更新された。現在、当検査室で行って

いない数種類の誘発筋電図検査にも対応している誘発筋電図検査装置のため、今後は研究所と連携

して技術を取得し新しい検査項目にも対応してゆく予定である。 

新病院への移転後は、画像診断関係の一新された機器は順調に稼働している。また、臨床検査部門

の機器は移設によって運用が始まっているが、早急な機器の更新が課題である。特徴的なところで

は、①ＭＲＩでは、機能的検査やスペクトロスコピーに病院および研究所各部門から期待がよせら

れ、数部門から研究申請がされ運用が始まり、研究成果が報告されている。②ＣＴでは、質的診断

が可能になることから異所性化骨や痛風の画像が可能になるなど、早期診断可能性を模索中である。

③ＸＴＶでは、周辺機器に筋電図とハイスピードカメラを初期導入したことは医療のなかでは初め

てである。従来は形態画像を中心に行っていたが、これらを用いることで新たな検査手法の確立に

努める予定である。④骨塩定量では、高機能を有した機器を導入したことから、障害を伴った患者

への検査の確立が求められていることから、今後は臨床検査部門と画像診断部門の情報の提携をす

ることで推進が図られる予定である。 

平成 27年度から所沢地区感染症地域連携ミーティングに参加しており、最新の感染情報を共有する

場として大いに活用している。さらに毎週ＩＣＴラウンドを実施することで院内感染対策への推進

をはかり、病院の事業収益に寄与している。今後も継続する予定である。 
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最後に、研究検査科では例年行っている地域連携として、他施設および他の医療技術者との研究活

動や地域参画の一環でもある「市民健康まつり」、「市民公開講座」などで地域の啓蒙活動を行った。 

⑨ 児童精神科 

（ア）平成 29年度は、医師３名、言語聴覚士１人、心理療法士の 1人、秩父学園より作業療法士１人

が週に半日、学院より心理療法士 1人が週に半日、外来業務を担当する体制で児童精神科外来を

実施した。平成 29年度外来患者数は、延べ 2223名であった。初診患者数は 82名で、未就学児か

ら 30歳以上まで、幅広い年齢層の発達障害者が受診している。平成 29年 11月より 16歳未満の

受診患者について思春期加算を診療内容は医師による診察・診断、言語聴覚士、心理療法士によ

る検査・評価、診断後の家族支援、学校や職場へのコンサルテーション、ショートケアへの参加

勧奨を行い、診断後の支援の充実を図っている。 

（イ）新患患者に占める割合は平成 29 年度は自立支援局からの紹介が 1 人、教育機関からの紹介が

18人、院内紹介が 34.1％だった。関係者会議は 42回実施し、院内の眼科や耳鼻咽喉科の担当者

とは定期的に合同カンファランスを行った。 

（ウ）平成 26年４月より、潜在的なニーズの高い思春期の発達障害者を対象に精神科ショートケアを

継続しており、平成 29年度は在籍者は 8名、延べ 49回実施した。 

（エ）平成 27年７月より、吃音外来担当医師と共同し、月に１回、成人吃音患者でうつ病や社交不安

障害を合併した人を対象とした小集団精神療法グループを開始した。平成 29年度は１回１時間を

２時間に増やして実施した。在籍者は 5名で延べ 12回実施した。 

（オ）居住地が遠方である場合や、外来検査だけでは診断が難しいと思われる患者には、入院による

評価・観察・診断を行った。平成 29年度は計 1名の評価入院および 4名の生活訓練のための入院

を行った。 

（カ）病院秩父外来は、内科医１名、小児科医１名が、秩父学園に週半日ずつ出向き、園生の診療、

健康管理に当たっている。平成 29年度の秩父外来の予約数は 308名、予約外受診は 49名、延べ

357名が受診した 

 

（２）薬剤科 

① 患者が持参した薬の一包化、指示変更になった処方薬の再調剤を医師の指示のもと行っている。

この取り組みは残薬、廃棄薬、重複薬をなくす取組みとして、医療費抑制、医療安全の面から、注

目を浴びている。231件実施した。 

 

（３）リハビリテーション部：肢体不自由リハビリテーション部門 

① 理学療法 

（ア）脊髄損傷者に対しての理学療法の充実 

完全・不全脊髄損傷者に対し有効な理学療法について検討し実施している。 

（イ）多肢切断を含む下肢切断者に対しての理学療法の充実 

様々な下肢切断者に対し有効な理学療法について検討をし実施している。 

（ウ）補装具・車いす相談サービスの充実 

各障害に合わせた補装具・車いすの相談～選定～調整を充実している。 

（エ）シーティング適合サービスの充実 

20年間以上継続しているシーティング適合サービスで確立されたシステムがある。実績から得
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られた成果に基づき今後の課題について検討した。その結果から評価、対応方法で必要な項目の

追加をして実施している。 

② 作業療法 

（ア）高次脳機能障害のリハビリテーションの充実 

ａ．平成 28 年度に高次脳機能障害を呈した学生、特に義務教育課程である小・中学生の復学

支援を目的に、家族や教師を対象に試作した復学を支援する当事者（小・中学生）の家族・

学校関係者向けのパンフレットを 2 例に用いて指導した。また、パンフレットの対象外では

あったが高等教育課程 3例にも用いて指導した。試用した義務教育課程、高等教育課程とも

に良好な復学支援が行えた。 

更に、発達情報センター長の助言に基づき内容を改訂した。 

（イ）頚髄損傷のリハビリテーションの充実 

ａ．入院リハビリテーションを施行した高齢頚髄損傷者の ADLの到達度、訓練・環境調整内容

を整理するため、平成 26年 1月から平成 28年 1月に入院作業療法を実施した 65歳以上の頚

髄損傷者 22名について調査した。対象の 70％は転倒による不全麻痺で、ADLに介助が必要だ

ったが家族の援助や公的サービスを利用して在宅復帰していた。疼痛や痺れ、痙性、易疲労

性、依存傾向などにより訓練に消極的な者が約半数いた。 

ｂ．平成 26年 1月～平成 29年 1月の間、入院作業療法を実施した外傷性頚髄損傷による運動

完全麻痺者を対象に、回復期病棟から入院した患者と急性期病棟から入院した患者の機能的

帰結を比較検討した。機能的帰結や当院入院期間に差はなかった。回復期病棟から入院した

患者は受傷からリハビリテーション終了までの期間が有意に長かった。結果は、第 52回日本

脊髄障害学会で報告した。 

ｃ. 高位頚髄損傷の入院患者 2例に対して、iPad操作練習および、使用する自助具の作成や調

整を実施した。タッチパネルの操作感度がきわめて優れているカーボンファイバー製ハンド

スティックを開発し、その開発経験から市販のタッチパネル用ペンの操作感度向上の方法（金

属テープの活用）を見いだした。 

ｄ. 研究所、自立支援局、病院の医師、看護師、エンジニア、ＰＴ、ＯＴが連携し、昨年度まで

に試作した自立用及び介助用の排泄・入浴用車椅子を用いて、今年度は頚髄損傷者 5例、脳原

性疾患 1例に使用して訓練を実施した。 

平成 27年～平成 30年 3月の間、21名に試用し 17名にアンケート調査を行った（5名が排

泄に、8名は入浴、4 名が排泄と入浴）。座位の安定性は、排泄、入浴ともに良好であった。

排便では、排便時間の短縮に有効との回答であったが便器との高さ調整や座面の大きさ等の

問題点を指摘され改良した。入浴は、臀部や下肢の洗体が十分に行えないことがわかった。 

ｅ．学院の義肢装具士と協力し上肢装具を製作し訓練を実施している。今年度は、 Guillain-Barre

症候群による四肢麻痺患者 1 名の肘拘縮矯正用装具を使用したところ。ROM は改善し病棟での

食事動作が可能になった。 

  自立支援局利用者 1 名（頚髄損傷）の肘関節拘縮予防用装具について医師、自立支援局 PT、

OT、学院 PO、病院 OTで検討し夜間装具を製作し、肘関節可動域維持に効果が得られた。 

  回内装具は高位頚髄損傷者 1名に食事動作獲得を目的に試したが、装具を装着して肘屈曲や

前腕回外を行うには上腕二頭筋の筋力が十分ではなく、装具の効果が十分には得られなかった

ため、製作には至らなかった。 
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（ウ）上肢切断のリハビリテーションの充実 

 ａ．先天性上肢形成不全児の義手訓練 

幼児や女児を対象に新しい筋電分離訓練機器(玩具)を製作した。この機器は、遊ばせながら

筋収縮訓練、測定、家族（両親）指導が行え、有効であった。 

6名（小学校低学年児 2名、年長児 1名、年中児 1名、3歳児 2名）の義手を使用した活動に

ついて調べた。幼稚園・保育園児では、縄跳び、鉄棒、楽器の演奏、工作に義手を使用してい

た。小学生は、低学年では学校で義手を使用する機会は少なく、自助具の工夫が必要と想われ

た。 

  小児が幼稚園や学校の活動で必要な自助具を検討、製作している。鉄棒用自助具を 5例に試

用した。ぶら下がることに有効であるが、逆上がりや足かけ周りなどの動作には適していない

ため、新たな工夫が必要であることを確認した。その他、書字用・お遊戯用自助具を各 1例に

製作した。 

  義肢装具士と協力して自転車用義手の試作を行った。上腕での形成不全児に使用し、自転車、

野球ゲームなどで有効であり、患児や両親に好評で継続して使用されている。 

ｂ．筋電義手リハビリテーションの充実と普及 

エンジニア、OT、POで協力して製作した筋電分離訓練用玩具を使用して、健常成人 5例の筋

電分離に関するデータを測定した。また、より適切に測定するため機器を改良した。 

先天性上肢形成不全児は就学にあわせて義手の申請を行っているが、昨年度までの 2例に続

き、今年度も 1例の筋電義手の支給が決定した。 

（エ）発達障害者への医療 

発達障害が原因で社会的不適応をきたしていると思われ、評価を目的として入院した成人患

者 2例に対し、標準化されたテストバッテリーに加え、環境設定下での作業遂行など独自の評

価法を用いて解決策を検討した。その他、1名に外来で評価、指導を行った。 

③ 運動療法部門（リハビリテーション体育） 

（ア）頸髄損傷者の運動療法の充実 

頸髄損傷者の全身持久力および運動耐性の現状について、科学的な測定方法（運動負荷テスト

や耐乳酸性能力測定およびフィールドテスト）の再検討を行い簡易方法化について 4名のデータ

を収集した。 

 

（４）リハビリテーション部：言語・聴覚障害リハビリテーション部門 

① 人工内耳装用児を含む聴覚障害児および、言語発達遅滞児などの言語障害児の地域参加の支援 

（ア）「聴覚障害児の療育・教育に関する連絡会議」を以下の通り開催した。 

期  日：平成 29年 7月 27日 木曜 10：00～15：00 

内  容：難聴の基礎、難聴の聞こえと難聴児、補聴器および人工内耳の基礎についての講義

分科会、質疑応答 

参加人数：保育園・幼稚園・学校担任等 38名 

（イ）「子どもの言語障がいに関する勉強会」を以下の通り開催した。 

「第１回子どもの言語障がいに関する勉強会」 

期  日：平成 29年９月 21日 木曜 9：30～11：30 

内  容：聴力検査、言語発達遅滞検査の体験学習や講義および意見交換 
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参加人数：保健師 9名（6施設） 

「第２回子どもの言語障がいに関する勉強会」 

期  日：平成 30年１月 18日 木曜 9：30～11：30 

内  容：吃音、構音障害についての講義および意見交換 

参加人数：保健師 11 名（6施設） 

② 発達障害情報・支援センター並びに児童精神科との連携 

言語聴覚障害のある児・者のうち知的障害と難聴、発達障害と難聴のような重複症例について、

児童精神科と連携して、評価、診断、支援を実施した。耳鼻咽喉科・児童精神科との連携会議を

定期開催（8回）し、対応を協議した。 

 

（５）リハビリテーション部：ロービジョン訓練 

① 視覚障害者のリハビリテーションの充実 

外来患者に対するロービジョン訓練の充実を図るために、新規対象者 108例に対してロービジョ

ンケアを実施した。また、入院によるロービジョン生活訓練は、ロービジョン訓練患者 4例、他科

入院患者 6例の計 10例に対して実施した。 

② 視覚障害の自立支援局利用者に対する眼科診療・ロービジョンケアの提供 

利用者診察枠を設け、自立支援局の視覚障害利用者が授業や訓練等に支障なくロービジョンケア

の対応が可能となる体制を整えた。その結果、ロービジョンケアを行った利用者総数は 66名であり、

その内訳は診察対応が 62名（138件）、視覚補助具選定等の対応は 7名（15件）であった。 

③ ロービジョンケアマニュアルの作成 

  乳幼児から高齢者まで幅広い年齢層に対応したロービジョンケアの一層の充実を図るために、ロ

ービジョンケア対象者の年齢別ケア内容の分析結果をまとめ、その結果を元にロービジョンケアマ

ニュアル作成に着手した。 

ロービジョンケアマニュアルのうち、以下の 4項目のマニュアルを作成した。 

（ア）ロービジョンケア開始時の問診 

（イ）視覚補助具の算定倍率の求め方 

（ウ）視覚補助具の選定（眼鏡式） 

（エ）視覚補助具の選定（手持ち式拡大鏡） 

④ 臨床研究開発機能の強化 

（ア）研究所と連携し、ロービジョン患者の白内障手術後の目標屈折値に関するデータの収集を行っ

た。得られた 55例のデータ解析に着手したなかで、強度近視で両眼白内障手術を受けたロービジ

ョン患者 24名を対象に解析を進めた。その結果について、第 18回日本ロービジョン学会学術総

会（平成 29年 5月 20日～21日）でポスター発表を行った。 

（イ）網膜色素変性症を対象に、歩行時の眼球運動(サッケード)と日常生活動作のアンケート結果と

相関を求めた結果、眼球運動を頻繁に行うことで日常生活において視野狭窄による視覚情報の入

力制限を補っていることが推察された。この結果を第 18回日本ロービジョン学会学術総会（平成

29年 5月 20日～21日）で発表した。  

⑤ 地域・関係部門との連携体制の強化 

患者の会主催の未成年のロービジョン患者を対象とした研修会（平成 29年度１回開催）への協力

を行った。 



 

－ 100 － 

期日  ：平成 29年 8月 5日（土）11:00～14：00 

場所  ：国立障害者リハビリテーションセンター 本館 会議室 

内容  ：視覚障害児を持つ父母対象の勉強会 

参加人数：11家族 29名、サポーター16名 

 

（６）リハビリテーション部：臨床心理部門 

① 高次脳機能障害者 

高次脳機能障害者に対する心理テストバッテリーの再検討に向け、過去、臨床心理部門で担当し

た重複障害者のデータ 44件を元に質問項目を整理し、「重複障害者（主に、脊髄損傷者）に対する

初回面接票」を作成した。 

② リハビリテーション心理職研修会の実施 

心理部門が担当責任者となり、学院と協力しながら企画運営を行い、リハビリテーション心理職

研修会を実施した。高次脳機能障害者への心理的支援、アセスメント、グループワークによる事例

検討等のプログラムを組み、成功裏に終わることができた。 

③ 心理査定等の件数は前年度比 89.2％であった。但し、平成 29年度 10月より常勤が 1名病欠とな

ったことで実数は減っているが、一人あたり件数の前年度比は 97.6％とほぼ前年度水準に推移して

いる。 

 

（７）再生医療リハビリテーション室 

脊髄損傷に対する再生医療（細胞移植治療）を受けた症例に対する機能再獲得訓練を実施するため

に病院、研究所、自立支援局のスタッフから構成される部門として平成 28年 7月に新設された。先進

的な訓練技術、評価方法を病院で実践するための部門間の調整、倫理委員会への申請を実施した。実

際に１名の再生医療治療後の症例を受け入れ、多面的な評価とともに、研究所機能を活用したロボット

リハビリ、従来の理学療法による体幹強化・装具歩行、バイオフィードバック訓練の実施を開始した。 

 

（８）医療福祉相談部門 

① 看護師の配置 

平成 29年度より、看護師 2名配置（1名は外来併任）され、入院前から退院後までの支援に介入

し、地域関係機関との連携の強化、専門的医療ケアの充実に努めた。 

② 入院相談患者の支援の充実 

入院相談患者について、紹介元の関連機関との連携強化と共に、受診・入院前からの迅速な情報

収集を行い、医療相談室看護師と病棟看護師との連携の充実や自立支援局への円滑な移行、患者及

び家族への社会復帰に向けた支援を充実させた。 

③ 高次脳機能障害患者の社会復帰支援 

高次脳機能障害者の社会復帰に向けた支援として、自立支援局の生活訓練及び就労移行支援の利

用、就学・復学に向けた連絡調整、復職に向けた職場及び障害者職業センターなどの関係機関との

カンファレンス等を行った。 

④ 自立支援局との連携強化 

自立支援局総合相談課と月に 1回程度の定期的な会議を行い、施設利用希望者の円滑な移行に向

けた情報共有や調整を行ったことにより、病院から自立支援局への利用移行者が大幅に増加した。 
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⑤ 地域関係機関との連携 

地域医療連携会議への参加や自立支援局との合同訪問による募集活動などを行い、地域医療機関

との連携に努めた。 

⑥ 医療相談の件数は、前年度比 109.5％であった。 

 

（９）看護部 

【平成 29年度の方針及び主な活動】 

① 部署のめざす看護を明確にして看護の質向上に努める 

（ア）脊髄損傷患者の排便コントロール獲得に向けたケアを推進する。 

外来は受診した患者をスクリーニングし、排便コントロール不良な患者の状況をアセスメント

し排便コントロールが獲得できるように指導した。病棟は排便日誌の使用を定着するように実施

した。排便日誌からデータベースを作成し 138例のデータを収集した。 

（イ）脊髄損傷患者の感覚障害や麻痺に起因する褥瘡や皮膚損傷の予防を図る。 

マットレスの選択基準を使用し評価した。褥瘡対策・ケアマニュアルが改定されたため周知し

実践した。皮膚・排泄ケア認定看護師の回診・健康相談・患者指導等の活動は継続的に行なった。 

（ウ）高次脳機能障害の症状に対して適切な看護ケアを提供し、在宅生活の質向上に向けた家族支援

をする。 

高次脳機能障害の見直しを行い退院支援、患者指導、家族指導の項目を改定した。 

（エ）発達障害・視覚障害の症状に対して適切な看護ケアを提供する。 

「発達障害の評価入院の看護」「視覚障害患者の看護」の手順書を使用しケアを実施し課題を明

確にした。 

（オ）障害者の健康増進に必要な情報提供、生活指導をする。 

高次脳機能障害患者が退院する時は、「高次脳機能障害について理解を深めていただくために」

のパンフレットを使用し指導した。褥瘡の患者が入院した場合は、褥瘡対策・ケアマニュアルの

中にある「褥瘡予防～快適な社会生活を送るために～」のパンフレットを使用し指導した。 

（カ）主体的に自らのキャリア開発に努め、日々の看護につなげる。 

 クリニカルラダーが目指すのは、「自己課題が明確になり、目標を持ち主体的に学習する」「個

人のキャリアプランに応じて、継続的に学び続けることができる」である。平成 28年度は院内継

続教育システムのクリニカルラダーを、「標準化された日本看護協会の看護師のクリニカルラダ

ー」に基づき見直し、平成 29年度からは看護師の能力開発や評価システムとして運用を開始した。 

② 患者の権利を擁護し、安全・安心な看護ケアを提供する 

  患者に安全・安心なケアを提供するために、接遇に対する意識が向上するように看護師長が患者

満足度調査の結果を部署ごとに分析し指導をした。5S活動としては、安心して入院生活が送れる環

境を提供するために、療養環境調査を実施した。調査結果より各部署の課題を見出し取り組んだ。

急変時に安全に使用できるように救急カートの薬品の整理と点検表を改定した。患者に安全に配薬

できるように誤薬防止のダブルチックの問題点を明確にし今後のシステム構築につなげた。感染予

防策として手指衛生の 5つのタイミングを遵守するために、リンクナース委員会が啓発を実施し、

使用量は昨年度の 2倍になった。倫理的問題に対する解決能力を高め、次年度から各部署での倫理

的カンファレンスが開催できるように、看護師師長対象の「倫理研修会」を 2回開催した。 

 



 

－ 102 － 

③ 入院患者の退院支援を推進し、地域社会で生活できる体制を構築する。 

平成 28年度から医療相談室に 4名の看護師が配置された。入院の相談業務や医療ニーズがある患

者の退院支援を実施した。地域との連携強化に向け訪問看護ステーション、急性期病院、保健所、

在宅介護支援センターなどに訪問し情報交換をした。 

センター学院におけるリハビリテーション看護研修会は、テーマを「退院支援 生活の場へ向け

て」とし実施し、退院支援の知識向上に向け、看護師長、看護師、医療相談室の看護師が参加した。 

 
 

表３－１ 科別入院患者延数 （人）  表３－２ 科別外来診療延数 （人） 

区 分 利用者 一般 計 
前年度 

実 績 

対前年比

（％） 

 
区 分 利用者 一般 計 

前年度 

実 績 

対前年 

比(％) 

内 科 4 20 24 0 -  内 科 316 1,619 1,935 2,286 84.6 

精 神 科 - - - - -  精 神 科 295 4,239 4,534 4,449 101.9 

神 経 内 科 53 2,849 2,902 2,631 110.3  神 経 内 科 413 1,650 2,063 2,175 94.9 

児 童 精 神 科 0 87 87 106 82.1  児 童 精 神 科 14 2,209 2,223 2,122 104.8 

外 科 - - - - -  外 科 - - - - - 

整 形 外 科 172 2,794 2,966 2,613 113.5  整 形 外 科 987 7,025 8,012 6,811 117.6 

ひ 尿 器 科 0 0 0 0 -  ひ 尿 器 科 628 1,852 2,480 2,287 108.4 

眼 科 0 49 49 57 86.0  眼 科 344 2,842 3,186 3,539 90.0 

耳鼻いんこう科 0 0 0 0 -  耳鼻いんこう科 82 5,520 5,602 5,948 94.2 

ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ科 533 19,706 20,239 20,660 98.0  ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ 科 682 3,734 4,416 6,120 72.2 

消 化 器 科 - - - - -  消 化 器 科 - - - - - 

歯 科 - - - - -  歯 科 322 1,450 1,772 1,924 92.1 

計 762 25,505 26,267 26,067 100.8  計 4,083 32,140 36,223 37,661 96.2 

  比率（％） 2.9 97.1 100.0     比率（％） 11.3 88.7 100.0   

 

表３－３ 入院患者状況 患者数：人、対前年比：％  表３－４ 外来診療件数件数：件、対前年比：％ 
区分 

 

月別 

在院 

患者延数 

新入院 

患者数 

退院患者

数 

月末在院患

者数 

取扱実人

数 

 区分 

 

月別 

外来患者延数 利用者 一般者 計 

４ 2,228 32 34 72 106  ４ 2,906 119 1,541 1,660 

５ 2,369 34 27 79 106  ５ 3,012 129 1,554 1,683 

６ 2,324 30 41 68 109  ６ 3,294 132 1,626 1,758 

７ 2,274 35 23 80 103  ７ 2,916 120 1,587 1,707 

８ 2,659 34 27 87 114  ８ 3,075 77 1,695 1,772 

９ 2,381 27 38 76 114  ９ 3,087 138 1,599 1,737 

10 2,359 35 38 73 111  10 3,011 141 1,526 1,667 

11 2,224 32 28 77 105  11 3,078 136 1,568 1,704 

12 2,207 22 38 61 99  12 3,015 130 1,541 1,671 

１ 1,864 26 31 56 87  １ 2,813 129 1,509 1,638 

２ 1,537 32 23 65 88  ２ 2,784 143 1,443 1,586 

３ 1,841 34 41 58 99  ３ 3,233 126 1,700 1,826 

計 26,267 373 389  1,241  計 36,224 1,520 18,889 20,409 

28年度実績 26,067 378 373  1,221  28年度実績 37,661 1,381 19,487 20,868 

対前年比 100.8 98.7 104.3  101.6  対前年比 96.2 110.1 96.9 97.8 

 

表３－５ 機能回復訓練件数   （件）  表３－６ 医療福祉相談対応件数  （件） 

区分 利用者 一般 計 
前年度 

実 績 
対前年度比(％） 

 
区分 入院 外来 その他 計 

前年度 

実 績 

対前年度比 

(％) 

理 学 療 法 136 31,053 31,189 34,840 89.5  肢体不自由 7,578 533 4,088 12,199 10,581 115.3 
作 業 療 法 18 24,900 24,918 25,475 97.8  脳 障 害 2,869 1,333 1,270 5,472 5,218 104.9 
言 語 療 法 

（聴能・言語） 454 20,649 21,103 20,671 102.1  
聴 覚 言 語 

障  害 0 30 11 41 23 178.3 

視 能 訓 練 227 4,880 5,107 5,262 97.1  視 覚 障 害 12 77 35 124 373 33.2 
リ ハ 体 育 12,999 24,342 37,341 40,638 91.9  そ の 他 6 48 247 301 369 81.6 

計 13,834 105,824 119,658 126,886 94.3  計 10,465 2,021 5,651 18,137 16,564 109.5 
比率（％) 11.6 88.4 100.0    比率（％） 57.7 11.1 31.2 100.0   

 

表３－７ 心理指導延件数 （件） 

区分 入院 外来 計 前年度実績  対前年度比(％） 

計 1,721 2,660 4,381 4,911 89.2 

 比 率（％） 39.3 60.7 100.0   
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表３－８ 入院患者疾病の分類（平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日） 

記

号 

番

号 

疾 病 分 類 項 目 

内

科 

神

経

内

科 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
科 

消

化

器

科 

整

形

外

科 

眼

科 

耳
鼻
い
ん
こ
う
科 

ひ

尿

器

科 

外

科 

そ

の

他 
合

計 

C 902    ＰＯＥＭＳ症候群 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

D 434    脊髄腫瘍 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

D 434    頚髄腫瘍 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

D 480    脊椎腫瘍 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

D 71     慢性肉芽腫症 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

E 11     ２型糖尿病 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

E 143    糖尿病網膜症 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

E 144    糖尿病性末梢神経障害 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

E 713    副腎白質ジストロフィー 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

E 785    高脂血症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

E 880    酵素欠損症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

F 069    器質性精神障害 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 4 

F 072    外傷性脳症 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

F 432    適応障害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

F 849    自閉症スペクトラム障害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

F 99     精神障害 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 049    脊髄炎 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 049    髄膜脳炎 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

G 049    辺縁系脳炎 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 3 

G 09     脳炎後遺症 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

G 35     多発性硬化症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 360    視神経脊髄炎 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 4 

G 373    横断性脊髄症 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 408    症候性てんかん 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

G 471    過眠 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

G 610    ギラン・バレー症候群 0 0 10 0 0 0 0 0 0 0 10 

G 610    ビッカースタッフ脳幹脳炎 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

G 629    多発性神経炎 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 629    多発ニューロパチー 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 710    進行性筋ジストロフィー 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 728    上下肢筋不全麻痺 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 831    下肢麻痺 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 832    上肢麻痺 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 951    脊髄梗塞 0 0 2 0 1 0 0 0 0 0 3 

H 355    網膜色素変性 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 2 

H 409    緑内障 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

I 330    感染性心内膜炎 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 48     心房細動 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

I 499    不整脈 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 610    視床出血 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 610    被殻出血 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

I 619    脳出血 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 4 

I 633    アテローム血栓性脳梗塞 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 633    アテローム血栓性脳梗塞・慢性期 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 634    心原性脳塞栓症 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 635    小脳梗塞 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 639    脳梗塞 0 1 3 0 0 0 0 0 0 0 4 

I 675    もやもや病 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 679    脳血管障害 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

I 690    くも膜下出血後遺症 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

I 691    脳出血後遺症 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

I 693    脳梗塞後遺症 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 7 

L 039    蜂巣炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 
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記

号 

番

号 

疾 病 分 類 項 目 

内

科 

神

経

内

科 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
科 

消

化

器

科 

整

形

外

科 

眼

科 

耳
鼻
い
ん
こ
う
科 

ひ

尿

器

科 

外

科 

そ

の

他 

合

計 

L 89     仙骨部褥瘡 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

L 89     殿部褥瘡 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

L 89     褥瘡 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

L 89     褥瘡性潰瘍 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

L 984    皮膚潰瘍 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 169    変形性股関節症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 2167   足部変形 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

M 329    全身性エリテマトーデス 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 45-9   強直性脊椎炎 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 4712   頚椎症性脊髄症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 4806   腰部脊柱管狭窄症 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

M 4882   頚椎後縦靱帯骨化症 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 4884   胸椎後縦靱帯骨化症 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 4889   後縦靱帯骨化症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 512    腰椎椎間板ヘルニア 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 2 

M 512    第４・５腰椎椎間板ヘルニア 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

M 8199   骨粗鬆症 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

Q 059    脊椎披裂症 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 

Q 282    脳動静脈奇形 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

Q 774    軟骨形成不全症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

Q 850    神経線維腫症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

Q 871    ヌーナン症候群 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 200    無感覚症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

S 062    脳挫傷 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 069    脳損傷 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 141    下位頚髄損傷 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 3 

S 141    頚髄損傷 0 0 53 0 4 0 0 0 0 0 57 

S 141    上位頚髄損傷 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 2200   胸椎圧迫骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

S 241    胸髄損傷 0 0 7 0 2 0 0 0 0 0 9 

S 241    上位胸髄損傷 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

S 3200   腰椎圧迫骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

S 341    腰髄損傷 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 3 

S 430    肩関節脱臼 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 481    上腕切断 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

S 5250   橈骨遠位端骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

S 7291   大腿骨開放骨折 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 789    大腿切断 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

S 8231   脛骨遠位端開放骨折 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 8260   足関節外果骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

S 8280   足関節骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

S 860    アキレス腱断裂 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

S 889    下腿切断 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

S 9200   踵骨骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

T 093    脊髄損傷 0 0 2 0 7 0 0 0 0 0 9 

T 1420   骨折 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 1420   脱臼骨折 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 889    脳腫瘍摘出術後遺症 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 913    頚髄損傷後遺症 0 1 2 0 0 0 0 0 0 0 3 

Z 961    眼内レンズ挿入眼 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

Z ZZZ999 入院履歴期間該当科特定不能病名 0 5 134 0 17 0 0 0 0 0 156 

    合計 0 45 288 0 60 5 0 0 0 0 398 

(注) 本表の記号、番号、病名はＷＨＯによる疾病、障害及び死因統計分類(ＩＣＤ－10)による 



 

－ 105 － 

表３－９ 外来患者疾病の分類（平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日） 

記

号 

番

号 

疾 病 分 類 項 目 

内

科 
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内
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ョ
ン
科 
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化
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科 
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外

科 
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科 

耳

鼻
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ん

こ
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ひ

尿

器

科 

外
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科 

歯

科 

そ

の

他 
合

計 

6 829010 創部膿瘍 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

9 999999 右角膜実質炎 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 2 

A 049    細菌性大腸炎 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

A 081    ノロウイルス性胃腸炎 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

A 09     感染性腸炎 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

A 09     胃腸炎 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

A 09     急性胃腸炎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

A 09     急性腸炎 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

A 09     下痢症 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

A 499    細菌感染症 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

A 630    尖圭コンジローマ 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

A 803    脊髄性小児麻痺 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 3 

A 809    ポリオ 0 0 6 0 5 0 0 0 0 0 0 0 11 

B 009    単純ヘルペス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

B 023    眼部帯状疱疹 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

B 029    帯状疱疹 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

B 268    ムンプス難聴 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

B 300    流行性角結膜炎 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

B 309    流行性結膜炎 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

B 353    趾部白癬 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

B 353    足白癬 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 

B 91     小児麻痺後遺症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

C 139    下咽頭癌 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

C 419    軟骨肉腫 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

C 479    悪性末梢神経鞘腫 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

C 494    腹壁横紋筋肉腫 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

C 902    ＰＯＥＭＳ症候群 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

D 329    くも膜のう腫 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

D 361    神経節細胞腫 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

D 370    耳下腺腫瘍 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

D 380    喉頭腫瘍 0 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 4 

D 421    硬膜内髄外脊髄腫瘍 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

D 432    脳腫瘍 0 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 4 

D 434    脊髄腫瘍 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

D 434    胸髄腫瘍 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

D 434    頚髄腫瘍 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

D 440    甲状腺腫瘍 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

D 443    下垂体腫瘍 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

D 469    骨髄異形成症候群 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

D 480    脊椎腫瘍 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

D 481    皮下腫瘍 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

D 487    網膜腫瘍 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 
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D 509    鉄欠乏性貧血 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

D 699    出血傾向 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

D 71     慢性肉芽腫症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

D 869    サルコイドーシス 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

E 059    原発性甲状腺機能亢進症 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

E 10     １型糖尿病 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

E 11     ２型糖尿病 4 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 6 

E 113    ２型糖尿病性網膜症 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

E 14     糖尿病 2 0 1 0 1 2 0 1 0 0 0 0 7 

E 143    増殖性糖尿病性網膜症 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

E 143    糖尿病網膜症 0 0 0 0 0 27 0 0 0 0 0 0 27 

E 703    先天性白皮症 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

E 703    眼皮膚白皮症 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 3 

E 713    副腎白質ジストロフィー 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

E 780    高コレステロール血症 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

E 785    高脂血症 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

E 880    酵素欠損症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

F 059    せん妄 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

F 063    器質性気分障害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

F 069    器質性精神障害 0 3 2 0 0 0 0 0 0 142 0 0 147 

F 069    高次脳機能障害 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 

F 072    脳振盪後症候群 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

F 072    外傷性脳症 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

F 102    アルコール依存症 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

F 209    統合失調症 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

F 318    ２型双極性障害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

F 329    うつ病 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 

F 341    抑うつ神経症 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

F 412    混合性不安抑うつ障害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0 4 

F 419    不安障害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

F 429    強迫性障害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

F 432    適応障害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 34 36 

F 446    心因性難聴 0 0 0 0 0 0 16 0 0 0 0 0 16 

F 453    咽喉頭神経症 0 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0 6 

F 489    神経症 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

F 70     軽度知的障害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 

F 79     知的障害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 

F 809    言語発達遅滞 0 0 0 0 0 0 42 0 0 0 0 3 45 

F 809    言語障害 0 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 4 

F 819    学習障害 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 2 

F 840    自閉症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

F 841    自閉的特徴を伴う知的障害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 

F 842    レット症候群 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

F 845    アスペルガー症候群 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 
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F 848    自閉性精神発達遅滞 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

F 849    広汎性発達障害 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 17 19 

F 849    自閉症スペクトラム障害 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 41 44 

F 89     発達障害 0 0 0 0 0 0 3 0 0 1 0 0 4 

F 900    注意欠陥多動障害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 

F 985    吃音症 0 0 0 0 0 0 170 0 0 0 0 0 170 

G 039    視神経髄膜炎 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

G 040    急性散在性脳脊髄炎 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

G 049    脊髄炎 0 2 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 4 

G 049    脳炎 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 2 

G 049    髄膜脳炎 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 049    辺縁系脳炎 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 09     脳炎後遺症 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

G 20     パーキンソン病 0 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 3 

G 20     パーキンソン病Ｙａｈｒ３ 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 20     パーキンソン病Ｙａｈｒ４ 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 20     パーキンソン病Ｙａｈｒ５ 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 211    薬剤性パーキンソン症候群 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 231    進行性核上性麻痺 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 245    眼瞼痙攣 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 319    脊髄小脳変性症 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

G 35     多発性硬化症 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

G 360    視神経脊髄炎 0 1 3 0 0 1 0 0 0 0 0 0 5 

G 373    横断性脊髄症 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 402    側頭葉てんかん 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 408    症候性てんかん 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 409    てんかん 0 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 

G 439    片頭痛 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

G 442    挿間性緊張性頭痛 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 442    慢性緊張性頭痛 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 470    不眠症 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4 

G 471    過眠 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

G 472    睡眠リズム障害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 

G 473    睡眠時無呼吸症候群 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 513    顔面痙攣 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 522    両側性反回神経麻痺 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

G 540    胸郭出口症候群 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 540    上腕神経叢麻痺 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 546    幻肢痛 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 562    尺骨神経不全麻痺 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 563    橈骨神経麻痺 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 570    根性坐骨神経症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 573    腓骨神経麻痺 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

G 580    肋間神経痛 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
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G 600    シャルコー・マリー・トゥース病 0 1 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 4 

G 600    遺伝性運動感覚性ニューロパチー 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 610    ギラン・バレー症候群 0 4 8 0 1 0 0 0 0 0 0 0 13 

G 610    ビッカースタッフ脳幹脳炎 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 629    末梢神経炎 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 629    多発性神経炎 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 629    多発ニューロパチー 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 710    福山型先天性筋ジストロフィー 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

G 728    上下肢筋不全麻痺 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 803    アテトーシス型脳性麻痺 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 809    脳性麻痺 0 5 13 0 13 1 0 0 0 0 0 0 32 

G 811    痙性片麻痺 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

G 819    片麻痺 0 0 1 0 5 0 0 0 0 0 0 0 6 

G 821    痙性対麻痺 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

G 822    対麻痺 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 824    痙性四肢麻痺 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 831    下肢麻痺 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

G 832    上肢麻痺 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 838    脊髄麻痺 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

G 838    頚髄不全麻痺 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 3 

G 838    頚髄麻痺 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 839    弛緩性麻痺 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 903    多系統萎縮症 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

G 951    脊髄梗塞 0 1 5 0 2 0 0 0 0 0 0 0 8 

H 000    麦粒腫 1 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 3 

H 001    化膿性霰粒腫 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 5 

H 011    眼瞼皮膚炎 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 024    眼瞼下垂症 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 3 

H 041    ドライアイ 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 3 

H 042    流涙 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 101    アレルギー性結膜炎 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 1 4 

H 103    急性結膜炎 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 109    結膜炎 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 0 0 10 

H 110    翼状片 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 113    結膜下出血 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 4 

H 160    角膜びらん 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 161    表在性点状角膜炎 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 162    角結膜炎 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 169    角膜炎 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 3 

H 178    角膜白斑 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 179    角膜混濁 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 3 

H 186    円錐角膜 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 258    成熟白内障 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 259    加齢性白内障 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 
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H 269    白内障 0 0 0 0 0 34 0 0 0 0 0 0 34 

H 311    網脈絡膜萎縮 0 0 0 0 0 8 0 0 0 0 0 0 8 

H 311    網脈絡膜変性 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 312    全脈絡膜萎縮症 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 332    網膜剥離 0 0 0 0 0 7 0 0 0 0 0 0 7 

H 335    鎌状網膜剥離 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 348    網膜中心静脈塞栓症 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 348    網膜静脈分枝閉塞症 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 348    網膜中心静脈閉塞症 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 3 

H 350    網膜症 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 5 

H 351    未熟児網膜症 0 0 0 0 0 14 0 0 0 0 0 0 14 

H 352    増殖性硝子体網膜症 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 4 

H 353    黄斑円孔 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 353    黄斑変性 0 0 0 0 0 9 0 0 0 0 0 0 9 

H 353    加齢黄斑変性 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 5 

H 353    網膜前膜 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 4 

H 354    網膜周辺部変性 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 354    網膜変性 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 354    網膜格子状変性 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 355    黄斑ジストロフィー 0 0 0 0 0 7 0 0 0 0 0 0 7 

H 355    家族性滲出性硝子体網膜症 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 4 

H 355    錐体杆体ジストロフィー 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 3 

H 355    錐体ジストロフィー 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 4 

H 355    網膜色素変性 0 0 0 0 0 48 0 0 0 0 0 0 48 

H 355    黄色斑眼底 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 400    高眼圧症 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 400    視神経乳頭陥凹拡大 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 401    原発開放隅角緑内障 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 401    開放隅角緑内障 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 405    続発性緑内障 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 409    緑内障 0 0 0 0 0 58 0 0 0 0 0 0 58 

H 433    硝子体混濁 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 433    生理的飛蚊症 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 438    硝子体変性 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 438    飛蚊症 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 441    交感性眼炎 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 442    変性近視 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 445    眼球ろう 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 46     視神経症 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 472    視神経萎縮 0 0 0 0 0 27 0 0 0 0 0 0 27 

H 472    レーベル遺伝性視神経症 0 0 0 0 1 10 0 0 0 0 0 0 11 

H 473    視神経乳頭陥没 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 476    皮質盲 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 492    外転神経麻痺 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 
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H 499    眼筋麻痺 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 500    内斜視 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 500    調節性内斜視 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 501    外斜視 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 505    外斜位 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 520    遠視 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 521    強度近視 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0 0 6 

H 521    近視 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 4 

H 521    軸性近視 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 522    遠視性乱視 0 0 0 0 0 34 0 0 0 0 0 0 34 

H 522    近視性乱視 0 0 0 0 0 56 0 0 0 0 0 0 56 

H 522    混合乱視 0 0 0 0 0 8 0 0 0 0 0 0 8 

H 524    老視 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 530    弱視 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 3 

H 531    眼精疲労 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 531    羞明 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 532    複視 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 534    視野障害 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 3 

H 534    同名半盲 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 5 

H 534    半盲 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 534    ４分の１半盲 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 539    視力障害 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 539    視覚障害 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

H 540    黒内障 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 540    失明 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

H 55     眼振 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 3 

H 55     先天性眼振 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

H 605    急性外耳炎 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 

H 608    慢性外耳炎 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 609    限局性外耳道炎 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

H 610    耳介軟骨膜炎 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 612    耳垢栓 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

H 612    複雑耳垢 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

H 612    耳垢栓塞 0 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0 6 

H 659    滲出性中耳炎 0 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 4 

H 659    中耳炎後遺症 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 669    慢性中耳炎 0 0 0 0 0 0 8 0 0 0 0 0 8 

H 669    慢性中耳炎後遺症 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 669    急性中耳炎 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 669    慢性中耳炎急性増悪 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 690    耳管開放症 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 

H 699    耳管機能低下 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 71     真珠腫性中耳炎 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 741    癒着性中耳炎 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 
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H 809    耳硬化症 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

H 810    内リンパ水腫 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 811    良性発作性めまい 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 811    良性発作性頭位めまい症 1 0 0 0 0 0 8 0 0 0 0 0 9 

H 813    耳性めまい 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

H 814    頭位めまい症 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 900    両側性伝音難聴 0 0 0 0 0 0 8 0 0 0 0 0 8 

H 901    一側性伝音難聴 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 

H 902    伝音難聴 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 903    両側性感音難聴 0 0 0 0 0 0 187 0 0 0 0 0 187 

H 903    両側性高音障害急墜型感音難聴 0 0 0 0 0 0 12 0 0 0 0 0 12 

H 903    両側性高音障害漸傾型感音難聴 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

H 904    一側性感音難聴 0 0 0 0 0 0 27 0 0 0 0 0 27 

H 905    感音難聴 0 0 0 0 0 0 7 0 0 0 0 0 7 

H 905    急性低音障害型感音難聴 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 906    両側性混合性難聴 0 0 0 0 0 0 16 0 0 0 0 0 16 

H 907    一側性混合性難聴 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

H 908    混合性難聴 0 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 5 

H 912    突発性難聴 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 912    特発性両側性感音難聴 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 919    遺伝性難聴 0 0 0 0 0 0 11 0 0 0 0 0 11 

H 919    聴覚障害 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 2 

H 919    難聴 0 0 0 0 0 0 36 0 0 0 0 0 36 

H 919    片側聾 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 919    低音障害型難聴 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

H 931    耳鳴症 0 0 0 0 0 0 17 0 0 0 0 0 17 

H 932    聴覚過敏 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

I 10     高血圧症 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 

I 201    冠攣縮性狭心症 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 209    狭心症 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 330    感染性心内膜炎 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 498    洞不整脈 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 499    不整脈 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

I 609    くも膜下出血 1 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 3 

I 610    視床出血 0 2 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 5 

I 610    被殻出血 0 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 

I 613    橋出血 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

I 614    小脳出血 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 619    脳出血 0 1 4 0 6 0 0 0 0 1 0 0 12 

I 620    慢性硬膜下血腫 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 633    アテローム血栓性脳梗塞 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 633    アテローム血栓性脳梗塞・慢性期 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

I 633    血栓性脳梗塞 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 634    心原性脳塞栓症 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
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I 635    小脳梗塞 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 635    脳幹梗塞 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 639    脳梗塞 0 6 3 0 3 5 0 0 0 0 0 0 17 

I 675    もやもや病 0 0 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 3 

I 675    成人もやもや病 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

I 679    脳血管障害 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

I 690    くも膜下出血後遺症 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

I 691    脳出血後遺症 0 21 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 23 

I 693    脳梗塞後遺症 0 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17 

I 693    陳旧性脳幹梗塞 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

I 802    深部静脈血栓症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

J 00     感冒 12 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 13 

J 019    急性副鼻腔炎 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 

J 029    上咽頭炎 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

J 029    咽頭炎 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 

J 029    急性咽頭炎 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 

J 039    扁桃炎 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

J 060    急性咽頭喉頭炎 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

J 069    急性上気道炎 5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 

J 111    インフルエンザ 7 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 

J 111    インフルエンザ気管支炎 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

J 189    肺炎 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

J 209    急性気管支炎 6 0 0 0 1 0 2 0 0 0 0 1 10 

J 304    アレルギー性鼻炎 0 0 0 0 2 0 22 0 0 0 0 1 25 

J 310    慢性鼻炎 0 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0 6 

J 312    慢性咽頭炎 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

J 329    慢性副鼻腔炎 0 0 0 0 0 0 8 0 0 0 0 0 8 

J 340    鼻せつ 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

J 342    鼻中隔弯曲症 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

J 370    慢性喉頭炎 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

J 380    喉頭麻痺 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

J 380    声帯麻痺 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

J 381    声帯ポリープ 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

J 383    声帯萎縮 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 

J 387    喉頭蓋のう胞 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

J 40     気管支炎 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

J 42     慢性気管支炎 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

J 459    気管支喘息 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 

J 90     胸水貯留 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

K 053    辺縁性歯周組織炎 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

K 076    顎関節症 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

K 112    耳下腺炎 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

K 210    逆流性食道炎 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

K 259    胃潰瘍 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
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K 269    十二指腸潰瘍 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

K 295    慢性胃炎 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

K 317    胃ポリープ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

K 409    鼡径ヘルニア 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

K 560    麻痺性イレウス 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

K 589    過敏性腸症候群 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

K 590    便秘症 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 

K 769    肝機能障害 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

K 769    肝障害 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

K 802    多発胆石症 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

K 85     膵炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

L 031    膝部蜂窩織炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

L 031    肘部蜂窩織炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

L 039    蜂巣炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

L 039    蜂窩織炎 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

L 040    頚部リンパ節炎 1 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 3 

L 089    皮膚感染症 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

L 121    瘢痕性類天疱瘡 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

L 259    接触皮膚炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

L 299    皮膚そう痒症 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 

L 309    湿疹 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

L 309    鼻前庭部湿疹 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 

L 403    掌蹠膿疱症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

L 600    陥入爪 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

L 709    ざ瘡 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

L 84     鶏眼 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

L 84     胼胝 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

L 89     仙骨部褥瘡 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

L 89     殿部褥瘡 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

L 89     褥瘡 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

L 89     褥瘡性潰瘍 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 2 

L 984    皮膚びらん 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

L 984    皮膚潰瘍 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 0690   関節リウマチ 1 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 3 

M 1129   偽痛風 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 1313   手関節炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 1314   手指関節炎 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 151    ヘバーデン結節 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 163    形成不全性股関節症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 169    変形性股関節症 0 0 3 0 20 0 0 0 0 0 0 0 23 

M 179    変形性膝関節症 0 0 9 0 54 0 0 0 0 0 0 0 63 

M 189    母指ＣＭ関節症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 1991   変形性肩関節症 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 5 

M 1991   肩関節症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 
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M 1994   手指変形性関節症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 1997   変形性足関節症 0 0 1 0 4 0 0 0 0 0 0 0 5 

M 1999   変形性関節症 0 0 2 0 4 0 0 0 0 0 0 0 6 

M 200    手指変形 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 201    外反母趾 0 0 3 0 8 0 0 0 0 0 0 0 11 

M 2107   外反足 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 2137   下垂足 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 2147   扁平足 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 2147   開張足 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 2167   足部変形 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 4 

M 2399   膝内障 0 0 1 0 5 0 0 0 0 0 0 0 6 

M 2451   肩関節拘縮 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 2454   手指関節拘縮 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 2459   関節拘縮 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 2465   股関節強直 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 2549   関節水腫 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 2550   多発性関節痛 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 2551   肩関節痛症 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 3 

M 2552   肘関節痛 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 2554   手指関節痛 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 2555   股関節痛 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 2556   膝関節痛 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 2557   母趾関節痛 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 329    全身性エリテマトーデス 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 352    ベーチェット病 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

M 4129   特発性側弯症 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 4186   変性側弯症 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 4199   脊柱側弯症 0 0 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 4 

M 4306   腰椎分離症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 4316   腰椎すべり症 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 4 

M 4316   腰椎分離すべり症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 45-9   強直性脊椎炎 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 4654   胸椎化膿性脊椎炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 4659   化膿性脊椎炎 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 4712   頚椎症性脊髄症 0 0 2 0 7 0 0 0 0 0 0 0 9 

M 4722   頚椎症性神経根症 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 4 

M 4782   変形性頚椎症 0 0 4 0 20 0 0 0 0 0 0 0 24 

M 4782   頚椎症 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 3 

M 4784   変形性胸椎症 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 4786   変形性腰椎症 0 0 2 0 49 0 0 0 0 0 0 0 51 

M 4786   腰椎症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 4789   破壊性脊椎関節症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 4799   変形性脊椎症 0 0 1 0 4 0 0 0 0 0 0 0 5 

M 4800   広範脊柱管狭窄症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 



 

－ 115 － 

記

号 

番

号 

疾 病 分 類 項 目 

内

科 

神

経

内

科 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
科 

消

化

器

科 

整

形

外

科 

眼

科 

耳

鼻

い

ん

こ

う

科 

ひ

尿

器

科 

外

来 

精

神

科 

歯

科 

そ

の

他 

合

計 

M 4806   腰部脊柱管狭窄症 0 2 5 0 27 0 1 0 0 0 0 0 35 

M 4809   脊椎管狭窄症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 4809   脊柱管狭窄症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 4882   頚椎後縦靱帯骨化症 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

M 4884   胸椎黄色靱帯骨化症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 4884   胸椎後縦靱帯骨化症 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 4889   後縦靱帯骨化症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 502    頚椎椎間板ヘルニア 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 511    腰椎坐骨神経痛 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 512    胸椎椎間板ヘルニア 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 512    腰椎椎間板ヘルニア 0 1 4 0 13 0 0 0 0 0 0 0 18 

M 512    第４・５腰椎椎間板ヘルニア 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 519    腰椎椎間板症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 5312   頚肩腕症候群 0 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 3 

M 5456   腰殿部痛 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 5456   急性腰痛症 0 0 1 0 3 0 0 0 0 0 0 0 4 

M 5456   腰痛症 0 0 5 0 14 0 0 0 0 0 0 0 19 

M 5456   筋筋膜性腰痛症 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 5480   頚背部痛 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 6259   廃用性筋萎縮 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 6534   母指ばね指 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 6534   環指ばね指 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 6534   中指ばね指 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 6549   狭窄性腱鞘炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 6594   母指腱鞘炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 6594   手指腱鞘炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 674    手関節部ガングリオン 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 7032   肘関節滑液包炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 7046   膝蓋前滑液包炎 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 7056   膝関節滑液包炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 7197   足関節滑液包炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 7199   滑液包炎 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 750    肩関節周囲炎 0 0 2 0 11 0 0 0 0 0 0 0 13 

M 753    肩石灰性腱炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 7656   膝蓋骨腱炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 7666   アキレス腱周囲炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 7712   外側上顆炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 7782   肘周囲炎 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 7929   神経痛 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 7964   母指痛 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 7967   足痛 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 7969   下肢痛 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

M 8098   骨粗鬆症・脊椎病的骨折あり 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 8149   ステロイド性骨粗鬆症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 
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M 8168   脊椎骨粗鬆症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 8199   骨粗鬆症 1 0 4 0 36 0 0 0 0 0 0 0 41 

M 8415   大腿頚部偽関節 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 8509   線維性骨異形成症 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 8697   踵骨骨髄炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 8705   特発性大腿骨内顆骨壊死 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 8900   複合性局所疼痛症候群Ｉ型 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 925    オスグッド・シュラッター病 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

M 932    離断性骨軟骨炎 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

N 12     腎盂腎炎 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

N 189    慢性腎不全 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

N 201    尿管結石症 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

N 202    腎尿管結石 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

N 288    尿管瘤 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

N 309    膀胱炎 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 3 

N 319    神経因性膀胱 0 0 0 0 0 0 0 35 0 0 0 0 35 

N 328    過活動膀胱 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

N 390    尿路感染症 2 0 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 8 

N 40     前立腺肥大症 0 0 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 6 

N 433    陰のう水腫 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

N 765    腟部びらん 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

N 912    無月経症 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

N 946    月経痛 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

Q 059    脊椎披裂症 0 0 2 0 13 0 0 0 0 0 0 0 15 

Q 111    無眼球症 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

Q 112    小眼球 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

Q 120    先天性白内障 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

Q 131    無虹彩 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

Q 134    小角膜 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

Q 143    脈絡膜欠損症 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

Q 148    ぶどう膜欠損 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

Q 159    先天性眼異常 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

Q 161    先天性外耳道閉鎖症 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 

Q 163    耳小骨の先天奇形 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

Q 273    脊髄動静脈奇形 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

Q 282    脳動静脈奇形 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

Q 353    粘膜下口蓋裂 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

Q 388    先天性鼻咽腔閉鎖不全 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

Q 610    腎のう胞 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

Q 652    先天性股関節脱臼 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 3 

Q 660    内反尖足 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

Q 668    内反足 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

Q 684    先天性脛骨弯曲 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

Q 711    上腕単独欠損 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 
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Q 721    大腿単独欠損 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

Q 723    腓側列欠損 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

Q 743    先天性多発性関節拘縮症 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

Q 774    軟骨形成不全症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

Q 780    骨形成不全症 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 2 

Q 796    エーラス・ダンロス症候群 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

Q 850    神経線維腫症 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

Q 850    神経線維腫症１型 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

Q 858    スタージ・ウェーバ症候群 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

Q 874    マルファン症候群 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

Q 878    アッシャー症候群 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

Q 899    奇形 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

Q 899    先天異常 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

Q 909    ダウン症候群 0 0 2 0 0 2 1 0 0 0 0 0 5 

Q 999    染色体異常 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 040    鼻出血症 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

R 042    血痰 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 05     慢性咳嗽 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 098    胸部不快感 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 103    鼡径部痛 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 104    腹痛症 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

R 11     嘔吐症 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 13     嚥下障害 0 0 0 0 0 0 20 0 0 0 0 0 20 

R 195    黒色便 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 224    下肢腫脹 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 229    腫瘤 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 252    四肢痙攣 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 31     顕微鏡的血尿 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 2 

R 31     血尿 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

R 402    意識消失 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 42     めまい症 0 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0 6 

R 470    失語症 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 471    構音障害 0 0 0 0 0 0 25 0 0 0 0 0 25 

R 471    麻痺性構音障害 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 481    半側空間失認 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

R 490    発声障害 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

R 509    発熱 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

R 51     頭痛 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 

R 51     発作性頭痛 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 51     頭頚部痛 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 529    疼痛 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

R 55     失神 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

R 620    発達遅滞 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

R 688    多臓器不全 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
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R 80     蛋白尿 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 000    頭部打撲 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 008    顔面打撲傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 018    顔面挫創 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 051    眼球打撲傷 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

S 062    脳挫傷 0 1 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 4 

S 066    外傷性くも膜下出血 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 069    脳損傷 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

S 099    頭部外傷 0 0 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 3 

S 1290   頚椎骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 141    下位頚髄損傷 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 

S 141    頚髄損傷 2 1 72 0 45 0 0 4 0 0 0 0 124 

S 141    頚髄中心性損傷 0 0 1 0 3 0 0 0 0 0 0 0 4 

S 141    頚髄不全損傷 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

S 141    上位頚髄損傷 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 3 

S 141    頚椎損傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 202    胸壁挫傷 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 202    肋骨部挫傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 2200   胸椎圧迫骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 2200   胸椎破裂骨折 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 2230   肋骨骨折 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 4 

S 2230   肋骨不全骨折 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 241    下位胸髄損傷 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 241    胸髄損傷 1 0 16 0 15 0 0 2 0 0 0 0 34 

S 241    上位胸髄損傷 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

S 298    肋骨外傷 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 300    腰殿部打撲傷 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

S 300    腰部打撲傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 3200   腰椎圧迫骨折 0 0 1 0 4 0 0 0 0 0 0 0 5 

S 3220   尾骨骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 3250   恥骨骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 341    腰髄損傷 0 0 3 0 5 0 0 0 0 0 0 0 8 

S 343    馬尾損傷 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

S 397    腰部打撲挫創 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 400    肩関節打撲傷 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 3 

S 400    肩打撲傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 400    上腕打撲傷 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

S 430    肩関節脱臼 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 434    肩関節捻挫 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 460    肩腱板損傷 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

S 481    上腕切断 0 0 2 0 7 0 0 0 0 0 0 0 9 

S 501    前腕部打撲傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 5210   橈骨頭骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 5250   橈骨遠位端骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 
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S 589    前腕切断 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 5 

S 602    手部打撲傷 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

S 610    母指切創 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

S 6210   手根骨骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 631    突き指 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 635    手関節捻挫 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 636    手指捻挫 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 668    ＴＦＣＣ損傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 701    大腿打撲傷 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

S 701    大腿部皮下血腫 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 7200   股関節後方脱臼骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 7200   大腿骨頚部骨折 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 7200   大腿骨頚部内側骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 7210   大腿骨転子部骨折 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 3 

S 7291   大腿骨開放骨折 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 789    大腿切断 0 0 3 0 6 0 0 0 0 0 0 0 9 

S 800    膝関節打撲傷 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 3 

S 800    膝部打撲傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 801    下腿打撲傷 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 3 

S 810    膝部挫創 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 8200   膝蓋骨粉砕骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 8210   脛骨高原骨折 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

S 8220   脛骨骨幹部骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 8221   脛骨開放骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 8231   脛骨遠位端開放骨折 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 8260   足関節外果骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 8280   足関節骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 830    膝蓋骨脱臼 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 832    半月板損傷 0 0 1 0 3 0 0 0 0 0 0 0 4 

S 836    膝関節捻挫 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 860    アキレス腱断裂 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 889    下腿切断 0 0 3 0 13 0 0 0 0 0 0 0 16 

S 903    足部打撲傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 9200   踵骨骨折 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

S 9230   中足骨骨折 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 3 

S 9250   趾骨骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 934    足関節捻挫 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 4 

S 934    足関節外側側副靱帯損傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 936    足部捻挫 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

S 984    足切断 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 0290   多発骨折 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 031    外傷性頚部腰部症候群 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 090    脊椎打撲傷 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 090    背部挫傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 



 

－ 120 － 

記

号 

番

号 

疾 病 分 類 項 目 

内

科 

神

経

内

科 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
科 

消

化

器

科 

整

形

外

科 

眼

科 

耳

鼻

い

ん

こ

う

科 

ひ

尿

器

科 

外

来 

精

神

科 

歯

科 

そ

の

他 

合

計 

T 093    脊髄硬膜外血腫 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 093    脊髄損傷 0 0 14 0 12 0 0 2 0 0 0 0 28 

T 099    脊椎損傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 130    下肢打撲 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 140    挫傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 140    打撲傷 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 3 

T 141    挫創 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 1420   骨折 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 1420   脱臼骨折 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 144    神経叢損傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 144    神経損傷 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 146    腱損傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 151    結膜異物 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

T 16     外耳道異物 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

T 172    咽頭異物 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

T 242    下腿部第２度熱傷 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 600    有機リン中毒 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 781    食物アレルギー 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

T 796    コンパートメント症候群 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 889    脳腫瘍摘出術後遺症 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

T 905    脳挫傷後遺症 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

T 909    頭部外傷後後遺症 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

T 909    頭部外傷後遺症 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

T 911    胸椎陳旧性圧迫骨折 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

T 911    陳旧性胸腰椎圧迫骨折 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

T 913    頚髄損傷後遺症 0 6 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 8 

T 913    脊髄損傷後遺症 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

Z 000    健康診断 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

Z 890    手指欠損症 0 0 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 3 

Z 892    前腕単独欠損 0 0 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 4 

Z 894    趾欠損 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

Z 895    膝関節離断術後 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

Z 900    人工的無眼球 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

Z 930    気管切開術後 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

Z 961    眼内レンズ挿入眼 0 0 0 0 0 19 0 0 0 0 0 0 19 

Z 966    人工股関節置換術後 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

Z 966    人工関節 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

Z 988    網膜剥離術後 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

Z ZZX013 クリスタリン網膜症 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

Z ZZX037 錐体機能不全 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

  合計 141 172 362 0 715 589 790 73 0 159 0 135 3136 
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表３－10 都道府県別入院新患者数（平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日)        （人） 

科 別 
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1 北 海 道 - - - - - - - - - 0 

2 青 森 県 - - - - - - - - - 0 

3 岩 手 県 - - - - - - - - - 0 

4 宮 城 県 - - 1 - - - - - - 1 

5 秋 田 県 - - - - - - - - - 0 

6 山 形 県 - - - - - - - - - 0 

7 福 島 県 - - 4 - 4 - - - - 8 

8 茨 城 県 - - 4 - 2 - - - - 6 

9 栃 木 県 - - 6 - 2 - - - - 8 

10 群 馬 県 - 1 5 - 1 1 - - - 8 

11 埼 玉 県 2 26 95 - 38 1 - - 1 163 

12 千 葉 県 - 3 4 - - - - - - 7 

13 東 京 都 1 15 92 - 31 - - - 1 140 

14 神 奈 川 県 - - 8 - - 1 - - - 9 

15 新 潟 県 - 1 5 - 2 - - - - 8 

16 富 山 県 - - 1 - - - - - 2 3 

17 石 川 県 - - - - - - - - - 0 

18 福 井 県 - 1 1 - - - - - - 2 

19 山 梨 県 - - - - - - - - - 0 

20 長 野 県 - - - - - 1 - - - 1 

21 岐 阜 県 - - - - - - - - - 0 

22 静 岡 県 - - 4 - - - - - - 4 

23 愛 知 県 - - 1 - - - - - - 1 

24 三 重 県 - - - - 1 - - - - 1 

25 滋 賀 県 - - - - - - - - - 0 

26 京 都 府 - - 1 - - - - - - 1 

27 大 阪 府 - - - - - - - - - 0 

28 兵 庫 県 - - - - - - - - - 0 

29 奈 良 県 - - - - - - - - 1 1 

30 和 歌 山 県 - - - - - - - - - 0 

31 鳥 取 県 - - - - - - - - - 0 

32 島 根 県 - - - - - - - - - 0 

33 岡 山 県 - - - - - - - - - 0 

34 広 島 県 - - - - - - - - - 0 

35 山 口 県 - - - - - - - - - 0 

36 徳 島 県 - - - - - - - - - 0 

37 香 川 県 - - - - - - - - - 0 

38 愛 媛 県 - - - - - - - - - 0 

39 高 知 県 - - - - - - - - - 0 

40 福 岡 県 - - - - - - - - - 0 

41 佐 賀 県 - - - - - - - - - 0 

42 長 崎 県 - - - - - - - - - 0 

43 熊 本 県 - - - - - - - - - 0 

44 大 分 県 - - - - - - - - - 0 

45 宮 崎 県 - - - - - - - - - 0 

46 鹿 児 島 県 - - - - - - - - - 0 

47 沖 縄 県 - - 1 - - - - - - 1 

48 そ の 他 - - - - - - - - - 0 

 合 計 3 47 233 0 81 4 0 0 5 373 



 

－ 122 － 

表３－11 都道府県別外来新患者一覧（平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日)       （人） 

科 別 
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1 北 海 道 3 - - - - - 3 - - 1 1 8 

2 青 森 県 2 1 - - 1 1 - - - - 1 6 

3 岩 手 県 1 - - - - - - - - - - 1 

4 宮 城 県 - - 1 - 2 - 1 - - - 2 6 

5 秋 田 県 - - 1 - - 1 1 - - - 1 4 

6 山 形 県 - 1 - - 1 - 1 - - - - 3 

7 福 島 県 - - - - 7 1 - - - - 6 14 

8 茨 城 県 2 2 3 - 4 9 5 - - 3 8 36 

9 栃 木 県 - 1 - - 10 2 5 2 - 1 6 27 

10 群 馬 県 1 2 2 - 8 6 6 1 - - 3 29 

11 埼 玉 県 43 81 95 - 446 273 391 18 60 71 218 1,696 

12 千 葉 県 2 5 2 - 12 9 20 2 2 4 4 62 

13 東 京 都 13 33 59 - 146 111 128 12 14 39 115 670 

14 神 奈 川 県 5 3 4 - 15 12 9 - 3 3 7 61 

15 新 潟 県 1 - 2 - 1 1 1 - - - 3 9 

16 富 山 県 1 - - - 1 - 1 - - - - 3 

17 石 川 県 - - - - - - 1 - - - - 1 

18 福 井 県 - 1 - - - - - - - - 2 3 

19 山 梨 県 1 - - - 2 - 1 - - - 1 5 

20 長 野 県 2 - 1 - - 2 2 - 1 1 1 10 

21 岐 阜 県 - 1 1 - - 1 1 - 2 - 2 8 

22 静 岡 県 3 - 1 - 4 8 1 - - - 6 23 

23 愛 知 県 1 - 1 - 3 1 - - 1 - 1 8 

24 三 重 県 - 1 - - 2 - - - - - 1 4 

25 滋 賀 県 - - - - - - - - - - - 0 

26 京 都 府 - - - - 1 - - - - - - 1 

27 大 阪 府 - - - - 2 - 1 - - - - 3 

28 兵 庫 県 - - - - 1 - 1 - - - - 2 

29 奈 良 県 - - 1 - - - - - - - - 1 

30 和 歌 山 県 - - - - - - - - - - - 0 

31 鳥 取 県 - - - - - - - - - - - 0 

32 島 根 県 - - - - - - 1 - - - - 1 

33 岡 山 県 1 - - - - 1 1 - - - - 3 

34 広 島 県 - - - - - 1 1 1 - - 1 4 

35 山 口 県 - - - - - - - - - - - 0 

36 徳 島 県 - - - - - - - - - - - 0 

37 香 川 県 - - - - - - - - - - - 0 

38 愛 媛 県 - - - - - - - - - - - 0 

39 高 知 県 - - - - - - - - - - - 0 

40 福 岡 県 - - - - - 2 - - - - - 2 

41 佐 賀 県 - - - - - - - - - - - 0 

42 長 崎 県 - - - - - - 1 - - - - 1 

43 熊 本 県 - - - - - - - 1 - - - 1 

44 大 分 県 - - - - - - - - - - - 0 

45 宮 崎 県 - - - - - - - - - - - 0 

46 鹿 児 島 県 - - - - - - - - - - - 0 

47 沖 縄 県 - - - - 1 - - - - - - 1 

48 そ の 他 - - - - - - - - - - - 0 

 合 計 82 132 174 0 670 442 584 37 83 123 390 2,717 
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３ 調剤及び検査 

（１）調 剤 

① 医薬品医療安全対策について 

薬剤科では処方入力に関連したインシデントが医療事故へ繋がらないように以下のような対策を

行っている。処方データがオーダリングシステムから薬剤科部門システムへ伝わったときに処方毎

に用法、用量、相互作用のチェックを行い、同時に全ての処方薬について過去数ヶ月から数年に渡

っての処方歴があるかを確認し、その変更内容をチェック、更に用法、用量、他科処方重複投与、

相互作用など処方監査を徹底し、インシデントの可能性がある場合は処方医に対し疑義照会をおこ

なっている。また他院からの患者持ち込みの持参薬より院内処方に切り替えの際に多くのインシデ

ントが発生しているため、薬剤科において患者持参薬を医師からの依頼で与薬時過誤防止のため一

包化等の再調剤を実施し、その情報を調剤支援部門システムに登録し、チェックしている。また注

射薬調剤時も同様のチェックを行い、正確な施用が行えるようにユニパック等を使用した１施用

毎・１日毎の取り揃えを実施している。採用薬品の見直しを図り、医療安全の観点からの在庫薬品

の有無の徹底を行なうよう、薬事委員会の審議を行っている。 

② 障害者対応調剤業務 

自立支援局の利用者に障害者対応調剤業務として、視覚障害者に対する拡大文字・点字等による

薬剤情報提供及び１回の服用に必要な薬を一包化した包装に切り込みを付け、その数によって服用

時を触って判別できるような調剤上の工夫、肢体障害者に対する一包化及び開封の容易化などを実

施している。 

 

表３－12 障害者対応調剤実施状況 
月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 計 

処方箋枚数 106 122 113 129 106 133 113 112 112 109 126 109 1,390 

実 施 件 数 150 172 169 188 145 207 167 154 175 167 183 158 2,035 
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表３－13 処方箋及び注射箋発行状況・製剤状況 

月 区 分 
外来処方箋枚数 

診療日数 外来注箋枚数 入院処方箋枚数 
入院注射 

箋枚数 

製剤数量 

院 内 院 外 計 内(外)用剤 注射剤 

４ 

数 量 207 882 1,089 

20 49 590 130 17 - 構成比 ( % ) 19.0  81.0  100.0  

１ 日 平 均 10.4 44.1 54 

５ 

数 量 216 886 1,102 

20 46 707 84 14 - 構成比 ( % ) 19.6  80.4  100.0  

１ 日 平 均 10.8 44.3 55.1 

６ 

数 量 235 934 1,169 

22 65 660 128 17    -  構成比 ( % ) 20.1  79.9  100.0  

１ 日 平 均 10.7 42.5 53.1 

７ 

数 量 217 845 1,062 

20 52 679 102 18    -  構成比 ( % ) 20.4  79.6  100.0  

１ 日 平 均 10.9 42.3 53.1 

８ 

数 量 226 879 1,105 

22 54 821 136 14    -  構成比 ( % ) 20.5  79.5  100.0  

１ 日 平 均 10.3 40.0 50.2 

９ 

数 量 255 916 1,171 

20 52 717 61 17    -  構成比 ( % ) 21.8  78.2  100.0  

１ 日 平 均 12.8 45.8 58.6 

10 

数 量 241 896 1,137 

21 41 767 97 6    -  構成比 ( % ) 21.2  78.8  100.0  

１ 日 平 均 11.5 42.7 54.1 

11 

数 量 232 893 1,125 

20 82 741 187 22    -  構成比 ( % ) 20.6  79.4  100.0  

１ 日 平 均 11.6 44.7 56.3 

12 

数 量 228 925 1,153 

20 43 650 105 18    -  構成比 ( % ) 19.8  80.2  100.0  

１ 日 平 均 11.4 46.3 57.7 

１ 

数 量 213 914 1,127 

19 38 589 82 4    -  構成比 ( % ) 18.9  81.1  100.0  

１ 日 平 均 11.2 48.1 59.3 

２ 

数 量 230 828 1,058 

19 53 467 98 22    -  構成比 ( % ) 21.7  78.3  100.0  

１ 日 平 均 12.1 43.6 55.7 

３ 

数 量 226 993 1,219 

21 47 612 67 38    - 構成比 ( % ) 18.5  81.5  100.0  

１ 日 平 均 10.8 47.3 58.0 

計 

数 量 2,726 10,791 13,517 

244 622 8,000 1,277 207    -  構成比 ( % ) 20.2  79.8  100.0  

１ 日 平 均 11.2 44.2 55.4 

 

（２）臨床検査 

検体検査では、院内検査は 41,987件から 47,361件(前年比 12％増)、外部委託検査は 81,165件か

ら 101,024件(前年比 24％増)、生理機能検査は、1,138件から 1,059件(前年比 6％減)であった。（表

３－14） 

① 看護師業務負担の軽減の一助として外来採血業務を請け負っている。特に障害者ドックでは採血

を含め臨床検査室での各種検査を行った。 

② 関連会議（輸血療法委員会、院内感染委員会、ICT部会、リスクマネージャー部会、褥瘡委員会、

防災対策会議) へ参加後、検査科内へ持ち帰り検討し、関連各部署へのフィードバックに努めた。 

③ センター内各部署で受け入れている実習生、センター学院生に対して、研修と実習を行った。 

④ 所沢地区感染防止地域連携ミーティングへ参加し、ICT部会や院内感染員会へ情報を提供した。 

⑤ 臨床研究の脳波・脳磁場同時計測へ検査協力した。 
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表３－14 臨床検査件数                                                                 （件） 

総      計 
診 療 研 究 外部委託 

48,420 5,278  101,024  

検 
 

体 
 

検 
 

査 

総 数 47,361  4,717  101,024  

 尿 検 査 31,039  2,460  399  

 糞 便 検 査 65  68  0  

 穿 刺 液 ・ 採 取 液 検 査 0  0  0  

 血 液 学 的 検 査 15,739  1,468  3,175  

 血 球 算 定 等 ( 再 掲 ) 13110 1215 - 

 血 球 像 検 査 等 ( 再 掲 ) 2004 243 -  

 生 化 学 的 検 査 181  405  86,194  

 免 疫 学 的 検 査 239  316  8,428  

 微 生 物 学 的 検 査 98  0  2,747  

 病 理 学 的 検 査 0  0  4  

 細 胞 学 的 検 査 0  0  77  

生 

理 

機 

能 

検 

査 

総 数 1,059  561  － 

 心 電 図 検 査 501  428  － 

 心 音 図 検 査 0  0  － 

 筋 電 図 検 査 13  3  － 

 脳 波 検 査 254  88  － 

 基 礎 代 謝 検 査 0  0  － 

 呼 吸 機 能 検 査 160  42  － 

 超 音 波 検 査 131  0  － 

 脈 波 検 査 0  0  － 

 そ の 他 の 生 理 機 能 検 査 0  0  － 

（注１）「診療」とは、診療報酬点数表に基づき、請求した件数をいう。 

（注２）「研究」とは、点数請求の対象とならないものの件数をいう。（精度管理、職員検診等） 

 

（３）機器中央管理 

ベッドサイドモニター付テレメータ 1の平均貸出日数（一回当たり）が 10.4日、テレメータ 4では

5.4 日となっている。現在、稼働中のテレメータ 2 台では、患者急変時の対応に不安があるため早急

に新機器更新が必要である。また、人工呼吸器の貸出しを行ったが実際に稼働させるには至らなかっ

た。 

 

表３－15 機器の貸出状況 

機 器 名 除細動器 
テレメータ 1 

心電図・呼吸･酸素飽和度 

テレメータ 4 
(ベッドサイドモニター付) 

心電図・呼吸・血圧・酸素飽和度 
心電計 

人工呼吸器 
（ＶＥＬＡ） 

管 理 台 数 1 1 1 1 1 

貸 出 回 数 0 5 18 1 11 

平均貸出日数 
（１回当たり） 

0 10.4 5.4 1 4 

 

（４）診療放射線部門 

診療放射線部門の平成 28年度までの報告は検査件数とスライス数であったが、平成 29年度からは

検査人数とした。平成 28年度は 3972人であったが、平成 29年度は 3952人であり微減した。 

① ＭＲ検査 

エックス線検査においては、身体障害者の検査を安全に実施するとともに、静止困難な障害者へ

の撮影工夫と放射線被曝低減を目的とした撮影に努めた。また、ＪＰＣから医学的管理サポートの

依頼があり、胸部・四肢検査を引き続き行った。嚥下障害診断を目的としたエックス線透視検査で

は、他部門の学会発表への検査協力を行った。ＣＴ検査では、緊急時検査の対応に努めるとともに
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３Ｄ画像再構成により耳鼻科領域や整形外科領域の立体画像作成を行い診療に寄与した。Ⅹ線を用

いる全てのシステムが一部を除き更新可能になった。更新に当たっては、形態学的診断から質的診

断が少しでも可能なシステム構築に努めた。 

② ＭＲ検査 

新規導入ＭＲは、高解像度・多彩なソフトが付随されていることから様々な病態の診断に寄与し

ている。また、短時間検査や動きに対する対応が可能になっていることから障害を伴った患者への

検査の範囲が広がり、リハビリを行うセンター病院としては欠かすことのできない画像検査の一つ

となっている。またｆＭＲＩ（機能的ＭＲＩ）は、聴覚機能・視覚機能・運動機能の把握に有効と

されていることから、センター医師や研究者の業績に寄与できるように引き続き努力して行く。セ

ンター診療放射線部門研究検査科により、不可能とされていた時間依存および空間分解能について

の評価が可能となりうることから、視覚認知や詐病等への客観的な評価の手がかりをとらえ、臨床

応用への準備を進めている。ＭＲスペクトロスコピーでは、３Ｔ（テスラ）以上の高性能ＭＲ装置

を用いて脳機能の評価を試みているが成果が現れていないことから、可能性を探求する。また、Ｍ

ＲＩでは軟骨の変性表示が可能になっているが、臨床応用までには至っていない。そこで、具体的

には変形性膝関節症の予防医学の確立のために他のモダリティを複合させることで定量的な診断構

築の可能性を追求する。今回３Ｔ（テスラ）装置の導入にあたっては、今後更なる可能性を追求し、

身体障害者病院における「研究検査科」としての位置づけを明確にし、センターに寄与できるよう

に努力する。 

③ 共同研究 

ＭＲによる研究等では、病院医師・研究所研究員・義肢補装具との研究連携が昨年度よりも多く

なり、研究実績を上げだしている。また、ＣＴを用いた研究も行われ、今後の更なる研究成果に期

待する。また地域連携では、地域の放射線技師との連携を図り、引き続き啓蒙活動や勉強会を行う

ことにしている。 

表３－16 放射線照射件数の推移                             （件） 

区分 
年度 

昭和 54 59 平成元 6 11 16 21 25 26 27 28 

透 視  62 274 49 42 199 66 68 150 104 59 

直 接  9,750 16,027 16,693 18,410 13,527 9,059 8,912 8,539 8,385 8,224 

Ｃ Ｔ  559 4,712 13,116 15,607 18,847 11,729 23,156 24,812 38,038 46,258 

Ｍ Ｒ  - 3,450 34,062 40,677 48,844 39,248 25,653 48,602 52,510 53,725 

核 医 学  - 18 - - - - - - - - 

間接撮影  - 450 - - - - - - - - 

計  10,371 24,931 63,920 74,736 81,417 60,102 57,789 82,103 99,037 108,266 

注：昭和 54年は実施なし。 

表３－16 放射線検査人数の推移 （人） 

区分 

年度 
29          

単 純 X 線 撮 影 1,989          

X 線 T V 装 置 56          

骨 密 度 装 置 193          

C T 装 置 307          

M R I 装 置  506          

COPY・遠隔読影依頼 901          

計 3,952          

注：平成 29年度からは検査人数で表記した。 
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４ 訓 練 

（１）理学療法 

① 理学療法対象者と治療・訓練 

（ア）年間治療延べ患者数及び延べ件数（表３－17） 

年間の理学療法実施延患者総数は 12,660 人（前年比 4.2 ポイント減）、年間治療総件数は

31,189件（前年比１0.5ポイント減）であった。外来、入院別の延べ患者数は外来 751人（5.9％）、

入院 11,909人（94.1％）、件数では外来 2,106件（6.8％）、入院 29,083件（93.2％）であった。

入所、一般別延べ患者数では入所者は 63人（0.5％）、一般者 12,597人（99.5％）、件数では入

所者 136 件(0.4％）、一般者は 31,053 件（99.6％）と延べ患者数、件数ともに一般患者がほとん

どを占めていた。 

疾患別延べ患者数では脳血管障害、外傷性脳損傷 1,732 人（13.7％）、脳性麻痺 77人（0.6％）、

変性疾患 598人（4.7％）、脳疾患その他 714人（5.6％）、頸・胸腰仙髄損傷 6,469 人（51.1％）、

脊髄疾患 1,040人（8.2％）、骨・関節疾患 739人（5.8％）、末梢神経・筋疾患 205人（1.6％）、

切断 925人（7.3％）、その他 161人（1.3％）であった。 

表３－17 理学療法実施状況 

所属別 
  
疾患別 

入所 一般 合計 
人数 件数 人数 件数 人数 件数 

外来 入院 合計 外来 入院 合計 外来 入院 合計 外来 入院 合計 外来 入院 合計 外来 入院 合計 
脳血管障害 2 0 2 3 0 3 90 1061 1151 220 2679 2899 92 1061 1153 223 2679 2902 
外傷性脳損傷 0 0 0 0 0 0 11 568 579 23 1470 1493 11 568 579 23 1470 1493 
脳 性 麻 痺 0 0 0 0 0 0 67 10 77 259 28 287 67 10 77 259 28 287 
変 性 疾 患 5 0 5 10 0 10 102 491 593 250 1332 1582 107 491 598 260 1332 1592 
脳疾患その他 0 0 0 0 0 0 20 694 714 56 1770 1826 20 694 714 56 1770 1826 
頸 随 損 傷 14 0 14 41 0 41 78 4173 4251 230 10154 10384 92 4173 4265 271 10154 10425 
胸腰仙髄損傷 1 26 27 3 54 57 85 2092 2177 294 4959 5253 86 2118 2204 297 5013 5310 
脊 髄 疾 患 11 3 14 21 3 24 56 970 1026 180 2462 2642 67 973 1040 201 2465 2666 
骨関節疾患 0 0 0 0 0 0 159 580 739 369 1392 1761 159 580 739 369 1392 1761 
末梢神経・筋疾患 0 0 0 0 0 0 16 189 205 25 453 478 16 189 205 25 453 478 
切 断 0 0 0 0 0 0 9 916 925 22 2030 2052 9 916 925 22 2030 2052 
その他の疾患 0 1 1 0 1 1 25 135 160 100 296 396 25 136 161 100 297 397 

合計 33 30 63 78 58 136 718 11879 12597 2028 29025 31053 751 11909 12660 2106 29083 31189 

（イ）治療患者数及び件数の月別推移（表３－18） 

月別理学療法実施状況では延べ患者数は月平均 1,055人で最多は 1,329人（8月）、最小は 783

人（2月）であった。延べ件数では月平均 2,599件で最多は 3,333件（8月）、最小は 1,891件（2

月）であった。 

表３－18 理学療法対象者月別推移 

月 
H29年 
4月 

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 H30年 
1月 

2月 3月 合計 

疾 
患 

人 
数 

件 
数 

人 
数 

件 
数 

人 
数 

件 
数 

人 
数 

件 
数 

人 
数 

件 
数 

人 
数 

件 
数 

人 
数 

件 
数 

人 
数 

件 
数 

人 
数 

件 
数 

人 
数 

件 
数 

人 
数 

件 
数 

人 
数 

件 
数 

人 
数 

件 
数 

脳血管
障 害 168 427 120 328 147 388 110 269 146 359 114 277 41 92 38 108 66 186 60 139 47 110 96 219 1153 2902 

外傷性
脳損傷 

25 70 83 229 80 216 46 111 41 83 42 86 31 75 28 66 37 95 36 101 56 156 74 205 579 1493 

脳 性 
麻 痺 

5 15 5 16 18 64 9 31 5 17 5 20 2 6 8 30 3 12 7 35 4 18 6 23 77 287 

変 性 
疾 患 

55 149 78 206 70 180 34 87 47 122 25 66 20 54 60 173 77 211 56 149 42 110 34 85 598 1592 

脳疾患
その他 85 220 79 204 69 172 69 199 125 362 83 216 64 158 27 51 27 62 33 71 20 36 33 75 714 1826 

頸 随 
損 傷 

359 943 386 1033 448 1199 365 970 388 946 345 795 386 876 398 896 381 873 291 649 227 524 291 721 4265 10425 

胸腰仙
髄損傷 167 428 157 394 188 460 198 524 214 539 157 372 214 481 227 491 170 392 161 402 169 412 182 415 2204 5310 

脊 髄 
疾 患 36 103 28 58 47 137 57 149 102 270 101 245 133 328 113 294 112 302 98 279 90 222 123 279 1040 2666 

骨関節
疾 患 

67 161 66 148 74 169 53 116 73 175 40 98 50 121 55 123 49 115 46 110 82 206 84 219 739 1761 

末梢神
経・筋
疾 患 

1 5 13 31 41 112 51 139 43 90 27 53 14 28 2 2 4 5 4 8 2 2 3 3 205 478 

切 断 67 156 46 104 80 176 82 186 114 288 121 252 119 242 107 221 76 169 58 139 40 89 15 30 925 2052 
その他 16 37 24 52 24 56 21 54 31 82 16 36 20 44 3 18 0 0 1 6 4 6 1 6 161 397 
合計 1051 2714 1085 2803 1286 3329 1095 2835 1329 3333 1076 2516 1094 2505 1066 2473 1002 2422 851 2088 783 1891 942 2280 12660 31189 
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（ウ）理学療法の内容内訳（表３－19） 

内容別理学療法実施状況では機能訓練が 29397 件（94.25％）と最も多く、評価測定が 910 件

（2.92％）、物理療法が 882件（2.83％）、水治療法が 0件（0％）であった。 
 
表３－19 理学療法治療内容別実施状況 

治療内容（件数） 水治療法 物理療法 機能訓練 評価測定 小計 
合計 

疾患別 内容 外来 入院 外来 入院 外来 入院 外来 入院 外来 入院 

脳 血 管 障 害 
入所 0 0 0 0 2 0 1 0 3 0 3 

一般 0 0 0 45 195 2595 25 39 220 2679 2899 

外 傷 性 脳 損 傷 
入所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

一般 0 0 0 25 12 1399 11 46 23 1470 1493 

脳 性 麻 痺 
入所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

一般 0 0 0 0 130 26 129 2 259 28 287 

変 性 疾 患 
入所 0 0 0 0 8 0 2 0 10 0 10 

一般 0 0 0 38 250 1275 0 19 250 1332 1582 

脳 疾 患 そ の 他 
入所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

一般 0 0 0 68 45 1670 11 32 56 1770 1826 

頸 随 損 傷 
入所 0 0 0 0 36 0 5 0 41 0 41 

一般 0 0 38 184 161 9846 31 124 230 10154 10384 

胸 腰 仙 髄 損 傷 
入所 0 0 0 0 1 51 2 3 3 54 57 

一般 0 0 51 220 159 4645 84 94 294 4959 5253 

脊 髄 疾 患 
入所 0 0 0 0 10 3 11 0 21 3 24 

一般 0 0 2 87 143 2333 35 42 180 2462 2642 

骨 関 節 疾 患 
入所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

一般 0 0 35 57 314 1318 20 17 369 1392 1761 

末梢神経・筋疾患 
入所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

一般 0 0 9 19 5 426 11 8 25 453 478 

切 断 
入所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

一般 0 0 0 0 16 2005 6 25 22 2030 2052 

そ の 他 の 疾 患 
入所 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 

一般 0 0 3 1 31 286 66 9 100 296 396 

小計 
入所 0 0 0 0 57 55 21 3 78 58 136 

一般 0 0 138 744 1461 27824 429 457 2028 29025 31053 

合計 
 0 0 138 744 1518 27879 450 460    

 0 882 29397 910 2106 29083 31189 

② 療法評価・技術の充実と業務の合理化 

（ア）歩行能力測定の実施 

脳血管障害、脊髄不全損傷、切断及びその他の患者の最大歩行速度を測定し、歩行能力予測シ

ステムを活用して患者の歩行能力予後推定を行い、ケース会議等におけるリハビリテーション実

施計画の資料とすることを目的に継続して実施した。 

（イ）その他の検査測定と病院データベース 

患者の運動年齢検査、関節可動域測定等のデータベース項目の検査測定を定期的に実施し、病

院データベース日に合わせて結果を提出及び入力した。 

③ 装具診等 

毎週２回（火曜・金曜）の装具診、毎週１回（金曜）の車椅子診、毎週１回（金曜）のシーティ

ング適合サービス、毎週１回（金曜）のフットケア外来を実施した。(表３－22) 

（ア）シーティング適合サービス（表３－20） 

年間の対応実施延べ人数は 109 名であり、内訳は脊髄損傷 27 名（24.8％）、頸髄損傷 16 名

（14.7％）、脳性まひ 38名（34.9％）、その他 28名（25.7％）である。目的は座位保持装置製作・

適合は 53名（41.4％）、褥瘡予防指導 33名（25.8％）、電動車椅子製作、適合は 19名（14.8％）

その他 23名（18％）であった。 
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表３－20 シーティング適合サービス実施状況 

区分 疾患名 (人) 目 的 (件) 対 応 内 容 (件) 特殊対応 (件) 

月 

脊

髄

損

傷 

頚

髄

損

傷 

脳

性

ま

ひ 

そ

の

他 

計 

座

位

保

持 

褥

瘡 

電
動
車
椅
子 

そ

の

他 

計 

初

期

評

価 

製
作･

組
み

立

て 

適

合

評

価 

相

談

指

導 

報
告
書
作
成 

操

作

訓

練 

採

寸 

完

成

確

認 

計 

マ
ッ
ト
評
価 

座

圧

測

定 

特

殊

製

作 
セ
ン
タ
ー
外 

計 

4 4 - 1 5 10 - 5 3 2 10 - - 1 8 - 1 2 - 12 1 5 - - 6 

5 2 1 2 - 5 3 2 - - 5 1 - 1 1 1 - - - 4 1 2 - - 3 

6 1 1 5 2 9 5 2 2 3 12 2 2 4 1 - 1 - - 10 2 3 - - 5 

7 4 2 6 6 18 13 2 4 3 22 4 - 9 12 1 - 1 1 28 3 3 - - 6 

8 - 3 2 1 6 5 - 4 1 10 1 - 3 3 1 4 - - 12 - - - - 0 

9 3 3 3 3 12 6 3 - 3 12 2 - 9 11 - - - - 22 4 3 - - 7 

10 3 4 2 2 11 4 7 1 2 14 - - 3 7 5 - - - 15 - 7 2 - 9 

11 1 1 7 3 12 7 2 1 3 13 2 1 5 7 1 - 2 1 19 - 2 - 1 3 

12 3 1 4 - 8 3 4 - 2 9 - - 5 7 - - - - 12 - 4 2 - 6 

1 1 - 3 1 5 4 1 2  - 7 1 - 3 - - - - - 4 1 1 - - 2 

2 - - 1 1 2 1 - - 1 2 - - 1 - - - - - 1 - - 1 - 1 

3 5 - 2 4 11 2 5 2 3 12 2 1 5 4 - - 1 - 13 2 5 - - 7 

計 27 16 38 28 109 53 33 19 23 128 15 4 49 61 9 6 6 2 152 14 35 5 1 55 

（イ）装具診（表３－21、22） 

年間の装具診取り扱い件数は入院 74件、外来 13件であった。入所と一般別の取り扱い件数で

は入院の利用者は全て一般者であった。 

 

表３－21 装具診取り扱い件数(件） 表３-22  装具診採寸件数(種別)(件） 

区分 

月 

入 所 一 般 
計 

 

区分 

月 
頚椎装具 体幹装具 装具 膝装具 

短下肢 装具 
靴型 装具 その他 計 

外来 入院 外来 入院 ＳＬＢ ＳＨＢ 

4 0 0 0 7 7 

 

4 0 0 0 0 0 9 0 0 9 

5 0 0 0 1 1 

 

5 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

6 0 0 0 0 0 

 

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

7 1 0 0 4 5 

 

7 0 0 0 0 2 2 0 1 5 

8 0 0 0 16 16 

 

8 0 0 1 1 8 6 0 1 17 

9 0 0 2 15 17 

 

9 0 0 4 2 3 6 0 4 19 

10 0 0 3 2 5 

 

10 0 0 1 0 2 1 0 1 5 

11 0 0 3 6 9 

 

11 1 0 1 0 3 4 1 0 10 

12 3 0 0 9 12 

 

12 0 1 2 0 4 3 8 0 18 

1 0 0 0 8 8 

 

1 0 0 0 0 0 5 1 2 8 

2 0 0 0 4 4 

 

2 0 0 0 0 0 4 0 0 4 

3 0 0 1 2 3 

 

3 0 0 2 0 0 1 0 1 4 

合計 4 0 9 74 87 

 

合計 1 1 11 3 22 41 10 11 100 

 

（ウ）車椅子診（表３－23） 

年間の対応実施延べ人数は 280名であり、入院 124名(44％）、外来 92名(33％）入所 64名(23％）

であった。脊髄損傷者は 210 名で約 75％を占めており，内訳は頸髄損傷 77 名(28％）、胸腰髄損

傷 12名(4％）脊髄疾患 121名(43％）であった。 
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表３－23 車いす診取り扱い人数・件数 
区分 
 
 
 
 

月 

 所  属（人）  診 断 名（人）  用  件（件) 

入

院 

入

所 

外

来 

計 

頚

髄

損

傷 

胸
腰
仙
髄
損
傷 

脊

髄

疾

患 

脳

血

管

障

害
・
脳
挫
傷 

脳

性

麻

痺 

切

断 

そ

の

他 

診
断
名
不
明 

計 

採

寸 

修

理 

受

け

取

り 

手

直

し 

相

談 

収

尿

器 

そ

の

他 

計 

4 5 7 7 19 3 2 8 2 0 1 3 0 19 1 10 4 0 2 0 2 19 

5 7 5 7 19 5 0 8 4 0 0 2 0 19 3 8 2 0 5 0 1 19 

6 14 6 9 29 7 2 14 4 0 0 2 0 29 6 5 4 0 12 0 2 29 

7 9 6 9 24 6 1 10 2 0 1 4 0 24 1 10 2 1 10 0 0 24 

8 16 0 8 24 4 1 11 0 0 1 7 0 24 1 8 2 0 10 0 3 24 

9 18 8 7 33 13 0 13 2 0 1 4 0 33 1 10 3 0 17 0 2 33 

10 11 4 12 27 3 2 14 0 1 1 6 0 27 6 11 1 0 9 0 0 27 

11 7 3 10 20 6 1 9 0 0 0 4 0 20 3 9 6 0 1 0 1 20 

12 13 6 12 31 13 0 14 1 0 1 2 0 31 1 7 8 0 14 0 1 31 

1 12 5 4 21 6 1 9 0 2 1 2 0 21 0 4 0 0 17 0 0 21 

2 3 6 5 14 4 1 6 0 0 0 3 0 14 1 3 2 0 7 0 1 14 

3 9 8 2 19 7 1 5 1 0 0 5 0 19 0 5 5 0 7 0 2 19 

計 124 64 92 280 77 12 121 16 3 7 44 0 280 24 90 39 1 111 0 15 280 

 

④ 機材の整備 

ティルトテーブル・電動昇降プラットホーム・乗り降り練習用自動車を購入した。 

⑤ 教育・研修 

（ア）実習生・研修生の受け入れ 

理学療法士養成校の実習生を３施設より３名受け入れ指導した（第１編第２章第９節参照)。 

（イ）その他の実習生･研修生の受け入れ 

⑥ 研究・社会活動 

（ア）学会・研究会・学術誌での発表・報告 

（イ）業績発表会 

平成 29年 12月 22日に『当院脊髄損傷患者の過去 15年の傾向』及び『入退院時において歩行

能力が改善した維持期脳卒中患者に対しての検討』の発表をした。  

（ウ）所属団体・学会活動、その他への協力、自治体、理学療法士養成校等からの講義依頼に対し協

力をした。 

（エ）委員 

義肢装具試験委員（国家試験委員）、埼玉県理学療法士会・所沢地区新人研修会委員を務めた。 

⑦ その他 

（ア）高次脳機能障害リハビリテーション委員会（毎月開催）に参加し、理学療法プログラム、家族

学習会の実施等を高次脳機能障害患者・家族に対して行った。高次脳機能障害支援普及事業病院

作業部会に参加した。 

（イ）学院の研修会において「理学療法士研修会」を平成 29年 10月 12日から 10月 13日まで実施し、

身体障害者更生相談所身体障害者福祉司等実務研修会や義肢装具等適合判定医師研修会において

も講義を行った。そして、学院養成課程の義肢装具、リハビリテーション体育、言語聴覚学科の

授業において講師として協力した。 

 

（２）作業療法 

① 作業療法対象者と治療・訓練 
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（ア）年間治療延べ患者数と治療件数（表３－24） 

29年度一年間、入院・外来併せて 395件の新規依頼箋が出された。年間の作業療法実施総数は

延べ患者人数 13,062人、治療件数 24,918件。外来、入院ごとの延べ患者数では、外来 2,141人

（16.4％）、入院 10,921人(83.6％）、件数は外来 4,106件（16.5％）、入院 20,812件（83.5％）

であった。一般患者、自立支援局利用者別にみると、利用者の延べ人数 16人、件数 18件で全体

の 0.1％であった。作業療法の対象者はこれまでと同様、一般患者が 99％以上を占めていた。 

（イ）月間治療延べ患者数と治療件数（表３－25) 

月別作業療法実施状況では、月間平均患者数は 1,089人、最多 1,295人（6月）、最小 871人（2

月）、月間平均件数は 2,077件、最多 2,514件（6月）、最小 1,664件（2月）であった。 

（ウ）疾患別治療延べ患者数と治療件数（表３－27） 

入院・外来・入所の総延べ人数と治療件数を疾患別にみると、外来患者は脳血管障害及び脳疾

患を主とする脳原性疾患が 1,628人(3,497件)で全体の 76.0％を占めていた。入院患者は、昨年

度より、外傷性頚髄損傷をはじめとする脊髄疾患が増加している。今年度も 5,808人(10,807件)

と全体の 53.2％で、昨年度の 46.5％より更に 6.7％増加し全体の半数以上を占めていた。脳原性

疾患の入院患者数は 3,497人(6,895件)で全体の 32.0％であった。27年度から開始された青年期

発達障害者の評価入院を 2人に、外来訓練を１人に実施した。 

（エ）作業療法の治療・訓練内容（表３－26） 

内容別実施状況では、身体機能訓練が 13,224 件(53.1％)と最も多く、次いで高次脳機能訓練

5,189件(20.8％)、ＡＤＬ訓練 2,726件(10.9％)の順であった。評価は、全体の 8.9％で、高次脳

機能評価 1,487件(6.0％)、身体機能 726件(2.9％)の順であった。疾患別の訓練内容を外来・入

院別にみると、外来患者は高次脳機能訓練 2,075 件(50.5％)が最も多く、次いで身体機能訓練

792 件(19.3％)、高次脳機能評価 698 件(17.0％)の順であった。身体障害を伴わない脳原性疾患

の患者は、短期間の入院で外来訓練へ移行して社会復帰に向け訓練を継続することが多く、外来

患者の 74.6％が脳原性疾患であり、高次脳機能評価・訓練で外来件数の約 70％を占めていた。入

院患者はこれまでと同様、身体機能訓練（12,033件、55.4％）、高次脳機能訓練(3,556件、16.4％)、

ＡＤＬの指導訓練(3,111件、14.3％)の順で多かった。 

② 教育・研修 

（ア）実習生・研修生受け入れ 

作業療法士養成校の学生に対して臨床実習４人、国内外の作業療法士、理学療法士、医師など

の関連専門職等に対する見学６件 56名に対応した。（第９節参照） 

（イ）作業療法士研修会の開催 

作業療法士研修会を 11月 09日～11日に学院にて開催した。23年度より「高次脳機能障害の作

業療法～機能回復訓練を中心に～」をテーマに、受講生を 20名に絞りデモンストレーションや実

習を組み、作業療法の実際を学べる研修会を実施し好評を得られた。 

（ウ）授業・研修会等の講義 

学院養成課程の義肢装具学科、リハビリテーション体育学科、言語聴覚学科において、作業療

法について講義を行った。また、学院専門職研修課程の福祉機器専門職員研修会、義肢装具等適

合判定医師研修会（後期）においても講師として協力した。その他、新規採用看護師の研修で作

業療法について講義を行った。 
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③ 研究活動 

学会発表、研究論文等については後述の第８節に掲載されているとおりである。 

病院の他部門や、研究所、自立支援局など様々な専門職と連携して、高次脳機能障害、切断、脊

髄損傷等の臨床研究を行っている。 

④ その他 

対外活動として、日本作業療法士協会が開催する研修会、作業療法士養成校等で講師を引き受け、

医療・保健・福祉分野の向上に資する活動の一端を担った（第９節参照）。 

この他、各種学会や研修会へ参加し、専門職として自己研鑽に努めた。 
 
表３－24 作業療法実施状況 

所属 入   所 一   般 合   計 
構成比 

％ 
事項 人 数 件 数 人 数 件 数 人 数 件 数 

疾患 外来 入院 計 外来 入院 計 外来 入院 計 外来 入院 計 外来 入院 計 外来 入院 計 

脳 血 管 障 害 2 0 2 3 0 3 604 1,349 1,953 1,216 2,665 3,881 606 1,349 1,955 1,219 2,665 3,884 15.6 

外 傷 性 脳 損 傷 12 0 12 13 0 13 538 984 1,522 972 1,969 2,941 550 984 1,534 985 1,969 2,954 11.9 

脳 疾 患 0 0 0 0 0 0 463 917 1,380 846 1,764 2,610 463 917 1,380 846 1,764 2,610 10.5 

変 性 疾 患 0 1 1 0 1 1 5 246 251 5 496 501 5 247 252 5 497 502 2.0 

脳 性 麻 痺 0 0 0 0 0 0 4 0 4 7 0 7 4 0 4 7 0 7 0.0 

外傷性頸髄損傷 1 0 1 1 0 1 78 4,367 4,445 162 8,287 8,449 79 4,3679 4,446 163 8,287 8,450 33.9 

外傷性胸･腰髄損傷 0 0 0 0 0 0 10 527 537 16 805 821 10 527 537 16 805 821 3.3 

脊 髄 疾 患 0 0 0 0 0 0 2 914 916 3 1,715 1,718 2 914 916 3 1,715 1,718 6.9 

骨 関 節 疾 患 0 0 0 0 0 0 28 291 319 39 491 530 28 291 319 39 491 530 2.1 

末梢神経・筋疾患 0 0 0 0 0 0 177 545 722 288 1088 1,376 177 545 722 288 1,088 1,376 5.5 

切 断 0 0 0 0 0 0 207 676 883 503 1,337 1,840 207 676 883 503 1,337 1,840 7.4 

そ の 他 0 0 0 0 0 0 10 104 114 32 194 226 10 104 114 32 194 226 0.9 

合計 15 1 16 17 1 18 2,126 10,920 13,046 4,089 20,811 24,900 2,141 10,921 13,062 4,106 20,812 24,918 100.0 

 
表３－25 月別作業療法実施状況                 （上段：延べ人数、下段：件数） 

疾患 

月 
脳血管障害 

外傷性 

脳損傷 
脳疾患 変性疾患 脳性麻痺 

外傷性 

頸髄損傷 

外傷性胸・ 

腰髄損傷 
脊髄疾患 骨関節疾患 

末梢神経 

・筋疾患 
切 断 その他 合 計 

4 
254 83 138 7 0 315 51 58 37 56 95 1 1,095 

496 163 269 13 0 624 84 112 57 104 193 4 2,119 

5 
208 143 128 16 0 351 53 47 59 73 83 0 1,161 

421 281 262 31 0 686 74 87 102 142 180 0 2,266 

6 
192 167 129 18 1 440 47 62 51 77 105 6 1,295 

393 314 242 34 2 854 74 114 84 157 235 11 2,514 

7 
149 132 108 9 0 345 40 94 28 63 76 4 1,048 

294 255 205 17 0 658 69 181 40 124 163 6 2,012 

8 
231 153 174 14 0 359 37 150 22 71 75 8 1,294 

459 280 311 25 0 679 59 298 31 139 144 19 2,444 

9 
168 114 150 12 2 358 47 103 21 48 67 1 1,091 

337 216 280 24 3 675 83 188 36 85 121 5 2,053 

10 
143 106 132 8 0 408 50 90 18 51 66 2 1,074 

276 206 259 15 0 768 68 170 36 101 122 5 2,026 

11 
144 81 83 19 0 438 37 87 17 62 79 11 1,058 

291 151 157 38 0 815 49 155 34 121 154 22 1,987 

12 
149 95 70 18 0 449 34 78 4 90 90 21 1,098 

302 187 121 36 0 843 39 135 7 172 182 42 2,066 

1 
96 120 90 28 0 369 38 54 17 60 73 16 961 

183 243 173 58 0 681 48 100 34 114 157 33 1,824 

2 
79 161 79 42 1 286 45 43 27 37 44 27 871 

155 309 156 92 2 534 74 82 39 60 116 45 1,664 

3 
142 179 99 61 0 328 58 50 18 34 30 17 1,016 

277 349 175 119 0 633 100 96 30 57 73 34 1,943 

総
計 

1,955 1,534 1,380 252 4 4,446 537 916 319 722 883 114 13,062 

3,884 2,954 2,610 502 7 8,450 821 1,718 530 1,376 1,840 226 24,918 
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表３－26 作業療法内容別実施状況                            （件) 

区 分 
評価 訓練 合 

計 身体機能 高次脳機能 身体機能 高次脳機能 ADL 職業前 心理 自助具 環境 補装具 その他 

一般 

外 来 64 698 792 2,075 84 57 70 18 8 191 32 4,089 

入 院 659 789 12,431 3,114 2,630 39 320 120 261 385 63 20,811 

小計 723 1,487 13,223 5,189 2,714 96 390 138 269 576 95 24,900 

入所 

外 来 3 0 0 0 12 0 0 1 1 0 0 17 

入 院 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

小計 3 0 1 0 12 0 0 1 1 0 0 18 

総計 
件数 726 1,487 13,224 5,189 2,726 96 390 139 270 576 95 24,918 

構成比(%) 2.9 6.0 53.0 20.8 10.9 0.4 1.6 0.6 1.1 2.3 0.4 100.0 

表３－27 作業療法 疾患別内容別実施状況 

外来訓練                                        (件) 

 
評価 訓練 

合計 
身体機能 高次脳機能 身体機能 高次脳機能 ADL 職業前 心理 自助具 環境 補装具 その他 

脳 血 管 障 害 21 265 110 756 13 19 29 1 3 0 2 1,219 

外 傷 性 脳 損 傷 11 267 4 667 14 16 3 1 0 0 2 985 

脳 疾 患 9 148 24 630 22 0 8 3 2 0 0 846 

変 性 疾 患 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 0 5 

脳 性 麻 痺 0 0 4 0 3 0 0 0 0 0 0 7 

外傷性頸髄損傷 8 0 125 0 2 0 15 9 2 2 0 163 

外傷性胸･腰髄損傷 0 0 15 0 0 0 0 1 0 0 0 16 

脊 髄 疾 患 1 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 3 

骨 関 節 疾 患 1 0 33 0 0 0 1 0 0 4 0 39 

末梢神経・筋疾患 3 10 196 20 29 22 0 4 0 3 1 288 

切 断 9 0 276 0 13 0 14 0 0 182 9 503 

そ の 他 4 8 0 2 0 0 0 0 0 0 18 32 

合計 67 698 792 2,075 96 57 70 19 9 191 32 4,106 

 構成比 (％) 1.6 17.0 19.3 50.5 2.3 1.4 1.7 0.5 0.2 4.7 0.8 100.0 

入院訓練 

 
評価 訓練 

合計 
身体機能 高次脳機能 身体機能 高次脳機能 ADL 職業前 心理 自助具 環境 補装具 その他 

脳 血 管 障 害 82 292 1,017 993 202 1 40 6 19 3 10 2,665 

外 傷 性 脳 損 傷 43 272 370 1,168 101 0 2 0 9 0 4 1,969 

脳 疾 患 33 146 422 897 204 22 34 0 3 0 3 1,764 

変 性 疾 患 23 8 336 1 118 0 0 1 10 0 0 497 

脳 性 麻 痺 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

外傷性頸髄損傷 256 13 6,512 2 1,207 5 85 69 79 35 24 8,287 

外傷性胸･腰髄損傷 31 14 499 0 140 0 74 6 38 0 3 805 

脊 髄 疾 患 77 12 1,062 45 373 10 36 15 72 5 8 1,715 

骨 関 節 疾 患 14 8 358 2 71 0 30 1 5 0 2 491 

末梢神経・筋疾患 61 0 849 1 155 0 4 3 8 2 5 1,088 

切 断 35 2 862 0 49 1 00 19 16 340 2 1,337 

そ の 他 4 22 145 5 10 0 4 0 2 0 2 194 

合計 659 789 12,432 3,114 2,630 39 320 12 261 385 63 20,812 

 構成比 (％) 3.2 3.8 59.7 15.0 12.6 0.2 1.5 0.6 1.3 1.8 0.3 100.0 

数：家族等への面接指導を含めた件数 

 

（３）運動療法（リハビリテーション体育） 

① 病院及び自立支援局の運動療法（リハビリテーション体育）実施延べ人数と疾患別状況 

（ア）年間実施延べ人数 

平成 29 年度運動療法（リハビリテーション体育）実施状況を表３－28 に示す。年間の実施延 

べ数は 12,336 人で前年度比の 72.3％であった。その内訳として入院患者は 4,152 人（33.7％）、

また外来患者では 416人（3.4％）で、自立支援局利用者に関しては 7,768人（62.9％）であった。 
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（イ）月間実施延べ人数の推移 

月別運動療法（リハビリテーション体育）実施状況を表３－29に示す。延べ実施人数の月間平

均は 1,028人、最多 1,259人（8月）、最少 725人（1月）であった。 

（ウ）疾患別状況 

ａ 入院患者 

入院患者の疾患別状況は、外傷性脊髄損傷を主とする脊髄性が 61.8％と半数を占め、次に切

断が 15.4％、脳血管障害及び外傷性脳損傷、脳疾患を主とする脳原性が 11.6％、変性疾患が

3.6％、末梢神経・筋疾患が 2.9％、骨・関節疾患はわずかで 0.02％であった。以上の結果から、

入院患者の運動療法（リハビリテーション体育）実施者は、脊髄損傷を主とする整形外科系疾

患が主であった。また、脳原性を要因とする対象への運動療法も、集団での運動やスポーツ活

動をプログラム化している。 

ｂ 外来患者 

外来患者の疾患別状況は、外傷性脊髄損傷を主とする脊髄性が 51.4％と増加し、高次脳機能

障害プログラム対象の外傷性脳損傷や脳血管障害、脳疾患を主とする脳原性が 19.7％と減少し

た。また、生活習慣病や二次障害改善および長期間を要する保健・予防的運動療法へ移行する

段階の対象者を障害者健康増進・運動医科学支援センター（健康増進・スポーツ外来）への移

行を継続して行った。この結果、外来患者運動療法（リハビリテーション体育）実施者は、主

に、外傷性脊髄損傷を主とする脊髄性のプログラム対象者が中心となった。 

ｃ 自立支援局自立訓練（生活訓練、機能訓練）支援・就労移行支援の利用者 

自立支援局自立訓練（生活訓練、機能訓練）支援・就労移行支援の利用者の疾患別状況は、

高次脳機能障害が 56.4％、視覚障害が 16.8％、頸髄損傷が 7.4％、発達障害が 7.1％、脊髄疾

患が 4.3％、聴覚障害が 1.6％、胸・腰髄損傷が 1.5％、脳疾患・その他が 1.3％、脳性まひが

0.7％、骨関節疾患が 0.04％の順であった。脳血管障害、切断、変性疾患、末梢神経・筋疾患、

外傷性脳損傷の対象は無かった。この結果、自立支援局の疾患別実施状況は、高次脳機能障害

が過半数を占めていた。 

② 運動療法（リハビリテーション体育）の疾患・指導内容別件数 

（ア）運動療法（リハビリテーション体育）実施者の疾患・指導内容別件数を表３－30に示す。 

その結果、入院患者 6,399件、外来 474件であった。また表３－31で示す自立支援局利用者で

は 7,768件で、その総件数は 14,641件であった。病院と自立支援局利用者の実施延べ人数は、自

立支援局利用者が病院対象者に比べて 56.8%と昨年と比較して減少した。病院では、体力や機能

に関する項目を積極的に行い、自立支援局では、対象者全員に対し修了後の日常生活活動の維持・

向上および生活習慣病予防としての健康の維持・増進を目的とした「体力」を中心に支援しなが

ら、また、障害特性に配慮した「対人技能」に関する適用を行っており、医療から福祉への連携

強化による結果と考えられる。 

（イ）病院入院・外来患者に対する指導内容項目に従来から指導を行っていた「立位・歩行」につい

ては、移動能力の維持・向上に加えて、心肺持久力を主とする全身持久力の向上としても積極的

に取り入れ、その対象を拡大した。また、体力構成要素の向上に加えて、生活習慣病やメタボリ

ックシンドロームおよびロコモティブシンドローム予防・治療も含み、健康増進・スポーツ外来

へのスムーズな移行を行うために継続的に実施した。 

（ウ）「対人技能」は、集団での体育・スポーツ活動を通して自己と他の主体との関係を学び、運動課

題の成功や失敗の経験を通し、自己の心身に対する認識を深め、規則の理解と遵守、共同作業に

対する目的に添った行動と判断力の養成、役割分担の遂行、基本的マナー、協調の心、他者への 
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配慮（思いやり、他障害の理解）、用具の準備と後片付け、時間の厳守と管理などの社会生活を円

滑に送るために必要な項目に着眼点を置き定着化させた。その結果、記憶障害、注意障害、遂行

機能障害、社会的行動障害などの認知障害等を呈する高次脳機能障害の体力や社会生活力の向上

に効果を及ぼすプログラムへと展開している。 

（エ）入院患者における運動療法（リハビリテーション体育）実施者の疾患・指導内容別件数入院患

者の疾患・指導内容別件数を表３－30に示す。指導内容の多い順から、体力、車椅子操作、立位・

歩行、生涯スポーツの導入、評価、上肢機能、対人技能、プール（水中機能訓練・水泳）、の順で

あった。生涯スポーツ導入については、健康増進・スポーツ外来と連携し、スポーツに関する情

報の拡大や環境整備を行い退院後の活動的な生活を促す取り組みを積極的に行った。その一方で、

近年は、体力要素としての「立位・歩行」に関する取り組みが増加し、訓練対象となる障害の変

化やトレーニング効果の向上のため、その方法が変化している。また、「プール」実施に関しては、

夏季４か月間の期間限定実施であるため、指導内容別件数では少ない状況にある。加えて、平成

29年度は、実施期間中の気温が低く、体調への配慮から実施件数の減少に繋がった。しかし、こ

の「プール」は、近年、様々な状態への効果が見直され、特にニーズが高く、その治療・訓練・

指導効果も大きい。そのため「プール」は、年間を通した治療手段としての確立を検討したい。 

（オ）外来患者における運動療法（リハビリテーション体育）実施の疾患・指導内容別件数外来患者

の疾患・指導内容別件数を表３－30に示す。指導内容の多い順から体力、車椅子操作、立位・歩

行、生涯スポーツの導入、対人技能、評価、プール(水中機能訓練・水泳)、上肢機能の順であっ

た。外来患者への指導については、原疾患の変化やニーズの変化により、健康増進・スポーツ外

来と連携し、移行を進めた結果、減少に繋がったと考えられる。 

（カ）自立支援局自立訓練（生活訓練、機能訓練）利用者及び就労移行支援利用者における運動療法

（リハビリテーション体育）実施の疾患・指導内容別件数、自立支援局自立訓練（生活訓練、機

能訓練「視覚」）利用者及び就労移行支援利用者の疾患・指導内容別件数を表３－31 に示す。た

だし、自立支援局自立訓練（肢体機能訓練）については、平成 28年 7月から訓練担当が移行した

ため、除外した。指導内容の多い順から体力、対人技能、生涯スポーツの導入、立位・歩行、プ

ール（水中機能訓練、水泳）、評価、車椅子操作であった。自立支援局の対象者は、社会性の獲得

や運動習慣の定着、ＱＯＬの向上などを主とした取り組みと同様に、体力的な要因を抱える対象

が多くなり、体力全般の維持・向上にも積極的に取り組む必要性が高くなった。その一方で、平

成 19年より、目的や指導内容を明確にした選択クラスを導入した。この選択クラスは、リハビリ

テーション体育的内容から生活習慣病対策、レクリエーション種目まで幅広く実施するため、対

象者の希望や心身機能の状況を勘案し、積極的に参加できるように配慮した。近年では、「体力」

や「立位・歩行」など、活動機能に関する選択クラスへの参加者が増加しており、今後は、現状

の状況に合わせた支援内容の編成を検討したいと考えている。また、生活習慣病対策のクラス「健

康づくりクラス」は、障害者健康増進・運動医科学支援センターの協力の基、メタボリックシン

ドロームの要因を有する対象者を積極的に受け入れ、対象者の増加、介入プログラムの充実化が

図られている。この選択クラスの指導には、障害者健康増進・運動医科学支援センターの運動療

法士と協力し指導・管理に取り組んだ。更に、自立支援局利用者に、第三体育館（トレーニング

室）を開放し（月・火・木・金：16：00～17：00）、毎月平均 138.7名が利用した。また、夏季期

間にはプールを開放し（水：16：00～17：00）、述べ 27名が利用し、運動習慣の定着を促進する

取り組みを継続して行った。 
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③ 関連会議への参加 

病院高次脳機能障害リハビリテーション委員会（全体会議・家族学習会・追跡調査小委員会） 

④ 実習・研修・教育 

センター内各部署で受け入れている実習生、障害者の日体験会、中学生及びセンター学院生に対

して、実習、研修及び教育を行った。（第９節参照） 

⑤ 研究活動 

学会、研究会等に関しては、後述の第８節に掲載しているとおりである。 

その他、各種学会、研究会へ参加し専門職として自己研鑽に努めた。 

⑥ 自立支援局関係 

（ア）自立支援局利用者の機能維持および健康・体力づくり、運動習慣の獲得や自己管理能力の向上

の為、第三体育館（トレーニング室）を自由解放し、運動習慣の定着に継続して取り組んだ。 

（イ）利用者クラブ活動である車椅子バスケットボールクラブ、車椅子ツインバスケットボールクラ

ブ、車いすラグビークラブ、陸上クラブ、健康づくりに関連した柔術クラブの支援を行い利用者

への日常活動性の向上に関する選択肢の増加を行った。 

（ウ）利用者の機能維持や健康づくりに関する相談業務を行った。 

（エ）自立支援局利用者の心身への体育的効果の促進や自立心向上の為、選択クラスを継続し指導を

行った。 

⑦ 行事関係 

（ア）平成 29年度体育祭は、実行委員会のメンバーとして、予行演習の指導を行い、大会当日終了ま

での運営に関わった。 

（イ）第 38回文化祭の体育館イベントとして、デモンストレーション・ゲームを企画し、修了生や地

域住民との交流を深めながら利用者運動系クラブ活動の紹介を行った。 

⑧ 相談関係 

（ア）障害者スポーツに関する外部からの電話相談に対応した。 

（イ）職員の健康維持や増進のためのトレーニング方法についてアドバイスを行った。 

（ウ）障害者スポーツ競技団体からの合宿等でのセンター施設利用等に対する相談に協力した。 

（エ）障害者スポーツ強化に関する施設開放等について相談に協力した。 

⑨ 対外活動 

（ア）体育系大学や医療・福祉系大学において、障害者スポーツや健康づくりに関する授業を受け持

った。 

（イ）障害者スポーツに関する講習会および研修会への協力を行い、障害者スポーツの振興・支援に

協力した。 

（ウ）国内の障害者スポーツに関る競技大会へ競技役員、専門スタッフとして協力を行い、障害者ス

ポーツの競技力向上に協力した。 
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表３－28 病院・自立支援局疾患・対象別運動療法（リハビリテーション体育）実施者の年間延人数 

区 分 
疾患別 

病   院 
自立支援局 計 

外  来 入  院 

（人）  構成比（％） （人）  構成比（％） （人）  構成比（％） （人）  構成比（％） 

脳 血 管 障 害 15 3.6  205 4.9  141 1.8  361 2.9  
外 傷 性 脳 損 傷 67 16.1  264 6.4  - -  331 2.7  
脳 性 麻 痺 - -  13 0.3  55 0.7  68 0.6  
変 性 疾 患 7 1.7  151 3.6  5 0.1  163 1.3  
脳疾患・その他 25 6.0  131 3.2  101 1.3  257 2.1  
頸 髄 損 傷 206 49.5  1,109 26.7  572 7.4  1,887 15.3  
胸 腰 髄 損 傷 8 1.9  1,039 25.0  117 1.5  1,164 9.4  
脊 髄 疾 患 - -  420 10.1  332 4.3  752 6.1  
骨 関 節 疾 患 - -  1 0.02  3 0.04  4 0.03  
末梢神経・筋疾患 9 2.2 121 2.9  - -  130 1.1  
切 断 79 19.0  640 15.4  - -  719 5.8  
視 覚 障 害 - -  - -  1,306 16.8  1,306 10.6  
聴 覚 障 害 - - - -  122 1.6  122 1.0  
高次脳機能障害 - -  - -  4,383 56.4  4,383 35.5  
発 達 障 害 - - - - 554 7.1 554 4.5 
そ の 他 - - 58 1.4 77 1.0 135 1.1 

計 416 100.0 4,152 100.0 7,768 100.0  12,336 100.0 

表３－29 病院・自立支援局運動療法（リハビリテーション体育）実施者の月別延人数の推移  （人） 
月 

疾  患 
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 合計 

脳 血 管 障 害 34 27 10 28 65 58 31 30 42 16 7 13 361 
外 傷 性 脳 損 傷 20 27 34 9 17 30 32 22 31 45 44 20 331 
脳 性 麻 痺 6 9 6 11 17 15 4 - - - - - 68 
変 性 疾 患 - 5 9 3 6 6 18 9 29 36 20 22 163 
脳疾患・その他 13 22 13 29 25 43 18 14 18 21 16 25 257 
頚 髄 損 傷 136 198 193 169 176 171 132 157 185 106 160 104 1,887 
胸 腰 髄 損 傷 93 75 123 113 89 88 109 105 83 78 101 107 1,164 
脊 髄 疾 患 38 43 33 52 77 107 110 75 85 57 39 36 752 
骨 関 節 疾 患 3 - 1 - - - - - - - - - 4 
末梢神経･筋疾患 7 14 26 25 41 17 - - - - - - 130 
切 断 49 36 71 51 51 73 72 84 85 52 74 21 719 
視 覚 障 害 54 66 95 134 171 138 144 120 114 86 85 99 1,306 
聴 覚 障 害 32 24 12 16 15 16 - - - - 1 6 122 
高次脳機能障害 614 424 538 540 472 406 199 210 279 194 276 231 4,383 
発 達 障 害 116 42 38 50 27 60 51 48 46 26 16 34 554 
そ の 他 5 5 10 12 10 8 27 27 6 8 3 14 135 

合   計 1,220 1,017 1,212 1,242 1,259 1,236 947 901 1,003 725 842 732 12,336 

表３－30 病院（入院・外来）運動療法（リハビリテーション体育）実施者の疾患・指導事項別一覧  （件) 
指導事項 

疾患別 
区 分 評 価 体 力 立位・歩行 上肢機能 車いす操作 生涯スポーツ 対人技能 プール 疾患別件数 

脳 血 管 障 害 
入 院 5 200 31 - 9 18 29 - 292 
外 来 1 14 - - - - - - 15 

外傷性脳損傷 
入 院 6 258 11 - - 18 11 - 304 
外 来 1 65 1 - - 9 1 - 77 

脳 性 麻 痺 
入 院 2 12 - - 5 - - - 19 
外 来 - - - - - - - - - 

変 性 疾 患 
入 院 13 142 26 - 25 4 - - 215 
外 来 1 6 - - - - - - 7 

脳疾患・その他 
入 院 5 126 9 - - 5 9 - 154 
外 来 - 25 - - - - - - 25 

頸 髄 損 傷 
入 院 81 1,080 131 76 274 61 - - 1,703 
外 来 1 206 8 1 21 - - 2 239 

胸 腰 髄 損 傷 
入 院 57 1,007 83 2 253 90 1 1 1,494 
外 来 - 8 4 - - 2 4 1 19 

脊 髄 疾 患 
入 院 37 406 67 1 121 17 - - 649 
外 来 - - - - - - - - - 

骨 関 節 疾 患 
入 院 - 1 - - - - - - 1 
外 来 - - - - - - - - - 

末梢神経･筋疾患 
入 院 9 117 47 2 23 19 - 3 220 
外 来 - 9 - - - - - - 9 

切 断 
入 院 28 631 129 13 - 23 - - 824 
外 来 - 79 4 - - - - - 83 

視 覚 障 害 
入 院 - - - - - - - - - 
外 来 - - - - - - - - - 

そ の 他 
入 院 26 345 61 10 61 21 - - 524 
外 来 - 5 -  - - - - - 

実 施 種 別 件 数 ( 入 院 ) 269 4,325 595 109 771 276 50 4 6,399 
実 施 種 別 件 数 ( 外 来 ) 4 412 17 1 21 11 5 3 474 
実 施 種 別 総 件 数 273 4,737 612 110 792 287 55 7 6,873 
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表３－31 自立支援局利用者運動療法(リハビリテーション体育)実施者の疾患・指導事項別一覧    （件) 
指導事項 

疾患別 評価 体力 立位・歩行 車いす操作 生涯スポーツ 対人技能 プール 疾患別件数 

  

肢 

体 

不 

自 

由 

脳 血 管 障 害 10 89 21 1 19 1 - 141 
外 傷 性 脳 損 傷 - - - - - - - - 
脳 性 麻 痺 2 27 13 - 13 - - 55 
変 性 疾 患 - 3 - - 2 - - 5 
脳 疾 患 ・ そ の 他 2 56 23 - 20 - - 101 
頸 髄 損 傷 19 306 132 9 101 5 - 572 
胸 腰 髄 損 傷 4 80 20 - 13 - - 117 
脊 髄 疾 患 12 181 76 - 63 - - 332 
骨 関 節 疾 患 - 3 - - - - - 3 
末梢神経・筋疾患 - - - - - - - - 
切 断 - - - - - - - - 

視 覚 障 害 45 869 344 - 14 - 34 1,306 
聴 覚 障 害 - 38  - 27 57 - 122 
高 次 脳 機 能 障 害 22 260 184 - - 55 33 554 
発 達 障 害 91 2023 - - 578 1690 1 4,383 
そ の 他 3 69 5 - - - - 77 
実 施 種 目 別 件 数 210 4,004 818 10 850 1,808 68 7,768 

（４）聴能・言語訓練 

リハビリテーション部言語聴覚療法の主たる業務は、入院、外来の言語聴覚障害児・者に対する言

語聴覚評価及び訓練・相談・指導（家族への個別指導及び集団指導、あるいは家族間の情報交換のた

めの会合・交流会等を含む）などの臨床業務である。また、耳鼻咽喉科における聴力検査も大きな割

合を占めている。耳鼻咽喉科の聴力検査は、言語聴覚障害のある方の診察に伴う検査だけでなく、一

般の耳鼻咽喉科疾患の診療上の検査も担当している。平成 29年度は常勤７名、非常勤３名の 10名体

制で稼働している。 

リハビリテーション部言語聴覚療法職員の一部は、センター学院の言語聴覚学科における講義や教

科内実習、厚生労働省主催で学院にて開催される研修会（音声言語機能等判定医師研修会、補聴器適

合判定医師研修会など）の講義などを担当している。こうした言語聴覚士養成等に関連する業務は、

センター学院が言語聴覚士養成課程を設置していることもあり、学院と連携して行う重要な業務であ

る。 

また、障害者団体の活動の援助や、社会啓発活動も重要な業務である。言語聴覚障害に関する学会・

研修会等の活動も継続して実施している。 

以下に、平成 29年度の統計に基づき、臨床業務について、障害類型別・業務内容別に実施人数・件

数を報告し、臨床形態別に動向を報告する。また、臨床業務外に行った、地域との連携業務を報告す

る。 

 なお、当病院は施設基準については、脳血管疾患リハビリテーション料（I）を取得している。リハ

ビリテーション部言語聴覚療法では障害類型を問わず、訓練については脳血管疾患等リハビリテーシ

ョンという名目で実施し、１単位 20分の単位制である。従って訓練件数は実施した訓練単位数で集計

している。検査件数は、１つの検査を数日（数回）に分けて実施した場合は、検査終了日に１件とし

て計算している。 

① 全体的な動向 

（ア）実施人数及び件数 

平成 29年度の延べ実施人数は 10,476人で、内訳は入所 457人（3.8％）、外来 6,229人（59.5％）、

入院 3,790人（36.2％）であった。延べ実施件数は 22,999件で内訳は入所 868件（4.4％）、外来

15,344件（66.7％）、入院 6,787件（29.5％）であった。 

実施人数、実施件数共に、昨年とほぼ同様で、平成 25 年度以降５年間で、それぞれ 23.7％、

4.1％増加した。 
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（イ）障害類型別の実施人数及び件数 

障害類型別の実施人数は、高次脳機能障害が最も多く 3,020人（28．9％）、次いで失語症 1,861

人（17.9％）、吃音 1,547人（14.8%）、聴覚障害 1,269人（12.1％）であった。 

障害類型別の実施件数は、多い順に、高次脳機能障害 5,983 件（26.0％）、聴覚障害 4,496 件

（19.5％）、失語症 3,730件（16.2％）、吃音 3,703件（16.1％)であった。 

平成 28年度と比較すると、人数・件数共に増加したのは嚥下障害、運動障害性構音障害、音声

障害、言語発達遅滞、機能性構音障害、器質性構音障害であった。 

（ウ）業務内容の割合 

業務内容（検査、訓練、指導）別の割合をみると、言語障害全体では訓練の占める割合が最も

多く 20,983件（91.2％）、次いで指導 1,121件（4.9％）、検査 895件（3.9％）の順であった。 

平成 28年度に比べ、嚥下障害の訓練単位が 700件の増加となった。 

② 臨床形態別動向 

（ア）入所 

平成 29年度の延べ実施人数は 457人、延べ実施件数は 868件であった。実施人数、実施件数共

に、平成 25年度以降５年間で 2倍近く増加した。 

障害類型は、失語症、高次脳機能障害、運動障害性構音障害の３つである。 

（イ）外来 

外来では、原則として全ての言語障害類型に対応している。平成 29 年度の延べ実施人数は 6,229

人、延べ実施件数が 15,344件であった、平成 28年度から人数が 440人、件数が 929件、共に減

少している。しかし、平成 25年度以降５年間で実施人数、実施件数共に、それぞれ 12.1％、7.2％

の増加である。 

障害類型別人数は、多い順に吃音、聴覚障害、高次脳機能障害、失語症、言語発達遅滞の順、

障害類型別件数は、聴覚障害、吃音、高次脳機能障害、失語症、言語発達遅滞の順であった。 

（ウ）入院 

平成 29年度の延べ実施人数は 3,790人、延べ実施件数が 6,787件で、平成 28年度から人数が

143 人、件数が 23 件増加し、ほぼ昨年同様である。平成 25 年度以降５年間では実施人数、実施

件数共に、それぞれ 37.6％、22.3％の増加を示している。 

障害類型別では、高次脳機能障害が人数で 43.7％、件数で 47.4％と、人数・件数共に高次脳機

能障害への対応が多く求められる結果となった。 

③ 地域との連携 

（ア）言語聴覚療法部門では、地域連携として、「子どもの言語障がいに関する勉強会」を開催してい

る。センター近隣の市区町の保健師を対象として、聴力検査、ことばの発達検査、吃音、構音障

害の学習会を計２回実施した。 

（イ）聴覚関係では、聴覚障害児の在籍する保育園・幼稚園・学校の担任等を対象に「聴覚障害児の

療育・教育に関する連絡会議」を１回実施した。 
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表３－32 聴能及び言語訓練実施状況 
区分 

 
 
障害類型 

入所 外来 入院 合計 
構成
比 
％ 

件数 
人数 
(人) 

件数 
人数 
(人) 

件数 
人数 
(人) 

件数 
人数 
(人) 検

査 
訓練 
単位 

指
導 

計 検
査 

訓練 
単位 

指
導 

計 検
査 

訓練 
単位 

指
導 

計 検
査 

訓練 
単位 

指導 計 

聴 覚 障 害 0 0 0 0 0 626 3,861 9 4,496 1,269 0 0 0 0 0 626 3,861 9 4,496 1,269 12.1  

失 語 症 3 472 1 476 239 19 2,036 140 2,195 1,093 10 995 54 1,059 529 32 3,503 195 3,730 1,861 17.8  

高次脳機能障害 6 217 0 223 113 131 2,035 376 2,542 1,249 85 2,800 333 3,218 1,658 222 5,052 709 5,983 3,020 28.8  

運動障害性構音障害 0 96 73 169 105 4 56 7 67 34 1 459 15 475 262 5 611 95 711 401 3.8  

嚥 下 障 害 0 0 0 0 0 0 30 0 30 19 5 1,661 54 1,720 1,148 5 1,691 54 1,750 1,167 11.1  

音 声 障 害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 117 0 117 85 0 117 0 117 85 0.8  

言 語 発 達 遅 滞 0 0 0 0 0 4 1,567 8 1,579 571 0 43 0 43 21 4 1,610 8 1,622 592 5.7  

吃 音 0 0 0 0 0 0 3,656 47 3,703 1,547 0 0 0 0 0 0 3,656 47 3,703 1,547 14.8  

機能性構音障害 0 0 0 0 0 0 483 2 485 315 0 0 0 0 0 0 483 2 485 315 3.0  

器質性構音障害 0 0 0 0 0 1 205 1 207 119 0 139 1 140 77 1 344 2 347 196 1.9  

脳 性 麻 痺 0 0 0 0 0 0 40 0 40 13 0 0 0 0 0 0 40 0 40 13 0.1  

そ の 他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15 0 15 10 0 15 0 15 10 0.1  

計 9 785 74 868 457 785 13,969 590 15,344 6,229 101 6,229 457 6,787 3,790 895 20,983 1,121 22,999 10,476 100.0  

（５）眼科領域のリハビリテーション 

ロービジョン訓練では、眼科治療中あるいは治療が終了した患者のうち、視覚に障害があり、日常・

社会生活に不自由を来たしている患者（ロービジョン患者）に対して、身体障害者手帳の有無によら

ず、必要とされる視機能・社会的評価および訓練を実施し、早期に社会復帰を可能にすることを目的

としている。また、ロービジョン訓練の事業を、一般の方が理解しやすいように「ロービジョンクリ

ニック」と称し、行っているサービスの内容を「ロービジョンケア」としている。 

今年度もこれらの目的を達成するために、患者に対して医学的評価・治療、視機能評価・保有視機

能活用訓練、社会的評価・相談及び社会適応評価・訓練を行った。 

① 業務内容 

（ア）医療・訓練・評価に係わる業務 

ａ 医学的評価 

すべての患者に対して医学的評価を行い、治療が必要な場合は治療を行った。患者のニーズ

に基づいて、訓練等（以下ｂ～e）についての基本的な方向付けを行った。 

ｂ 視機能評価・訓練 

医学的評価に基づき視機能評価を行い、保有視機能の活用を図った。 

（ａ）近見視評価・訓練 

本・新聞・文章等の読み書き等の近方での作業を行う場合の評価を行った。評価に基づい

て、光学的補助具やその他の必要な補助具を選定した。補助具を使用して視機能活用訓練を

行った。 

（ｂ）遠方視評価・訓練 

日常生活における遠方視に必要な視機能評価を行った。評価に基づき光学的補助具を選定

し、活用訓練を行った。 

（ｃ）中間視評価・訓練 

家事動作、コンピュータの操作などの中間視に必要な視機能評価を行った。評価に基づき

光学的補助具を選定し、活用訓練を行った。 

（ｄ）羞明対策 

暗順応の低下や羞明を訴える患者に対して、遮光眼鏡の選定を行った。 

ｃ 社会的評価・相談 

患者の社会生活（職業、学校、家庭、年金、身体障害者手帳など）及び心理的側面（障害の

受容、対人関係など）についての評価・相談を、外来及び入院患者に対して行った。 



 

－ 141 － 

ｄ 社会適応評価・訓練 

医学的評価、視機能評価に基づき、社会生活における行動評価及び訓練を、外来及び入院患

者に対して行った。 

（ａ）日常生活動作評価・訓練 

身辺処理（硬貨・紙幣の区別等）の日常生活上の諸行動について評価し、必要に応じて補

助具を活用した訓練又は視覚以外の感覚を活用した訓練を行った。 

（ｂ）歩行動作評価・訓練 

屋内、屋外の歩行・動作についての評価を行い、必要に応じて白杖等の補助具を活用した

訓練を行った。 

（ｃ）コミュニケーション評価・訓練 

普通文字の読み書きの使用状況又は他のコミュニケーション手段の使用状況について評価

し、拡大ソフト及び音声ソフトを利用したパソコンの使用訓練や点字訓練等を行った。 

ｅ 第三者との面談等 

患者の家族や会社の上司等に対する面談および電話での相談・助言を行った。 

（イ）その他の関連業務 

ａ 教育・研修 

（ａ）実習生・研修生受け入れ 

見学実習として、視能訓練士の養成校 2校から 74名の学生を受け入れ、また養成校１校か

ら 2名の実習生を受け入れ指導を行った。研修は、ロービジョンケアの評価及び訓練の実際

を学ぶ目的で、他病院等の視能訓練士延べ 41名を研修生として受け入れ、指導を行った（第

９節参照） 

（ｂ）研修会への協力 

センター学院の視覚障害学科における講義や厚生労働省主催の「視覚障害者用補装具適合

判定医師研修会」の講義などを担当している。29年度「視覚障害者用補装具適合判定医師研

修会」は、第１回(平成 29年 7月 27日～29日)、第２回(平成 29年 12月 7日～9日)、を本

学院で開催した。また、センター主催の福祉機器専門職員研修会（平成 29年 7月 5日～7日）

の講義も担当した。 

（ｃ）外部研修会等への協力 

視能訓練士養成大学での講義、他の教育機関や団体等で行われる研修会等での講義を担当

した。これら外部の研修会等への協力は、視覚障害者に対するロービジョンケア普及・啓発

事業としての重要な役割を担っている。 

ｂ 研究活動 

学会発表、研究論文等の研究活動を行った。（第８節参照） 

この他、各種学会、研修会等に積極的に参加し、自己研鑽に務めた。 

ｃ アフターケア 

患者同士のつながりを促進するために、患者の会（愛・eye・会）の運営についての助言を行

い、総会などの会主催の行事に協力した。また、患者の会主催の未成年のロービジョン患者を

対象とした研修会（平成 29年度１回開催）への協力を行った。 

② スタッフ 

（ア）眼科医師（常勤 2名、非常勤 1名：週 1回、研究所からの併任 1名：週 1回） 

（イ）視能訓練士（3名） 
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（ウ）生活訓練専門職（１名） 

（エ）生活訓練補助員（非常勤１名：週２回） 

（オ）看護師（必要に応じて、外来および病棟看護師が加わる） 

スタッフのうち、眼科医師と視能訓練士は、眼科における診療および視機能検査等の臨床業務

も大きな割合を占めている。 

③ 対象者 

ロービジョン訓練の対象者は、目の不自由さによって日常生活に何らかの不自由（障害）を来た

す患者である。障害の程度や身体障害者手帳の有無は問わない。対象者の年齢に制限はなく、乳幼

児から高齢者まで幅広く受け入れている。乳幼児に対しては、医学的な視機能状態の把握を主にケ

アを行っている。訓練内容と訓練期間は、患者の必要に応じて実施している。 

④ 訓練形態 

（ア）外来訓練 

（イ）入院訓練 

⑤ 平成 29年度の訓練実施状況 

（ア）外来患者の訓練 

外来患者には医学的評価、視機能評価、社会的評価及び相談を中心として行い、必要な場合は

定期的に視機能活用訓練、社会適応訓練及び相談を行った。 

（イ）入院患者の訓練 

入院患者には医学的、視機能活用、社会適応の各部門の評価・訓練を行った。入院患者には医

学的、視機能活用、社会適応の各部門の評価・訓練を行った。対象者の人数は 4人、訓練期間は

1～3週間であった。その他、他科入院患者 6人への対応も実施した。 

（ウ）平成 29年度訓練の概要 

訓練については、他の訓練部門と同じく１単位 20分を１件として計上している。 

ａ 患者数 

ロービジョンケアとしてロービジョ

ン訓練で対応した患者数は、296人であ

った。男女別の人数は、男性 155 人

(52.4％）、女性 141人（47.6％）であっ

た。 

ｂ 援助内容別人数 

視機能評価・訓練での対応は 177 人

（59.8％）、社会適応評価・訓練での対

応は 53人（17.9％）、両部門による対応

は 66人(22.3％)であった。 

ｃ 年齢別人数及び構成比 

年齢別人数および構成比は、表３－33

に示した通りであった。平成 29 年度は

60歳代および 70代が最も多くそれぞれ 50名、50歳代が 49名、40代が 44名と続いていた。4 

0歳代、50歳代の就労年齢層の受診も多く、合わせて 93名と全体の約 3分の１（31.4％）を

占めていた。また、60歳代以上の割合が 124名（41.9％）と高くなっており前年度と同様に高

齢化の傾向が見られた。 

表３－33 年齢別人数と構成比 
年齢階級  人数（人）  構成比（％） 

10歳未満 17  5.7 
10 ～ 19 18  6.1 
20 ～ 29 23  7.8 
30 ～ 39 21  7.1 
40 ～ 49 44  14.9 
50 ～ 59 49  16.6 
60 ～ 69 50  16.9 
70 ～ 79 50  16.9 
80歳以上 24  8.1 

計 296  100.0 

表３－34 良い方の眼の矯正視力の人数と構成比(ＩＣＤ－10) 
瞭眼視力 人数（人) 構成比（％） 

光覚なし 6 2.0 
光覚弁～0.02未満 27 9.1 
0.02～0.05未満 42 14.2 
0.05～0.1未満 51 17.2 
0.1～0.3未満 55 18.6 
0.3以上 115 38.9 

計 296 100.0 
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ｄ 良い方の眼の矯正視力 

良い方の眼の矯正視力別の人数およ

び構成比は、表３－34の通りであった。

なお、この視力分類は、ＩＣＤ－10 に

準拠している。昨年と同様 0.1 以上が

57.4％と多くを占めていた。これは、視

力障害は 0.1以上と軽度であるが、視野

障害の合併などで、日常・社会生活に不

自由をきたし、ロービジョンケアが必要

となった患者が多くいたためと考えら

れる。視力値毎で分類したものを表３－

35に示す。そのうち視力値 0.1が 30人

で最も多く、次いで 1.2が 25人、0.02が 19人、0.4が 18人と続いていた。 

（エ）身体障害者手帳(視覚障害)の取得状況 

296人中 221人（74.7％）の患者が、初診の段階で視覚障害の身体障害者手帳を取得していた。

30人（10.1％）は、身体障害程度等級に該当しなかった（表３－36）。 

（オ）身体障害者手帳の等級 

身体障害者手帳が交付済みであった 221

人の等級別の人数と構成比を表３－37 に

示す。取得人数の多い順では、2 級が 108

人(48.9％)、１級が 49人（22.2％)となっ

ており、これら２つの等級で 71.1%を占め

ていた。近年の傾向と同様に、視力が比較

的高い患者が多かったことを考慮すると、

視野狭窄による２級の患者が多かったも

のと思われる。 

（カ）居住都道府県別人数と構成比 

患者の居住都道府県別人数と構成比で

は、埼玉県が最多で 173 人（58.4％）、続

いて東京都 87 人（29.4％）であり、両者

で 87.8％を占めていた（表３－38）。 

（キ）社会参加状況 

社会参加状況では、在宅の患者が最も多

く 148 人(50.0％)、次いで就労 84 人

(28.4％)、就学 34 人(11.5％)となってい

た（表３－39）。 

（ク）評価・訓練内容別対応人数及び件数 

ａ 医学的・視機能評価及び訓練 

視能訓練士が主に携わる医学的・視機能評価及び訓練の対応人数および件数は、全体で 243

人・延べ人数 523人・2,147件であった。そのうち、外来の人数は 219人（90.1％）・延べ人数 

表３－35 良い方の眼の矯正視力の人数 

 (視力値毎） 

瞭眼視力  人数（人） 瞭眼視力  人数（人） 

光覚なし 6 0.15 13 
光覚弁 5 0.2 12 
手動弁 9 0.3 10 
指数弁 3 0.4 18 
0.01 10 0.5 12 
0.02 19 0.6 14 
0.03 15 0.7 6 
0.04 8 0.8 6 
0.05 10 0.9 6 
0.06 14 1.0 13 
0.07 11 1.2 25 
0.08 9 1.5 5 
0.09 7 計 296 
0.1 30   

 
表３－36 手帳取得状況 
手 帳 の 有 無  人数（人)  構成比（％） 
交 付 済 み 221 74.7 
未 交 付 （ 該 当 ) 45 15.2 
非 該 当 30 10.1 
合 計 296 100.0 
 
表３－37 等級別人数と構成比 

等 級  人数（人）   構成比（％） 
１級 49 22.2 
２級 108 48.9 
３級 12 5.4 
４級 22 10.0 
５級 25 11.3 
６級 5 2.3 
合計 221 100.0 

 
表３－38 都道府県別人数と構成比 

都道府県  人数（人）  構成比（％） 
埼 玉 県 173 58.4 
東 京 都 87 29.4 
神 奈 川 県 9 3.0 
千 葉 県 9 3.0 
群 馬 県 3 1.0 
長 野 県 3 1.0 
茨 城 県 2 0.7 
新 潟 県 2 0.7 
静 岡 県 2 0.7 
栃 木 県 1 0.3 
秋 田 県 1 0.3 
岩 手 県 1 0.3 
福 井 県 1 0.3 
福 島 県 1 0.3 
福 岡 県 1 0.3 

合計 296 100.0 
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は 475人・2,002件、入院の人数は 4人

（1.4％）・延べ人数 15人・57件、利用

者の人数は 20人（6.8％）・延べ人数 33

人・88 件であり、前年度と同様に外来

患者への対応が主であった（表３－40）。 

医学的・視機能評価及び訓練の内容別

に対応した数について表３－41 に示し

た。外来患者では、「近見視」が 18.8％、

「拡大読書器」の選定及び訓練が 17.0％、

「遮光眼鏡」の選定が 12.2％と対応数が多く、新聞、書類等の読み書きの困難に対する対応や

羞明軽減への対応が望まれていたことが分かった。入院患者では、「拡大読書器」の選定及び訓

練が 35.1%、「遮光眼鏡」の選

定が 24.6％と続いていた。利

用者では、「近方視」の対応

が最も多く 22.7％であった。

利用者、入院患者においても、

外来患者と同様に、新聞、書

類等の読み書きの困難への

対応や羞明軽減に対応する

ケアが望まれていることが

わかった。 

ｂ 社会的相談・社会適応訓練 

表３－42に延べ人数、実人

数、３－43に相談・訓練項目

別の件数を示す。なお、今年

度から社会適応相談・訓練で

の延べ人数についてのカウ

ント方法を変更した。昨年度

までは、同日に複数の訓練項

目を実施あるいは同じ訓練

項目を午前と午後に分けて実施した場合はそれぞれを一人としていたが、今年度からは同一患

者が同一日に訓練を受けた際は一人とカウントすることとした。 

社会的相談・社会適応訓練を実施した実人数は、合計 119人であった。外来は 109人（うち、

1 人は自立支援局の利用者）、入院は 10 人であった。延べ人数は、合計 656 人で、外来が 540

人(うち 26人は自立支援局の利用者)、入院が 116人であった。 

訓練別件数では、外来が 2,415 件、入院が 531 件であった。外来では歩行が最も多く 1,152

件(47.7%)であった。順にパソコン 511件(21.2%)、点字 411件(17.0%)となっていた。入院では

歩行が 399件(75.1%)、順にパソコンと ADLが 59件(11.1%)と同件数となっていた。外来、入院

ともに歩行の件数が多いことが特徴であろう。 

表３－39 社会参加状況別人数と構成比 
参加状況  人数（人）  構成比（％） 

在 宅 148 50.0 
就 労 84 28.4 
就 学 34 11.5 
施 設 利 用 30 10.1 

計 296 100.0 

 

表３－40 医学的・視機能評価及び訓練の患者数 
分 類  延べ人数（人）  件  数（件）  実人数（人） 
外 来 475 90.8 2,002 93.2 219 90.1 
入 院 15 2.9 57 2.7 4 1.7 
利用者 33 6.3 88 4.1 20 8.2 
合計 523 100.0 2,147 100.0 243 100.0 

 
表３－41 視機能評価及び訓練 （内容・件数）（件・構成比） 
 外来 入院 利用者 計 

  ％  ％  ％  
近 方 視 354  18.8  7  12.3  20  22.7  381  
遠 方 視 173  9.2  1  1.8  15  17.0  189  
拡 大 読 書 器 320  17.0  20  35.1  11  12.5   351  
遮 光 眼 鏡 230  12.2  14  24.6  17  19.3  261  
プ リ ズ ム 14  0.7  2  3.5 -  -  16  
偏心視評価・訓練 17  0.9  -  -  -  -  17  
そ の 他 779  41.3  13  22.8  25  28.4   817  

計 1,887  100.0  57  100.0  88  100.0  2,032  

表 3－42 社会適応相談・訓練での延べ人数及び実人数 
 延べ人数 実人数 
 人数(人) 再掲:利用者 構成比(%) 人数(人) 再掲:利用者 構成比(%) 

外来 540 26 82.3  109 1 91.6  
入院 116 - 17.7  10 - 8.4 
合計 656 - 100.0  119 -  100.0  

表３－43 社会適応相談・訓練での訓練別件数 
 外来 入院 

合計 
 件数 (再掲:利用者) 構成比(%) 件数 構成比(%) 

相談 254 6 10.5  3 0.6  257 
歩行 1,152 0 47.7  399 75.1  1,551 
点字 411 157 17.0  9 1.7  420 
パソコン 511 0 21.2  59 11.1  570 
ADL 60 0 2.5  59 11.1  119 

他 com 15 0 0.6  0 0.0  15 
他 12 0 0.5  2 0.4  14 
合計 2,415 163 100.0  531 100.0  2,946 
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５  医療福祉相談 

平成 22年４月の組織改編により、それまで医療相談開発部内にあった「医療福祉相談」は、管理部医

事管理課内に「医療相談室」として置かれることとなった。名称が「医療相談室」となったが、その役

割及び配置職員については基本的に変化なく、「(改正）医療ソーシャルワーカー業務指針」(平成 14年

11 月 29 日付健政発第 1129001 号各都道府県知事・政令市市長・特別区区長あて厚生労働省健康局長通

知）の考え方に沿って、疾病等を有する患者等が地域や家庭において自立した生活を送ることができる

よう、社会福祉の立場から他の医療スタッフ等と連携しつつ支援することに取り組んできており、殊に

近年では医療機関毎の専門性とその連携の重要性が指摘されていることから、その役割と期待はますま

す大きくなってきている。 

医療相談室では地域医療連携室としての機能も求められる中、平成 27年度に看護師長が１名配置され

たが、翌年は減員となった経緯がある。その後、平成 29年度から新たに、２名（１名は外来併任）の看

護師が医療相談室に配置された。 

当院では、昭和 61年度以降、医療福祉相談室(現在の｢医療相談室｣)で入院患者や外来患者等に対する

相談業務を行ってきている。近年の相談対応件数については、この５年間、徐々に増加傾向にある。上

述のとおり、29年度は看護師が２名配置され、入院相談から退院支援まで看護師の専門的立場から支援

介入したことも、相談件数が増加した大きな要因と言える。（25年度 12,090件、26年度 15,414件、27

年度 14,180件、28年度 16,564件、29年度 18,137件、第２編関係資料「病院の状況」参照） 

相談内容については、入院及び外来患者の転院・退院後に利用する医療機関あるいは福祉サービス（介

護保険、障害福祉等）に関するものに加えて、外部医療機関等からの入院や受診に係る問い合わせ等が

多くなっている。また、身体障害に精神障害を併せ持つ等の重複障害のある患者や、家族関係が希薄で

発症や受傷の後の居住の場の確保が困難になっている患者等、丁寧な対応が求められるケースも少なく

ない。 

外部医療機関等からの入院や受診に係る問い合わせのうち、「脊髄損傷で入院リハビリを希望される

方」「神経内科受診を希望される方」等の受診調整は従来通り、医療相談室にて対応を継続しているが、

25年度から始まった児童精神科外来の受診希望者の事前の相談・受診調整については、29年度から第三

診療部（児童精神科）に専任の医療ソーシャルワーカーが１名配置されたため、その医療ソーシャルワ

ーカーが担うことになった。 

さらに、医療相談室では、センターが高次脳機能障害支援普及事業の全国拠点センターになっている

ことから、高次脳機能障害のある入院及び外来患者・家族等からの相談対応と併せて、社会復帰支援プ

ログラム（家族学習会等）の実施や、全国の医療機関や患者のご家族等からの高次脳機能障害に関する

相談や問い合わせにも対応している。 

医療福祉相談時に電話等で得た患者情報については、本人・家族の了承を得た上で、医師、看護師等

と情報を共有し、患者の円滑な受診受療が可能となるよう事前に緊密な連絡調整（文書による外来への

連絡等）を図っている。入院患者についても同様に入院前の医療機関等との連絡調整、入院後は患者の

転帰を踏まえつつ退院後の方向性の検討に際してできる限り早期に介入するよう努めている。 

（１）相談員・相談日 

① 相談員  看護師 ２名 

医療ソーシャルワーカー（医療社会事業専門職） ２名、主任１名 

医療ソーシャルワーカー（非常勤職員）     ２名 

② 相談日  月～金曜日（休日祝日、年末年始を除く） 
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（２）相談内容 

主な相談内容は、退院に向けての患者本人、その家族及び関係機関等との連絡調整である。 

患者の多くが発症あるいは受傷後の障害固定認定の時期と重なることから障害福祉サービス利用開始

に係る相談が多い。また、介護保険に該当する方もおり、介護サービス利用に係る相談も多い。これ

らに関して、自治体の障害福祉及び介護保険担当部署をはじめ、相談支援事業所や介護保険事業所の

ケアマネージャー等との連絡調整が頻回に行われている。 

加えて、看護師が配置されたことにより、医療機関や訪問看護ステーション等との医療的ケアの情報

共有が円滑に図られるようになっている。 

相談内容を大きく分類すると、次のとおりである。 

① 入院及び外来の患者・家族との相談内容 

（ア）退院後に利用する医療機関・訪問看護ステーション等の選定に関する情報提供と支援 

（イ）在宅生活で利用する福祉サービス等に関する情報提供と支援 

障害福祉サービスあるいは介護保険サービスのホームヘルプまたはデイサービス、住宅改修の

際の費用助成制度等、社会資源の活用のための情報提供及び関係機関との連絡調整等 

（ウ）障害福祉サービスの利用に係る相談援助 

障害者手帳交付申請、補装具費給付申請、センター自立支援局利用申請、自治体への必要な手

続き等に関する情報提供及び自治体担当者等との連絡調整、相談支援事業所との連絡調整等 

（エ）介護保険サービスの利用に係る情報提供 

要介護認定の手続き、福祉用具の貸与等に関する調整、利用可能な介護老人福祉施設等につい

ての情報提供、地域包括支援センターやケアマネージャーとの連絡調整等 

（オ）社会復帰についての相談 

入院中の訪問教育に関する調整、復職・復学の際の職場あるいは学校との調整や助言、就労支

援や就職・修学に関する調整や助言、就労支援関係機関との連携や連絡調整等 

（カ）医療費、経済的課題についての相談 

医療費の減免手続きや年金申請の方法についての情報提供等 

（キ）労災保険制度や自賠責保険制度等に関する情報提供 

（ク）その他 

自立支援局や職業リハセンター見学の調整等 

② 入院及び外来の患者・家族等以外（外部の医療機関等）からの相談内容 

・センター病院への転院及び受診の手続き等に関する説明 

・センター病院内関係部門間の調整等 

 

（３）相談対応の実績総件数（表 3－44） 

29年度中の相談対応件数は総数で 18,137件であり、方法別でみると、電話によるものが 54.6％、

面接によるものが 35.5％、文書によるものが 9.9％であった。これを一日あたりにすると 74.6件であ

り、電話によるものが 40.8件、面接によるものが 26.5件、文書によるものが 7.4件であった。 

 

（４）入院及び外来の患者・家族等以外（外部の医療機関等）からの相談対応件数実績（月別・障害別・

方法別、表 3－45（表３－44の内数） 

既述の様に、当室では入院及び外来の患者・家族等の他に、全国の多数の関連機関からの相談や問
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い合わせ、あるいは来室した相談依頼者への対応を行っている。 

相談件数は年間で 2,899 件あり、相談対応総件数の 16.0％を占める。一日平均では 11.9 件である。

外部の機関からの電話による問い合わせがほとんどである。 

内容は、当院の受診受療に関する問い合わせや相談をはじめとして、他の医療機関や施設の紹介依頼、

社会資源の活用方法の照会等、広範な分野に及んでいる。 

 

（５）高次脳機能障害支援普及事業 

当院に入院及び通院している高次脳機能障害のある患者やそのご家族に対して、在宅支援、復職・

就労支援、復学支援や障害福祉サービス等設利用のための支援等を実施している。 

① 高次脳機能障害者のご家族のための学習会 

患者本人に対して行う社会復帰支援とともに重要なのが家族への支援である。当室では、家族面

接等による個別的な家族支援と併せて、高次脳機能障害リハビリテーション委員会にて計画した内

容に基づいて、平成 13年度から患者家族を対象に「高次脳機能障害者のご家族のための学習会（以

下、「家族学習会」）を実施している。主な目的は、①高次脳機能障害についての理解の促進、②他

の家族との交流・情報交換の場の提供である。タイプＡは入院及び外来の患者の家族を対象として

講義形式で、タイプＢはタイプＡの講義を受講した入院及び外来の患者の家族等を対象としてグル

ープ討議形式で実施した。希望により複数回の参加を可能とした。 

平成 29年度は家族学習会（タイプＡ及びタイプＢ）を計９回実施し、参加家族は延べ 72家族、

参加人数は延べ 83人であった。（表３－46）（表３－47） 

② 高次脳機能障害リハビリテーション委員会における活動 

月１回開催される高次脳機能障害リハビリテーション委員会に参加し、病院内の高次脳機能障害

者の臨床に関する支援を行っている。また、平成 17年度から家族支援小委員会に参加し、家族学習

会の企画・運営等を担当している。 

 

（６）教育・研修等 

院内他部門での実習生に対する当室の業務内容や患者の利用可能な福祉制度等の説明、他医療機関

から研修に来られた医療ソーシャルワーカー等との情報交換等を行った。 

また、学院にて開催された作業療法士研修会にて「社会復帰にむけた支援」の講義を担当した。 

さらに、医療福祉相談のスキル向上を目的として、随時、勉強会やケース検討等を実施した。 

 

（７）研究活動等 

社会資源開拓の一環として、急性期病院、リハビリテーション病院、障害者支援施設等の見学を実

施した。 
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表３－44 相談対応総件数（月別・障害別・方法別）                    （件） 
月別・入院外来別 

 

障害別・方法別 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

入院 外来 その他 計 入院 外来 その他 計 入院 外来 その他 計 入院 外来 その他 計 入院 外来 その他 計 入院 外来 その他 計 入院 外来 その他 計 

肢
体
不
自
由 

面接  188 8 138 334 186 9 117 312 274 22 107 403 188 10 145 343 258 13 87 358 293 22 93 408 261 10 78 349 

電話  208 14 216 438 319 28 168 515 350 17 194 561 207 21 215 443 337 13 148 498 445 19 230 694 339 17 207 563 

文書  31 3 64 98 34 2 53 89 46 3 61 110 42 2 43 87 51 5 41 97 83 3 38 124 36 7 21 64 

計 427 25 418 870 539 39 338 916 670 42 362 1074 437 33 403 873 646 31 276 953 821 44 361 1226 636 34 306 976 

脳
障
害 

面接 104 17 13 134 118 18 14 150 136 32 18 186 77 26 20 123 83 36 21 140 87 33 16 136 94 35 27 156 

電話 180 32 54 266 187 33 38 258 144 43 68 255 125 36 63 224 163 48 69 280 172 54 52 278 197 75 71 343 

文書  39 8 5 52 21 6 2 29 38 8 15 61 23 6 13 42 22 10 7 39 82 9 8 49 26 21 12 59 

計 323 57 72 452 326 57 54 437 318 83 101 502 225 68 96 389 268 94 97 459 291 96 76 463 317 131 110 558 

聴
覚
言
語
障
害 

面接 0 0 0 0 0 0 1 1 0 2 0 2 0 2 0 2 0 2 0 2 0 0 0 0 0 1 0 1 

電話 0 2 0 2 0 1 0 1 0 2 1 3 0 6 1 7 0 2 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 

文書 0 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 3 0 3 0 1 0 1 0 0 0 0 

計 0 3 0 3 0 1 1 2 0 5 1 6 0 8 1 9 0 7 1 8 0 1 0 1 0 1 0 1 

視
覚
障
害 

面接 0 0 0 0 0 1 1 2 0 4 1 5 1 0 0 1 0 3 1 4 5 4 1 10 0 3 2 5 

電話 1 6 1 8 0 2 3 5 0 5 0 5 0 1 0 1 0 5 4 9 1 6 1 8 2 0 3 5 

文書 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 11 2 1 0 3 0 2 0 2 

計 1 6 1 8 0 4 4 8 0 9 1 10 1 1 0 2 0 9 5 14 8 11 2 21 2 5 5 12 

そ
の
他 

面接 0 2 7 9 0 1 11 12 0 3 14 17 0 2 5 7 0 1 8 9 0 6 16 22 0 2 9 11 

電話 0 2 6 8 1 6 3 10 0 4 14 18 0 1 14 15 0 2 9 11 0 3 2 5 0 1 5 6 

文書 0 0 1 1 0 0 0 0 0 2 1 3 0 1 2 3 0 1 0 1 0 1 1 2 0 0 3 3 

計 0 4 14 18 1 7 14 22 0 9 29 38 0 4 21 25 0 4 17 21 0 10 19 29 0 3 17 20 

計 

面接 292 27 158 477 304 29 144 477 410 63 140 613 266 40 170 476 341 55 117 513 385 65 126 576 355 51 116 522 

電話 389 56 277 722 507 70 212 789 494 71 277 842 332 65 293 690 500 70 231 801 618 82 285 985 538 93 286 917 

文書 70 21 70 152 55 9 55 119 84 14 77 175 65 9 58 132 73 20 48 141 117 15 47 179 62 30 36 128 

計 751 95 505 1351 866 108 411 1385 988 148 494 1630 663 114 521 1298 914 145 396 1455 1120 162 458 1740 955 174 438 1567 

＊「入院」は入院中の患者に関する本人・家族及びその他関係者等との相談、「外来」は外来通院中の患者等に関する本人・家族及びその他

関係者等との相談、「その他」は外部の医療機関等からの相談への対応等を示す。 

 

表３－44（続き）                                           （件） 
月別・入院外来別 

障害別・方法別 

11月 12月 １月 ２月 ３月 計 
入院 外来 その他 計 入院 外来 その他 計 入院 外来 その他 計 入院 外来 その他 計 入院 外来 その他 計 入院 外来 その他 計 

肢
体
不
自
由 

面接 282 27 79 388 342 22 57 421 268 20 59 347 259 18 102 379 253 27 112 392 3052 208 1174 4434 

電話 332 42 198 572 436 28 190 654 295 30 149 474 290 15 191 496 383 34 258 675 3941 278 2364 6583 

文書 59 4 36 99 63 5 34 102 42 3 42 87 39 4 43 86 59 6 74 139 585 47 550 1182 

計 673 73 313 1059 841 55 281 1177 605 53 250 908 588 37 336 961 695 67 444 1206 7578 533 4088 12199 

脳
障
害 

面接 56 45 28 129 87 38 21 146 59 57 31 147 62 49 51 162 72 55 50 177 1035 441 310 1786 

電話 69 82 48 199 97 76 62 235 57 80 81 218 110 112 97 319 59 67 107 233 1560 738 810 3108 

文書 11 20 4 35 18 16 10 44 13 15 31 59 24 21 18 63 7 14 25 46 274 154 150 578 

計 136 147 80 363 202 130 93 425 129 152 143 424 196 182 165 544 138 136 182 456 2869 1333 1270 5472 

聴
覚
言
語
障
害 

面接 0 1 0 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 2 10 

電話 0 1 1 2 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 1 1 0 2 2 4 0 16 9 25 

文書 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 0 6 

計 0 2 1 3 0 0 2 2 0 0 1 1 0 0 1 1 0 2 2 4 0 30 11 41 

視
覚
障
害 

面接 0 0 1 1 0 6 1 7 0 6 0 6 0 0 1 1 0 1 1 2 6 28 10 44 

電話 0 1 1 2 0 4 9 13 0 5 0 5 0 3 2 5 0 1 1 2 4 39 25 68 

文書 0 1 0 1 0 1 0 1 0 2 0 2 0 0 0 0 0 1 0 1 2 10 0 12 

計 0 2 2 4 0 11 10 21 0 13 0 13 0 3 3 6 0 3 2 5 12 77 35 124 

そ
の
他 

面接 1 0 16 17 2 0 7 9 0 0 10 10 1 0 11 12 0 0 22 22 4 17 136 157 

電話 0 1 10 11 1 1 5 7 0 0 2 2 0 4 18 22 0 1 9 10 2 26 97 125 

文書 0 0 1 1 0 0 2 2 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 1 1 0 5 14 19 

計 1 1 27 29 3 1 14 18 0 0 14 14 1 4 29 34 0 1 32 33 6 48 247 301 

計 

面接 339 73 124 536 431 66 87 584 327 83 100 510 322 67 165 554 325 83 185 593 4097 702 1632 6431 

電話 401 127 258 786 534 109 267 910 352 115 233 700 400 137 309 848 442 105 377 924 5507 1097 3305 9909 

文書 70 25 41 136 81 22 46 149 55 20 75 150 63 25 61 149 66 21 100 187 861 222 714 1797 

計 810 225 423 1458 1046 197 400 1643 734 218 408 1360 785 226 535 1546 833 209 662 1704 10465 2021 5651 18137 
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表３－45 入院及び外来患者・家族等以外の相談／障害・方法別相談対応件数実績        （件） 
月別 

障害別･方法別 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 

肢
体
不
自
由 

面 接 4 8 1 8 1 3 1 3 1 2 0 1 33 

電 話 178 167 194 173 116 161 137 136 111 95 134 171 1773 

文 書 41 33 34 22 13 17 8 17 4 10 11 24 234 

計 223 208 229 203 130 181 146 156 116 107 145 196 2040 

脳
障
害 

面 接 0 2 2 2 0 0 1 2 1 0 0 2 12 

電 話 47 47 53 48 59 35 53 37 52 65 68 91 655 

文 書 2 1 6 4 1 3 5 3 3 6 5 9 48 

計 49 50 61 54 60 38 59 42 56 71 73 102 715 

聴 
 

覚 

言
語
障
害 

面 接 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

電 話 0 0 1 1 1 0 0 1 1 1 0 1 7 

文 書 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 1 1 1 1 0 0 1 1 1 0 1 8 

視
覚
障
害 

面 接 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

電 話 1 3 0 0 3 1 2 1 6 0 2 1 20 

文 書 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 1 3 0 0 3 1 2 1 6 0 2 1 20 

そ
の
他 

面 接 3 0 2 0 2 4 2 4 1 0 2 13 33 

電 話 5 1 14 8 7 2 5 9 5 2 13 4 75 

文 書 1 0 1 0 0 1 2 1 1 1 0 0 8 

計 9 1 17 8 9 7 9 14 7 3 15 17 116 

計 

面 接 7 11 5 10 3 7 4 9 3 2 2 16 79 

電 話 231 218 262 230 186 199 197 184 175 163 217 268 2530 

文 書 44 34 41 26 14 21 15 21 8 17 16 33 290 

計 282 263 308 266 203 227 216 214 186 182 235 317 2899 

表３－46 家族学習会実施状況 

年 度 
項 目 

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 計 

実 施 回 数( 回 ） 5 6 9 6 11 12 10 10 10 7 8 8 8 9 8 6 9 142 

参加延べ世帯数(世帯） 118 79 56 74 86 123 147 171 105 62 106 81 62 69 71 39 72 1,521 

参加延べ家族数( 人 ） 170 103 74 100 115 141 167 217 134 77 128 99 77 88 85 49 83 1,907 

表３－47  家族学習会の概要 

 タイプＡ タイプＢ 

実施方法 講義形式 参加家族のグループ別討議（学習会） 

テ ー マ 
「高次脳機能障害とは」 
「社会資源の利用について」 

支援で困難を感じていること、または支援上の工夫
等、グループ毎にその都度設定する。 

開催期日 
平成29年５月18日、６月15日、９月21日、10月19日、 
平成30年１月18日、２月15日 

平成29年７月20日、11月16日 
平成30年３月15日 

担当職員 医師・医療社会事業専門職（ＭＳＷ）等 
医師・看護師・ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ・運動療法士・心理判定
専門職・医療社会事業専門職(ＭＳＷ)等 

 

６ 臨床心理業務等 

（１）心理学的査定、心理面接等 

① 臨床業務 

平成 29年度の心理学的査定、心理指導、心理面接等を行った延べ件数は 4,381件であった。心理

学的査定の結果は、今後の指導、方針決定を行う際の参照として病院内の関係する各専門職へ情報

提供を行った。主な対象者は、外傷性、脳血管障害、その他の脳疾患による脳損傷者であった。近

年は、特に脳損傷者の割合が高くなっており、今年度も全体の 81.5％を占めた。その他、頸髄損傷

を含む脊髄損傷、切断等、症例は多様であった。 
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テストは個別検査により実施した。面接・行動観察による発達・態度の査定、標準化ないし規準

化された定型的知能・発達検査（ＷＩＳＣ－Ⅳ、ＷＡＩＳ－Ⅲ、田中ビネーⅤ他）、記憶能力検査（リ

バーミード行動記憶検査、標準言語性対連合学習検査、ベントン視覚記銘検査、ＷＭＳ－Ｒ他）、人

格検査（ＴＥＧ－Ⅱ他）、その他の心理検査（ＰＯＭＳ-2、ＳＤＳ他）の実施、家族からの情報の聴

取等によって心理学的査定を行い、患者本人やその家族への指導と他専門職への情報提供を行った。

また、本人、家族からの要請があった場合には、他機関への情報提供を行った。 

必要に応じて、心理学的査定に引き続き、定期・不定期に心理面接を実施し、発症後の様々な不

安や葛藤を抱えた患者に対する心理的支援を行った。 

高次脳機能障害と診断された患者に対しては、認知機能の改善や生活環境に応じた障害の補償手

段を獲得・活用していくための個別・集団での継続した心理指導、環境適応に向けた心理的支援、

及びその家族に対しては助言指導を通して心理教育的な観点から支援を行った。また、地域生活移

行後に発生した適応上の問題等に対しては、電話による相談のほか、心理面接を実施しフォローア

ップを行った。 

② 高次脳機能障害のある患者の家族支援 

個別による家族支援のほか、病院部会傘下の家族支援小委員会に所属し、年間の定例家族学習会

の企画運営にあたったほか、話し合い形式による学習会でファシリテーターを担当する職員に対し

事前研修を行った。また、委員以外にも職員全員が学習会のファシリテーターとして支援に当たった。 

③ 家族以外の支援者への助言及び指導 

高次脳機能障害者の復学や復職に際し、本人及び家族の依頼を受けて、学校の担任や職場の上司

に対して予測される課題の説明や対処法の提案を行うとともに、それぞれの担当者が適切な環境調

整を行うことができるよう助言した。復学･復職後も本人の受診時等のモニタリングを通じ、必要時

には電話等によるスポット的な支援を行った。 

 

（２）教育・研修 

① 実習生の指導等 

臨床心理士を目指す学生の実習については、大学院生１名の指導を行った。その他、他部門から

の依頼に応じて、医療関係職種の実習生に対する講義等を行った。 

② 研修会等の講義 

学院主催の高次脳機能障害支援事業関係職員研修会において、具体的な臨床実践内容を「心理療

法」として、作業療法士研修会においては、「記憶障害に対する評価と介入の実際」として、講義を

行った。学院主催のリハビリテーション心理職研修会に関しては、主担当として、講師の選定、企

画立案にあたり、高次脳機能障害の事例検討に係るグループワークにおいてファシリテーターを務

めた。 

また、所沢市社会福祉協議会や入間市社会福祉協議会が主催した同行援護従事者養成研修会の一

般課程において、「障害者(児)心理」の講義を行った。 

 

（３）研究活動 

各種学会、研修会へ参加し自己研鑽に努めた。 
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表３－48 病院における心理学的査定等の状況（延件数）                      (件) 
区   分 入 院 外 来 総 数 

1 脳血管障害 396 831 1227 

2 外傷性脳損傷 723 756 1479 

3 脳性麻痺   -   -   - 

4 変性疾患（パーキンソンその他）   - 3 3 

5 脳 疾 患（脳炎・腫瘍その他） 345 518 863 

6 頸髄損傷 113 41 154 

7 胸腰髄損傷 28 - 28 

8 脊髄疾患 44 27 71 

9 骨関節疾患 7 0 7 

10 末梢神経・筋疾患 12 19 31 

11 切  断 33 0 33 

12 発達遅滞 20 465 485 

13 聴覚障害   -   -   - 

14 そ の 他   -   -   - 

年  計 1721 2660 4381 

(注) 件数：家族等への面接指導を含めた件数 

 

７ 再生医療リハビリテーション 

  脊髄損傷に対する再生医療を受けた患者に対して、機能回復に向けた訓練を先進的な技術を動員して

実施をしている。国内で実施されている（実施が予定されている）医療機関と連携し、そのリハビリプ

ランの検討から実施を担い、同時にその回復メカニズムの解析を行っている。 

（１）業務内容 

脊髄損傷に対する再生医療を受けた患者に対する評価法と訓練の立案と実践、さらにその体系化。 

 

（２）症例の内容 

大阪大学での胸髄損傷を対象とした自家嗅粘膜組織移植（先進医療） 

平成 29年度の受け入れは新規 2例で開始からの積算は 3例となった。 

札幌医科大学での自家骨髄間葉系幹細胞静脈投与（臨床治験） 

平成 30年度からの開始が予定されており、準備としての打ち合わせ・検討会を開催した 

 

（３）訓練の内容 

理学療法：体幹の強化と運動誘発による筋収縮の誘導、装具歩行、神経筋電気刺激による筋収縮の

誘導 

研究所での訓練：動力式歩行アシスト機器（Lokomat）を用いた歩行訓練、筋電図を用いたバイオフ

ィードバック訓練 

リハビリ体育：有酸素運動による全身状態の向上 

 

（４）外部機関との連携 

大阪大学での打ち合わせ、手術立ち合いを行うことで、円滑な連携をとった。札幌医科大学とはミ

ーティングを開催し今後の進め方について意見交換をした。 

また、日本脊髄障害医学会が進める「脊髄損傷に対するリハビリテーションプロトコール」の策定

に対して再生医療リハビリテーション室のスタッフが委員として参加し、国内の主要な脊髄損傷治療

機関の意見集約の作業を開始している。 
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８ 看護部 

看護部の特徴と勤務態勢 

看護部は、病院看護部門５セクション、自立支援局 1セクションから構成されている。 

各フロアの特徴と勤務体制は表３－49のとおりである。 

3階東病棟は、脊髄損傷患者の入院が増加し、平均在院日数が延び 60日を超えることがあった。平成

28年 12月に一般病棟 15：1から障害者施設基本料 10:1に変更した。４階東病棟の平均在院日数の短縮

に向けて、10月からは入院期間が短い 3階西病棟のロービジョン患者と自立支援局の尿路感染や発熱者

などは、4階東病棟で入院の受け入れを開始した。 
 

表３－49 各フロアの特徴と勤務体制 

 看護の特徴 勤務体制 

３階西病棟（40床） 

障害者施設 

入院基本料 10：1 

脊髄損傷、褥瘡、ロービジョン等のある人へのリハビリテーション看護。 

ＡＤＬの拡大、健康教育、自立支援する家族や支援者への介護指導、社会復帰に向

けてリハビリテーション医療チームと協働した自立への支援。 

二交代 

２人夜勤 

３階東病棟（40床） 

一般病棟 15：1 

12月～ 

障害者施設 

入院基本料 10：1 

高位頸髄損傷、四肢切断、脳血管障害のある人へのリハビリテーション看護。人工

呼吸器装着患者の呼吸管理、転倒、転落防止対策、糖尿病コントロール、内科的検

査治療、整形外科の手術治療などの対象へのケアを広く実施。 

夜間、休日等緊急入院患者及び障害者人間ドックの受け入れ体制の整備と看護を実

施。 

二交代、 

２人夜勤 

４階東病棟（40床） 

一般病棟 15：1 

脳血管障害、外傷性脳損傷、その他による脳損傷者の身体機能及び認知機能の障害

のある人、神経変性疾患等による身体機能に障害のある人、ロービジョン患者等

へのリハビリテーション看護。 

ＡＤＬの再獲得に向けた反復訓練や日常生活の活動性の向上、高次脳機能障害のあ

る人への自立訓練ならびに評価、摂食嚥下障害のある人への嚥下促進のための訓練

と食事動作の自立を促す支援を実施。 

身体及び認知機能の障害から生じる転倒・転落、失踪防止等の安全対策の実施。 

二交代 

２人夜勤 

４階西病棟（40床） 平成22年３月から休棟。 － 

外
来 

外 来 多様な疾病・障害特性に対応した外来診補助及び看護。療養指導、診療案内。 － 

秩 父 外 来 自立支援局秩父学園に出向いて外来診療の実施。（毎週火曜日・金曜日） － 

手
術
室 

手 術 室 
手術患者の術前訪問、術中、術後訪問を通した周手術期の看護を実施。 

安全・安楽な手術の遂行のための環境整備、関係者との調整を実施。 

－ 

中 央 材 料 室 安全・効率的な医療材料の供給と保管管理業務を実施する。滅菌・消毒業務を実施。 業務委託による 

自立支援局 

平成 21年 10月より看護部より看護師を配置。 

平成 28年 7月国立伊東重度障害者センターと統合する。 

総合相談支援部医務課に看護師13名。 

利用者のＡＤＬ支援と健康管理支援業務を実施。 

二交代 

 

看護の対象者は外来患者、入院患者、自立支援局の利用者となっており、入院患者に対する看護提供

方式は、固定チームナーシング継続受け持ち方式である。この方式は受け持ち看護師が入院から退院ま

で自分の受け持ち患者の看護を継続する。看護計画立案・実施・評価を行い、退院時サマリーをまとめ

る。この受け持ち制ナーシングは、一定期間固定した看護チームをつくり、グループ分けした患者の直

接的看護ケアはチームで責任をもって実践し看護を提供するというシステムである。看護の提供におい

ては患者･家族の意向や希望を確認し、看護師も提供する看護内容の説明義務を遂行するために「患者と

ともに立てる看護計画」を継続している。また、患者に提供されるべき看護の量を客観的に計るツール

として「重症度、医療・看護必要度」を継続し測定している。 

ケアの質を維持するための取り組みとして、看護部では体制整備を続けており、看護師の専門性の育

成とともに、働く環境整備としてＷＬＢに見合った労働環境の見直しの推進を進めた。 
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（１）入院患者の状況 

① 月平均病床稼働状況（表 3－50、3－51） 

毎月第３水曜日の調査では、今年度の月平均病床稼働率は 73.6％であり、一日平均在院患者数は、

73.6人であった。 

② 患者のＡＤＬレベル及び長谷川式簡易知能評価レベル（図 3－1）（表 3－52、53） 

当院の入院患者のＡＤＬ自立レベルは、バーセル・インデックス（ＢＩ：動作を運動機能面で評

価する尺度で 100 を満点として、０～25 を全介助、30～75 を介助、80 以上を自立とみなす。毎月

第３水曜日に測定）によると平均 51.5であった。高位頸髄損傷の多い３階東病棟は 31.7であり前

年度より 13.9ポイント低下した。これは身体機能の自立度が低い高位頸髄損傷者の入院が前年より

増加したことによる。脊髄損傷患者の入院する３階西病棟は 45.3と前年度より 5.8ポイント低下し

た。自立度が低い脊髄損傷者の入院が前年より増加したことによる。４階東病棟は 73.6で前年度よ

り 0.8ポイント低下のため前年度とほぼ変化はない。 

ＡＤＬは運動機能に併せ知的機能が影響するが、認知障害の傾向があるとみなされるＨＤＳ－Ｒ

（改訂版長谷川式簡易知能評価）20点以下の患者は、全体の 12.4％であり、前年度より 1.9ポイン

ト増加した。脳血管障害や外傷性脳損傷患者における高次脳機能障害患者を中心とする４階東病棟

では入院患者の 23.2％を占め、３階西病棟は 0.4％、３階東病棟では 3.2％であり、全体的に前年

度より増加している。 

③ 入院目的（表 3－59） 

訓練が 76.0％（前年度 79.3％)、手術が 1.7％（前年度 1.0％）、手術以外の治療 16.3％（前年度

14.2％）、検査 1.0％（前年度 0.5％）、評価・その他 5.0％（前年度 5.0％）であった。 

④ 性別及び年齢構成（表 3－58、表 3－60） 

性別をみると男性が 80.4％、女性が 19.6％であった。平均年齢は 49.1歳(前年度 45.1歳)であっ

た。年齢層は０～19 歳が 7.4％（前年度 5.2％）、20～59 歳が 68.1％（前年度 71.0％）、60～69 歳

が 13.1％（前年度 15.2％）、70～79歳が 7.9％(前年度 6.5％)、80歳以上が 3.5％（前年度 2.5％）

であった。 

⑤ 障害構成（表 3－61） 

各障害とその割合は、四肢麻痺 34.4％（前年度 36.1％)、対麻痺 20.5％（前年度 15.7％）、片麻

痺 10.1％（前年度 9.9％）、切断 4.2％（前年度 4.0％）、視覚障害 2.1％（前年度 2.0％)であった。 

⑥ 退院患者の機能利得と入院期間（図３－２） 

入院時と退院時のＢＩの差を機能利得として退院患者 389人の機能利得をみると、入院時ＢＩが

０～25 の人は 162 人で平均的な機能利得は 18.0 で入院期間は 80 日であった。このうち、30～75

のレベルに達したのは 30.0％、80以上の自立レベルに達した人は 9.0％であった。入院時ＢＩが 30

～75の人は 132人で平均的な機能利得は 15.4、入院期間 71日であった。このうち、80以上の自立

レベル 61人は 46.0％であった。 

⑦ 転帰（表 3－54、3－63） 

退院患者 389 人の転帰の内訳は、自宅への復帰 58.5％(前年度 65.2％)、転院 21.0％（前年度

19.8％）、施設への入所5.2％（前年度2.7％）、センターの自立支援局への入所12.0％（前年度12.3％）

であった。 

転院した理由は、治療上の理由は 66.6％（前年度 56.8％）、住宅改造が間にあわない状態が 9.5％

（全年度 10.8％）、介護者の問題があるために自宅復帰が困難 3.6％（前年度 9.5％）、リハビリテ

ーションの継続希望は 16.7％（前年度 20.2％）であった。 
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（２）重症度、医療・看護必要度（表 3－55） 

入院患者に提供されるべき看護の必要量である看護必要度を項目別に年間平均でみると、３階西病

棟ではモニタリング・処置等（以下：Ａ項目とする）２点以上は平均 0.2人（前年度 2.1人）、患者の

状態など（以下：Ｂ項目とする）３点以上平均 11.6人（前年度 9.5人）、重症患者とされる（以下：

日常生活機能評価 10点以上）は平均 1.8人（前年度 0.3人）であった。３階東病棟では、Ａ項目２点

以上は平均 0.7人（前年度 0.3人）、Ｂ項目３点以上は 13.9人（前年度 12.1人）、日常生活機能評価

10点以上は平均 9.3人（前年度 4.6人）であった。４階東病棟では、Ａ項目２点以上は平均 0.7人（前

年度 0.3人）、Ｂ項目３点以上は平均 5.5人（前年度 7.7人）、日常生活機能評価 10点以上は平均 1.6

人（前年度 2.9人）であった。 

 

（３）外来・手術室の状況 

① 外来（表 3－66、表 3－67、表 3－68） 

外来の一日平均受診者数は、163人(前年度 164人)で前年度と変化はなかった。 

診療案内の10件で、診療・相談は全体の29.3％（前年度20.8%）、誘導、介助は12.2％（前年度15.1%）、

医療窓口に関すること 12.2％（前年度 20.8%）、案内 24.4％（前年度 20.8%）、その他 22.0％（前年

度 22.6%）であった。 

外来診療日数は 239日（前年度 243日）、年間外来受診者数は 38,981人（外来：37,799人・入院：

1,182 人）（前年度 40,062 人  外来：38,886 人・入院：1,176 人）であった。受診者数の多い外来

は、訓練外来 12,048人（前年度 13,246人）、整形・リハ外来 7,946人（前年度 7,420人）、眼科外

来 2,945人（前年度 3,571人）であった。 

② 手術室・中央材料室（表 3－69、表 3－70、表 3－71） 

手術件数は 16 件(前年度 8 件)、前年度比 200.0％であった。整形外科が 16件だった。年齢をみ

ると 60歳以上は全体の 25.0％（前年度 50.0%）であった。麻酔は、全身麻酔が４件（前年度 0件）、

腰椎麻酔が 2件 12.5％（前年度 25.0％）、局所麻酔 10件 62.5%（前年度 50.0％）、伝達麻酔 0件（前

年度 25.0％）であった。性別は男性 9人 56.2％、女性は 7人 43.8％であった。 

 

（４）時間外診療への対応 (表 3－56) 

時間外診療への対応は、17:15～8:30 に当直師長が対応した。自立支援局の利用者の人数は 106 人

（前年度 63人）、一般の人数は 0人（前年度 2人）であった。 

 

（５）看護ケアの質および患者サービスの向上の取り組み 

【平成 29年度の委員会目標と結果】 

① 教育委員会 

《目標》 

（ア）クリニカルラダーの運用及び評価を行う。 

（イ）クリニカルラダー別研修を企画・運営及び評価を行う。 

（ウ）新採用者用研修プログラムを企画・運営・評価し、次年度以降の研修企画に活かす。 

（エ）日頃の看護実践の疑問を明らかにすることができるよう、看護研究への取り組みを支援する。 

（オ）臨地実習の環境（人的・環境）を整える。 
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（カ）学研ナーシングサポートの利用が前年度と比較し向上する。 

《結果》 

（ア）クリニカルラダーの自己申請は 22名だった。自己申告制や評価時期に関しては問題なかった。

スタッフが年間を通して目標達成に向けた取り組みができるように看護師長と協力していく必要

がある。 

（イ）クリニカルラダー別の研修前後で課題をもうけ、企画・実施した。 

（ウ）頸髄損傷患者の看護、脳血管障害患者の看護、高次脳機能障害患者の看護、切断患者の看護、

褥瘡患者の看護等の企画・実施した。 

（エ）研究論文をまとめ院内看護研究発表会で発表し、日頃の素朴な疑問を明らかにすることができ

た。 

（オ）実習指導を通して、指導が難しかった事例などについて各フロアから事例を持ち寄り、事例検

討を行い共有した。 

（カ）研修の事前課題や委員会との連携、毎月お知らせを配布し、視聴率向上に努めた。視聴回数は、

平成 29年 1月末までに 1445回（前年度 619回）で利用率が向上した。 

  《今後の課題》 

（ア）継続的・段階的に知識を深めていけるように研修計画を立案する。 

（イ）研修が効果的に OJTで活用される仕組みをつくる。 

（ウ）クリニカルラダーの運用の評価・修正 

② 看護記録検討委員会 

《目標》 

（ア）看護の経過が見える看護記録をめざし、看護記録の質の改善を行う。 

（イ）重症度、医療・看護必要度評価を正確に行い、スタッフ教育を行う。 

《結果》 

（ア）看護の質改善に向けて、看護記録出張監査の形式監査内容の変更を行った。看護記録の形式監

査結果より、病棟看護記録の現状把握と問題点を抽出した。 

（イ）重症度、医療・看護必要度の継続のため、S-ＱＵＥ研究会主催の重症度、医療・看護必要度評

価者院内指導研修に３名参加した。院内評価者認定更新テストを実施し全員が合格した。 

《今後の課題》 

（ア）看護経過が見える看護記録にするため、記録の質を維持するための研修会や看護記録の質監査

表を作成する。 

③ 感染リンクナース委員会 

《目標》 

（ア）院内感染委員会が提示する方針に沿って、部署における役割モデルとして感染対策を推進する。 

（イ）部署における感染対策に関わる問題を抽出し、改善に向けて取り組むとともに院内感染対策委

員会、ＩＣＴチームの助言を受け、スタッフへの指導を行う。 

（ウ）感染管理加算に適応した感染対策を推進する。 

（エ）手指衛生剤の使用の推進と使用状況把握・データ化を図り、手指衛生剤の使用推進を図る。 

《結果》 

（ア）院内感染委員会の方針と感染対策マニュアルに基づき、ＩＣＴと連携し感染対策を推進した。 
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（イ）各部署における感染対策の現状と問題点を抽出し、改善に取り組んだ。 

（ウ）ＩＣＴラウンドに感染リンクナース委員も参加し、感染対策の視点を学び自部署の改善に繋げ

た｡ 

（エ）手指衛生サーベイランスを６月から開始した。意識付けを行ない、スタッフの感染予防に対す

る意識は高まり、今年度の使用量は昨年度の 2倍になった。 

《今後の課題》 

（ア）感染対策推進のための、ＷＨＯの手指衛生 5つのタイミングの実施を継続する。 

④ 看護基準・手順委員会 

《目標》 

（ア）全ての看護師が一定水準の看護が提供できるように看護基準・手順の見直しと改訂をする。 

（イ）看護実践の判断基準として看護基準・手順を活用できるよう周知する。 

《結果》 

（ア）看護部にある看護基準・手順の見直しを全部行い改定した。新規の基準として「切断患者の看

護」「発達障害患者の看護」を作成した。 

（イ）看護基準の見直しにあたり、回覧することで職員への周知へとつながった。 

《今後の課題》 

（ア）看護基準・手順の活用と定着に向けた活動を実施する。 
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表3－50 入院患者数及びＢＩ、ＨＤＳ－Ｒ月別推移表              調査：毎月第３水曜日 
 

病

棟 
項目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 平均 割合％ 

H28年度 

平均 

３

階

西

病

棟 

入院患者数 29 29 30 31 33 28 30 28 27 24 19 20 27.3 100.0 26.5 

BI平均 57.1 49.7 47.3 50.3 50 42.3 42.2 45.9 42.8 46.3 48.2 45.3 47.3 - 51.1 

BI0－25 5 10 12 8 11 11 12 7 9 7 6 5 8.6 31.4 7.9 

BI30－75 13 10 8 15 14 11 11 14 11 12 8 11 11.5 42.1 11.4 

BI80－100 11 9 10 8 8 6 7 7 7 5 5 4 7.3 26.5 7.2 

HDS-R平均 28.7 28.9 27.9 28.3 27.5 27.6 28.7 28.4 28.6 28.9 28.7 28.5 28.4 - 28.6 

HDS-R20以下 0 0 1 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0.4 1.5 0.2 

３

階

東

病

棟 

入院患者数 22 25 26 25 31 27 29 28 25 20 20 18 24.7 100.0 25.3 

BI平均 48.9 39.8 38.1 30.8 40.3 47.8 44.5 45.2 39.8 38.5 36.3 31.7 40.1 - 45.6 

BI0－25 6 12 13 15 15 11 14 12 14 11 12 11 12.2 49.3 10.3 

BI30－75 11 9 6 4 7 7 4 8 3 5 3 4 5.9 24.0 7.7 

BI80－100 5 4 7 6 9 9 11 8 8 4 5 3 6.6 26.7 7.3 

HDS-R平均 25.4 25.6 26.4 27.2 27.5 28.7 27.9 27.6 27.1 27.5 27.9 28.6 27.3 - 27.6 

HDS-R20以下 5 6 4 3 4 1 3 3 5 2 1 1 3.2 12.8 2.6 

４

階

東

病

棟 

入院患者数 25 27 27 18 26 21 23 16 17 23 19 17 21.6 100.0 22.6 

BI平均 62.6 62.4 56.5 69.2 62.7 67.4 66.5 60.9 77.1 62.2 72.1 83.5 66.9 - 64.0 

BI0－25 6 5 6 2 4 1 5 3 0 5 1 0 3.2 14.7 4.6 

BI30－75 7 13 13 7 10 10 6 7 7 6 9 5 8.3 38.6 6.6 

BI80－100 12 9 8 9 12 10 12 6 10 12 9 12 10.1 46.7 11.4 

HDS-R平均 24 24.2 22.6 22.6 21.3 20.7 22.5 26.1 24.5 24.7 22.2 22.8 23.2 - 23.2 

HDS-R20以下 7 8 12 9 15 12 11 4 6 7 9 6 8.8 40.9 7.8 

全
病
棟 

入院患者数 76 81 83 74 90 76 82 72 69 67 58 55 73.6 100.0 74.4 

BI平均 56.2 50.6 47.3 50.1 51.0 52.5 51.1 50.7 53.2 49.0 52.2 53.5 51.5 - 53.6 

BI0－25 17 27 31 25 30 23 31 22 23 23 19 16 23.9 32.5 22.8 

BI30－75 31 32 27 26 31 28 21 29 21 23 20 20 25.8 35.0 25.7 

BI80－100 28 22 25 23 29 25 30 21 25 21 19 19 23.9 32.5 25.9 

HDS-R平均 26.0 26.2 25.6 26.0 25.4 25.7 26.4 27.4 26.7 27.0 26.3 26.6 26.3 - 26.5 

HDS-R20以下 12 14 17 12 21 15 14 7 11 9 10 7 12.4 16.9 10.5 
  

 

表 3－51 月平均病床稼働状況     （人（％）） 
 

表 3－52 月平均担送患者数 
（バーセル・インデックス 75以下）        （人（％）） 

区分 定床数 平成29年度 平成28年度 対前年度比  区分 平成 29年度 平成 28年度 対 前 年 度 比  

３階西病棟 40 27.3（68.3） 26.5（66.3） 103.0  ３階西病棟 20.1（73.5） 19.3（73.0） 104.1 

３階東病棟 40 24.7（61.8） 25.3（63.3） 97.6  ３階東病棟 18.1（73.3） 18.0（71.1） 100.6 

４階東病棟 40 21.6（54.0） 22.6（56.5） 95.6  ４階東病棟 11.5（53.3） 11.2（49.4） 102.7 

４階西病棟 - -  -  -  ４階西病棟 -  -  - 

計 120 73.6（61.3） 74.4（62.0） -  計 49.7（67.5） 48.5（65.2） 102.5 

（第３水曜日調査） 

 

 （第３水曜日調査） 
（注）1バーセル・インデックス 75以下を担送患者とみなす。 
（注）2（ ）の割合は平均病床稼働数に占める担送患者数の割合。 

表 3－53 月平均長谷川式簡易知能評価スケール 
  20以下の患者数           （人（％）） 

 

 

区  分 平成 29年度 平成 28年度 対 前 年 度 比       

３階西病棟 0.4（ 1.5） 0.2（ 0.6） 200.0      

３階東病棟 3.2（12.8） 2.6（10.2） 123.1      

４階東病棟 8.8（40.9） 7.8（34.3） 112.8      

４階西病棟 -   -   -      

計 12.4（ 16.9） 10.6（ 14.2） 117.0      

（第３水曜日調査） 
（注）1 長谷川式簡易知能評価スケール20以下を認知症とみなす。 

（注）2 （  ）の割合は、平均病床稼働数に占める、長谷川式簡易
知能スケール20以下の割合 
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図３－２ 平成 29年度当院退院患者（389人）の機能利得と入院期間 
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表 3－54 退院後の状況                     （人） 
 
 

転院理由 
フロア 

退院先 

退
院
数 

３Ｆ西 ３Ｆ東 ４Ｆ東 ４Ｆ西 全病棟 
 

 フロア 

理由 
３Ｆ西 ３Ｆ東 ４Ｆ東 ４Ｆ西 全病棟 

退院数 月平均 退院数 月平均 退院数 月平均 退院数 月平均 割合（％） 月平均 

自 宅 240 76 6.3 71 5.9 93 7.8 - - 61.7 20.0 
 

治 療 上 19 17 20 - 56 66.6 

転 院 84 26 2.2 26 2.2 32 2.7 - - 21.6 7.0 
 

住宅改造が間に合わない 4 3 1 - 8 9.5 

施 設 16 5 0.4 4 0.3 7 0.6 - - 4.1 1.3 
 

介 護 力 の 問 題 0 3 0 - 3 3.6 

入所宿舎 49 14 1.2 23 1.9 12 1.0 - - 12.6 4.1 
 

リ ハ ビ リ 継 続 希 望 2 1 11 - 14 16.7 

計 389 121 10.1 124 10.3 144 12.1 - - 100.0 32.4 
 

そ の 他 1 2 0 - 3 3.6 

            
 

系 26 26 32 - 84 100.0 

 

表 3－55 重症度・医療・看護必要度 

 

月 

事項 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 平均 

３

階

西 

患者数 28.2  27.8  28.2  29.3  32.7  30.5  29.7  28.8  27.8  21.5  18.4  21.2  27.0  

Ａ項目２点以上 0.3  0.0  0.0  0.6  0.0  0.0  0.1  0.0  0.0  0.0  0.8  0.7  0.2  

Ｂ項目３点以上 8.3  10.1  12.8  11.8  13.5  15.9  14.7  15.3  13.2  8.7  6.1  8.5  11.6  

日常生活機能10点以上 0.7  0.4  1.5  0.9  2.0  3.6  2.5  2.0  2.7  1.4  1.8  1.9  1.8  

Ｃ項目 1点以上 0.0  0.1  0.0  0.0  0.0  0.0  0.2  0.0  0.0  0.0  0.0  0.1  0.0  

３

階

東 

患者数 22.8  23.4  26.2  24.5  28.6  27.4  27.0  27.3  24.0  20.1  19.0  18.4  24.1  

Ａ項目２点以上 0.0  0.3  0.0  0.2  0.2  0.7  1.3  2.0  1.5  1.2  0.0  0.7  0.7  

Ｂ項目３点以上 11.7  14.5  16.9  15.3  15.7  15.1  13.7  13.2  13.5  11.2  12.3  13.5  13.9  

日常生活機能10点以上 4.7  6.4  9.9  10.8  12.5  11.4  12.3  11.4  8.9  7.2  7.7  8.3  9.3  

Ｃ項目 1点以上 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.1  0.0  0.2  0.0  0.0  0.2  0.0  0.0  

４

階

東 

患者数 23.2  25.2  23.1  19.5  24.5  21.4  19.4  18.0  19.4  18.5  17.5  19.8  20.8  

Ａ項目２点以上 0.4  0.2  0.5  0.5  0.2  0.8  0.9  0.6  0.5  0.3  1.3  1.6  0.7  

Ｂ項目３点以上 9.7  8.1  7.8  4.7  6.7  5.5  5.3  4.6  3.0  4.4  3.5  2.7  5.5  

日常生活機能10点以上 3.7  2.7  2.7  1.6  1.5  1.9  1.1  1.5  0.4  0.9  0.5  0.4  1.6  

Ｃ項目 1点以上 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.1  0.0  0.1  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

合

計 

患者数 74.3  76.4  77.5  73.4  85.8  79.4  76.1  74.1  71.2  60.1  54.9  59.4  71.9  

Ａ項目２点以上 0.7  0.6  0.5  1.4  0.4  1.5  2.2  2.6  2.0  1.5  2.1  3.1  1.6  

Ｂ項目３点以上 29.7  32.6  37.5  31.9  36.0  36.5  33.7  33.1  29.7  24.3  21.9  24.7  31.0  

日常生活機能10点以上 9.1  9.5  14.1  13.4  16.0  16.9  15.9  15.0  12.0  9.5  10.0  10.6  12.7  

Ｃ項目 1点以上 0.0  0.1  0.0  0.0  0.1  0.2  0.2  0.3  0.0  0.0  0.2  0.1  0.1  

 

表 3－56 時間外診療対応数 

当直師長対応（平日 17：15～8：30）                   単位：人 （ ）：入院 
年度 

事項 
25 26 27 28 29 

総 数 28（-） 18（-） 31（3） 63（1） 106（2） 

内 

訳 

利用者 24（-） 16（-） 30（3） 61（1） 106（2） 

一 般 4（-） 2（-） 1（-） 2（-） 0（-） 

備 考 救急車で搬入-（-） 救急車で搬入-（-） 救急車で搬入-（-） 救急車で搬入-（-） 救急車で搬入-（-） 

*平成 22年度から当直･日直対応数とする 

当直（17：15～8：30）日直（土･日･祝日）8：30～17：15 
月 

事項 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 

肢 体 8 11 11 7 9 14 8 15 3 6 7 5 104 

聴 覚 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

視 覚 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

内 部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 9 11 11 7 10 14 8 15 3 6 7 5 106 

救急車で搬入 - - - - - - - - - - - - - 
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（６）各病棟等の状況 

① ３階西病棟 

（ア）病棟の特徴 

３階西病棟は主に身体機能回復のリハビリテーションを入院目的としたリハビリテーション科

及び神経内科、整形外科、眼科（ロービジョンクリニック）によって構成される病棟である。整

形外科は脊髄損傷患者の褥瘡治療が主である。３階西病棟の入院患者は、約９割が脊髄損傷患者

であり、主に機能訓練を目的として入院している。看護師の役割は、セルフケア自立への援助、

褥瘡など合併症予防のための観察とケア及び教育、障害に対する精神面の支援、退院後の生活に

向けた健康教育、在宅復帰への環境整備や介護についての家族指導である。在宅生活をしている

脊髄損傷者の褥瘡発生や再発、体力低下に伴う訓練希望の入院もあり、合併症予防の関わりが求

められている。自立支援局利用者の褥瘡治療入院も受け入れている。 

（イ）患者の状況 

ａ．入院患者数（表 3－57） 

入院患者数は 119人で、昨年度より 12人減少した。 

ｂ．性別（表 3－58） 

男性 101人（84.9％）、女性 18人（15.1％）で、昨年度と大きな変化はなかった。 

ｃ．入院目的（表 3－59） 

入院目的のうち、訓練目的の入院は 83.2％で昨年度より 14.3％増加した。治療目的の入院は

16.0％で平成 28年度より 15.1％減少した。 

ｄ．年齢構成（表 3－60） 

患者の年齢幅は 14歳～86歳の範囲にあった。年代別では 40歳代と 50歳代が共に 26.9％と

最も多く、次いで 60 歳代が 15.1％、30 歳代 10.9％、70 歳代 6.7％、20 歳代 5.9％、10 歳代

4.2％、80歳代 3.4％と続いた。 

全入院患者の平均年齢は 49.8歳で昨年度（46.6歳）と比べ 3.2歳増加した。 

ｅ．障害構成（表 3－61） 

障害別では、対麻痺 51.2％（前年度 39.4％）、四肢麻痺 39.5％（前年度 54.5％）、視覚障害

3.4％であった。障害構成比は対麻痺と四肢麻痺が平成 28年度と逆転し対麻痺が増加した。 

ｆ．在院日数（表 3－62） 

平均在院日数は 79.3日で平成 28年度 71.9日に比べ 7.4日増加した。最大在院日数はリハ科

の229日で平成28年度216日と比べ増加した。長期入院の理由として、訓練目的で入院したが、

合併症の治療に時間を要したことが背景にあった。 

ｇ．退院先（表 3－63） 

109名の退院があった。自宅復帰は 61.5％で平成 28年度（53.4％）より増加し、転院の 22.9％

も平成 28年度（18.1％）より増加した。一方、センター自立支援局の利用は 11.0％で平成 28

年度（27.6％）より減少したが、新たな入所利用は 8名いた。他の施設の利用は 4名だった。 

ｈ．自立訓練部利用者（表 3－64～65） 

自立支援局利用者の入院は 4 名で平成 28 年度（16 名）より減少し、褥瘡と蜂窩織炎の治療

目的の入院だった。 

（ウ）看護の実態 

セルフケア自立に向けて生活訓練を目的とする患者が多いため、看護師は患者と共に動作の方
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法や自助具の工夫を行い、自立への過程に応じてＡＤＬ介助（排泄、清潔、入浴、体位変換、更

衣、移乗等）やＡＤＬ拡大に向けての指導・動作の支援を行っている。退院後の生活については、

他の職種との連携をはかりながら情報を共有して、合併症予防・生活環境の整備・健康管理指導

や家族指導を計画的に実施している。患者に安心・安全な治療、訓練、看護を提供するとともに、

患者・家族と目標を共有し目標達成に向けて支援できるように努めている。 

退院先は在宅が多いため、家族の協力を得て自宅で継続できる介護の援助方法や在宅環境の整

備について家族指導を実施した。できる限り外泊をすすめ、退院後の生活の確認をしてしてもら

い、在宅生活の最終調整を行っている。褥瘡治療が必要な患者は、創部除圧のためベッド上で過

ごす時間が長くなり、ストレスが蓄積しやすいため精神面でのケアも重要である。治療について

は医師及び非常勤の皮膚・排泄ケア認定看護師のコンサルテーションを受けながら進め、昨年度

と比較し入院が長期化しなかった。 

② ３階東病棟 

（ア）病棟の特徴 

３階東病棟は、リハビリテーション科、整形外科、眼科、耳鼻科、内科の混合病棟である。入

院目的は訓練、治療、手術、検査、評価である。リハビリテーション科は人工呼吸器装着を含む

高位頸髄損傷者（Ｃ1～Ｃ４）のＡＤＬの拡大や維持訓練、家族指導、レスパイト目的、また切断

患者の義肢作成による訓練目的、整形外科は骨折や人工関節の手術や骨折後の治療・訓練、蜂窩

織炎等の治療目的が多い。脊髄損傷患者の入院が増加したことにより、29 年 12 月から障害者施

設等入院基本料(10対 1)に変更になった。障害は四肢麻痺・対麻痺・切断・視覚障害・聴覚障害・

失語症・高次脳機能障害・知的機能低下・嚥下障害など多様である。看護の実際では、基礎に重

篤な疾患や重複障害を抱えた患者の看護、手術患者における術前・術後の看護、高位頸髄損傷患

者においては日常生活のほとんどに看護援助が必要である。このように対象がさまざまであるた

め、提供するケアも多岐にわたる。 

看護師の主な役割は、手術目的の患者に対して、患者が手術を安心・安全・安楽に受けられる

ように看護支援する。さまざまな障害を持つことになった患者に対しては、セルフケアの自立支

援、合併症の予防、障害と共に生きることを考える過程の支持、在宅復帰に向けた家族指導（介

護方法、障害・合併症の理解、環境整備、介護物品選択等）をすることである。また、高位頸髄

損傷者（人工呼吸器使用者を含む）や脳血管障害者（高次脳機能障害）らが、在宅生活をする上

で課題となる事柄について患者・家族、多職種と密にカンファレンス・情報提供を実施している。

必要に応じては家族の宿泊による介護指導や目的を持った外泊訓練も実施している。このように

不安なく在宅生活に移行できるよう多職種とのチームアプローチの調整的な役割を実践している。 

（イ）患者の状況（表 3－57） 

ａ．入院患者 

入院患者数は 119 人で平成 28 年度入院患者数と同数であった。診療科別にみると、リハ科

71.5％、整形外科 25.2％、神経内科 2.5％、内科 0.8％であり・眼科・耳鼻科・泌尿器科の入

院はなかった。 

ｂ．性別 (表 3－58) 

男性 82.4％、女性 17.6％であった。 

ｃ．入院目的 (表 3－59) 

訓練目的は 65.5％で、昨年度より 16.9％減少、治療目的は 26.1％で昨年度より 13.5％増加
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した。手術目的は 5.0％と昨年度より 1.6％増加した。 

ｄ．年齢構成 (表 3－60) 

患者の年齢は９歳から 92 歳にわたり幅広い年齢層を示している。最も多い年齢は 50 歳代

22.7％、次いで 60歳代 16.0％、20歳代 13.4％、40歳代 12.6％、30歳代が 11.8％の順となる。

平均年齢は 51.4歳で昨年からわずかに上昇した。 

ｅ．障害構成 (表 3－61) 

切断は 12.6％と昨年度より 0.9％減少し、視覚障害 0.8％で昨年と同じ、片麻痺 1.7％と 0.9％

増加した。対麻痺 14.3％は昨年より 7.6％、四肢麻痺 54.6％は昨年より 3.3％増加した。障害

のない眼科の手術患者の入院が無くなり、入院患者のほぼ全員が障害を有していた。 

ｆ．在院日数 (表 3－62) 

病棟全体の平均在院日数は 80.2 日と昨年度に比べ、17 日短縮されている。科別平均在院日

数はリハ科 86.6日、整形外科 42.4日、神経内科 35.0日であった。最大在院日数は、リハ科の

233 日が最も長かったが、これは頸髄損傷患者が機能回復への期待が大きく、リハビリテーシ

ョンが遅延したことや家族が介護への不安が強かったことなどが影響したと考えられる。自立

支援局機能訓練課を利用してリハビリテーションを継続後に在宅復帰を目指すこととなった。 

ｇ．退院先 (表 3－63) 

患者の 49.5％は退院後に在宅となった。在宅の割合は昨年度と比べ減少した。他院への転院

は 23.4％であった。治療を緊急で要する場合だけでなく、地域包括ケア病棟に転院して地域で

のサービスを調整する転院もあった。 

ｈ．自立支援局利用者 (表 3－64～65) 

利用者の入院は 16人で前年度より７人増加した。平成 28年７月に伊東重度障害者センター

が統合し、自立支援局機能訓練課利用者が増加したことが理由としてあげられる。 

（ウ）看護の実態 

３階東病棟は訓練、治療、手術、検査、評価入院の混合病院である。切断 12.6％は昨年度より

減少しており、対麻痺 14.3％、四肢麻痺 54.6％は昨年度より増加している。手術目的は 5.0％と

増加している。病棟の看護の特徴は、高位頸髄損傷者を中心としたリハビリテーション看護であ

り、損傷レベルに応じたＡＤＬの拡大・自立を目標にしている。個人に合わせた自助具や機器の

工夫、周囲の環境調整を行っている。また、家族の介護技術習得や高位頸髄損傷についての知識

習得のために介護体験を随時行っている。 

人工呼吸器を必要とする高位頸髄損傷患者や急性及び慢性の呼吸器疾患患者の看護、循環器に

リスクファクターを抱えた患者の看護、糖尿病などの内科・消化器科の治療を受ける患者の看護、

失語症のある患者や高次脳機能障害のある患者、精神疾患を合併する患者や精神的に不安定な患

者の看護など対象患者が多様化している。予定外（緊急）入院患者は 15人（前年度 13人）で、

骨折・尿路感染症・発熱と吐気による食欲不振の補液目的・蜂窩織炎が多かった。当病棟は、緊

急入院患者の受け入れや手術、人工呼吸器の取り扱い、日常生活訓練及び介護ケアと家族指導な

ど、看護師の役割は多岐にわたる。また、在宅生活へスムーズに移行できるように多職種とチー

ムアプローチを実施して、家族との調整や地域のケアマネージャーとの連携・調整を図っている。

患者の重症化・重度障害・障害の重複化に対応できるように、疾患や障害についての知識・技術

の習得に努めるとともに、患者・家族のニ－ズに沿った看護の提供に努めていきたい。 
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③ ４階東病棟 

（ア）病棟の特徴 

４階東病棟は、脳の疾病や外傷性脳損傷後に障害が残った患者及び神経疾患や廃用症候群に伴

う四肢麻痺や筋力低下の患者等を対象とした訓練目的の病棟である。入院患者の疾患は脳血管障

害が全体の 30.7％(51人)、頭部外傷が 18.6％(31人)、神経疾患が 12.6％(21人)、脳炎や脳腫瘍

等が 13.8％(23人)、その他 24.0％（40人）の割合であった。平成 29年度からは自立支援局利用

者の緊急入院及び治療を要する患者、ロービジョン患者の受け入れが開始された。緊急入院や治

療を要する患者は 9.0％(15人)が入院した。ロービジョンは 1.8％（3人）であった。入院患者全

体の傾向としては、身体機能障害のほか、外傷性脳損傷や脳血管疾患による高次脳機能障害や、

失語症などの障害を合併している患者が多い。高次脳機能障害を有する患者は 78人 47.0％(前年

度 50.0％)を占めている。平成 21年度から高次脳評価入院システムが開始となり 15人 9.0％（前

年度 10.6％）が評価後に、各部署から家族指導を受け平均 10日前後で退院した。また、平成 26

年度より児童精神科評価入院も導入となり、3人 1.8％(前年度 2.6％)が各部署からの評価を受け

平均 13.6日(前年度 11.3日)で退院した。平成 28年度からは生活スキルアップリハビリテーショ

ン入院が開始され、１人 0.6％が 37日（前年度平均 34日）で退院した。 

看護師は、ＡＤＬ自立に向けた援助に加え、疾病や外傷等で脳を損傷した結果、見当識・判断

力・記憶力の低下が生じ場所がわからない患者や、病識が不十分なため無断で離棟する危険があ

る患者に対し、安全に十分配慮したケアを実施している。 

（イ）患者の状況 

ａ．入院患者数（表 3－57） 

入院患者数は 166人、昨年度より 15人増加した。 

ｂ．性別（表 3－58） 

男性 76.0％（126人）、女性 24.0％（40人）だった。 

ｃ．入院目的（表 3－59） 

訓練目的が 130人、高次脳機能障害の評価目的が 15人、児童精神科の評価目的が 3人、生活

スキルアップリハビリテーション入院が１人、睡眠覚醒リズム障害の検査目的が 1人あった。

その他に治療目的が 16人、レスパイトが 1人あった。 

ｄ．年齢構成（表 3－60） 

平均年齢は 46.0歳（前年度 37.4歳）で、40歳代が最も多く 40人 24.1％、次いで 50歳代が

38人 22.9％、30歳代が 22人 13.3％であった。70歳代は 11人 6.6％（昨年度 6.0％）、10歳代

は 13人 7.8％（前年度 7.9％）と減少した。10歳未満は 2人（1.2%）あった。 

ｅ．障害構成（表 3－61） 

障害は片麻痺 49人 29.5％（前年度 25.8％）であった。障害は重複していることが多いが、

失語症を合併している患者は 18人 10.8％（前年度 9.9％）と増加した。失語症以外の高次脳機

能障害者は 78人 47.0％（前年度 50.0％）、摂食・嚥下障害は 6人 3.6％（前年度 9.9％）だっ

た。四肢麻痺は自立支援局利用者の緊急入院や治療を要する脊髄損傷患者の受け入れが開始さ

れたことがあり 27人 16.3％(前年度 7.9％)と増加した。 

ｆ．在院日数（表 3－62） 

平均在院日数は約 49.3 日（前年度 63.7 日）で昨年より 14.4 日減少した。最大在院日数は

164日（前年度 161日）で昨年より 3日増加した。平均在院日数が減少した理由は、平成 29年
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9月より 1～2週間の入院となる緊急入院患者やロービジョン患者の受け入れや、脊髄損傷患者

や切断患者を受け入れ、入院期間が 60日以上になる場合は障害者施設等の病棟に転棟したため

である。また、障害が重度、介護者がいない等で家庭復帰が困難と予測される場合は、早期か

ら転院先を探すように家族に働きかけ、社会資源の情報・援助が必要な場合はＭＳＷに介入を

依頼したことがあげられる。 

ｇ．退院先（表 3－63） 

退院者の 62.7％（前年度 73.2％）は在宅となった。昨年度と比較し 10.5％減少した。転院

は 18.9％（前年度 23.6％）と減少した。転院の理由は専門的な治療が必要である場合や、訓練

の継続希望がある場合であった。施設入所の理由は、障害が重度で在宅が困難、介護者の問題

等があった。退院者の在宅が減った理由として、29年度は自立支援局利用者の緊急入院が増加

した背景がある。 

ｈ．自立支援局利用者（表 3－64） 

自立支援局利用者の入院は 8名（5.3%）あり平成 29年度（0%）より増加した。 

（ウ）看護の実態 

４階東病棟は、神経内科病棟であったが、病院全体での患者数の調整を目的として 24年度から

リハ科、平成 29年度から緊急入院を受け入れた。そのため入院患者は脳血管障害、外傷性脳損傷

に神経疾患、脊髄損傷などが加わり、身体運動機能障害は重症化した。高次脳機能障害の患者も

多く、患者の安全を優先し、病床を取り巻く環境に配慮している。身体運動機能障害に対しては、

個々の状況に合わせてＡＤＬの介助と見守りや促しを行い、自立に向けた援助を実施している。

摂食・嚥下障害については診療部全体でアプローチしているが、病棟では誤嚥による窒息事故を

防止するため配膳時には食事形態の確認、患者への声かけ、摂食状態の観察を行い、誤嚥の徴候

がないか観察している。高次脳機能障害はＡＤＬだけではなく、生活全体に影響を及ぼすため、

記憶の補償手段の活用や、他者との交流で問題となる社会的行動障害、障害認識の向上などにつ

いて働きかけをし家庭復帰できるように努めている。 

高次脳機能障害患者は、転倒・転落・離棟の可能性が常にあり、平成 29年度は転倒が 23件、

離棟は 17件発生した。転倒予防として、繰り返し言葉による指導や視覚的な表示、環境調整（ベ

ッドの位置、柵、徘徊コールマット、Ｙ字型抑制帯等）を行い未然に防止するよう病棟全体で取

り組んでいる。また、離棟防止には徘徊感知システムを活用し、今年度は 10 人が利用し平成 29

年度 6人より増加した。このシステムを利用しても昼夜を問わず注意が必要であり、職員全員で

対象者の行動を見守り離棟・離院防止に努めている。家庭復帰には家族の協力が不可欠であるた

め、家族への関わりが重要になる。反復した指導や環境調整、チームによる密接な情報交換を行

い、課題が解決するように取り組んでいる。家族には、家族学習会への参加を促し、知識を深め、

情報を共有する場を提供している。病棟では家族に近い立場としての支援を心掛け、訴えの傾聴

に努めている。 

平成 27年度より導入された児童精神科評価入院は 3人(前年度 4人)を受け入れた。平成 28年

度より導入された生活スキルアップリハビリテーション入院では 1人を受け入れた。 

今後よりよい看護を提供するために、他施設での研修や勉強会等で知識・技術の習得に努める。 
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表 3－57 科別入院患者数                                          (人) 

病

棟 

科別 

性別 
内科 消化器科 神経内科 整形外科 リハ科 外科 耳鼻科 眼科 ひ尿器科 

児童 

精神科 
計 

３

階

西 

入院患者数 - - 5 25 86 - - 3 - - 119 

構 成 比 ％ - - 4.2 21.0 72.3 - - 2.5 - - 100.0 

前年度比％ - - 83.3 73.5 98.9 - - 60.0 - - 90.1 

３

階

東 

入院患者数 1 - 3 30 85 - - - - - 119 

構 成 比 ％ 0.8 - 2.5 25.2 71.5 - - - - - 100.0 

前年度比％ - - 300.0 200.0 82.5 - - - - - 100.0 

４

階 

東 

入院患者数 1 - 48 4 107 - - 1 - 5 166 

構 成 比 ％ 0.6 - 28.9 2.4 64.5 - - 0.6 - 3.0 100.0 

前年度比％ 100 - 111.6 400 104.9 - - 100 - 83.3 109.9 

合

計 

入院患者数 2 - 56 59 278 - - 4 - 5 404  

構 成 比 ％ 0.5 - 13.9 14.6 68.8 - - 1.0 - 1.2 100  

前年度比％ 200.0 - 112.0  120.4  95.2  - - 80.0  - 83.3  100.5  

 

表 3－58 科別・性別入院患者数                                 (人) 

病

棟 

科別 

性別 
内科 消化器科 神経内科 整形外科 リハ科 外科 耳鼻科 眼科 ひ尿器科 

児童 

精神科 
計 

構成 

比％ 

前年度 

比％ 

３

階

西 

女 性 - - 1 3 14 - - - - - 18 15.1 72.0 

男 性 - - 4 22 72 - - 3 - - 101 84.9 94.4 

計 - - 5 25 86 - - 3 - - 119 100.0 90.1 

３

階

東 

女 性 - - 1 7 13 - - - - - 21 17.6 65.6 
男 性 1 - 2 23 72 - - - - - 98 82.4 112.6 

計 1 - 3 30 85 - - - - - 119 100.0 100.0 

４

階 

東 

女 性 - - 12 2 24 - - １ - 1 40 24.0 88.9 

男 性 1 - 36 2 83 - - - - 4 126 76.0 118.8 

計 1 - 48 4 107 - - 1 - 5 166 100.0 109.9 

合

計 

女 性 - - 14 12 51 - - 1 - 1 79 19.6  77.5  

男 性 2 - 42 47 227 - - 3 - 4 325 80.4  108.3  

計 2 - 56 59 278 - - 4 - 5 404 100  100.5  

 

表 3－59 科別入院目的                             （ ）内再掲   (人) 

病

棟 

科別 

目的 
内科 消化器科 神経内科 整形外科 リハ科 外科 耳鼻科 眼科 ひ尿器科 

児童 

精神科 
計 

構成 

比％ 
前年度比％ 

３

階

西 

訓 練 - - 5 5 86 - - 3 - - 99 83.2 108.8 

手 術 - - - 1 - - - - - - 1 0.8 - 

治 療 - - - 19 - - - - - - 19 16.0 46.3 

検 査 - - - - - - - - - - - - - 
評価・その他 - - - - - - - - - - - - - 

計 - - 5 25 86 - - 3 - - 119 100.0 90.1 

３

階

東 

訓 練 - - 1 3 74 - - - - - 78 65.5 79.6 

手 術 - - - 6 - - - - - - 6 5.0 150.0 

治 療 1 - 2 21 7 - - - - - 31 26.1 206.7 

検 査 - - - - 3 - - - - - 3 2.5 150.0 

評価・その他 - - - - 1 - - - - - 1 0.9 - 

計 1 - 3 30 85 - - - - - 119 100.0 100.0 

４

階

東 

訓 練 - - 45 1 82 - - 1 - 1 130 78.3 100.0 

手 術 - - - - - - - - - - - - - 

治 療 1 - 3 3 9 - - - - - 16 9.6 - 

検 査 - - - - - - - - - 1 1 0.6 - 

評価・その他 - - - - 16 - - - - 3 19 11.5 95.0 

計 1 - 48 4 107 - - 1 - 5 166 100.0 109.9 

合

計 

訓 練 - - 51 9 242 - - 4 - 1 307 76.0 96.2  

手 術 - - - 7 0 - - - - - 7 1.7 175.0  

治 療 2 - 5 43 16 - - - - - 66 16.3 115.8  

検 査 - - - - 3 - - - - 1 4 1.0  200.0  

評価・その他 - - - - 17 - - - - 3 20 5.0  100.0  

計 2 - 56 59 278 - - 4 - 5 404 100  100.5  
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表 3－60 科別年齢構成                                   （人） 

病

棟 

科別 

目的 
内科 消化器科 神経内科 整形外科 リハ科 外科 耳鼻科 眼科 ひ尿器科 児童精神科 計 

構成 

比％ 

前年度 

比％ 

３

階

西 

0-9歳 - - - - - - - - - - - - - 

10歳代 - - - 1 4 - - - - - 5 4.2 166.6 

20歳代 - - 1 2 4 - - - - - 7 5.9 36.8 

30歳代 - - 1 4 8 - - - - - 13 10.9 108.3 

40歳代 - - 1 6 24 - - 1 - - 32 26.9 71.1 

50歳代 - - - 6 25 - - 1 - - 32 26.9 145.4 

60歳代 - - 1 5 11 - - 1 - - 18 15.1 75.0 

70歳代 - - 1 1 6 - - - - - 8 6.7 114.2 

80歳以上 - - - - 4 - - - - - 4 3.4 - 

計 - - 5 25 86 - - 3 - - 119 100.0 90.1 

平均年齢 - - 45.8 47.7 50.4 - - 57.6 - - 49.8 - - 

３

階

東 

0-9歳 - - - - 1 - - - - - 1 0.8 50.0 

10歳代 - - - 2 7 - - - - - 9 7.6 225.0 

20歳代 - - 1 4 11 - - - - - 16 13.4 145.5 

30歳代 - - - 1 13 - - - - - 14 11.8 175.0 

40歳代 - - 1 3 11 - - - - - 15 12.6 53.6 

50歳代 1 - - 8 18 - - - - - 27 22.7 122.7 

60歳代 - - - 6 13 - - - - - 19 16.0 73.1 

70歳代 - - 1 4 8 - - - - - 13 10.9 130.0 

80歳以上 - - - 2 3 - - - - - 5 4.2 62.5 

計 1 - 3 30 85 - - - - - 119 100.0 100.0 

平均年齢 59 - 47.7 52.0 47.0 - - - - - 51.4 - - 

４

階

東 

0-9歳 - - - - 2 - - - - - 2 1.2 200 

10歳代 - - - - 11 - - - - 2 13 7.8 108.3 

20歳代 - - 2 - 15 - - - - 2 19 11.5 86.3 

30歳代 - - 7 1 14 - - - - - 22 13.3 104.7 

40歳代 - - 13 - 26 - - - - 1 40 24.1 137.9 

50歳代 - - 18 - 19 - - 1 - - 38 22.9 84.4 

60歳代 - - 3 - 13 - - - - - 16 9.6 145.4 

70歳代 1 - 2 2 6 - - - - - 11 6.6 122.2 

80歳以上 - - 3 1 1 - - - - - 5 3.0 250 

計 1 - 48 4 107 - - 1 - 5 166 100.0 109.9 

平均年齢 73 - 51.9 67.8 43.1 - - 54 - 24.6 46.0 - - 

合

計 

0-9歳 - - - - 3 - - - - - 3 0.7  150.0 

10歳代 - - - 3 22 - - - - 2 27 6.7 142.1 

20歳代 - - 4 6 30 - - - - 2 42 10.5 80.8 

30歳代 - - 8 6 35 - - - - - 49 12.1 119.5 

40歳代 - - 15 9 61 - - 1 - 1 87 21.5 85.3 

50歳代 1 - 18 14 62 - - 2 - - 97 24.0 109.0 

60歳代 - - 4 11 37 - - 1 - - 53 13.1 86.9 

70歳代 1 - 4 7 20 - - - - - 32 7.9 123.1 

80歳以上 - - 3 3 8 - - - - - 14 3.5 140.0 

計 2 - 56 59 278 - - 4 - 5 404 100.0 100.5 

平均年齢 66.0 - 48.5 55.8 46.8 - - 55.8 - 24.6 49.1 - - 

表 3－61 入院患者障害構成                          （ ）内 再掲（人） 

棟 障害名 片麻痺 対麻痺 四肢麻痺 切断 聴覚障害 視覚障害 内部障害 失語 その他 計 

３

階

西 

入 院 患 数 - 61 47 (1) - 4 - - 7 119 

構 成 比 ％ - 51.2 39.5 - - 3.4 - - 5.9 100.0 

前 年 比 ％ - 117.3 65.2 - - 57.1 - - 700.0 90.1 

３

階

東 

入院患者数 2 17 65 15 - 1 - - 19 119 
構 成 比 ％ 1.7 14.3 54.6 12.6 - 0.8 - - 16.0 100.0 

前 年 度 ％ 200.0 212.5 106.6 93.8 - 100.0 - - 61.3 100.0 

４

階

東 

入院患者数 49 5 27 4 - 3 - (18) 78 166 

構 成 比 ％ 29.5 3.0 16.3 2.4 - 1.8 - (10.8) 47.0 100 

前年度比％ 125.6 166．6 225.0 - - 75.0 - (120) 80.4 109.9 

合

計 

入 院 患 数 51 83 139 19(1) - 8 - (18) 104 404 

構 成 比 ％ 12.6  20.5  34.4  4.7  -  2.1  -  -  25.7  100.0 

前年度比％ 127.5 131.7 95.9  118.8 - 100.0 - 100.0 80.6  100.5 
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表 3－62 科別・在院日数                           （日） 

病

棟 

科別 

日数 
内科 消化器科 神経内科 整形外科 リハ科 外科 耳鼻科 眼科 ひ尿器科 児童精神科 計   

３

階

西 

最大在院日数 - - 116 128 229 - - 19 - - -   

最小在院日数 - - 89 2 4 - - 5 - - -   

平均在院日数 - - 99.0 45.6 91.6 - - 11.6 - - 79.3   

前年度比％ - - 160.4 68.8 129.9 - - 92.0 - - 110.2   

３

階

東 

最大在院日数 5 - 65 114 233 - - - - - 412   

最小在院日数 5 - 4 2 3 - - - - - 9   

平均在院日数 5.0 - 35.0 42.4 86.6 - - - - - 80.2   

前年度比％ - - 70.0 140.9 120.8 - - - - - 124.1   

４

階 

東 

最大在院日数 21 - 154 26 164 - - 18 - 37 -   

最小在院日数 - - 3 10 3 - - - - 9 -   

平均在院日数 21 - 46.5 16.5 49.8 - - 18 - 18.4 49.3   

前年度比％ - - 68.7 - 76.1 - - - - 97.8 77.3   

合

計 

最大在院日数 21 - 154 128 233 - - 19 - 37 -   

最小在院日数 5 - 3 2 3 - - 5 - 9 -   

平均在院日数 12 - 59.2 43.6 80 - - 12.3 - 17.4 68.9   

前年度比％ - - 93.4  83.4  105.7  - - 99.2  - 92.6  99.3    

 

表 3－63 科別・退院先                                    （人） 

病

棟 

科別 

目的 
内科 消化器科 神経内科 整形外科 リハ科 外科 耳鼻科 眼科 ひ尿器科 児童精神科 計 

構成 

比％ 

前年度 

比％ 

３

階

西 

自 宅 - - 3 14 47 - - 3 - - 67 61.5 108.1 

センター自立支援局 - - - 3 9 - - - - - 12 11.0 37.5 
特 別 養 護 
老 人 ホ ー ム 

- - - - - - - - - - - - - 

その他の施設 - - 1 - 3 - - - - - 4 3.7 400.0 

転 院 - - - 7 18 - - - - - 25 22.9 119.0 

転 棟 - - - - 1 - - - - - 1 0.9 - 

転 科  - - - - - - - - - - - - 

死 亡 - - - - - - - - - - - - - 

計 - - 4 24 78 - - 3 - - 109 100.0 93.9 

３

階

東 

自 宅 - - 1 22 30 - - - - - 53 49.5 80.3 

センター自立支援局 1 - 2 7 14 - - - - - 24 22.4 240.0 
特 別 養 護 
老 人 ホ ー ム 

- - - - - - - - - - - - - 

その他の施設 - - -  3 - - - - - 3 2.8 300.0 

転 院 - - -  25 - - - - - 25 23.4 138.9 

転 棟 - - - - 2 - - - - - 2 1.9 200.0 

転 科 - - - - - - - - - - - - - 

死 亡 - - - - - - - - - - - - - 

計 1 - 3 29 74 - - - - - 107 100.0 111.5 

４

階

東 

自 宅 - - 26 4 58 - - 1 - 5 94 62.7 101 

センター自立支援局 - - 2 - 6 - - - - - 8 5.3 800 
特 別 養 護 
老 人 ホ ー ム 

- - - - - - - - - - - - - 

その他の施設 - - 4 - 8 - - - - - 12 8.0 1200 

転 院 1 - 9 - 17 - - - - - 27 18.0 90.0 

転 棟 - - - - 9 - - - - - 9 6.0 - 

転 科 - - - - - - - - - - - - - 

死 亡 - - - - - - - - - - - - - 

計 1 - 41 4 98 - - 1 - 5 150 100 118.1 

合

計 

自 宅 - - 30 40 135 - - 4 - 5 214 58.5 96.8 

センター自立支援局 1 - 4 10 29 - - - - - 44 12.0 102.3 
特 別 養 護 
老 人 ホ ー ム 

- - - - - - - - - - - -  -  

その他の施設 - - 5 - 14 - - - - - 19 5.2  633.3 

転 院 1 - 9 7 60 - - - - - 77 21.0 111.6 

転 棟 - - - - 12 - - - - - 12 3.3  1200 

転 科 - - - - - - - - - - - - - 

死 亡 - - - - - - - - - - - - - 

計 2 - 48 57 250 - - 4 - 5 366 100.0 108.0 
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表 3－64 利用者科別入院数                                   (人) 

病棟 
科別 

日数 
内科 消化器科 神経内科 整形外科 リハ科 外科 耳鼻科 眼科 ひ尿器科 計 

構成 

比％ 

前年度 

比％ 

３

階

西 

肢体不自由 - - - 2 1 - - - - 3 75.0 18.7 

視 覚 障 害 - - - 1 - - - - - 1 25.0 - 

聴 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - 

内 部 障 害 - - - - - - - - - - - - 

計 - - - 3 1 - - - - 4 100.0 25.0 

３

階

東 

肢体不自由 1 - 1 8 6 - - - - 16 100.0 160.0 

視 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - 

聴 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - 

内 部 障 害 - - - - - - - - - - - - 

計 1 - 1 8 6 - - - - 16 100.0 160.0 

４

階 

東 

肢体不自由 - - 2 - 6 - - - - 8 100 - 

視 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - 

聴 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - 

内 部 障 害 - - - - - - - - - - - - 

計 - - 2 - 6 - - - - 8 100.0 - 

合

計 

肢体不自由 1 - 3 10 13 - - - - 27 96.4 103.8 

視 覚 障 害 - - - 1 - - - - - 1 3.6  - 

聴 覚 障 害 - - - - - - - - - - -  - 

内 部 障 害 - - - - - - - - - - -  - 

計 1 - 3 11 13 - - - - 28 100.0 107.7 

 

表 3－65  利用者科別時間外対応数                             （人) 

病

棟 

科別 

日数 
内科 消化器科 神経内科 整形外科 リハ科 外科 耳鼻科 眼科 ひ尿器科 計 

構成 

比％ 

前年度 

比％ 

３

階

西 

肢体不自由 - - - - - - - - - - - - 

視 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - 

聴 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - 

内 部 障 害 - - - - - - - - - - - - 

計 - - - - - - - - - -  - - 

３

階

東 

肢体不自由 - - - - - - - - - - - - 

視 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - 

聴 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - 

内 部 障 害 - - - - - - - - - - - - 

計 - - - - - - - - - - - - 

４

階 

東 

肢体不自由 - - - - - - - - - - - - 

視 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - 

聴 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - 

内 部 障 害 - - - - - - - - - - - - 

計 - - - - - - - - - - - - 

合

計 

肢体不自由 - - - - - - - - - - - - 

視 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - 

聴 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - 

内 部 障 害 - - - - - - - - - - - - 

計 - - - - - - - - - - - - 

⑤ 外来 

（ア）外来の概要 

外来は 14の診療科から構成されている。専門外来として、内科・神経内科には障害のある方の

人間ドッグ、高次脳機能障害外来、また、発達障害者を対象に児童精神科を開設している。整形

外科・リハビリテーション科には補装具診、装具外来とフットケア専門外来、健康増進・スポー

ツ外来を開設している。耳鼻いんこう科には言語、小児難聴、嚥下、補聴器、耳鳴り、成人吃音
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相談外来、眼科にはロービジョンクリニック等がある。 

外来の診療対象は、外来患者(利用者含む)及び入院患者である。平成 29年度の１日平均の外来

受診者総数は 163人、内訳は外来患者 158人、入院患者 5人であり、前年度に比べ、外来患者は

2人減、入院患者は 1人減、総数は 2,840人あった。（表３－65） 

自立支援局秩父学園診療科廃止に伴い、準備を進めていた「秩父外来」は平成 26年４月１日に

開設し、平成 26年４月４日から診療開始となった。平成 29年度の秩父外来総数は 453名、内訳

は児童精神科 296件、内科 108件、歯科 47件であった。火曜日の内科と金曜日の児童精神科は外

来から医師と看護師が出向いて診療を行っていた。平成 29年度から医師のみ出向いて診療を行っ

ている。水曜日の歯科は明海大学病院の歯科医師の診療に対して自立支援局秩父学園の看護師が

介助にあたっている。 

児童精神科ショートケアは第３診療部医師、運動療法士、臨床心理士、言語聴覚士、栄養士、

外来看護師が連携し環境調整と具体的なプログラムを立案し平成 26年４月に開設した。毎週木曜

日に行っているショートケアは、14～27歳の患者２～８名の患者に対して園芸・調理実習・体力

測定などを行っており、はじめは少人数であったが参加者が増えてきている。中でも第３木曜日

は生活をテーマにしており、栄養士と看護師が協働して関わっている。 

患者サービスの向上、事務手続きや外来各科の場所がわからない患者・家族への利便性の向上

を図る目的で、新病院移転後一時中止していた看護師による診療案内を 6月に実施した（その他

の月は実施しなかった）。対応件数は 41件であり、その内訳は、診療相談 12件（29.3％）、誘導・

介助 5件（12.2％）、医事業務 5件（12.2％）、案内 10件（24.4％）、その他 9件（22.0％）であ

った。（表３－66）看護助手による外来ラウンドも継続して実施している。（表３－67） 

また外来は、管理部よりの依頼を受け、センター職員のインフルエンザワクチン及びＢ型肝炎

予防接種の介助を行っている。平成 29年度の季節性インフルエンザワクチン予防接種者は、445

名（11月の 4日間）、Ｂ型肝炎予防接種は 145名（２月、３月実施）の職員が対象となった。（２

月・３月、30年度７月の３回実施） 

（イ）看護の実際 

外来看護師は一人一人の患者に対しその障害の特徴やレベルに合った配慮を行い、診療の介助、

検査・処置の介助、移動の介助及び誘導、他部門との連絡・調整に努めている。糖尿病をはじめ

とする生活習慣病や褥瘡、排泄、フットケアに関する事項等について、継続した療養相談を行っ

た。フットケア専門外来の総受診者は 384人、看護師によるフットケアは 162件であった。排便

に関しては、コンチネンスアドバイザー看護師の指導を受けた看護師が、2 人の患者（利用者）

延べ 4回継続して相談にあたった。 

患者サービス向上への取り組みの一環として待ち時間の緩和対策を図るため、平成 24年度から

外来の一室に「はなみずき文庫」の開設と教育的なＤＶＤの放映を行った。平成 26年６月新病院

に移転後から再開の準備を進め、平成 27年度に「はなみずき文庫」を外来南廊下の一部に設置、

キッズルームとして一室を確保し絵本や玩具を整備した。また平成 25年７月より健康増進・スポ

ーツ推進センターと連携し、栄養士による栄養情報コーナーを外来中廊下に設置している。 

（ウ）健康教室の開催 

平成 18年 12月より、健康の保持・増進のためのサービスとして、内科医師・栄養士・運動療

法士・看護師が協働し開催してきた「健康教室」は、平成 23年度からは健康増進センターを中心

にセンター全体の事業になり、自立支援局利用者の参加が増加した。一方、外来患者からの少人
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数対象の「健康教室」を外来で開催してほしいという要望を受けて平成 23年度に再開した「外来

健康教室」は、「いきいき広場」と名称を変更した。平成 27年 10月に、食生活と排便に関するテ

ーマで同内容２回開催し、計 26名の参加者が得られた。 

平成 29年 7月から平成 30年３月まで計 9回開催した。延べ参加人数 30名（男性 13名、女性

17名）であった。栄養士・脳卒中リハビリテーション看護認定看護師の協力も得られ、スライド

を作成し映像を流し診療待ち時間に情報提供の場になった。 

（エ）外来連絡調整会議 

医事管理課医事係長、医事管理課受付担当者、第二診療部長、内科医長、医療相談室室長、外

来看護師長で毎月１回実施した。外来診療・運営に関する連絡調整等を行った。 

（オ）その他 

新病院移転に伴い、災害時の避難動線や要救助者の捜索など、実践的防災体制を改めて構築す

る必要性が生じたことをきっかけに、昨年度同様１階フロア全体（医師、看護師、医事管理課、

医療相談室、放射線、検査科、薬剤科、歯科、栄養科）で、エアストレッチャーの体験会、「避難

動線と検索担当エリア地図」の確認をした。エアストレッチャーの体験会では、救護班と誘導班

に分かれることを緊急避難基本動線を用いて実施し、エアストレッチャー（１台）、車いす（２台）、

ストレッチャー（１台）の保管場所を確認した。また、後期、防災訓練前後に外来関連部署で担

当エリア、避難口の開閉担当等の確認をすると共に、報告方法や応援体制など、今後整備が必要

な課題が明確になった。 
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表 3－66 平成 29年度外来受診者総数 
  ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 

診 療 日 数  20 19 22 19 21 20 20 20 20 18 19 21 239 

内   科 
外 来 126 131 150 116 146 141 142 132 148 152 149 142 1,675 
入 院 7 7 2 8 18 6 9 6 8 14 7 8 100 
総 数 133 138 152 124 164 147 151 138 156 166 156 150 1,775 

人間ドック  1 2 3 2 0 2 2 4 3 2 1 2 24 

神 経 内 科 
外 来 125 117 118 108 126 111 131 118 105 97 125 125 1,407 
入 院 4 2 1 0 6 0 1 0 2 1 0 0 17 
総 数 129 119 119 108 132 111 132 118 107 98 125 125 1,423 

消  化  器  - - - - - - - - - - - - - 
小  児  科  - - - - - - - - - - - - - 

児 童 精 神 
外 来 183 155 189 173 218 143 123 152 190 155 75 246 2,002 
入 院 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 2 
総 数 183 155 186 173 218 143 123 153 190 156 75 246 2,004 

整形・リハ 
外 来 640 658 729 637 632 701 692 647 640 597 637 685 7,895 
入 院 2 3 5 7 5 12 5 3 3 1 2 3 51 
総 数 642 661 734 644 637 713 697 650 643 598 639 688 7,946 

フットケア 
外 来 41 35 39 33 36 14 41 16 29 38 10 41 373 
入 院 3 2 0 0 0 1 1 1 0 2 0 1 11 
総 数 44 37 39 33 36 15 42 17 29 40 10 42 384 

耳 鼻 科 
外 来 246 268 235 232 327 244 200 236 212 220 209 307 2,936 
入 院 19 18 33 25 25 15 22 20 41 37 21 29 305 
総 数 265 286 268 257 352 259 222 256 253 257 212 276 2,830 

眼   科 
外 来 224 218 287 266 222 220 226 206 232 241 212 276 2,830 
入 院 6 15 13 7 13 12 9 10 6 9 6 9 115 
総 数 230 233 300 273 235 232 235 216 238 250 218 285 2,945 

泌  尿  器 
外 来 160 187 209 161 215 208 194 209 218 203 218 234 2,416 
入 院 14 12 14 11 8 12 10 10 11 8 15 11 136 
総 数 174 199 223 202 223 220 204 219 229 211 233 245 2582 

婦  人  科 
外 来 3 5 4 6 0 5 5 4 4 1 3 2 42 
入 院 0 0 0 0 0 2 3 1 1 0 1 2 10 
総 数 3 5 4 6 0 7 8 5 5 1 4 4 52 

精  神  科 
外 来 179 183 175 198 180 188 187 202 175 173 170 197 2,207 
入 院 3 2 2 4 6 13 7 6 3 7 0 0 53 
総 数 182 185 177 202 186 201 194 208 178 180 170 197 2,260 

高  次  脳 総 数 13 8 11 14 12 7 12 16 16 19 11 9 148 

歯   科 
外 来 117 114 132 72 116 114 116 119 117 92 106 96 1,311 
入 院 35 54 45 29 45 41 40 24 27 22 20 0 382 
総 数 152 168 177 101 161 155 156 143 144 114 126 96 1,693 

訓 練 外 来 総 数 958 1,022 1,143 989 990 1,012 990 1,004 1,018 895 970 1,057 12,048 
秩 父 児 童 総 数 26 16 14 29 23 31 21 31 28 32 20 25 296 
秩 父 内 科 総 数 3 9 2 4 5 27 43 8 2 0 2 3 108 
秩 父 歯 科 総 数 3 1 5 6 1 4 4 10 5 8 0 0 147 
秩 父 外 来 小 計 42 26 21 39 29 62 68 49 35 40 22 28 551 

計 
外 来 3,048 3,130 3,445 3,076 3,249 3,172 3,129 3,114 3,144 2,925 2,919 3,448 37,799 
入 院 93 115 115 91 126 114 107 82 102 102 72 63 1,182 
総 数 3,141 3,245 3,560 3,167 3,375 3,286 3,236 3,196 3,246 3,027 2,991 3,511 38,981 

外来診療日数  239日      1日平均外来受診者数  163名 （外来 158名・入院 5名）     （秩父外来 451名）
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表３－67 平成29年度診療案内件数                               （件） 
月 日 数 診療・相談 誘導・介助 医事業務 案 内 その他 合 計 

４月 - - - - - - - 

５月 - - - - - - - 

６月 10 12 5 5 10 9 41 

７月 - - - - - - - 

８月 - - - - - - - 

９月 - - - - - - - 

10月 - - - - - - - 

11月 - - - - - - - 

12月 - - - - - - - 

１月 - - - - - - - 

２月 - - - - - - - 

３月 - - - - - - - 

計 - - - - - - - 

構成比％  29.3 12.2 12.2 24.4 22.0 100 

 

表３－68 平成29年度 外来ラウンド件数                                 （件） 
月 日 数 相 談 案 内 誘導・介助 その他 合 計 

４月 20 0 2 2 25 29 

５月 20 0 8 0 20 28 

６月 22 2 5 2 13 22 

７月 20 1 3 4 17 25 

８月 22 0 4 1 15 20 

９月 20 0 12 1 17 30 

10月 21 0 3 1 17 21 

11月 20 1 6 2 18 27 

12月 21 0 6 2 20 28 

１月 19 0 8 0 17 25 

２月 19 0 3 0 26 29 

３月 22 0 3 2 22 27 

計 246 4 63 17 227 311 

構成比％   1.3 20.3 5.5 73.0 100 

⑥ 手術室 

（ア）手術室の特徴 

手術室看護師の役割は、目的の手術が円滑に行われ、患者が安全・安楽に手術を受けられるよ

う、周手術期（術前・術中・術後）を通して、質の高い看護を提供することである。 

手術室が対応する診療科は、整形外科、耳鼻いんこう科、眼科、泌尿器科の４科である。平成

27年度途中より眼科、耳鼻いんこう科医師の退職に伴い、整形外科主体となっている。手術患者

は、視覚障害・聴覚障害・肢体不自由、高次脳機能障害などの障害のある患者と障害を持たない

患者が対象である。合併症（高血圧症・糖尿病・心疾患・脳血管障害等）を有する患者が多いた

め、術中の状態変化に注意し危険防止に努めている。手術前には術前訪問を実施し、コミュニケ

ーションをとることにより患者が安心して手術を受けられるように、手術に対する不安や恐怖心

の軽減を図っている。また術前訪問をすることにより、患者の状態を手術に関わるスタッフと共

有し、安全な手術看護の提供に努めている。 

（イ）手術患者の構成 

ａ 手術件数 

平成 29 年度の総手術件数は 16 件（前年度比 200.0％）であり、診療科別の手術件数は表３

－69のとおりであった。 

診療科別では、整形外科 16件のみであった。眼科および耳鼻いんこう科は医師の退職、泌尿

器科は医師の非常勤体制の継続により、外来診療を主体的に行っており手術は積極的に実施さ

れていない。 



 

－ 173 － 

ｂ 麻酔の種別 

麻酔種別にみた手術件数は、表 3－70のとおりであった。麻酔は、全身麻酔および局所麻酔、

腰椎麻酔で実施された。平成 28年度より麻酔科医依頼が困難となり、全身麻酔による手術は実

施されていなかったが、平成 29年度より単回ごとのフリーランス麻酔科医契約を開始し、4件

実施された。 

ｃ 年齢構成 

手術患者の年齢を診療科別に見ると、表 3－71のとおりである。60歳以上の占める割合は手

術患者全体の 25.0％であった。手術患者の最少年齢は、21歳であり、最高年齢は 69歳、平均

年齢は 49.4歳（前年度 49.6歳）と昨年度とほぼ同じであった。 

（ウ）看護の実際 

ａ．患者構成 

整形外科では、術式によって手術の体位が重要であるが、同一体位により身体へ合併症をお

よぼす危険性がある。医師との協働でエビデンスに基づいた適切な体位のもとに、手術が安全

に行われるように努めている。 

ｂ．麻酔について 

全身麻酔および局所麻酔、腰椎麻酔により行われる整形外科手術は、麻酔の効果により痛み

に対して留意が必要である。患者の不安、苦痛の軽減に努め、手術が安全・確実に遂行される

よう、手術室の環境調整・適切な情報伝達のサポート体制をより強化しなければならない。 

ｃ．手術室の環境 

年１回の空気清浄度測定結果では、手術室内はＮＡＳＡ規格クラス 100相当、手術室ホール

はＮＡＳＡ規格クラス 10,000相当と基準に適した清浄度を保っている。 

ｄ．平成 26年６月の新病院移転により手術室と中央材料室が病院２階フロアに隣接して、手術器

材の受払や連絡が直接できるようになり業務が円滑となった。 

⑦ 中央材料室 

（ア）中央材料室の機能 

ａ．院内感染の防止 

消毒と完全な滅菌業務・安全な供給・回路経由の確保など、適正な管理を行うことにより医

療器材が感染経路となって発生する院内感染の防止に努めた。 

ｂ．効率的な供給 

診療・看護などの現場要求に効率的に対応できる供給体制を継続し、現場の業務が円滑に行

えるようにした。 

ｃ．性能維持・品質管理 

定期的な在庫管理により、一部ケース購入から箱単位による購入を検討し、過剰在庫による 

期限切れ防止に努めた。 

ｄ．新製品について情報収集と中央材料室通信の発行(162号～168号)による情報提供を行った。 

（イ）業務委託内容：㈱ルフト・メディカルケア 

ａ．機械設備の運転 

医療器械・診療材料の滅菌・洗浄及び関連業務を表３－72・表３－73のとおり行った。 

ｂ．定数管理及び院内配送業務 

カート方式を継続し、各病棟・外来・手術室の衛生材料・滅菌器材の定数管理と補充を行い、

業務の効率化を図った。 
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ｃ．医療機器及び医療材料の在庫管理 

手術室、病棟、外来などからの請求に遅滞・過不足なく配送できるよう、在庫管理を行った。 

発注品の納品に遅滞が生じないように調整、連絡に努めた。 

ｄ．清掃環境維持業務 

毎日室内の清掃、清拭を実施し清潔な環境を維持した。 

（ウ）受け払い方法 

ａ 中央材料室からデリバリーサービス  

ｂ 定数補充制：滅菌物回収、補充時間  病棟 8:30 補充    13:40 回収 

外来 14:00 回収・補充 

ディスポ製品補充日: 

毎月曜日：３階西病棟・４階東病棟・健康管理室 

外来（耳鼻いんこう科・眼科・採血室・内視鏡室） 

毎火曜日：３階東病棟・外来（整形・内科・フットケア）・機能訓練棟 

毎木曜日：３階西病棟・４階東病棟・外来（泌尿器科） 

毎金曜日：３階東病棟 

＊手術室：月末・手術前後 

（エ）滅菌物払い出し件数 

病棟・外来・手術室における滅菌物取扱件数は表３－72、表３－73のとおりであった。 

（オ）滅菌方法 

ａ．高圧蒸気滅菌（オートクレーブ＝ＡＣ） 

ｂ．酸化エチレンオキシドガス（ＥＯＧ） 

ＥＯＧ滅菌器廃棄処分に伴い、平成 26年７月以降は外部業者へ発注となった。 

ｃ．プラズマ滅菌（ステラッド） 

滅菌機器類においては、定期・保守点検を徹底し感染予防と安全な医療器材の提供に努めた。 

（カ）中央材料室の環境 

洗浄室と衛生材料保管室（既滅菌室を含む）は自動ドアで環境を区分し清潔と不潔が交差しな

いようになっている｡ 

（キ）ディスポ－ザブル製品の在庫管理 

中央材料室で一括管理を行い、在庫管理ソフトを活用し無駄のない在庫管理を行った。 

取扱品目 約 806点(前年度 732点) 

表 3－69 平成 29年度科別・性別手術件数                             （件） 

 外来 
小計 

病棟 
小計 合計 総計 構成比％ 前年度比％ 前年度 

 利用者 一般 利用者 一般 

 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女     

整 形 外 科 - - - - - - 2 - 7 7 9 7 9 7 16 100 200.0 8 

耳 鼻 咽 喉 科 - - - - - - - - - - - - - - -  - - - 

眼 科 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

泌 尿 器 科 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

合計 - - - - - - 2 - 7 7 9 ７  9 7 16 100 200.0 8 
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表 3－70 平成 29年度麻酔種別・性別手術件数                                     （件） 

 整形外科 耳鼻咽喉科 眼 科 泌尿器科 合計 総計 構成比％ 前年度比％ 前年度 

 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女     

全 麻 2 2 - - - - - - 2 2 4 25.0 - - 

腰 麻 2 - - - - - - - 2 - 2 12.5 100.0 2 

硬 麻 - - - - - - - - - - - - - - 

局 麻 5 5 - - - - - - 5 5 10 62.5 250.0 4 

無 麻 酔 - - - - - - - - - - - - - - 

ケ タ ラ ー ル - - - - - - - - - - - - - - 

伝 達 麻 酔 - - - - - - - - - - - - - 2 

神経ブロック - - - - - - - - - - - - - - 

合 計 9 7 - - - - - - 9 7 16 100 200.0 8 

 

表 3－71 平成 29年度科別・年代別手術件数 

 整形外科 耳鼻咽喉科 眼科 泌尿器科 合計 構成比％ 前年度比％ 前年度 

0～９歳 - - - - - - - - 

10歳代 - - - - - - - - 

20歳代 2 - - - 2 12.5 100.0 2 

30歳代 2 - - - 2 12.5 - - 

40歳代 2 - - - 2 12.5 200.0 1 

50歳代 6 - - - 6 37.5 600.0 1 

60歳代 4 - - - 4 25.0 100 4 

70歳代 - - - - - - - - 

80歳代 - - - - - - - - 

90歳代 - - - - - - - - 

合計 16 - - - 16 100 200.0 8 

※最少年齢は 21歳、最高年齢は 69歳であった。 
 

表 3－72  病棟･外来における滅菌物取り扱い件数 
 

 

表 3－73  手術室における滅菌物取り扱い件数 

項 目 件 数  前年比（％）  項 目 件 数  前年比（％） 

鉗 子 類 3,742 100.6  鉗 子 類 - - 

セ ッ ト 類 204 102.0  カ ス ト 類 18 163.6 

コップ・カップ類 104 105.1  セ ッ ト 類 20 285.7 

ガ ー ゼ ・ 綿 球 類 357 87.3  ト レ ー 、 容 器 類 32 188.2 

他 単 品 ・ 器 械 2,760 105.3  そ の 他 、 単 品 類 339 356.8 

滅 菌 依 頼 物 品 220 84.3  合 計 409 314.6 

合 計 7,387 101.1     

（７）人材育成 

① 教育目的・目標 

看護部の教育目的は、「臨床看護実践能力を高めるために必要な知識・技術・態度の習得、並びに

看護の質向上と看護師各々の資質向上を図る」ことである。教育目標は、「受け持ち看護師として、

対象のレベルに応じたリハビリテーション看護が実践できる」「教育指導、研究を含めてあらゆる場

において自己の役割が遂行できる」「管理能力を育成し、リーダーシップがとれる」「リハビリテー

ションの専門領域において深く幅広い視野で対応できる」「看護に質向上・維持を目指し、看護の質

の評価ができる」「感性を豊かにし、幅広く人間性の向上をはかり、他と協調する」の 6つである。 

② 継続教育と研修 

教育体系を経年別からラダー方式に移行をすすめたのは平成 22年の事前準備を経て、平成 23年

度からである。当院におけるクリニカルラダーの評価基準を作成し、ラダーの使用手順に則って認

定を実施し、認定証を発行し、自己研鑽を促す方略とした。しかし、本看護部は中途での採用者が

圧倒的に多いことや、近年は学位取得者や教員経験者の就職も増えてきたため、ラダーの評価を根

本的に本院に合った方式に改める必要が生じた。平成 26年度にラダーの運用を見直し、年度末まで 
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に看護スタッフへの周知を図り、平成 27年度は新しい運用に則って進めた。平成 28年度は院内継

続教育システムのクリニカルラダーを、「標準化された日本看護協会の看護師のクリニカルラダー」

に基づき見直し、平成 29年度からは看護師の能力開発や評価システムとして運用を開始した。また、

クリニカルラダーが目指すことは、「自己課題が明確になり、目標を持ち主体的に学習する」「個

人のキャリアプランに応じて、継続的に学び続けることができる」である。 

院内の継続教育システムは、a.クリニカルラダーのレベルⅠ～ Ⅴ 段階の目標に基づき、看護部

教育委員会が院内教育研修計画を立案し、看護師長会で承認を得て教育研修を実施するもの b.看護

師長会が本院の医療の動向を踏まえて先進的に企画するもの c.病棟の教育委員や師長が、入院患者

や現場ニーズに合わせて病棟単位での企画するもの d.病棟間での交流研修機会、e.認定看護師が、

専門性の研修を企画するもの、f.院外研修に出向いたものが報告会の形で計画するいわゆる伝達講

習、g.e-ラーニングの学習を推奨しニュースで発信した h.看護管理者対象とする研修などがある。

これらはすべての看護師に対して公開し、研修できる形を推奨している。 

また、外部研修は、a.長期・短期研修への参加の推奨、c.資格取得の機会の提示と推奨、d.セン

ター全体での研修会への参加などを促している。 

③ 継続教育の充実 

（ア）内部的取り組み 

ａ．認定看護師による教育的役割 

日本看護協会の認定審査に合格した脳卒中リハビリテーション看護認定看護師 2名、感染管

理認定看護師 1名が所属している。看護部として人的資源である認定看護師は、専門分野の知

識・技術を活用し、看護職員や他の医療従事者への啓蒙活動を行っている。看護部や院内の講

師や実践の場で看護師への指導や患者へのケアの提供、相談など質の高い看護を提供に貢献し

ている。 

ｂ．看護管理者研修 

  医療をめぐる社会情勢は刻々と変化している。看護師長、副看護師長は看護専門職として必

要な管理に関する知識・技術・態度を習得するため認定看護管理者教育課程の研修を受講して

いる。研修で学んだ看護管理過程の展開ができ、リーダ－シップが発揮できるように「カモメ

になったペンギン」の教材で学び、看護管理の計画・実践・評価について各部署で発表し意見

交換を行った。また看護師長は次年度より「倫理カンファレンス」導入に向けた研修会を実施

した。 

（イ）院外研修の推奨 

看護師の 90％以上が院外研修に参加し新しい知見を学び実践に活かした。 

（ウ）看護師実践力と看護の専門性の育成プラン 

看護研究の推進： 

平成 29年度は、立石和子氏(東京家政大学教授)・太田美帆氏（東京家政大学講師）を招聘し、

「看護研究」について計７回の指導を受けた。指導対象となった研究は、5 フロア１題ずつとし

た。 

また、平成 29 年度に指導を受けた看護研究は、3-74 に示すように学会へも精力的に発表し、

業績発表会等での発表の機会も得た。 
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表 3-74 平成 29年度 学会発表 

研究テーマ 学会名 

頸髄損傷患者の他動運動による腸蠕動運動の促進効果 第 48回日本看護学会 慢性期看護学術集会 

遷延性意識障害患者への背面解放座位実施による 

ケア介入の適用可能性の検討 
第 48回日本看護学会 慢性期看護学術集会 

脊髄損傷患者の便の排出に関する臨床判断の様相 第 48回日本看護学会 慢性期看護学術集会 

高次脳機能障害者の家族関係の経年的な変化 

～子育て世代の家族に着目して～ 
第 29回学術大会 日本リハビリテーション看護学会 

在宅頸髄損傷者の履物の現状 ～施設入所者との検討～ 第 29回学術大会 日本リハビリテーション看護学会 

（エ）卒後継続教育：教育委員会企画研修 

看護部教育担当師長及び教育委員会が中心となって院内教育研修計画を立て、看護部師長会の

承認を経て、教育研修を実施している。教育目的は、「看護実践能力を高めるために必要な知識、

技術、態度の習得並びに看護の質向上と看護師個々の資質の向上を図る」ことにおいている。 

一般研修として、それぞれの学習意図に合わせて受講できるインターネットオンデマンド研修

を推進した。受講率を上げるために、教育担当師長が中心となって、プログラムを随時紹介し、

閲覧機会を高めるよう支援した。 

＜卒後継続教育＞ 

「新採用者オリエンテーション」「新採用者教育プログラム（フレッシュレベル・基礎研修）」

「採用後２年目の教育」「クリニカルラダーⅠ以上の者の育成」「共通研修」「看護助手研修」及び

「看護研究」の７分野に分類し、教育･研修プログラムを企画し実施した。 

ａ．分野１：新採用者オリエンテーション（新採用者・中途採用者） 

例年通り、新採用者を対象に新人看護職員の基本姿勢と態度、基本的な実践能力を修得する

ことを目的に、４日間のプログラムを組んで行った。29年度の該当者は 14名であった。 

また、新卒の看護師に対しては、院内研修での不足を補うために、他施設（防衛医科大学校

病院）の新人研修や看護協会主催の研修への受講を調整し、計 7日参加した。 

ｂ．分野２：新採用者教育プログラム 

新採用者および中途採用者 14名を対象とし、当院の特徴的な疾患・障害の基礎的知識を学び

看護を実践すること、チーム医療における各専門職を理解し看護師としての役割を知ることを

目的に、表 3－75の研修を企画・実施した。 

表 3－75 平成 29年度 新採用者研修 

テーマ 講 師 研修時間 

「脊髄損傷患者の理解と看護」 

「脊髄損傷患者に関連した看護技術」 

看護師長 

看護師 
2時間 

「脳血管患者の理解と看護」 

「脳血管障害に関連した看護技術」 
脳卒中リハビリテーション看護認定看護師 2時間 

「高次脳機能障害の理解と看護」 脳卒中リハビリテーション看護認定看護師 1時間 

「嚥下障害患者の看護」 脳卒中リハビリテーション看護認定看護師 1時間 

「糖尿病患者の看護」 看護師 1時間 

「排泄ケア（排便・排尿）」 看護師 2時間 

「褥瘡患者の看護」 看護師 １時間 

「切断患者の看護」 看護師 １時間 

「BI・FIMの評価方法について」 副看護師長 １時間 

「チーム医療の理解」 各専門職（PT/OT/ST/MSW/心理判定専門職/管理栄養士） 6時間 

「フォローアップ」年 4回 看護師 5時間 
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ｃ．分野３：採用後２年目研修 

採用後 2年目にあたる看護師 8名について、ケースレポートを通して、論理的思考を養い、

患者の障害や個別性を捉えた看護展開ができるよう、受け持った患者の看護過程の振り返りを

行った。また、これまで実践してきた看護について課題をまとめ、ケースレポートの発表を行

った。 

ｄ．分野４：クリニカルラダーⅠレベル以上の者の育成 

当院の専門性を考慮し、対象者が自ら考え能動的に臨み看護実践に活かすことを目的に、表

3－76の研修を企画・実施した。延べ 73名の看護師が参加した。 

表 3－76 平成 29年度 クリニカルラダーレベルⅠ以上研修 

テーマ 講 師 研修時間 

「人に教えるということ」（レベルⅣ） 

「実践報告会」 
副看護部長 

1時間 30分 

1時間 30分 

「医療安全」     （レベルⅢ）   同内容 2回 看護師長 1時間 30分 

「医療安全」     （レベルⅠ・Ⅱ）  同内容 2回 看護師 1時間 30分 

「プリセプターフォローアップ」年 2回 副看護師長 2時間 

「プリセプターシップ」 副看護師長 1時間 30分 

ｅ．分野５：共通研修 

（ａ）リハビリテーション看護概論 

全看護師を対象に、障害のある方々へのリハビリテーションを行う看護師として、リハビ

リテーションの概念及びリハビリテーションにおける看護師の役割について理解を深めるこ

とを目的とし開催した。講師は看護部長が担当し、同内容の研修を２日間実施し、計 67名が

参加した。 

（ｂ）急変時の対応 

全看護師を対象に、今年度実際に病棟で発生した患者の急変「窒息」に焦点を当て、窒息

の予見と発見後の迅速な対応ができることをねらいとし開催した。講師は脳卒中リハビリテ

ーション看護認定看護師が担当し、同内容の研修を２日間実施し、計 61名が参加した。 

（ｃ）その他の院内およびセンターの共通研修への参加： 

病院各委員会主催の研修に参加した。 

・感染管理： 

院内感染委員会主催職員研修では、第 1回は「障害と感染症 知識とワクチンで感染を

防ぐ」のテーマで、瀬戸病院インフェクションコントロールドクターに講義いただき、第

2回は「感染症トピックス」について、病院長と感染管理認定看護師が講義を行った。 

・医療安全対策： 

医療安全管理委員会主催研修では、第１回は「リハビリ領域の医療安全」のテーマで、

上尾中央総合病院情報管理部長を講師に招き、リハビリ領域における医療安全の特性を学

んだ。第 2回目は「ＭＲＩおよび放射線検査の基礎知識」をテーマに、看護助手も参加し

た。 

・専門研修 

褥瘡対策チーム会主催研修では、防衛医科大学校病院の皮膚・排泄ケア認定看護師を講

師に迎え「脊髄損傷者の褥瘡ケア」について学んだ。 

患者サービス向上委員会主催研修では「声かけは心を通わすおもてなし」をテーマとし、
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接遇の基本について考える機会とした。 

臨床倫理委員会主催研修では、日本臨床倫理学会理事を講師に招き「臨床倫理とは」を

テーマとし医療倫理について学んだ。 

ｆ．分野６：看護助手研修 

「災害時の対応について」をテーマとし、地震・火災などの発生時の対応について知り、防

災の意識を高めることを目的に、2 回に分けて研修会を行い 23 名の看護助手が参加した。「当

院における防災の取り組み」「避難誘導方法」「アクションカードの活用方法」「エアストレッチ

ャー体験」の内容で実施した。 

ｇ．分野７：看護研究（表 3－77） 

平成 29年度は、立石和子氏(東京家政大学教授)・太田美帆氏（東京家政大学講師）に「看護

研究」について計７回の指導を受けた。指導対象となった研究は、各フロア 1題ずつの計 5題

とした。これらの研究成果の発表会は、院内で 1月に行い、この時の講評・質疑応答等を参考

にして論文を作成し、年度末より次年度の学会発表に向けてさらに精練を加えていった。 

また、平成 28年度に指導を受けた看護研究 4題のうち 3題が今年度に学会に発表した。 

表 3－77 平成 29年度 看護研究発表 

月 日 担当部署 演      題 発 表 者 

平成 30年 
1月 30日(火) 

外 来 脊髄損傷者の看護に関する訪問看護師の困りごとと対処方 ○平山 恵子 
弦間 初美 
齊藤 文子 

３ 階西 病棟 脊髄損傷者の留置用バルンカテーテルキャップ使用による   
尿路感染症の実態調査 

○新家 尚子 
澤田 理紗 
伊藤奈緒子 

３ 階東 病棟 頸髄損傷者の座位排便試み前後の排便に対する意識の変化 ○栗山 祐子 
廣田 早苗 
桑原 麻子 

４ 階東 病棟 「発達障害者スキルリハビリテーション入院」に対する     
母親の心理的変容過程 

○細田 文雄 
佐藤 珠岐 
浅利 英子 

自 立支 援局 就労を目指す障害者の SOC（首尾一貫感覚）と健康習慣の関連要因 ○矢田部あつ子 
鈴木 豊子 

表 3－78  見学者への対応  
No 年月日 名 称 他 人員 

1 6月16日 香川県立飯山高等学校 35 
2  6月20日 個人見学 1 
3  6月27日 個人見学 都立墨東病院・千葉救急医療センター  2 
4  8月25日  社会福祉法人日本肢体不自由児心身障害児総合医療療育センター 3 
5   9月5日 埼玉県立大学(中国山西医科大学からの留学生６名 教員 2名） 8 
6  10月26日 常盤看護専門学校 1年生 40名教員２名 42 
7  10月27日 常盤看護専門学校 1年生 40名教員２名 42 
8  11月8日 学院 脳卒中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ看護認定看護師教育課程 研修生 10名教官 1名 11 
9  11月17日 中国リハビリ医師訪日団 10 
10  11月17日 佼成看護専門学校 学生 33名教員 2名 35 
11  12月15日 JICA技術協力プロジェクト（モンゴル） 13 
12 H30年1月10日 学院脳卒中リハビリテーション 看護認定看護師教育課程 研修生  2 
13 1月10日 個人見学 1 
14  1月22日 個人見学 1 
15  1月26日 個人見学 1 
16   3月5日 個人見学 東京家政大学 3年生 2 
17  3月16日 川口市立看護専門学校 38 
18  3月19日 個人見学 1 
19  3月28日 中国リハビリ医師訪日団 13 
  合    計 261 
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② 専門的実践力の強化 

（ア）リハビリテーション看護研修会 

センター学院におけるリハビリテーション看護研修会は、テーマを「退院支援 生活の場へ向

けて」とし実施した。講義は「地域包括ケアにおける看護活動の展開と連携」、「看護師が行う意

思決定支援と家族看護」、「在宅療養を支える病院と地域との連携」、「折れない心をつくる 3つの

方法」、「自施設における退院支援の現状と課題」(意見交換）、「訪問看護ステーションの現状」、

「在宅医療への移行と継続に向けた現場での取り組み」(グループワーク）を実施した。 

（イ）専門性育成プラン 

認定看護管理者教育課程は、全ての看護師長、副看護師長に受講を勧め、平成 29年度はセカン

ドレベル 1名、ファーストレベル 1名を派遣した。 

（ウ）研修・講習会参加者による報告会 

院外研修として、主に埼玉県看護協会主催の研修（１人１研修以上）への参加を奨励し外勤・

出張で、延べ 72回の研修参加実績があり、ほぼ全員が１回以上の研修に参加した。 

外勤・出張での研修及び長期研修への参加者には、報告書の提出を義務化している。長期研修に

派遣した実績は、看護学生実習指導者講習会（2名）、リハビリテーション看護研会（9名）、認定

看護管理教育課程ファーストレベル（1名）、医療安全管理者研修会（3名）、初級コンチネンスセ

ミナー（1名）が参加した。 

＜平成 29年度 看護部研修会の主な内容＞ 

長期研修参加者の報告会 

第 1回 伝達講習会  

1月 18日（木）17:15～18:00 

     報告内容：看護学生実習指導者講習会 

          夏季デフリンピック帯同報告 

参 加 者：23名 

第 2回 伝達講習会 

     2月 15日（木）17：15～18：00 

     報告内容：リハビリテーション看護研修会 

参 加 者：27名 

第 3回 伝達講習会 

     3月 8日（木）17：15～18：00 

     報告内容：認定看護管理者教育課程 

          発達障害児支援研修 

          コンチネンス初級セミナー 

参 加 者：20名 

第 4回 伝達講習会 

     3月 22日（木）17：15～18：00 

     報告内容：医療安全管理者研修 

          医療対話推進者研修 

          糖尿病患者のフットケア研修 

参 加 者：19名 

学会研究発表予演会 

第 1回（日本看護学会慢性期看護学術集会） 
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「頸髄損傷患者の他動的運動に腸蠕動運動の促進効果」（3階東病棟） 

「遷延性意識障害患者への背面解放端坐位実施によるケア介入の適用可能性の検討」（4階東病

棟） 

「脊髄損傷患者の便の排出に関する臨床判断の様相」（3階西病棟） 

第 2回（日本リハビリテーション看護学会学術大会） 

「高次脳機能障害者の家族関係の経年的な変化」（4階東病棟） 

「在宅頸髄損傷者の履き物の現状～施設入所者との検討～」（外来）  

③ その他 

（ア）看護学生の看護実習受け入れ 

ａ．所沢看護専門学校の看護学生（2 年生）の実習受入れを行った。成人看護学実習（期間：平

成 29.5.22～9.7）12 名及び統合実習（期間：平成 29.11.13～11.30）3 名の 2 科目で、計 15

名であった。 

ｂ．東京家政大学看護学部看護学科の看護学生実習受入れを行った。統合看護学実習（期間：平

成 29.5.15～5.25）4年生 5名、基礎看護学Ⅱ実習（期間：平成 30.1.22～2.15）2年生 36名、基

礎看護学Ⅰ実習（期間：平成 30.2.26～3.7）１年生 34名の 3科目で、計 75名であった。 

ｃ．埼玉県立大学保健医療福祉学部及び埼玉医科大学の学生１グループ６名のインターンプロフ

ェッショナル演習（ＩＰＷ）の受入れを行った。ＩＰＷ演習目的は、地域の保健医療福祉の場

で、体験を通して連携と協働を学ぶことである。演習後は、学生の専門職連携の学びを深める

とともに地域の専門職推進の一助となることを目的に報告会が行われた。 

（イ）見学者対応 

見学者の状況は表３－78であった。 

平成 28年度(267人)と比較し見学者（261人）とわずかに減少した。個人の方はホームページ

やハローワーク求人情報から就職活動の一環として見学を希望する方が多かった。 

（ウ）ふれあい看護体験 

ふれあい看護体験とは、日本看護協会事業の一環であり、 将来看護職を目指す方々に対して、

見学や看護体験、関係者との交流をもち看護の仕事の魅力に触れ、将来の職業選択の手がかりに

していただくためのものである。看護部も将来の看護師育成および募集・広報の活動として、ふ

れあい看護体験施設の参加を申し出た。 

今年度は、７月 26日（水）に 5名（内高校生 4名、一般 1名）を受入れ、病棟における看護師

のシャドーイング、患者体験などを行った。 

９ 障害者健康増進・運動医科学支援センター 

健康増進センターは、平成 25年５月より、障害者健康増進・スポーツ科学支援センターと改称し、平

成 27年 10月に障害者健康増進・運動医科学支援センターと改め、障害者の生活習慣病に関する調査研

究、健康診断、障害予防、特定検診・保健指導プログラムの開発、栄養・食生活の改善、身体活動・運

動習慣、たばこ・アルコール対策、糖尿病、循環器病対策に関する支援プログラムの開発、健康増進サ

ービスとして健康教室、運動教室の開催、自立支援局利用者の健康管理と増進プログラムの実行、人間

ドックの実施に専門的に取り組んでいる。また、障害者の生活習慣病の実態を把握し、その予防、生活

習慣改善のプログラムを開発し、利用者に積極的参加を促し、健康づくりの環境整備を促進している。

また、障害者スポーツの支援・普及のため、医科学支援を主体に、体育館におけるスポーツプログラム

提供環境の整備、障害特性を生かした運動プログラムの開発、障害者スポーツの普及活動を行うととも

に、スポーツ活動のための施設提供、競技・運動指導、障害者スポーツ活動の科学的分析等を行うこと
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を目的に、平成 22年７月から、健康増進・スポーツ外来を増設し、その後、平成 22年 10月より専門的

な取り組みを継続して展開している。 

（１）健康増進・スポーツ外来及び自立支援局利用者の健康指導の実施延べ人数と疾患別状況 

① 年間実施延べ人数 

平成 29年度健康指導実施状況を表 3－79に示す。年間の実施延べ数は 3,252人であった。その内

訳として入院患者は 20人（0.6％）で、外来患者では 2,777人（85.4％）で、自立支援局利用者に

関しては 455人（14.0％）であった。 

② 月間実施延べ人数の推移 

月別健康指導実施状況を表 3－80に示す。延べ実施人数の月間平均は 271人、最多 357人（6月）、

最少 215人（11月）であった。 

③ 疾患別状況 

（ア）入院患者 

入院患者への指導は、視覚障害 20.0％、その他 80.0％であった。 

（イ）外来患者 

外来患者の疾患別状況は、胸腰髄損傷が 24.6％、頸髄損傷が 14.1％、骨関節疾患が 11.9％、

脳血管障害が 9.3％、脊髄疾患が 8.1％、脳性麻痺が 6.3％、視覚障害が 5.8％、その他疾患が 4.9％、

末梢神経・筋疾患が 4.8％、切断が 3.5％、脳疾患・その他が 3.0％、変性疾患が 1.9％、外傷性

脳損傷 1.8％の順であった。 

（ウ）自立支援局自立訓練（生活訓練、機能訓練）・就労移行支援の利用者 

自立支援局自立訓練（生活訓練、機能訓練）・就労移行支援の利用者の疾患別状況は、高次脳機

能障害が 68.4％、脊髄疾患 11.2％、胸腰髄損傷が 10.3％、視覚障害が 10.1％であった。 

（２）健康指導の目的および内容 

① 健康指導実施者の受診目的は、552件（5,023回指導）で外来では、「メタボリックシンドローム

対策」が 140件（1,959回指導）、「体力向上」が 91件（535回指導）、「体力維持」が 38件（132回

指導）、「体力強化」が 20件（86回指導）、「健康づくり」が 18件（24回指導）、「生涯スポーツの導

入」が 15件（23回指導）、「水中プログラム」が 10件（12回指導）、「レクリエーション導入」が 4

件（9 回指導）の順で、運動不足や体力低下に起因する要因が予測できた。また、トップアスリー

トのコンディショニング(143件・1996回指導）やトレーニング(22件・88回指導）等の継続的な支

援も行った。自立支援局利用者では、その目的がメタボリックシンドローム対策を主とする健康づ

くりであるため、指導目的は、「減量」が中心であった。 

② 運動指導の内容は、障害の状況に合わせて、車いす利用者には、平成 17-19年度に、厚生労働科

学研究補助金にて取り組んだ「脊髄損傷者の生活習慣病・二次障害予防のための適切な運動処方・

生活指導に関する研究」（平成 17～19年度）の研究結果を元に、立位歩行様運動を用いた全身運動

を活用し、車いす利用者の多くが定期的に実施している。加えて、それぞれの障害状況、受診目的

を考慮し、ストレッチ運動、腕自転車運動、車いすローラー、チューブトレーニング、脚自転車運

動、レクリエーション・スポーツ、プールを用いた水中運動などの種目を組み合わせ、更に、運動

強度・時間・頻度を個々に設定し運動習慣の定着に取り組める内容とした。 

③ 個別での栄養指導実施延べ件数は 90件（外来患者 52件 、入院患者 38件）で、月別では月間平

均 7.5件、最多 11件（12月）、最少５件（３月）であった。 

疾患別では、外来においては糖尿病 20件、高度肥満・肥満 15件、脂質異常症５件、心臓・高血

圧３件、痛風３件、腎臓病２件、その他４件、入院においては糖尿病 11件、心臓・高血圧９件、脂
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質異常症６件、高度肥満４件、腎臓病１件、その他７件である。 

④ 生活指導の内容は、外来患者では、健康増進スポーツ外来対象者で、生活指導を希望した者に対

し、運動指導、栄養指導の状況を踏まえ、総合的に指導を行った。自立支援局利用者では、健康管

理室と共同し、メタボリックシンドローム対策、肥満者に対する生活習慣の改善を集団および個別

に取り組んだ。 

⑤ センター健康教室は、健康に関する意識向上を目的に、平成 23年度より健康増進センターが主管

し、自立支援局利用者を中心に、自立支援局各部の協力のもと、企画・運営を行なった。その内容

は、平成 29年 9月～平成 30年 3月の計 7回（表 3－81）で、講義、食材の提供、ストレッチ指導

であった。センター健康教室の参加者は、総数 286 名で、１回の参加者平均は、40.9 人であった。

その内約は、病院利用者が 17.8％、自立支援局利用者が 82.1％で、自立支援局参加者の所属ごとに

見ると、自立訓練で 59.4％、就労移行支援で 16.1％、就労移行支援（養成施設）で 6.6％と自立訓

練利用者が、多くを占めていた。 

⑥ 健康増進・スポーツ外来および自立支援局の協力を得ながら、障害者の健康づくりプログラムの

構築と普及のための地域連携型モデル事業を協力施設とともに継続し、施設を利用する視覚障害者

9 名の介入結果から減量を促すための運動プログラムの検討を行い、週あたりの効果的な運動強

度・頻度・時間を検討した。 

（３）関連会議への参加 

① センター健康教室担当者会議 

② 医療情報システム部会 

③ 「障害者の健康づくりプログラムの構築と普及のための地域連携型モデル事業」担当者連絡会 

④ 日本パラリンピック委員会依頼のアスリートチェックの実施 

⑤ 障害者スポーツ支援に関する情報交換会 

（４）実習・研修・教育 

① 平成 29年度 障害者のヘルスプロモーションに関する研修会を開催した。 

② センター内各部署で受け入れている実習生（リハビリテーション体育学科：５名）の受入を行っ

た。（第８節参照） 

（５）研究活動 

学会、研究会等に関しては、後述の第８節に掲載しているとおりである。 

その他、各種学会、研究会へ参加し専門職として自己研鑽に努めた。 

（６）自立支援局関係 

① 自立支援局利用者の機能維持および健康・体力づくり、運動習慣の獲得や自己管理能力の向上の

為、病院リハビリテーション体育部門と共同で、第三体育館（トレーニング室）を自由解放し、運

動習慣の定着に継続して取り組んだ。 

② 利用者の健康増進事業の一環として、車椅子バスケットボールクラブ、車椅子ツインバスケット

ボールクラブ、車いすラグビークラブ、陸上クラブ、柔術クラブの支援を行った。 

③ 利用者の健康づくりに関する相談業務を行った。 

（７）行事関係 

① 平成 29年度体育祭は、実行委員会のメンバーとして、予行演習の指導を行い、大会当日終了まで

の運営に関わった。 

② 第 38回文化祭では、病院リハビリテーション体育部門と共同で、デモンストレーション・ゲーム

を企画し、修了生との交流を深めながら利用者運動系クラブ活動の紹介を行った。 
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（８）相談関係（病院 リハビリテーション体育部門と協力） 

① 障害者の健康づくりに関する当事者および外部機関からの電話相談に対応した。 

② 職員の健康維持や増進のためのトレーニング方法についてアドバイスを行った。 

③ 障害者スポーツ競技団体からの合宿等でのセンター施設利用等に対する相談に対応した。 

④ 障害者スポーツ強化に関する施設開放等について相談に対応した。 

（９）対外活動 

① 障害者スポーツに関する研修会への協力を行い、障害者スポーツの振興・支援に協力した。 

② ＪＰＣの依頼のもと、障害者スポーツ日本代表等の合宿サポートに協力した。 

表 3－79 健康増進・運動医科学支援センター 

疾患・対象別 健康指導 実施者の年間延人数                            （人、％） 

区 分 
疾患別 

病   院 
自立支援局 計 

外  来 入  院 
 構成比  構成比  構成比  構成比 

脳 血 管 障 害 259 9.3  - -  - -  259 8.0  
外 傷 性 脳 損 傷 51 1.8  - -  - -  51 1.6  
脳 性 麻 痺 174 6.3  - -  - -  174 5.4  
変 性 疾 患 52 1.9  - -  - -  52 1.6  
脳 疾 患 ・ そ の 他 83 3.0  - -  - -  83 2.6  
頸 髄 損 傷 392 14.1  - -  - -  392 12.1  
胸 腰 髄 損 傷 684 24.6  - -  47 10.3  731 22.5  
脊 髄 疾 患 224 8.1  - -  51 11.2  275 8.5  
骨 関 節 疾 患 331 11.9  - -  - -  331 10.2  
末 梢 神 経 ･ 筋 疾 患 133 4.8  - -  - -  133 4.1  
切 断 98 3.5  - -  - -  98 3.0  
視 覚 障 害 160 5.8  4 20.0  46 10.1  210 6.5  
聴 覚 障 害 - -  - -  - -  - -  
知 的 ・ 発 達 障 害 - -  - -  - -  - -  
高 次 脳 機 能 障 害 - -  - -  311 68.4  311 9.6  
そ の 他 136 4.9  16 80.0  - -  152 4.7  

計 2,777 100.0  20 100.0  455 100.0  3,252 100.0  

＊（平成 29年４月～平成 30年３月） 

表 3－80  健康増進・運動医科学支援センター 

健康指導 実施者の月別延人数の推移                              （人） 

月 
疾患 

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 合計 

脳 血 管 障 害 19 21 21 18 21 21 24 23 24 19 21 27 259 
外 傷 性 脳 損 傷 - - - - - - - 1 7 13 19 11 51 
脳 性 麻 痺 13 12 17 21 10 21 18 11 17 16 12 6 174 
変 性 疾 患 4 4 2 3 4 4 4 3 4 4 4 12 52 
脳 疾 患 ・ そ の 他 - - 2 - - 2 8 9 14 9 19 20 83 
頚 髄 損 傷 47 43 40 33 20 18 24 18 46 34 37 32 392 
胸 腰 髄 損 傷 76 71 97 56 31 75 55 54 76 40 41 59 731 
脊 髄 疾 患 15 14 33 20 34 27 29 22 18 13 23 27 275 
骨 関 節 疾 患 30 37 46 41 35 42 25 17 18 18 13 9 331 
末梢神経・筋疾患 9 7 7 15 12 13 17 12 13 11 6 11 133 
切 断 9 8 7 4 8 13 9 6 10 7 8 9 98 
視 覚 障 害 18 16 31 31 12 12 10 11 17 17 17 18 210 
聴 覚 障 害 - - - - - - - - - - - - - 
知 的 ・ 発 達 障 害 - - - - - - - - - - - - - 
高 次 脳 機 能 障 害 15 21 37 37 21 29 23 22 26 21 33 26 311 
そ の 他 13 24 17 20 13 9 7 6 9 6 15 13 152 

合  計 268 278 357 299 221 286 253 215 299 228 268 280 3,252 

表 3－81 センター健康教室 テーマ一覧表について 

開催回 開催月 テーマ 
第83回 9月 活動量の低下予防について 
第84回 10月 運動で体脂肪を減らす～進め方と実践～について 
第85回 11月 ドライアイを知っておこう 
第86回 12月 バーチャル食べ歩きツアーに参加しませんか 
第87回 1月 感染症にかからないために 
第88回 2月 禁煙のメリットについて 
第89回 3月 感染から皮膚を守ろう～車いすや補装具で起こりやすい皮膚のトラブル～  
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第４節 研究所 

１ 運営方針（重点事項）の取組状況 

（１）研究目標 

第二期中期目標の３年度目となり、引き続き、以下の３つの方針の研究を支援技術・支援機器・支

援システムの観点から推し進めた。 

① 臨床現場を有する特性を活かした研究 

② 障害者の自立と社会参加を支援する研究 

③ 国の施策立案に資する研究 

 

（２）研究に関連する体制等の強化 

平成 28年 3月 30日に策定した公的研究費等の不正使用防止計画（研究倫理や予算の適正執行等）

の具体的な実施事項に基づき、平成 29 年度も継続して研究倫理の e-ラーニング研修、伝達研修によ

る意識向上を図り、研究費の不正使用防止及び研究費の適正執行の体制強化を図った。 

また、競争的外部資金の増加に伴い経理事務スタッフの負担が増加したことへの対策として、人件費

の効率的執行の見直しを行い、事務スタッフを 5名体制から 6名体制に変更して研究費の執行管理体

制の強化を図った。 

研究強化を図るため、環境適応室のエリアの一部を、実験の障害となるような特定の病原菌が存在

しない SPF（Specific Pathogen Free）環境に改修するとともに、実験室を増設するなど、研究環境

の整備を図った。 

 

（３）研究成果の発表 

研究成果は、論文発表、学術大会などの発表などの外に、一般の人も多数参加する国際福祉機器展

への出展や研究所オープンハウス（一般公開でリハ並木祭と併催）を行った。研究所オープンハウス

では、366 名の来場があった。厚生労働省の障害者自立支援機器シーズ・ニーズマッチング事業のシ

ーズ・ニーズマッチング交流会に３回出展を行った。他に福祉工学カフェを「障害当事者のニーズを

起点とした課題解決型人材育成プログラムの取組み」、「就労を支援する福祉機器開発」のテーマで２

回開催した。 

 

２ 個別事項の取組状況  

（１）リハビリテーション技術・福祉機器の研究開発 

① 脊髄損傷者や脳血管障害者のニューロリハビリテーション 

 脊髄に内在するヒト歩行神経回路の活性化と、その阻害因子としての痙縮（不随意運動）への介

入を中心とした歩行機能の神経リハビリテーション法を開発することを目的とする。平成 29年度よ

り大阪大学医学部付属病院が実施する脊髄への自家嗅粘膜移植手術と連携した歩行機能回復のため

のリハビリテーションに関する臨床研究を開始し、現在、計画どおり、３症例目のリハビリテーシ

ョンを実施している。これまでの実施症例では、術前と比較して体幹機能や麻痺領域の神経機能の

改善を示唆する良好な結果を既に得ており、今後継続して評価と介入を実施することで、脊髄損傷

者に対する再生治療とその後のリハビリテーション効果についての知見を蓄積していく予定である。 
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② ブレイン－マシン・インターフェイス（ＢＭＩ）技術を用いた自立支援機器の臨床現場における

実証評価 

視覚誘発性の脳波信号により操作する環境制御システムを開発している。これらを用いて筋萎縮

性側索硬化症（ＡＬＳ）等を対象とした実証評価を推進し、患者・障害者や病院スタッフ等からの

フィードバックを受けつつ、ＢＭＩ技術の実用化に向けた開発を進めるとともに、2 年を超える長

期実証評価を進め、完全閉じ込め状態の ALS患者が BMI機器を実用的な精度で使用できることを示

した。介助者がΒΜΙ機器（B-assist）を容易に使用できるようにするためにユーザーインターフ

ェイスの改良やマニュアルの作成等を進め、改良した機器で満足度の評価が向上する傾向があるこ

とを確認した。また、運動補助に向けたＢＭＩ型上肢アシストスーツの開発も進め、より多様な疾

患や病態への適応を可能とするための拡張を行うとともに、脳卒中患者が本機器を試用した際に手

関節筋の筋活動が改善されることを示唆する結果を得た。 

③ 視覚障害の遺伝子診断技術及びその臨床応用に関する研究開発 

平成 14 年度より開始された、センター病院に来院した網膜色素変性症（RP）患者のゲノム DNA

収集並びにこれを用いた疾患原因候補遺伝子探索により日本人患者の約30％に日本人特有なEYS遺

伝子変異を有することを見出し（平成 23年度）、さらに多数例（国リハ患者 262例と共同研究先の

京都大学の患者 209名を合わせた 471例）で検体の収集と EYS遺伝子変異についての解析を行い、

新規変異が発見された（平成 26年度）。平成 29年度には、新規の検体収集は行わず、論文執筆を進

めた。一方で、ヒト皮膚線維芽細胞（平成 26年度）やヒト末梢血由来細胞（平成 28年度）から網

膜細胞に分化誘導する技術（直接的分化誘導法）を確立した。この方法を応用し、網膜変性疾患の

原因候補遺伝子のスクリーニングや変性機構の解明に使用するための網膜変性モデル細胞を作出す

る研究を平成 24年度より開始した。平成 26年度までに 5名の RP患者と 3名の正常ボランティアか

ら皮膚線維芽細胞を採取し、培養・凍結保存した。平成 27～29年度にはこれらの皮膚線維芽細胞か

ら視細胞様細胞に直接的分化誘導し、発現遺伝子などの解析を継続した。これらの解析によって、

正常ボランティアおよびRP患者由来の皮膚線維芽細胞に4種の視細胞関連転写因子遺伝子を導入す

ることによって視細胞特異的な光トランスダクション関連遺伝子並びに EYS遺伝子を発現する視細

胞様細胞に分化誘導できることを確認し、RP患者が有する EYS遺伝子の変異の種類によって誘導視

細胞様細胞における転写産物に違いがあることを明らかにした。平成 28年度には細胞モデルの研究

に加え、新規プロジェクトとして、網膜変性ゼブラフィッシュモデルの開発に着手し、平成 29年度

には EYS遺伝子の組み換えゼブラフィッシュの作成に成功した。これらの成果は RP患者の網膜の変

性機構の解明、さらには診断法・治療法の開発に役立つことが期待される。 

④ 吃音に関する研究 

  平成27年度から脳計測により吃音の病態を調べる研究を開始し、平成29年度は前年度に引続き、

病院患者、研究協力者を対象として、拡散テンソル画像および安静時脳機能ＭＲＩ計測を実施し、4

月以降新たに 31名の吃音者の MRIデータを収集した。 

平成 24年度より複数の課題を掲げ成人吃音の評価・治療法の開発を継続している。平成 29年度、

評価法に関しては、海外の評価法(OASES)2種(中高生用・学童用)の日本語版について、原著者とと

もに日本語版作成作業を進めた。また、社交不安障害の質問紙(LSAS-J)において、吃音者特有の社

交不安の因子構造を明らかにした。治療法に関しては、ビデオ・セルフ・モデリング、シャドーイ

ングのそれぞれの効果について、学会誌に掲載された（症例報告）。平成 28年度から開始した国立

研究開発法人日本医療研究開発機構（ＡＭＥＤ）の研究費による研究では、認知行動療法によるグ
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ループ訓練を実施し、その介入方法が吃音の頻度を低下させることを示した。 

  平成 27年度から幼児の吃音の研究に着手した。平成 29年度は、吃音がある幼児の支援体制確立

のため、前々年度の調査結果をもとにした保育士・幼稚園教諭向けのパンフレットを完成させた。

パンフレットは所沢市の保育園・幼稚園 78園に配布し、その後、パンフレットに関するアンケート

調査を実施した。平成 28年度からＡＭＥＤの研究の一部として、３歳および３歳６か月健診の場を

利用し、幼児吃音の疫学コホート調査を開始した。平成 29 年度は調査実施場所を増やし、全体で

2,000 名を超えるデータの収集を行った。加えて、前年度の対象者（有効回答数 1691）における 3

歳時点の有症率を算出した（4.9％）。また、3歳時点の吃音の有無と関連する要因について検討を

加えたところ、家族歴がリスク要因として示された。 

⑤ 高齢者の記憶と認知機能低下に対する情報支援ロボットシステムの開発 

本研究は、生活情報支援ロボットをプラットフォームとして、ＭＣＩ（軽度認知障害）者および

軽度認知症者等の記憶や認知機能の低下が見られる高齢者への情報呈示およびそれに伴い行動を促

がす情報支援システムを開発することを目的とする。平成 29年度は、平成 28年度までに開発した

クラウドを含めたロボットシステムを用いて、伊豆市の協力の下、在宅での 6ヶ月間使用による社

会実験を開始した。また、この社会実験では、これまでに構築したロボットシステムの導入サービ

スモデルも実装し、利用者の生活状況に合わせたロボットシステムの導入も行い、その確認を行っ

ている。さらに、本システムを必要としている人を抽出する仕組みとして、地域での医療・福祉セ

クタおよび老人会等の共同体セクタの協力を得て、それぞれのセクタでの抽出モデルを構築し、社

会実験にてその確認うこととした。現在、以上を含めた社会実験を実施中である。 

⑥ 支援機器の効果的活用や支援手法等に関する情報基盤整備に関する研究 

本研究は、エビデンスに基づく補装具費支給制度等の運用や評価の促進を目指し、児童の補装具

利用や、高機能・高額な支援機器の選択・選定、実運用にかなう情報基盤としてのデータベースお

よびデータ収集方法の確立を目的とする。①全国肢体不自由児施設運営協議会理事所属施設（18 施

設）を対象に、平成 29年 11月より児童の補装具支給実態調査を開始した。平成 29年 11月、12月

分として 9 施設より合計 562件の報告があった。支援機器利用実態調査として、電動車椅子の利用

ログ収集システムの仕様案を作成するとともに、原因疾患による活動度の違いや衝撃力が下肢装具

の破損に影響している状況を把握した②義肢装具の選択・選定情報データベースを改修し希望者に

配布開始した。さらにデータベースを用いて高機能機器利用のエビデンスを抽出するためにデータ

収集を平成 29 年 10 月～平成 30 年 9 月までの 1 年間の予定で開始した。③補装具支給情報デー

タデータベースのために全国 4 か所の障害者更生相談所（愛知県、大阪府、愛媛県、福岡県）から

提供を受けた義手等の補装具処方に関する 411 件のデータから、機器の種類等について傾向が示さ

れ、データベース活用の可能性が示された。 

⑦ 災害時における有効な障害者に対する支援のあり方に関する研究 

 所沢市をモデルとして、平成 24年から継続して実施している市内の当事者、支援者、行政などか

ら構成される防災勉強会では、個別避難計画作成のグループワークとロールプレイを実施した。市

の地域防災訓練では、全盲女性について、所属する地域の町内会長、町内会防災部役員、民生委員、

マンション管理組合理事長らと事前に意見交換を行うと共に、毛布担架で運ばれる役を担い、参加

者全員に誘導方法を示説した。成果は、障害者の災害時個人避難計画の策定事例集として国リハホ

ームページから公開された。また、タイ教育省の依頼で、タイの特別支援学校の校長・防災担当教

諭に対して研修を実施した。 
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（２）リハビリテーションに関する情報収集及び提供 

① コロキュームの開催 

年間 11回（内３回は流動研究員業績審査会） 

② シンポジウムの開催  

③ 広報活動 

（ア）第 44回国際福祉機器展 企画展示「社会参加の技術を創る」出展(2017-09-27/09-29，東京ビ

ックサイト) 

（イ）障害者自立支援機器「シーズ・ニーズマッチング交流会 2017」出展(2017-12-19/12-20，大阪

マーチャンダイズマート) 

（ウ）障害者自立支援機器「シーズ・ニーズマッチング交流会 2017」出展(2018-01-16/01-17，福岡

ファッションビル) 

（エ）障害者自立支援機器「シーズ・ニーズマッチング交流会 2016」出展(2018-02-20/02-21，TOC

有明コンベンションホール) 

（オ）福祉工学カフェ 

ａ．第 18 回 障害当事者のニーズを起点とした課題解決型人材育成プログラムの取組み

（2017-12-21，東京，来場者 52名（講師ら含む）） 

ｂ．第 19回 就労を支援する福祉機器開発（2018-02-26，東京，来場者 30名） 

（カ）作業療法における 3Dプリンタ活用セミナー，（2018-03-11，川崎市，参加者 40名） 

（キ）国リハコレクション 2017 ｢わたし style !｣. 資料配布・展示・体験・デモ・ファッションシ

ョー.（2017-10-21，国立障害者リハビリテーションセンターロビー，出展 24機関、リハ並木祭

にて開催) 

 

（３）リハビリテーションに関する国際協力 

① ISO/TC173/SC2/WG12（福祉用具 分類と用語分科委員会及び第 12 作業部会）国際会議に出席し、

ISO9999福祉用具の分類と用語の改訂に関する議論を行った。2017-07-31/08-01. ドイツ（ケルン). 

② WHO GREAT Summit（福祉機器分野の研究、イノベーション、教育に関する世界会議）に出席し、

福祉機器分野のサービスについて発表するとともに、福祉機器の今後の研究、開発、教育について

議論を行った。2017-08-03/08-04. スイス（ジュネーブ）. 

 

（４）厚生労働行政への実務面での協力 

① 完成用部品指定申請／事前審査システムの開発 

厚生労働省が実施している補装具（義肢・装具・座位保持装置）完成用部品指定審査申請につき、

申請様式を作成し、平成 29年 7～8月に完成用部品申請説明会（関東、関西両会場、計２回）にお

いて申請予定者を対象とした申請方法の説明、申請受付の取りまとめ並びに予備審査の実施、同結

果の補装具評価検討会への報告等の業務を行った。当該年度における変更点として、具体的なメー

カー・部品型番指定のない項目（殻構造義手手先具の鎌持ち金具など）についての実勢価格把握に

関する様式の追加等を行った。 

② 以下、補装具評価検討会へのオブザーバー参加、工学的試験評価に関する事前審査協力、検討会

での事前審査概要説明等を行った。また、完成用部品指定申請様式の作成配布、説明会での説明、

質疑対応等を行った。 
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（ア）第 34回補装具評価検討会（2017-06-29） 

（イ）第 35回補装具評価検討会（2017-08-07） 

（ウ）第 36回補装具評価検討会（2017-08-31） 

（エ）第 37回補装具評価検討会（2017-12-20） 

（オ）第 38回補装具評価検討会（2018-02-02） 

（カ）第 39回補装具評価検討会（2018-02-07） 

（キ）第 40回補装具評価検討会（2018-02-23） 

（ク）完成用部品指定申請説明会 関東会場（2017-07-24） 

（ケ）完成用部品指定申請説明会 関西会場（2017-08-04） 

 

３ 各研究部における主な研究成果 

（１）脳機能系障害研究部 

本研究部は高次脳機能障害、発達障害を含めた脳機能系障害のある者に対するリハビリテーション

技術の開発を目的として活動する。これらの障害のリハビリテーション実務上で解決を迫られている

問題に対応するとともに、調査・研究を通じて高次脳機能障害者や発達障害者を含む脳機能系障害の

リハビリテーションについて科学的体系化を推進する。 

① 高次脳機能障害に関するリハビリテーションの研究 

（ア）高次脳機能障害に対するリハビリテーション方法開発のための認知神経科学的研究 

高次脳機能障害において良く見られる言語・計算・記憶・注意機能などの同時障害に対するリ

ハビリテーション方法を開発するための研究を行った。文章読解成績と相関する計算・記憶・注

意機能を探索し、オペレーション・スパンと呼ばれる複雑作業記憶課題の成績が最も相関が高い

ことを見出した。また、これらに自閉症スペクトラム指数(AQ)や ADHDの評価(CAARS)も加えるこ

とで認知機能間の相互関係をさらに探索できる可能性を見出した。 

（イ）機能的ＭＲＩを用いた文理解の研究を行った。言語学的により詳細なテーマ、即ち、命題論理

の真理判断、言語と計算の基盤の比較などに関与する脳活動といった広い定義での文処理の脳メ

カニズムを検討した。 

（ウ）健常人における描画の書き順について分析し、描き順は人によって異なるが、パーツ毎に描い

ていくことおよびパーツのまとまりはほぼ共通であることを見出し、階層性があることを示した。 

② 発達障害者の認知・行動特性の解明と新たな支援法の開発研究 

（ア）発達障害者の認知・行動特性と神経基盤の解明 

発達障害の生物学的基盤を明らかにするため、発達障害モデル動物を用いた研究と障害当事者

等を対象とする研究を実施し、感覚・運動レベルで障害特性を調査した。 

動物モデルを用いた研究では、平成 28年度までの研究で自閉症モデルマウス（CAPS2 KO）では、

ラバーテイル応答が生じにくいことが明らかとなったため、データ解析を行い、論文投稿の準備

を進めた。さらに、身体像の錯覚に関連した神経回路を明らかにするため、自閉症モデルマウス

と野生型マウスの双方を対象に免疫染色を行い、身体像の錯覚に後部頭頂皮質が関わることを示

し、成果を発表した。さらに身体像の錯覚とその障害に関わる神経メカニズムを明らかにするた

めに in vivo蛍光イメージングに向けて機材のセットアップと予備実験を実施した。 

障害当事者等を対象とした研究では、自閉スペクトラム症（ASD）を対象に、その身体性や感覚
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過敏の特徴を調査した。皮膚ラビット錯覚を用いた課題からは、ＡＳＤ者の触知覚の差について

示唆された。触覚の時間分解能が優れた症例を対象にした感覚過敏と触覚の時間情報処理に関す

る実験から、触覚時間順序判断課題中に腹側運動前野で強い活動が見られ、その活動の強さと感

覚過敏のスコアとの間に正の相関が見られた。これらの成果を学会発表するとともに、論文に取

りまとめ、投稿の準備を進めた。 

さらに、厚労省障害保健福祉部および発達障害情報・支援センターとの連携のもと、当事者を

対象とした「感覚面での生きにくさ」のＷＥＢ調査を企画、また表情認知のサポートに対するニ

ーズ調査を行った。 

（イ）神経科学の知見を活かした発達障害者の為の新たな支援法の研究開発 

視線や表情認知に関して、基礎・応用の両面から研究を進めた。平成 28年度までの研究で、自

閉スペクトラム症者では、顔画像の眼領域をあまり見ないが、顔画像に視線情報を負荷すると、

眼への注視時間が延びて、有効に課題ができることが明らかになった。本年度は、さらに実験を

追加し、顔画像の眼領域への注視時間に関して、ＡＳＤ者はＴＤ者の分布から外れる傾向にある

のに対して、眼の大きさの影響には個人差があった。ＡＳＤ者の表情認知の支援のために、視線

検出機能つきのヘッドマウントディスプレイと顔認識ユニットを組み合わせた支援機器試作した。 

③ 脳機能系障害に関する臨床神経生理学的研究 

（ア）ブレイン－マシン・インターフェイス（ＢＭＩ）による障害者自立支援機器の開発 

これまでに開発した視覚誘発性脳波信号を利用したＢＭＩ機器について、筋萎縮性側索硬化症

（ＡＬＳ）等を対象とした実証評価を推進し、2 年を超える長期の実証評価を実施し、完全閉じ

込め状態の患者を含む ALS患者が、本機器を実用的な精度で操作できることを示している。今年

度は平成 28年度から引き続き、患者・障害者や介助者等からのフィードバックを受けつつ、環境

制御システムの操作の容易化に向けたユーザーインターフェイスの改良や機器の機能拡充を行う

など、ＢＭＩ技術の実用化に向けた開発も進めた。聴覚刺激を用いたＢＭＩ手法も開発し、聴覚

刺激に情動刺激を加えることで精度が向上することを見出し論文発表した。また、ALS 以外の疾

患(脊髄小脳変性、筋ジストロフィー)の患者を対象とした本機器の有効性について検討を進め、

その結果について論文発表を行った。運動補助に向けたＢＭＩ型上肢アシストスーツについては、

実用性向上に向けた改良等を行い、これまでに開発した肘・手首用軽量アシストスーツにおける

脳波・筋電ハイブリッド制御の複数関節への拡張を行うとともに、筋骨格モデルを用いた筋電に

よる関節角度推定手法を検証し論文発表した。 

（イ）非侵襲脳機能計測法を用いた認知機能障害の客観的評価法に関する研究 

高次脳機能障害や発達障害など認知機能に障害のある者に対する客観的評価法の開発に向けて、

非侵襲脳機能計測法を用いた実験を継続して実施した。まず、脳領域間の機能的結合の変化を機

能的磁気共鳴画像データより解析する手法を開発し、その結果をまとめ論文発表した。また、脳

領域間ネットワークの役割等を調査するために、これまでに開発した脳磁図データより同期的神

経活動を評価・誘導する手法について、健常者だけでなく頸髄損傷者を対象とした実験を行い、

その有効性を示すとともに、誘導の対象となる神経活動と対象外の神経活動の変化の関係を調査

し、その結果を発表した。さらに、脳内ネットワークの評価手法について基礎的研究を進め、サ

ビタイジング機能に着目した脳磁図研究を行いその成果を発表した。 

 

 



 

－ 191 － 

（２）運動機能系障害研究部 

運動機能系障害研究部は、身体障害者の運動機能障害に対するリハビリテーションの技術の革新に

より、障害者の社会参加の支援と障害予防に寄与し、併せてこれらの研究の推進を通して、基礎科学

の発展並びに人材の養成に貢献する。 

① 身体へのメカニカルストレスと身体機能維持に関する研究 

肢体不自由障害者（運動機能障害者）では運動という身体へのメカニカルストレスが欠失する。

メカニカルストレスは身体機能の制御に深く関与しているので運動機能低下は様々な二次的身体障

害をもたらす。本研究ではこの運動機能低下二次障害の最小化を目指し、背景となる分子メカニズ

ムを解明する。 

骨細胞（オステオサイト）によるメカニカルストレス感知を介する骨代謝制御の研究では、p130Cas

と NF-κB との相互作用がストレスによる炎症抑制の主たる分子メカニズムであることを記載した

論文を国際学術誌に投稿中である。神経系細胞、免疫系細胞におけるメカニカルストレス応答を介

した恒常性維持に関する研究では、それぞれ幻覚性反応の抑制及び筋萎縮の抑制に関する解析を行

い、身体運動がメカニカルストレスとして生体に作用し、健康増進効果を発揮するという仮説を支

持する実験結果を 2つの論文としてまとめつつあり、いずれも国際学術誌投稿への最終段階にある。 

② 脊髄神経機能の再獲得可能性に関する研究 

脊髄損傷者の歩行機能再獲得を目指したリハビリテーション体系の構築を目指した研究であり、

ヒト研究と実験動物による研究を含み、歩行制御における脊髄歩行制御神経回路を主たるテーマと

して基礎から応用に渡る研究を行っている。 

（ア）脊髄損傷者の歩行再獲得のためのニューロリハビリテーションに関する研究（重点事項参照） 

（イ）動物モデル歩行トレーニングと組織変化に関する研究 

急性期脊髄損傷に対する歩行動作リハビリテーションに関する研究の一環として、運動機能の

予後に関わる痙縮について分子基盤に基づく解析を行っている。これまでに痙縮の増強にセロト

ニンに対する脊髄神経の過剰反応が関与していることを動物モデルで見出し、セロトニン作用に

かかわる薬剤投与によって痙縮も変化することを国際誌に報告した。 

③ 損傷脊髄中のグリア細胞制御に関する研究 

脊髄損傷後の組織変化においてダイナミックに変化するグリア細胞（ニューロンの働きを補助す

る細胞群：オリゴデンドロサイトとアストロサイト）に着目し、その機能制御を通じて神経保護や

神経再生を誘導することを目的とする。主に動物実験・細胞培養実験を行い、グリア細胞の機能を

制御するのに必要な新しい分子の特定を目標としている。 

（ア）オリゴデンドロサイト分化制御による脊髄機能回復に関する研究 

脊髄損傷では髄鞘が破壊されることにより神経の細胞死、神経伝達の障害が起こり、四肢の麻

痺や痙縮を引き起こす。この髄鞘を形成している細胞がオリゴデンドロサイトであり、損傷脊髄

の機能回復には、オリゴデンドロサイトの再生(再髄鞘化)が必須である。脊髄損傷後の再髄鞘化

に関わる新しい分子を探索し、新規のエピジェネティック制御因子 Chd7が再髄鞘化に必要である

ことを明らかにした。さらに、Chd7の下流ではたらく新規分子として RgccとPKCθを見出した。 

（イ）アストロサイト分化制御による脊髄機能回復に関する研究 

損傷脊髄中のアストロサイト（反応性アストロサイト）を適切に制御することは、脊髄損傷の

機能回復に重要である。アストロサイトの産生に必要な分子として同定した転写因子 Zbtb20の反

応性アストロサイトにおける役割を明らかにするために、Zbtb20の遺伝子改変マウスを作成した。 
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④ 姿勢と歩行の動作力学特性に関する研究 

下肢の基本機能である立位保持と歩行について、その制御メカニズムを明らかにする基礎研究と、

各種疾患者の臨床的課題に関連した応用研究とから構成されている。 

（ア）ヒト立位姿勢制御メカニズムに関する研究 

当研究部で開発した重心動揺リアルタイムフィードバック装置が実用化に至り、平成 27 年 10

月に第３種医療機器認可を受け、診療報酬請求（重心動揺基本計測 D250、パワースペクトル分析

D200）が可能となった。連携病院を中心に各種障害・疾患者を対象とした臨床評価の結果が蓄積

しており、現在までに 1000を超える症例からデータを得ている。 

（イ）水中歩行の動作解析 

水中環境の特性である、浮力（弱重力）、静水圧、速度依存性の水抵抗を利用した新しいリハビ

リテーション方法の開発を目的として、水中環境と陸上環境における、立位姿勢調節の相違、歩

行運動時の下腿筋活動特性についてのデータ集約を行っている。脳卒中に加え、神経変性疾患症

例の身体機能改善、および筋緊張の軽減効果に関する検証を進めた。 

⑤ 障害・疾患の特性に応じたリハビリテーション法開発に関する研究 

脳卒中に代表される神経疾患による運動機能障害に対するリハビリテーション技術の開発を目的

とした実験計測を実施した。 

（ア）脳卒中後の機能回復を促す新しいリハビリテーション方法の開発 

脳卒中後の片側性運動麻痺によって生じる歩行非対称性を改善する有効なリハビリテーション

方法を考案することを企図して、歩行運動の神経調節と運動学習の性質に着目した複数の方法提

案と実証研究を進めた。具体的には、曲線上歩行、緩やかな傾斜上での歩行の結果を集約的に分

析し、随意的な歩行調整ではなく、外的環境制約に対応する非随意的歩行調節を実現するリハビ

リテーションストラテジーの立案を進めた。 

（イ）運動を通じた慢性疼痛緩和のためのリハビリテーション方法の開発 

疼痛の慢性化に至る神経機序を解明し、症状軽減のための具体的方法を開発することを目的と

して、身体所有感、行為主体感をキーワードとした義手開発を進めた。具体的には、局所複合性

疼痛症候群の難治症例に対するカスタムメイドの義手製作を進め、３年にわたる長期縦断観察と

義手の身体化プロセスの検証を行った。 

⑥ 活動的な脊髄損傷者の褥瘡再発を予防する研究 

脊髄損傷者の褥瘡の中に、高い生活活動度を維持しつつも再発を繰り返す症例が少なからず存在

することに着目し、その予防・早期治療を目指した研究である。 

（ア）脊髄損傷者の褥瘡再発予防手法の体系化に関する研究 

・軽度の認知障害を有する高齢脊損者の 5名の解析を行った。治療に対する積極性の有無に関わ

る要素として新たに認められた、在宅復帰後の生活再建意欲・介護家族の負担への配慮・褥瘡

既往歴・医療との関係を褥瘡予防のためのシーティング対応チェックリストに加えることとし

た。 

（イ）二次障害としての褥瘡再発を予防する多角的研究 

・運動時の褥瘡予防に関して：パラリンピック参加レベルのボッチャ競技選手 18名を対象とし

て、車いす上での日常移動座位と競技時での圧力分散解析を実施した。運動中に必ず取る姿勢

による過大な圧力負荷が認められたが、早期発見、日常生活管理を徹底することで、重篤な褥

瘡に発展しないことが分かった。これを、第一回障害者スポーツ合同カンファレンス（早稲田
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大学、2017年 12月）にて発表した。 

・通信技術を利用した二次障害予防に関して：褥瘡に対する病識がなく、通院せずに創を重篤化

させる例に対して、通信による遠隔相談が通院を促すのに有効であるかどうかを求める研究で

ある。頚損者を対象として通所 1施設を調査。介入に利用する通信技術と疾患重症度、情報提

供者に求められるスキルの髙さに対するニーズに関する情報を得た。 

遠隔地シーティングに関する発表で、日本褥瘡学会関東甲信越学術集会（山梨県、2017 年 10

月開催）で優秀賞として表彰された。 

 

（３）感覚機能系障害研究部 

感覚機能系障害研究部は聴覚言語機能障害、視覚機能障害、感覚認知機能障害のある者の障害（1

次および 2次）の予防・治療・リハビリテーション技術の開発と社会参加の支援に寄与することを目

的にもつ。当面の研究課題は、①感覚器・言語・コミュニケーション障害のある者に対するリハビリ

テーションと支援の研究、②感覚器障害の原因解明及びその包括的治療に関する研究に大別できる。

感覚器・コミュニケーション障害研究と神経科学的研究と分子生物学的研究の融合により新しい研究

分野の開発に取り組むとともに、障害者の社会的自立に役立つ研究を意識して業務遂行した。 

① 感覚器・言語・コミュニケーション障害のある者に対するリハビリテーションと支援の研究 

聴覚・言語に障害のある者がもつ問題点に対処することを目的として、障害者が十分な社会参加・

復帰するまでの過程を視野に入れた研究を行った。 

（ア）吃音の病態・治療に関する研究 

【病態】 

脳機能の側面から吃音の病態解明に迫ることを目指し、平成 28年度に追加し 31名の吃音のあ

る者(研究協力者、病院患者を含む)に対して MRIを用いた脳白質（神経線維）の計測を行った。

今後は外部との共同研究としてデータ解析を進める予定である。 

【リハビリテーションと支援】 

ａ．海外既存の吃音評価のための質問紙（OASES）の、中高生版（OASES-T）、学童版(OASES-S)を

新たに和訳し、原著者と共に日本語版の作成作業を進めた。 

ｂ．社交不安障害をスクリーニングする質問紙(LSAS-J)において、吃音者特有の社交不安の因子

（電話に対する不安）が独立して抽出された（今後、学会発表予定）。 

ｃ．吃音のある成人 1名において、発話シャドーイングの長期訓練効果が、発話面・心理面の両

面において認められた。症例報告として学会誌に掲載された。 

ｄ．吃音と自閉性スペクトラム障害（ASD）を合併する成人へのビデオ・セルフ・モデリングの導

入に関し、その効果が認められると同時に適用の留意点が明らかになった。症例報告として学

会誌に掲載された。 

ｅ．AMED の研究において、平成 28 年度に考案した認知行動療法によるグループ訓練のプログラ

ムに基づき、27名（6グループ）を対象に介入を実施した。結果、吃音の頻度や心理面におい

て改善が認められた。 

ｆ．吃音がある幼児の支援体制確立のため、保育士・幼稚園教諭向けのパンフレットを完成させ

た。リーフレットは所沢市の保育園・幼稚園 78園に配布し、その後、パンフレットに関するア

ンケート調査を実施した。回答者(41名)の 54%が「非常に役に立った」、39%が「まあ役に立っ

た」と回答し、パンフレットの有効性が確認された。 
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ｇ．AMED の研究において、幼児吃音の疫学コホート調査を継続した。平成 29 年度は調査実施場

所を増やし、全体で 2,000名を超えるデータの収集を行った。加えて、平成 28年度に調査を実

施した対象者の追跡調査を実施し、3 歳台から 4 歳台における 1 年間の吃音の発症率・回復率

について示した（今後、学会発表予定）。 

ｈ．吃音がある幼児への介入効果研究として、無作為化比較対照試験を実施した。リッカム・プ

ログラム 8 名、DCM11 名の介入結果について分析し、対象者の条件が介入方法の適・不適と関

連があることを示した（今後、学会発表予定）。 

（イ）骨導超音波による補聴のメカニズムに関する研究 

骨導超音波補聴器の実用化に向けて、骨導超音波が聴覚系を刺激するメカニズムの解明を目指

す研究を進めた。平成 29年度は超音波刺激のターゲットの候補である聴覚系のグルタミン酸受容

体に関する知見（聴覚系の神経伝達において AMPA型グルタミン酸受容体のカルシウム透過性が重

要な役割を果たす等）をまとめ、論文が国際誌（Hearing Research誌）に掲載された。 

② 感覚器障害の原因解明及びその包括的治療に関する研究 

感覚器障害はその原因解明が待たれている課題が多く、それが障害の解消につながる最も短い経

路である可能性が高い。そのための分子生物学と神経生理学手法を中心とした包括的研究を進めた。 

（ア）視覚障害患者の疾患原因候補遺伝子のゲノム解析と患者由来分化誘導細胞を用いた新規診断

法・治療法の開発 

研究所と病院の連携により行われてきた網膜色素変性症の遺伝子診断法の開発に関する研究を

継続した。特に、平成 23年度に発見された日本人の常染色体劣性遺伝網膜色素変性症の患者の約

3 割にみられる EYS 遺伝子の変異について、さらに多数の患者について解析を進め、得られた変

異スペクトラムに関する結果をまとめ論文執筆を進めた。一方で、平成 26年度までに単離・培養・

凍結保存された正常ボランティアおよび RP患者由来の皮膚線維芽細胞をダイレクト・リプログラ

ミングによって分化誘導し、作製された誘導網膜視細胞の解析を進めた。 

（イ）ヒト体細胞から網膜視細胞への分化誘導方法の確立 

すでにヒト虹彩由来細胞とヒト皮膚線維芽細胞からダイレクト・リプログラミングによって網

膜視細胞を作製する方法を開発している。平成 29年度には、杆体細胞への分化誘導効率を高める

ために平成28年度に開発した、ダイレクト・リプログラミングで使用する4種類の転写因子を別々

にではなく直列に搭載したシストロニックベクターを用い、分化誘導効率を評価するとともに末

梢血由来新規細胞ソースの開拓も行った。 

（ウ）聴覚障害におけるシナプス機能診断法の開発に関する研究 

感音難聴のより正確な障害部位と障害メカニズムの診断を目標として、聴覚系のシナプス機能

診断法の開発に関する研究を進めている。平成 29年度は内耳有毛細胞リボンシナプスと網膜双極

細胞リボンシナプスを対象として神経伝達物質（グルタミン酸）の放出を検出する蛍光プローブ

の改良を行い、細胞膜への結合性を改善させた。内耳の実験が網膜の実験と比較して容易でない

ため、網膜の実験で得られた情報を内耳の実験に還元するというアプローチを取っている。また、

聴覚中枢の台形体においてシナプス前部ＮＭＤＡ型グルタミン酸受容体により神経伝達物質（グ

ルタミン酸）の放出が抑制されるという新規知見を得た。この研究成果は平成 29年度に原著論文

として国際誌（英国王立協会 Open Biology誌）に掲載された。 
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（４）福祉機器開発部 

福祉機器開発部は、“人・生活・もの”をキーワードとし、福祉機器の開発と評価を行うことにより、

障害者・高齢者の自律及び自立と社会参加の促進とＱＯＬの向上に寄与することを使命として、研究

を実施している。平成 27年度より、研究分野の組み替えを行い、先端福祉機器の開発、試験評価と規

格、臨床評価と適合、精神・認知機能支援機器の４分野を設定し、当事者やリハビリテーション現場

との密接な協力のもと、研究・開発・評価を実施し、フィールド・ベースト・イノベーションの促進

を目指している。研究分野の組み替えは、福祉機器研究の多様性に対応すべく、これまでの機器の種

類による分野設定から、対象者や研究手法を考慮した設定へと見直しを図ったものである。平成 29

年度は、それぞれの分野の研究課題の定着に向けて、研究を展開した。 

以下それぞれの分野について、成果を示す。 

① 先端福祉機器の開発に関する研究 

（ア）福祉機器の参加型デザイン支援手法の構築と評価に関する研究 

近年、多品種少量生産を効率的に実現する手法として注目を集めている 3Dプリンタを、自助具

製作へ適用するためのデザイン支援手法の開発を進めている。平成 29年度は、川崎市との共同研

究契約（障害者支援施設における 3Dプリンタを用いた自助具製作に関わる研究）にもとづき、同

市の在宅支援施設を利用する障害当事者 8名が参加する自助具開発ワークショップを開催し、10

件の自助具デザイン事例を蓄積した。製作された自助具の特徴は先行研究と同様の傾向を示した

が、周辺環境以外に身体機能・構造との適合が重要であることが示唆された。参加者からも、医

療専門職による機能評価等の支援を重視する声が聞かれた。 

また、自立支援局肢体機能訓練課と共同で、入所者への自助具製作／評価研究を実施し、のべ

20件以上の試用評価事例を蓄積した。特に、キーボードタイプ用の自助具については、数個の設

計パラメータを入力することで利用者の身体機能・構造に適合した形状を自動生成できる設計支

援ソフトウェアを開発し、その有用性を実証できた。 

（イ）重度肢体不自由者に実用可能な運動計測手法の開発 

携帯電話や計測機器の進化に付随し、小型軽量で高性能な慣性計測装置（以下、ＩＭＵ）が開

発され、安価に入手可能となった。これらをうまく活用できれば従来手法では困難であった重度

肢体不自由者の運動も定量的に評価できるようになると考えた。平成 29年度は、ＩＭＵとカメラ

画像による自己位置推定手法を提案した。重度肢体不自由者の運動計測例として高位頸髄損傷者

の上肢を用いた電動車椅子の操作能力とコントローラ位置の関係性を計測し、定量的評価を行っ

た。 

（ウ）重度肢体不自由者の意思伝達支援のための非接触ジェスチャ認識インタフェースの開発 

本研究では、産業技術総合研究所、当研究所障害工学研究部と共同で脳性麻痺、脳卒中、神経

筋疾患などの身体的な理由が原因で意思伝達装置などへの入力が困難な重度の運動機能障害者に

対して、簡易なジェスチャにより情報機器を操作可能にするインタフェースの研究開発を行って

いる。 

認識エンジンは各動作に類型化された認識機能に加え、起動時に教師データを取得する機能を

付加することで日々の体調変動に対応できることとした。この機能により、計測者を意識せず緊

張度合いの低減した入力動作が可能になった。 

データの取得を継続しながら認識エンジンの開発を続けることで、ユーザの数を増やすような

改良を継続している。その結果、モデルを持たない認識エンジンとして、カメラに最も近い部位
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の動き、細かな動きであっても複数部位の動きを認識できるエンジンを開発した。 

また、実生活において機器の操作が可能となるような状態遷移図（操作メニュー）を構築し、

ジェスチャによりリレー用スイッチ（意思伝達装置への入力）、学習リモコンによる電灯やテレビ

の操作、呼び鈴による呼び出しの３種類が可能となるシステムを構築した。 

② 福祉機器の試験評価と規格に関する研究 

（ア）義肢装具の破損・修理情報データ収集に関する研究 

平成 29年度は収集した事例を分析し、金属製、プラスチック製別に多くみられる破損・修理を

抽出した。その結果、全体として、ベルクロや底材のはがれなど摩耗による頻回な修理が多く、

破損については、プラスチック製短下肢装具の MP関節部の亀裂なども多くみられることが示され

た。また、次年度からの本格的な事例収集に向けて、これまでに開発してきたシステムを基に、

スマホアプリによる収集システムを作成し、義肢協会および鉄道弘済会に事例収集への協力依頼

をした。その結果、全国の義肢製作所 100社から協力の内諾が得られ、内諾が得られた製作所に、

事例募集要領、事例登録に関する Q&Aを配布した。 

（イ）補装具費支給制度における種目の構造と基準額設定のあり方に関する調査研究 

本研究は、限られた財源の中での補装具費支給制度の効率的かつ効果的な運用を目指し、より

わかりやすい義肢や車椅子等の適切な種目構造等の整理・明確化を行うとともに、それに対応し

た基準額の設定や調査方法等のあり方を提案することを目的とした。種目構造の見直しに関して

は、過去 2年間の調査で得られた各分野の課題等について補足調査を行うとともに、外部の専門

家を含めた専門家委員会による検討を行って見直し案を取り纏めた。さらに、海外の給付制度の

状況について、フランスの補装具の認証制度に関する情報を収集した。価格設定における支給基

準にかかる補装具の価格根拠把握プロトコル開発に関しては、義肢・装具・座位保持装置につい

ては従来データ収集を行ってきた素材価格ならびに人件費の時間当たり単価の調査方法の改良を

試みた。その他の種目については、基準の補装具として供給されているものと同等と思われる機

種が、価格規制されずに販売されている場合の価格、すなわち補装具制度外での販売価格を調べ

ることを試み、その結果、義眼、補聴器等いくつかの種目のなかには、こうした販売価格が補装

具費支給制度における公定価格にくらべて著しく高いものがあることを明らかにした。これらの

調査結果の一部は厚生労働省による平成 30 年度補装具費支給制度改定内容の検討の際の参考資

料となった。 

（ウ）下肢装具の工学的試験評価に関する研究 

既存の規格に則って、金属製下肢装具の固定型足継手の静的３点曲げ試験 10件、クレンザック

型足継手の静的３点曲げ試験 10件、ダブルクレンザック型足継手の静的３点曲げ試験 10件、リ

ングロック式膝継手の静的３点曲げ試験 8件を実施し、試験データを収集した。その結果、サイ

ズが小さいものについて、支柱側の強度は比較的問題ないものの、あぶみの強度が規定の負荷値

に対しては、不足していることなどが明らかになった。また、継手部の形状により、規定通りの

中心部への負荷による試験ができないなど、課題が抽出された。 

（エ）福祉用具の分類と用語の規格作成に関する研究 

本研究では、福祉用具の分類と用語を規定する国際規格 ISO9999の改訂に向けて、福祉用具分

野の動向を把握するとともに、改訂案作成にむけた提案を行うことを目的としている。 

平成 29年度は、福祉用具の定義について、WHOで発行している資料やその他関連する資料を確

認し、新たな定義の提案について検討を行った。また、新たな福祉用具の分野として、認知機能
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を支援する福祉用具の重要性が高まることを受け、該当する用具の新たな分類案を作成した。 

さらに、ISO/TC173（福祉用具技術委員会）のスコープに福祉用具サービスが含まれたことを受

け、福祉用具に関連するサービスに関して調査し、その特徴をまとめて、WHO が主催する福祉機

器分野の開発・普及の促進を議論するサミット（GREATサミット）にてポスタ発表をした。 

③ 福祉機器の臨床評価と適合に関する研究 

（ア）福祉機器の臨床評価・利用効果データベースの開発に関する研究 

本研究は、支援機器の開発研究および利活用の促進に向けて、その参照情報となり得る、支援

機器の臨床評価および利用効果についての文献情報データベースを構築し、関係する開発者らへ

の情報提供を行った。データベースは、国立障害者リハビリテーションセンターの研究プロジェ

クトのウェブサイト（http://www.rehab.go.jp/ri/project/innovation/index.html）に掲載した。

また、このデータベースを利用して傾向を分析した結果、および、そこから得られた注意点や推

奨等を論文にまとめたものが PTジャーナル（医学書院）に掲載予定（Vol.52, No9 or 10）であ

る。本掲載により、福祉機器臨床評価に関係する専門職や開発者らへの有効な情報提供となるこ

とが期待できる。 

（イ）シーティングにおける座位姿勢と臀部せん断応力との関係解明 

本研究は、車椅子を長時間使用する高齢者および障害者の褥瘡発生リスクの軽減を目指して、

未だ明確になっていない、シーティングと総称される座位姿勢への介入アプローチと、褥瘡発生

リスクの一つとされる臀部-座面間のせん断応力との関係性を明らかにすることを目的とした。そ

のために必要な、臨床応用しやすい座位姿勢の定量的計測システムの実現と、臀部に作用するせ

ん断応力を計測するためのセンサ開発を行い、それらをもって実際の臨床場面における座位姿勢

とせん断応力とを計測して解析する。平成 29年度は、これまでの研究で構築した計測システムを

用いて、車椅子上の座位姿勢と臀部に作用するせん断力との関係を調査した。健常者 9例を対象

として、代表的な座位姿勢に関して、胸骨線の傾斜角度と座骨結節下のせん断力との計測を行っ

た。その結果、健常者においては、姿勢によらず、座骨結節下では後方（背もたれの方向）への

せん断力が作用し、前傾によって増大する傾向が示された。また、体幹を側方へ傾けた場合には、

傾斜側と反対の方向へのせん断力が増大する傾向が示された。また、高齢者施設において 2例の

計測を実施し、現場での計測システムの使用が十分に可能であり、計測に際して大きな問題も生

じないことが確認された。本研究で得られた結果は、車椅子座位での姿勢変化と臀部せん断力と

の関係性の一部を明らかにするとともに、今後の関連研究において参照可能な情報の一つとなる

と考えられた。 

（ウ）IT技術を用いた遠隔リハビリテーションサービスのシステム構築に関する研究開発 

   本研究では、新しい遠隔通信機器を各支援場面に導入し、それぞれの適合に必要となる通信環

境を再構築し、指導や助言の方法を含めた具体的な遠隔リハビリテーションサービスのシステム

を構築することを目的とする。平成 29年度には、ハード的な通信環境の構築として、1)音声と映

像の転送をスマートフォンとモバイルルータ経由で行い、まずは都内における施設内での模擬遠

隔通信動作を確認し、遠隔地からでも現地の訓練の様子を確認できること、2)弱視者を対象とし

たロービジョン訓練時における映像取得方法を検討し、拡大読書器のモニター画像の取り方の確

認、NMREAD-Jや拡大読書器利用時の弱視者の目の動きの確認、指標追従時の目の動きの確認を行

い、WEB 会議システムを利用し、複数台のスマートフォンにより、それぞれの映像の取得が可能

であること、3)次いで新潟の施設においてスマートフォンとモバイルルータを設置し、所沢－新

http://www.rehab.go.jp/ri/project/innovation/index.html
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潟間での通信動作確認を行い、遠隔からの支援が可能であること、を示すことができた。 

   また、ソフト的な指導・助言方法の確立として、4)新潟の施設にいる現地支援者が専門職でな

い場合、指示内容が伝わらないことがあるため、指導・助言方法の精査が必要であること、を示

すことができた。 

④ 精神・認知機能支援機器に関する研究 

（ア）認知症高齢者精神障害者の福祉機器開発と文化人類研究の協働可能性に関する検討 

本研究は、認知症高齢者、精神障害者の社会生活に及ぼす ICT・IRT技術導入の影響を、文化人

類学に基づく現地調査と記述分析により明らかにした上で、その成果を用いて、福祉機器開発に

関わる隣接領域（工学、作業療法学等）と共有するために必要な基礎概念を抽出する。平成 29

年度は、先行研究レビューを実施した。また現地調査のプロトコルを作成し、次年度に向けて研

究協力体制を整えた。平行して、工学、作業療法学の専門職者と議論を行い、概念分布図を作る

ための準備を行った。 

（イ）認知リハビリテーションプログラムのタブレット版アプリケーション開発と効果検証 

本研究は，認知症高齢者を対象として開発された認知リハビリテーションプログラム「いきい

きリハビリ」のタブレット版アプリケーションの開発と効果検証を目的としている。「いきいきリ

ハビリ」とは，日付，曜日，時の情報を確認する見当識訓練，昔懐かしい写真や道具を用いた回

想法等の要素が含まれ，認知機能やＱＯＬの改善に寄与することが示された認知リハビリテーシ

ョンプログラムの一つである。平成 29年度はアプリケーションの有効性検証を目的とした比較対

象実験を行った。これまでに 8名の実験データを得られ，さらなるデータ収集のための実験準備

を行った。 

 

（５）障害工学研究部 

本研究部は障害を有する方のＱＯＬ向上や社会参加に役立つ新しい技術や機器の開発を目的とする。 

センサ工学、ＩＴ、ロボット工学などの先端技術をリハビリテーション領域に導入し、障害された機

能の代替・補償・回復・計測評価を行うための基礎技術の開発とその応用展開を行なっている。 

近年では３つのテーマ、「義足の適合性の評価などのための剪断力センサの開発」、「携帯機器を利用し

た認知障害者の日常生活・就労支援に関する研究」、「車いす利用者を想定した支援機器等の開発・評

価を目的とするダミーの研究」に力を入れている。 

① 障害機能の生体工学的な計測・評価技術の開発に関する研究  

障害機能の指標となる生体信号の測定法の開発を目的とする。 

（ア）脳波計測用電極の開発 

これまでに脳機能系障害研究部と共同開発したゲルタイプの脳波電極が特許化を経て民間企業

によりライセンス生産されている。この電極のより一層の普及を目指し、文献情報などの情報収

集に努めるとともに、当該企業に情報提供するなど適切にアドバイスを行った。 

（イ）義足の適合性の評価などのための剪断力センサの開発 

平成 28年度までのせん断力センサの開発の結果と簡単な応用事例を踏まえ、国際誌に論文を投

稿し、掲載された。また、その直前にセンサの生の信号から温度等の影響を排除する方法に関す

る特許を TLOを介して出願した。 

平成 28年度までに小型のシート型せん断力センサと測定システムを開発したが、共同研究をし

ている応用研究者らの要請に応じて、複数のセンサ（最大 4個）に同時対応できるマルチセンサ
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測定システムを開発した。 

（ウ）高次脳機能障害者・失語症者に対するコミュニケーション支援ボードの有用性に関する研究 

高次脳機能障害者等１０名を対象としたコミュニケーション支援ボードに関する調査を実施し

た結果、公共交通機関利用時に高次脳機能障害者や失語症者が大いに困難を抱えていること、駅

の構内で標識を探すこと自体も困難なケースがある等が明らかとなった。得られた成果の概要は

（公財）エコロジー・モビリティ財団のホームページで公開されるとともに，高次脳機能障害や

失語症の当事者や家族会に情報を提供した。 

② 障害者の日常生活を支援する技術・機器の開発に関する研究  

身体障害者や認知障害者の日常生活及び就労を支援する技術・機器の開発を目的とする。 

（ア）携帯機器を利用した認知障害者の日常生活・就労支援に関する研究 

地誌的障害のある高次脳機能障害者５名を対象として経路検索インタフェースに対する有効性

の検証実験を実施した。得られた成果を学会等で発表するとともに高次脳機能障害の当事者や家

族の会や支援機関に対して情報提供を行った。 

（イ）頸髄損傷者等によるロボットアーム利用効果に関する研究 

簡易上肢機能検査（ＳＴＥＦ）などを課題として、実験協力者３名による習熟の観点から検証

実験を行った。また、実験協力者１名を対象とした在宅での長期評価実験を継続して実施し、満

足度評価等の主観評価を実施した。 

（ウ）車いす利用者を想定した支援機器等の開発・評価を目的とするダミーの研究 

実験協力者５名を対象として、体形や体重ならびに３種類の座面（クッション無し、エアクッ

ション、ゲルクッション）で、車いすの座角や背角の条件を１５種類変化させた座位姿勢での座

圧分布とずれ力を計測した。また、障害工学研究部で開発したせん断力センサのダミーへの応用

を検討した。 

（エ）福祉用具の分類と用語に関する国際規格の改訂 

福祉用具の分類と用語に関する国際規格 ISO 9999改訂を議論するワーキンググループ（WG12）

をオンラインで１回、ドイツで１回の計２回開催し、ISO 9999の改訂に関して議論した。移動機

器に関する分類について関係各国と議論し改訂の方向性を確認した。また、認知機能支援機器の

分類について、関係国との議論を行い、改定原案を作成するための改訂提案をまとめた。 

 

（６）障害福祉研究部 

障害福祉研究部は、社会科学・情報科学等の学際的な取組みにより、①障害者の自立と社会参加を

支援する情報コミュニケーションシステム、②障害者の自立と社会参加を支援する心理的社会的技法、

③持続可能な障害福祉制度の整備等に関する研究を担い、科学的知見の集積、政策立案及び人材の育

成に資する研究を行った。 

① 障害者の自立と社会参加を支援する情報コミュニケーションシステム等の研究開発 

（ア）災害時における有効な障害者に対する支援のあり方に関する研究（２－⑴－⑦Ｐ195参照） 

② 障害者の自立と社会参加を支援する心理的社会的技法の研究開発 

（ア）障害者サービスの整備状況と資源の地理的な把握による障害者の地域ケアモデルの開発 

全国の各種障害福祉サービス提供エリア内の人口を算出し、全国 47都道府県ごとの人口カバー

率を算出した。①訪問系サービスの人口カバー率は高い傾向にあり、訓練系サービスは低い傾向

がみられた。②各種障害福祉サービス事業所の人口カバー率には地域間格差が認められる。③居
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宅介護、重度訪問介護、同行援護、生活介護の介護サービスは 80%以上であるのに対し、就労継

続支援 B 型、共同生活援助の訓練系サービスは 85%以上であった。この結果を「障害者福祉サー

ビス事業所の徒歩 1時間圏内人口カバー率に関する研究」に関する論文としてまとめ、日本福祉

のまちづくり学会誌 福祉のまちづくり研究 第 19巻 2017年に掲載された。また、平成 27年度

のデータによる障害者サービス事業所の平均アクセス距離の算定を完了し、事業所のサービス提

供エリア内の人口カバー率の算定を行った。 

③ 持続可能な障害福祉制度の整備に関する研究 

（ア）障害福祉データの利活用に関する研究 

データに基づいた障害福祉施策の立案と評価に資するために、障害福祉データの二次利用の有

用性と実現システムのあり方を明らかにすること目的とする。平成 29年度には、「生活のしづら

さなどに関する調査」（平成 28年度、厚生労働省）について厚労省が公表する結果の表形式につ

いて助言した。また、全国の 1741市区町村に対して、障害者手帳交付台帳搭載情報の管理状況を

調査し、96%の市区町村で住民票情報の突合を行っていることを明らかにした（回収率 67%）。さ

らに、全国障害者実態調査による障害者の推計値と福祉行政報告例および衛生行政報告例による

障害者手帳交付台帳数を経年比較し、いくつかのパターンがあることを明らかにした。 

（イ）身体障害の認定基準のあり方に関する研究 

原発性免疫不全症候群について身体障害認定が可能かの検討を開始した。また、脊髄損傷によ

る排泄機能障害についても身体障害認定が可能かを検討するために、生活機能制限に関する調査

を実施した。 

（ウ）福祉機器の活用に関する研究 

補装具供給事業者を対象に価格根拠にかかる調査を実施し、義肢・装具・座位保持装置の製作

費用・採算状況ならびにその他の種目の制度外販売価格状況等を明らかにした。調査の集計結果

を厚生労働省に提供・報告した。調査結果を参考とした検討を経て、平成 30年度補装具費支給基

準の改訂が行われた。義肢・装具・座位保持装置・義眼の購入基準価格改定、義眼の区分変更、

いくつかの種目の修理基準改定などにおいて、調査結果の一部が反映されたと考えられる。特に

義眼については平成 13～15年度頃に 10%程度価格引き上げられたあと長年据え置かれており、基

準補装具価格が実態に合わなくなっているとの指摘があったのが、今回の調査結果が改訂（オー

ダーメイド（旧、特殊義眼、コンタクト義眼）で約 30%引き上げ）につながったと想像される。 

ただし、当初予定していた価格根拠把握プロトコルの開発については、（１）義肢・装具・座位

保持装置について、種目別時間あたり人件費単価の調査方法（２）義肢・装具・座位保持装置以

外の種目について、制度外販売価格に着目した調査方法等を開発したものの、完成には至らなか

った。主要な要因として、調査対象製作物・用具の仕様について、ステークホルダー間で必ずし

も一致した見解がないことが明らかになったためである。今後の研究で、そもそも基準の補装具

として必要・十分な仕様とは何かを明確にする必要性のあることが、明らかとなった。 

（エ）自立支援医療の適正な提供に関する研究 

平成 28年度に開発した精神通院医療制度利用者数の予測プロトコルの改良を行った。具体的に

は、川崎市のデータに基づき、28年度では主疾患別の推計を行っていた点について、これらを分

別せず統合して推計を行っても、市全体の推計精度を損ねないことを確認し、プロトコルの簡略

化を行った。また、公開統計（福祉行政報告例、人口統計など）に基づき、全都道府県の精神通

院医療利用率の動向について確認した。その結果、利用率の上昇は全国的なものであること、そ
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のなかで川崎市の利用率等数値は全国平均的なものであることを示した。 

 

（７）義肢装具技術研究部 

義肢装具技術研究部では、臨床での義肢装具製作を基盤として、利用者のニーズとデータに基づく

研究と開発を行っている。近隣のリハビリテーションセンターと連携したデータ収集やデータベース

の構築を進めるとともに、小児筋電義手の普及にも力を注いでいる。 

① 義肢装具のニーズの把握及び技術向上のための研究 

義肢装具の製作・修理を通じて、臨床業務を義肢装具のニーズ発掘や問題点の把握といった調査

研究へ繋げている。また、研究の成果を臨床の場へ還元することで、より良い補装具を提供するこ

とを目指している。 

（ア）義肢装具の選択選定に関わるデータベースの構築 

「どのような障害者にどのような義肢装具を選択選定するか」をテーマとし、近隣のリハビリ

テーションセンターと障害者と義肢装具に関する共通データ収集体制を構築し、データ収集と解

析を行う。対象を下肢装具と義肢に絞り、栃木、埼玉、千葉、横浜、センターの５施設協働でデ

ータベースを作成し、運用を開始した。2015年 11月～2016年 10月までの間で得た 624件のデー

タを解析し学会発表を行った。さらに長野リハ、神奈川リハの 2施設が加わり、現在、2017年 10

月～2018年 9月の予定でデータ収集を行っている。 

（イ）下肢切断者における断端の硬さに関する調査 

義足製作の１つの指標である切断者の断端の硬さに着目し、今まで抽象的な指標であった硬さ

の定量化を行い、その硬さ情報と断端の特徴との関係を調査することを目的とする。過去の大腿

切断者データ 8名分と健常者データ 6名分を用いて、断端、健側、健常者大腿における押し込み

硬さの特徴とＭＲＩデータから得られる軟部組織の厚みとの関連性について分析を行った。その

結果、断端が最も軟らかい特徴を示し、押し込み硬さは筋組織厚と相関することが判明した。 

（ウ）切断肢の粘弾性分布に対するソケット形状の適合に関する研究 

ソケットの適合状態に関し切断肢およびソケットの形状と切断肢の粘弾性と軟部組織構造の関

係を明らかにし、ソケット形状設計の指針を得ることを目的とする。切断肢のＭＲＩ画像より軟

部組織面積、筋面積を算出し、弾性値と組み合わせることにより、断端を表現しうるモデル構築

の検討を行った。 また、得られたＭＲＩ画像より切断端の特性を把握し、断端の萎縮とその要因

について論文を執筆した。 

② 切断者のリハビリテーションに関する研究 

義肢装具の操作の評価や操作性を向上させるための訓練方法及び義肢開発に関する研究を行う。 

（ア）義足荷重訓練システムの臨床評価に関する研究 

訓練システムの評価対象者を新たに 2名追加して計 5名とし、定期的な訓練プログラムを実施

した。全対象者において、訓練システムによる荷重量のフィードバックによって、義足への荷重

を左右対称に保持することができた。 

（イ）高機能部品の適応に関する研究 

近年増加する高機能義足部品について、その適応となる条件を見いだすべく、主に動作分析を

中心に進めている。非電子制御高機能膝継手について、イールディング機構の適応となる動作と

して、坂道をゆっくり下る、後ずさりをする等の動作が挙げられた。 
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③ 補装具の有効性を高める補助具の開発に関する研究 

ＱＯＬの向上や、重度障害者の在宅生活推進など、障害者の多様化するニーズに対応する機器の

開発を行い、社会参加の促進とＱＯＬの向上を目指す。 

（ア）即時歩行可能な評価訓練用義足の開発 

陰圧粒子バッグ式簡易義足の臨床評価を終え、臨床の現場で活用できることを確認した。医療

スタッフが使用できるよう、機器の整備および手順書の作成を行い、研究を終了した。 

④ 補装具の普及に係わる活動 

筋電電動義手の試用評価を行い、ホームページによる情報提供を行い、センターとしての体制を

整えた。また、障害者スポーツに必要な装具等の開発を行った。 

（ア）筋電義手普及に関する活動 

成人上肢切断者で筋電義手製作希望者に対して、ＱＯＬや職場での義手試用評価を行い、必要

に応じて制度への働きかけをして義手使用へ繋げた。小児の上肢形成不全児に対する筋電義手の

試用評価と訓練は精力的に継続し、福祉制度の支給対象となる症例が増えている。 

（イ）補装具の適切な支給実現のための制度・仕組みの提案に関する研究 

カーボン製装具の製作実態について全国調査を行った。一般に製作されている支柱付きの装具

とカーボン製装具の製作方法の違いを作業時間と使用素材についてまとめ、カーボン製装具を製

作する場合の価格の乖離状況についてまとめた。 

（ウ）座位による変形と圧力を再現する臀部モデルに関する研究 

車いすや排泄用シャワーチェアなどの支援機器において臀部の変形や負荷をシミュレーション

できるモデルの開発を目指す。これまで製作した臀部ダミーを改良するべく、骨モデルの再検討、

ならびに新たな３軸センサの選定を行い、ダミーへの応用を検討した。  

⑤ 障害者のスポーツにおける障害と種目特性に関連した競技力向上等に関わる研究 

（ア）陸上競技用車いすにおける姿勢保持と競技力向上に関する研究 

頸髄損傷者 1名について、体幹・下肢の姿勢を保持するオーダーメイドのパッドを製作した。3

次元動作解析の結果、最高走行速度の向上および駆動フォームの再現性向上を確認した。 
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表４－１ 義肢装具製作・修理状況                                                        (件) 

製作・修理 製    作  修    理  
月別 

種目 
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

製作 

小計 

 

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 
製作 

小計 
合計 

義

手 

肩 義 手 - - - - - - - - - - 1 - 1 

 

- - - - - - - - 1 

(1) 
- - - 1 

(1) 

2 

(1) 

上 腕 義 手 1 - 2 - - - - - 
2 

(1) 
- - 1 

6 

(1) 

 

1 
 

- - 2 
 

- 1 - 1 - 2 7 
13 

(1) 

肘 義 手 - - - - - - - - - - - - - 
 

- - - - - - - - - - - - - - 
前 腕 義 手 1 2 1 4 1 - - 1 2 3 2 2 19 

 

- 3 - - 3 1 - 4 - - - - 11 30 

手 義 手 - - - - - - - - - - - - - 
 

- - - - - - - - - - - - - - 
手 部 義 手 - - - - - - - - - - - - - 

 

- - - - - - - - - - - - - - 
手 指 義 手 - - - - 2 - - - - - - - 2 

 

- - - - - - - - - - - - - - 

計 2 2 3 4 3 - - 1 
4 

(1) 
3 3 3 

28 

(1) 

 

1 3 - - 5 1 - 5 
1 

(1) 
1 - 2 

19 

(1) 

47 

(2) 

義 
 
 

足 

股 義 足 
1 

(1) 

1 

(1) 
- 

2 

(2) 
- - -  -  - - -  - 

4 

(4) 

 

- - - - - - 1 

(1) 

1 

(1) 
- - - - 2 

(2) 

6 

(6) 

大 腿 義 足 
2 

(2) 
  - 

1 

(1) 
- 

3 

(3) 

2 

(2) 

1 

(1) 
- 

4 

(4) 

2 

(2) 

1 

(1) 

4 

(4) 

20 

(20) 

 

- 3 

(3) 

2 

(2) 

3 

(3) 

2 

(2) 

3 

(3) 

2 

(2) 

- 1 

(1) 

1 

(1) 

2 

(2) 

8 

(8) 

27 

(27) 

47 

(47) 

膝 義 足 - - - - - - - - - - - 
1 

(1) 

1 

(1) 

 

- 1 

(1) 
-  - - - - - - - - 1 

(1) 

2 

(2) 

下 腿 義 足 - 
4 

(4) 

1 

(1) 

4 

(4) 
- 

1 

(1) 

2 

(2) 

2 

(2) 

3 

(3) 
- 

5 

(3) 
- 

22 

(20) 

 

1 

(1) 

5 

(3) 

1 

(1) 

6 

(6) 

3 

(3) 

6 

(6) 

5 

(5) 

3 

(2) 

3 

(3) 

5 

(5) 

7 

(7) 

6 

(4) 

51 

(46) 

73 

(66) 

踝 義 足 - - - - - - - 1 - - - - 1 
 

- - - - - - - - - - - - -  

足根中足義足 - - - - - - - - - - - - - 
 

- - - - - - - - - - - - - - 
足 指 義 足 - - - - - - - - - - - 1 1 

 

- - - - - - - - - - - - - 1 

計 
3 

(3) 

5 

(5) 

2 

(2) 

6 

(6) 

3 

(3) 

3 

(3) 

3 

(3) 

3 

(3) 

7 

(7) 

2 

(2) 

6 

(4) 

6 

(5) 

49 

(46) 

 

1 

(1) 

9 

(7) 

3 

(3) 

9 

(9) 

5 

(5) 

9 

(9) 

8 

(8) 

4 

(3) 

4 

(4) 

6 

(6) 

9 

(9) 

14 

(12) 

81 

(76) 

130 

(122) 

装

具 

上 肢 装 具 -   -   - -  1  -   -   -   1  -  -  -  2 
 

- - - - - - - - - - - - -  2 

体 幹 装 具 - - - - - - - - - - 1 - 1 
 

- - - - - - - - - - - - - 1 

下 

肢 

装 

具 

股 装 具 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

膝 装 具 - 1 - - - - - 1 - - - 2 4 - - - - - - - - - - - - - - 4 
長下肢装具 - - - - 2 - 1 - - - - 1 4 - 

 
- - - - - - - - - 1 1 2 6 

短下肢装具 - - - - - - - - - - - 2 2 - 1 - - - - - - - - - - - 1 3 

足底装具 - - - - - - - - 1 - - - 1 - - - - - - - - - - - - - - 1 

靴 型 装 具 2 - - - - - - - - - - 2 4  4 - - - - - - - - - - 1 5 9 

計 2 1 - - 3 - 1 1 2 - 1 - 11  5 - - - - - - - - - 1 2 8 30 

 
その他 - 1 - - - 1 2 - - - - - 4  - - - - - - - - - - - - - 4 

 合 計 
7 

(3) 

9 

(5) 

5 

(2) 

10 

(6) 

9  

(3) 

4 

(3) 

6  

(3) 

5 

(3) 

13 

(8) 

5  

(2) 

10  

(4) 

16 

(5) 

99 

(47) 

 

7 

(1) 

12 

(7) 

3 

(3) 

9 

(9) 

10 

(5) 

10 

(9) 

8 

(8) 

9  

(3) 

5 

(5) 

7 

(6) 

10 

(9) 

18 

(12) 

108 

(77) 

207 

(124) 

：（ ）書は骨格構造（モジュラー）義肢の再掲を示す 
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第５節 学 院 

１ 運営方針（重点事項）の取組状況 

（１）全般的運営状況および事業実績 

養成課程においては、６学科 52 名の新入生を受け入れ、51 名の卒業生を送り出し、これまでの卒

業生総数は 3,684 名となった。言語聴覚学科、義肢装具学科の国家試験合格率はいずれも 100％と高

い水準を維持し、手話通訳学科は、現役合格者は出なかったが、既卒者３名が合格し、平成 29年度ま

での卒業生 364名のうち 201名（55.1％）が合格となった。また、就職を希望する卒業生の就職先に

ついて、３月 31 日時点で概ね９割を確保した。研修課程においては、31 の障害者福祉関係職員実務

研修会延べ 33回開催し、研修会参加者の利便性に配慮し、休日開催等を実施するとともに、センター

が持っている人材を最大限活用した講義内容に努めた。教育課程においては、脳卒中リハビリテーシ

ョン看護認定看護師教育課程 10名が修了した。 

 

（２）社会のニーズを見据えた障害関係専門職の育成 

① 言語聴覚士及び義肢装具士国家試験 100％合格を確保し、手話通訳技能認定試験では手話通訳学

科の現役合格者は出なかったが既卒者３名が合格し、平成 29 年度までの卒業生 364 名のうち 201

名（55.1％）が合格となった。また、就職を希望する卒業生の就職先について、３月 31日時点で概

ね９割を確保した。 

② 補習の定期的実施、授業外の学習環境提供、通訳基礎トレーニングの教育及びグループワーク・

合同授業や研修会の聴講を取り入れるなど多様な教育環境の設定を行った。義肢装具学科において

は週一回補習を実施し、学習意欲のあるものに対して、授業外でも随時質問のできる学習環境及び

場所の提供を行っている。また、全６学科を専修学校専門課程に位置づけるとともに、児童指導員

科を除く５学科について、専門士の称号が付与されるよう、厚生労働省、文部科学省との調整を行

い、平成 30年２月８日の告示をもって称号付与が認められた。 

③ 各学科の定員充足率の維持向上を図るため、９月までに全ての学科においてホームページの CMS

化を完成させ、コンテンツの変更・充実を図った。義肢装具学科においては、受験志願者に対する

広報活動のため、ホームページの内容更新(オープンキャンパス日程・学科概要)を行い、閲覧者の

立場に立った情報を発信した。その他の学科も、ホームページの CMS化による一新を図った。また、

YouTube での手話教材の動画配信による学院ホームページへの誘導、大学関係者等への広報資料の

送付など広報活動を展開するとともに、在学生・卒業生の高校訪問、ホームカミングデイなど積極

的に活動を展開した。また、今年度は、オープンキャンパスを年５回（昨年度オープンキャンパス

４回）に増やし、合計 334人（昨年度 303人）の参加があった。さらに、厚生労働省の SNS等にも

入試情報やイベント情報等を掲載する、修了者のメーリングリストの新設と活用を図るなど、広報

の充実に努めた。 

④ 学生負担の軽減について、全 6 学科を日本学生支援機構奨学金の対象とすることができ、7 人の

受給が決定した。 

⑤ 視覚障害学科については、福祉・医療・教育系の有資格者を対象とした入学試験や履修科目の免

除等の実施に向けて、各々の資格の履修内容を確認するとともに、現行カリキュラムの改定と研修

のモジュール化による部分研修の可能性を想定したカリキュラムの策定を並行して進めた。 
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（３）教官の資質向上  

① 論文発表、著書の出版、学会参加、学位取得など積極的に活動展開している。言語聴覚学科にお

いては博士課程に 1 名在籍しているほか、埼玉県言語聴覚士会学術集会 3 名、日本言語聴覚学会 4

名など延べ 17名が学会参加、学会発表も 3件であった。義肢装具学科においては、博士課程在籍者

1名、学会・研究会等への発表 10件、研究報告書 1件であった。児童指導員科は修士課程在籍者１

名である。なお、社会的役割の向上の観点から、講演や大学での講義、関係学会の役職就任等の活

動も展開した。 

② 12月に自己評価を実施するとともに、発達障害学生への対応など、学科共通課題に対する研修を

実施した。 

 

（４）専門職に対する研修機能の充実  

① 研修会講師選定に当たって、センターの成果を研修内容に生かせるようにとの観点から、内部講

師を起用した。なお、講師総人数（300名）に対する内部講師人数（学院教官 36名、自立支援局 36

名、病院 69 名、研究所 16 名）の比率は 45.0％（前年度 45.0％）となっている。今年度開催した

33回の研修会の研修会申込率は 101%(昨年度 90%)であった。アンケート結果など受講者の声を受け

止め、年度内でも可能な限りの改善に努めている。発達障害の研修について、演習を増やすなど、

内容の充実を図った。言語聴覚士研修では初めて失語症を取り上げ、受講生から高い評価を得た。

また、10月に実施したリハビリテーション看護研修会においては見直しを行い、コース別研修とし

たところである。 

② 医師を対象とした研修会について、日本整形外科学会、日本リハビリテーション医学会、日本耳

鼻咽喉科学会、日本聴覚医学会、日本音声言語医学会の後援を受けた。そして、社会に資する内容

の教授に努めた。 

③ 受講率向上のため、研修計画を学院ホームページ及び広報誌（月刊福祉、厚生労働）に掲載した。

また、冊子「研修のごあんない」を約 1000冊地方公共団体・関係各団体に送付した。 

④ また、脳卒中リハビリテーション看護認定看護師養成課程においては、研修生 10名に対し、９月

から研修を実施した。日本看護協会の改正カリキュラムに沿って研修内容の見直しを行った。また、

特定行為に係る研修に資するカリキュラム改正も併せて行った。平成 30年度研修生確保のための広

報活動としてホームページの更新を行うとともに、学院オープンキャンパスで養成学科との同時開

催を行った（参加者数 17名）。 

 

（５）その他  

①  養成課程において、学生との定期面接、適宜個別面接、ミーティング及びアンケートを行い、不

安や悩み等の把握に努め、教官間で情報の共有を行い対応している。言語聴覚学科では 2年生には

臨床実習前、実習中に個別面談にて個々の学生の希望、不安などを聞き取り、勉強法や臨床での課

題について具体的な解決法を学生と共に検討した。1 年生についても全員に勉強法や時間管理、精

神衛生などを調査し、必要な者に対して、さらに個別指導を行った。面談数は合計 200回以上に及

んだ。義肢装具学科においては、7月までに学生全員に対し面談を行った。また個別には延べ 15回

程度の面談を行った。手話通訳学科においては、年 4回の定期面接を行った。問題を抱える学生に

関しては随時面接を行っている。リハビリテーション体育学科においては週 1回の基盤技術指導等

を行うとともにそうした機会を捉えて面談、相談対応を行っている。また、2 年生に対する進路相
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談を 5回行った。視覚障害学科、児童指導員科においては、月 1回定例の学生面談を行っているほ

か適宜相談対応している。なお、事務室においても学生相談等の対応を行っている。また、センタ

ー病院の医師に相談に応じてもらえるよう連絡済みである。 

②  効果的・効率的な業務実施の観点から、養成・研修事業において、印刷部数見直し・合見積徴収

の徹底による印刷製本費の削減、契約内容の精査による賃貸借料の削減等の歳出削減を図った。ま

た、複数学科による合同講義や、学生の研修会聴講を積極的に取り入れることにより、学生に対す

る効果的・効率的な授業実施が図られ、結果として歳出額の適正化が図られた。 

 

２ 養成事業 

（１）言語聴覚学科 

① 沿 革 

我が国初の聴能言語専門職員養成機関として、昭和 46年４月に国立聴力言語障害センター附属聴

能言語専門職員養成所（以下「養成所」という。）が発足した。養成所は、国立聴力言語障害センタ

ーが昭和 54年７月にセンターに統廃合されるに伴い、センターの学院・聴能言語専門職員養成課程

として引き継がれ、平成４年４月に修業年限が２年に改正された。また、平成 10年の言語聴覚士法

の施行に伴い、言語聴覚士養成校として厚生大臣から指定を受けた。平成 11年４月から言語聴覚学

科に名称変更した。 

② 学科の概要 

（ア）目  的：聴覚・音声・言語・摂食嚥下に関する専門的な理論と臨床技術を習得させ、聴覚・

音声・言語・摂食嚥下機能障害者（児）のリハビリテーションに従事する言語聴覚

士を養成する。 

（イ）募集人員：30名 

（ウ）修業年限：２年 

（エ）卒業後の資格：言語聴覚士国家試験の受験資格を取得 

（オ）応募資格：学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第 102条第１項本文の規定により大学院に入

学することができる者（当該年度３月４年制大学卒業見込みの者を含む） 

（カ）入学試験：先行入学試験： 英語、小論文、面接、書類審査 

一般試験：(一次試験) 英語、国語  (二次試験) 小論文、面接 

（キ）出願書類：入学願書、履歴書、健康診断書、受験票、卒業証明書又は卒業見込証明書 

（ク）カリキュラム：表５－１ 

（ケ）入学検定料：     16,000円 

（コ）入  学  金：    172,000円 

（サ）授  業  料：月額 34,000円 

③ 取組状況 

（ア）カリキュラムについて 

ａ．学生への過重な負担を軽減するため、授業の総時間数の削減と、各科目の履修年次について

カリキュラムの改正を行った。1 年次に実施する講義を 60 時間減らし、２年次の講義は 30 時

間増とした。これにより、1年次におけるグループ討議の時間を空いた 30コマに行うことがで

き、また個別に必要な自主学習の時間を確保することに繋がった。 

ｂ．臨床技術者としての資質向上と専門領域の進展に対応すべく、本年度も最新の知識を教授し

うる外来講師陣を精選して依頼した。 
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ｃ．入学当初に専任教官によるガイダンスや概論、演劇的手法を用いた対人技法の演習、グルー

プワーク等を配置し、言語聴覚士という職業をめざす者として備えるべき資質についての自己

洞察と学生間の相互理解を促した。 

ｄ．一年次末に行った臨床実習事前指導、二年次４月・５月に行った臨床実習準備講座及び教官

による臨床見学実習・リハビリテーション看護学は臨床実習の導入として有効であった。 

ｅ．二年次において、卒業論文・臨床レポートの小規模の中間発表会を頻回に行うことにより、

研究課題を学生同士が互いに掘り下げて考えることができた。 

（イ）メンタルヘルス対策 

１年生には必要に応じて年間４回以上の個人面談やグループでの面談を実施し、２年生には実

習指導等を通じて個別対応の充実を図った。特に必要な学生には他学科の教官や事務と協力し、

継続して個別対応を行った。 

（ウ）国家試験 

国家試験の合格率維持のため、夏休み後半の２週間を国家試験対策の集中期間とし、その後７

ヶ月間にわたって個別の受験指導と５回の模擬試験などを実施した。結果として、国家試験受験

者 27名全員が合格し、目標の新規卒業者合格率 100％を達成した。 

（エ）教育体制の強化 

教官の資質向上、社会的役割の向上を目指し、自己研鑽及び研究・社会的活動に努めた。 

a．学会発表:２件、論文:１件、講演等:11件、著書１件 等 

b．第 18回日本言語聴覚学会参加:３名 

c．第 30回全国リハビリテーション学校協会教育研究大会および教員研修会参加:２名 

d．第 43回日本コミュニケーション障害学会学術講演会参加:２名   

e．第 62回日本音声言語医学会参加：１名 

f．第５回 日本吃音・流暢性障害学会参加:１名  

g．第 41回日本高次脳機能障害学会参加：１名 

h．日本コミュニケーション障害学会理事:１名 

i．全国リハビリテーション学校協会理事:１名 

j．日本音声言語医学会 評議員:１名 

k．日本言語聴覚士協会学術研修部委員:１名 

l．日本言語聴覚士協会認定言語聴覚士（聴覚障害領域）講習会実行委員:１名 

m．埼玉県言語聴覚士会理事:２名 

n．筑波大学大学院人間総合科学研究科博士課程在籍:１名 

o．日本コミュニケーション障害学会 学術事業部小児講習部会員:１名 

m．埼玉県言語聴覚士会 研修部 小児系 部員:１名 

（オ）学生の確保対策 

a．先行入試を初めて行い、昨年度より受験者数は増加した。より適性の高い学生を確保できる

入試制度実現に向けて、入学試験の実施回数や時期、選考方法について引き続き検討を行った。 

b．学科独自に学科案内チラシを作成し、これまでの入学者の母校を中心に 200か所へ送付した。 

c．学科ホームページを 2回更新し、常に新しい情報を提供した。 

d．第 2回ホームカミングデーを実施し、最近 10年間の卒業生を中心に 34名の参加を得た。 

e．教育訓練給付金の給付対象講座として厚生労働大臣の指定を受け、平成 29年度入学生から



 

－ 208 － 

給付対象となり、既卒者 15 名中、給付条件を満たす７名が専門実践教育訓練給付金と教育訓

練支援給付金の受給を開始できた。また、専修学校専門課程に移行できたことにより、同じく

平成 29 年度入学生から日本学生支援機構の奨学金制度が利用可能となり希望者７名中、選考

の結果６名が利用を開始できた。 

 

（２）義肢装具学科 

① 沿 革 

義肢装具学科は、センターの設置に関する基本構想に基づき、昭和 57年４月に我が国初の義肢装

具専門職員養成課程として発足した。昭和 63年には、義肢装具士法の施行に伴い、厚生大臣から義

肢装具士養成校として指定を受けた。当学科を修了した者は、平成 7年１月より「専修学校の専門

課程の修了者に対する専門士の称号の付与に関する規程」に基づき、専門士の称号が付与されるこ

とになった。平成 11年４月より、義肢装具学科に名称変更した。 

② 学科の概要 

（ア）目  的：身体障害者等の義肢装具の製作適合（採型・組立及び仮合せを含む）に従事する義

肢装具士を養成する。 

（イ）募集人員：10名 

（ウ）修業年限：３年 

（エ）卒業後の資格：義肢装具士国家試験の受験資格を取得 

（オ）応募資格：学校教育法第 90条第１項の規定により大学に入学することができる者（当該年度

３月高等学校卒業見込みの者を含む） 

（カ）入学試験：第一次試験 教養（英語・国語）、数学（「数学Ⅰ、数学Ａ」平成 21年度に改訂され

た新学習指導要領に基づく新課程と、旧課程との共通範囲、及び中学校までの学習

内容を含む。）第二次試験 小論文、簡易技能検査、面接試験 

（キ）出願書類：入学願書、履歴書、健康診断書、受験票、最終学校の卒業証明書又は卒業見込証明

書・大学入学資格検定合格証明書、成績証明書 

（ク）カリキュラム：表５－２ 

（ケ）入学検定料：     16,000円 

（コ）入  学  金：    172,000円 

（サ）授  業  料：月額 46,000円 

③ 取組状況 

（ア）教育内容の充実 

センターの特色を活かした先駆的な知識と技術の教授に努めた。各科目のシラバス等の点検を

怠らず、実習内容の見直しや教授法の改善に努めた。全国の養成校の中でも特色的なカリキュラ

ムである「病院実習」を実施した。これは義肢装具の採型から適合までの実際が見学可能な、よ

り実践的な実習である。メンタル面での不調を生じる学生への対処を考慮して、面接の強化や声

かけに努めた。また、昨今の学生の気質に合わせた実習日程を組み、教育内容の質を落とすこと

なく学生の負担軽減につながるような内容で授業を実施した。 

（イ）国家試験対策 

平成 28年度に引き続き、平成 29年度も国家試験合格率 100％（全国では 85.3％）を維持した。

２回の全国統一模擬試験、３回の学科内模擬試験を実施し、解説等の対策を講じた。また全国統

一模試では試験問題を分担作成した。 
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（ウ）教官の義肢装具製作 

教官は病院リハビリテーション部及び研究所義肢装具技術研究部を併任して臨床的な業務に関

わっている。またシーティング適合サービスに主体的に関わることにより、それらの臨床経験か

ら得た成果を教育や義肢装具士研修会等に反映している。 

（エ）社会人基礎力養成のための試み 

学生の社会適応力の向上を目的として、本学科から社会に出て行う「臨床実習」に着目し、社

会適応力という観点から目的意識をもたせ、またその結果を面接によって評価し、個別の助言を

行うことで学生の意識向上を目指した。 

（オ）教育体制の強化 

教官の資質向上、社会的役割の向上を目指し、自己研鑽及び研究活動に努めた。 

ａ．学会発表 10件、論文発表 2件、研究報告書 1件、著書 1件、講演等 9件 

ｂ．東京大学大学院総合文化研究科博士課程在籍：１名 

ｃ．第 4回水中ポールウォーキング研究会 学術発表：１件 

ｄ．第 38回日本リハビリテーションスポーツ学会 学術発表：1件 

ｅ．第 33回日本義肢装具学会学術大会 学術発表：7件 

ｆ．The 1st Asia-Pacific Occupational Therapy Symposium. Taipei 学術発表：１件 

ｇ．International Research Forum on Biomechanics of Running-specific Prostheses 2018 学

術発表：1件 

ｈ．日本脊髄障害医学会誌 2017 論文発表：1件 

ｉ．H29（公財）石本記念デサントスポーツ科学振興財団研究成果報告書：1件 

ｊ．ゴールボール用具製作に関するリハビリテーションマニュアル 著書：１件 

ｋ．平成 29年度義肢装具等適合判定医師研修会 講演：６件 

ｌ．平成 29年度義肢装具士研修会 講演等：1件 

ｍ．日本義肢装具学会 評議員：３名、用語委員会 委員：１名 

ｎ．日本義肢装具士協会 理事：１名、総務委員会 委員長：１名 

ｏ．義肢装具士試験委員会 委員：１名 

（カ）学生の確保対策 

義肢装具学科の外部認知を高め、一般への教育内容の広報を目標とした学科 HPを CMS化し、同

時にコンテンツも大幅に刷新することで内容の更なる充実を図った。また内容の更新も小まめに

行い（延べ 14回）、入試情報やオープンキャンパス情報など当学科の受験希望者にとって有益な

情報を時期に合わせて迅速に提供した。 

オープンキャンパスについて、今年度は 5回開催した（昨年度より 1回増加）。その結果、昨年

度より 46名の増加で参加者は 155名（保護者 52名含む）となった。 

（キ）入学者の質の向上 

昨年度より受験科目を「英語・数学」から「教養（英語・国語）・数学」に変更した。情報の受

信・発信能力の低下という昨今の学生事情を考慮し、知識や受験テクニックだけでなく主として

文章読解・内容把握等の能力を問うこととした。 
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（３）視覚障害学科 

① 沿 革 

視覚障害学科は、平成２年４月に視覚障害生活訓練専門職員養成課程として発足した。 

平成 11年４月より、視覚障害学科に名称変更するとともに、修業年限を２年に延長した。 

② 学科の概要 

（ア）目  的：視覚機能に何らかの損傷を受けた人々に対して、過去に学習してきた経験や残存諸

感覚機能を効果的に利用させ、また補助具を活用し、自立生活に欠かせない移動技

能、コミュニケーション技能、日常生活技術、レクリエーション技能 (文化的レク

リエーション及びスポーツ的レクリエーション) などを総合的に訓練できる専門

職を養成する。 

（イ）募集人員：20名 

（ウ）修業年限：２年 

（エ）応募資格：学校教育法（昭和 22年法律 26号）第 102条第１項本文の規定により大学院に入学

することができる者 (当該年度３月４年制大学卒業見込みの者を含む) 

（オ）入学試験：第一次試験 一般教養、英語 

第二次試験 面接、小論文 

（カ）出願書類：入学願書、履歴書、健康診断書、受験票、卒業証明書又は卒業見込証明書、成績証

明書 

（キ）カリキュラム：表５－３ 

（ク）入学検定料：    16,000円 

（ケ）授  業  料：月額 34,000円 

③ 取組状況 

（ア）教育内容の充実 

先に開催された学科のあり方に関する検討会の結果を踏まえ、視覚障害リハビリテーション訓

練サービスを取り巻く状況の変化に合わせた教育体制及び教育内容の見直しや入学者の増加に向

けた取り組みに着手した。 

（イ）学生の確保対策 

ａ．ホームページの内容を刷新し、他学科との統一性を図りながら、視覚障害や学科に関する状

況が分かりやすいものにした。 

ｂ．学生募集要項の送付先を拡充するなどして、学科の認知度の向上を図るとともに、社会的経

験に基づく社会性や障害者支援に対する意欲がより高いと思われる志願者の増加に努めた。 

（ウ）学生のメンタルヘルス対策 

定期面談に加え、適宜個別面談を行うことにより、学生の様子の把握や速やかな対応に努めた。

特に、学業や就職を含めた将来に対する不安を抱える学生に対しては、不安の軽減・解消に努め

ながら、モチベーションが維持されるよう継続的な支援を実施した。また、学生数が少ないこと

から、良好な関係性が保たれるよう日常的に支援した。 

（エ）教育体制の強化 

教官の資質向上、社会的役割の向上を目指し、自己研鑽及び研究活動に努めた。 

ａ．講演等：３件 

ｂ．委員等：１名 
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（４）手話通訳学科 

① 沿 革 

手話通訳学科は、厚生大臣公認の手話通訳士認定制度が平成元年に発足したのに伴い、我が国初

のモデル養成学校として、平成２年度に手話通訳専門職員養成課程が設置された。平成 11年４月か

ら、手話通訳学科に名称変更した。 

平成 13年度から修業年限を２年間に延長するとともに、募集人数を 10名から 15名に拡大した。

さらに、平成 15年度から募集人員を 15名から 30名へ拡大した。 

② 学科の概要 

（ア）目  的：聴覚障害者のコミュニケーションにかかわる手話通訳に従事する手話通訳士を養成

するために、必要な知識及び技術を習得させることを目的としている。 

（イ）募集人数：30名 

（ウ）修業年限：２年 

（エ）応募資格：学校教育法第 90 条第１項の規定により大学に入学することができ、かつ、20 歳以

上の者 

（オ）入学試験：先行入試 面接試験、小論文 

一般入試 第一次試験 一般教養、国語 

第二次試験 面接試験、小論文 

（カ）出願書類：入学願書、履歴書、健康診断書、受験票、最終学校の卒業証明書又は卒業見込証明

書・大学入学資格検定合格証明書、最終学校成績証明書 

（キ）カリキュラム：表５－４ 

（ク）入学検定料：     16,000円 

（ケ）授  業  料：月額 34,000円 

③ 取組状況 

（ア）手話通訳士試験結果 

手話通訳士試験の合格率について、学科としては数値目標を、卒業時までに10％、卒業後２年

以内に 30％、最終目標を 50％と設定している。平成 29年度の手話通訳士試験合格者は全国合格

率 8.2％（昨年度は 11.2％、一昨年度は 2.1％）のところ、当学科の合格者は既卒者 7 名（学科

把握分）で、新卒業生の卒業時の合格率は９名中１名で 11.1％であった。既卒者については、す

でに卒業後２年以内の目標 30％を達成している 27年度と 28年度の卒業生がさらに１名ずつ合格

したほか、21年度の卒業生が１名合格して、この年度の卒業生は合格率 100％を達成した（14年

度卒業生に続き二学年目）。２年制移行後（＝14年度以降）の全卒業生の合格率は 65.6％のまま

変わりはなかった。 

（イ）手話通訳士試験対策 

１年生に対する筆記試験対策を実施した結果、６名中５名が合格した（83.3％。昨年度は 88.8％、

一昨年度は 87.5％。全国合格率非公開）。２年生および特定研修生に対しては、試験直前に実際

の試験時の状況を再現した模擬試験をするなど試験対策を実施し、研修生は１名中１名が合格し

たが、２年生は８名中合格者はなかった。 

（ウ）関連職種への就職率維持 

卒業後の手話通訳士試験合格率の向上につながる関連職種への高い就職率を維持するために、

引き続き求人情報の収集、実習先の開拓などに努めた。29年度卒業生９名のうち、関連職種への
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就職希望者は４名で、全員が関連職種に就職した（100％。昨年度は関連職種への就職希望者なし、

一昨年度は 100％）。残りの卒業生の進路としては、１名が現職復帰、１名が非関連職種へ就職し

たほか、特定研修生２名、短期留学１名となっている。 

（エ）卒後教育（特定研修生） 

平成 29年度は 28年度卒業生を特定研修生として１名受け入れ、手話通訳士試験に合格した。 

（オ）学力向上対策 

学生の学力（とりわけ国語や一般常識）の低下への対策として、学生の問題意識を高め、弱点

を分析・克服させる目的で、各種検定の継続的受検に取り組んでいる。29年度も前年度に引き続

き「日本語検定」（主催：日本語検定委員会）、「ニュース時事能力検定」（主催：日本ニュース時

事能力検定協会）について、主催団体より準会場の指定を受けて各年２回実施した。 

（カ）教育体制の強化 

教官の資質向上、社会的役割の向上を目指し、自己研鑽及び研究活動に努めた。 

ａ．学会・研究会発表１件 

ｂ．大学講義 10件 

ｃ．慶應義塾大学文学部第一類に１名在籍 

ｄ．全国手話通訳問題研究会理事に１名 

（キ）学生の確保対策 

ホームページの更新、ＳＮＳの活用、動画共有サイトを利用した動画配信などによって手話通

訳学科の認知度の向上につとめた。 

 

（５）リハビリテーション体育学科 

① 沿 革 

リハビリテーション体育学科は、平成３年４月に我が国初のリハビリテーション体育の専門職員

養成課程として発足し、平成 11年４月から、リハビリテーション体育学科に名称変更した。 

また、平成 19年４月から健康運動指導士養成校として認定を受けた。 

② 学科の概要 

（ア）目  的：肢体不自由者、視覚障害者、聴覚障害者、内部障害者、重複障害者など、様々な障

害者を対象として、スポーツ手技を用いてその運動機能の維持や向上を図るととも

に、スポーツ活動を通じて健康維持、社会参加、自立促進等を図る総合的なリハビ

リテーションの推進に寄与する専門職員を養成する。 

（イ）募集人数：20名 

（ウ）修業年限：２年 

（エ）卒業後の資格：上級スポーツ指導員の資格取得及び健康運動指導士の受験資格取得 

（オ）応募資格：① 教育職員免許法（昭和 24年法律第 147号）による保健体育の高等学校教諭の専

修免許状又は一種免許状を有する者（当該年度３月卒業見込みの者を含む） 

② ①と同等以上の知識及び技能を有するとセンター総長が認めた者。 

（カ）入学試験：第一次試験 英語、一般教養 

第二次試験 面接、小論文 

（キ）出願書類：入学願書、履歴書、健康診断書、受験票、卒業証明書又は卒業見込証明書、最終学

校成績証明書 
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（ク）カリキュラム：表５－５ 

（ケ）入学検定料：     16,000円 

（コ）授  業  料：月額 34,000円 

③ 取組状況 

（ア）教育内容の充実 

ａ．現場レベルでの運動指導の場を増やすために、自立支援局が実施している自立訓練及び就労

移行支援における体育を演習として位置づけ、実践的な知識や技術を習得するための教育プロ

グラムを実施した。 

ｂ．保健体育教員免許を取得していない学生に対する基礎教育として、指導法や実技等の講義を

カリキュラムとは別に組み入れた。 

ｃ．社会的能力や基礎学力が低下している学生が増加していることから、汎用的能力の育成を図

る目的で以前から実施していた「アクティブ・ラーニング」の手法をさらに時間をかけて実施

し、発見学習、問題解決学習、体験学習、調査学習、教室内でのグループ・ディスカッション

等に力を入れた。 

ｄ．研究手法を大学で習得していない学生が含まれることから、特別研究等のカリキュラムとは

別にゼミナール形式の授業を１年生の早期から導入した。また、学生の専門性を高めるために、

各教官が専門としている研究領域を選択させ、実践や研究を中心とした授業を実施した。 

e．初心者に対する車椅子操作指導を習得するために、対象者の評価と問題点の分析、指導を行い

ながら方法論（メソッド）を考案した。 

（イ）学生のメンタルヘルス対策 

ａ．各期の前後に個別面談を行い、進路や実習先の希望を含めた学生生活の不安や目標等を聴き

ながら、学生の変化に早期対応できるよう心がけた。 

ｂ．面談以外にも、日常的に学生と気軽に話をする時間と場を積極的に設けるために、運動やレ

クリエーションを企画し、学生自身が他者と交流を深めながらストレス対処能力を高めること

ができる環境を整えた。 

（ウ）教育体制の強化 

ａ．教官の資質向上、社会的役割の向上を目指し、自己研鑽及び研究活動に努めた。 

・講演等：３件 

・公益財団法人日本障害者スポーツ協会日本パラリンピック委員会推進事業委員：１名 

ｂ．義肢装具学科と連携して行っている研究を業績発表会で報告した。 

ｃ．日本リハビリテーションスポーツ学会が主催の第 38回研究大会を当学院にて開催し、教官が

大会実行委員長ならびに実行委員を務めた。また、学生も大会運営スタッフとして協力した。 

（エ）学生の確保対策 

ａ．オープンキャンパス及び学校説明会の案内用チラシを作成し、学生募集要項と共に体育系及

び教育系大学、各大学や関係団体、施設、外部講師、卒業生等へ送付した（289部）。 

ｂ．障害者スポーツ大会や関連する学会に積極的に参加し、人脈を広げるとともに学科の宣伝に

努めた。また、依頼のあった大学へ赴き、「障害者スポーツ」の特別講義を実施した。 

ｃ．学生の授業風景や学生生活の情報を伝えるために、学科ホームページに「キャンパス通信」

を設置して定期的に発信した。 

ｄ．大学のキャリアセンターや就職支援課等へ足を運び、学科の宣伝を行うと共にチラシの掲示

及びパンフレットの配布を依頼した。 
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（６）児童指導員科 

① 沿 革 

昭和39年２月、我が国で国が設置する唯一の知的障害児施設である国立秩父学園の附属保護指導

職員養成所（以下「養成所」という）が発足し、児童福祉施設職員養成施設、児童福祉司養成施設、

知的障害者福祉司養成施設、社会福祉主事養成機関としての指定を受けた。平成24年４月、養成所

は、国立更生援護機関の一元化に伴い、養成部の児童指導員科と保育士専修科を統合して、センタ

ーの学院児童指導員科として引き継がれた。平成 27年度より、児童指導員科カリキュラム見直しに

ついての検討会の報告を踏まえ、新カリキュラムによる運営を開始した。 

② 学科の概要 

（ア）目  的：医療･福祉･教育現場において、知的障害、発達障害のある児（者）の支援に携わる

専門職を養成する。 

（イ）募集人数：40名 

（ウ）修業年限：１年 

（エ）卒業後の資格：児童指導員、児童福祉司、知的障害者福祉司及び社会福祉主事の任用資格を取

得することができる。 

（オ）応募資格：学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第 102条第１項本文の規定により大学院に入

学することができる者（当該年度３月４年制大学卒業見込みの者を含む）。または児童福祉法第

18条の６により保育士資格を有する者で総長が入学を許可した者。 

（カ）入学試験：入学試験：先行入試 口述試験、小論文、面接 

第一次試験 国語、一般教養 

第二次試験 面接、小論文 

（キ）出願書類：入学願書、履歴書、健康診断書、受験票、卒業証明書又は卒業見込証明書、最終学

校成績証明書 

（ク）カリキュラム：表５－６ 

（ケ）入学検定料：     16,000円 

（コ）授 業 料：月額 28,750円 

③  取組状況 

（ア）教育内容の充実 

ａ．療育実習は、就学前幼児１名とその家族から協力をいただいた。今年度も、インテークから

10回の療育実習、ケースカンファレンスまでを学生が担当し、療育実習の取り組みを特別研究

（卒業論文）としてまとめることができた。また、ケースカンファレンスでは、母親のほかに、

幼児が通う幼稚園と療育機関の職員、外部講師である医師が参加し、それぞれの立場からご意

見をいただき、療育実習と今後の療育につなげることができた。 

ｂ．保育園実習では、今年度も年中クラスを担当した。「発達支援」「集団プログラムと個別プロ

グラム」「チームアプローチ」をキーワードに、今年度は午前中の保育時間内に糊と鋏を使った

活動プログラムを企画し、実施した。今年度は、２日間の観察実習の後、学生による活動プロ

グラムを３日間実施した。 

（イ）学生への支援 

１ヶ月に１回程度の定期面談を行い、学生の希望があれば個別面談を行った。教官間で情報を

共有し、学生にとってより良い選択ができるように努めた。 
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（ウ) 卒業生への支援 

ａ．９月９日に卒業生懇談会を開催した。平成 24年度卒業の第１期生から５期生までの７名が参

加した。卒業生懇談会では、現在の仕事や近況などの情報交換をはじめ、それぞれの現場が抱

いる課題、専門職養成に期待することなど、活発な意見交換が行われた。 

ｂ．療育実習のスーパーバイザーとして、児童発達支援センターに勤めている２名の卒業生が参

加した。卒業生は、現役学生に親身になって指導や助言を適切に行い、現役生にとっても、卒

業生にとっても良い学びの機会となった。 

（エ）学生の確保対策 

ａ．学院で開催される全ての知的障害・発達障害分野研修会において、児童指導員科の学生募集

に関するチラシを参加者に配布した。事務室との連携を図りながら、関係大学や機関への訪問

を行った。 

ｂ．今年度から先行入試を導入した。従来の小論文と面接試験に加えて、口述試験を新しく導入

した。口述試験は初めての導入であり、面接試験とは異なるため、学院職員から予備試験の協

力をいただきながら準備を重ねた。結果、面接試験や小論文では評価しきれない部分について

評価することができた。 

（オ）教育体制の強化 

今年度６月から養成担当教官１名が増員され、養成担当教官２名と研修担当教官、併任教官に

よる４名体制を開始した。養成担当教官が１名増員されたことによって、企画調整の段階から詳

細な打ち合わせが可能となり、実施、学生へのフィードバックに至るまで効率よく繋げることが

できるようになった。 

（カ）教育体制の強化 

教官の資質向上、社会的役割の向上を目指し、自己研鑽及び研究活動に努めた。 

ａ．学会発表：２件 

ｂ．日本職業リハビリテーション学会関東ブロック理事：１名 

ｃ．ＡＳＤジャーナル（西多摩療育支援センター）参加：１名 

ｄ．東村山市自閉症当事者支援の会 スーパーバイザー：１名 

ｅ．筑波大学大学院人間総合科学研究科博士前期課程在籍：１名 

ｆ．國學院大學非常勤講師（担当科目：メンタルヘルス）：１名 

ｇ．明治学院大学心理学部附属研究所研究員：１名 
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表５－１ 言語聴覚学科カリキュラム                             №１ 
履修
分類 

履 修 科 目 単位 
履修時間 履修学年 

講義 実習 合計 １年 ２年 

専    
門    
基    
礎    
分    
野 

基礎医学 7 - - - - - 
 基礎医学Ⅰ 2 30 - 30 30 - 
 基礎医学Ⅱ 5 60 15 75 75 - 
臨床医学 11 - - - - - 
 臨床医学Ⅰ 6 90 - 90 75 15 
 臨床医学Ⅱ 5 75 - 75 30 45 
臨床歯科医学 2 - - - - - 
 歯科・口腔外科学 2 30 - 30 30 - 
音声・言語・聴覚医学 5 - - - - - 
 発声発語系の解剖・生理・病理 1 15 - 15 15 - 
 聴覚系の解剖・生理･病理 2 30 - 30 30 - 
 神経系の解剖・生理・病理 2 30 - 30 30 - 
心理学 14 - - - - - 
 心理学Ⅰ 5 75 - 75 75 - 
 心理学Ⅱ 5 60 15 75 60 15 
 心理測定・統計学 4 60 - 60 60 - 
言語音声音響学 14 - - - - - 
 言語学 4 60 - 60 60 - 
 音声学 4 45 15 60 60 - 
 音響学・聴覚心理学 4 45 15 60 60 - 
 言語発達学 2 30 - 30 30 - 
社会福祉・教育 3 - - - - - 
 リハビリテーション概論 2 30 - 30 30 - 
 社会保障制度 1 15 - 15 - 15 

小   計 56 780 60 840 750 90 

№２ 
履修 
分類 

履 修 科 目 単位 
履修時間 履修学年 

講義 実習 合計 １年 ２年 

専 
 
 

門 
 
 

分 
 
 

野 

言語聴覚障害学総論 5 - - - - - 

 言語聴覚障害概論 1 30 - 30 30 - 

 言語聴覚障害診断学 1 30 - 30 30 - 

 言語聴覚障害学演習 3 - 90 90 60 30 

失語・高次脳機能障害学 6 - - - - - 

 高次脳機能障害Ⅰ 3 90 - 90 90 - 

 高次脳機能障害Ⅱ 2 60 - 60 - 60 

 失語・高次脳機能障害実習 1 - 30 30 30 - 

言語発達障害学 6 - - - - - 

 言語発達障害Ⅰ 3 90 - 90 90 - 

 言語発達障害Ⅱ 2 60 - 60 - 60 

 言語発達障害実習 1 - 30 30 30 - 

発声発語・嚥下障害学 9 - - - - - 

 発声発語障害Ⅰ 2 60 - 60 60 - 

 発声発語障害Ⅱ 2 60 - 60 60 - 

 発声発語障害Ⅲ 1 30 - 30 30 - 

 嚥下障害 2 60 - 60 30 30 

 発声発語・嚥下障害実習 2 - 60 60 30 30 

聴覚障害学 8 - - - - - 

 聴覚障害Ⅰ 1 30 - 30 30 - 

 聴覚障害Ⅱ 2 60 - 60 60 - 

 聴覚障害Ⅲ 2 60 - 60 30 30 

 聴覚障害実習 2 - 60 60 60 - 

        

臨床実習 12 - 480 480 - 480 

小   計 46 750 750 1,500 780 720 

合     計 102 1,530 810 2,340 1,530 810 

 

履修 
分類 履 修 科 目 単位 

履修時間 履修学年 
講義演習実習 合計 １年 ２年 

専 

門 

分 

野 

選択科目 - - - - - 

 臨床実習基礎 3 45 45 30 15 

 専門科目特論Ⅰ 1 15 15 - 15 

 専門科目特論Ⅱ 1 15 15 - 15 

 専門科目特論Ⅲ 1 15 15 - 15 

 専門科目特論Ⅳ 1 15 15 - 15 

 専門科目特論Ⅴ 1 15 15 - 15 

 卒業研究 1 30 30 - 30 

選 択 科 目 合 計 9 150 150 30 120 

（注）講義及び臨床実習を除く実習は 30時間を１単位とする。臨床実習は 40時間を１単位とする。 
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表５－２ 義肢装具学科カリキュラム                               №１ 

教育内容 科 目 単位 
履修時間 

１年 ２年 ３年 
講義 

実習また 
は演習 合計 

基 

礎 

分 

野 

人

間

と

生

活 

科

学

的

思

考

の

基

盤 

物理学 2 15 30 45 45 - - 

数理統計学 1 15 - 15 - 15 - 

心理学 1 15 - 15 15 - - 

美術 1 - 30 30 30 - - 

外国語Ⅰ 1 - 30 30 30 - - 

外国語Ⅱ 1 - 30 30 - 30 - 

リハビリテーション体育 1 - 45 45 45 - - 

論文指導 6 - 180 180 - - 180 

 基礎分野小計 14 45 345 390 165 45 180 

専   

門   

基   

礎   

分   

野 

体
の
構
造
と
機
能
及
び

心

身

の

発

達 

解剖学 4 60 - 60 60 - - 

生理学 4 60 - 60 60 - - 

運動学 4 45 45 90 45 45 - 

機能解剖学 2 30 - 30 30 - - 

生体力学 2 30 - 30 30 - - 

人間発達学 1 15 - 15 15 - - 

（小計） 17 240 45 285 240 45 - 

疾
病
と
障
害
の
成
り
立
ち 

及
び
回
復
過
程
の
促
進 

医学概論 1 15 - 15 15 - - 

一般臨床医学 1 15 - 15 - 15 - 

臨床神経学 2 30 - 30 - 30 - 

整形外科学 4 60 - 60 - 60 - 

臨床心理学 1 15 - 15 - 15 - 

リハビリテーション医学 3 45 - 45 - 45 - 

病理学概論 2 30 - 30 - - 30 

（小計） 14 210 - 210 15 165 30 

保

健

医

療

福

祉

と 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

の

理

念 

社会福祉学 1 15 - 15 15 - - 

理学療法学 1 15 - 15 - - 15 

作業療法学 1 15 - 15 - - 15 

公衆衛生学 1 15 - 15 15 - - 

看護学 1 15 - 15 15 - - 

義肢装具関係法規 1 15 - 15 - - 15 

（小計） 6 90 - 90 45 - 45 

 №２ 

教育内容 科 目 単位 
履修時間 

１年 ２年 ３年 
講義 

実習また 
は演習 合計 

基 

礎 
分 

野 

人

間

と

生

活 

科

学

的

思

考

の

基

盤 

図学・製図学 1 15 - 15 15 - - 

機構学 2 30 - 30 - 30 - 

材料学Ⅰ 1 15 - 15 15 - - 

材料学Ⅱ 1 15 - 15 15 - - 

材料力学 2 15 30 45 45 - - 

システム制御工学 2 15 30 45 - - 45 

リハビリテーション工学 2 30 - 30 - - 30 

運動解析実習 1 - 45 45 - 45 - 

（小計） 12 135 105 240 90 75 75 

 専門基礎分野小計 49 675 150 825 390  285 150 

専   

門   

基   

礎   

分   

野 

基
礎
義
肢
装
具
学 

義肢装具学概論 1 30 - 30 30 - - 

義肢装具基本工作論 6 30 225 255 255 - - 

装具学Ⅰ 3 30 90 120 120 - - 

装具学Ⅱ 3 30 90 120 120 - - 

装具学Ⅲ 6 60 180 240 - 240 - 

（小計） 19 180 585 765 525 240 - 

応
用
義
肢
装
具
学 

装具学Ⅳ 3 30 90 120 - - 120 

装具学Ⅴ 3 30 90 120 - - 120 

義肢学Ⅰ 6 60 180 240 - 240 - 

義肢学Ⅱ 3 30 90 120 - 120 - 

義肢学Ⅲ 6 60 180 240 - - 240 

（小計） 21 210 630 840 - 360 480 

臨

床

実

習 

臨床実習Ⅰ 5 - 225 225 - 225 - 

臨床実習Ⅱ 5 - 225 225 - - 225 

病院実習 1 - 45 45 - - 45 

（小計） 11 - 495 495 - 225 270 

 専門分野小計 51 390 1,710 2,100 525 825 750 

  合    計 114 1,110 2,205 3,315 1,080 1,155 1,080 
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表５－３ 視覚障害学科カリキュラム                               NO.1 
履修
分類 

科目分類 履  修  科  目 時間数 １年 ２年 

基
礎
科
目 

リ ハ 概 論 
リハビリテーション概論 12 12 - 
視覚障害リハビリテーション概論 30 30 - 
盲ろうリハビリテーション概論 20 - 20 

心 理 学 系 

学習心理学 30 30 - 
知覚心理学 30 30 - 
発達心理学 30 30 - 
カウンセリング 45 - 45 
臨床心理学 30 - 30 
老年心理学 30 - 30 

医 学 系 

感覚生理学 40 40 - 
眼の構造と機能 80 80 - 
運動学 48 48 - 
老年病医学 8 8 - 
糖尿病内科 4 4 - 

教 育 系 
社 会 系 

視覚障害乳幼児教育 20 - 20 
視覚障害児教育 40 - 40 
盲ろう児教育 10 - 10 
社会福祉概論 24 24 - 
社会福祉援助技術論 24 - 24 

研 究 法 系 
視覚障害リハビリテーション研究法 60 - 60 
視覚障害リハビリテーション統計法 60 - 60 

小     計 675 336 339 

専
門
基
礎
科
目 

原 論 系 

視覚障害リハビリテーション原論１（眼科学） 30 30 - 
視覚障害リハビリテーション原論２（心理的様相） 15 15 - 
視覚障害リハビリテーション原論３（失明統計など） 18 18 - 
視覚障害リハビリテーション原論４（運動コントロール） 24 - 24 
視覚障害リハビリテーション原論５（感覚情報処理） 75 75 - 
視覚障害リハビリテーション原論６（盲老人） 15 15 - 
視覚障害リハビリテーション原論７（重複障害） 30 - 30 
視覚障害リハビリテーション原論８（糖尿病訓練） 8 8 - 
視覚障害リハビリテーション原論９（眼鏡光学） 36 36 - 
視覚障害リハビリテーション原論 10（盲導犬） 12 - 12 
盲ろうリハビリテーション原論１（コミュニケーション論） 12 - 12 
盲ろうリハビリテーション原論２（心理的様相） 4 - 4 
盲ろうリハビリテーション原論３（聴覚障害の病理と生理） 4 - 4 
盲ろうリハビリテーション原論４（聴覚障害の聞こえ） 4 - 4 

小     計 287 197 90 

NO.2 
履修
分類 

科目分類 履  修  科  目 時間数 １年 ２年 

専
門
臨
床
科
目 

理 論 と 

教 授 法 系 

歩行技術の理論と教授法 180 180 - 
歩行技術の理論と教授法演習 180 180 - 
盲ろうの歩行技術の理論と教授法 4 - 4 
盲ろうの歩行技術の理論と教授法演習 32 - 32 
コミュニケーション技能の理論と教授法 72 72 - 
コミュニケーション技能の理論と教授法演習 54 54 - 
盲ろうコミュニケーション技能の理論と教授法 120 100 20 
盲ろうコミュニケーション技能の理論と教授法演習 24 - 24 
日常生活技術の理論と教授法 60 60 - 
日常生活技術の理論と教授法演習 180 180 - 
盲ろうの日常生活技術の理論と教授法 4 - 4 
盲ろうの日常生活技術の理論と教授法演習 32 - 32 
ロービジョンの理論と教授法 90 90 - 
ロービジョンの理論と教授法演習 90 60 30 
レクリエーション訓練の理論と教授法 18 18 - 
レクリエーション訓練の理論と教授法演習 12 12 - 
視覚障害者が生活するための基礎知識 12 12 - 
生活訓練評価法 12 - 12 
視覚障害者のコンピュータ活用 34 - 34 
盲ろう者のコンピュータ活用 12 - 12 
重複障害の訓練 36 - 36 
パソコン概論 16 16 - 
生活訓練補助具理論 12 - 12 
盲ろう生活訓練補助具理論 12 - 12 

施 設 見 学 

施設見学（盲導犬訓練センター） 20 - 20 
施設見学（盲学校） 8 - 8 
施設見学（日本点字図書館） 8 - 8 
施設見学（更生援護施設） 8 - 8 

臨 床 実 習 臨床実習 800 - 800 
卒 業 研 究 卒業研究 30 - 30 

小     計 2,172 1,034 1,138 
合         計 3,134 1,567 1,567 
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表５－４ 手話通訳学科カリキュラム 

履修 

分類 
科目分類 履 修 科 目 時間数 

履修学年 

１年 ２年 

基
礎
科
目 

言  語 

言語学 30 30 - 

応用言語学 15 - 15 

日本語 30 30 - 

社  会 

文化人類学 30 30 - 

社会学 15 - 15 

現代社会 30 30 - 

心  理 
心理学 15 15 - 

カウンセリング 15 - 15 

知  識 

リハビリテーション概論 15 15 - 

社会福祉概論 15 15 - 

法学概論 15 - 15 

医学概論 10 10 - 

表  現 
コンピューターリテラシー 15 15 - 

身体表現論 10 10 - 

小     計 260 200 60 

専
門
科
目 

言  語 手話言語学 60 45 15 

社  会 聴覚障害者の社会 60 60  

通  訳 
通訳理論 15 15 - 

手話通訳論 60 30 30 

知  識 

聴覚障害者の教育 20 20 - 

聴覚障害者のリハビリテーション 15 15 - 

聴覚障害者の福祉 30 30 - 

聴覚障害者のケースワーク 10 - 10 

手話実技 

手話Ⅰ 120 100 20 

手話Ⅱ 100 100 - 

手話Ⅲ 200 160 40 

手話Ⅳ 100 60 40 

手話Ⅴ 40 20 20 

手話通訳 

実  技 

通訳基礎トレーニング 40 40 - 

日本語表現技術 20 20 - 

翻訳Ⅰ 30 30 - 

翻訳Ⅱ 180 60 120 

通訳Ⅰ 140 40 100 

通訳Ⅱ 180 - 180 

通訳Ⅲ 240 - 240 

見学・実習 

施設見学 30 30 - 

施設実習 20 - 20 

交流実習 140 80 60 

手話通訳実習 180 - 180 

特別講義 特別講義 20 10 10 

卒業研究 卒業研究 90 - 90 

小     計 2,140 965 1,175 

合         計 2,400 1,165 1,235 
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表５－５ リハビリテーション体育学科カリキュラム                            №１ 

 №２ 
履修 
分類 

科目 
分類 履 修 科 目 履修時間 履修学年 

講義 実習 合計 １年 ２年 

専 
 
 

門 
 
 

科 
 
 

目 

原 
 
 

論 

リハビリテーション体育原理 30 - 30 30 - 
リハビリテーション体育管理 30 - 30  30 - 
（リハ）スポーツ運動学 15 - 15 15 - 
障害児保健体育概論 15 - 15 - 15 
運動の解析学 30 （※） 30 - 30 

小       計 120 - 120 75 45 

運 
 

動 
 

処 
 

方 

運動処方学概論 30 （※） 30 30 - 
健康づくり運動の理論と実際 30 （※） 30 30 - 
生活習慣病とその予防 15 （※） 15 15 - 
運動負荷試験概論 30 （※） 30 30 - 
運動負荷試験演習 30 （※） 30 30 - 
運動プログラムの管理 15 （※） 15 15 - 
心臓（循環器）リハビリテーション 45 （※） 45 45 - 
運動処方演習Ⅰ（肢体不自由） 30 （※） 30 30 - 
運動処方演習Ⅱ（内部障害） 30 （※） 30 30 - 
運動処方演習Ⅲ（高齢者） 30 （※） 30 30 - 
運動処方実習 - 120 120 - 120 

小       計 285 120 405 285 120 

運 
 

動 
 

指 
 

導 

肢体不自由者指導演習 60 （※） 60 - 60 
感覚障害者指導演習 45 （※） 45 45 - 
知的発達障害者指導演習 45 （※） 45 45 - 
精神障害者指導演習 30 （※） 30 - 30 
高齢者指導演習 30 （※） 30 30 - 
セラピューティック・レクリエーション概論演習 60 （※） 60 - 60 
野外活動Ⅰ 30 （※） 30 30 - 
野外活動Ⅱ 30 （※） 30 30 - 
競技別種目概論演習 45 （※） 45 - 45 
競技大会演習 15 （※） 15 - 15 

小       計 390 - 390 180 210 
 特別講義 15 - 15 - 15 

見学実習 - 30 30 - 30 
指導実習Ⅰ（内部） - 120 120 - 120 
指導実習Ⅱ（外部） - 450 450 - 450 
特別研究 75 - 75 - 75 

小       計 90 600 690 - 690 
合         計 1,665 720 2,385 1,155 1,230 

 （※）＝講義時間内に実習を含む 

履修 
分類 

科目 
分類 

履 修 科 目 
履修時間 履修学年 

講義 実習 合計 １年 ２年 

基 
 

礎 
 

科 
 

目 

一 
 
 
 

般 

統計学 30 - 30 30 - 
情報処理演習 30 （※） 30 30 - 
障害者心理学 15 - 15 15 - 
高齢者心理学 15 - 15 15 - 
学習心理学 15 - 15 - 15 
コミュニケーション概論 15 - 15 - 15 
運動（認知）心理学 15 - 15 - 15 
臨床心理学 30 （※） 30 - 30 
神経心理学 15 - 15 - 15 

小       計 180 - 180 90 90 

ス 

ポ 

ー 

ツ 

（運動）生理学 30 （※） 30 30 - 
運動生化学 30 （※） 30 30 - 
解剖学（機能解剖学） 45 （※） 45 45 - 
運動発達学 15 - 15 15 - 
トレーニング原理 15 （※） 15 15 - 
体力測定と評価 15 - 15 15 - 
スポーツ栄養学 15 - 15 15 - 
救急処置 15 （※） 15 15 - 

小       計 180 - 180 180 - 

専 
 

門 
 

基 
 

礎 
 

科 
 

目 

福 

祉 

・ 

リ 

ハ 

リハビリテーション概論 15 - 15 15 - 
リハビリテーション工学 15 （※） 15 - 15 
理学療法・作業療法・言語療法 15 （※） 15 15 - 
義肢装具論 15 （※） 15 - 15 
社会福祉概論 15 - 15 15 - 
障害者福祉概論 15 - 15 15 - 

小       計 90 - 90 60 30 

医 
 
 
 
 
 

学 

リハビリテーション医学 60 - 60 60 - 
整形外科学 30 - 30 30 - 
臨床神経学 30 - 30 30 - 
内科学 30 - 30 30 - 
病理学 30 - 30 30 - 
小児科学・耳鼻咽喉科学 30 - 30 30 - 
精神医学・眼科学 30 - 30 - 30 
老年医学 15 - 15 15 - 
運動学概論演習 60 （※） 60 60 - 
医学的検査・診断法 15 （※） 15 - 15 

小       計 330 - 330 285 45 
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表５－６ 児童指導員科カリキュラム                                       №１ 

・講義は 15時間を１単位とする ・演習は 30時間を１単位とする ・実習は 45時間を１単位とする 
教育 

内容 
科目分類 履 修 科 目 

履 修 時 間 

講義 演習 実習等 合計 

専
門
基
礎
分
野 

教養 法学 16   16 

社会学 12    12 

心理学 12    12 

教育学 16    16 

社会福祉論 社会福祉概論 24    24 

地域福祉論 16    16 

児童・家庭福祉論 18    18 

老人福祉論 16    16 

社会福祉制度論 社会福祉行政論 12    12 

福祉事務所運営論 12    12 

社会保障論 18    18 

公的扶助論 18    18 

生活保護制度演習  16   16 

医療福祉論 医学概論 16    16 

リハビリテーション概論 16    16 

看護概論 16    16 

乳幼児保健論 16    16 

介護概論 16    16 

生命倫理学 16    16 

障害福祉論 身体障害者福祉論 12    12 

精神障害者保健福祉論 16    16 

重症心身障害論 8    8 

専門基礎演習 心理検査  16   16 

面接技法  8   8 

メンタルヘルス  8   8 

接遇マナー  16   16 

 小 計 322 64   386 

NO.2 
教育内

容 
科目分類 履 修 科 目 

履 修 時 間 

講義 演習 実習等 合計 

専 

門 

分 

野 

発達障害福祉論 発達障害医学 16   16 

 発達障害福祉史 24   24 

 知的障害者福祉論 16   16 

 発達障害者福祉論 16   16 

  ソーシャルワーク理論 16   16 

  児童発達支援論 16   16 

  生涯発達論 16   16 

発達障害支援論 家族支援 16   16 

（社会福祉援助技術論） 就労支援 16   16 

  強度行動障害 16   16 

  性と支援 16   16 

  虐待 16   16 

  触法・非行 16   16 

  研究方法  20  20 

  支援技法  60  60 

  個別支援計画  20  20 

  コミュニケーション支援  20  20 

 スーパービジョン  20  20 

発達障害演習 カウンセリング  20  20 

（社会福祉援助技術演習） 福祉機器  20  20 

  統計調査  20  20 

  アセスメント  20  20 

  多職種連携  20  20 

  創作活動  20  20 

  講読演習  16  16 

事例研究 事例研究   40 40 

見学・実習 見学   90 90 

実習   464 464 

特別講義 特別講義   248 248 

特別研究 特別研究   80 80 

小 計 216 276 922 1414 

合  計 538 340 922 1800 
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表５－７ 平成 29年度入学者の応募状況及び入学者数                        （人） 

応

募

の

状

況 

学科名 

区 分 
言語聴覚 義肢装具 視覚障害 手話通訳 

リハビリテー 

ション体育 
児童指導 計 

男 11 16 1 1 1 3 33 

女 41 13 1 15 2 2 74 

計 52 29 2 16 3 5 107 

募集定員 30 10 20 30 20 40 150 

倍   率 1.73 2.90 0.10 0.53 0.15 0.13 0.71 

入

学

者

数 

学科名 

区 分 
言語聴覚 義肢装具 視覚障害 手話通訳 

リハビリテー 

ション体育 
児童指導 計 

男 5 6 1 3 - 4 19 

女 25 4 1 10 1 2 43 

計 30 10 2 13 1 6 62 

 

表５－８ 平成 29年度卒業生就職状況                               （人） 

就 

職 

状 

況 

学科名 

区 分 
言語聴覚 義肢装具 視覚障害 手話通訳 

リハビリテー 

ション体育 
児童指導 計 

身体障害者福祉施設 - - 1 - 4 1 6 

児童福祉施設 - - - - - 1 1 

福祉センター - - - 1 - - 1 

行政機関等 1 - - 1 - - 2 

国公立病院 7 - 1 - - - 8 

大学病院 3 - - - - - 3 

一般病院 14 1 - - - - 15 

義肢装具製作施設 - 5 - - - - 5 

センター（研究所・学院) - - - - - - - 

義肢装具士養成校(教官) - - - - - - - 

職業訓練校（教官） - - - - - - - 

特別支援学校 1 - - - - - 1 

その他学校 - - - 1 - - 1 

進学（大学）・留学 - - - 1 - - 1 

センター（研修生） - - - 2 - - 2 

企業 1 - - 3 1 - 5 

その他 - - - - - - 0 

計 27 6 2 9 5 2 51 

 

３ 研修事業 

（１）障害者福祉関係職員実務研修会 

平成 29年度における研修事業については、センターに設置した研修委員会を平成 30年２月に開催

し、その年間計画を策定した。平成 29年度の研修計画策定に当たっては、受講者へのアンケート調査

結果等に基づき、各研修会の内容の見直し等を行い、研修事業が、社会的ニーズに適合しつつ効果的・

効率的に行われるよう努めた。平成 29年度における研修事業の主な改正点等は以下のとおりである。 

① 社会の動向を踏まえた研修会の構築 

平成 29年度の「リハビリテーション看護研修会」については、今年度より「リハビリテーション

看護コース」と「知的・発達障害コース」のコース別の研修メニューを導入し、分野別に担当者が

より実践的な研修を受けることが出来るよう工夫した。また、「知的障害・発達障害福祉関係職員管

理職研修会」「行動障害支援者研修会」を今年度より廃止した。 

② 受講生のニーズに配慮した運営 

昨年度に引き続き、遠方からの研修受講者の負担軽減と、利便性に鑑みてプログラムの時間設定

を行った。また、各研修会において受講生からアンケートをとり、土曜開催の実施を増やす等受講

生のニーズを最大限取り入れられるよう調整を行った。 
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③ 積極的な広報活動 

関係団体への「研修のごあんない」の送付、全国社会福祉協議会発行の「月刊福祉」への掲載、

厚生労働省の広報誌である「厚生労働」に年間の研修計画を掲載した。 

④ 外部施設との協力体制 

平成 29 年度の身体障害者更生相談所身体障害者福祉司等実務研修会及び知的障害者更生相談所

知的障害者福祉司等実務研修会について、東京都心身障害者福祉センターに協力を仰いでおり、同

センターの提案により設定テーマを決め、情報交換や日常業務で困っていることについてグループ

討議などの要望を企画に盛り込み、研修を実施した。 

⑤ センター内での連携 

児童指導員科及び脳卒中リハビリテーション研修課程の学生等に対して教育効果を高めるために

研修会の聴講を促し、また知的障害・発達障害関係研修においては自立支援局就労移行支援課の発

達障害支援室との連携を図り、利用者の訓練の一環として名札の作成や受付業務などを実施した。 

平成 29年度の研修会の実施状況は、表１「障害者福祉関係職員実務研修会実施状況」のとおりで

あり、31 種類の研修会を延べ 33 回開催し、受講者の総数は 1,810 名（申込者数は 1,977名）であ

った。 

 

表５－９ 障害者福祉関係職員実務研修会実施状況 

研 修 会 名 目      的 受 講 資 格 研修期間 定員 
受講者 
(申込者) 

①身体障害者更生相
談所身体障害者福祉
司等実務研修会 

身体障害者更生相談所に勤務する身
体障害者福祉司等が職務上必要な技
術と知識を習得する。 

身体障害者更生相談所に勤務する身体
障害者福祉司等の職員 

5月16日(火) 
～ 5月17日

(水) 
60 

38 
(38) 

②視覚障害生活支援
研修会 

視覚障害者の歩行訓練及び生活訓練
に従事している者が必要な知識と技
術を習得する。 

(1)都道府県・指定都市及び中核市又は
障害者支援施設、盲児施設、病院等で
視覚障害者の支援に携わっている者  
(2)国立障害者リハビリテーションセ
ンター学院視覚障害生活訓練専門職員
養成課程又は視覚障害学科を卒業した
者  
(3)視覚障害生活訓練指導員研修等視
覚障害者に対する訓練指導員を養成す
る研修の修了者 

5月29日(月) 
～5月30日

(火) 
20 

16 
(16) 

③自閉症支援入門研
修会 

自閉症児・者支援に従事している者
が自閉症の特性や課題について支援
に必要な基本的知識を習得する。 

知的障害・発達障害福祉の分野で現に
自閉症児・者支援に従事している者 

5月31日(水) 
～6月2日(金) 

40 
64 

（154） 

④盲ろう者向け通
訳・介助員養成担当
者等研修会（養成研
修企画・立案コース） 

都道府県等が実施する盲ろう者向け
通訳・介助員養成研修について、当
該企画立案に携わる者又は今後携わ
る予定の者に対して、当該研修プロ
グラムの考え方を理解させることを
目的としている。 

都道府県・指定都市・中核市が実施す
る盲ろう者向け通訳・介助員養成研修
の企画立案に携わる者又は今後携わる
予定の者 

6月7日(水) 
～6月9日(金) 

20 
8 
(8) 

⑤発達障害支援者研
修会 

発達障害児・者の地域生活支援・就
労支援等に従事している職員が支援
に必要な専門的知識・技術を習得す
る。 

①市町村で「巡回支援専門員整備事業」
に従事する専門員、あるいは事業に関
わるものであって、市町村の推薦があ
る者②発達障害児・者の地域生活支
援・就労支援等を積極的に行っている
法人等の職員で、発達障害者支援セン
ター管理責任者もしくは市町村が推薦
する者 

6月14日(水) 
～6月16日(金) 

40 
40 
(45) 

⑥相談支援従事者指
導者養成研修会 

都道府県の相談支援従事者に対する
スキルアップ等や中核的な役割を担
う者を養成する。 

(1)相談支援従事者 
現に相談支援に従事している者で、都
道府県が実施する「相談支援従事者研
修」の企画立案・運営に携わる中心的
な役割を担うことが見込まれる者 
(2)都道府県等職員で、「相談支援従事
者研修」を担当している者 

6月21日(水) 
～6月23日

(金) 
208 

208 
(208) 

⑦高次脳機能障害支
援事業関係職員研修
会 

高次脳機能障害者の診断、評価、リ
ハビリテーション、支援など関連す
る諸問題について、都道府県・指定
都市における行政担当者、関連機関
の担当者（病院の医師及び関係する
職種並びに福祉施設の担当者等）が
必要な知識及び技術を習得する。 

都道府県･指定都市・中核市における行
政担当者並びに関係機関(身体障害者
更生相談所、精神保健福祉センター、
保健所、病院及び福祉施設等)におい
て、診断、評価、訓練、支援等に携わ
る医師及び関係する職種にある者 

6月29日(木) 
～6月30日

(金) 
200 

185 
(185) 
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研 修 会 名 目      的 受 講 資 格 研修期間 定員 
受講者 
(申込者) 

⑧福祉機器専門職員
研修会 

福祉機器に関わる専門職員が福祉機
器の使用においての必要な専門的知
識及び技術を習得する。 

身体障害者更生相談所､市町村､福祉事
務所､社会福祉施設､リハビリテーショ
ン病院等において､福祉機器相談等を
担当している専門職員 

7月5日(水) 
 ～7月7日

(金) 
60 

39 
(39) 

⑨発達障害者支援セ
ンター職員研修会 

自閉症及びその周辺領域の発達障害
を持つ児(者)に対する療育技術及び
その家庭に対する支援方法を習得す
る。 

各センターにおいて現に発達障害児
（者）及びその家族に対する支援等に
従事している者で、所属長の推薦する
者、もしくは各都道府県・政令都市の
発達障害福祉の担当職員 

7月12日(水) 
～7月14日

(金) 

 
70 
 

38 
(38) 

⑩補聴器適合判定医
師研修 

補聴器適合判定業務に従事している
医師が補聴器適合判定に必要な基礎
的知識と技術を習得する。 

身体障害者更生相談所又は病院等にお
いて、補聴器適合判定に従事する耳鼻
咽喉科医師 

7月19日(水) 
～7月22日

(土) 
80 

82 
(82) 

⑪視覚障害者用補装
具適合判定医師研修
会（第１回） 

視覚障害者用補装具適合判定に従事
している医師が適合判定に必要な基
礎的知識と技術を習得する。 

身体障害者更生相談所、病院、診療所
等において、視覚障害者の補助具の適
合判定に従事する、あるいは今後従事
する予定の医師 

7月27日(木) 
～7月29日

(土) 
50 

64 
(64) 

⑫発達障害者地域支
援マネジャー研修会
（基礎研修） 

発達障害地域支援マネジャーに必要
な市町村・事業所等支援、医療機関
との連携などに関する専門的知識・
技術を習得する。 

各都道府県等が配置する発達障害者地
域支援マネジャー（予定を含む）であ
って、下記の①もしくは②を満たす者
①発達障害者支援センターに配置され
る地域支援マネジャーで所属長の推薦
がある者 
②発達障害者支援センター以外の機関
に配置される地域支援マネジャーで都
道府県等所管部局長の推薦がある者 

8月2日(水) 
～8月4日(金) 

70 
57 
(57) 

⑬義肢装具士研修会 義肢装具士の現任訓練のため、必要
な専門的知識と技術を習得させるこ
とを目的とする。 

義肢装具士 
8月3日(木) 

～8月5日(土) 
10 

7 
(7) 

⑭義肢装具等適合判
定医師研修会 ＜第
74回＞ 

義肢装具の適合判定業務に従事して
いる医師が義肢装具等適合判定に必
要な基礎的知識と技術を習得する。 

義肢装具等の適合判定に従事する医師 【前期】  
8月23日(水)
～8月25日

(金) 
【後期】 

11月29日(水) 
～12月1日

(金) 

100 
120 
(120) 

⑮言語聴覚士研修会 聴覚障害、音声機能障害及び言語機
能障害のリハビリテーションに従事
する言語聴覚士が業務に必要な専門
的知識及び技術を習得する。 

言語聴覚士の免許を有する者 
 9月8日(金) 
～9月9日(土) 

30 
50 
(50) 

⑯サービス管理責任
者等指導者養成研修
会 

都道府県における個別支援計画作
成・評価者に対する研修等を行う中
核的人材を養成する。 

(1)都道府県研修において企画・運営又
は講師として携わる中心的な役割を担
うことが見込まれる者で指定の要件を
満たし、かつ都道府県が推薦する者
(235名) 
(2)「サービス管理責任者研修」又は「児
童発達支援管理責任者研修」を担当し
ている都道府県職員で、原則として、
企画・運営又は講師の役割を担う者(47
名)   
(3)国立更生援護機関職員で指定の要
件を満たし、かつ所属長が推薦する者
(10名) 

9月20日(水) 
～9月22日

(金) 
292 

289 
(289) 

⑰国リハ ASD 支援者
連携セミナー（第1
回） 

ASD の特性と個別支援の基本的な考
え方を理解し、連携のポイントとな
るアセスメントを中心に、支援計画
立案・実習・再アセスメントの実践
を通じて、支援の実践力充実を図る。 

知的障害・発達障害福祉の分野で現に
自閉症児・者支援に３年以上従事、も
しくは当センター主催の「自閉症支援
入門研修会」を受講した者 

9月27日(水) 
～9月29日

(金) 
10 

12 
(21) 

⑱知的障害者更生相
談所知的障害者福祉
司等実務研修会 

知的障害者福祉司等が業務遂行に必
要な専門的知識および技術を習得す
る。 

知的障害者更生相談所職員 10月4日(水) 
～10月6日

(金) 
60 

28 
(28) 

⑲理学療法士研修会 身体障害者のリハビリテーションに
従事する理学療法士が実務に必要な
専門的知識及び技術を習得する。 

現に理学療法に従事している者で、理
学療法士の免許を有する者 

10月12日(木) 
～10月13日

(金) 
20 

 
20 
(20) 

⑳発達障害者地域支
援マネジャー研修会
（応用研修） 

発達障害地域支援マネージャーに必
要な市町村・事業所等支援、医療機
関との連携などに関する専門的知
識・技術を習得する。 

①当センター開催の「発達障害者地域
支援マネジャー研修会（基礎研修）」
の修了者②当センター開催の「発達障
害者地域支援マネジャー研修会（応用
研修）」の修了者で、修了したものと
は別のコースの受講を希望する者 

10月18日(水) 
～10月20日

(金) 
70 

38 
(38) 

㉑リハビリテーショ
ン心理職研修会 

障害者の心理判定等業務に従事する
職員が業務に必要な専門的知識及び
技術を習得する。 

 障害者支援施設、リハビリテーション
病院等で現に心理判定等の業務に従事
する心理職の者 

10月25日(水) 
～10月27日

(金) 
20 

30 
(38) 

㉒リハビリテーショ
ン看護研修会 

リハビリテーション看護及び知的障
害・発達障害の看護に必要な専門的
知識を習得する。 

リハビリテーション看護または知的障
害・発達障害の看護に２年以上従事し、
看護師、准看護師の免許を有している
者 

10月31日(火) 
～11月2日

(木) 
50 

40 
(40) 
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研 修 会 名 目      的 受 講 資 格 研修期間 定員 
受講者 
(申込者) 

㉓更生相談所長等研
修会 

更生相談所の所長等が地域リハビリ
テーション、利用者処遇、福祉機器
の活用等医学的な意見交換等を含め
た研修を行い更生相談所の役割機能
を十分に果たすための専門的知識を
習得する。 

更生相談所に勤務する職員 

11月9日(木) 
～11月10日

(金) 
50 

21 
(21) 

㉔作業療法士研修会 身体障害者のリハビリテーションに
従事する作業療法士が実務に必用な
専門的知識及び技術を習得する。 

病院や障害者支援施設等において高次
脳機能障害の作業療法に従事している
者又は今後従事する予定のある者で、
かつ作業療法士免許取得後５年以下の
者 

11月9日(木) 
～11月11日

(土) 
20 

20 
(32) 

㉕盲ろう者向け通
訳・介助員養成担当
者等研修会（派遣コ
ーディネーターコー
ス） 

都道府県等が実施する盲ろう者向け
通訳・介助員派遣事業のコーディネ
ーター研修について、当該研修カリ
キュラムの考え方を理解させること
を目的とし、派遣コーディネーター
の役割を果たす者を養成する。 

都道府県・指定都市・中核市が実施す
る盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業
にかかるコーディネート業務に携わっ
ている者又は今後携わる予定の者 

11月16日(木) 
～11月18日

(土) 
20 

20 
(20) 

㉖知的障害支援者専
門研修会 

知的障害児・者支援施設等の職員が
支援に必要な専門的知識・技術を習
得する。 

児童発達支援センター・知的障害福祉
関係施設等において知的障害児・者支
援に３年以上従事する者 

11月20日(月) 
～11月22日

(水) 
40 

45 
(45) 

㉗国リハ ASD 支援者
連携セミナー（第２
回） 

ASD の特性と個別支援の基本的な考
え方を理解し、連携のポイントとな
るアセスメントを中心に、支援計画
立案・実習・再アセスメントの実践
を通じて、支援の実践力充実を図る。 

知的障害・発達障害福祉の分野で現に
自閉症児・者支援に３年以上従事、も
しくは当センター主催の「自閉症支援
入門研修会」を受講した者 

12月4日(月) 
～12月6日

(水) 
12 

12 
(17) 

㉘視覚障害者用補装
具適合判定医師研修
会（第２回） 

視覚障害者用補装具適合判定に従事
している医師が適合判定に必要な基
礎的知識と技術を習得する。 

身体障害者更生相談所、病院、診療所
等において、視覚障害者の補助具の適
合判定に従事する、あるいは今後従事
する予定の医師 

12月7日(木) 
～12月9日

(土) 
50 

68 
(68) 

㉙音声言語機能等判
定医師研修会 
 
 

音声・言語・そしゃく機能障害の判
定業務に従事している医師が判定に
必要な基礎的知識と技術を習得す
る。 

身体障害者更生相談所又は病院等にお
いて、音声言語・嚥下障害をもつ身体
障害者に対する判定に従事する耳鼻咽
喉科医 

12月12日(火) 
～12月14日

(木) 
30 

9 
(9) 

㉚身体障害者補助犬
訓練者研修会 

身体障害者補助犬の訓練に従事して
いる者が訓練に必要な専門的知識及
び技術を習得する。 

身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬及
び聴導犬）の訓練業務に従事している
者並びに身体障害者補助犬の育成、普
及・啓発を担当する都道府県、指定都
市及び中核市の担当者 

2月5日(月) 
～2月9日(金) 

20 
11 
(11) 

㉛発達障害地域生
活・就労支援者研修
会 

発達障害者の就労移行支援に必要な
知識・技術を習得する。 

①発達障害者の地域生活支援等を行っ
ている法人等の職員で、所属の長の推
薦がある者。 
②発達障害者支援センター職員または
発達障害者地域支援マネジャーで就労
支援や地域生活支援に関する業務を担
っていて、所属長の推薦がある者。 
③各都道府県・指定都市における発達
障害福祉の担当者で、所属長の推薦が 
ある者。 

2月14日(水) 
～2月16日

(金) 
70 

60 
(67) 

㉜自閉症支援専門研
修会 

自閉症児・者支援に従事している者
が特に対応が困難な事例への支援技
術を習得する。 

知的障害・発達障害福祉の分野で現に
自閉症児・者支援に３年以上従事、も
しくは当センター主催の「国リハＡＳ
Ｄ支援者連携セミナー（旧自閉症トレ
ーニングセミナー）を受講した者 

2月27日(火) 
～2月28日

(水) 
40 

48 
(79) 

㉝手話通訳士専門研
修会 

手話通訳士がより高度な通訳技術が
要求される通訳場面に対応できる専
門的知識と技術を習得する。 

手話通訳関連業務に従事している手話
通訳士 

3月8日(木) 
～3月10日

(土) 
20 

23 
(23) 

合 計 33回 － － － 1,954 1,810 
(1,977) 

（注）受講者数は、受講決定者数を計上。 

 

（２）脳卒中リハビリテーション看護認定看護師教育課程 

  本教育課程は、日本看護協会が認定する脳卒中リハビリテーション看護分野の認定看護師の教育機

関として、平成 22年 10月 21日全国で５番目に認定され、平成 23年 10月から開講し、本年は開講７

年目となる。平成 27年度に日本看護協会が定める認定看護師教育基準カリキュラムが、最新の知見や

時勢を反映させるため改正され、平成 28年度の診療報酬改定では、特掲診療報酬「排尿自立指導料」

において脳卒中リハビリテーション看護認定看護師も算定可能要員となったため、学習内容に盛り込
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まれた。さらに、日本看護協会では、これまで安全で質の高い医療に貢献できる「特定行為に係る看

護師の研修制度」の活用を推進している。27年度年からは、認定看護師を対象とした特定行為研修を

実施し、臨床実践者として、かつ特定行為研修（研修機関、協力施設）の指導者養成を開始している。

30年度からは基準カリキュラムの共通科目の中にこれら特定行為研修の科目を組み込んだ内容が提

示される方向であり、教育内容の見直しと、組み込む教科目の検討を行った。単年度でのカリキュラ

ム改正が続く中、当教育課程と平行した準備検討により、基準カリキュラムを遵守し安定した研修を

行った。 

① 教育課程の概要 

本教育課程の目的は、脳卒中リハビリテーション看護分野において、専門的知識と看護技術を用

いて水準の高い看護を実践することができ、それを基盤として他の看護師への指導・相談を行い、

また自らの実践力を自律的に向上できる認定看護師の育成である。 

開講期間は、９月１日から翌年３月31日までの７カ月間で、カリキュラムは次のとおりである。 

 

表５－10 カリキュラム                                (平成 29年度) 

教科目名 時間数 教科目名 時間数 

<共通科目> 

１．看護管理 

２．リーダーシップ 

３．文献検索・文献講読 

４．情報管理 

５．看護倫理 

６．指導 

７．相談 

８．臨床薬理学 

９．医療安全管理 

10．対人関係 

                                  小計 

<専門基礎科目> 

１．脳卒中リハビリテーション看護概論 

２．脳卒中の病態生理と診断および治療 

３．脳卒中機能障害とその評価 

４．脳卒中患者・家族の理解 

                                小計 

 

15 

15 

15 

15 

15 

15 

15 

15 

15 

15 

150 

 

15 

45 

45 

30 

135 

<専門科目> 

１．脳卒中急性期重篤化回避の支援技術 

２．早期離床と日常生活活動自立に向けた支援技術 

３．生活再構築のための援助技術 

４．脳卒中患者への社会的な支援技術 

                                    小計 

 

<演習> 

学内演習 

 

<臨地実習> 

臨地実習 

 

                             総時間数合計 

 

45 

45 

30 

15 

135 

 

 

60 

 

 

180 

 

660 

本教育課程のカリキュラムおよび教育内容は、次のとおりとなっている。 
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表５－11 教育内容 

＜共通科目＞                                    （平成 29年度） 

授業科目 授 業 内 容 教育方法 

看 護 管 理 
・看護の質向上のための看護サービス管理･組織運営に関する基礎的知識を学習する。 

・認定看護師の組織への貢献、看護管理者との関係、期待される役割について学習する。 
講義 

リーダーシップ 
・基本的なグループプロセス、マネージメント、リーダーシップについて学習する。 

・認定看護師に求められるリーダーシップについて学習する。 
講義 

文 献 検 索 

文 献 講 読 

・文献の意義、種類、検索方法（医中誌 Web、Cinii等）、活用、文献講読の実際について学習する。 講義 

演習 

情 報 管 理 

・パソコンにおける情報の取り扱い、Microsoft Officeの操作における問題点、レポート作成及びプレ

ゼンテーションの技法、データ分析の基本について演習する。 

・看護記述の分析とプレゼンテーションの実際について学習する。 

講義 

演習 

看 護 倫 理 

・看護倫理の本質、意義について生命倫理、歴史的な社会の倫理への考え方の変遷を踏まえて理解する。 

また、看護及びリハビリテーションの倫理を基盤に看護実践における看護倫理の在り方につい 

て具体例と共に考える。 

・障害者の定義、社会保障、権利擁護や倫理について学習する。 

講義 

指 導 
・教育の理論、教育における評価の意義、その方法について学習する。 

・教育指導に反映する人間関係・諸理論について学習する。 
講義 

相 談 
・認定看護師の役割であるコンサルテーションについての定義や基本的な考え方、具体的展開について

の知識を学習する。 
講義 

臨 床 薬 理 学 
・安全確実な薬剤投与・管理を行うため、薬剤の投与方法、薬物動態、薬剤相互作用、副作用、薬理効

果に影響を与える因子等について学習する。 
講義 

医 療 安 全 管 理 
・医療安全管理の取り組みの経緯を知り、事故発生のメカニズム、事故防止のための具体的な実践につ

いて学習する。 
講義 

対  人  関  係 

・実践の場において何らかの問題に直面し悩んでいる対象に対して対象の話を聞きながら共感的に対象

の経験や気持ちを理解しようとする上で必要な面接の機能や進め方など基本的な知識や技法について

学習する。 

講義 

演習 

 

＜専門基礎科目＞ 

 

＜専門科目＞ 
授業科目 授 業 内 容 指導方法 

脳卒中急性期重

篤化回避の支援

技術 

・合併症に対する予測、アセスメント、看護ケアの実際について学習する。 

・急性期治療と看護について症例をもとに学習する。 講義 

早期離床と日常

生活活動自立に

向けた支援技術 

・急性期の早期離床と基本的動作獲得のための支援技術とリスク管理について学習する。 

・日常生活動作の自立と代償手段獲得における支援技術と基本的介入について学習する。 
講義 

演習 

生活再構築のた

めの支援技術 

・脳卒中患者の生活再構築にむけた全人的支援とは何かについて問いなおし、具体的な精神・心理的支援方法を

学習する。 

・運動機能障害、高次脳機能障害者をもつ患者や家族に対する日常生活の支援、障害を認知する過程および受容

でのプロセスにおける支援について学習する。 

講義 

演習 

脳卒中患者への

社会的な支援技

術 

・脳卒中患者の社会生活を支援する行政の役割と取組み、多職種チームの協働、地域医療連携、社会保障制度の

活用について具体的な事例を基に脳卒中回復支援ケアマネジメントについて学習する。 講義 

 

授業科目 授 業 内 容 指導方法 

脳卒中リハビリテ

ーション看護概論 

・日本における脳卒中の動向や脳卒中リハビリテーション保健医療福祉の現状と課題、障害概念の捉え方、

脳卒中リハビリテーション看護における看護概念を学習し、自己の受講目的と脳卒中リハビリテーション看

護認定看護師の役割を明確化する。 

講義 

脳卒中の病態生理

と診断および治療 

・脳卒中における病態生理、診断及び治療、危険因子の管理について学習する。 

・脳卒中の分類、病態生理、診断および治療についてエビデンスに基づき学習する。 

・脳卒中の再発予防と主な障害、問題点に対する治療、リハビリテーションについて学習する。 

講義 

脳卒中機能障害と

その評価 

・脳卒中患者の循環・栄養・代謝・免疫機能の評価及び感覚、運動について評価するためのフィジカルアセスメ

ント方法を学習する。 

・意識障害発生のメカニズムと意識障害評価、ＮＩＨＳＳのスコアの取り方を学習する。 

・認知障害・高次脳機能障害のメカニズム、フィジカルイグザム、診断、障害認定、施策について学習する。 

講義 

演習 

脳卒中患者・家族

の理解 

・脳卒中発症が患者や家族にもたらす心理的影響と介入の実際について学習する。 

・脳卒中患者、家族の理解のための諸理論について学習する。 

講義 

演習 
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＜臨地実習＞ 

講義終了後、認定看護師としての知識と技術を修得することを目的に、日本看護協会制度委員会

が指定する実習時間数を定めている。29年度は急性期実習 12日間、回復期実習 11日間、学内実習

１日間であった。また、生活期実習を学内演習に組み入れ２日間の見学研修として実施した。実習

目的は、学内で学んだ知識・技術・態度を臨床において実践し、考察を深め、理論と実際を統合す

ることにより脳卒中リハビリテーション看護認定看護師としての能力を養うこととし、以下のよう

な目標を置いている。 

１．認定看護師としての高度な看護実践 

１）脳卒中の回復過程において、対象の病態から脳組織への影響に基づいた臨床判断を的確に行い、身

体の状態に合わせた重篤化回避のための看護が実践できる。 

２）対象の病態、身体機能障害、認知機能障害のアセスメントを行い、身体状態に合わせた適切なリハ

ビリテーション看護を実施することができる。 

３）対象および家族の生活を理解し、人としての全体像や発症前の暮らしを把握し、生活再構築のため

の支援を実践することができる。 

４）脳卒中再発予防のための健康管理に関する看護を実践することができる。 

５）療養生活を継続するために必要な対象を取り巻く環境を査定し、対象及び周囲に対して包括的な支

援を実践することができる。 

２．チーム医療における認定看護師としての役割発揮 

１）チーム医療を推進するために、認定看護師として多職種と協働ができる。 

２）脳卒中リハビリテーション看護の実践をとおして認定看護師としての役割モデルを示し、看護スタ

ッフへの指導、相談に対応できる。 

３）認定看護師としての活動を総合的に理解し、自らの役割発揮のありようを検討することができる。 

３．看護の探究 

１）自己の看護実践を文献活用して振り返り、必要な課題を見出すことができる。 

４．適切な倫理実践 

１）患者・家族の擁護者として、倫理に基づいた支援を実践することができる。 

実習は、脳卒中を発症した患者を受け持ち、患者に対して看護ケアを提供することを通して看護

過程を展開することにより、高度な看護実践能力を培うとともに、臨床の医療チームの中で研修会

やケアカンファレンスを企画し、臨床で認定看護師としての質の高いケアを構築するための役割発

揮の仕方を学習する。この両側面からの脳卒中リハビリテーションの対象となる患者に対する包括

的アプローチを展開し、そのプロセスを通じて、組織の中で認定看護師に必要な「実践」、「指導」、

「相談」のスキルを学習する。 

＜学内演習＞ 

28年度からは基準カリキュラムの学習内容の項目に沿って看護過程、急性期・回復期の実践演習

を行った。また、訪問看護ステーションでの生活期研修を行い、事例を整理しながら急性期から生

活期の経過を念頭に置き、臨地実習に繋げることとした。 

ケースカンファレンス、看護職に対する相談・指導の項目では、実習終了後、実習で受け持った

患者の看護ケアや実習病棟での指導や学習会などの再演を行った。エビデンスの再確認、企画準備

の振り返りなどから研修生各自に新たな気づきがあった。さらにケーススタディでは実習で受け持

った２事例をまとめ、看護ケアをより深く探究したその成果を、教育課程内で発表した。最後のプ

レゼンテーションの項目では、自己の課題、自分自身の分析から自部署での活動抱負、活動計画を

発表した。実習施設の指導者や自部署管理職の方を前に認定看護師活動を見据えた意見交換ができ、

明確な目標を設定できた。 
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これらの演習項目であるプレゼンテーションには実習施設の指導者が参加し、10名全員の研修生

が発表、意見交換を通してよい学習機会となった。 

② 教育課程の修了 

修了試験は、全ての履修時間を終えた後に行われる。その合格をもって教員会に諮り、承認の上、

総長によって修了を許可される。 

③ 教育課程の運営 

本教育課程は､日本看護協会認定部の認可のもと、組織されている。教育運営に当たり、規程に基

づいて､外部委員を含めた入試委員会、教員会を設け、外部評価を受けながら実施されている。 

＜入学試験委員会＞ 

入学試験委員会は、学院規則に基づいて設置され、年に２～３回開催し、入学試験方針、実施要

領、合格者に関する事項を審議する委員会である。入学試験委員会は、委員長である学院長、委員

である大学等看護教育機関の教授及び医療機関の脳卒中リハビリテーション看護領域の看護職等か

らなる合計８名によって構成され、平成 29年度は５月 22日、平成 30年１月 22日の２回開催した。 

＜教員会＞ 

教員会は、学院規則に基づいて設置され、年に２～３回開催し、本教育課程のカリキュラム、シ

ラバス、教育担当者並びに研修生の修了の可否等を審議する委員会である。教員会は、会長に学院

長、会員に大学等看護教育機関の教授、学会関係者及び医療機関の管理者・専門看護師の合計８名

によって構成され、平成 29年度は５月 23日、平成 29年２月 27日の２回開催した。 

④ 28年度の教育課程の実施状況 

（ア）開講期間は、平成 28年９月 1日～平成 29年３月 24日であった。 

（イ）研修生の応募状況及び入学者の概況 

平成 29年度研修生の募集に向け、募集要項を各都道府県看護協会に送付するとともに、当セン

ター及び日本看護協会のホームページに掲載を行った。募集人員定数は 20名で、平成 29年度は

10名の受験者があり、入学試験（平成 29年１月 13日、５月 15日筆記試験及び面接試験）を実

施した結果、10名が合格した(合格率 100％)。 

研修生は、日本看護協会の規程により臨床経験５年以上を専門分野で経験しているものという

条件の下で募集しており、10名の年齢は 27～44歳の範囲にあり、臨床経験は５年～18年の範囲

にあった。在籍している所属施設所在地は、青森県１名、栃木県２名、宮城県１名、茨城県 1名

埼玉県２名、東京都２名、大阪府 1名、であった。過去３年間の研修生の背景の概要は次のとお

りである。 

表５－12 研修生の背景の概要  

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

年 齢 27-44歳 平均 35.5歳 
20代：１名 

 30代：６名 
          40代：１名 

27-44歳 平均 35歳 
20代：２名 

 30代：６名 
        40代：２名 

27歳－44歳 平均 33.3歳 
20代：５名 
30代：３名 
40代：２名 

臨 床 経
験 年 数 

60-232ヶ月 
平均 155ヶ月 

60-204ヶ月 
平均 120ヶ月 

65-252 ヶ月 
 平均 117ヶ月 

性 別 男性４  女性４ 男性４  女性６    男性３ 女性７ 

施 設 
所 在 地 

北海道１  岩手１ 
群馬１ 神奈川１ 
千葉２  埼玉１ 

愛媛１ 

岩手１  群馬１ 
長野１  宮城１ 
福島１  埼玉１ 
東京２  香川１ 

大分１ 

青森１  東京２ 
茨城１  栃木２ 
埼玉２  宮城１ 

大阪１ 
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（ウ）教員体制 

講師人数：日本看護協会認定部の制度委員会より非常勤講師を 50名以下に減らすよう指導を受

け、徐々に整理され、平成 27年度は全講師数 56名（うち本センター内に所属する講師 14名）、

平成 28年度は全講師数 46名（うち本センター内に所属する講師 14名）、平成 29年度は全講師数

49名（うち本センター内に所属する講師 14名）である。 

教員は、主任教官１名と専任教官１名（専従）、看護部からの併任看護師（脳卒中リハビリテー

ション看護認定看護師）２名、非常勤１名であり、教育課程開講中は４名の教官（看護部併任看

護師を含む）と協力者とで教育業務にあたった。 

（エ）29年度教育内容の概況 

日本看護協会認定部での基準カリキュラム見直し後の新基準カリキュラムに沿った内容を実施

した。本教育課程は、９月から翌年３月までの７か月の研修期間の中で、前述のように、講義 420

時間、学内演習 60時間、実習 180時間を実施している。このうち、講義は９月から 11月までの

３か月間で実施し、その過程において教科目毎の試験及びレポートにより評価を行い、全員が合

格し、臨地実習に臨んだ。 

実習は、平成 29年 12月より急性期実習 12日間、回復期実習 11日間を開講した。１施設に研

修生２名を配置し、実習施設は、急性期実習５施設、回復期実習５施設の計 10施設であった。実

習評価は、自己評価の後、臨床実習指導者及び教官によって行われた。 

学内演習は、一部９月から開始し、事前に看護過程について学習した。また、訪問看護ステー

ションでの生活期研修については、見学研修を実施した。 

実習終了後は学内演習の内容をすすめ、ケースカンファレンス、看護職への指導・相談、ケー

ススタディ、プレゼンテーションを効率よくすすめた。実習終了後には、最終的な事例の整理を

行い、今後の活動抱負について自己の課題と分析を踏まえながら学習にかかわった内外の教育課

程の指導者及び教官の前で発表し実践を振り返る場を設定していたため、それに向けて実践して

きたケアの振り返りや討議を個別及びグループで行った。発表会は、10名全員が臨み、出席した

実習関係者からの質疑に答え、さらに討議を繰り返し学習が深められた。修了試験は、平成 30

年３月に実施し、修了試験受験資格のある 10名が受験し、全員が合格した。また、修了後は、入

学前に所属していた医療機関に10名が復職し、看護実践活動を開始した。 

⑤ フォローアップ研修 

日本看護協会で認定されている認定看護師教育課程では、資格取得後に臨床で実践している認定

看護師へのフォローアップ研修が必要である。本教育課程では、a.所属機関の中で認定看護師とし

て研修会やケースカンファレンスを企画し、現場のケア能力を高めること、b.実践的ケアを行い自

己のケア技術を高めること、c.臨床での経験を伝え合う認定看護師間の交流の場を設けることを目

的に研修会を開催している。 

29年度は１回の研修会を開催した。特掲診療報酬「排尿自立支援指導料」に関する算定要因にか

かわる職種としての役割が明確となったことから、排尿自立支援指導料」に関する研修会「下部尿

路機能障害の病態・診断・治療・予防」、「下部尿路機能障害を有する患者の排尿自立にむけたケア」

というテーマで講義と演習を行った。また修了生からの事例報告「看護職及び職場内スタッフへの

指導」というテーマで実際におこなった指導場面について再現を行い、グループワークを実施した。 

36名の参加があり研修会受講証明書を発行した。 

教育課程開講後、これまでに通算８回のフォローアップ研修会を開催し、修了生の満足度は高く、
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今後の自身の認定看護師活動の方向性を見出す機会となり、実益ある機会となっている。 

⑥ 教育課程の評価 

（ア）教育体制の確保 

平成 26年７月から新たに主任教官１名が着任し、病院看護部併任の看護師１名が専従した。平

成 27年 10月からさらに病院看護部併任看護師１名が専従し、病院看護部との連携協力により教

育体制を強化した。29年度からは主任教官 1名、専任教官 1名、協力者 1名で対応した。 

（イ）認定看護師認定審査結果 

平成 30年度５月に行われた認定審査には、6期生修了者 1名、７期生修了者 10名が受験した。

結果 6期生 1名、7期生 9名の 10名が合格した。当教育課程の合格率 90.9％であった。 

全 4箇所の教育課程（当教育課程を含む）の受験者数は 56名、合格者 48名、不合格者 8名、

合格率は 85.7％であった。（21全分野受験者数 1480名、合格者 1293名、合格率 87.4％） 

⑦ 脳卒中リハビリテーション看護認定看護師教育課程の課題 

（ア）研修生の募集に関して 

開講年度からから今年度までの研修生数は、第１期生 10名、第２期生 13名、第３期生 15名、

第４期生 10名、第５期生８名、第６期生 10名、７期生 10名。研修生数は入学定数の 20名に近

づきつつあったが、入学者数としては停滞している。他の教育課程もほぼ同じ傾向にある。日本

看護協会認定部の方針は認定看護師養成課程を特定行為研修へと変更する意向があり、認定看護

師の名称や制度そのものについて、認定看護師制度再構築の検討が進められているさなかである。

この中にあって、閉校や休校する教育機関が散見される。脳卒中リハ看護分野では全国に７つの

指定教育機関があったが、３校が閉講し、平成 29年度は４校となっている。定員割れの状況には

教育機関の自助努力と工夫もあるが様々な外的要因が大きく関係している。当教育課程ではホー

ムページのタイムリーな更新や学会開催時などにＰＲ活動を進めている。学院養成学科とのオー

プンキャンパスの同時開催など、広報活動を展開した。専門職育成の意欲の高い医療機関からは

評価を得てきている。さらなる研修生募集の努力は今後も必要である。昨今の研修生募集には苦

慮する状況が続き、簡単に解決できる策はなかなか見つけにくいところである。近接する教育課

程の動向を見極めて、募集計画を立て随時見直し、時期をずらし入学試験を２回行うなど柔軟な

対応を継続していく。また、指定教育機関同士の連絡連携も行い、情報収集と病院施設の動向や

ニーズの把握など研究生募集に関連する実態を把握し、早急な対応を行う。 

研修生の傾向として、年齢が 20代から 50代前半の看護師で、平均年齢 34.8歳、所属医療機関

の所在地は北海道から関東、中部にあり、関東以北の看護師が多く在籍した。また昨今関西や九

州からの問い合わせも増えてきている。この領域の教育課程の所在地のうち、本院は日本の最北

にあり、今後も引き続き関東以北の研修生の募集を強化することで研修生数の確保につながるこ

とが見込まれる。さらに、災害による影響や他教育課程の休講のため九州方面からの研修生も受

講の可能性があると考え、募集周知の範囲を広げていく。 

入学理由の中に、急性期回復期の両方の実習を組んでいること、回復期にも力点を置いて教育

している本学の特性を上げていたことから、こうした本学の特徴を踏まえたＰＲを強化すること

も効果があると考えられた。また、「特定行為に係わる看護師の研修制度」に関わる教育内容の研

修連携も始まっており、カリキュラム改正については看護職のキャリアアップの創世に貢献でき

ることもアピールする。 

ＰＲの観点からは、現代はインターネット、ＳＮＳなどから情報を速やかに受信できることか
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ら、今後はホームページを充実するよう努力し、タイムリーな更新で情報を発信する必要もある。 

（イ）認定看護試制度再構築に関して 

平成 27年 6月創設された特定行為に係わる看護師の研修制度（厚生労働省施行 研修 10月開

始）に関連した認定看護師制度再構築後の教育課程の課題として現在認定部での検討は「教育課

程修了時は、認定看護師認定審査の受験資格取得と特定行為研修の修了が同時というイメージ」

で進められている。現行制度での認定看護師の資格取得者については、新制度に移行できるよう

な支援が期待されるであろう。 

また、認定看護師の分野名称も改称される予定である。 

2020 年から特定行為に係わる看護師の研修内容を組み込んだ新基準カリキュラムでの教育が

開始され、2026 年には現行制度での認定看護師養成は終了する。しかし教育の期間や学習環境、

教科目の増大により、どの程度どのような範囲での研修が可能であるか現在は不確定である。今

後、認定部から提示された教育内容により教育継続について検討を行う。 

 

（３）研修会日程表 

表５－14  身体障害者更生相談所身体障害者福祉司等実務研修会 

日付 午   前 午   後 

5月 

16日 

（火） 

①高次脳障害・発達障害者支援の現状について (9:50～10:50) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

 臨床研究開発部長                  深津 玲子 

②車椅子（手動・電動）・座位保持装置【講義】(11:00～12:30)      

国立障害者リハビリテーションセンター 病院 

リハビリテーション部    副理学療法士長     吉田 由美子 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

福祉機器開発部  研究室長                       白銀 暁 

③車椅子（手動・電動）・座位保持装置【実習】 (13:30～15:00)  

国立障害者リハビリテーションセンター 病院 

リハビリテーション部  副理学療法士長     吉田 由美子 

理学療法士 濱 祐美 理学療法士 別役 訓子 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

福祉機器開発部 研究室長 白銀 暁 

④身体障害者更生相談所概論            (15:10～16:20) 

横浜市総合リハビリテーションセンター 

副センター長兼医療部長 高岡 徹 

⑤各障害別障害認定について 

Ⅰ 聴覚障害分野                 (16:15～17:15) 

国立障害者リハビリテーションセンター 病院 

第二耳鼻咽喉科医長           石川 浩太郎 

17日 

（水） 

⑤各障害別障害認定について 

Ⅱ 視覚障害分野              (9:50～10:40) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

第二診療部長 清水 朋美 

Ⅲ 肢体不自由者の障害認定について       (10:50～11:40) 

国立障害者リハビリテーションセンター 病院 

副院長 阿久根 徹 

⑥義肢装具について              (11:45～12:45) 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

  義肢装具技術研究部    義肢装具士長   山﨑 伸也 

⑦補装具支給制度について            (13:50～14:50) 

  厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

   企画課自立支援振興室 福祉用具専門官   秋山 仁 

⑧各身体障害種別毎の認定基準について     (14:50～15:40) 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

             企画課 課長補佐   峯 有佳 

⑨ 質疑応答 ～情報交換～          (15:50～16:50) 

    厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

    企画課 課長補佐             峯 有佳 

    企画課 自立支援振興室 福祉用具専門官  秋山 仁 
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表５－15 視覚障害生活支援研修会 

テーマ：視覚障害者に対する支援について～自立訓練（機能訓練）を中心に～ 

日付 午   前 午   後 

5月 

29日 

(月) 

①視覚障害者支援の現状について      （10:40～12:00） 

厚生労働省社会・援護局 障害保健福祉部 企画課 

 施設管理室           指導係長  野口 忠則 

 

②視機能評価と支援機器について      （13:00～13:50） 

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局      

  第一自立訓練部 視覚機能訓練課            

  講師 河原 佐和子  機能訓練専門職 中郡 史暁 

③日常生活訓練と各種用具について     （14:00～14:50）  

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局 

  第一自立訓練部 視覚機能訓練課 

    講師 鈴木 愛子  機能訓練専門職  佐々木 桂 

④パソコン（ICT機器）訓練について     （15:00～15:50） 

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局      

  第一自立訓練部 視覚機能訓練課 

  講師 一居 伸幸  機能訓練専門職 川添 一郎  

30日 

(火) 

⑤在宅支援の事例について         （10:00～10:50） 

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局   

  第一自立訓練部 視覚機能訓練課 

     課長 白浜 一  機能訓練専門職   吉田 洋美 

⑥余暇活動について            （11:00～11:50） 

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局 

  第一自立訓練部 視覚機能訓練課 

       講師 髙平 千世  機能訓練員 島﨑 咲子 

⑦移動支援（歩行訓練）について      （12:50～13:40） 

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局 

  第一自立訓練部 視覚機能訓練課 

        課長 白浜 一  機能訓練員 中郡 史暁 

⑧移動介助の方法について         （13:50～15:50） 

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局 

  第一自立訓練部 視覚機能訓練課 

        課長 白浜 一  機能訓練員 中郡 史暁 

 

表５－16 自閉症支援入門研修会 テーマ：自閉症の特性と支援の基本 

日付 午   前 午   後 

5月 

31日 

(水) 

①演習 固有のコミュニケーション方法    (11:30-13:00) 

     ～言葉がわからない人の疑似体験～ 

 国立障害者リハビリテーションセンター 

 発達障害支援・情報センター 主任企画情報専門官 林 克也 

 自立支援局秩父学園       地域支援課長 永吉 敏広 

                 地域支援課   佐山 智洋 

② 講義 幼児期・児童期の視点と課題    (14:00-15:30) 

③ 講義  幼児期・児童期支援の実際       (15:40-17:10) 

  特定非営利活動法人 発達支援研究所スプラウト 

   副理事長           熊丸 高雄 

6月 

1日 

(木) 

④ 講義 自閉症のコミュニケーション支援   (9:30-11:30) 

 国立障害者リハビリテーションセンター病院 

  第三診療部 発達障害診療室   言語聴覚士  田中 里実 

⑤自閉症の子どもをもつ家族から       (11:40-12:40) 

                  日高 まき 

⑥ 講義 支援実践からとらえた自閉症の特性  (13:40-15:10) 

⑦ 講義  自閉症成人期支援の実際       (15:20-16:50) 

 社会福祉法人 はぐくむ会 

   地域福祉相談事業      準備室長   藤平 俊幸 

2日 

(金) 

⑧ 講義 自閉症のアセスメント             (9:00-11:00) 

株式会社 スペクトラムライフ      代表      桑野 恵介 

⑨ 講義 自閉症の薬物療法～抗不安薬睡眠薬～(12:00-13:30) 

⑩ 講義 自閉症の薬物療法Ⅱ 

 ～抗精神病薬、抗てんかん薬など～     (13:40-15:10) 

医療法人 FLATS ヒルサイドクリニック  医師  荒田 智史 

 

表５－17 盲ろう者向け通訳・介助員養成担当者等研修会（養成研修企画・立案コース）  

日付 午   前 午   後 

6月 

7日 

（水） 

 ①養成コーディネート概要～養成担当者の役割とは～ 

(13:00～14:30) 

東京都盲ろう者支援センター センター長        前田 晃秀 

②通訳・介助員養成標準カリキュラムの概要～標準カリキュラム

内容を理解する～              (14:45～17:30) 

東京盲ろう者友の会    森下 摩利 

8日 

（木） 

③ 標準カリキュラムによる講習会の実践報告  (9:00～12:00) 

       沖縄聴覚障害者情報センター       田中  雄喜 

       岡山盲ろう者友の会 事務局長   村上  京子 

        東京盲ろう者友の会        森下 摩利 

④通訳・介助員養成プログラミング演習１ 

～講習ニーズの把握と評価～           (13:00～17:00) 

東京都盲ろう者支援センター長      前田 晃秀 

東京盲ろう者友の会            森下 摩利 

9日 

（金） 

⑤通訳・介助員養成プログラミング演習 2      (9:00～12:00) 

 ～標準カリキュラムに準拠した講習会の企画・立案～ 

東京都盲ろう者支援センター長 前田 晃秀 

東京盲ろう者友の会 森下 摩利 

⑥広報紙面のデザイン技法           (13:00～15：30) 

   ～人の目をひくポスター・チラシの作り方～ 

株式会社ストリートスタジオ 荒木 敏雄 
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表５－18  発達障害支援者研修会 

テーマ：気になる子どもを支援につなぐ 

日付 午   前 午   後 

6月 

14日 

(水) 

① 講義 教育との連携を考えるための基礎知識 

     ～合理的配慮の提供を中心に～    (10:30-12:00) 

 文部科学省 初等中等教育局 特別支援教育課 

     特別支援教育調査官      田中 裕一 

② 講義 発達障害の家族への支援      (13:00-14:30) 

③ 講義 ペアレント・メンターの役割と地域活動 

                      (14:40-16:10) 

 鳥取大学大学院 医学系研究科 臨床心理学講座 

   教授                井上 雅彦 

15日 

(木) 

④ 講義 子どもと家族の支援Ⅰ 

   ～うめだあけぼの学園の実践から～   (9:30-11:00) 

⑤ 講義 子どもと家族の支援Ⅱ 

   ～うめだあけぼの学園の実践から～   (11:10-12:40) 

 うめだあけぼの学園 

  副園長 児童発達支援管理責任者  作業療法士 酒井 康年 

⑥ 意見交換                (13:40-14:20) 

 国立障害者リハビリテーションセンター 

  自立支援局 秩父学園 児童指導員         久郷 英伸 

  学院 児童指導員科 教官           杉永 麻菜美 

⑦ 講義・演習 PARS-TRと評定の実際Ⅰ   (14:30-16:00) 

⑧ 講義・演習 PARS-TRと評定の実際Ⅱ    (16:10-17:40) 

  北海道大学 大学院 教育学研究院  教授       安達 潤 

16日 

(金) 

⑨ 講義・演習 PARS-TRと評定の実際Ⅲ    (9:00-10:30) 

⑩ 講義・演習 PARS-TRと評定の実際Ⅳ   (10:40-12:10) 

 北海道大学 大学院 教育学研究院  教授        安達 潤 

⑪ 行政説明 発達障害支援施策        (12:20-13:20) 

厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 

 障害福祉課 発達障害対策専門官  日詰 正文 

 

表５－19 平成 29年度相談支援従事者指導者養成研修プログラム   

日付 時間 プログラム 
時間 

(分) 
講師 

6月 

21日 

(水) 

9:45－10:40 

講堂 

1-(1)【ガイダンス】 

  ① 今後の相談支援従事者研修について 

  ・初任者研修及び現任研修の標準カリキュラム改定 

  ・主任相談支援専門員の創設および主任研修の実施 

   ② 本研修の位置付け（告示、要綱、プログラムの考え方） 

 

1-(2)【講義１】 障害者総合支援法の概要と相談支援の課題 

  ・障害福祉制度の動向 

  ・「相談支援の質の向上に向けた検討会」における議論の

とりまとめ 

55 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

障害福祉課 地域生活支援推進室 

 相談支援専門官 大平 眞太郎 

10:50－12:00 

講堂 

1-(3)【講義２】本人中心の相談支援とケアマネジメント 

  ・地域を基盤としたソーシャルワーク 

  ・相談支援の基本姿勢（価値・倫理） 

70 

大正大学 人間学部社会福祉学科  

 教授 沖倉 智美 

13:00－14:00  1-(4)【講義３】意思決定支援と権利擁護 

 ・意思決定支援ガイドラインの活用 

 ・虐待の防止と対応 

 ・成年後見制度の利用促進 

60 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障

害福祉課 地域生活支援推進室 

 虐待防止専門官 片桐 公彦 

14:10－14:50 1-(5)【演習１】振り返りと目標設定 

  ① 講義１～３を受けての振り返り 

  ② 本研修を受講するに当たっての到達目標を話し合う 
40 

進行： 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障

害福祉課 地域生活支援推進室 

 相談支援専門官 大平 眞太郎 

15:00-16:00 1-(6)【事例報告】計画的な人材育成を実施するための体制

作りについて 

  ○ 人材育成部会の体制についての事例報告 

   報告(15分)×2都道府県＋質問検討(5分)＋報告への

質問(25) 

  ○ 報告県：①大阪府  ②長野県    
60 

＜報告者＞ 

①大阪府：大阪府福祉部障がい福祉室地域

生活支援課地域生活推進 

 グループ  総括主査  松田 晃知 

②長野県：長野県健康福祉部障がい者支援

課自立支援係 主任 渡辺公恵 

＜進行＞ 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障

害福祉課 地域生活支援推進室 

 相談支援専門官 大平 眞太郎 

16:10-17:25 1-(7)【演習２】計画的な人材育成を実施するための体制作

りについて 

  ① 事例報告を受けての課題を抽出 

   ・報告事例と自都道府県との比較 

   ・自都道府県の課題の明確化 

  ② 課題の共有とまとめ 

75 

進行： 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障

害福祉課 地域生活支援推進室 

 相談支援専門官 大平 眞太郎 
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日付 時間 プログラム 
時間 

(分) 
講師 

22日 

(木) 

9:00－9:55 

講堂 

2-(1)【講義４】 ※講堂で実施 

演習 3「テーマ別演習」の受講のススメ 

 ・研修作りを意識した受講 

 ・演習を活性化させるためのファシリテーション 

55 

（全体講義）※講堂で実施 

一般社団法人 ソラティオ 

荒川区精神障害者相談支援事業 

相談センターあらかわ 所長 岡部 正文 

10:00－12:30 

各室 

2-(2)-①【演習３－１】前半 

テーマ１「本人中心のケアマネジメントプロセス」 

・ケアマネジメントスキル獲得のための演習展開の方法と工

夫 

 

（担当コア委員） 

相談支援事業所 Reve  DEO 東 美奈子 

相談センターあらかわ 所長 岡部 正文 

鶴ヶ島市生活サポートセンター 

 主任相談支援専門員 藤川 雄一 

2-(2)-②【演習３－２】前半 

テーマ２「個別の支援から地域支援への展開」 

・地域支援スキル獲得のための演習展開の方法と工夫 

 

（担当コア委員） 

沖縄大学人文学部福祉文化学科 

 准教授 島村 聡 

西宮市社会福祉協議会 相談総務係 

 係長  玉木 幸則 

貴志園相談センターゆいまーる    

 所長 冨岡 貴生 

2-(3)【講義５】各分野の概要・法改正事項・重点ポイント 

 ① 障害児支援について 

 ② 発達障害者への支援について 

 ③ 就労支援について 

 ④ 身体障害者支援（機能訓練）について 

 ⑤ 精神障害者の地域移行の推進について 

 a） 医療的支援について  

 b） 福祉的支援について 

 

 

障害児支援専門官    石井 康進 

発達障害対策専門官   日詰 正文 

就労支援専門官     村山 奈美子 

障害福祉専門官（身体） 秋山 仁 

 

地域移行支援専門官     柿澤 満絵 

障害福祉専門官（精神）  吉野 智 

13:30－17:00 

各室 

【演習３－１】後半 

「本人中心のケアマネジメントプロセス」 

・スキル獲得のための演習展開の方法と工夫 

 

(担当コア委員） 

前半に同じ 

【演習３－２】後半 

「個別の支援からの地域支援へ展開」 

・スキル獲得のための演習展開の方法と工夫 

 

(担当コア委員） 

前半に同じ 

13:15－17:00 

 

2-(4)【演習４】 

都道府県研修の実施体制について 

○相談支援体制整備と人材育成 

○法定研修実施体制 

「直営・委託・指定のメリット・デメリット」 

○３１年度に向けた体制整備 

 

（担当コア委員） 

名古屋市総合リハビリテーションセンター 

自立支援部長 鈴木 智敦 

横浜市健康福祉局障害福祉部障害福祉課 

地域活動支援係長  松浦 拓郎  

23日 

(金) 

9:00－11:00 

各室 

3-(1)【戦略会議】 ※各会場に分かれて実施 

  人材育成体制強化についての戦略会議     

  ○都道府県単位での戦略会議 

   ・初日に整理した課題に対しての解決策の検討 

  ○近隣県との連携の可能性 

  ○各会場での共有 

120 

進行 

：相談支援従事者指導者養成研修検討委員 

11:15－11:45 

講堂 

3-(2)【情報共有】 

  ○戦略会議で協議した内容を全体で共有 

30 進行： 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障

害福祉課 地域生活支援推進室 

 相談支援専門官 大平 眞太郎 

12:45－14:05 

講堂 

3-(3)【講義６】研修全体のまとめ 

  ○これまでの相談支援事業と今後への期待 

35 相談支援従事者指導者養成研修検討委員会 

 委員長 門屋 充郎 

滋賀県障害者自立支援協議会  

事務局長 中島 秀夫 
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表５－20 高次脳機能障害支援事業関係職員研修会 

日付 午   前 午   後 

6月 

29日 

（木） 

①障害者福祉制度の動向について            (9:50～10:30)  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

企画課長補佐  峯  有佳 

②高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業 

(10:30～11:50)  

国立障害者リハビリテーションセンター 

企画・情報部 高次脳機能障害情報・支援センター長 

深津  玲子 

③高次脳機能障害地域支援ネットワーク      (13:00～13:40) 

徳島大学大学院医歯薬学研究部 

地域医療福祉学分野 教授 白山 靖彦 

④生活訓練・職能訓練の実際と支援のあり方 

                                (13:40～15:00) 

名古屋市総合リハビリテーションセンター  

自立支援部就労支援課長 稲葉  健太郎 

⑤心理療法                 (15:15～16:35)  

国立障害者リハビリテーションセンター 

病院 主任心理判定専門職  菅野  博也 

30日 

（金） 

⑥高次脳機能障害の精神症状              (9:00～10:20)  

東京福祉大学社会福祉学部 教授 先崎 章 

⑦家族支援の実際                     （10:30～11:50）  

神奈川リハビリテーション病院 地域支援センター 

高次脳機能障害支援室 総括主査                  瀧澤 学 

⑧就学支援の実際                （13:00～14:00）  

千葉県千葉リハビリテーションセンター  

高次脳機能障害支援センター長               大塚  恵美子 

⑨ 高次脳機能障害者の自動車運転支援について 

   （14:10～15:10) 

国立障害者リハビリテーションセンター 

自立支援局第二自立訓練部 肢体機能訓練課  

自動車訓練室長     熊倉 良雄 

⑩グループワーク（希望者）                (15:30～16:50） 

Ａ 退院に向けた支援  （討議場所：本館1階講堂） 

Ｂ 就労に向けた支援 （討議場所：本館4階大会議室） 

 

表５－21  福祉機器専門職員研修会 

日付 午   前 午   後 

7月 

5日 

(水） 

①福祉機器関連制度の概要                (11:00～12:00) 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

企画課自立支援振興室 福祉用具専門官          秋山 仁 

②住宅と福祉用具                  (13:00～14:00)  

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

リハビリテーション部主任作業療法士 野月  夕香理 

③自助具                       (14:10～15:10) 

 国立障害者リハビリテーションセンター 病院 

リハビリテーション部 作業療法士 森口 治奈 

④福祉機器の最新の動向           (15:20～16:20) 

  国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

   福祉機器開発部長     井上 剛伸 

6日 

(木） 

⑤補聴器と聴覚障害者に対する福祉用具      (9:00～10:30) 

  国立障害者リハビリテーションセンター病院 

  第二診療部 第二耳鼻いんこう科医長      石川 浩太郎 

⑥移乗用リフト                   (10:40～12:10) 

  福祉技術研究所株式会社    市 川    洌 

 

⑦車椅子（手動・電動車椅子）・座位保持装置 

 (13:30～15:40) 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

福祉機器開発部福祉機器臨床評価研究室長 白銀  暁 

国立障害者リハビリテーションセンター 病院 

副理学療法士長 吉田 由美子 

⑧下肢装具・杖・歩行補助具の基礎知識     （16:00～17:20） 

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局 

 総合相談支援部医務課長     前野 崇 

7日 

(金) 

⑨義肢・装具                    (13:10～14:30) 

国立障害者リハビリテーションセンター 研究所 

義肢装具技術研究部 義肢装具士  久保  勉 

⑩視覚障害者に対する福祉用具             (10:30～11:50)   

国立障害者リハビリテーションセンター 

病院 リハビリテーション部生活訓練専門職 中西  勉 

⑪言語障害関連の福祉用具                (9:20～10:20) 

国立障害者リハビリテーションセンター  学院 

言語聴覚学科教官 下嶋  哲也 

⑫身体障害者が使用する自動車              (14:40～15:40) 

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局 

自立訓練部機能訓練課 自動車訓練室長 熊倉  良雄 

(16:00～16:30) 
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表５－22  発達障害者支援センター職員研修会 

日付 午   前 午   後 

7月 

12日 

(水) 

 ①講義 発達障害特性の将来への影響とＴＡＳＰの活用                         

                     (13:30-15:00) 

 浜松医科大学 子どものこころの発達研究センター 

  特任助教                       伊藤 大幸 

②講義 支援プラン作りとペアレント・プログラムの位置づけ                 

                     (15:10-17:10) 

 名古屋学芸大学 ヒューマンケア学部 

  講師             浜田 恵 

13日 

(木) 

③講義 インクルーシブな間接支援      (9:30-11:00) 

④ワークショップ  

  ペアレント・プログラムの実際Ⅰ     (11:10-12:40) 

 中京大学 現代社会学部   教授         辻井 正次 

⑤ワークショップ 

 ペアレント・プログラムの実際Ⅱ     (13:40-15:40) 

⑥講義 ＪＡＳＰＥＲの基本        (15:50-16:50) 

⑦ワークショップ                (17:00-18:00) 

 ＰＥＥＲＳによる対人関係支援の普及方法                       

中京大学 現代社会学部   教授      辻井 正次 

14日 

(金) 

⑧講義 くせとこだわりの理解と対応     （9:30-11:00） 

東京大学医学部附属病院 こころの発達診療部 

             部長         金生 由紀子 

⑨講義 吃音症の理解と対応         （11:10-12:40） 

国立障害者リハビリテーションセンター 

  学院長         森 浩一 

⑩行政説明 発達障害者支援センターの役割と展望 

                     (13:40-14:40) 

 意見交換 質疑・応答                 (14:40-15:30) 

 厚生労働省 社会・援護局 障害福祉課 

  発達障害対策専門官      日詰 正文 

 

表５－23  補聴器適合判定医師研修会 

日付 午   前 午   後 

7月 

19日 

(水) 

①補聴器の基本と特性                 (9:30～10:45) 

東京都心身障害者福祉センター               柴崎 美穂 

②補聴器外来におけるフィッティングの基礎 

 (11:00～12:00) 

国立障害者リハビリテーションセンター 

病院 石川 浩太郎 

③障害者総合支援法・補装具費支給         (13:10～14:10) 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

企画課自立支援振興室 秋山  仁 

④聴覚障害者意見書の記入                (14:25～15:45) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院   石川  浩太郎 

⑤補装具費支給意見書の記入                (16:00～16:30) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院   石川  浩太郎 

20日 

(木) 

⑥補聴器フィッティングの実際１             (8:45～10:15) 

済生会宇都宮病院耳鼻咽喉科                   新田 清一 

⑦補聴器フィッティングの実際２            (10:30～12:00) 

済生会宇都宮病院耳鼻咽喉科                   新田  清一 

⑧耳型、イヤーモールドの意義              (13:10～14:10) 

奈良県立医科大学耳鼻咽喉・頭頸部外科          西村  忠己 

⑨耳型採取実習                     (14:30～16:00) 

奈良県立医科大学耳鼻咽喉・頭頸部外科          西村  忠己 

国立障害者リハビリテーションセンター病院    石川  浩太郎 

21日 

(金) 

⑩補聴器の構造・機能とソフトウェア         (8:45～9:45) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院    石川  浩太郎 

日本補聴器工業会                       成沢 良幸 

⑪補聴器フィッティング実習（基礎編）      (10:00～12:00) 

目白大学耳科学研究所クリニック                岡野  由実 

済生会宇都宮病院耳鼻咽喉科                   鈴木  大介 

北里大学医療衛生学部                         原  由紀 

国立障害者リハビリテーションセンター病院      小林  美穂 

⑫補聴器フィッティング実習（応用編）      (13:10～16:30） 

目白大学耳科学研究所クリニック                岡野  由実 

済生会宇都宮病院耳鼻咽喉科                   鈴木  大介 

北里大学医療衛生学部                        原  由紀 

国立障害者リハビリテーションセンター病院      小林  美穂 

22日 

(土) 

⑬小児難聴患者の補聴器適合と療育           (8:45～10:15) 

国立障害者リハビリテーションセンター学院       北  義子  

⑭補聴効果の評価、補聴器適合検査         (10:30～12:00) 

北里大学医療衛生学部                           佐野  肇 

⑮補聴器、人工内耳、人工中耳の最新事情    (13:00～14:30) 

国際医療福祉大学三田病院                       岩崎  聡 
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表５－24  視覚障害者用補装具適合判定医師研修会（第 1回） 

日付 午   前 午   後 

7月 
27日 

（木） 

①視覚障害者支援と補装具概論              （9:30～10:30） 

国立障害者リハビリテーションセンター 
病院 第二診療部 清水  朋美 

②実習Ⅰ（含講義）                    （10:40～12:00） 

・ハイパワープラスレンズ眼鏡・遮光眼鏡 
国立障害者リハビリテーションセンター 

病院 第二診療部 林 知茂 

リハビリテーション部  三輪  まり枝 
山田 明子、西脇 友紀 

③実習Ⅱ（含講義）                      （13:00～15:15） 

・偏心視のアドバイス 
・必要倍率の安定方法・拡大鏡・弱視眼鏡 
・拡大読書器 

国立障害者リハビリテーションセンター 
病院リハビリテーション部三輪 まり枝山田明子、西脇友紀 

④実習Ⅲ（含講義） 

 ガイド・疑似体験               （15:30～17:15） 
国立障害者リハビリテーションセンター 
病院 リハビリテーション部         中西  勉 遠藤 律子 

第二診療部 清水 朋美、林 知茂 
学院 松﨑 純子 

自立支援局 河原 佐和子 

28日 

（金） 

⑤視覚リハビリテーション              （9:00～9:20） 
国立障害者リハビリテーションセンター 

病院 第二診療部 清水  朋美 

⑥日常生活用具                    （9:20～9:50） 
 国立障害者リハビリテーションセンター 

学院 視覚障害学科 松﨑 純子 

⑦IT機器（タブレット型端末）            （9:50～10:20） 
国立障害者リハビリテーションセンター 

病院 第二診療部  林 知茂 

⑧実習Ⅳ                          （10:30～12:00） 
・弱視眼鏡・拡大鏡・義眼 
・拡大読書器・日常生活用具・IT機器（音声パソコン）  

国立障害者リハビリテーションセンター 
病院 リハビリテーション部・第二診療部 

三輪・山田・西脇・中西・遠藤 

⑨視覚障がい者スポーツ              （12:00～12:10） 
国立障害者リハビリテーションセンター 

病院 第二診療部 林 知茂 

⑩小児のロービジョンケア             （13:15～13:35） 
国立障害者リハビリテーションセンター 

病院 リハビリテーション部 三輪 まり枝 

⑪ロービジョンケアの連携（総論）       （13：35～14：15） 
公益社団法人北海道勤労者医療協会 勤医協札幌病院  永井 春彦 

⑫ロービジョンケアの連携（各論）        （14:25～15:35） 

京都大学医学部附属病院 横田 聡 
東京都視覚障害者生活支援センター 長岡  雄一 
公益社団法人 東京都盲人福祉協会 山本  和典 

浜松視覚特別支援学校 田中  恵津子 
堺市立健康福祉プラザ 視覚・聴覚障害者健康プラザ    原田  敦史 
社会福祉法人 北九州市福祉事業団 

 北九州市立介護実習・普及センター 武田 貴子 
公益社団法人北海道勤労者医療協会 

勤医協札幌病院  永井 春彦 理化学研究所 仲泊 聡 

徳島県立障がい者交流プラザ 
 視聴覚障がい者支援センター 阪井 紀夫 

国立障害者リハビリテーションセンター 

 自立支援局 高橋 文孝 菅原 美杉 
⑬患者が望むこと                 （15:45～16:45） 
⑭総合討論                    （16:45～17:00） 

29日 
（土） 

⑮診断書等の書き方と事例            （9:00～10:20） 
国立障害者リハビリテーションセンター 

病院 第二診療部 清水 朋美 
⑯実習Ⅴ                   （10:30～12:30） 
疑似症例 

国立障害者リハビリテーションセンター 
病院 リハビリテーション部・第二診療部 

三輪・山田・西脇・遠藤・林 

 

 

表５－25  発達障害者地域支援マネジャー研修会（基礎研修） 

日付 午   前 午   後 

8月 

2日 
(水) 

 ①行政説明 地域支援マネジャーの役割と 
              マネジメントチームへ期待すること   (13:00-13:50) 
厚生労働省 社会・援護局 障害福祉課 

  発達障害対策専門官 日詰 正文  
②講義 機関コンサルテーションと地域マネジメント 
                       (14:00-15:30) 

 社会福祉法人森と木 
  長野県長野圏域発達障がいサポート・マネージャー 

                                   岸田 隆 

③講義・実践報告 発達障がい支援ネットワークの構築に向けた
実践報告                                  (15:40-17:10) 
 大分県発達障がい者支援センターECOAL 

                           センター長    五十嵐 猛 

3日 

(木) 

④講義 適応行動の評価と支援Ⅰ～Vineland Ⅱを中心に～ 

                                          (9:30-11:00) 
⑤講義 適応行動の評価と支援Ⅱ～Vineland Ⅱを中心に～ 
                                         (11:10-12:40) 

北海道教育大学旭川校 教育発達専攻       教授  萩原 拓 

⑥講義 感覚刺激への反応の問題と評価Ⅰ 

     ～感覚プロファイル（SP）～        (13:50-15:20) 
⑦講義 感覚刺激への反応の問題と評価Ⅱ 
      ～感覚プロファイル（SP）～        (15:30-17:00) 

北海道教育大学旭川校 教育発達専攻       教授  萩原 拓 

4日 

(金) 

⑧講義 アセスメントとケースレポート      (9:30-10:00) 
⑨演習 グループワーク（ケースレポート） (10:10-12:00) 

大正大学 心理社会学部 臨床心理学科   教授  近藤 直司 

⑩講義 ケース検討会議の進め方           (13:00-13:40) 
⑪演習 グループワーク（ケース検討会議）    (13:40-14:40) 

⑫振り返り・質疑                    (14:50-15:30) 
大正大学 心理社会学部 臨床心理学科   教授  近藤 直司 
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表５－26 義肢装具士研修会（座位保持装置） 

日付 午   前 午   後 

8月 

3日 

(木) 

① 講義 座位保持装置総論             (10:00-11:00) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

リハビリテーション部          理学療法士    岩﨑   洋 

② 講義 座位保持装置の種類と製作方法     (11:00-12:00)         

国立障害者リハビリテーションセンター学院 

教官          星野  元訓 

③ 講義・実技  座位姿勢評価と機器選択 

〔実 技〕                     （13:00-16:00） 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

リハビリテーション部      理学療法士    岩﨑   洋 

（有）ヤスダ・ブレース             安田 富男 

〔講 義-座位保持装置の処方〕       （16:00-17:00） 

 国際医療福祉大学大学院    副大学院長   赤居 正美 

④ 講義・実技 シュミレーションによる採型法 

製作実習                         (17:00-18:30) 

（有）ヤスダ・ブレース                   安田 富男 

国立障害者リハビリテーションセンター学院 

教官         星野  元訓 

4日 

(金) 

⑤ 講義 シーティングの材料学           (9:00-10:00) 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

義肢装具技術研究部 主任義肢装具士      中村    隆 

⑥ 講義・実技 座面製作方法 

  製作実習                     (10:10-12:00) 

（有）ヤスダ・ブレース                   安田 富男  

国立障害者リハビリテーションセンター学院 

教官         星野  元訓 

引き続き 

⑥ 講義・実技 座面製作方法 

  製作実習                      (13:00-14:45) 

（有）ヤスダ・ブレース                   安田 富男  

国立障害者リハビリテーションセンター学院 

教官           星野  元訓 

⑦ 講義・実技 座位保持装置調整 

  製作実習                      (15:00-18:00)  

（有）ヤスダ・ブレース                   安田 富男  

国立障害者リハビリテーションセンター学院 

教官          星野  元訓 

5日 

(土) 

⑧ 講義 シーティングの評価・適合学       (9:00-10:00) 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

福祉機器開発部 福祉機器臨床評価研究室長   白 銀  暁 

⑨ 実技 座位保持装置の適合学          (10:10-12:30) 

（有）ヤスダ・ブレース                 安田  富男 

 

 

表５－27  義肢装具等適合判定医師研修会（第 75回）＜前期＞ 

日付 午   前 午   後 

8月 

23日 

（水） 

①義肢装具の処方                        （11:00～12:00） 

  東海大学医学部 

リハビリテーション科教授 正門 由久 

②切断（上肢・下肢）                （13:00～14:30）    

兵庫県立総合リハビリテーションセンター 

リハビリテーション中央病院 部長 陳 隆明 

③義肢                        (14:45〜16:15) 

兵庫県県立総合リハビリテーションセンター 

リハビリテーション中央病院 部長  陳 隆明 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

リハビリテーション部 井上 美紀 

(有)タカハシ補装具サービス 高橋 功次 

④義肢製作技術                       （16:30～17:00） 

国立障害者リハビリテーションセンター学院 

                       主任教官 根岸 和諭 

24日 

（木） 

⑤下肢装具の基礎と適合判定             （9:00～11:00） 

千葉県千葉リハビリテーションセンター 

センター長 吉永 勝訓 

国立障害者リハビリテーションセンター学院 

教官 中村 喜彦 

教官 丸山 貴之 

⑥上肢装具の基礎と適合判定            （11:15～12:15） 

千葉県千葉リハビリテーションセンター 

センター長 吉永 勝訓 

国立障害者リハビリテーションセンター学院 

 教官 徳井 亜加根 

⑦材料学                    （13:15～14:15） 

国立障害者リハビリテーションセンター 

研究所 義肢装具技術研究部 主任義肢装具士     中村 隆 

⑧体幹装具の基礎と適合判定            （14：30～15：30） 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

第一診療部長 大熊 雄祐 

国立障害者リハビリテーションセンター学院 

教官 星野 元訓  

⑨運動学                     （15:45～16:45） 

国際医療福祉大学大学院 副大学院長 赤居 正美 

25日 

（金） 

⑩座位保持装置                      （9:00～11:30） 

  横浜市北部地域療育センター センター長     小池 純子 

国立障害者リハビリテーションセンター 

病院リハビリテーション部   吉田 由美子 

別役 訓子 

⑪義肢製作技術                       （11:15～12:00） 

国立障害者リハビリテーションセンター学院 教官  野原 耕平 

⑫補装具の適合システム                 （13:15～14:15） 

横浜市総合リハビリテーションセンター 

副センター長兼医療部長   高岡 徹 
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表５－28  義肢装具等適合判定医師研修会（第 75回）＜後期＞ 

日付 午   前 午   後 

11月 

30日 

（水） 

⑧脊髄損傷                        (11:00〜12:00) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

障害者健康増進・運動医科学支援センター長       緒方  徹 

 

 

②義足                         （13:00～15:00）    

兵庫県立総合リハビリテーションセンター 

リハビリテーション中央病院   部長          陳 隆明 

国立障害者リハビリテーションセンター 

病院リハビリテーション部 小山 信之 

研究所義肢装具技術研究部 山﨑 伸也 

③義手                         (15:15〜16:45) 

兵庫県立総合リハビリテーションセンター 

リハビリテーション中央病院  部長 陳 隆明 

国立障害者リハビリテーションセンター 

病院リハビリテーション部  作業療法士長    井上 美紀 

(有)タカハシ補装具サービス 代表取締役     高橋 功次 

12月 

1日 

（木） 

④二分脊椎、ポリオ                     (9:00〜10:30) 

東京女子医科大学リハビリテーション科 准教授   和田  太 

⑤脳卒中片麻痺                      (10:45〜11:45) 

藤田保健衛生大学 教授   才藤  栄一  

⑥上肢障害と装具                   (16:00〜17:00) 

大阪市立大学大学院医学研究科 整形外科講師   岡田  充弘 

⑦骨・関節疾患                    (14:15〜15:15) 

昭和大学医学部リハビリテーション医学講座 

教授 水間 正澄 

⑧関節リウマチ                     (15:30〜16:30) 

帝京平成大学 健康メディカル学部 

作業療法学科 教授 仲村  一郎 

12月 

2日 

（金） 

⑨車いす                   (9:00〜10:45) 

 旭川医科大学病院 リハビリテーション科 

教授 大田  哲生 

【車いすによるデモンストレーション】 

国立障害者リハビリテーションセンター 

病院リハビリテーション部  副理学療法士長  吉田 由美子 

理学療法士    濱 裕美 

⑪脳性麻痺                           (11:00〜12:00) 

東京大学大学院 医学系研究科 教授           芳賀  信彦 

 

⑫脊椎疾患と体幹装具                 (13:00〜14:00) 

福島県立医科大学会津医療センター 

 整形外科・脊椎外科学講座  教授         白土  修 

 

表５－29  言語聴覚士研修会 

テーマ：ことば・コミュニケーションの障害と関係発達的アプローチ 

日付 午   前 午   後 

9月 

8日 

(金) 

①研修会の狙い                      （10:15～10:30） 

  国立障害者リハビリテーションセンター学院 

                     言語聴覚学科      小野久里子 

②生活期の映像から振り返る失語症訓練の役割（10:30～11:45） 

  地域活動支援センターはるえ野    言語聴覚士    鈴木 勉 

③重度失語症例の長期経過 ～できることから考える言語訓練～ 

                       （12:45～14:15） 

  君津中央病院リハビリテーション科  言語聴覚士   村西幸代 

④ICFを基盤においた失語症リハビリテーションの組み立て方                          

（14:30～16:00） 

  首都医校 言語聴覚学科             言語聴覚士  小林久子 

⑤講義を振り返って（グループディスカッション） 

                                      （16:15～17:15） 

（ファシリテーター） 

  地域活動支援センターはるえ野    言語聴覚士      鈴木 勉 

  首都医校 言語聴覚学科           言語聴覚士    小林 久子 

  君津中央病院リハビリテーション科 言語聴覚士   村西 幸代 

  天本病院リハビリテーション科    言語聴覚士  佐藤 ゆう子 

  津田沼中央総合病院リハビリテーション科 

                        言語聴覚士    井口 由子 

  国立障害者リハビリテーションセンター学院 

                      言語聴覚学科   小野 久里子 

9日 

(土) 

⑥訓練教材の作成と使用について（概説と演習） （9:00～12:00） 

  地域活動支援センターはるえ野   言語聴覚士      鈴木 勉 

  天本病院リハビリテーション科   言語聴覚士  佐藤 ゆう子 

⑦症例検討（ＶＴＲ供覧）                 13:00～13:30） 

  症例検討（グループディスカッション）  （13:30～16:00） 

（ファシリテーター） 

  津田沼中央総合病院リハビリテーション科 

      言語聴覚士         井口 由子 

  地域活動支援センターはるえ野     言語聴覚士     鈴木 勉 

  首都医校 言語聴覚学科           言語聴覚士    小林久子 

  君津中央病院リハビリテーション科 言語聴覚士    村西幸代 

  天本病院リハビリテーション科     言語聴覚士  佐藤ゆう子 

  国立障害者リハビリテーションセンター学院 

                          言語聴覚学科        小野 久里子 

⑧まとめ                                  （16:00～16:20） 



 

－ 241 － 

表５－30  サービス管理責任者等指導者養成研修プログラム 

児童発達支援管理責任者指導者養成研修プログラム 

 時 間 時間 区分 科 目 

１日目 

９月 

14日 

（水） 

9:50-10:10 20  開講式・オリエンテーション 

10:10-10:25 20  【講義１】本研修会の位置づけ 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 相談支援専門官  大平眞太郎 

10:25-11:20 55 共通 【講義２】障害者総合支援法･児童福祉法とサービス管理責任者･児童発達支援管理責任者の

役割 

講義 ※相談支援事業とサービス管理責任者との関係 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 相談支援専門官 大平眞太郎 

11:20-11:30 (10)  休憩 

11:30-12:30 60 

 

共通 

講義 

【講義３】障害者差別解消法、障害者虐待防止法、意思決定支援ガイドライン 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 虐待防止専門官 曽根 直樹 

12:30-13:30 (60)  昼休憩 

13:30-14:30 

 

 

60 共通 

講義 

【講義４】サービス提供のプロセスと管理 

サービス管理責任者等指導者養成研修検討委員統括 高木 憲司 

                    （和洋女子大学生活科学系 准教授） 

14:30-14:40  (10) 休憩 

14:40-15:40 60 共通 

講義 

サービス提供者と関係機関の連携 

【講義５】サービス提供者と関係機関の連携 

15:40-16:30 50 報告 【報告】都道府県における研修企画・運営の工夫（サービス提供者と関係機関の連携等） 

16:30-17:30 

（途中休憩 10分） 

 

60  

演習 

【演習１】サービス管理責任者と相談支援専門員の連携理解を促す研修企画 

サービス管理責任者等指導者養成研修検討委員統括 鈴木 智敦 

          （社会福祉法人名古屋市リハビリテーション事業団 自立支援部長） 

２日目 

９月 

15日 

（木） 

 9:00-11:40 

（途中 10分休憩） 

150 分野別 

講義 

【講義６】アセスメントとサービス提供の基本姿勢 

○介護 分野別講師 

○地域生活（身体） 分野別講師 

○地域生活（知的・精神） 分野別講師 

○就労 分野別講師 

○児童 分野別講師 

○行政 各分野に分かれて参加 

演習説明・導入 

11:40-12:40 (60)  昼休憩 

12:40-17:30 

（途中 10分 

休憩×2回) 

270 分野別 

演習 

【演習２】サービス提供プロセスの管理の実際 事例研究 

○介護 分野別講師 

○地域生活（身体） 分野別講師 

○地域生活（知的・精神） 分野別講師 

○就労 分野別講師 

○児童 分野別講師 

○行政 各分野に分かれて参加 

３日目 

９月 

16日 

（金） 

9:00-10:30 90 分野別 

演習 

サービス内容のチェックとマネジメントの実際 

○介護 分野別講師 

○地域生活（身体） 分野別講師 

○地域生活（知的・精神） 分野別講師 

10:30-10:40 (10)  ○就労 分野別講師 

○児童 分野別講師 

○行政 各分野に分かれて参加 

10:40-12:10 90  都道府県における分野別研修の情報交換（工夫・課題・対策） 

各分野別グループでの都道府県の情報交換・検討等 

12:10-13:10 (60)  昼休憩 

13:10-14:10 60 分野別 

演習 

各分野ごとの総括 

○介護 分野別講師 

○地域生活（身体） 分野別講師 

○地域生活（知的・精神） 分野別講師 

○就労 分野別講師 

○児童 分野別講師 

○行政 厚生労働省職員（任意選択） 

○行政 各分野に分かれて参加（任意選択） 

14:10-14:30 (20)  休憩（移動時間） 

14:30-15:00 30 共通 

講義 

【講義７】研修全体のまとめ  

都道府県内の情報交換と研修のまとめ 

○都道府県別に分野演習実施後の情報交換と研修実施に向けた今後の整理 

○研修のまとめ 

サービス管理責任者等指導者養成研修検討委員統括 鈴木 智敦 

（社会福祉法人名古屋市リハビリテーション事業団 自立支援部長） 
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表５－31 国リハＡＳＤ支援者連携セミナー（第１回）  

日付 午   前 午   後 

９月 

28日 

(水) 

①研修のねらいと ASD支援者連携のポイント   (10:20-10:30) 

国立リハビリテーションセンター 

学院 児童指導員科教官 杉永 麻菜美 

アイスブレイク 

②講義 支援者連携の課題と方向性        (10:50-12:20) 

NPO法人 みらい 事務局長 藤井 亘 

③講義 アセスメントの力量を高める         (13:20-14:20) 

④講義 ケース検討会議の進め方           (14:20-14:50) 

国立障害者リハビリテーションセンター 

発達障害情報・支援センター主任企画情報専門官   林  克也 

⑤グループミーティング・グループワーク           (15:00-17:30) 

  ～協力者のアセスメント支援計画作成・支援手順作成～ 

29日 

（木） 

⑥グループ発表                    (9:00-11:30) 

   ～支援計画・支援手順～ 

⑦グループミーティング・グループワーク    (9:00-11:30) 

  ～実習準備とシミュレーション・再検討～ 

⑧グループミーティング・グループワーク            (12:30-14:00) 

    ～実習準備とシミュレーション・再検討～ 

⑨グループ発表～実習シミュレーション～     (12:30-13:00) 

⑩グループミーティング・グループワーク ～再検討～      (15:00～) 

30日 

（金） 

⑪実習準備                          (9:00-9:30) 

⑫実習・グループミーティング            (9:45-11:45) 

   ～再アセスメントを含む～    

    各グループ講師 

  協力者：自閉症者（成人男性） ２名 

⑬講義 自閉症スペクトラム障害への支援      （12:50-14:20) 

筑波大学障害学生支援室 准教授 五味 洋一 

⑭振り返り・まとめ                     (14:30-15:00) 

国立リハビリテーションセンター学院 児童指導員科  

主任教官 関 剛規   教官 杉永  麻菜美 

 

表５－32  知的障害者更生相談所知的障害者福祉司等実務研修会 

日付 午   前 午   後 

11月 

28日 

(月) 

 ①行政説明 障害者福祉の動向           （13:40-14:40） 

厚生労働省 社会・援護局 障害福祉課 

 地域生活支援推進室長補佐 小林 靖                                    

②講義 事例から見える知的障害者更生相談所の役割と課題 (14:50-15:50) 

東京都心身障害者福祉センター知的障害者福祉司  川畑  俊一 

③意見交換Ⅰ                    (16:00-17:00) 

東京都心身障害者福祉センター知的障害者福祉司  川畑  俊一 

国立障害者リハビリテーションセンター 

学院 児童指導員科 教官 杉永 麻菜美 

29日 

(火) 

判定業務、相談業務に活かせる知識と技術（１） 

④講義 高次脳機能障害の理解と支援         (9:00-10:30) 

国立障害者リハビリテーションセンター 

企画・情報部 高次脳機能障害情報・支援センター                 

 センター長 中島 八十一 

⑤講義 高次脳機能障害者の社会資源と相談支援 

(9:00-10:30) 

埼玉県総合リハビリテーションセンター福祉局相談部 

（高次脳機能障害者支援センター） 

  地域支援担当 佐藤 里美 

判定業務、相談業務に活かせる知識と技術（２） 

⑥講義 虐待を受けて育った知的障害者に起こる症状 

                                (13:00-14:30) 

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 

 診療部長 有賀 道生 

⑦講義 婦人保護から障害者福祉へ          (14:40-16:10) 

全国婦人保護施設等連絡協議会 会長 

社会福祉法人 ベテスダ奉仕女母の会 

婦人保護施設 いずみ寮施設長 横田 千代子 

⑧意見交換 Ⅱ                             (16:20-17:00) 

東京都心身障害者福祉センター知的障害者福祉司 川畑 俊一  

国立障害者リハビリテーションセンター 

  学院 児童指導員科 教官 杉永 麻菜美 

30日 

(金) 

⑨意見交換 Ⅲ                             (9:00-11:00) 

東京都心身障害者福祉センター 

 知的障害者福祉司 川畑 俊一  

国立障害者リハビリテーションセンター 

 研究所 障害福祉研究部長 小出 顕生 

学院教官 杉永 麻菜美 

⑩講義 これからの知的障害者更生相談所の役割 

(11:15-12:15)公益社団法人 日本社会福祉会 

 企画室長 遅塚 昭彦 

 

 



 

－ 243 － 

表５－33  理学療法士研修会 

 テーマ：電動車椅子のシーティング 

日付 午   前 午   後 

10月 

20日

（木） 

①総論（リハ医師の立場から）              (10:10～11:00) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

リハビリテーション部長  大熊 雄祐  

②電動車椅子の未来                 （11:10～12:00） 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

福祉機器開発部長 井上 剛伸 

③シーティング（基礎）              （13:00～13:50） 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

リハビリテーション部理学療法士長 岩﨑 洋 

④シーティング（実習）              （14:00～16:20） 

         （シート・コントローラー・スイッチ） 

国立障害者リハビリテーションセンター 

病院リハビリテーション部理学療法士長 岩﨑 洋 

同リハビリテーション部主任理学療法士  吉田 由美子 

学院義肢装具学科教官 星野 元訓 

研究所福祉機器臨床評価研究室長 白銀 暁 

研究所電子応用機器研究室長 中山 剛 

⑤座位姿勢の定量化                (16:30～17:10) 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所    

福祉機器臨床評価研究室長 白銀 暁 

 

21日

（金） 

⑥評価（実習）                     （9:00～9:40） 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所    

福祉機器臨床評価研究室長 白銀 暁 

⑦スイッチ                      （9:40～10:20) 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

電子応用機器研究室長 中山 剛 

⑧Smart Wheel Chair、ライフログ          （10:30～11:10) 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

福祉機器開発研究室長 硯川 潤 

⑨制御                       （11:10～11:50) 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

福祉機器開発研究室研究員 高嶋 淳 

病院訓練棟見学（希望者のみ ）         (12:10～12:30) 

⑩操作実習                        (13:00～14:30） 

（評価コース・屋内・屋外移動の実習、プログラム変更の実習

と走行を体験） 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

リハビリテーション部理学療法士 濱 祐美 田中 亮造 

研究所福祉機器臨床評価研究室長 白銀 暁 

研究所福祉機器開発研究室研究員 高嶋 淳 

⑪電動車椅子での褥瘡予防                (13:00～14:30） 

病院リハビリテーション部主任理学療法士       中村 優子 

学院義肢装具学科教官                    星野 元訓 

⑫まとめ（処方から納品、新規更新まで）    (15:00～15:30） 

病院リハビリテーション部主任理学療法士     吉田  由美子 

 

表５－34 発達障害者地域支援マネジャー職員研修会（応用研修） 

プログラムⅠ：早期の支援体制 

日付 午   前 午   後 

10月 

５日 

(水) 

 

 

①講義 小規模市の支援システム          (13:40-15:10) 

甲州市福祉課障害者地域生活支援センター 主査  服部  森彦 

②講義 小規模市町村の支援システム       (15:20-16:50) 

みなかみ町子育て健康課 保健師                 林 昌子 

６日 

(木) 

③講義 アセスメントと支援プログラム        (9:30-11:00)  

名古屋学芸大学ヒューマンケア学部 

子どもケア学科 教授 黒田 美保 

④講義 市町村へのマネジメント            (11:10-12:40) 

松本圏域障害者総合相談支援センターWish 

 発達障害サポートマネージャー 新保 文彦 

⑤講義 政令指定都市の支援システム       (13:50-15:20) 

 横浜市総合リハビリテーションセンター 

 発達精神科 医師 岩佐 光章              

⑥講義 アウトリーチ支援            (15:30-17:00) 

三重県立小児心療センターあすなろ学園 

こどもの発達総合支援室 主査 

NPO法人ライフ･ステージ・サポートみえ理事   中村  みゆき 

７日 

(金) 

⑦講義 支援システム作り概論              （9:00-10:30） 

信州大学医学部付属病院子どものこころ診療部 

 部長・診療教授 本田 秀夫 

⑧講義 地域分析／行動計画作成          （10:40-12:30) 

信州大学医学部付属病院子どものこころ診療部 

 部長・診療教授 本田 秀夫 

厚生労働省 社会・援護局 障害福祉課 

 発達障害対策専門官 日詰 正文 

⑨講義 中核市・特例市のシステム         （13:30-15:00） 

豊田市福祉事業団 理事長 高橋 脩 
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プログラムⅡ：発達障害の対応（触法と災害） 

日付 午   前 午   後 

10月 

５日 

(水) 

 ①講義 発達障害の緊急時対応（触法・災害）  (13:40-15:10) 

大正大学心理社会学部 臨床心理学科 教授 

よこはま発達クリニック 院長 内山 登紀夫 

②講義 司法分野との連携             (15:20-16:50) 

NPO法人 PandA-J 副代表 弁護士            大石 剛一郎 

６日 

(木) 

③講義 リスクアセスメント              (9:30-11:00) 

④実技１ 面接技法                 (11:10-12:40) 

国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所 

 精神鑑定研究所室長 安藤 久美子 

⑤講義 ひきこもり・暴力等の対応           (13:50-15:20) 

⑥実技２ 介入技法                  (15:30-17:00) 

大正大学 心理社会学部 臨床心理学科教授       近藤 直司 

７日 

(金) 

⑦講義 危機介入のための地域ネットワーク作りと人材育成                   （9:00-10:30） 

白梅学園大学子ども学部 教授 堀江 まゆみ 

⑧実技３ 介入技法                （10:40-12:10) 

白梅学園大学子ども学部 教授 堀江 まゆみ 

ワークショップ 危機介入の地域ネットワークの構築方法 

大正大学心理社会学部 臨床心理学科 教授 

よこはま発達クリニック 院長 内山 登紀夫 

⑨講義 触法・災害事例の対応              （13:30-15:00） 

東京医科大学 茨城医療センター 精神科 

 科長 准教授  桝屋 二郎 

 

表５－35  リハビリテーション心理職研修会 

日付 午   前 午   後 

10月 

17日 

（月） 

①「高次脳機能障害者を取り巻く現状・連続したケアを目指して」 

                   （9:50～10:50) 

国立障害者リハビリテーションセンター  

高次脳機能障害情報・支援センター長（併）学院長      中島  八十一 

②「神経心理学  基礎編～脳の構造と働きを中心に～」 

（11:00～13:00) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

臨床研究開発部長 深津 玲子         （休憩 13:00～14:00） 

③「高次脳機能障害者への心理支援～総論 

（14:00～17:00) 

横浜市総合リハビリテーションセンター 

医療部 機能訓練課                        山口 加代子 

                            (臨床心理士） 

18日 

（火） 

④「高次脳機能障害のアセスメント 

～標準化されている検査を中心に～」          （9:00～12:00） 

鹿教湯三才山リハビリテーションセンター鹿教湯病院 

心理療法科科長   平林 一（臨床心理士) 

（休憩 12:00～13:00) 

⑤「高次脳機能障害者への医学的支援～社会的行動障害への非

薬物療法、薬物療法～」                   （13:00～15:00） 

東京福祉大学 社会福祉学部 教授               先崎 章 

⑥「国立障害者リハビリテーションセンター病院における心理

支援～高次脳機能障害者への心理支援を中心に～」 

（15:40～16:40) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

リハビリテーション部主任心理判定専門職       菅野  博也 

19日 

（水） 

⑦「グループワークによる高次脳機能障害の事例検討」 

      （9:00～12:00) 

国立障害者リハビリテーションセンター 

自立支援局第一自立訓練部 生活訓練課長 

四ノ宮  美惠子（臨床心理士) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

リハビリテーション部主任心理判定専門職        菅野  博也 

 心理療法士   野口  玲子（臨床心理士) 

心理療法士   色井  香織（臨床心理士) 

（休憩 12:00～13:00) 

⑧「高次脳機能障害者と家族への心理支援 

 ～地域支援を中心に～                 （13:00～15:30) 

医療法人巖心会 栃内第二病院臨床心理科 

山舘 圭子 （臨床心理士）（15:30～16:00) 

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局の事業説明

（希望者のみ）                       （15:30～16:00) 
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表５－36  リハビリテーション看護研修会 

テーマ：高齢化する障害者へのケア 
日付 午   前 午   後 

11月 

9日 
(水) 

 ①基調講演 認知機能低下に対応するケア    (13:00-15:00) 
獨協医科大学看護学部在宅看護学領域 教授     六角  僚子 
②認知機能障害のある人への人権        (15:15-16:45) 

会津短期大学 教授 市川 和彦 

10日
（木) 

③高齢障害者の排泄の課題とケア          (9:00-10:30) 
 NPO法人 日本コンチネンス協会 会長     西村 かおる 

④ASD者の健康実態と医療者の役割–高齢化に向けて健康寿命
の延伸を考える-                  (10:45～12:15) 

北海道美唄聖華高等学校 教諭 野田 孝子 

⑤講義 高次脳機能障害者に対する理解     (13:30-14:30) 
国立障害者リハビリテーションセンター 

企画・情報部高次脳機能障害情報・支援センター長 
     （併）学院長 中島 八十一 

⑥講義 行政説明 高齢障害者支援のこれからと虐待防止 

(14:45-16:00)  
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 
障害福祉課 虐待防止専門官                  曽根 直樹 

【病院見学】（希望者）16:30- 

11日 
(金) 

⑦利用者やそのご家族からの話～これからのこと～ 

                         （9:00-10:30) 
・「今やっていること、これからやりたいこと」 
   ＜知的障害分野＞（ご本人・ご家族） 

・「私が考えるこれからのこと」１ 
＜高次脳機能障害者分野＞（ご本人・ご家族） 
・「私が考えるこれからのこと」２ 

＜高次脳機能障害者分野＞（ご本人・ご家族） 
⑧ 高齢化に対応する健康増進の取り組み    (10:45-12:00) 

茨城県立健康プラザ  大田  仁史 

⑨ 話題提供 事例発表             （13:00-14:30) 

公益財団法人脳血管研究所 美原記念病院 
老人看護専門看護師 河端 裕美 

⑩-1 演習 

・高齢障害者のスキンケア                 (14:45-16:45) 
鶴谷病院皮膚・排泄ケア認定看護師          藤沼 千恵美 
⑩-2 演習 

・高齢障害者の口腔ケア                  (14:45-16:45) 
明海大学歯学部形態機能成育学講座 
口腔小児科学分野                          吉田 美香子 

12日 
（土） 

⑪まとめ 「認知機能に対応するセルフケア支援とは」 
(9:00-10:00) 

 国立障害者リハビリテーションセンター 病院 

看護部長 粟生田 友子 
⑫グループ討議                    (10:15-12:15)  

 

 

表５－37  作業療法士研修会 

テーマ：高次脳機能障害の作業療法 

日付 午   前 午   後 

10月 

27日 
（木） 

①高次脳機能障害者を取り巻く現状・連続したケアを目指して 

              （10:30～12:00) 
国立障害者リハビリテーションセンター病院 

第一診療部長 中島 八十一 

②画像診断の基礎知識               （13:00～14:00) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 
第一神経内科医長 二宮 充喜子 

③高次脳機能障害のリハビリテーション      （14:10～15:40） 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 
副作業療法士長 山本 正浩 

④高次脳機能障害に対する評価・介入の考え方      （15:50～17:15） 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 
副作業療法士長 山本 正浩 

28日 

（金） 

⑤注意障害に対する評価と介入の実際          （9:00～9:50） 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 
作業療法士                                   木村 麻美 
⑥記憶障害に対する評価と介入の実際        （10:00～11:00） 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 
心理療法士                                   色井 香織 
⑦遂行機能障害、病識欠如、社会的行動障害に対する評価と介

入の実際                            （11:10～12:10） 
国立障害者リハビリテーションセンター病院 
作業療法士                                    堺本 麻紀 

 
 

⑧高次脳機能障害者への看護－病棟での関わり方－ 

 （13:00～13:50) 
国立障害者リハビリテーションセンター病院 
副看護師長                                   金子 育世 

⑨自動車訓練の評価と実際                  （14:00～15:00） 
国立障害者リハビリテーションセンター病院 
自動車訓練室長                                熊倉 良雄 

⑩社会復帰に向けた支援                    （15:10～16:00） 
国立障害者リハビリテーションセンター病院 
主任医療社会事業専門職                      上野  久美子 

⑪障害福祉サービスにおける生活訓練の取り組み 
（16:10～17:10) 

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局 

作業療法士                                 安部  恵理子 

29日 

（土） 

⑫障害の自己認識を深めるためのグループ訓練 

（9:00～12:00) 
国立障害者リハビリテーションセンター病院 
副作業療法士長                               山本 正浩 

主任作業療法士                             野月 夕香理 
  作業療法士                                 木村 麻美 
  作業療法士                                 堺本 麻紀 

  作業療法士                                 中川 雅樹 

⑬事例検討                     （13:00～15:30） 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 
作業療法士                                 中川 雅樹 
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表５－38  盲ろう者向け通訳・介助員養成担当者等研修会（派遣コーディネーターコース） 

日付 午   前 午   後 

11月 

17日 

（木） 

 ①ガイダンス                 (13:00～14:15) 

東京都盲ろう者支援センター長                  前田  晃秀 

②通訳・介助員へ件事業の実態            (14:30～17:00) 

全国盲ろう者協会 事務局次長 橋間  信市  

東京都盲ろう者支援センター長 前田  晃秀 

18日 

（金） 

③通訳・介助員派遣事業の今後の方向性について 

 (9:00～12:30) 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

自立支援振興室 情報支援専門官 時末 大揮 

全国盲ろう者協会 事務局長  山下  正知 

東京都盲ろう者支援センター長 前田  晃秀 

④派遣コーディネート業務の実際        (13:30～17:30) 

    ～登録から派遣までの流れ～ 

神奈川県聴覚障害者福祉センター 

  派遣コーディネーター 山本 隆志 

東京都盲ろう者支援センター派遣コーディネーター  田中  文 

千葉盲ろう者友の会 派遣コーディネーター     奥村 由貴子 

19日 

（土） 

⑤盲ろう者への訪問支援             (9:00～12:00) 

～盲ろう者の「掘り起こし」をどう進めるか～                  

鳥取県盲ろう者支援センター 相談員           世川 桃子 

東京都盲ろう者支援センター  主任             小平 純子 

栃木盲ろう者通訳介助員派遣センター 

派遣コーディネーター 上杉 絹子 

⑥情報交換                  (13:00～15:00) 

栃木盲ろう者通訳介助員派遣センター 

派遣コーディネーター 上杉 絹子        

千葉盲ろう者友の会 派遣コーディネーター  奥村  由貴子 

 

表５－39 知的障害支援者専門研修会 テーマ：児童発達支援の現状とあり方 

日付 午   前 午   後 

６月 

６日 

(月) 

 ①行政説明 障害児支援の現状と課題       (14:00-15:00) 

厚生労働省 社会・援護局 障害福祉課 

 障害児支援専門官 小島 裕司 

②意見交換 児童発達支援の課題         (15:15-17:15)  

国立障害者リハビリテーションセンター 

 自立支援局秩父学園児童指導員 滝澤 剛敏 

  学院 児童指導員科 教官  杉永 麻菜美 

（コメンテーター）厚生労働省 社会・援護局 障害福祉課 

 障害児支援専門官 小島 裕司 

７日 

(火) 

③講義 知的障害児・者への衛生管理と医療対応 

(9:00-11:00) 

心身障害児総合医療療育センター 外来療育部長    米山  明  

④講義 医療・教育・福祉の連携         (11:15-12:15) 

国立障害者リハビリテーションセンター 

 病院長 西牧 謙吾 

⑤講義・演習 知的障害児者への支援の実際   (13:30-15:30) 

国立障害者リハビリテーションセンター 

 自立支援局 秩父学園  児童指導員 松上 耕祐 

⑥実践報告 幼稚園・保育園との連携について 

(15:45-17:15) 

うめだあけぼの学園 地域支援系 

統括室長 児童発達支援管理責任者 作業療法士   酒井  康年 

８日 

(水) 

⑦演習 個別支援計画Ⅰ                     (9:00-10:25) 

⑧演習 個別支援計画Ⅱ                 (10:35-12:00) 

NPO法人 こどもの発達療育研究所 理事長 

江東区こども発達センター児童発達支援管理責任者  田村  満子 

⑨演習 個別支援計画Ⅲ                 (13:00-15:00) 

NPO法人 こどもの発達療育研究所 理事長 

江東区こども発達センター 

児童発達支援管理責任者 田村  満子 

 

表５－40 国リハＡＳＤ支援者連携セミナー（第２回） 

日付 午   前 午   後 

12月 

５日 

(月) 

①研修のねらいと ASD支援者連携ポイント     (10:20-10:30) 

国立障害者リハビリテーションセンター 

学院 教官 杉永  麻菜美 

アイスブレイク 

②講義 支援者連携の課題と方向性        (10:30-12:00) 

NPO法人 みらい 事務局長 藤井 亘 

③講義 アセスメントの力量を高める         （13:00-14:00） 

国立障害者リハビリテーションセンター 

発達障害情報・支援センター主任企画情報専門官   林  克也 

④グループミーティング・グループワーク     （14:10-17:30） 

  ～協力者のアセスメント・支援計画作成～ 

６日 

（火） 

⑤グループミーティング・グループワーク・発表 

  ～支援計画・支援手順作成～          (9:00-10:00)  

⑥グループミーティング・グループワーク    (10:00-10:45) 

～実習準備～ 

⑦講義 自閉症スペクトラム障害への支援     (11:00-12:30) 

筑波大学 障害学生支援室 准教授 五味 洋一 

⑧グループミーティング・グループワーク     (13:30-14:50) 

  ～実習準備とシミュレーション・再検討～  

⑨グループ発表                 (15:00-15:50) 

   ～実習の流れ・シミュレーション～  

⑩グループミーティング・グループワーク・発表   (16:00～) 

   ～実習準備とシミュレーション・再検討～ 

７日 

（水） 

⑪実習準備                      (9:00-9:30) 

⑫実習                                      (9:45-12:00) 

 協力者：自閉症者（成人男性） ２名④～⑥⑧～⑬ 

国立障害者リハビリテーションセンター 

発達障害情報・支援センター 

主任企画情報専門官 林 克也 

学院 児童指導員科 主任教官 関 剛規 

学院 児童指導員科 教官 杉永 麻菜美 

⑬振り返り・まとめ                (13:00-15:00) 

 （運営協力 12/6 13:00-17:30  12/7 9:00-12:00） 

社会福祉法人 秋田県社会福祉事業団 阿桜園    阿部  正春 

福岡市発達障がい者支援センター               中満 達郎 
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表５－41  視覚障害者用補装具適合判定医師研修会（第２回） 

日付 午   前 午   後 

12月 
８日 

（木） 

①視覚障害者支援と補装具概論              （9:30～10:30） 
国立障害者リハビリテーションセンター 
病院 第二診療部                            清水  朋美 
②実習Ⅰ（含講義）                     （10:40～12:00） 
・ハイパワープラスレンズ眼鏡・遮光眼鏡 
国立障害者リハビリテーションセンター病院 

第二診療部 林  知茂 
リハビリテーション部 三輪 まり枝 山田 明子 西脇 友紀 

③実習Ⅱ（含講義）                      （13:00～15:15） 
・偏心視のアドバイス 
・必要倍率の算定方法･拡大鏡・弱視眼鏡 
・拡大読書器 
国立障害者リハビリテーションセンター病院 
リハビリテーション部  三輪 まり枝  山田 明子  西脇 友紀 
④実習Ⅲ（含講義）                    （15:30～17:15） 
ガイド・疑似体験 
国立障害者リハビリテーションセンター 病院 

リハビリテーション部 中西  勉  遠藤 律子 
第二診療部 清水 朋美  林  知茂 

学院 松﨑 純子  野口 忠則 
自立支援局 河原  佐和子 

 
９日 

（金） 

⑤視覚リハビリテーション               （9:00～9:20） 
国立障害者リハビリテーションセンター 

病院 第二診療部 清水  朋美 
⑥日常生活用具                     （9:20～9:50） 
国立障害者リハビリテーションセンター 

学院 視覚障害学科 松﨑 純子 
⑦IT機器（タブレット型端末）             （9:50～10:20） 
国立障害者リハビリテーションセンター 

病院 第二診療部 林  知茂 
⑧実習Ⅳ                            （10:30～12:00） 
・弱視眼鏡・拡大鏡・義眼 
・拡大読書器・日常生活用具・IT機器（音声パソコン）  
国立障害者リハビリテーションセンター病院 
リハビリテーション部 

三輪・山田・西脇・中西・遠藤 
⑨視覚障がい者スポーツ               （12:00～12:15） 
国立障害者リハビリテーションセンター 病院 
第二診療部                                   林  知茂 

⑩小児のロービジョンケア             （13:15～13:35） 
国立障害者リハビリテーションセンター 

病院 リハビリテーション部 三輪  まり枝 
⑪ロービジョンケアの連携（総論）      （13：35～14：15） 
公益社団法人北海道勤労者医療協会 

勤医協札幌病院 永井  春彦 
⑫ロービジョンケアの連携（各論）         （14:25～15:35） 
京都大学                         横田 聡 
東京都視覚障害者生活支援センター            長岡 雄一 
公益社団法人 東京都盲人福祉協会            早苗 和子 
名古屋市総合リハビリテーションセンター 
                                 田中  雅之 
堺市立健康福祉プラザ 
 視覚・聴覚障害者センター点字図書館        原田 敦史 
鹿児島県視聴覚障害者情報センター          良久 万里子 
社会福祉法人北九州市福祉事業団 
北九州市立介護実習・普及センター 
（福祉用具プラザ北九州）              武田 貴子 
公益社団法人北海道勤労者医療協会 
勤医協札幌病院                             永井 春彦 
理化学研究所                    仲泊  聡 
愛媛大学                      宇田 高広 
国立障害者リハビリテーションセンター 
自立支援局               山田  哲史   高橋  文孝 
⑬患者が望むこと                （15:45～16:45） 
⑭総合討論                   （16:45～17:00） 

 
10日 

（土） 

⑮診断書等の書き方と事例                （9:00～10:20） 
国立障害者リハビリテーションセンター 

病院 第二診療部 清水  朋美 
⑯実習Ⅴ                        （10:30～12:30） 
疑似症例 
国立障害者リハビリテーションセンター病院 
リハビリテーション部・第二診療部 

三輪・山田・西脇・遠藤・林 

 

 

表５－42  音声言語機能等判定医師研修会 

日付 午   前 午   後 

12月 
13日 

(火) 

①障害福祉施策の動向               (9:50-10:50) 
 国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

       障害福祉研究部長 小出 顕生 

②失語・高次脳機能障害              (11:00-12:00) 
 国立障害者リハビリテーションセンター病院 

  リハビリテーション部 大畑 秀央   

③運動障害性構音障害の臨床             (13:15-14:15) 
 国立障害者リハビリテーションセンター病院 

  リハビリテーション部  北條 具仁 

④音声言語障害の代用音声            (14:25-15:25) 
慶應義塾大学病院リハビリテーション科      羽飼 富士男 
⑤器質性・機能性構音障害            (15:35-16:35) 

 国立障害者リハビリテーションセンター病院 
  リハビリテーション部 百瀬 瑞穂 

14日 

(水) 

⑥成人吃音の臨床                  (8:45-9:45) 
国立障害者リハビリテーションセンター研究所 
     感覚機能系障害研究部               森 浩一 

⑦吃音のリハビリテーション            (9:55-10:55) 
国立障害者リハビリテーションセンター学院    坂田 善政  
⑧音声言語障害・そしゃく嚥下障害の診断書記載 

(11:05-12:05) 
国立障害者リハビリテーションセンター病院 

第二診療部 石川 浩太郎 

⑨音声言語障害者のコミュニケーションエイド 
(13:15-14:15) 

国立障害者リハビリテーションセンター学院 下嶋哲也 

⑩言語発達遅滞の臨床              (14:25-15:25) 
国立障害者リハビリテーションセンター病院 

  リハビリテーション部 東江 浩美 

⑪言葉の遅れを主訴とする小児の疾患       (15:35-16:35) 
国立障害者リハビリテーションセンター病院 

       児童精神科 金 樹英 

15日 
(木) 

⑫音声言語障害の外科的治療            (8:45-10:15) 
浜松市リハビリテーション病院えんげと声のセンター   金沢  英哲 
⑬嚥下障害の臨床                 (10:25-11:55) 

浜松市リハビリテーション病院えんげと声のセンター   金沢  英哲 

⑭嚥下障害のリハビリテーション         (13:00-14:00) 
 国立障害者リハビリテーションセンター病院 

   リハビリテーション部 君嶋 伸明 
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表５－43  身体障害者補助犬訓練者研修会 

日付 午   前 午   後 

２月 

13日 

（月） 

 ①【基調講演】バリアバリューから社会を変える 

 ～ハードとソフトのユニバーサルデザイン～      (13:00～14:00) 

（株）ミライロ 講師・コンサルタント      岸田 ひろ実 

②身体障害者補助犬使用者の立場から       (14:45～16:45) 

コーディネート：（特非）日本補助犬情報センター 

専務理事兼事務局長 橋爪 智子 

助言者：（株)ミライロ 講師・コンサルタント  岸田 ひろ実 

  全日本盲導犬使用者の会 会長 郡司 ななえ 

  （社福）独歩 理事長 串田 由幸 

  聴導犬使用者の会「タッチの会」 東 彩 

14日 

（火） 

③障害保健福祉行政の動向・身体障害者補助犬法 

 (9:00～11:00) 

（行政説明）厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

福祉用具専門官 秋山 仁 

④補助犬の公衆衛生                 (11:10～12:10) 

厚生労働省健康局結核感染症課 課長補佐        大塚 和子 

⑤補助犬の健康管理・補助犬の行動学     (13:10～14:40) 

日本獣医生命科学大学獣医学部 准教授 水越 美奈 

⑥補助犬の行動学               (14:50～16:20) 

日本獣医生命科学大学獣医学部 准教授 水越 美奈 

⑦障害者支援の現場を知る          (16:30～17:30) 

 国立障害者リハビリテーションセンター見学 

15日 

（水） 

⑧視覚障害について             ( 9:00～10:00) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

第二診療部長 清水 朋美 

⑨視覚障害者への支援            （10:00～10:30） 

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局 

 第一自立訓練部視覚機能訓練課長 白浜 一 

⑩盲導犬訓練の現状と課題                (10:40～12:10) 

(財)日本盲導犬協会神奈川訓練センター 

訓練部長 多和田  悟 

⑪聴覚障害について              (13:00～14:00) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 

第二診療部第二耳鼻いんこう科医長 石川 浩太郎 

⑫聴覚障害者への支援                  (14:00～14:30) 

国立障害者リハビリテーションセンター学院手話通訳学科教官 野口  岳史 

⑬聴導犬訓練の現状と課題                (14:40～16:20) 

(福)日本聴導犬協会 会長  有馬 もと 

⑭動物愛護管理の現状と課題について       (16:20～17:20)  

環境省自然環境局総務課 動物愛護管理室 室長補佐    徳田 裕之 

16日 

（木） 

⑮肢体不自由について               (9:00～10:00) 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 副院長   阿久根  徹 

⑯肢体不自由者への支援             (10:00～10:30) 

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局 

第二自立訓練部肢体機能訓練課長 工藤 裕司 

⑰介助犬訓練の現状と課題                 (10:40～12:10) 

社会福祉法人 日本介助犬協会 事務局長 髙栁  友子 

⑱指定法人における認定の現状と課題      (13:00～14:30) 

  （社福）横浜市リハビリテーション事業団    小田 芳幸 

⑲海外の補助犬受入に向けた課題          (14:40～15:40) 

 日本身体障害者補助犬学会 理事              髙栁  友子 

⑳医療機関での補助犬受入に向けた課題     (15:40～17:10) 

 日本身体障害者補助犬学会 理事 髙栁  友子 

17日 

（金） 

㉑交通機関での受入の現状と課題            (9:00～10:00) 

日本航空路線統括本部プライオリティ・ゲスト 

センター担当 黒沢  直子 

㉒医療機関での受入の現状と課題           (10:10～11:10) 

聖マリアンナ医科大学病院 小児外科 助教    長江  秀樹 

㉓店舗での受入の現状と課題             (11:20～12:20) 

（特非）日本補助犬情報センター専務理事兼事務局長 橋爪  智子 
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表５－44 発達障害就労移行支援者研修会 

日付 午   前 午   後 

２月 
８日 

(水) 

①講義 想定される対象者のタイプ           (9:50-10:50) 

医療法人社団 ながやまメンタルクリニック 
臨床心理士 千田  若菜 

②講義 初期段階のアセスメントとプランニング 

(11:00-12:00) 
NPO法人東松山障害者就労支援センター  

センター長 若尾  勝己 

③講義 自己理解の支援と課題整理          (13:00-14:00) 

広島県発達障害者支援センター センター長    西村 浩二 
④ケース検討Ⅰ 面談によるアセスメント    (14:10-15:40) 
医療法人社団 ながやまメンタルクリニック 

 臨床心理士 千田  若菜 
広島県発達障害者支援センター センター長    西村 浩二 
NPO法人東松山障害者就労支援センター 

センター長 若尾  勝己 
厚生労働省 社会・援護局 障害福祉課 

就労支援専門官 香月 敬 

⑤講義 発達障害者の就労支援のためのアセスメント 
 (15:50-17:20) 

早稲田大学教育・総合科学学術院教育学科 教授 梅永  雄二 

９日 
(木) 

⑥講義 発達障害の基礎知識、二次障害への対応、医療機関と
の連携                      (9:30-11:00) 

明神下診療所 所長 米田 衆介 

⑦講義 就労移行支援事業所に期待される役割・機能 
(11:10-12:10) 

NPO法人東松山障害者就労支援センター 

 センター長 若尾  勝己 

⑧ケース検討Ⅱ よくある課題と対応上の工夫 
   （13:10-14:40) 

広島県発達障害者支援センター センター長    西村 浩二 

医療法人社団 ながやまメンタルクリニック 
    臨床心理士 千田  若菜 

NPO法人東松山障害者就労支援センター 

 センター長  若尾  勝己 
厚生労働省 社会・援護局 障害福祉課 

  就労支援専門官 香月 敬 

⑨講義 働き続けるためのジョブマッチング 
 (14:50-16:50) 

医療法人 ながやまメンタルクリニック 

臨床心理士 千田  若菜 
⑩２日間のまとめ                       (15:50-16:00) 
厚生労働省 社会・援護局 障害福祉課 

  就労支援専門官 香月 敬 

10日 
(金) 

⑪事例報告 国立障害者リハビリテーションセンターにおけ

る就労移行支援事業の取組              (9:30-10:30) 
国立障害者リハビリテーションセンター 
自立支援局 理療教育・就労支援部 就労移行支援課 

 発達障害支援室 生活訓練専門職 小林 菜摘 
 修了生 山口 哲也 

⑫講義・事例報告                          (10:40-12:10) 

  就労移行支援事業所の取組と運営 
アス・トライ 就労移行支援事業所 代表      山田 浩三 

⑬３日間のまとめ                      (12:10-12:20) 

厚生労働省 社会・援護局 障害福祉課 
  就労支援専門官 香月 敬 

 

表５－45  自閉症支援専門研修会 

日付 午   前 午   後 

２月 
20日 
(月) 

①講義 自閉症スペクトラム障害児者のいる 
      家族のライフサイクルⅠ         (9:50-11:00) 
②講義 自閉症スペクトラム障害児者のいる 

      家族のライフサイクルⅡ        (11:10-12:30) 
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 

  研究部長 志賀 利一 

③講義 支援が難しい事例の基本的な考え方 
(13:30-15:30) 

④演習 支援が難しい方の事例検討       (15:40-17:10) 

社会福祉法人 はぐくむ会 
  地域福祉相談事業 準備室長 藤平  俊幸  

21日 
(火) 

⑤講義 行動障害の評価             （8:50～10:20） 
⑥演習 機能的アセスメントを中心として    (10:30-11:50) 

国立大学法人 東京学芸大学特別支援科学講座 教授    小笠原  恵 

⑦講義 自閉症スペクトラムに合併しやすい障害 
      周辺症状の理解Ⅰ             (12:50-14:10) 

⑧講義 自閉症スペクトラムに合併しやすい障害 
      周辺症状の理解Ⅱ           (14:20-15:30) 
西多摩療育支援センター 上代継診療所 医師  吉野  邦夫 

 

表５－46  手話通訳士専門研修会 

日付 午   前 午   後 

３月 
15日 
（水） 

①手話言語学                      (10:30～12:00) 
国立障害者リハビリテーションセンター学院 主任教官 

市田  泰弘 

②手話言語学                        (13:00～15:00) 
国立障害者リハビリテーションセンター学院 主任教官  市田  泰弘 

③手話と言語権・情報保障請求権           (15:10～17:10) 
東京国際大学国際関係学部 准教授 杉本  篤史 

16日 
（木） 

④手話通訳実技  Ⅰ                  (9:00～12:00) 
東京家政大学非常勤講師 越後 節子 

NHK手話ニュース・キャスター 小野寺 善子 

国立障害者リハビリテーションセンター学院 主任教官  市田  泰弘 

⑤手話言語学                  (13:00～14:00) 
国立障害者リハビリテーションセンター学院 主任教官 市田  泰弘 
⑥政見放送における手話通訳              (14:10～17:10) 

日本手話通訳士協会 理事 武居  みさ 

17日 
（金） 

⑦手話通訳実技  Ⅱ                      (9:00～12:00) 
国立障害者リハビリテーションセンター 学院 

教官 宮澤 典子 教官 木村 晴美 教官 野口  岳史 

⑧手話通訳実技  Ⅲ                     (13:00～15:00) 
国立障害者リハビリテーションセンター学院 

教官 宮澤  典子   教官 木村  晴美 
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４ 事務部門 

（１）オープンキャンパス参加状況                                  （人） 

 
 Ｈ22 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 

オ ー プ ン キ ャ ン パ ス 第１回 195 161 116 145 135 125 106 

 第２回 － 122 141 132 149 101 124 

 小計 195 283 257 277 284 226 230 

学 校 説 明 会 第１回 99 105 70 81 53 47 42 

 第２回 128 － － － － － － 

 小計 227 105 70 81 53 47 42 

合  計 422 388 327 358 337 273 272 
 

 
 Ｈ28 Ｈ29      

オ ー プ ン キ ャ ン パ ス 

第１回 37 41      

第２回 106 143      

第３回 76 48      

第４回 84 70      

第５回 － 32      

合  計 303 334      

※平成 28年度以降についてはオープンキャンパスのみ開催 

（２）証明書交付件数                                        (件) 

養
成
部
門 

 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

卒 業 証 明 126 154 159 154 143 168 160 

卒 業 見 込 証 明 95 108 87 117 114 74 77 

成 績 証 明 111 151 128 154 133 145 116 

在 学 証 明 43 61 67 44 40 55 44 

身 分 証 明 書 再 発 行 8 17 9 12 6 8 8 

そ の 他 8 10 6 14 9 7 6 

計 391 501 456 495 445 457 411 

研
修
部
門 

修 了 証 書 発 行 証 明 17 33 17 26 18 24 29 

修 了 者 名 簿 提 供 8 8 5 8 1 2 0 

受 講 料 領 収 証 明 4 2 2 2 2 0 0 

研 修 会 受 講 証 明 0 0 0 3 5 3 4 

計 29 43 24 39 26 29 33 

合  計 420 544 480 534 471 486 444 

（３）運賃割引交付件数                                      （件） 

 
Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

学 生 割 引 234 260 178 193 222 292 222 

通 学 証 明 書 66 47 37 37 37 35 19 

実 習 定 期 41 53 40 51 49 65 88 

合  計 341 360 255 281 308 392 329 

（４）奨学生新規採用状況（義肢装具学科）                            （人） 

 
Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

第 一 種 奨 学 金 2 0 0 3 1 0 3 

第 二 種 奨 学 金 2 1 2 3 0 1 5 

（５）研修宿舎利用状況（人・日) 
 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

研 修 会 受 講 者 320 255 264 490 417 418 388 357 

障 害 者 ス ポ ー ツ 合 宿 0 90 177 320 341 276 308 269 

そ の 他 0 0 0 0 0 0 5 2 

合  計 320 345 441 810 758 694 701 628 
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第６節 企画・情報部 

１ 運営委員会 

センターの円滑な運営を図るため、総長の諮問機関として国立障害者リハビリテーションセンター運

営委員会が設置されている。平成 30年３月に開催された運営委員会では、平成 29年度の事業実施状況

報告、平成 30年度の運営方針について説明を行った。 

（１）第 38回運営委員会開催 

日  時  平成 30年３月 16日（金） 10時 00分～12時 10分 

場  所  ホテルグランドヒル市ヶ谷東館 

会議次第 

① 平成 29年度事業実施状況 

（ア）総 括 

（イ）実施状況説明：自立支援局、病院、研究所、学院、企画・情報部、管理部、高次脳機能障害情

報・支援センター、発達障害情報・支援センター、障害者健康増進・運動医科学支援センター 

② 平成 30年度運営方針 

（ア）総 括 

（イ）運営方針説明：自立支援局、病院、研究所、学院、企画・情報部、管理部、高次脳機能障害情

報・支援センター、発達障害情報・支援センター、障害者健康増進・運動医科学支援センター 

③ 全体審議及び質疑応答 

 

（２）運営委員名簿（23名） 

氏 名 現  職 委員任期 

委員長 新  家    眞 公共学校共済組合 関東中央病院長 
平成29年６月13日～ 

平成31年３月31日 

委 員 有  澤  千  枝 
独立行政法人 

高齢・障害・求職者雇用支援機構理事 

平成29年６月26日～ 

平成31年３月31日 

〃 石 川  准 静岡県立大学国際関係学部教授 
平成29年６月16日～ 

平成31年３月31日 

〃 奥  山  眞 紀 子 国立成育医療研究センターこころの診療部長 
平成29年６月21日～ 

平成31年３月31日 

〃 鎌 田  実 
東京大学大学院新領域創成科学研究科 

人間環境学専攻教授 

平成29年６月21日～ 

平成31年３月31日 

〃 渋  沢  修  一 所沢公共職業安定所所長 
平成29年６月９日～ 

平成31年３月31日 

〃 神  野  直  彦 日本社会事業大学学長 
平成29年７月28日～ 

平成31年３月31日 

〃 鈴 木 賢 一 ＮＨＫ厚生文化事業団理事長 
平成29年６月８日～ 

平成31年３月31日 

〃 田 窪 丈 明 国立職業リハビリテーションセンター所長 
平成29年６月７日～ 

平成31年３月31日 

〃 田 中  栄 東京大学大学院医学系研究科 整形外科学教授 
平成29年６月29日～ 

平成31年３月31日 

〃 土  井  美 和 子 国立研究開発法人 情報通信研究機構監事 
平成29年７月31日～ 

平成31年３月31日 

〃 中 込 和 幸 
国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター 

精神保健研究所長 

平成29年７月11日～ 

平成31年３月31日 

〃 新 平 鎮 博 独立行政法人 国立特別支援教育総合研究所教育支援部長 
平成29年６月29日～ 

平成31年３月31日 

〃 仁 木  壯 社会福祉法人 旭川荘副理事長 
平成29年６月15日～ 

平成31年３月31日 
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氏 名 現  職 委員任期 

〃 芳 賀 信 彦 東京大学大学院医学系研究科 リハビリテーション医学教授 
平成29年６月29日～ 

平成31年３月31日 

〃 樋 口 範 雄 武蔵野大学法学部特任教授 
平成29年７月19日～ 

平成31年３月31日 

〃 平  山  信  夫 東京都心身障害者福祉センター所長 
平成29年７月７日～ 

平成31年３月31日 

〃 福 母 淳 治 日本障害者リハビリテーション協会常務理事 
平成29年６月９日～ 

平成31年３月31日 

〃 藤 本 正 人 所沢市長 
平成29年６月14日～ 

平成31年３月31日 

〃 水 野 康 司 所沢市医師会副会長 
平成29年７月10日～ 

平成31年３月31日 

〃 南 砂 読売新聞東京本社常務取締役調査研究本部長 
平成29年６月５日～ 

平成31年３月31日 

〃 山  岨  達  也 東京大学大学院医学系研究科 耳鼻咽喉科学教授 
平成29年８月８日～ 

平成31年３月31日 

〃 吉 永 勝 訓 千葉県千葉リハビリテーションセンター長 
平成29年６月16日～ 

平成31年３月31日 

 

２ 第２期中期目標を踏まえた運営方針、組織目標の作成と実績評価（ＰＤＣＡサイクル） 

  平成 27年度からの第２期中期目標を確実に達成するため、ＰＤＣＡサイクルを活用した取組みを行っ

た。各部門は年度ごとの運営方針と組織目標を作成し、事業の実施状況について「事業実績（暫定）評

価表」により評価を行い業務運営を行った。 

（１）各部門は７月１日及び 12月１日を基準日とし、事業実績について評価表により評価を行った。組織

目標を担当する部門長は、事業実施担当部門とのヒアリング等による情報収集により、評語*、評価を

記載した。企画・情報部では各部門から提出された評価表をもとに、事業実績評価表集計表を作成し、

幹部・部長会議において報告するとともにイントラネットに掲載した。 

（２）平成 29年度運営委員会において、平成 29年度事業実績の暫定評価および評価・数値目標の集計結

果を報告した。 

（３）運営委員会で報告した平成 30年度運営方針に沿って、各部門は平成 30年度の運営方針及び組織目

標を作成して平成 30年度事業実績（暫定）評価表に記載し、３月末の幹部・部長会議において確定し

た。 

ＰＤＣＡ評価における評語区分* 

（１）評語は「５」から「１」までの５段階とし、「３」を標準とする。 

（２）各組織目標の成果（業績）と評語の関係は次の①のとおりとするが、研究にかかる組織目標にあっ

ては②によることとする。 

評語 評価基準 

５ 

①組織目標の達成に向けた順調な進捗により、目標を質的・量的に上回る成果が得られると認められる（見込ま
れる）。（目標となる数値指標がある場合は、対年度目標値の 120％以上で、かつ、質的に顕著な成果が得られ
ていると認められる場合） 
②組織目標の達成に向けた取組により、特に顕著な研究成果の創出や将来的な特別な研究成果の期待等が認めら
れる（見込まれる）。 

４ 

①組織目標の達成に向けた順調な進捗により、目標を上回る成果が得られていると認められる（見込まれる）。（目
標となる数値指標がある場合は、対年度目標値 120％以上） 
②組織目標の達成に向けた取組により、顕著な研究成果の創出や将来的な研究成果の創出の期待等が認められる
（見込まれる）。（判断としては、評語 5には至らないが成果の発見による相当程度の意義、成果、貢献が認めら
れる） 

３ ①組織目標の達成に向けた概ね順調な進捗により、目標の達成が認められる（見込まれる）。 
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（標準） （目標となる数値指標がある場合は、対年度目標値の概ね 100％程度） 
※「概ね 100％程度」とは、「90％以上 120％未満」の範囲内とする。 
②組織目標の達成に向けた取組により、研究成果の創出や将来的な研究成果の創出の期待等が認められる（見込
まれる）。（判断としては、成果の創出に向けた着実な進展が認められる） 

２ 
①組織目標の達成が困難で（困難と見込まれ）、改善を要する。 
②組織目標の達成が困難で（困難と見込まれ）、研究成果の創出に向けて一層の工夫、改善等が期待される。（判
断としては、一層の工夫、改善等が認められる） 

１ 

①組織目標の達成が困難で（困難と見込まれ）、業務の見直し等を含めた大幅な改善を要する。（目標となる数
値指標がある場合は、対年度目標値の 80％未満） 
②組織目標の達成が困難で（困難と見込まれ）、研究成果の創出に向けて大幅な見直しを含め特段の工夫、改善
等が求められる。（判断としては、抜本的見直しを含め特段の工夫・改善の必要が認められる） 

 

３ 国際協力 

国際協力に関する事業については、センターが有している障害とリハビリテーションに関する技術や

情報等をもって国際社会に貢献するために、ＷＨＯ事業への協力を実施した他、独自事業としての海外

関係機関との連携、技術協力及び国際会議等のための職員の海外派遣等を行った。 

（１）ＷＨＯ事業への協力 

① “障害の予防とリハビリテーションに関するＷＨＯ指定研究協力センター”としての協力事項を下

記のとおり実施した。 

〔協力事項と平成 29年度実績〕 

（ア）西太平洋地域の障害をもつ人々の質の高い保健、リハビリテーションサービス、スポーツへの

アクセス向上のための知識や資源の開発についてＷＨＯに協力する：“ 視覚障害者に対するスポ

ーツ指導Ⅱ ゴールボール”のリハビリテーションマニュアルを 3言語版（英語、ラオス語、タ

イ語）作成をした。なお英語版についてはアジア太平洋の 30か国に配布した。 

（イ）障害をもつ人々のニーズと権利についての意識を高め、理解を進める活動をＷＨＯと共に行

う：国際セミナーを開催した。（⑤に記載） 

② 西太平洋地域の指定研究協力センター間の相互の情報交換を行うための電子ニュースレターに代

わり、ＷＨＯが作成した統一記入フォームに活動の概要を記載し、情報共有を行った。 

③ ＷＨＯ西太平洋地域事務局が開催する「国民皆保健におけるリハビリテーションに関する会議」

に職員１名が参加し、西太平洋地域における「リハビリテーションの強化」のためのＷＨＯの取り

組みについて情報収集を行った。 

④ リハビリテーションに関するＷＨＯ指定研究協力センターである中国の中山医科大学と中国国際

経済技術交流センターの共催である「広東国際リハビリテーションフォーラム 2017」に職員 1名が

参加し、「リハビリテーションにおける神経科学と知性」について講演を行った。 

⑤ 国際セミナーの開催 

    テ ー マ：「高齢化社会とリハビリテーション 

－誰もが必要なリハビリテーションを受けられるようにするために－」 

    開催日時：平成 30年２月 18日（日）13:30～17:00 

    開催場所：東京国際フォーラム 

    参 加 者：約 60名 

    主な内容 

●基調講演 

「WHO Rehabilitation 2030」 
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ＷＨＯ西太平洋地域事務局テクニカルリード Darryl Wade Barrett 

●発表 

①「リハビリテーションと高齢者 -オーストラリアの視点から-」 

シドニー大学 ジョンウォルシュリハビリテーション研究センター教授 

Ian Cameron 

②「カンボジアの高齢化に関する国家政策 2017～2030」 

カンボジア保健省予防医療部 部長 Kol Hero 

③「地域包括ケア時代に向けた千葉リハビリテーションセンターの役割」  

千葉県千葉リハビリテーションセンター センター長 吉永 勝訓 

④「障がい者の加齢と健康維持・増進」 

国立障害者リハビリテーションセンター病院障害者健康増進・運動医科学支援センター長 

緒方 徹 

●ディスカッション、質疑応答 

 

（２）ＪＩＣＡ事業への協力 

総長がＪＩＣＡの課題別支援委員会委員として、障害分野の技術協力プロジェクトに関する会議に

出席した。 

 

（３）海外関係機関との連携、協力：日中韓のリハビリテーションセンターの協力協定に基づく活動 

① 中国リハビリテーション研究センターが主催した第 12 回北京リハビリテーション国際フォーラ

ムに職員 1名が参加し、“超高齢社会である日本における高齢者の生活支援システム”について発表

し、情報交換を行った。 

② 日中韓のリハビリテーション協力協定に基づく技術交流訪問で、中国リハビリテーション研究セ

ンターへ職員 2名を派遣した。 

 

（４）国連の国際会議への参加：障害統計に関するワシントングループ会議への参加 

国際比較が可能な障害統計の手法の開発を目的とする国連のシティグループである“障害統計に関

するワシントングループ会議（第 17回）”に職員１名を派遣し情報収集を行った。会議の情報について

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部に提供した。また、当該会議の運営委員として職員１名が運

営に協力した。 

 

（５）海外からの研修員の受入れ 

海外のリハビリテーション専門家養成への協力として、センターが有するリハビリテーション技術

に関する研修を実施しているが、本年度は受入れ実績がなかった。（表６－１） 

 

（６）職員の海外派遣及び海外見学者の受け入れ 

技術協力、共同研究、調査等を目的として 14か国に職員延べ 32名を派遣した。（表６－２）また、

16か国１地域から 242名の見学者を受け入れた。（表６－７） 
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表６－１  海外研修員受入の年度別推移                                 （人） 

年 度 55 59 元 ６ 11 16 21 26 27 28 29 
(参考)S55～H29 

累 計 

国 ・ 地 域 2 9 8 9 17 12 8 1 3 5 0 実数   59 

人 数 2 20 28 16 36 38 37 1 5 7 0 862 

 

表６－２ 職員の海外派遣状況 

No. 氏 名 所 属 派遣先 派遣期間 派遣目的 

１ 飛松 好子 総 長 中国 
平成29年４月１日 

～４月２日 
広東国際リハビリテーションフォーラム2017 

２ 白銀  暁 研究所 南アフリカ 
５月６日 

～５月13日 
ISPO 16th World Congress 

３ 小出 顕生 研究所 タイ 
５月７日 

～５月13日 
タイ国認知症高齢者のための介護サービス開発
プロジェクト詳細計画策定調査 

４ 大島 知子 研究所 マルタ共和国 
６月10日 

～６月18日 
第 6回地中海神経科学学会 

５ 鷹合 秀輝 研究所 マルタ共和国 
６月10日 

～６月18日 
第 6回地中海神経科学学会 

６ 白銀  暁 研究所 タイ 
６月27日 

～７月１日 
CPT-AWP & PTAT Congress 2017(環太平洋理学療
法学会 2017) 

７ 高嶋  淳 研究所 韓国 
７月11日 

～７月16日 

The 39th Annual International Conference of 
the IEEE Engineering in Medicine and Biology 
Society (EMBC’17) 

８ 鯨井 恵子 病 院 トルコ 
７月14日 

～８月１日 
第 23回夏季デフリンピック〔帯同看護師〕 

９ 小出 顕生 研究所 タイ 
７月19日 

～７月28日 
タイ国要援護高齢者等のための介護サービス開
発プロジェクト終了時評価調査 

10 沖田 祐介 研究所 オーストラリア 
７月19日 

～７月28日 

第 16 回バイオメカニクスの計算機シミュレー
ションに関する国際シンポジウム・第 26回国際
バイオメカニクス学会大会 

11 井上 剛伸 研究所 
ドイツ、 
スイス 

７月30日 
～８月６日 

ISO(国際標準化機構)/TC173(リハビリテーショ
ン機器システム専門委員会)/SC2(用語と分類分
科委員会)に関わる国際会議、 
WHO-GREAT サミット 

12 中山  剛 研究所 ドイツ 
７月30日 

～８月３日 

ISO(国際標準化機構)/TC173(リハビリテーショ
ン機器システム専門委員会)/SC2(用語と分類分
科委員会)に関わる国際会議 

13 中村  隆 研究所 カナダ 
８月14日 

～８月20日 
Myoelectric Controls Symposium 2017(筋電制
御シンポジウム 2017) 

14 飛松 好子 総 長 フィリピン 
８月28日 

～９月１日 
皆保健におけるリハビリテーションに関する
WHO会議 

15 井上 剛伸 研究所 イギリス 
９月11日 

～９月17日 
AAATE Conference2017 

16 白銀  暁 研究所 イギリス 
９月11日 

～９月17日 
AAATE Conference2017 

17 飛松 好子 総 長 中国 
９月13日 

～９月15日 
第 12回北京国際リハビリテーションフォーラム 

18 幕内  充 研究所 アメリカ 
10月10日 

～10月17日 
第 25 回ワークショップ 日本語と韓国語の韻律
と韻律のインターフェイス 

19 北村 弥生 研究所 オーストラリア 
10月30日 

～11月３日 
第 17 回国連障害統計に関するワシントングル
ープ会議 

20 酒井奈緒美 研究所 アメリカ 
11月８日 

～11月13日 
2017 ASHA (American Speech-Language-Hearing 
Association) Convention 

21 北村 弥生 研究所 タイ 
11月11日 

～11月19日 
国際知的障害研究学会アジア太平洋会議、タイ
統計局 

22 佐藤 勇起 研究所 アメリカ 
11月11日 

～11月17日 
Neuroscience2017（北米神経科学学会・年次総
会） 

23 外山  滋 研究所 タイ 
11月11日 

～11月16日 
エネルギー・材料・ナノテクノロジー会議 

24 白銀  暁 研究所 オーストラリア 
12月11日 

～12月17日 
The first IEEE Life Sciences Conference (LSC) 

25 高嶋  淳 研究所 オーストラリア 
12月11日 

～12月17日 
The first IEEE Life Sciences Conference (LSC) 
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No. 氏 名 所 属 派遣先 派遣期間 派遣目的 

26 三ッ本敦子 研究所 カナダ 
１月28日 

～２月１日 

カナダトロント市 Holland Bloorview 小児リハ
ビリテーション病院における小児筋電義手のリ
ハビリテーションに関する調査・視察 

27 幕内  充 研究所 インド 
１月31日 

～２月４日 
AMLaP アジア 2018：言語処理-アジアのアーキ
テクチャとメカニズム 2018 

28 沖田 祐介 研究所 アメリカ 
２月13日 

～２月19日 
第 44回米国義肢装具士協会年次学術大会 

29 澤田 泰宏 研究所 アメリカ 
２月18日 

～２月24日 
2018 Angiotensin Conference Gordon Research 
Conference 

30 白銀  暁 研究所 カナダ 
３月５日 

～３月12日 
The 34th International Seating Symposium & 
ISO/TC173/SC1/WG11 

31 池川 優作 自立支援局 中国 
３月12日 

～３月15日 
日中韓相互連携事業 技術交流 

32 中村 有志 自立支援局 中国 
３月12日 

～３月15日 
日中韓相互連携事業 技術交流 

 

４ 業績発表会 

業績発表会は、センターの職員が日頃の研究や業務実践上の成果を発表し合うことにより、職員相互

の研鑚、情報交換及び各分野の連携の強化を図ることを目的として、昭和 59年度から毎年 12月に実

施されている。平成 29年度は次のとおり開催した。 

第 ３４ 回 

国立障害者リハビリテーションセンター業績発表会 

日 時：平成29年12月22日(金) 9：00～17：00 

場 所：本館４階大会議室（第１会場）及び中会議室（第２会場） 

プ ロ グ ラ ム 

9：00～9：10  開会挨拶  飛松総長 

＜午前の部＞（第１会場） 

Ⅰ 肢体不自由① 9：10～9：58（48分）                       ［座長：石渡総合相談支援部長］ 

１ 当院脊髄損傷患者の過去１５年の傾向-脊髄損傷医療における国リハの役割- 

    清水麻由子 

２ 入退院時において歩行能力が改善した維持期脳卒中患者に対しての検討 

    小見昌哉、小山信之 

３ 当院における高齢頸髄損傷者の傾向 

    野月由香里、森田藤香、伊藤伸 

４ 機能訓練終了後の頸髄損傷者における ADLの自立度の変化とその要因 

    清水健、田中匡、市川眞由美、藤縄道子、森野徹也、渡邉雅浩、小松原正道 

５ 義足ユーザー（陸上競技初心者）へのサポート体制-学科間連携研究- 

    梅崎多美、高橋春一、徳井亜加根、星野元訓、野原耕平 

 

Ⅱ その他① 10：00～10：56（56分）                            ［座長：大舘看護部長］ 

６ 言語聴覚学科の国家試験対策の現状 

       下嶋哲也、坂田善政、小野久里子、北義子 
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７ 学院義肢装具学科の HP刷新による効果 

    根岸和諭、星野元訓、丸山貴之、中村善彦、徳井亜加根、野原耕平 

８ 通訳基礎トレーニングにおける他者作成資料にもとづくプレゼンテーション 

    市田泰弘、木村晴美、宮澤典子、野口岳史 

９ 脳卒中リハビリテーション看護認定看護師教育課程修了生の活動及び脳卒中リハビリテーション看護に

関する意識についての報告 

    堀岡美由紀、佐藤雅子、篠崎菜緒子、粕谷陽子、金子育代、堀房子 

10 これまで取り組んできた利用者募集活動と結果の報告 

    高橋文孝、後藤幸雄、菅原美杉、会田孝行、秦明子、鈴木理子、木戸晶子 

11 医療から訓練、社会参加まで一貫したサービスの提供を目指して-自立支援局と国リハ病院（医療相談室）

の連携- 

鈴木理子、後藤幸雄、高橋文孝、菅原美杉、会田孝行、秦明子、木戸晶子、上野久美子、 

金子淑子、飯塚真理、粕谷陽子、酒井陽子、下重敏子、金川愛、篠原あずさ 

 

Ⅲ ポスター発表 10：58～12：02（64分）                                    ［座長：堤副看護部長］ 

12 学生への学費援助制度開始後の現状と課題 

小野久里子、北義子、下嶋哲也、坂田善政 

13 当院における退院支援看護師としての役割と課題 

粕谷陽子、酒井陽子、上野久美子、大舘千歳、阿久根徹 

14 当院における退院支援の取り組み ～退院支援・調整フロー図作成の試み～ 

酒井陽子、粕谷陽子、上野久美子、大舘千歳、阿久根徹 

15 脊髄損傷者の便の排出に関する臨床判断の様相 

渡伸栄、清水絵美、小泉節子 

16 頸髄損傷患者の他動的運動による腸蠕動運動の促進効果 

北川純子、大河原亜紀子 

17 頸髄損傷者の排便ケア研修への取り組み 

鏡味麻里子、中嶋直美、百々幸子 

18 視力センターにおける歯科保健活動の取り組み 

山田信也、井口早苗（以上、福岡センター） 

 

＜午前の部＞（第２会場） 

Ⅳ 視覚障害① 9 :15 ～10：11（56分）                              ［座長：白浜視覚機能訓練課長］ 

19 全国の障害者支援施設等を利用している視覚障害者の眼疾患や視機能について 

中西勉、清水朋美、林知茂、遠藤律子 

20 上肢機能と発語に障害を伴う視覚障害者に対するロービジョンケアの一例 

山田明子、江口万祐子、伊藤和幸、伊藤伸、三輪まり枝、西脇友紀、中西勉、林知茂、清水朋美 

21 学院視覚障害学科のあり方に関する検討会の結果と今後の方針について 

谷映志、松﨑純子  

22 理療教育における支援データの分析から（第 3報） 

米田裕和、加藤麦、滝修 
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23 多様な課題を有する利用者の学習の個別化について 

～車いす使用の利用者が国家試験に合格し就労に結びついた 1例～ 

舘田美保、小泉貴、池田和久、島村明盛、細川健一郎(神戸センター)、徳永光則(福岡センター) 

24 当センター病院との連携による視覚機能訓練利用者に対する支援事例 

中郡史暁、河原佐和子、清水朋美、林知茂、西牧謙吾、金樹英、鈴木繭子、東江浩美 

 

Ⅴ 視覚障害② 10：13～11：09（56分）                                ［座長：清水第二診療部長］ 

25 高齢視覚障害者に対する訪問訓練の実施状況と効果の検証 

吉田洋美、白浜一、小出千鶴子、川添一郎、佐々木桂、中郡史暁、島﨑咲子 

26 自立支援局各センターにおける視覚障害者に対する自立訓練（機能訓練）の標準化に関する取組 

  ～訓練時間数及び期間を算出するための指標～ 

佐々木桂、白浜一、小出千鶴子、中山修司(函館センター)、嘉村崇史(神戸センター)、 

廣川慶(福岡センター)、谷映志  

27 受動的な中途視覚障害者への支援～家族とともに考える視点をいかして～ 

山田裕基（神戸センター） 

28 網膜色素変性患者由来変性視細胞モデルの遺伝子発現解析 

宮本潔子、世古裕子、加藤誠志、清水朋美 

29 網膜色素変性原因遺伝子 EYSの転写産物解析 

瀧田真平、宮本潔子、世古裕子 

30 視覚障害者への健康づくり介入指導について 

―運動介入の効果と継続参加の要因に関する検討― 

山下文弥、樋口幸治、印南佳代子、緒方徹 

 

Ⅵ 全障害 11：11～11：59（48分）                                 ［座長：工藤総合支援課長］ 

31 所沢市における障害者の災害準備対策：５年目の進展 

北村弥生、関剛規、伊沢功次、園田悦子、小内正秋(所沢市自立支援協議会)、 

神尾久(所沢市危機管理課)、土戸祐也(所沢市障害福祉課) 

32 就労移行支援における「農園芸」訓練について ― 花リースの取り組み ― 

近藤和弘、細谷恵津子、若林耕司 

33 就労移行支援の「物品管理業務」訓練について② 

細谷恵津子、近藤和弘 

34 地域医療連携業務の現状について 

上野久美子、阿久根徹、粕谷陽子、酒井陽子、飯塚真理、金子淑子、下重敏子、金川愛、篠原あずさ 

35 障害当事者のニーズを起点とした支援機器開発に関する人材育成の取組み 

東祐二、中山剛、吉田雄一、小野栄一、白浜一、三好尉史(別府センター)、石渡博幸、飯島 節 

 

休憩（昼休み） 12：02～13：05 

 

＜午後の部＞（第１会場） 

Ⅶ 発達・知的障害① 13：05～13：41（36分）                       ［座長：林主任企画情報専門官］ 

36 感覚刺激に対して過剰な時間処理精度をもつ自閉スペクトラム症者の認知神経基盤  

井手正和、渥美剛史、佐野美沙子、深津玲子、和田真、安啓一(筑波技術大学) 
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37 自閉スペクトラム症者における皮膚/スティックラビット錯覚 

和田真、井手正和、池田華子、佐野美沙子、田中有、深津玲子、中島八十一、鈴木繭子、東江浩美、 

金樹英、西牧謙吾、宮崎真(静岡大学) 

38 発達障害者の就労移行支援における日常生活訓練の取り組み（１）～実施概要の報告～ 

小林菜摘、藤井知亨、荒木俊晴、中村有志、水村慎也  

39 発達障害者の就労移行支援における日常生活訓練の取り組み（２）～作業療法士の取り組み～  

中村有志、小林菜摘、藤井知亨、荒木俊晴、水村慎也 

 

Ⅷ 聴覚・言語障害 (13：43～14：19（36分）                        ［座長：石川第二耳鼻咽喉科医長］ 

40 幼児吃音の治療効果に関する無作為化比較試験：その背景と意義  

坂田善政、角田航平、石川浩太郎、森浩一 

41 吃音者の社交不安スクリーニング質問紙（LSAS-J）の回答傾向 

灰谷知純、酒井奈緒美、阿栄娜、北條具仁、森浩一 

42 大規模調査に基づく幼児吃音の有症率 

酒井奈緒美、森浩一 

43 聴覚中枢における NMDA受容体によるシナプス伝達の制御 

大島知子、鷹合秀輝 

 

Ⅸ 高次脳機能障害 14：21～15：33（72分）                          ［座長：深津臨床研究開発部長］ 

44 生活訓練利用者における自動車運転と神経心理学的検査との関連性について  

水谷宣昭、四ノ宮美恵子、森公士朗、阿部真市、小林秀信、吉川杏美、和田愛祐美、安部恵理子、 

林八重、熊倉良雄、今橋久美子、飯島節、藤田佳男(千葉県立保健医療大学) 

45 高次脳機能障害者の家族関係の経年的変化－子育て世代の家族に着目して－ 

篠崎菜穂子、鈴木弘美、粕谷陽子、宮坂良子 

46 高次脳機能障害の自己認識と心理状態との関連 

山本正浩、浦上裕子、北條具仁、菅野博也、山下文弥、多田由美子 

47 重度の記憶障害を呈した脳損傷者の認知症への移行と支援について 

浦上裕子、山本正浩、北條具仁、野口玲子、菅野博也、山下文弥 

48 高次脳機能障害者で心理的支援を中心に行いながら 

当センター病院から直接、就職にいたった支援事例について 

菅野博也、浦上裕子、山本正浩、木村麻美、北條具仁、山下文弥 

49 当院初診時の神経心理学的所見から見た高次脳機能障害者の就労・非就労について 

北條具仁、浦上裕子、山本正浩、菅野博也、山下文弥 

50 劣化雑音音声を用いた話者の口形と音声の統合メカニズムの研究 

水落智美、幕内充、深津玲子、肥沼武司、前野正登 

51 半側空間無視に対する新たな評価手法の開発―静止画提示時の視線分析― 

大松聡子、河島則天 

 

Ⅹ 肢体不自由②  15：35～16：23（48分）    ［座長：緒方障害者健康増進・運動医科学支援センター長］ 

52 周辺視野を用いた SSVEP-BMIに適した視覚刺激 

      林奈々、高野弘二、神作憲司 
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53 脳波を用いた主観的眠気変化の評価  

    宇津見宏太、髙野弘二、神作憲司 

54 BMI型環境制御装置「B-assist」のユーザビリティ評価 

    高野弘二、小松知章、神作憲司 

55 脊髄完全損傷者における嗅粘膜組織移植前後のリハビリテーション実施経験  

    愛知諒、緒方徹、岩崎洋、樋口幸治、鯨井恵子、日下部龍子、河島則天  

56 立位姿勢調節を最適化する『重心動揺リアルタイムフィードバック装置』の開発 

    河島則天 

 

＜午後の部＞（第２会場）  

Ⅺ その他② 13：05～13：53（48分）                      ［座長：北村社会適応システム開発室長］ 

57 難病のある人の福祉サービス活用による ADL・QOL向上に関する研究 

    今橋久美子、深津玲子、中村めぐみ、下山敬寬 

58 部門間連携研究に関する調査と推進に向けた提案 

    井上剛伸、石渡利奈 

59 看護部における新人看護職員教育体制の現状と課題 

    會田人美、大舘千歳 

60 BCPを見据えた看護師の災害対応力の現状と課題 

    堤美穂、大舘千歳 

61 救急カートの運用の評価から看護師長の安全管理の課題と取組み 

    大舘千歳、田嶋千秋、谷脇路子、多田由美子、泉谷義明 

 

Ⅻ 発達・知的障害② 13：55～15：07（72分）                           ［座長：金児童精神科医長］ 

62 虐待を受けた軽度知的障害児の自立生活に向けての支援 その２ 

    伊藤幸恵、かりん寮職員一同（以上、秩父学園） 

63 発語のない自閉症児への排泄支援について  

    久郷英伸、山本優子、秋山佳秀、中田竜太、けやき寮職員一同（以上、秩父学園） 

64 保育所における発達障害児に関する実態調査の報告 

    佐山智洋、新妻里紗、村上功二、齋藤信哉、永吉敏広（以上、秩父学園） 

65 自閉症支援に対する専門性向上を目的としたコンサルテーション型支援の報告 

  柗上耕祐、須永貴之、齋藤信哉（以上、秩父学園） 

66 発達障害児の視点取得を促すプログラムの検討（経過報告） 

    杉本拓哉、星美弥子、大門亜希子、安永有紀、新妻里紗（以上、秩父学園） 

  67 「なないろの利用に関する意識調査」から見えてきた課題への取り組み～その後の経過について～  

川俣ひとみ、杉本拓哉、星美弥子（以上、秩父学園） 

68 発達障害児等デイサービス事業「なかま」の取り組み 

大門亜希子、佐山智洋、安永有紀、山本文世、山崎由佳、新家康洋、星美弥子（以上、秩父学園） 

69 Sさんの移行～困難事例に対するチームアプローチ～ 

滝澤剛敏、金森孝之、伊藤隆、山本忠直、大野さち子（以上、秩父学園） 
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ⅩⅢ  発達・知的障害③ 15：09～16：21（72分）                        ［座長：和田発達障害研究室長］ 

70 家庭での生活が困難になった強度行動障害児に対するコミュニケーション支援の構築について 

    渡邉浩伸、仲川正徳、どんぐりユニット職員一同（以上、秩父学園） 

71 愛着障害により他者との関わり方に課題のある入所児童への対人関係改善に向けた取り組み 

    野口修史、浦野清美、柗上耕祐、くぬぎユニット一同（以上、秩父学園） 

72 児童精神科におけるソーシャルワーク実践について 

    篠原あずさ、西牧謙吾、金樹英、田島世貴、鈴木繭子、田中里実、東江浩美、杉本拓哉 

73 児童精神科における評価入院について 

    田島世貴、西牧謙吾、金樹英、鈴木繭子、田中里実、篠原あずさ、東江浩美、杉本拓哉 

74 保育園実習における発達支援に配慮した集団プログラムの取り組み 

    関剛規、川渕竜也  

75 学院における学生支援の取り組みと今後の学生支援体制のあり方について 

    川渕竜也、北義子、西田紫郎 

76 「発達障害支援施策の支援事業」の取り組みⅡ 

林克也、叶野みずえ、与那城郁子、西牧謙吾 

77 発達障害情報分析・発信システムの構築を目指した取り組み 

与那城郁子、叶野みずえ、西山秀樹、林克也、西牧謙吾 

16：55～17：00  講評・閉会挨拶  飯島自立支援局長 

 

５ 広報・見学 

（１）広報 

ホームページ、パンフレット、広報用ＤＶＤ、広報誌「国リハニュース」等により、広報活動を行

っている。国リハニュースについては紙媒体として季刊発行（１・４・７・10月発行）を行い、電子

媒体としてホームページ上に「国リハＷｅｂニュース」を掲載し随時更新。また、雑誌、テレビ等報

道機関からの問い合わせや取材に対応している。 

表６－３ 報道発表 

No 発表日 発表内容 発表者 発表先 

１ ６月６日 平成 29年度体育祭の実施について 企画・情報部企画課 所沢市記者会 

２ 10月10日 リハ並木祭 企画・情報部企画課 所沢市記者会 

３ ２月19日 平成29年度(第39回)自立支援局就労移行支援

(養成施設)理療教育卒業式及び平成29年度学

院卒業式・修了式の開催について 

企画・情報部企画課 所沢市記者会 
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表６－４ テレビ・ラジオ等取材状況 

No 取材年月日 取材者 取材内容 被取材職員等 放送番組名 

１ 平成29年 
５月 

ＮＨＫ 吃音の解説 学院 森学院長 ＮＨＫ「ハートネットＴ
Ｖ」 

２ ５月24日 株式会社 
and pictures 

理学療法士の仕事など 自立支援局機能訓練課  
長谷川主任理学療法士 

映画『栞』 

３ ７月 ＢＳ日本 ゴールボールのプロテク
ターに関する説明 

学院義肢装具学科 
徳井教官 

ＢＳ日テレ「ストロングポ
イント」 

４ ８月９日 株式会社 
MNS TOKYO 

視覚障害者の自立訓練な
ど 

自立支援局総合支援課 
工藤課長 

映画（詳細未定） 

５ ９月14日 ＮＨＫラジオ 障害者の防災や避難時に
必要な支援 

研究所障害福祉研究部  
北村主任 

ＮＨＫラジオ「視覚障害ナ
ビ・ラジオ」 

６ ９月15日 ＮＨＫ パラリンピックアイスホ
ッケーの使用道具 

学院義肢装具学科 
中村教官 

ＮＨＫ「おはよう日本」 

７ 10月23日 ＮＨＫ 吃音の解説 学院 森学院長 ＮＨＫ「なるほど実感報道
ドドド」 

８ 12月 ＮＨＫ 学院手話通訳学科の授業
内容など 

学院手話通訳学科 
市田主任教官 

ＮＨＫ「みんなの手話」 

９ ２月11日 川崎市経済労働
局 

３Ｄプリンタを活用した
自助具づくりなど 

研究所福祉機器開発部 
硯川室長 

川崎市広報用動画 

 

表６－５ 新聞・雑誌等取材状況 

No 取材年月日 取材者 取材内容 被取材職員等 掲載誌名 

１ 平成29年 
６月 

読売新聞社 発達障害児の家族支援 発達障害情報・支援センター 
林主任専門官 

読売新聞 

２ ７月22日 日本経済新聞社 吃音の大規模追跡調査と
最新の治療法開発 

学院 森学院長 日本経済新聞 

３ ８月 朝日中高生新聞 視覚障害、ブラインドサッ
カー 

病院第二診療部 清水部長 朝日中高生新聞連載小説 

４ ８月28日 毎日新聞 吃音について 学院 森学院長 毎日新聞 

５ ９月19日 時事通信 義手、義足の最前線 研究所義肢装具技術研究部 
中村主任義肢装具士 

時事通信 

６ 10月19日 Web マ ガ ジ ン
「HERO X」 

外骨格装置「C-FREX」 研究所運動機能系障害研究
部 河島室長 

Webマガジン「HERO X」 

７ 12月18日 産労総合研究所
「病院羅針盤」 

国リハ病院の役割など 病院 西牧病院長 雑誌「病院羅針盤」 

８ 平成30年 
３月 

Medical Tribune
ウェブ版 

吃音症の大規模調査 学院 森学院長 Medical Tribuneウェブ版 

９ ３月６日 読売新聞 発達障害情報・支援センタ
ーｗｅｂサイトの紹介 

発達障害情報・支援センター 読売新聞 

10 ３月28日 社会福祉法人 
日本盲人会連合 

ロービジョンクリニック
など 

病院リハビリテーション部 
中西生活訓練専門職 

日本盲人会連合研究報告
書「視覚障害者のための日
常生活用具と補装具の給
付及び貸与の実態調査事
業 報告書」 

 

（２）見学・視察者の状況 

国内の社会福祉関係者をはじめ諸外国からもセンターを訪れ、利用者の訓練状況及び自立支援局、

病院、研究所、学院等の事業及び設備等の見学が行われた。見学・視察者の状況は次のとおりである。 

 

表６－６ 見学・視察者の状況 

 

月 別 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 計 

件  数 18 13 26 21 26 29 20 22 12 10 13 14 224 

人  数 384 337 413 157 334 533 397 520 71 152 111 204 3,613 
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表６－７ 職業別の状況 

区 分 見学・視察者数 備  考 

医 療 関 係 
国 内 1,713 《諸外国内訳（16か国１地域）》 

アジア（9か国１地域） 

韓国、タイ、台湾、中国、ネパール、パキスタン、ベトナム、マレーシア、

モンゴル、ラオス 

欧米（5か国） 

アメリカ、オランダ、スイス、スペイン、ロシア 

アフリカ（０か国） 

中南米（０か国） 

大洋州（2か国） 

オーストラリア、フィジー 

海 外 81 

教 育 関 係 
国 内 664 

海 外 24 

社 会 福 祉関 係 
国 内 756 

海 外 84 

職 業 関 係 
国 内 0 

海 外 7 

そ の 他 
国 内 238 

海 外 46 

計 

国 内 3,371 

海 外 242 

計 3,613 

（ 再 掲 ） 

障 害 者 

国 内 (80) 

海 外 (13) 

計 (93) 

 

６ 倫理審査委員会 

倫理審査委員会は、センター職員が行う人を対象とする研究等が、ヘルシンキ宣言、日本政府及び関

連機関が作成している生命科学倫理関連ガイドライン等に従っているかどうかを審査し、倫理的配慮を

確保することを目的として設置されている。平成 29年度の審議状況は次のとおりである。 

 

表６－８ 倫理審査審議状況                                  (件) 

審査実施年月日 申請数 承認数 うち条件付承認数 不承認 非該当・取り下げ 備考 

平成29年５月31日 64 61 （5） - 3  

 ７月31日 35 35 （1） - -  

10月31日 35 32 （6） - 3  

平成30年２月28日 47 44 （5） - 3  

計 181 172 （17） - 9  

 

７  利益相反管理委員会 

利益相反管理委員会は、センター職員が行う全ての研究について、研究実施における透明性を確保し、

適切に管理することにより、研究の公正性、客観性及び研究に対する信頼性の確保並びに活性化に資す

ることを目的として設置されている。平成 29年度の審議状況は次のとおりである。 

 

表６－９ 利益相反に関する自己申告書審議状況                         (件) 

審査実施年月日 申請数 承認数 うち審議対象件数 措置を講じる必要のある件数 備考 

平成29年５月31日 68 68 （6） -  

    ７月31日 24 24 （0） -  

    10月31日 26 26 （0） -  

平成30年２月28日 61 61 （0） -  

計 179 179 （0） -  
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８ 情報管理 

センター事業の一つである「国内外の障害者のリハビリテーションに関する情報・資料の収集及び提

供」の体制整備のため、平成２年度からコンピュータによる業務システムを導入し、利用者情報管理や

リハビリテーションデータ管理等に活用するとともに、その後のインターネットを始めとする急速なＩ

Ｔ技術の進展に合わせ、情報委員会及び各作業部会の審議を経て、順次その整備を図ってきている。本

年度は情報委員会を２回、ホームページ部会を４回、ホームページ特別部会を５回開催した。 

（１）平成 29年度情報システム整備状況等 

① 端末管理システムの導入について 

構内ＬＡＮシステム（主に電子メール・インターネットで使用）で使用している端末のセキュリ

ティ強化を図るため、平成 29年６月 26日より端末管理システムを導入した。これによりセキュリ

ティ上の緊急事態が疑われる場合の早期対応が可能となった。 

② 基幹サーバの更新 

センター情報システムの基盤サーバーを平成 30年３月に更新した。 

③ ホームページの改善に向けて 

平成 28年度に学院のホームページをＣＭＳ化に移行したことを踏まえて、問題点の整理等を行い、

７月開催の情報委員会で他の部門への導入を決定した。また、７～12月にホームページ部会及び特

別部会を延べ９回開催し全体計画及び運用ルールの検討を行った。 

その後、各部門のＣＭＳ操作担当者による研修会を実施し、研修で出された意見等も反映し障害

者のアクセシビリティ向上に配慮したホームページ運用規程（案）、作成ガイドライン（案）を作成

するとともに、既存ホームページに掲載されているデータをＣＭＳ化するための作業を各部門の担

当者が行いデータ移行については、ほぼ完了した。 

③ 情報セキュリティの確保について 

情報セキュリティの確保のため、センター職員に対して、以下の研修を実施した。 

（ア）５月に新規採用職員等研修にて情報セキュリティ研修を実施。 

（イ）６月に全職員に対して、情報セキュリティに関する自己点検およびオンライン研修を実施。 

（ウ）６月に発生した不審メール開封事案を受けて、関係した職員が本省で開催された情報セキュ

リティに関する集合研修を受講。 

（エ）11月および３月に標的型攻撃メールに対応する訓練を実施。 

 

（２）コンピュータ情報システムの統括 

基幹情報システム及び基幹情報システムに連動するシステム等について、セキュリティの確保並び

に情報の共有化等を図ることを目的として平成２年度から順次整備を図ってきた。 

主なコンピュータ情報システムは次のとおりである。 

 

表６－10 主なコンピュータ情報システム 

システム名 概  要 
情報システム 

管理者 
情報システム 

担当者 
所属部署 

基幹情報システム ・ユーザ管理、ファイアウオール、プロ
キシ・電子メール、迷惑メール対策 
・ウイルス対策、共有ファイルサーバ 
・リモートアクセスなど 

情報システム課長 情報管理専門官 企画・情報部 

イントラポータル ・センターイントラ情報共有（com-s、
com-t） 

情報システム課長 情報管理専門官 企画・情報部 

外部公開 Webシステム ・センター情報発信・提供 情報システム課長 情報管理専門官 企画・情報部 
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システム名 概  要 
情報システム 

管理者 
情報システム 

担当者 
所属部署 

学院研修会申込システム ・学院の研修会をオンライン上から申し
込めるシステム 

学院主事 情報係 企画・情報部 

構内 LAN監視システム ・LAN監視 情報システム課長 情報管理専門官 企画・情報部 

利用者棟無線LANシステム ・利用者宿舎棟の無線 LAN制御システム 情報システム課長 情報係長 企画・情報部 

図書資料管理システム ・図書データベース 情報システム課長 情報係長 企画・情報部 

端末管理システム ・構内ＬＡＮシステムのセキュリティ強
化を図るためのシステム 

情報システム課長 情報管理専門官 企画・情報部 

発達障害情報センター共
有システム 

・発達障害情報センターとして情報提供
と関係機関との情報共有 

センター長 企画情報専門官 企画・情報部 

高次脳障害情報センター
共有システム 

・高次脳情報・支援センターとして情報
提供と関係機関との情報共有 

センター長 企画情報専門官 企画・情報部 

食数管理システム ・支援局食堂の食数管理 総務課長 栄養管理室長 企画・情報部 

備品調達ワークフローシ
ステム 

・備品申請システム 会計課長 調度係長 企画・情報部 

利用者支援システム ・センターLAN利用の WEBシステム 
①利用相談情報管理②個別支援計画管
理③自立訓練情報管理④就労移行支援
情報管理⑤修了者情報管理⑥事業所情
報管理⑦喫食情報管理サブシステム 

総合相談支援部長 主任生活支援 
専門職 

自立支援局 

学籍管理システム ・理療教育学籍管理 理療教育就労支援
部長 

主任教官 自立支援局 

利用者給付請求システム ・福祉給付請求システム 自立支援局総合支
援課 

支援第一係長 自立支援局 

鍼灸マッサージ臨床実習
用電子カルテシステム 

・鍼灸マッサージ臨床実習用施術室の予
約管理、初診患者の予診票、施術録の電
子化 

自立支援局 
理療教育課 

主任教官 自立支援局 

頸椎損傷支援業務用 
DBシステム 

・頸椎損傷者の支援業務の内容を共有す
るデータベースシステム 

自立支援局 
機能訓練課 

機能訓練課長 自立支援局 

医事会計システム 
（PC-IBARS） 

・病院診療にかかる会計事務・各種保険
にかかる診療報酬請求の自動化・統計資
料の作成 

医事管理課長 管理係長 病院 

オーダリングシステム 
（PC-ORDERING2000） 

・患者基本データ､入院基本データ､食
事､処方､与薬､リハビリ､検査結果等の
情報の入力 

医事管理課長 管理係長 病院 

リハビリ用データベース 
システム 

・入力：患者の基本属性､訓練経過及び
結果､評価データ等・出力：機能回復予
測､ケース会議資料等 

第一診療部長 
医事管理課長 

管理係長 病院 

医療文書管理システム ・医療文書の共有システム 医事管理課長 管理係長 病院 

リハ共有システム ・ヒヤリハット等の情報共有 医事管理課長 管理係長 病院 

栄養管理システム ・入院患者・入所者へ提供するために必
要な食事種類および食数の管理・入院患
者の喫食、欠食傾向の把握、献立管理、
衛生管理、経理管理（支払い業務等） 

総務課長 栄養管理室長 病院 

臨床検査システム ・分析結果の入力・分析結果の保存・報
告書発行 

医事管理課長 管理係長 病院 

PACS（CR） ・各モダリティから発生するデータの保
管管理 

医事管理課長 管理係長 病院 

調剤支援システム 
（VP-Win） 

・処方データの受信（院外処方を除く）、
チェック、解析・各種調剤機器の稼動・
薬剤情報提供に必要な各種帳票（通常・
拡大文字、音声）の発行 

医事管理課長 管理係長 病院 

薬品在庫管理システム ・医薬品の請求入力（薬剤科）・検査薬
の請求入力（検査科）・発注、入札業務、
統計資料作成（会計課） 

医事管理課長 管理係長 病院 

処方チェックシステム 
（PharmacyProSPⅡ） 

・全処方データの受信、チェック（処方
量／重複投与／長期投与／発現相互作
用等に対する安全チェック）・薬歴管理、
帳票機能（薬剤投与集計表示等） 

医事管理課長 管理係長 病院 

注射支援システム 
(IS) 

・注射処方データの受信・注射処方デー
タの解析・注射処方ラベルの発行（SATO
ﾚｽﾌﾟﾘ R8-2） 

医事管理課長 管理係長 病院 
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システム名 概  要 
情報システム 

管理者 
情報システム 

担当者 
所属部署 

反応検査システム ・患者検査用単純反応時間測定のため・
測定データを端末内にデータベース化
している・患者情報（氏名、生年月日）
はリハビリDBシステムのID情報から参照 

医事管理課長 管理係長 病院 

出退表示システム ・研究所職員出退登録、表示、管理 企画調整官 主任企画官 研究所 

科研費システム ・科学研究費に関する電子申請 企画調整官 主任企画官 研究所 

研究所施設予約システム ・研究所の会議室等施設予約 企画調整官 主任企画官 研究所 

義肢装具見積・ 
業務支援システム 

・既製のディスクトップ PCに､支援ソフ
ト(GISHTEC のリハセンター向け改良
版)を組込み､システムとして利用 

義肢装具技術研究
部長 

主任義肢装具士 研究所 

研究所ファイル共有システム 研究所のファイル共有 企画調整官 主任企画官 研究所 

 

（３）基幹情報システム運用状況 

① ホームページの運用・改善 

センターのホームページは平成８年８月に開設し、パンフレット掲載の基本情報をはじめ、国リ

ハニュース、研究紀要、リハビリテーションマニュアルやセンター各部門の情報を掲載するなど、

外部への情報提供手段として有効活用している。掲載依頼件数は、745件で前年に比べ 15％増加し

ている。アクセス総数は、約 1,684万件で、前年度に比べ約 0.5％増加している。 

② ヘルプデスク受付状況 

ヘルプデスクは 414件で、前年度に比べて 165件増加している。６月に端末管理システムを導入

したことと、端末の老朽化が進んだことが思料される。 

③ ウイルス対応状況 

ウイルス検知件数は前年度に比べ増加しており、本年度は度重なる標的型メール攻撃により処理

件数が大幅に伸びている。 

なお、利用者に対しての注意喚起を適宜行っており、ウイルス対策のされていないパソコンの使

用禁止や、外部媒体持込の注意喚起のほか、不審メール対応についても周知を行っている。 

④ 外部攻撃状況 

インターネット回線を通じてセンターへ不正アクセスやサーバ負荷攻撃などを行った場合、ファ

イヤーウォールにて、回避・防御を行っている。 

⑤ 電子メール利用状況 

受信が約 267万件、送信が約 125万件となっている。迷惑メール対策状況は、スパムは減少した

ものの、フィッシング、ウイルス、不審なプログラムが増加傾向にある。昨今ではアンチウイルス

ベンダーのシステムをすり抜ける標的型攻撃メールが主流となっているため引き続きユーザーの利

用意識向上が必要である。 

なお、平成 27年度 10月よりメール転送運用を禁止したため送信量が例年より低下している。 

 

９ 図 書 

図書・資料については、単行図書・雑誌の他、施設・機関等の研究紀要、事業報告、リハビリテーシ

ョンに関する資料等を収集し、企画・情報部図書資料室及び自立支援局点字図書室（盲人用図書・録音

図書・（ＣＤ）で管理し、貸し出し等については図書資料管理システムにより行っている。図書類受入・

払出数及び年度末蔵書数は、表６－11 のとおりである。蔵書（単行図書）の内訳は、総記関係 5.1％、

哲学 5.3％、歴史 1.1％、社会科学 24.1％、自然科学 48.6％、技術・工学 8.4％、産業 0.3％、芸術・
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美術 2.5％、言語 3.5％、文学 0.5％、その他 0.6％である。平成 29年度の企画･情報部図書資料室の利

用者数は、表６－12のとおりである。 

 

表６－11 蔵書数 

（１）図書                                        （冊） 

区 分 
28年度末

蔵 書 数 

28年度受入数 28年度末 

払出数 

29年度末 

蔵 書 数 購 入 寄 贈 その他 小 計 

単行図書 
和 書 17,738 75 54 0  129 - 17,867 

洋 書 3,342 0 0 0  0 - 3,342 

製本雑誌 
和雑誌 3,294 0 0 171 171 - 3,465 

洋雑誌 4,162 0 0 30 30 - 4,192 

合 計 28,536 75 54 201 330 - 28,866 

点 字 図 書 （ 和 書 ) 1,218 0 0 10  10 - 1,228 

録 音 図 書 4,883 4 46 62 112 - 4,995 

 

（２）定期購読専門誌 

区 分 27年度購読数 本年度増加数 本年度減少数 29年度購読数 

和 雑 誌 102 0 0 102 

洋 雑 誌 42 0 8 42 

点 字 和 雑 誌 3 0 0 3 

合 計 147 0 8 147 

（注）：購読数は、４月１日時点のもの 

 

表６－12 利用状況                                     （人） 

利用者 

延人員 

内     訳 

管理部 自立支援局 病 院 研究所 学院職員 学院生 研修生 外部者 その他 

694 0 40 214 43 46 303 27 6 15 

 

10 高次脳機能障害情報・支援センター 

高次脳機能障害情報・支援センターは、平成 23年 10月１日に研究所に設立され、高次脳機能障害支

援普及事業の一環として、各都道府県拠点機関との連携、各種支援プログラムの検証と改正、取組を促

す研修事業、普及啓発活動に加え、高次脳機能障害に係る様々な情報を収集・整理・発信し、また諸機

関に対する相談を実施するなど、全国の中央拠点として総合的な支援を行っており、今年度は次の事業

を行った。なお、「高次脳機能障害支援普及事業」は、失語症など他の合併障害についても対応している

ことから、厚生労働省からの通達により平成 25年４月１日、「高次脳機能障害及びその関連障害に対す

る支援普及事業」に名称変更された。また、同年５月 16日、国リハの組織再編に伴い、高次脳機能障害

情報・支援センターは研究所から企画・情報部に移管された。 

（１）ホームページ等における情報発信 

センター設立の目的を踏まえ、ホームページでの情報発信を進めるべく、平成 23年度に公開した高

次脳機能障害情報・支援センターウェブサイトにより、当事者とその家族及び一般国民がわかりやす

い障害の解説並びに医療や福祉に従事する者に対する高次脳機能障害への専門的な解説等を発信した。

また、毎週１回のウェブサイト更新を基本とし、支援拠点機関主催の「イベント情報」、支援普及事業

に関する資料「支援コーディネーター全国会議資料」・「福祉研修会資料」、支援・診療のための資料「ガ

イドブック・マニュアル」などを掲載した。ＵＲＬ：http://www.rehab.go.jp/brain_fukyu/ 

http://www.rehab.go.jp/brain_fukyu/
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（２）各種相談の実施 

支援拠点機関及び自治体並びに支援拠点機関以外の医療機関及び障害者支援施設等からの各種相談

を受け、情報を還元した。 

 

（３）会議等の開催 

① 全国高次脳機能障害支援普及拠点機関として、次のとおり会議等を開催し事業の一層の推進と均

てん化を図った。 

会議名称 開催日 開催場所 参加者数 

第１回全国連絡協議会 平成29年６月28日 国リハ学院講堂 171名 

第２回全国連絡協議会 平成30年２月16日 大手町サンケイプラザ３階会議室 175名 

第１回支援コーディネーター全国会議 平成29年６月28日 国リハ学院大研修室 173名 

第２回支援コーディネーター全国会議・シンポジウム 平成30年２月16日 大手町サンケイプラザ３階会議室 180名 

② 平成 24年度調査の結果、一般就労が困難な高次脳機能障害者の日中活動及び福祉就労を支援する

ため受入施設を増やす必要があることから、近隣都県に所在する就労継続支援事業所や地域活動支

援センター等の職員を対象に次の研修会を開催し、福祉の現場における高次脳機能障害の理解の促

進を図った。今年度は５回目の開催である。 

研修会名称 開催日 開催場所 参加者数 

福祉関係者のための高次脳機能障害研修会 平成29年10月26日 国リハ本館大会議室 41名 

 

（４）調査研究 

① 高次脳機能障害支援拠点機関における相談支援実績調査 

高次脳機能障害支援拠点機関を対象に、支援コーディネーターの職種・人数、相談支援件数、主

催した会合・対象者・参加人数、活動状況、連携状況等を調査した。機関数は全国で 104か所とな

り、382名の支援コーディネーターが相談に対応した。相談支援件数（のべ件数）は、97,381件（前

年比 3,057件減）であった。また全都道府県において、普及啓発のためのパンフレットあるいはリ

ーフレット等が作成され、ウェブサイトが開設された。自治体における高次脳機能障害相談支援体

制連携調整委員会については、46都道府県に設置され、概ね年に１～２回開催していた。 

② 厚生労働科学研究「高次脳機能障害者の社会的行動障害による社会参加困難への対応に関する研

究」（研究代表者：中島八十一） 

高次脳機能障害の主要症状のうち、特に社会的行動障害が強い場合、家庭や社会生活に支障を来

たすため、当事者家族や支援施設等からは適切な対応法の確立が望まれている。具体的には、暴言・

暴行など脱抑制が顕著な例、支援施設や医療機関に頼ることができずにひきこもる例、さらに性犯

罪や万引き等の触法行為を繰り返す例等があり、これらの実態は少なからずあるという以上に具体

的な数字はないのが現状である。平成 29年度は、社会的行動障害を呈する高次脳機能障害者の情報

収集を開始した。家族・支援者からの聴取が可能なケースに関しては NPI(Neuro Psychiatric 

Inventory）および高次脳機能障害支援ニーズ判定票を用いて評価している。 

  また、障害児支援サービス事業所を対象に、高次脳機能障害のある子どもへの支援実態調査を実

施した。当該事業所の約 1割で高次脳機能障害児を支援した経験があると推測されるが、利用した

児童の 9割は未診断であった。未診断・手帳未取得のケースも児童発達支援事業を利用していたこ

とから、同事業所を対象に高次脳機能障害の啓発を行うのが有効ではないかと考えられる。 
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11 発達障害情報・支援センター 

発達障害情報・支援センターは、平成 17年の発達障害者支援法の制定により、平成 20年度、厚生労

働省が発達障害支援施策の実施を踏まえて、発達障害に関する情報収集及び提供を目的とする発達障害

情報センター機能とウェブサイトを国リハの研究所に移管し、発足した。さらに、平成 23年 10月１日

には、情報分析、調査、研究機能が加わるとともに、各自治体に設置された発達障害者支援センター等

に対する支援の充実を図ることとされ、それまでの発達障害情報センターを発達障害情報・支援センタ

ーと改称した。平成 25年５月 16日には、国リハの組織改編に伴い、企画・情報部という新たな組織枠

組みの中に移り、広義での情報の提供・普及啓発の充実に向け、ウェブサイト等の機能強化を図った。 

平成 29年度は新規で発達障害情報分析・発信システムの構築を目的とした、情報分析会議が開始され

ることに伴い、４月１日付けで発達障害情報分析専門官が新たに配置された。以下、①から⑧までは事

業計画に沿って報告する。 

① 発達障害臨床セミナーの開催 

発達障害情報・支援センター及び厚生労働省主催で医療・福祉従事者のための発達障害臨床セミナ

ーを、顕在化しにくいと言われている「女性の発達障害」をテーマとして 11月 12日（日）に開催し

た。12:40～17:20で品川駅近くのコクヨホールを会場とし、基調講演を国立精神・神経医療研究セン

ター精神保健研究所の神尾陽子児童･思春期精神保健部長に依頼した。後半は医療・福祉分野の第一線

で活躍されているパネリストにご参集いただき、パネルディスカッションを行った。 

 当日は受講者や関係者を合わせて 237名が参加し、アンケート結果も 180名から回答があり、５段

階評価のうち「非常に良い」と「良い」を合わせると 89.5％という高い評価をいただいた。 

② 災害時における発達障害情報・支援センターの対応 

「災害時の発達障害児・者支援エッセンス」出版から約５年が経過し、データの更新等を要する箇

所が生じているため改訂作業を開始した。また、３月に福島大学子どものメンタルヘルス支援事業推

進室を訪問し、東日本大震災後の避難生活状況等について情報収集のためヒアリングを行った。 

③ 発達障害者支援センター全国連絡協議会との連携 

 連携の一環であるデータベースシステム構築について、平成 28年度中に見直した新たな実績報告書

式は、平成 30年度から実施することとなった。 

平成 29年度は発達障害者支援センター全国連絡協議会の調査研究事業「発達障害者支援センター職

員の専門性の現状と研修ニーズ」について、専用サイトを活用した調査票回収のみならず、情報分析

会議の議案として位置づけて、データ集計・分析を行った。12月に情報分析会議（作業部会）を開催

し、集計・分析結果について担当の支援センター職員へ説明を行った。 

また、新たにブロック会議に職員を派遣して情報収集を行うとともに、専用サイトに会議資料の掲

載をすることにより、情報共有を図った。 

④ 発達障害支援施策の支援事業の実施 

平成 28年度は主に発達障害者支援地域協議会が未設置・未開催の自治体を中心に訪問し、事業の趣

旨説明や意見交換などを通して設置・開催を促した。 

 平成 29年度は、引き続き発達障害者支援地域協議会の開催状況を視野に入れつつ、かかりつけ医等

発達障害対応力向上研修事業に着手していない自治体を中心に訪問するとともに、総務省行政評価局

勧告事項（発達障害の早期発見、適切な支援と情報の引継ぎ、専門的医療機関の確保）に係る好取組

事例の収集も行い、計 14箇所の自治体を訪問した。 
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⑤ 発達障害関連部署連携 

自立支援局と病院における発達障害関連部署合同会議を、発達障害情報･支援センターがコーディネ

ートする形で 6月 28日に開催した。センター内全体にかかる発達障害関連部署連絡会議は、次年度の

国立のぞみの園との連携事項を確認することを趣旨として 2月 20日に開催し、国立のぞみの園からも

3名の職員が出席した。 

センター職員向けには 2月 23日にハローワークから講師を招聘して、「精神・発達障害者しごとサ

ポーター養成講座」を開催した。定員の 45名を上回る 57名のセンター職員が出席し、発達障害のあ

る職員への対応について学んだ。 

⑥ 外部機関との連携 

 発達障害情報･支援センターの重要課題の一つとして位置づけており、引き続き関連機関との連携を

行った。国立重度知的障害者総合施設のぞみの園とは連携協定に基づいて前年度取り決めた連携事項

を推進するとともに、テーマごとに３つ設置した専門会議（ワーキングチーム）をそれぞれ年３回開

催した。３月には連携会議を開催して平成 29年度実施状況を報告するとともに、平成 30年度の具体

的連携事項等の確認を行った。 

発達障害教育情報センターは平成 29年度から「発達障害教育推進センター」に名称変更を行ったが、

５月と 12月の年２回合同会議を開催するとともに、３月には事例検討を中心とした WEB会議も開催し

た。また、国立精神・神経医療研究センターからは女性の発達障害に関連して、①のセミナーで講師

としてご協力いただき、更に⑧の情報分析会議にもご参画いただいた。 

⑦ 発達障害情報・支援センターウェブサイトのコンテンツ充実 

平成 20年 10月、厚生労働省からの移管以来、週２回の記事定期更新を継続してきたが、６月から

週１回の更新に変更し、延べで 904回の更新を行った。平成 29年４月１日から平成 30年３月 31日ま

での 365日間では 60回の更新で、ウェブサイトアクセスは１日平均約 800件あり、約 4,000ページが

閲覧されている。平成 29年度は中国の発達障害事情に関連するオリジナル記事を掲載した。 

⑧ 発達障害情報分析会議の開催 

平成 29年度より新たに配置された発達障害情報分析専門官を中心に、６回の情報分析会議（作業部

会）を開催した。テーマは(1)「海外の発達障害支援制度情報交換会」、(2)「女性の発達障害」、(3)

「人材育成に関すること」、(4)「発達障害者支援センターに関すること」の４件で(1)は計３回、(2)

から(4)はそれぞれ１回ずつ開催した。 

⑨ 世界自閉症啓発デーへの取組 

世界自閉症啓発デー日本実行委員会公式サイトの更新作業に関わるとともに、世界自閉症啓発デー

2018の実行委員として３名が参画した。うち１名は広報委員長の職責を努めた。 

また、所沢市独自の取組である『世界自閉症啓発デー・発達障害啓発週間 2017 in 所沢』には、啓

発展示会にパネル展示を行い参加協力した。 

⑩ 研究への取組 

発達障害者支援に関する研究として日本学術振興会科学研究３課題を行った。課題は「特別支援教

育を受けていないひきこもり青年のための思春期デイケアプログラムの開発」、「発達障害に対する生

活リズム及び生活スキル支援が就労支援継続に及ぼす影響の検証」、「発達障害のある子どもの不登校

等二次障害に対応し予防する支援体制に関する実証的研究」である。また、日本医療研究開発機構

（AMED）研究で「発達性吃音の最新治療法の開発と実践に基づいたガイドライン作成」も行った。 
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第７節 管理部 

１ 財政 

（１）平成 29度歳出予算 

当センター全体の歳出予算は、運営費関係 73億 55百万円（対前年度比 1.3％減）、施設整備費関係

2億 6百万円（対前年度比 50.0％減）、合計 75億 61百万円（対前年度比 3.8％減）である。運営費関

係では、非常勤職員の処遇改善、構内 LANシステム基幹サーバ更新経費等が計上され、施設整備費関

係では、環境適応室空調設備等改修工事及び非常用自家発電機制御盤の更新等が計上された。 

 

（２）財務内容の改善等 

歳入科目のうち「病院収入」が 9億 10百万円（対前年度比 4.8％増）、また「雑入」が平成 28年７

月から伊東重度障害者センターの利用者受け入れを開始したことも１つの要因となり 4 億 75 百万円

（対前年度比 12.1％増）となった。 

 

２ 組織･定員 

（１）平成 29年度組織･定員 

平成 29年度末現在、当センター全体の定員は 612名で、内訳は所沢のリハビリテーションセンター

が 394名、地方センター218名となっている。前年度末に比し４名の減員となっている。 

 

（２）定員合理化 

平成 29 年度定員は 612 人である。平成 22 年度から開始した定員合理化は、平成 29 年度まで合計

150人の定員削減をした。 

 

３ 職員研修 

平成 18年度から、職員の資質の向上を図り、障害者福祉の取組や職員の健康管理についての意識を涵

養するため、全職員を対象に研修会を定期的に行っている。 

平成 29年度においては次のとおり実施した。 

日 時  平成 29年 7月 12日（水） 

講 師  株式会社クオレ・シー・キューブ 専任講師 

小磯 和俊 氏 

演 題  パワーハラスメント防止研修 

 

日 時  平成 30年 1月 29日（月） 

講 師  一般社団法人日本アンガーマネジメント協会認定ファシリテーター 

横浜市立大学医学部看護学科 講師 

田辺 有理子 氏 

演 題  アンガーマネジメント入門講座 
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４ 栄養管理 

栄養管理室の主な業務は、自立支援局利用者及び病院の入院患者への食事の提供と、利用者及び入院・

外来患者への栄養食事指導である。自立支援局と病院のそれぞれの場所において、これらを実施してい

る。 

（１）給食実施状況 

平成 29年度における利用者の延べ給食数は 143,660食、入院患者は 72,686食であり、実行単価は

利用者が１人１日平均 1,195.74円、入院患者は 1,175.10円であった。月別延べ給食数及び実行単価

は、利用者は表７－１、入院患者については表７－２のとおりである。利用者の給食数については、

自立支援局の夏季休業期間中に利用者が自宅に帰省するなどのため、休業期間を含む月は減少してい

る。入院患者の給食数については、年度を通して極だった増減は認められない。なお、利用者並びに

入院患者の食糧費の予算額及び決算額の推移は、それぞれ関係資料における歳出予算に入所者食糧費、

患者食糧費としてあげられているとおりである。（第２編関係資料参照）。また、給食材料の仕入れ、

受け払いに関する業務については、利用者分と入院患者分を区別して処理している。 

 

（２）食品類別給与量 

給与したすべての食品を 15分類し、その給与量について１人１日当たりの分量を算出した食品類別

給与量は表７－３のとおりである。 

利用者、入院患者共にバランスのとれた食事と、季節に合った食品を提供するように心がけている。 

 

（３）給与栄養量及び栄養比率 

利用者及び入院患者に関する給与栄養量及び栄養比率は表７－４のとおりであり、また荷重平均食

事摂取基準は表７－５のとおりである。利用者、入院患者共に食事摂取基準を適切に満たしている。 

 

（４）食種別延べ給食数 

利用者の年間延べ給食数は、一般食が全体の 89.6％、特別食が 10.4％となっている。特別食の内訳

上位は、エネルギー制限食が 6.15％となっている（表７－５）。入院患者の年間延べ給食数は、一般

食が 54.9％、特別食が 45.1％である（表７－６）。咀嚼・嚥下機能に障害のある入院患者を対象とし

て提供している「安全食」の割合が患者全体の 29.77％となっているのは、病態が複雑化しているた

めの食事内容である。特別食の食種別内訳の上位をみると、安全食 29.77％、エネルギー制限食 28.42％、

塩分制限食 15.03％、ワーファリン食 9.26％、となっている。また、個人対応食の必要が年々増加し

ているため、きめ細かい対応を心がけている。 

 

（５）栄養食事指導 

利用者への栄養食事指導は、個人指導 127人、集団指導は 85回延べ 338人に実施した。これらは、

肥満の指導、偏食の指導、訓練終了後を考慮した特別の指導であり、今後も指導の必要性が高くなる

ことが予想される。患者への栄養食事指導は、外来患者 52件、入院患者 38件の合計 90件実施した。

（表７－７）また、健康増進センター（現在は、障害者健康増進・運動医科学支援センター）主催の

健康教室に協力する。 
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（６）実習生の受け入れ 

平成 29年度は、二葉栄養専門学校・女子栄養大学２校から３名の実習生を受け入れた。 

（第８節：実習・研修受入） 

 

表７－１ 利用者給食状況 

月別 給食日数(日) 延給食数 実行額（円) １人１日当り実行単価 備 考 

４ 30 10,984 4,474,460 1,222.08  

５ 31 11,732 4,677,586 1,196.10  

６ 30 12,572 5,528,769 1,319.28  

７ 31 12,156 5,167,454 1,275.27  

８ 31 11,359 5,216,555 1,377.72  

９ 30 12,745 5,235,224 1,232.28  

10 31 12,997 5,320,348 1,228.05  

11 30 12,677 4,200,585 994.05  

12 31 11,970 4,275,543 1,071.54  

１ 31 11,861 4,635,096 1,172.34  

２ 28 11,732 4,389,371 1,122.39  

３ 31 10,875 4,140,029 1,142.07  

合計 365 143,660 57,261,020 実行単価年間平均 1,195.74円 

 

表７－２ 患者給食状況 

月別 給食日数(日) 延給食数 実行額（円) １人１日当り実行単価 備 考 

４ 30 6,098 2,295,570 1,129.32  

５ 31 6,407 2,215,220 1,037.22  

６ 30 6,617 2,542,358 1,152.63  

７ 31 6,243 2,468,911 1,186.38  

８ 31 7,338 2,612,050 1,067.88  

９ 30 6,617 2,554,596 1,158.18  

10 31 6,579 2,464,015 1,123.56  

11 30 6,177 2,385,002 1,158.33  

12 31 5,998 2,661,316 1,331.10  

１ 31 5,104 2,179,783 1,281.21  

２ 28 4,316 1,639,966 1,139.91  

３ 31 5,192 2,452,481 1,417.05  

合計 365 72,686 28,471,268 実行単価年間平均 1,175.10円 



 

－ 274 － 

表７－３ 食品類別給与量（１人当り）                               (ｇ) 
区分 

食品群 
利 用 者 患    者 

１. 穀類 

米 267 261 

パン類 19 18 

めん類 30 28 

その他の穀類・果実類 5 5 

２. いも類 
じゃがいも類 46 41 

こんにゃく類 12 10 

３. 砂糖類  10 10 

４. 菓子類  11 7 

５. 油脂類 
動物性 2 1 

植物性 22 18 

６. 豆類 
みそ 15 11 

豆・大豆製品 55 51 

７. 魚介類 

生物 54 49 

塩蔵・缶詰 18 18 

水産練り製品 10 9 

８. 獣鳥肉類 
生物 73 64 

その他加工品 13 10 

９. 卵類  42 39 

10. 乳類 
牛乳 206 207 

その他の乳類 22 16 

11. 野菜類 

緑黄色野菜 180 175 

漬け物 7 5 

その他の野菜 296 268 

12. 果実類 69 63 

13. 海草類 3 3 

14. 調味料類 63 60 

15. 調理加工食品 12 8 

16. その他 30 24 

 

表７－４ 給与栄養量及び栄養比率 

項目 
 
 
 
区分 

給 与 栄 養 量 栄養比率 

エネルギー 
(Kcal) 

蛋白質 
(g) 

脂質 
(g) 

カルシ
ウム 
(mg) 

鉄 
(mg) 

ビ タ ミ ン 食塩 
相当量 
(g) 

穀物 
エネルギー比 

(％) 

動物性 
蛋白質比 
(％) 

Ａ 
(μgRAE) 

Ｂ１
(mg) 

Ｂ２
(mg) 

Ｃ(mg) 

利用者 2,246 83.1 65.8 696 9.9 839 1.19 1.41 157 8.5 46.7 52.0 

患 者 
(常食中盛) 

2,099 77.3 56.1 664 9.4 801 1.12 1.27 144 7.3 49.2 51.1 

 

表７－５ 食種別延べ食数表（利用者）                             （食） 

月 
一般食 特別食 

合計 
常食 全粥食 計 蛋白制限食 塩分制限食 透析食 

エネルギー
制限食 

脂肪制限食 計 

４ 9,895  - 9,895  393 - 53 643 - 1,089  10,984  

５ 10,389 - 10,389 476 - 63 804 - 1,343  11,732  

６ 11,211 6 11,217  489 - 90 776 - 1,355 12,572  

７ 10,829  - 10,829  488 - 95 744 - 1,327 12,156  

８ 10,053  - 10,053 444 - 97 765 - 1,306  11,359 

９ 11,367  5 11,372  442 - 95 836 - 1,373  12,745  

10 11,653  - 11,653  366 22 91 865 - 1,344  12,997  

11 11,317 8 11,325 383 69 89 811 - 1,352  12,677  

12 10,719  - 10,719 353 70 79 749 - 1,251  11,970  

１ 10,616  14 10,630  422 90 66 653 - 1,231  11,861  

２ 10,531 53 10,584 386 41 51 625 45 1,148  11,732  

３ 10,067  12 10,079  220 17 - 559 - 796  10,875  

計 128,647  98 128,745  4,862  309 869  8,830  45 14,915 143,660  

率（％） 89.55 0.07 89.62 3.38 0.22 0.60 6.15 0.03 10.38 100.00 
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表７－６ 食種別延べ給食数（入院患者）№１（全体）                    （食） 

月 
一般食 

特別食計 合計 
常食 学童食 幼児食 軟食 流動食 延食 計 

４ 3,937 - - - - - 3,937 2,161 6,098 

５ 4,179 - - - - - 4,179 2,228 6,407 

６ 4,036 - - - - - 4,036 2,581 6,617 

７ 3,851 - - - - - 3,851 2,392 6,243 

８ 4,058 - - - - - 4,058 3,280 7,338 

９ 3,252 - - - - - 3,252 3,365 6,617 

10 3,064 - - - - - 3,064 3,515 6,579 

11 2,842 - - - - - 2,842 3,335 6,177 

12 2,927 - - - - - 2,927 3,071 5,998 

１ 2,651 - - - - - 2,651 2,453 5,104 

２ 2,178 - - - - - 2,178 2,138 4,316 

３ 2,895 - - - - - 2,895 2,297 5,192 

計 39,870 - - - - - 39,870 32,816 72,686 

率(％) 54.85 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 54.85 45.15 100.00 

 

表７－６ 食種別延べ給食数（入院患者）№２（特別食内訳）                 （食） 

月 

特  別  食 
安

全

食 

エ
ネ
ル
ギ

ー
制
限
食 

蛋
白
塩
分

制

限

食 

塩

分 

制

限

食 

脂

肪 

制

限

食 

高
蛋
白
食 

潰

瘍

食 
高

脂 

血

症

食 

貧

血

食 

注

腸

食 

低
残
査
食 

濃

厚 

流

動

食 

嚥

下

食 

透

析

食 

ワ
ー
フ
ァ

リ

ン

食 

Ｖ

Ｆ 

検

査

食 

計 

４ 671 669 - 438 - - - - - - - 340 43 - - - 2,161 

５ 869 423 - 441 - - - - - - - 325 113 - 57 - 2,228 

６ 1,129 339 - 548 - - - - - - - 315 182 - 68 - 2,581 

７ 832 489 35 381 - - - - - - - 318 183 - 154 - 2,392 

８ 847 807 93 608 - - - - - - - 318 239 - 368 - 3,280 

９ 938 1,074 86 588 - - - - - - - 168 116 - 395 - 3,365 

10 1,006 1,279 87 455 - - - - - - 2 150 181 - 355 - 3,515 

11 853 1,340 57 242 - - - - - - - 179 274 - 390 - 3,335 

12 876 1,040 22 213 - - - - - - - 143 422 - 355 - 3,071 

１ 564 848 58 264 - - - - - - - 91 463 - 165 - 2,453 

２ 545 581 79 278 - - - - - - - 77 255 - 323 - 2,138 

３ 640 438 28 476 - - - - - - - 226 79 - 410 - 2,297 

計 9,770  9,327  545 4,932  - - - - - - 2 2,650  2,550 - 3,040  - 32,816 

率(%) 13.44 12.83 0.75 6.79 - - - - - - 0.00 3.65 3.51 - 4.18 - 45.15 

率(%) 29.77 28.42 1.66 15.03 - - - - - - 0.01 8.08 7.77 - 9.26 - 100.00 

注）比率は、上段が一般食を含めた全体の食数に対する比率、下段が特別食数に対する比率である。 

 

表７－７ 栄養食事指導 平成 29年 

項目 

区分 

個人 集団 

件数 人数 件数 人数 

利用者 122 127 85 338 

患者 
外来 52 52 － － 

入院 38 38 － － 
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５ 防災対策 

（１）防災訓練 

国立障害者リハビリテーションセンター消防計画第 11に規定されている総合訓練として、消防機関

の立会いのもと全職員及び利用者並びに入院患者等が参加して消火、通報及び避難、誘導等を連携し

て年２回行っている。今年度における実施状況は、次のとおりである。 

① 第１回自衛消防・防災避難訓練 

実施年月日 平成 29年 6月 20日（火）15:30～ 

想 定 時 刻 21：20（緊急地震速報発令） 

訓 練 内 容 夜間の地震発生による火災発生を想定した避難訓練 

具体的には、緊急地震速報を受け、強い揺れに警戒する旨の全館放送により、身の安全を確保す

る訓練並びに被災状況の確認、強い地震の発生による二次災害としての火災に対する消防署への通

報、避難誘導及び検索、避難後の人員確認の訓練をおこなった。また、教育訓練として希望者に対

し消防署員の指導により、消火器の操作訓練を行った。 

② 第２回自衛消防・防災避難訓練 

実施年月日 平成 29年 10月 11日（水）14:30～ 

想 定 時 刻 14：30（緊急地震速報発令） 

訓 練 内 容 日中の地震発生による火災発生を想定した避難訓練 

日中であることから国立職業リハビリテーションセンターと合同で実施した。具体的には、緊急

地震速報を受け、強い揺れに警戒する旨の全館放送により、身の安全を確保する訓練並びに被災状

況の確認、強い地震の発生による二次災害としての火災に対する消防署への通報、避難誘導及び検

索、避難後の人員確認、救護の訓練をおこなった。また、教育訓練として希望者に対し消防署員の

指導により、消火器の操作訓練を行った。 

 

（２）応急手当普及講習 

当センターの総合的な防災力の強化並びに地域防災組織連携強化を図るため、埼玉西部消防局にお

いて実施している応急手当普及講習を昨年度に引き続き実施した。具体的には、次のとおり、埼玉西

部消防局が実施している応急手当普及講習中「普通救命講習Ⅰ」（３時間コース）を実施した。 

実施年月日 平成 29年 10月 25日（水）9:00～ 

実 施 場 所 講堂 

講 習 内 容 心肺蘇生法（主に成人）・ＡＥＤ使用の手順及び止血法ほか 

受 講 人 数 28名 

 

（３）介助研修 

夜間想定の防災訓練の反省点として出された意見をきっかけとして、日頃、障害者に接する機会が

少ない職員が利用者を介助する際に必要な基本知識を身につけることを目的として企画をした。具体

的には、自立支援局視覚機能訓練課職員及び病院の看護師、理学療法士を講師とし、講義・実技の研

修を実施した。 

① 「視覚障害者の移動介助に関する研修会」 

実施年月日 平成 30年 1月 22日（月）及び平成 30年 2月 1日（木）16:00～ 

実 施 場 所 講堂 
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講 習 内 容 視覚障害者等の手引き等の介助方法の基本 

受 講 人 数 38名 

② 「車いす取扱方法及び障害者の介助に関する研修会」 

実施年月日 平成 30年 2月 6日（火）及び平成 30年 2月 16日（金）16:00～ 

実 施 場 所 病院 

講 習 内 容 車いすの取扱方法及び障害者の介助方法の基本 

受 講 人 数 44名 
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第８節 研究発表  

１ 学会・研究会等への発表 

（１）自立支援局 

1. 高橋文孝, 後藤幸雄, 菅原美杉, 会田孝行, 鈴木理子, 秦明子, 木戸晶子．国立障害障害

者リハビリテーションセンターにおける利用者募集活動の取り組みと実績の報告． 身体障害者

リハビリテーション研究集会 2017. 名古屋市, 2017-11-9/11-10. 

2. 上田幸彦，平林一，斉藤敏子，山口加代子，四ノ宮美惠子．高次脳機能障害の長期的な支援－ラ

イフステージの変化とともに－．指定討論．日本心理臨床学会第 36 回大会自主シンポジウム．

東京, 2017-11-18． 

3. 安部恵理子, 四ノ宮美惠子, 吉野眞理子. 高次脳機能障害者の安定した地域生活を実現するため

の支援の視点―支援者の語りから―. 第 41 回日本高次脳機能障害学会学術集会. 埼玉, 

2017-12-15/12-16.  

4. 水谷宣昭，熊倉良雄，今橋久美子，安部恵理子，林八重，飯島節．実車運転評価と神経心理学的

検査との関連性について．第 41回日本高次脳機能障害学会学術集会．埼玉, 2017-12-15/12-16． 

5. 水谷宣昭，熊倉良雄，今橋久美子，安部恵理子，林八重，飯島節．高次脳機能障害者における実

車自動車運転評価と神経心理学的検査について．第２回日本安全運転・医療研究会．東京, 

2018-01-21． 

6. 水谷宣昭，熊倉良雄，安部恵理子，林八重．実車自動車運転評価と抑制付有効視野測定法につい

て．第１回有効視野を考える会．千葉, 2018-03-03． 

7. 久保田 崇之．第 1回障がい者スポーツ関係学会合同コングレス.重度肢体不自由者(頸髄損傷者)

におけるリハビリテーションスポーツの実際 2017/12/17 

8. 藤縄 道子．第 25 回脊髄損傷理学療法研究会．脊髄障害への介入について（生活期の介入）．

2017/9/30 

9. 森野 徹也．平成 29 年度頸髄損傷者に対するリハビリテーション研修会．C5 クラスへの理学療

法アプローチについて．2017/12/9-10 

10. 浮田正貴,伊藤和之,高橋忠庸.理療教育を学ぶ盲ろう者が実技を習得するための支援―第 3報.第

26回視覚障害リハビリテーション研究発表大会.川崎市/横浜市,2017-06-09/06-11. 

11. 高橋忠庸,浮田正貴.盲ろう者の理療就労に関する実態調査—理療師免許取得から理療就労に焦点

を当てて—.日本特殊教育学会 第 55回愛知大会.名古屋市.2017-09-16/09-18. 

12. 伊藤和之,加藤麦,池田和久. 中途視覚障害者の学習における手書き行動は有効か(第 3 報).日本

リハビリテーション連携科学学会 第 19回大会.横須賀市.2018/03-03/03-04.  

 

（２）病院 

1. Hiroshi Kurumadani, Mieko Shinomiya, Natsumi Kobayashi, Toru Sunagawa, Reiko Fukatsu． 

WALKING SPEED INFLUENCES ON GAIT CHARACTERISTICS IN ADULTS WITH AUTISM SPECTRUM DISORDER, 

XXVI Congress of the International Society of Biomechanics, Queensland, 

Australia,2017-07-26． 

2. 深津玲子, 今橋久美子, 中村めぐみ, 春名由一郎, 堀込真理子, 伊藤たてお, 野田龍也, 糸山泰

人, 就労系障害福祉サービスの周知に関する研究－難病相談・支援センターとの共同による地域
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シンポジウム開催の試み－．第５回日本難病医療ネットワーク学会学術集会．石川県，2017, 2017

–09-02． 

3. 深津玲子，今橋久美子，中村めぐみ．難病患者の就労支援に関する地域シンポジウム開催につい

て: パッケージ化の試み．全国難病センター研究大会第 29回研究大会 2017．熊本市，2018-02-11. 

4. 深津玲子．難病のある人の福祉系就労支援に関する研究．第 88回日本衛生学会学術総会．シンポ

ジウム 「難病対策・難病研究の現状と課題、そして将来」シンポジスト, 東京，2018-03-18. 

5. 浦上裕子．高齢期発症の前交通動脈瘤破裂による前脳基底部損傷の予後について．第 54回日本リ

ハビリテーション医学会学術集会．岡山市，2017-06-09． 

6. 浦上裕子，山本正浩，北條具仁，野口玲子，菅野博也．重度の記憶障害を呈した脳損傷者の高齢

期の機能変化と支援について．第 41 回日本高次脳機能障害学会学術総会．さいたま市，

2017-12-15/12-16．  

7. Itoga H， Washizawa Y， Urakami Y． Ranking deep neural network for automatic music 

recommendation system using EEG Proceedings of RISP International Workshop on Nonlinear 

Circuits，Communications and Signal Processing 2018 (NCSP2018) Honolulu， Hawaii，

2018-03-04/03-07． 

8. 前野崇．難病患者の入院リハビリテーションにおける社会的問題点．第 54回日本リハビリテーシ

ョン医学会学術集会．岡山市，2017-06-09．   

9. 遠藤佐知子．Risk factors for reamputation or death following lower limb amputation．第

54回日本リハビリテーション医学会学術集会．岡山市，2017-06-09． 

10. 清水朋美．視覚障害の障害区分．2017 年度視覚障害スポーツ情報交換会．東京慈恵会医科大学，

東京，2017-04-08． 

11. 清水朋美. シンポジウム 3「視覚障害と運転免許」視覚障害者手帳を取得することで受けられる

各種サービス，第 6回日本視野学会学術総会，秋田拠点センターALVE，秋田，2017-04-21/04-22． 

12. 清水朋美，林知茂，山田明子，西脇友紀，三輪まり枝，中西勉，世古裕子．強度近視患者の目標

術後屈折値とロービジョンケア．第 18 回日本ロービジョン学会学術総会，じゅうろくプラザ，

岐阜，2017-05-20/05-21． 

13. 石川浩太郎，西尾信哉，宇佐美真一．WFS１遺伝子変異が同定された優性遺伝形式遺伝性難聴の 1

家系．第 118回日本耳鼻咽喉科学会総会・学術講演会．広島市，2017-05-18． 

14. 石川浩太郎，西尾信哉，宇佐美真一．当科における GJB2 遺伝子変異による難聴症例の検討. 第

62回日本聴覚医学会総会・学術講演会．福岡市，2017-10-20． 

15. 井上美紀，飛松好子．回復期病棟での訓練終了後，訓練目的で院した頚髄損傷患者の特徴－急性

期病院から入院した患者との比較－．第 52回日本脊髄障害医学会．千葉，2017-11-16/11-17． 

16. 野月夕香理，山本正浩．低酸素脳症患者の遂行機能についての検討～ＢＡＤＳ下位検査について

ＴＢＩ患者との比較～．第 51回日本作業療法学会．東京，2017-09-23． 

17. 山下文弥，樋口幸治，緒方徹，飛松好子．視覚障害者の肥満を予防する運動プログラムに関する

検討．第 42回日本運動療法学会学術集会．横浜市，2017-06-24. 

18. 大畑秀央，角田航平，成田あゆみ，北義子，渡司雅代，石川浩太郎．学習面・行動面の課題が顕

在化した発達障害を合併する聴覚障害中高生の 2例．第 62回日本聴覚医学会総会・学術講演会．

福岡市，2017-10-18/10-20． 

19. 北條具仁, 角田航平，酒井奈緒美，坂田善政，石川浩太郎．直接法から間接法へ移行して改善が
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得られた吃音の一例．第 18回日本言語聴覚学会．松江市， 2017-06-23/06-24. 

20. 角田航平，坂田善政，北條具仁，酒井奈緒美，森浩一．「吃音の悩みに関する質問紙」の信頼性お

よび妥当性の検討．日本吃音・流暢性障害学会第 5 回大会 ，長良川国際会議場，岐阜，

2017-08-19/08-20． 

21. 角田航平，北條具仁，坂田善政，石川浩太郎．文節尾の繰り返しが主症状であった学齢期吃音の

症状の特徴と訓練経過．第 62回音声言語医学会，仙台市，2017-10-05/10-06. 

22. 生方歩未，大畑秀央，百瀬瑞穂，北條具仁，前野崇，遠藤佐知子．語音聾と伝導失語の特徴を併

せ持った流暢性失語の一例．第 18回日本言語聴覚学会．松江市，2017-06-23/06-24. 

23. 三輪まり枝，山田明子，西脇友紀．第 28回日本緑内障学会ロービジョン講習会「体験しよう！ど

こでも誰でもできる！ロービジョンケア」．広島，2017-09-30. 

24. 三輪まり枝，林知茂，西村陽子．WHO視覚障害リハビリテーション国際基準作成への協力．第 18

回日本ロービジョン学会学術総会，岐阜，2017-05-20/05-21. 

25. 中西勉，仲泊聡，清水朋美，中山剛，古田歩．網膜色素変性症患者の歩行時のサッケードと視覚

関連日常生活作業アンケート項目の関係．第 18 回日本ロービジョン学会学術総会，岐阜，

2017-05-20/05-21. 

26. 東江浩美，西牧謙吾，金樹英，田島世貴，鈴木繭子，杉本拓哉，田中里実．視覚障害児における

言語・コミュニケーションの課題への支援ニーズに関する実態調査．第 18回日本言語聴覚学会．

松江市，2017-06-23/06-24. 

27. 大舘千歳．現任教育－クリニカルラダーについて考える－リハビリテーション看護実践能力ラダ

ー－．日本リハビリテーション看護学会 第 29回学術大会．東京, 2017-11-10/11-11. 

28. 細田文雄，佐藤珠岐，浅利英子．「発達障害者生活スキルリハビリテーション入院」に対する母親

の心理的変容過程．第 34回埼玉県看護協会第 4支部看護研究発表会．所沢市，2018-02-03. 

29. 篠崎菜穂子，粕谷陽子，鈴木弘美，宮坂良子，粟生田友子．高次脳機能障害者の家族関係の経年
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1. 白銀暁, 外山滋. 車椅子座位における臀部せん断力の姿勢履歴効果. 車椅子シーティング. 2, 

p.10-15, 2017. 

2. 香西 良彦, 佐藤 宏惟, 半田 隆志, 鈴木 啓介, 能戸 崇行, 安藤 昌弘, 前田 佑輔, 白銀 暁．

痙縮による車椅子過負荷に関する研究—ヘッドサポートにかかる力の計測—．理学療法科学，33(1)，

p. 49-53，2018． 

3. 石渡利奈, 井上剛伸, 上村智子. 認知症者の日付・曜日把握支援を目的とした電子カレンダーの

有用性評価. 日本生活支援工学会誌, 17,(1),p.32-39, 2017-06. 

④ 障害工学研究部 

1. 白銀暁, 外山滋. 車椅子座位における臀部せん断力の姿勢履歴効果. 車椅子シーティング研究, 

Vol.2, No.2, pp.10-15. 

⑤ 障害福祉研究部 

1. 筒井澄栄，大夛賀政昭，廣瀬圭子．障害福祉サービス事業所の徒歩１時間圏内人口カバー率に関

する研究．日本福祉のまちづくり学会論文集．19(3)，2017年 11月． 
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（３）学 院 

① 言語聴覚学科 

1. 坂田善政,吉野眞理子. 環境調整法と流暢性形成法を組合せた介入の後にリッカム・プログラムの

導入を試みた幼児吃音の 1例. コミュニケーション障害学. 34(1)，p.1-10. 

② 義肢装具学科 

1. 井上美紀，徳井亜加根，飛松好子，阿久根徹：頚髄損傷患者に上肢装具を用いた訓練の効果．日

本脊髄障害医学会誌 2017；30：102-103 
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４ 研究報告書 

（１）病院 

1. 清水朋美，仲泊聡．平成 28年度厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業（身体・知

的等障害分野）分担研究報告書，補装具費支給制度における種目（視覚障害分野）の構造に関す

る調査研究．13-27，2017．  

 

（２）研究所 

① 福祉機器開発部 

1. 白銀暁. 補装具費支給制度における種目の構造と基準額設定のあり方に関する調査研究. 平成

29年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 総括・

分担研究報告書．所沢, 国立障害者リハビリテーションセンター研究所， 2018-03． 

2. 白銀暁. 補装具費支給制度における種目の構造と基準額設定のあり方に関する調査研究. 平成

29 年度厚生労働省科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業（身体・知的等障害分野）平成

27～29年度総合報告書. 所沢, 国立障害者リハビリテーションセンター研究所, 2018-03. 

② 障害工学研究部 

1. 外山 滋. 分解消滅が可能な生体内留置電極の開発. 挑戦的萌芽研究. 科学研究費助成事業研究

成果報告書. 所沢, 国立障害者リハビリテーションセンター研究所, 2017-06. 

2. 東祐二. 平成 29 年度障害者自立支援機器等開発促進事業, 事業報告. 公益財団法人テクノエイ

ド協会, 東京, 2018-03. 

3. 東祐二. 平成 29 年度障害者自立支援機器等開発促進事業, 開発成果報告集. 公益財団法人テク

ノエイド協会, 東京, 2018-03. 

4. 東祐二. ケアプランへの訪問介護の生活援助を位置付ける際の調査研究事業, 報告書. 一般社団

法人日本介護支援専門員協会, 東京, 2018-03. 

5. 東祐二. 平成 29 年度厚生労働省老人保健健康増進等事業, 適切なケアマネジメント手法の策定

に向けた調査研究事業報告書, 株式会社日本総合研究所, 東京, 2018-03. 

6. 中山剛. 高次脳機能障害者・失語症者に対するコミュニケーション支援ボードの有用性に関する

研究. 平成 28年度 ECOMO交通バリアフリー研究助成完了報告書(一般部門）, 公益財団法人交通

エコロジー・モビリティ財団, 2018-02-28. 

7. 伊藤和幸, 中山剛, 依田育士. 平成 28年度補助事業成果報告書「脳性麻痺者・脳卒中者の意思伝

達支援のための非接触ジェスチャ認識インタフェースの開発」. 国立研究開発法人日本医療研究

開発機構障害者対策総合研究開発事業（身体・知的等障害分野）（研究代表者 伊藤和幸）, 所

沢市, 2017-5, 平成 28年度補助事業成果報告書, 2017. 

8. 依田育士, 中山剛, 飛松好子, 小林庸子. 2016 年度実績報告書「重度肢体不自由者支援のための

適応的ジェスチャインタフェースの研究」. 文部科学省基盤研究(B)（研究代表者 依田育士）, 

つくば市, 2017-5, 2016年度実績報告書, 2017. 

9. 伊藤和幸, 中山剛, 依田育士. 平成 29年度成果報告書「脳性麻痺者・脳卒中者の意思伝達支援の

ための非接触ジェスチャ認識インタフェースの開発」. 国立研究開発法人日本医療研究開発機構

障害者対策総合研究開発事業（身体・知的等障害分野）（研究代表者 伊藤和幸）, 所沢市, 2017-12, 

平成 29年度成果報告票, 2017. 
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③ 障害福祉研究部 

1. 北村弥生. 災害時の障害者支援に関する市区町村調査から見えたもの～防災訓練、被災経験と人

口規模による差、災害時避難行動要援護者名簿～. 障害者と防災施策に関する全国自治体調査報

告書. 日本障害者リハビリテーション協会. 2017-12. 

2. 飛松好子，岩谷力，江藤文夫，伊藤利之，北住映二，有賀道生，野々山恵章，上村鋼平，西牧謙

吾，北村弥生，今橋久美子，寺島彰，山田英樹. 障害認定基準と障害福祉データの今後のあり方

に関する研究. 厚労科研 平成 29 年度 障害認定基準と障害福祉データの今後のあり方に関す

る研究 総括・分担報告書.  p.1-6. 2018-03. 

3. 北村弥生. 全国在宅障害児者の推計値と障害者手帳交付台帳登載数の変遷. 厚労科研 平成 29

年度 障害認定基準と障害福祉データの今後のあり方に関する研究 総括・分担報告書.  

p.19-38. 2018-03. 

4. 今橋久美子，北村弥生，飛松好子，岩谷力，竹島正，竹田幹雄. 市区町村における障害者手帳交

付台帳等の管理・運用に関する現況調査. 厚労科研 平成 29 年度 障害認定基準と障害福祉デ

ータの今後のあり方に関する研究 総括・分担報告書.  p.39-46. 2018-03. 

5. 我澤賢之，清水寛之，竹島正，岩谷力．自立支援医療の適正な提供に関する研究．厚生労働行政

推進調査事業費補助金・障害者政策総合研究事業（精神障害分野）「地域のストレングスを活か

した精神保健医療改革プロセスの明確化に関する研究」平成 27～29年度総合研究報告書，2018-03，

p.51-60．  

6. 我澤賢之，山﨑伸也．補装具価格根拠調査（１）：義肢・装具・座位保持装置．厚生労働科学研究

費補助金障害者対策総合研究事業（障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野））「補装具

費支給制度における種目の構造と基準額設定のあり方に関する調査研究」（研究代表者 白銀暁）

平成 29年度 分担研究報告書. 2018.  

7. 我澤賢之．補装具価格根拠調査（２）：義肢・装具・座位保持装置以外の種目．厚生労働科学研究

費補助金障害者対策総合研究事業（障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野））「補装具

費支給制度における種目の構造と基準額設定のあり方に関する調査研究」（研究代表者 白銀暁）

平成 29年度 分担研究報告書. 2018.  

④ 義肢装具技術研究部 

1. 阿久根徹，中村隆，高岡徹．支援機器の選択・選定データベースの改修による高機能機器利用の

エビデンス抽出．厚労科研 平成 29 年度 支援機器の効果的活用や支援手法等に関する情報基

盤整備に関する研究．総括・分担報告書.  p.31-35. 2018-03. 

2. 芳賀信彦，高見響，中村隆，藤原清香．小児筋電義手適用のプロトコールに関する調査研究 海

外専門施設の報告．厚労科研特別研究 平成 29 年度 小児筋電義手適用のプロトコールに関す

る調査研究成 総括 分担研究報告書． p.28-40. 2018-03. 

 

（３）学 院 

① 義肢装具学科 

1. 徳井亜加根，星野元訓，野原耕平，梅崎多美，塩田琴美．“日常生活用義足と陸上競技用義足の走

行比較による中高生義足ユーザーに向けた足部選択及びトレーニング法の提案”．平成 29年度 公

益財団法人 石本記念デサントスポーツ科学振興財団研究成果報告書 
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５ 総合報告 

（１）自立支援局 

1. 飯島節. 進歩する認知症治療－認知症疾患治療ガイドラインの話題も含めて－Seminar1.進行期

認知症患者の治療の現状と課題.Geriatric Medicine老年医学.第 55巻第 6号,2017,p.599-602. 

2. 飯島節. 高齢者の自動車運転を支援する.総論:高齢者の自動車運転.作業療法ジャーナル.第 51

巻第 10号,2017,p.976-981. 

 

（２）病院 

1. 深津玲子．発達障害の評価と支援．Journal of Clinical Rehabilitation, 2017. 26(13): p. 

1278-1284. 

2. 深津玲子． 障害者総合支援法による難病就労支援．月刊 難病と在宅ケア, 2017. 23(9): p. 

37-40. 

3. 清水朋美．Q．1「ロービジョンケア」ってどういう状態？「ロービジョンケア」って何？．眼科

ケア，19（8）：6-8，2017． 

4. 清水朋美．Q．2「ロービジョン検査判断料」って何？．眼科ケア，19（8）：9-11，2017． 

5. 清水朋美．特集 スポーツ眼科 A to Z 視覚障がい者スポーツについて．Monthly Book OCULISTA，

58，69-74，2018． 

6. 林知茂，清水朋美．特集 スポーツ眼科 A to Z 視覚障がい者のクラス分けについて．Monthly Book 

OCULISTA，58，75-87，2018． 

7. 石川浩太郎．遺伝外来で診る小児の気道難聴疾患 難聴疾患. 小耳鼻 2017;38(3):236-240. 

8. 別役訓子．大腿切断 理学療法ジャーナル 2018，52(3)， P．253-261． 

 

（３）研究所 

① 運動機能系障害研究部 

1. 大松聡子, 高村優作, 今西麻帆, 森岡周, 河島則天. 半側空間無視の病態基盤を考慮した臨床評

価. 理学療法ジャーナル, 51(10), 2017, p.865-874. 

② 福祉機器開発部 

1. 硯川潤. リハビリテーション機器開発における方向性と展望―課題も含めて. 月刊新医療, 

No.509. 

2. 硯川潤. 障害者の災害対策チェックキット―備えを確認するための仮想演習―. リハビリテーシ

ョン・エンジニアリング. 32(2), p.76-79, 2017. 

3. 井上剛伸．「＜特集＞在宅で使える！福祉用具ガイド」見守り支援機器，総合リハビリテーション，

45巻，5号，549-552，2017-05-10 

4. 井上剛伸. 現場で役立つためのコミュニケーションロボットの課題と可能性，ロボット，236, 

p.42-46, 2017-05-20. 

③ 障害工学研究部 

1. 東祐二. 介護ロボットの現状と課題そして今後の展望(1).  Monthly IHEP 4月号, 2017,p.1-6. 

2. 東祐二. 介護ロボットの現状と課題そして今後の展望(2)～介護ロボットの普及に向けた課題～.  

Monthly IHEP 5月号, 2017, p.1-5. 
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3. 東祐二. 介護ロボットの現状と課題そして今後の展望(3)～介護ロボットの普及の先にある将来

像～.  Monthly IHEP 6月号, 2017, p.1-5. 

4. 中山剛, 伊藤和幸, 依田育士. 重度運動機能障害者向けジェスチャ認識スイッチインタフェース

に関する研究. 月刊「地域ケアリング」7月臨時増刊号. 2017, vol.19, no.7, pp.66-67.  

5. 東祐二, 外山 滋, 中山 剛. 障害工学研究部における脊髄損傷者等の肢体不自由者の支援研究

の紹介. 国リハニュース. 2017, no.361, pp.12-14.  

6. 中山剛. 高次脳機能障害者・失語症所への支援機器-コミュニケーションボード等-. 月刊「地域

ケアリング」11月号.  Vol.19, No.12, 2017, pp.56-57. 

7. 中山剛, 高次脳機能障害者のための支援機器, MEDICAL REHABILITATION:リハビリテーションから

考える高次脳機能障害者への生活支援, 全日本病院出版会,  220(3),2018,p.43-48. 

④ 義肢装具技術研究部 

1. 中村隆．義肢装具における皮膚トラブルとその対処法．日本義肢装具学会誌，33，40-45，2017． 

 

（４）学 院 

① 義肢装具学科 

1. Kotomi Shiota, Akane Tokui, Audiospatial cognitive ability of visually impaired athletes 

in static and dynamic spatial cognitive tasks, J Phys Ther Sci, 29(11): 1981-1986, 2017. 
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６ 著書 

（１）自立支援局 

1. 飯島節. 第2章障害者の雇用管理上の留意点.第7節障害者の健康と安全.平成29年度版障害者職

業生活相談員資格認定講習テキスト.独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構,千

葉,2017-9. 

2. 四ノ宮美惠子．高次脳機能障害者の自立訓練（生活訓練）．リハビリテーションから考える高次

脳機能障害者への生活支援．中島八十一 編集．Monthly Book Medical Rehabilitation，No．220．

全日本病院出版会，2018-03，ｐ.49-56． 

3. 安部恵理子．私の 3冊．総合リハビリテーション，Vol. 46, No. 1．医学書院，2018-01，ｐ. 91． 

4. 安部恵理子, 田中匡．地域生活への移行．ライフステージから学ぶ地域包括リハビリテーション

実践マニュアル．河野眞 編集．羊土社，2018-3，ｐ.125-132. 

5. 安部恵理子．仲間づくり・ピアサポート．ライフステージから学ぶ地域包括リハビリテーション

実践マニュアル．河野眞 編集．羊土社，2018-3，ｐ.162-167． 

6. 安部恵理子．余暇活動・地域活動．ライフステージから学ぶ地域包括リハビリテーション実践マ

ニュアル．河野眞 編集．羊土社，2018-3，ｐ.168-173． 

7. 原 理江．第Ⅲ章実践例症例別事例別アプローチ７頸髄損傷－知覚循環に基づいた運動機能障害

へのアプローチ．臨床動作分析－PT・OTに役立つ理論と技術,p.355-360,2017 

 

（２）病院 

1. 石川浩太郎. 【臨床力 UP！ 耳鼻咽喉科検査マニュアル】 聴覚検査 簡易聴力検査. 耳喉頭頸 

2017;89(5):16-19. 

 

（３）研究所 

① 脳機能系障害研究部 

1. 神作憲司. 注意に関連した脳波信号のブレイン-マシン・インターフェイスへの応用. Clinical 

Neuroscience. 35(8): 961-965, 2017. 

2. Sato, Y., Kawase, T, Takano, K., Spence, C., Kansaku, K. Incorporation of prosthetic limbs 

into the body representation of amputees: Evidence from the crossed hands temporal order 

illusion. Temporal Sampling and Representation Updating, Vol 236, Progress in Brain 

Research, (Ed) Howard, C., UK, Academic Press, pp. 225-242, 2017. 

3. 神作憲司. ブレイン-マシン・インターフェイスのリハビリテーション分野への応用. オーグメン

テッド・ヒューマン, 暦本純一（編集）. エヌ・ティー・エス, 2018-02. 

4. 和田真, 北澤茂. 神経生理学への招待 味覚（３）味細胞から大脳皮質へ. Clinical Neuroscience 

（月刊臨床神経科学）中外医学社 Vol.35(4). p. 374-375, 2017. 

5. 和田真, 北澤茂. 神経生理学への招待 嗅覚（１）においの受容. Clinical Neuroscience （月

刊臨床神経科学）中外医学社 Vol.35(5). p. 506-7, 2017. 

6. 和田真, 北澤茂. 神経生理学への招待 嗅覚（２）嗅覚の受容メカニズム. Clinical Neuroscience 

（月刊臨床神経科学）中外医学社 Vol.35(6), p. 638-9, 2017. 

7. 和田真, 北澤茂. 神経生理学への招待 嗅覚（３）嗅細胞から嗅球への一次投射のルール. 
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Clinical Neuroscience （月刊臨床神経科学）中外医学社 Vol.35(7), p. 772-3, 2017. 

8. 和田真, 北澤茂. 神経生理学への招待 嗅覚（４）嗅球から嗅皮質へ. Clinical Neuroscience （月

刊臨床神経科学）中外医学社 Vol.35(8), p. 910-1, 2017. 

9. 和田真・北澤茂, 海馬の機能(1)全ての感覚信号の折り返し地点. Clinical Neuroscience(月刊臨

床神経科学）中外医学社 Vol.35(9). P.1030-1, 2017. 

10. 和田真・北澤茂, 海馬の機能(2)場所細胞とその仲間. Clinical Neuroscience(月刊臨床神経科学）

中外医学社 Vol.35(10), P.1148-9, 2017. 

11. 和田真・北澤茂, 海馬の機能(3)θサイクルが表現する現在と未来の位置の情報. Clinical 

Neuroscience(月刊臨床神経科学）中外医学社 Vol.35(11), P.1270-1, 2017. 

12. 和田真・北澤茂, 神経生理学への招待―新時代の幕開け（最終回）. Clinical Neuroscience(月

刊臨床神経科学）中外医学社 Vol.35(12), P.1368-9, 2017. 

② 福祉機器開発部 

1. 井上剛伸. 第 4章進化するケア－役立つ道具たち－（服薬支援機器，コミュニケーション・ロボ

ット）， 認知症高齢者の生活に役立つ道具たち，公益財団法人テクノエイド協会，p.19-22, 

p.29-33, 2017-12. 

③ 障害工学研究部 

1. 外山滋. スマートセンシングの基礎と応用. 環境・福祉分野におけるスマートセンシング調査研

究委員会監修, シーエムシー出版, pp. 121-135, pp. 148-151, 2017-10-05. 

④ 障害福祉研究部 

1. 北村弥生. 発達障害のある子どもに災害をどう教えるか. 教育と医学. 66(3). 慶応義塾大学出

版会. 2018. 

 

（４）学 院 

① 言語聴覚学科 

1. 北 義子．ケーススタディ 聴覚障害．言語聴覚士のための臨床実習テキスト―小児編―．深浦順

一他（編集）建帛社．p138-145,2017 

② 義肢装具学科 

1. 徳井亜加根．リハビリテーションマニュアル 34「ゴールボール選手が装備する用具」―プロテク

ターとアイシェードの簡易的製作方法について―，飛松好子編．国立障害者リハビリテーション

センター（WHO指定研究協力センター），埼玉，2017-06-30 
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７ 教育・実務資料 

（１）自立支援局 

1. 飯島節. 医学の歴史・医の倫理.基礎医学Ⅰ(医学概論).国立障害者リハビリテーションセンター

学院言語聴覚学科・手話通訳学科 1年生，2017-05-11. 

2. 飯島節. 障害者およびリハビリテーションの概念.リハビリテーション概論.国立障害者リハビリ

テーションセンター学院リハビリテーション体育学科・視覚障害学科 1年生，2017-05-24. 

3. 飯島節. 内科学概論その 1.基礎医学Ⅰ(医学概論).国立障害者リハビリテーションセンター学院

言語聴覚学科・手話通訳学科 1年生，2017-05-25. 

4. 飯島節. 内科学概論その 2.基礎医学Ⅰ(医学概論).国立障害者リハビリテーションセンター学院

言語聴覚学科・手話通訳学科 1年生，2017-06-01. 

5. 飯島節. 医の倫理.医学概論.国立障害者リハビリテーションセンター学院義肢装具学科 1年生，

2017-06-08. 

6. 飯島節. 内科学概論.医学概論.国立障害者リハビリテーションセンター学院義肢装具学科 1年生，

2017-06-21. 

7. 飯島節. リハビリテーション医学.臨床医学Ⅰ.国立障害者リハビリテーションセンター学院言語

聴覚学科 1年生，2017-06-22. 

8. 飯島節. リハビリテーション医学．医学概論．国立障害者リハビリテーションセンター学院義肢

装具学科 1年生，2017-06-29. 

9. 飯島節. 総論.リハビリテーション医学.国立障害者リハビリテーションセンター学院リハビリテ

ーション体育学科・視覚障害学科 1年生，2017-08-30. 

10. 飯島節. 高齢者のリハビリテーション.リハビリテーション医学.国立障害者リハビリテーション

センター学院リハビリテーション体育学科・視覚障害学科 1年生，2017-09-27. 

11. 飯島節. 内科学総論、内科治療学.臨床医学Ⅱ.国立障害者リハビリテーションセンター学院言語

聴覚学科・リハビリテーション体育学科 1年生，2017-10-05. 

12. 飯島節. 腎疾患.臨床医学Ⅱ.国立障害者リハビリテーションセンター学院リハビリテーション体

育学科・言語聴覚学科 1年生，2017-10-19. 

13. 飯島節. 循環器疾患.臨床医学Ⅱ.国立障害者リハビリテーションセンター学院リハビリテーショ

ン体育学科・言語聴覚学科 1年生，2017-10-26. 

14. 飯島節. 老年医学総論.老年医学.国立障害者リハビリテーションセンター学院・リハビリテーシ

ョン体育学科 1年生・視覚障害学科 2年生，2017-11-01. 

15. 飯島節. 総論.リハビリテーション医学.国立障害者リハビリテーションセンター学院義肢装具学

科 2年生,2017-11-02. 

16. 飯島節. 錐体外路疾患、小脳疾患（パーキンソン病・脊髄小脳失調症）.臨床神経学. 国立障害者

リハビリテーションセンター学院義肢装具学科 2年生, 2017-11-07. 

17. 飯島節. 運動ニューロン疾患、末梢神経・筋疾患.臨床神経学. 国立障害者リハビリテーションセ

ンター学院義肢装具学科 2年生, 2017-11-14. 

18. 飯島節. 運動ニューロン疾患、末梢神経疾患、筋疾患、神経筋接合部疾患、錐体外路疾患

（SCD,PH,HD,etc）.臨床神経学. 国立障害者リハビリテーションセンター学院  言語聴覚学科・

リハビリテーション体育学科 1年生,2017-11-22. 



 

－ 305 － 

19. 飯島節. 呼吸器疾患・自己免疫疾患.臨床医学. 国立障害者リハビリテーションセンター学院言語

聴覚学科・リハビリテーション体育学科 1年生, 2017-12-14. 

20. 飯島節. リハビリテーションと QOL.身体障害者福祉論.児童指導員科 1年生,2018-01-18. 

21. 水谷 とよ江．作業療法学．国リハ義肢装具学科（3年生）．2017-07-05 

22. 田中 匡．作業療法における３Ｄプリンタ活用セミナー．2018-03-11 

23. 久保田 崇之．車椅子操作指導とその効果について．国リハリハビリテーション体育学科（2 年

生）．2017-05-15 

24. 久保田 崇之．第 38回日本リハビリテーションスポーツ学会（医療体育研究会）研究大会.実技

Ⅱ：車椅子操作指導法． 2017-05-15 

25. 熊倉良雄.リハビリテーション工学.国立障害者リハビリテーションセンター学院義肢装具学科 3

年生,2017-10-30. 

26. 市川 眞由美．脊髄損傷の理学療法．国リハ義肢装具学科（3年生）．2017-07-26 

27. 四ノ宮美惠子．神経心理学．国立障害者リハビリテーションセンター学院リハビリテーション体

育学科２年生．2017年度 

28. 阿部真市．総合学習（福祉教育）．車椅子利用者の日常生活に関する講話及び仕事に関しての講

話．ふじみ野市立大井東中学校２学年，大井東中学校，2017-10-05. 

29. 阿部真市．総合学習（福祉教育）．車椅子利用者の日常生活に関する講話．ふじみ野市立大井中

学校２学年，大井中学校，2018-01-24. 

 

（２）病院 

1. 三輪まり枝．小児のロービジョンケア．視能訓練士ロービジョンケア研修会．埼玉，2017-08-16． 

2. 三輪まり枝，山田明子，西脇友紀，林知茂．ロービジョンケアに必要な基礎知識および視覚障害

者に対するタブレット端末の導入について．視能訓練士ロービジョンケア研修会．埼玉，

2017-11-13/11-17. 

 

（３）研究所 

① 障害工学研究部 

1. 中山剛. 材料力学講義 1～13, 国立障害者リハビリテーションセンター学院義肢装具学科(1 年

生). 2017-09-07, 2017-09-14, 2017-10-05, 2017-10-12, 2017-10-19, 2017-10-26, 2017-11-02, 

2017-11-09, 2017-11-16, 2017-11-30, 2017-12-07, 2018-01-15, 2018-01-29. 

2. 東祐二. 発達障害演習(福祉機器)講義, 国立障害者リハビリテーションセンター学院児童指導員

科. 2017-05-17, 2017-05-18. 
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８ 特許等出願 

（１）研究所 

① 障害工学研究部 

1. 外山 滋. 測定装置. (特願 2017-128010). 出願日 2017.6.29. 
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９ その他 （招待講演，特別講演） 

（１）自立支援局 

1. 四ノ宮美惠子．高次脳機能障害と発達障害のある方への支援．橫浜市総合リハビリテーションセ

ンター診療研究会，橫浜，2017-07-19． 

2. 森公士朗，水谷宣昭．高次脳機能障害について．東京都立文教盲学校研修会．東京，2017-07-21． 

3. 水村慎也. 高次脳機能障害のある方の就労移行支援．東京都立文教盲学校研修会．東京，

2017-08-29． 

4. 安部恵理子，和田愛祐美．生活訓練サービスの取り組み～社会的行動障害のある方に対する訓練・

支援について～．平成 29年度福祉関係者のための高次脳機能障害研修会．所沢，2017-10-26． 

5. 安部恵理子．国立障害者リハビリテーションセンター生活訓練課における社会的行動障害への支

援の取組．東京都高次脳機能障害者相談支援研修会．東京, 2017-10-31． 

6. 小林菜摘.発達障がい者の就労支援～国立障害者リハビリテーションセンターでの取り組みと修

了生からの発表・報告～.板橋区立障がい者福祉センター主催 平成 29 年度発達障害セミナー.

東京,2018-1-17. 

7. 安部恵理子．社会的行動障害について―生活訓練の取組から―．ハイリハ東京講演会．東京, 

2018-01-27． 

8. 四ノ宮美惠子．高次脳機能障害の支援－社会参加を支えるために－．第 12回福島高次脳機能障害

リハビリテーション講習会．福島，2018-01-28． 

 

（２）病院 

1. 深津玲子．～福祉系就労支援研究から～難病のある人の就労系福祉サービスの利用実態とニーズ． 

難病のある人の福祉サービス活用による就労支援シンポジウム， 那覇市，2017-10-22. 

2. 深津玲子. 難病患者に対する就労系福祉サービス事業所における合理的配慮：事業所および当事

者調査（中間報告）, 全国難病センター研究会第 28回研究大会, 東京, 2017-11-05. 

3. 深津玲子. 福祉サービス活用による就労支援について, 難病のある人への就労支援 福祉サービ

ス活用に関する研修会, 前橋市, 2107-11-21. 

4. 深津玲子． 「福祉系就労支援研究から」～難病のある人の就労系福祉サービスの利用実態とニー

ズ～, 難病の患者が治療と就労を両立するためのシンポジウム, 高知県高知市, 2017-12-02. 

5. 深津玲子．福祉サービス活用による就労支援について，難病のある人の就労支援を考えるシンポ

ジウム, 福岡市, 2018-01-26. 

6. 清水朋美. 眼科医こそ知っておきたいどこでもできるロービジョンケア. 第 253回鹿児島眼科集

談会，城山観光ホテル，鹿児島，2017-05-13． 

7. 清水朋美．今こそ知ろう！視覚障がい者スポーツとロービジョンケア！．アイフェスタ inかごし

ま，鹿児島市勤労者交流センター，鹿児島，2017-05-14． 

8. 清水朋美．眼科医オールジャパンでできるロービジョンケアを考える．第 18回新潟ロービジョン

研究会．有壬記念館．新潟，2017-09-02． 

9. 清水朋美．みんなで学ぼう！～見えにくさとロービジョンケア～．第 71回日本臨床眼科学会市民

公開講座「知ればこんなに変わる視覚障がい者の暮らし」，東京，2017-10-12/10-15． 

10. 石川浩太郎. 小児難聴に関する最近の話題.埼玉県難聴児療育機関連絡会議．坂戸，2017-06-08． 



 

－ 308 － 

11. 石川浩太郎. 補聴器フィッティングの基礎.日本耳鼻咽喉科学会京都府地方部会．京都，

2017-07-15． 

12. 石川浩太郎. 日本耳鼻咽喉科学会補聴器相談医が知っておくこと.日本耳鼻咽喉科学会京都府地

方部会．京都，2017-07-15． 

13. 石川浩太郎. 補聴器での留意事項.日本耳鼻咽喉科学会東京都地方部会．東京，2017-07-22． 

14. 石川浩太郎. 補聴器の装用指導.日本耳鼻咽喉科学会奈良県地方部会．橿原，2017-11-03． 

15. 石川浩太郎. 最新の補聴器とその価格.日本耳鼻咽喉科学会奈良県地方部会，橿原，2017-11-03． 

16. 石川浩太郎. 軽・中等度難聴に対する補聴器適応と効果判定．日本耳鼻咽喉科学会広島県地方部

会．広島，2017-11-19． 

17. 石川浩太郎.補聴器の両耳装用とその効果.日本耳鼻咽喉科学会広島県地方部会．広島，2017-11-19． 

18. 山本正浩．大会長講演「高次脳機能障害への気づきを促す作業療法～認知行動療法の理論を利用

して～」．第４回認知作業療法研究会学術大会．東京，2018-03-10． 

19. 大畑秀央．失語症者向け意思疎通支援事業について．一般社団法人日本脳損傷者ケアリング・コ

ミュニティ学会研修会 伝え合うことから始める～私達の高次脳機能障害～．渋谷区，

2017-12-02． 

20. 北條具仁．言語とその発達-失語症などの言語障害の病態について-．東京定期臨床勉強会．医療

法人社団 成煌会 瑞江整形外科，東京，2017-06-11. 

21. 北條具仁.中高生以降の発達性吃音への指導・支援. 日本吃音・流暢性障害学会第 5回大会 ハン

ズオンセミナーⅣ．長良川国際会議場，岐阜，2017-08-19/08-20． 

22. 北條具仁．吃音のグループ認知行動療法．第 62回日本音声言語医学会総会・学術講演会 シンポ

ジウム吃音診療の新しい展開，仙台市，2017-10-05/10-06. 

23. 三輪まり枝．とっても大事！見えにくさへのロービジョンケア．第 18回日本ロービジョン学会学

術総会 市民公開講座．岐阜，2017-05-20/05-21. 

24. 三輪まり枝．知っておくと便利！見やすくする工夫 便利な補助具あれこれ．第 10回加齢黄斑変

性友の会 講演．東京，2017-05-26. 

25. 三輪まり枝．見えにくさに対するロービジョンケアについて．第 17回レーベル病患者の会 講演．

東京，2017-05-28. 

26. 三輪まり枝．どこでも誰でもできる！ロービジョンケア．第 28 回日本緑内障学会シンポジウム

10「どこでも誰でもできる！ロービジョンケア」．広島，2017-09-30. 

27. 三輪まり枝．視覚障害児の見え方と視覚補助具．埼玉県立特別支援学校塙保己一学園小学部研修

会，埼玉県，2017-10-31. 

28. 中西勉．第 39回視覚障害者リハビリテーション指導者講習会．東京都眼科医会，東京，2018-01-20． 

 

（３）研究所 

① 感覚機能系障害研究部 

1. 酒井奈緒美．吃音かな？と感じたら．所沢市子育て支援講演会．所沢市保健センター．所沢,  

2017-09-27. 

② 福祉機器開発部 

1. 井上剛伸. シンポジウム2; 認知症介護ロボットの最前線. 第32回日本老年精神医学会 シンポ

ジウム 2. 名古屋, 2017-06-15. 
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2. Takenobu Inoue, Research and innovation of assistive technology – User participation and 

field-based innovation, i-CREATe 2017, Kobe, 2017-08-23. 

3. Takenobu Inoue, The Assistive Technology promise for happy and sustainable aging:  myth 

or reality ? A global perspective, Global Challenges in Assisteve Technology Ⅲ, Shefield, 

2017-09-12. 

4. 白銀 暁. 理学療法領域における臨床評価の問題点と今後の展望. ニューロリハビリシンポジウ

ム. 東京. 2017-10-21. 

5. 井上剛伸. 介護分野でのロボット機器重要性. 一般社団法人国際標準化協議会国際標準セミナー. 

東京, 2017-10-23. 

6. 井上剛伸.  喫緊とされる福祉人材確保・養成・定着とサービスの質向上に向けた取組～ICT・ロ

ボット最新福祉機器と介護現場の重要をつなぐ～. 平成 29年度 福祉ビジョン 21世紀セミナー. 

東京, 2017-11-30. 

7. Takenobu Inoue, R & I of Assistive Technologies for Persons with Dementia: Communication 

Robots, Useful?  or ・・・, 東京工業大学・精華大学・大学院合同プログラム社会理工学コー

ス平成 29年度シンポジウム, 東京, 2017-12-08. 

8. 井上剛伸， 障害者・高齢者のための先端技術を応用した福祉機器，日本ロボット学会ヒューマン

線トリックロボティックス研究専門委員会，糸島市，2017-12-09. 

9. 井上剛伸. 高齢者のための福祉機器の紹介. 東京大学産学ネットワーク「ジェロントロジー」, 東

京, 2018-02-16. 

10. 白銀暁. 車椅子・座位保持装置とは -適切な補装具の選定に向けて-. 山梨県障害者相談所 平成

29年度地域リハビリテーション研修. 甲府. 2018-02-22. 

③ 障害工学研究部 

1. 東祐二. 介護ロボットの開発普及に関する動向と今後について. 介護ロボット導入のための展示

体験会＆研修会. 青森, 2017-07-27. 

2. 中山剛. 車椅子取付型ロボットアームのコストベネフィット評価. 第 33 回ライフサポート学会

大会, 東京, 2017-09-16. 講演要旨集, p.12. 

④ 障害福祉研究部 

1. 北村弥生. 講演「発達障害学生と災害」. 香川大学バリアフリー支援室, 高松, 2017-12-07. 

2. 北村弥生. 災害支援研究の新たなアプローチ: 障害のある当事者と共同して進める災害準備研究

の有効性と課題. 日本保健医療社会学会第二回関東研究会. 2018-03-18. 東京都. 

⑤ 義肢装具技術研究部 

1. 三ツ本敦子. シンポジウム 電動 筋電義手のこれから：国立障害者リハビリテーションセンタ

ーにおける筋電電動義手普及への取り組み.第 33 回日本義肢装具学会学術大会. 東京. 

2017-10-08/10-09. 

 

（４）学 院 

① 言語聴覚学科 

1. 北義子．難聴乳幼児への支援の視点―「自己の感情認識」と「他者の意図理解」を軸に「親子関

係」の育ちを支える―．第 62回日本音声言語医学会総会・学術講演会．宮城県,2017-10-6. 

2. 坂田善政.成人吃音の臨床.第 7回成人吃音臨床研修会.愛媛,2017-06-04. 
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② リハビリテーション体育学科 

1. 梅崎多美・高橋春一．障がい者と高齢者のためのレクリエーション・スポーツ（リハビリテーシ

ョン体育）．人間総合科学大学平成 29 年度心身健康レクリエイター養成プログラム，埼玉，

2017-06-03/06-04． 

2. 梅崎多美．障がい者スポーツの体験．平成 29 年度障がい者スポーツ医養成講習会，埼玉，

2018-02-24． 

 

（５）企画・情報部 

① 高次脳機能障害情報・支援センター 

1. 今橋久美子. 行動障害のある高次脳機能障害者の支援. 平成 29 年度強度行動障害支援者養成

研修. 所沢，2017-05-25. 

2. 深津玲子, 高次脳機能障害に関する国の施策の動向 社会的行動障害を中心に, 東京都高次脳機

能障害者相談支援研修会, 東京,2017, 2017-10-31. 

3. 深津玲子, 高次脳機能障害にかかる診断・リハビリテーションの最新情報～急性期から回復

期・慢性期へのスムーズな移行のために～, 平成 29 年度高次脳機能障害診断・リハビリテ

ーション研修会, 北海道釧路市, 2017-11-25. 

4. 深津玲子, 高次脳機能障害支援のこれから, 高次脳機能障害フェスタ in Meguro, 目黒区, 

2018-02-25. 
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９ その他 （講演、講義） 

（１）自立支援局 

1. 飯島節. 本人の意思を尊重した高齢者ケアのあり方.第 8回日本プライマリ･ケア連合学会学術大

会.香川,2017-5-14. 

2. 飯島節. 高齢者のリハビリテーション.高齢者医療研修会 第 59 回日本老年医学会学術集会.名

古屋, 2017-6-14. 

3. 飯島節. 老人保健施設における終末期医療.平成 29 年度老人保健施設管理医師総合診療研修会

（第Ⅰ期）. 東京,2017-6-25. 

4. 飯島節. パーキンソン病の睡眠覚醒障害と薬物治療.第 66 回日本老年医学会関東甲信越地方会.

川越,2017-9-30. 

5. 飯島節. 認知症の終末期の医療及びケア.大牟田臨床認知症研究会 第 28 回特別講演会.福

岡,2017-10-11. 

6. 飯島節. 高齢者のリハビリテーション.高齢者医療研修会.東京,2017-11-4. 

7. 森公士朗．鈴木理子． 国立障害者リハビリテーションセンターの概要説明及び高次脳機能障害者

の支援について．交通事故被害者支援新潟県講習会．新潟市生涯学習センター, 新潟市, 

2017-05-15. 

8. 高橋文孝．鈴木理子. ロービジョンケアの連携（各論）．平成 29年度第 1回視覚障害者用補装具

適合判定医師研修会. 国立障害者リハビリテーションセンター学院, 埼玉, 2017-07-28. 

9. 鈴木理子．国立障害者リハビリテーションセンターの概要説明．交通事故被害者支援新潟県講習

会．新潟大学地域医療センター魚沼基幹病院, 南魚沼市, 2017-09-02. 

10. 鈴木理子．国立障害者リハビリテーションセンターの概要説明．交通事故被害者支援埼玉県講習

会．国立障害者リハビリテーションセンター, 所沢市, 2017-09-30. 

11. 高橋文孝．鈴木理子. ロービジョンケアの連携（各論）．平成 29年度第 2回視覚障害者用補装具

適合判定医師研修会. 国立障害者リハビリテーションセンター学院, 埼玉, 2017-12-08. 

12. 熊倉良雄.高次脳機能障害者の自動車運転支援について.平成 29年度 高次脳機能障害支援事業関

係職員研修会.国立障害者リハビリテーションセンター学院,埼玉,2017-06-29/06-30. 

13. 熊倉良雄.身体障害者が使用する自動車.平成 29 年度 福祉機器専門職員研修会.国立障害者リハ

ビリテーションセンター学院,埼玉,2017-07-05/07-07. 

14. 熊倉良雄．H.C.R.2017 はじめての福祉機器 選び方・使い方セミナー「福祉車両編」.東京ビッ

グサイト,東京,2017-09-29. 

15. 熊倉良雄．身体障害者の指導要領と留意事項.平成 29年度 障害者教習指導員研修会.サン九段ビ

ル,東京,2017-10-12.  

16. 森口治奈．自助具.福祉機器専門職員研修会．国立障害者リハビリテーションセンター学院,埼

玉,2017-07-05/07-07. 

17. 四ノ宮美惠子．グループワークによる高次脳機能障害の事例検討．平成 29年度リハビリテーショ

ン心理職研修会．国立障害者リハビリテーションセンター学院，所沢，2017-10-27． 

18. 熊倉良雄.自動車訓練の評価と実際.平成 29 年度 作業療法士研修会.国立障害者リハビリテーシ

ョンセンター学院,埼玉,2017-11-09/11-11. 

19. 安部恵理子．障害福祉サービスにおける生活訓練の取り組み．平成29年度作業療法士研修会．国
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立障害者リハビリテーションセンター学院，所沢，2017-11-10． 

 

（２）病院 

1. 浦上裕子．高次脳機能障害者の復学・復職を通して考えるライフサイクルリハビリテーション．

ライフサイクル医学：順天堂大学大学院講義，文京区，2017-11-16． 

2. 清水朋美．各障害別障害認定について Ⅱ 視覚障害分野．平成 29年度身体障害者更生相談所身

体障害者福祉司等実務研修会．国立障害者リハビリテーションセンター学院，埼玉，

2017-05-16/05-17． 

3. 清水朋美．視覚障がい者の障害区分．平成 29年度全国障害者スポーツ大会障害区分判定研修会．

越前市福祉健康センター．福井，2017-07-07/07-09． 

4. 清水朋美．判定の実際（2）．平成 29年度全国障害者スポーツ大会障害区分判定研修会．越前市福

祉健康センター．福井，2017-07-07/07-09． 

5. 清水朋美．判定の実際（3）．平成 29年度全国障害者スポーツ大会障害区分判定研修会．越前市福

祉健康センター．福井，2017-07-07/07-09． 

6. 清水朋美．視覚障害の原因となる眼科疾患と補装具．平成 29年度第 3回障害福祉支援者研修．横

浜市総合リハビリテーションセンター．横浜，2017-07-13． 

7. 清水朋美．リハビリテーション・ロービジョン．平成 29 年度防衛医科大学校 4 年眼科講義．防

衛医科大学，埼玉，2017-07-21． 

8. 清水朋美．視覚障害者支援と補装具概論．平成 29年度第 1回視覚障害者用補装具適合判定医師研

修会．国立障害者リハビリテーションセンター学院．埼玉，2017-07-27/07-29． 

9. 清水朋美．視覚リハビリテーション．平成29年度第1回視覚障害者用補装具適合判定医師研修会．

国立障害者リハビリテーションセンター学院．埼玉，2017-07-27/07-29． 

10. 清水朋美．診断書等の書き方と事例．平成29年度第1回視覚障害者用補装具適合判定医師研修会．

国立障害者リハビリテーションセンター学院．埼玉，2017-07-27/07-29． 

11. 清水朋美．視覚障がい者の医学的リスクファクター．平成 29年度障がい者スポーツトレーナー養

成講習会．横浜ラポール，神奈川，2017-08-18． 

12. 清水朋美．知っておこう！視覚クラス分けのこと．平成 29年度「東京都パラリンピック選手発掘

プログラム」．東京都文京盲学校．東京，2017-09-10． 

13. 清水朋美．視覚障害とは 眼疾患(最新の研究、治療)・身体障害者手帳について．情報化対応支

援者研修会（相談支援コース・基礎）．日本点字図書館．東京，2017-11-30． 

14. 清水朋美．障がい各論（視覚障がい）．平成 29年度中級障がい者スポーツ指導員養成講習会，埼

玉県障害者交流センター．埼玉，2017-12-05． 

15. 清水朋美．視覚障害者支援と補装具概論．平成 29年度第 2回視覚障害者用補装具適合判定医師研

修会．国立障害者リハビリテーションセンター学院．埼玉，2017-12-07/12-09． 

16. 清水朋美．視覚リハビリテーション．平成29年度第2回視覚障害者用補装具適合判定医師研修会．

国立障害者リハビリテーションセンター学院．埼玉，2017-12-07/12-09． 

17. 清水朋美．診断書等の書き方と事例．平成29年度第2回視覚障害者用補装具適合判定医師研修会．

国立障害者リハビリテーションセンター学院．埼玉，2017-12-07/12-09． 

18. 清水朋美. 障がい各論（視覚障がい）．平成 29年度東京都中級障がい者スポーツ指導員養成講習

会，武蔵野総合体育館．東京，2018-01-14． 
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19. 清水朋美．ロービジョン．平成29年度横浜市大医学部3年眼科講義．横浜市大，神奈川，2018-01-18． 

20. 清水朋美.視覚補助具の選定.第 39回視覚障害者リハビリテーション指導者講習会,東京都眼科医

会,東京,2018-01-20. 

21. 清水朋美．視覚障害について．平成 29年度身体障害者補助犬訓練者研修会，国立障害者リハビリ

テーションセンター学院，埼玉，2018-02-05/02-09． 

22. 清水朋美．視覚障がいの病理とスポーツ．平成 29年度障がい者スポーツ医養成講習会．国立障害

者リハビリテーションセンター，埼玉，2018-02-23/02-25． 

23. 林知茂．IT機器（タブレット型端末）．平成 29年度第 1回視覚障害者用補装具適合判定医師研修

会．厚生労働省．埼玉，2017-07-27/07-29． 

24. 林知茂．視覚障がい．平成 29年度中級障がい者スポーツ指導員養成講習会．郡山ユラックス熱海．

福島，2017-07-20/07-23． 

25. 林知茂．視覚障害者スポーツ．平成 29年度第 1回視覚障害者用補装具適合判定医師研修会．厚生

労働省．埼玉，2017-07-27/07-29． 

26. 石川浩太郎．成人・高齢者に対する補聴器フィッティングの基礎．平成 29年度補聴器適合判定医

師研修会．国立障害者リハビリテーションセンター学院．埼玉，2017-07-19． 

27. 石川浩太郎．聴覚障害者意見書の記入．平成 29年度補聴器適合判定医師研修会．国立障害者リハ

ビリテーションセンター学院．埼玉，2017-07-19． 

28. 石川浩太郎．補装具費支給意見書の記入．平成 29年度補聴器適合判定医師研修会．国立障害者リ

ハビリテーションセンター学院．埼玉，2017-07-19． 

29. 石川浩太郎．聴覚障がい者の医学的リスクファクター. H29 年度障がい者スポーツトレーナー養

成講習会,横浜市, 2017-08-19． 

30. 石川浩太郎．音声言語・そしゃく嚥下障害の意見書記載．平成 29年度音声言語機能等判定医師研

修会．国立障害者リハビリテーションセンター学院．埼玉，2017-12-12． 

31. 石川浩太郎．聴力障がい者の病理とスポーツ．平成 29年度障がい者スポーツ医養成講習会, 所沢

市， 2018-02-24． 

32. 濱祐美．福祉車両．第44回国際福祉機器展HCR2017セミナー．東京ビッグサイト，東京，2017-09-29． 

33. 山本正浩．認知作業療法の基礎「認知行動療法の活用 症例の概念化」．認知作業療法研究会基礎

研修．東京，2017-07-04． 

34. 山本正浩．認知作業療法の基礎「認知行動療法の活用 認知的技法と行動的技法」．認知作業療法

研究会基礎研修．東京，2017-07-11． 

35. 大畑秀央．成人のコミュニケーション障害と会話のコツ．新座市社会福祉協議会，2017-07-10． 

36. 北條具仁．失語症臨床-回復に応じたリハビリテーションの組み立て方-．平成 29年度第 2回西部

支部会研修会．川越市，2017-11-17． 

37. 三輪まり枝，山田明子，西脇友紀，中西勉．実習Ⅳ．平成 29年度第 1回視覚障害者用補装具適合

判定医師研修会．厚生労働省，埼玉，2017-07-28． 

38. 三輪まり枝，山田明子，西脇友紀，中西勉．実習Ⅳ．平成 29年度第 2回視覚障害者用補装具適合

判定医師研修会.厚生労働省,埼玉, 2017-12-08． 

39. 三輪まり枝，山田明子，西脇友紀．実習Ⅱ：偏心視のアドバイス・必要倍率の算定方法・拡大鏡・

弱視眼鏡・拡大読書器. 平成 29 年度第 2 回視覚障害者用補装具適合判定医師研修会．厚生労働

省,埼玉, 2017-12-07. 
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40. 三輪まり枝，山田明子，西脇友紀．実習Ⅱ：偏心視のアドバイス・必要倍率の算定方法・拡大鏡・

弱視眼鏡・拡大読書器．平成 29 年度第 1 回視覚障害者用補装具適合判定医師研修会．厚生労働

省，埼玉，2017-07-27. 

41. 三輪まり枝，山田明子，西脇友紀．実習Ⅴ 疑似症例．平成 29年度第 1回視覚障害者用補装具適

合判定医師研修会．厚生労働省，埼玉，2017-07-29． 

42. 三輪まり枝，山田明子，西脇友紀．実習Ⅴ 疑似症例．平成 29年度第 2回視覚障害者用補装具適

合判定医師研修会．厚生労働省，埼玉， 2017-12-09． 

43. 三輪まり枝．ロービジョン医学１．国際医療福祉大学保健医療学部視機能療法学科特別講義，栃

木県，2017-10-21. 

44. 三輪まり枝．実習Ⅰ：ハイパワープラス眼鏡．平成 29年度第 1回視覚障害者用補装具適合判定医

師研修会. 厚生労働省，埼玉，2017-07-27. 

45. 三輪まり枝．実習Ⅰ：ハイパワープラス眼鏡．平成 29年度第 2回視覚障害者用補装具適合判定医

師研修会．厚生労働省，埼玉，2017-12-07. 

46. 三輪まり枝.小児のロービジョンケア. 平成 29年度第 2回視覚障害者用補装具適合判定医師研修

会．厚生労働省，埼玉，2017-12-08． 

47. 三輪まり枝．小児のロービジョンケア．平成 29年度第 1回視覚障害者用補装具適合判定医師研修

会．厚生労働省，埼玉，2017-07-28． 

48. 三輪まり枝．明日からできる！ロービジョンケア－ORTの技術を活かして－．第 32回函館眼科検

査会講演．北海道， 2017-07-01． 

49. 山田明子．ロービジョン医学２．国際医療福祉大学保健医療学部視機能療法学科特別講義，栃木

県，2017-10-27. 

50. 山田明子．実習Ⅰ：遮光眼鏡．平成 29年度第 1回視覚障害者用補装具適合判定医師研修会．厚生

労働省，埼玉，2017-07-27. 

51. 山田明子．実習Ⅰ：遮光眼鏡．平成 29年度第 2回視覚障害者用補装具適合判定医師研修会．厚生

労働省，埼玉，2017-12-07． 

52. 中西勉．実習Ⅲ ガイド･ 疑似体験．平成 29年度第 1回視覚障害者用補装具適合判定医師研修会．

厚生労働省，埼玉，2017-07-27． 

53. 中西勉．実習Ⅲ ガイド･ 疑似体験．平成 29年度第 2回視覚障害者用補装具適合判定医師研修会．

厚生労働省，埼玉，2017-12-07． 

54. 内山久子．障がい者への栄養教育．淑徳大学 看護栄養学部 栄養学科２年次生，栄養教育論Ⅱ，

2017-12-19. 

55. 内山久子．臨床栄養活動論．女子栄養大学 栄養学部実践栄養学科 4年，埼玉，2017-05-18． 

56. 大舘千歳． ＩＣＦの概念と障害. 国立障害者リハビリテーションセンター学院脳卒中リハビリテ

ーション看護認定看護師教育課程，国立障害者リハビリテーションセンター学院．埼玉，

2017-10-17． 

57. 大舘千歳. 脳卒中リハビリテーション看護認定看護師の目標・対象・機能と役割. 国立障害者リ

ハビリテーションセンター学院脳卒中リハビリテーション看護認定看護師教育課程，国立障害者

リハビリテーションセンター学院，埼玉，2017-09-22． 

58. 粕谷陽子. 脳卒中の排尿管理 座位耐性訓練 背面開放端座位 ポジショニング．国立障害者リ

ハビリテーションセンター学院脳卒中リハビリテーション看護認定看護師教育課程，国立障害者
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リハビリテーションセンター学院，埼玉，2017-09-04． 

59. 粕谷陽子. 脳卒中の排尿管理 座位耐性訓練 背面開放端座位 ポジショニング．国立障害者リ

ハビリテーションセンター学院脳卒中リハビリテーション看護認定看護師教育課程，国立障害者

リハビリテーションセンター学院，埼玉，2017-10-3/10-19． 

60. 粕谷陽子．急性期脳卒中の看護について，埼玉県看護協会．さいたま市，2017-11-09． 

61. 粕谷陽子．成人看護学リハビリテーションを必要とする人の看護 脳卒中のリハビリテーション

看護 高次脳機能障害の看護，所沢看護専門学校，所沢市，2017-10-26． 

62. 粕谷陽子．成人看護学リハビリテーションを必要とする人の看護．脳卒中のリハビリテーション

看護 高次脳機能障害の看護，所沢看護専門学校，所沢市，2017-11-06． 

63. 宮坂良子．成人看護学リハビリテーションを必要とする人の看護．脊髄損傷患者の看護．所沢看

護専門学校．所沢市，2017-11-09/11-16． 

64. 金子育世． 生活再構築のための支援技術． 国立障害者リハビリテーションセンター学院脳卒中

リハビリテーション看護認定看護師教育課程．国立障害者リハビリテーションセンター学院．埼

玉，2017-10-16/10-23． 

65. 篠崎菜穂子．成人看護学リハビリテーションを必要とする人の看護.脳卒中リハビリテーション看

護．所沢看護専門学校，所沢市，2017-10-19． 

66. 篠崎菜穂子．脳卒中急性期重篤化回避の支援技術 廃用症候群の予防技術．国立障害者リハビリ

テーションセンター学院脳卒中リハビリテーション看護認定看護師教育課程，国立障害者リハビ

リテーションセンター学院，埼玉，2017-10-04，10-20，10-24． 

 

（３）研究所 

① 福祉機器開発部 

1. 白銀暁. 車椅子（手動・電動）・座位保持装置.平成 29年度 身体障害者更生相談所身体障害者福

祉司等実務研修会. 埼玉, 2017-05-16. 

2. 井上剛伸.（福祉機器の最新の動向）平成 29年度福祉機器専門職員研修会. 埼玉, 2017-07-05. 

3. 白銀暁．車椅子（手動・電動車椅子）・座位保持装置．平成 29年度福祉機器専門職員研修会．埼

玉，2017-07-06． 

4. 白銀暁, シーティングの評価・適合学. 平成 29年度義肢装具士研修会. 2017-08-05. 

② 障害工学研究部 

1. 中山剛. スイッチ. 平成２９年度理学療法士研修会(資料).国立障害者リハビリテーションセン

ター学院. 埼玉, 2017-10-13. 

2. 伊藤和幸, 中山剛, 依田育士. 脳性麻痺者・脳卒中者の意思伝達支援のための非接触ジェスチャ

認識インタフェースの開発. 平成 29 年度脳とこころの研究第三回公開シンポジウム. 東京都千

代田区, 2018-03-03. 

③ 障害福祉研究部 

1. 北村弥生. 発達障害と防災：今、準備できることは. 平成 29年度 発達障害者等相談支援従事者

育成研修（フォローアップ研修）, 金沢, 2017-11-29. 

2. 北村弥生. 災害時の障がい者支援について.所沢市自立支援協議会研修. 所沢.2017-08-04. 

3. 北村弥生. イベント中に障害のある来訪者を誘導支援する.所沢まちづくりセンター研修, 

2017-12-13.  
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4. 北村弥生. 障害児者の災害準備：自分を知り、他者に知らせる. 2018-03-15. 女川特別支援学園. 

宮城県. 

5. 北村弥生. 障害児者の地域における災害準備. 2018-03-16. 女川町役場. 宮城県. 

④ 義肢装具技術研究部 

1. 中村隆．材料学．平成 29年度義肢装具等適合判定医師研修会第 75回前期．国立障害者リハビリ

テーションセンター学院．所沢，2017-08-24. 

2. 久保勉，三田友記．義肢．平成 29年度義肢装具等適合判定医師研修会第 75回前期国立障害者リ

ハビリテーションセンター学院．所沢，2017-08-25. 

3. 山﨑伸也．義足．平成 29年度義肢装具等適合判定医師研修会第 75回後期．国立障害者リハビリ

テーションセンター学院．所沢，2017-11-29. 

4. 三田友記．筋電電動義手の部品について．筋電義手実務研修．国立障害者リハビリテーションセ

ンター．所沢，2018-01-25. 

5. 山﨑伸也．制度．筋電義手実務研修．国立障害者リハビリテーションセンター．所沢，2018-1-25. 

6. 中村隆．筋電電動義手の動向．筋電義手実務研修．国立障害者リハビリテーションセンター．所

沢，2018-01-25. 

7. 沖田祐介, 下肢骨・軟部悪性腫瘍治療後の機能成績評価, がんリハビリテーション特別講演会, 

京都, 2018-01-27. 

8. 中村隆．MEC2017参加報告．電動義手セミナー．兵庫県立リハビリテーションセンター，明石市，

2018-03-25. 

 

（４）学 院 

① 言語聴覚学科 

1. 北 義子．最近耳が聞えにくい！―「テレビの音が大きい」と言われませんか―所沢市シニアのた

めの健康講座，所沢市，2017-06-16． 

2. 北 義子．コミュニケーションと聴覚活用―乳幼児から―．サマーフォ－ラム 2017in 横浜，横浜

ワールドポーターズ，横浜市，2017-07-16～17． 

3.   北 義子．小児難聴患者の補聴器適合と療育．平成 29年度 補聴器適合判定医師研修会.  埼玉，

2017-07-22. 

4. 北 義子．「ね！」から始まる楽しい子育て 難聴児の生きていく力と幸せのために―聴覚活用とコ

ミュニケーションについて―．第 1回小児人工内耳親の会．東京,2017-07-29. 

5. 坂田善政， 吃音のある児童の評価と指導，横浜市特別支援教育総合センター教職員研修, 神奈川，

2017-08-24 

6. 坂田善政，吃音の臨床－幼児から成人まで－，平成 29年度新潟県言語聴覚士会第 1回研修会,新

潟，2017-09-03. 

7. 小野久里子,「研修会のねらい」「症例検討」－失語症のリハビリテーション（機能訓練を中

心に）－,平成 29年度言語聴覚士研修会,所沢市,2017-09-08/09-09. 

8. 下嶋哲也，「小児の摂食嚥下障害とコミュニケーション指導」 平成 29年度宇高耳鼻咽喉科

職員研修会，徳島市，2017-7-15/16. 

9. 下嶋哲也，「言語とコミュニケーション」 平成 29年度小金井特別支援学校教員夏季研修会，

東京，2017-8-3 
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② 義肢装具学科 

1. 根岸和諭，“義肢製作技術”，平成 29 年度義肢装具等適合判定医師研修会第 75 回前期，所沢，

2017-8-23/24/25. 

2. 星野元訓，“体幹装具の基礎と適合判定”，平成 29年度義肢装具等適合判定医師研修会第 75回前

期，所沢，2017-8-23/24/25. 

3. 丸山貴之，“下肢装具の基礎と適合判定”，平成 29年度義肢装具等適合判定医師研修会第 75回前

期，所沢，2017-8-23/24/25. 

4. 中村喜彦，“下肢装具の基礎と適合判定”，平成 29年度義肢装具等適合判定医師研修会第 75回前

期，所沢，2017-8-23/24/25. 

5. 徳井亜加根，“上肢装具の基礎と適合判定”，平成 29年度義肢装具等適合判定医師研修会第 75回

前期，所沢，2017-8-23/24/25. 

6. 野原耕平，“装具製作技術”，平成 29 年度義肢装具等適合判定医師研修会第 75 回前期，所沢，

2017-8-23/24/25. 

7. 星野元訓，“座位保持装置の種類と製作方法”，平成 29 年度義肢装具士研修会，所沢，

2017-08-03/08-05 

8. Akane Tokui, Motonori Hoshino, Kotomi Shiota, Raldy Mariano, Tami Umezaki, Harukazu 

Takahashi, Kohei Nohara, Yuya Kohno. ”The change in physical ability of a transtibial 

amputee training to be a sprinter : A single case study”, International Research Forum 

on Biomechanics of Running-specific Prostheses 2018, Tokyo. 2018-02-22. 

③ 手話通訳学科 

1. 市田泰弘．日本手話(1)．東京大学文学部・東京大学大学院文学研究科講義．東京都，

2017-4-19/5-31/7-12/9-27/11-8/2018-1-10． 

2. 野口岳史．通訳基礎トレーニング，日本社会事業大学 2017年度コミュニケーション・バリア

フリー課程，東京都，2017-04-20． 

3. 野口岳史．日本手話(1)．東京大学文学部・東京大学大学院文学研究科講義．東京都，

2017-5-17/29/6-14/6-28/10-11/11-1/29/12-13． 

4. 宮澤典子．翻訳とは何か，日本社会事業大学 2017年度コミュニケーション・バリアフリー課程，

東京都，2017-06-08． 

5. 野口岳史．言語学からみた日本手話について，平成 29年度戸田市登録手話通訳者研修会，埼玉県，

2017-06-20/7-04． 

6. 宮澤典子．読み取り通訳特訓講座 翻訳通訳の基本と実践，平成 29年度石川県手話通訳者現任研

修，石川県，2017-06-24/25． 

7. 木村晴美．通訳実技（上級）．2017 年度コミュニケーション・バリアフリー課程．日本社会事業

大学．東京都，2017-6-29． 

8. 木村晴美．手話の社会言語学．文理融合リベラルアーツ演習科目「手話学入門」．お茶の水女子大

学．東京都，2017-7-3． 

9. 野口岳史．言語学からみた日本手話について，平成 29年度第 2回戸田市登録手話通訳者研修会，

埼玉県，2017-07-04．  

10. 宮澤典子．中途コーダの手話通訳論．2017 年度手話セミナー．東京都聴覚障害者連盟．東京都，

2017-07-08． 
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11. 木村晴美．手話という言語について，「言語と社会 A」・ワンアジア財団寄付講義「アジア共同体

論」．一橋大学大学院，東京都，2017-07-10． 

12. 野口岳史．翻訳トレーニング．2017年度コミュニケーション・バリアフリー課程．日本社会事業

大学．東京都，2017-7-20． 

13. 木村晴美．手話通訳士試験対策講座・現任研修，長崎県手話通訳士協会，長崎県，2017-07-22/23． 

14. 宮澤典子．翻訳通訳の基本と指導、翻訳通訳の基本と実践－ろう者の社会参加を保障する手話通

訳－，平成 29年度青森県手話通訳士養成担当講師研修会，青森県，2017-07-22/23． 

15. 野口岳史．言語学的視点からみた日本手話について，夏季手話講習会，埼玉県立特別支援学校坂

戸ろう学園，埼玉県，2017-07-26． 

16. 市田泰弘・木村晴美・野口岳史．翻訳通訳トレーニング．みんぱくで手話通訳士を目指そう！．

大学共同利用機関法人人間文化研究機構国立民族学博物館．大阪府，2017-8-12/13． 

17. 市田泰弘．手話言語学．平成 29年度福井県手話通訳者ステップアップ講座．福井県，2017-8-19/20． 

18. 野口岳史．言語学的視点からみた日本手話．青森県手話通訳士養成担当講師研修会．青森県聴覚

障害者情報センター．青森県，2017-8-19． 

19. 野口岳史．翻訳トレーニング．青森県手話通訳士養成研修会．青森県聴覚障害者情報センター．

青森県，2017-8-20． 

20. 野口岳史．ろう通訳とは．大宮ろう学園情報保障研修会．埼玉県立特別支援学校大宮ろう学園．

埼玉県，2017-8-28． 

21. 野口岳史．ナチュラルアプローチで手話を学ぼう．大阪大学全学教育「国語学講義 手話の世界

と世界の手話言語☆入門」．大学共同利用機関法人人間文化研究機構．大阪府，2017-10-12． 

22. 市田泰弘．手話言語学入門～音声言語と手話言語、日本語と日本手話～．大阪大学全学教育「国

語学講義 手話の世界と世界の手話言語☆入門」．大学共同利用機関法人人間文化研究機構国立

民族学博物館．大阪府．2017-10-19． 

23. 宮澤典子．手話通訳技術．平成 29年度第 3回横浜市手話通訳者現任研修会．横浜ラポール聴覚障

害者情報提供施設．神奈川県，2017-11-13． 

24. 木村晴美．手話にまつわる社会言語学．大阪大学全学教育「国語学講義 手話の世界と世界の手

話言語☆入門」．大学共同利用機関法人人間文化研究機構国立民族学博物館．大阪府．2017-11-16． 

25. 市田泰弘．日本語と日本手話の間の翻訳について．武蔵村山市手話通訳者研修会．東京都，

2017-11-17． 

26. 宮澤典子．翻訳通訳の基本と実践．平成 29年度所沢市登録手話通訳者現任研修会．所沢市社会福

祉協議会．埼玉県，2018-01-30． 

27. 市田泰弘．手話の不思議は言語の不思議．群馬大学公開講座『手話で学ぶ手話学』．群馬県，

2018-2-17． 

28. 木村晴美．学術手話通訳のための実践セミナー．大阪大学キャンパスライフ健康支援センター．

京都府，2018-3-4． 

29. 宮澤典子．手話通訳の理論と実践．平成 29年度名古屋市手話通訳者研修会．名身連聴覚障害者情

報文化センター．愛知県，2018-03-18． 

 

（５）企画・情報部 

① 高次脳機能障害情報・支援センター 
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1. 深津玲子, 高次脳機能障害者支援事業の方向性について, 高次脳機能障害支援普及関東甲信越ブ

ロック・東京ブロック合同会議, 東京,2017, 2017-08-04. 

② 発達障害情報・支援センター 

1. 林克也，永吉敏広，佐山智洋.平成２９年度自閉症支援入門研修会 固有のコミュニケーション方

法.国立障害者リハビリテーションセンター学院,2017-05-31 

2. 林克也. 平成２９年度 品川福祉カレッジ障害者ケアマネジメントコースボトムアップ研修,東

京,2017-09-06/09-13 

3. 林克也.第１回平成２９年度 国リハ ASD 支援者連携セミナー アセスメントの力量を高める.国

立障害者リハビリテーションセンター学院,2017-09-27 

4. 林克也, 関剛規,川渕竜也，杉永麻菜美，小池千鶴子.第 1回平成 29年度 国リハ ASD支援者連携

セミナー グループミーティング・グループワーク・発表・実習.国立障害者リハビリテーショ

ンセンター学院, 2017-09-27/09-28/09-29 

5. 林克也.第２回平成２９年度 国リハ ASD 支援者連携セミナー アセスメントの力量を高める.国

立障害者リハビリテーションセンター学院,2017-12-04 

6. 林克也, 関剛規,川渕竜也，杉永麻菜美，小池千鶴子.第２回平成 29年度 国リハ ASD支援者連携

セミナー グループミーティング・グループワーク・発表・実習.国立障害者リハビリテーショ

ンセンター学院, 2017-12-04/12-05/12-06 
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９ その他 （講演、講義以外） 

（１）病院 

1. 浦上裕子．記憶障害を呈した脳損傷者に対する支援まとめ．平成 29 年度科学研究費研究報告会 

「記憶障害を呈した若年脳損傷者の生活支援、社会支援に関する研究」．埼玉県立総合リハビリ

テーションセンター，上尾市，2018-03-09． 

2. 清水朋美．～視覚障害編～平成 29年度東京都障害者発掘事業「障害者スポーツクラス分けリーフ

レット」原稿執筆．完成日 2017-07-24． 

3. 清水朋美．朝日中高生新聞への取材協力．取材日 2017-08-01． 

4. 清水朋美．Fukuoka 2017 IBSA Tenpin Bowling World Championshipsにて視覚障害の選手国際ク

ラス分け（チーフ）．福岡，2017-08-22/08-24． 

5. 清水朋美．Japanpara Athletics Championships 2017にて視覚障害の選手国際クラス分け（チー

フ）．福島，2017-09-20/09-23． 

6. 清水朋美．「2018 版パラスポーツ用語／和訳 1,250 語」視覚障がい関連用語の編集・執筆．完成

日 2018-03-31． 

7. 角田航平．吃音の家族支援．きつおんサポートネットワーク．2017年度春号（11）,p.9-10.2017-06. 

8. 角田航平．所沢市立保育園研修会-吃音・構音障害- ，所沢市，2017-11-17． 

9. 三輪まり枝．和光市立下新倉小学校における視覚障害児の拡大機使用について（環境整備）．埼玉，

2017-08-31. 

10. 三輪まり枝，山田明子，西脇友紀．第 28回日本緑内障学会ロービジョン講習会「体験しよう！ど

こでも誰でもできる！ロービジョンケア」．広島，2017-09-30. 

11. 三輪まり枝．和光市立下新倉小学校における視覚障害児の視覚補助具等環境整備について(担当者

会議)．埼玉，2017-11-07. 

12. 三輪まり枝．偏心視について（時計チャートの使用方法について）．第 12回加齢黄斑変性友の会．

東京，2017-11-29. 

13. 中西勉．視覚障害者の状況について現場の声を聞く．ラジオ科目「成人看護学 (‘18)」第 8回感

覚機能障害のある成人への援助．放送大学．平成 30年 4月～34年 3月放送．千葉，2017-06-16． 

 

（２）研究所 

① 脳機能系障害研究部 

1. 井手正和．感覚の個性の謎に迫る．発達障害サイエンスカフェ―感覚の世界を探検！―（2017年

4月 8日，西武所沢店 ワルツホール） 

② 福祉機器開発部 

1. 第 44 回国際福祉機器 企画展示「社会参加の技術を創る」出展 2017-09-27/09-29, 東京ビック

サイト. 

③ 障害福祉研究部 

1. 北村弥生. 障害統計の利用・活用. JICA技術協力プロジェクト「ウランバートル市における障害

者の社会参加促進プロジェクト」2017年度本邦研修「障害統計と障害者調査」. 2017-07-31. 

2. 北村弥生.しんじゅく防災フェスタ プレイベント. 避難所運営ゲーム障害者版の実施. 新宿. 

2017-08-06. 
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3. 我澤賢之，山﨑伸也，石渡利奈，相川孝訓．指定申請方法の説明，完成用部品指定申請説明会．

所沢，2017-07-24． 

4. 我澤賢之，山﨑伸也，白銀暁．指定申請方法の説明，完成用部品指定申請説明会．大阪，2017-08-04． 

5. 北村弥生. 避難所運営ゲーム視覚障害者版（企画）.しんじゅく防災フェスタ. 2017-09-03. 

6. 北村弥生．避難所運営ゲーム点字版（研修講師）．視覚障害のある医療者の会 ゆいまーる．

2017-09-17. 

7. 北村弥生. 視覚障害者の防災対策（ラジオ出演）.視覚障害ナビ. NHK第二ラジオ. 2017-09-24. 

8. 北村弥生. 発達障害と災害. 自閉症スペクトラム学会近畿支部研修会. 大阪，2017-10.29. 

9. 北村弥生．障害者に関する国内の全国調査. リハビリテーション研究. 171:29-32, 2017. 

10. 北村弥生, 岩谷力.平成 23 年生活のしづらさなどに関する詳細統計.リハビリテーション研究. 

172: 32-35, 2017. 

11. 北村弥生．第 17 回 国連障害統計に関するワシントングループに出席して. 国リハニュース. 

363: 9-10, 2018. 

④ 義肢装具技術研究部 

1. 三ツ本敦子．義手１（座長）．一般演題７．第 24 回日本義肢装具士協会学術大会．福岡，

2017-07-22/07-23． 

2. 山﨑伸也，我澤賢之，石渡利奈，相川孝訓．指定申請方法の説明，完成用部品指定申請説明会．

所沢，2017-07-24． 

3. 山﨑伸也，我澤賢之，白銀暁．指定申請方法の説明，完成用部品指定申請説明会．大阪，2017-08-04． 

4. 中村隆．上肢切断１（座長）．一般口演 24．第 33 回日本義肢装具学会学術大会．東京，

2017-10-08/10-09． 

（標準化活動など） 

① 福祉機器開発部 

1. ISO/TC173/SC2（国際標準化機構・福祉用具委員会・福祉用具の分類と用語分科会）委員.  

2. ISO/TC173/WG10 （国際標準化機構・福祉用具委員会・認知機能支援機器）委員．  

3. ロボット介護機器開発・導入促進事業（基準策定・評価事業）ロボット介護機器標準化委員会 委

員. 

4. ロボット介護機器開発・導入促進事業（基準策定・評価事業）屋内移動支援機器分科会 委員. 

5. ロボット介護機器開発・導入促進事業（基準策定・評価事業）ロボット介護機器通則分科会 委員． 

6. ロボット介護機器開発・導入促進事業（基準策定・評価事業）非装着型移乗介助機器分科会 委員． 

7. ISO/TC173 国内検討委員会 委員. 平成 28 年度戦略的国際標準化加速事業（政府戦略分野に係る

国際標準化活動）：福祉用具（全身床ずれ防止用具等）に関する国際標準化. 

8. 座位変換形車いす国際標準分科会 委員. 

9. 認知機能支援機器国際標準分科会 委員. 

10. ISO/TC173車いす座位変換機能国際標準分科会 委員. 

11. ISO上層対応委員会 委員. 

12. JIS T9203(電動車いす)改正に関する JIS開発委員会 委員. 

13. ISO/TC159国内対策委員会 委員. 

14. 社会保障審議専門委員会（生活機能分類専門委員会）専門委員. 
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② 障害工学研究部 

1. 東祐二. 障害者自立支援機器開発促進事業 審査委員会 委員. 

2. 東祐二. 介護ロボット導入のための展示体験会＆研修会 講師. 

3. 東祐二. 介護ロボットを活用した介護技術開発支援モデル事業(排泄支援) 研究事業担当. 

4. 東祐二. 平成 29年度厚生労働省老人保健健康増進等事業(老人保健事業推進費等補助金) ケアプ

ランへの訪問介護の生活援助を位置づける際の調査研究事業 検討委員会 委員長. 

5. 東祐二. 平成 29年度厚生労働省老人保健健康増進等事業「適切なケアマネジメント手法の策定に

向けた調査研究事業」検討委員会 委員. 

6. 中山剛. ISO/TC173/SC2(国際標準化機構・福祉用具 分類と用語) 国内委員会 委員. 

7. 中山剛. 国際会議参加(ISO/TC173/SC2/WG12 国際標準化機構 用語と分類分化委員会第 12 作業

部会)専門委員会, ドイツ, 2017-07-31/08-01. 

8. 中山剛. 認知機能支援機器国際標準分科会 委員. 

9. 中山剛. ISO/TC173 国内検討委員会 委員. 平成 29 年度戦略的国際標準化加速事業(政府戦略分

野に係る国際標準化活動)：福祉用具(全身床ずれ防止用具等)に関する標準化. 

10. 第１８回福祉工学カフェ「障害当事者のニーズを起点とした課題解決型人材育成プログラムの取

組み」～医療・福祉系、デザイン系、工学系の学生による支援機器開発の取組と成果、今後(ニ

ーズ＆アイデアフォーラム 2017)～. 東京, 2017-12-21. 

（機器展示） 

① 福祉機器開発部 

1. 第 44 回国際福祉機器 企画展示「社会参加の技術を創る」出展 2017-09-27/09-29, 東京ビック

サイト. 

 

（３）学 院 

① 言語聴覚学科 

1. 坂田善政. 学齢期吃音の指導・支援ついて.平成 29年度武蔵野市立桜野小学校こだま学級職員研

修会，東京, 2017-05-19. 

② 義肢装具学科 

1. 根岸和諭．調査･その他１（座長）．一般口演 15．第 33 回日本義肢装具学会学術大会．東京，

2017-10-08/10-09． 

2. 星野元訓．大腿切断･膝継手（座長）．一般口演 14．第 33 回日本義肢装具学会学術大会．東京，

2017-10-08/10-09． 



 

－ 323 － 

第９節 その他 

１ 実習・研修受入 

（１）研修生受入状況 

① 国 内 

所  属 人員 学 部 研 修 目 的 研修期間 指 導 部 門 

豊洲やまもと眼科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-04-12 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

豊洲やまもと眼科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-04-26 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

豊洲やまもと眼科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-05-24 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

豊洲やまもと眼科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-06-14 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

豊洲やまもと眼科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-06-28 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

豊洲やまもと眼科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-07-12 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

富士宮ごとう眼科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-07-24/ 

2017-07-29 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

前 川 眼 科 医 院 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-07-24/ 

2017-07-29 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

市立福知山市民病院 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-07-24/ 

2017-07-29 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

聖 隷 浜 松 病 院 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-07-24/ 

2017-07-29 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

旭川医科大学病院 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-07-24/ 

2017-07-29 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

南 松 山 病 院 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-07-24/ 

2017-07-29 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

山 口 大 学 医 学 部 

付 属 病 院 
1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-07-24/ 

2017-07-29 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

前 橋 中 央 眼 科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-07-24/ 

2017-07-29 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

豊洲やまもと眼科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-08-09 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

名古屋市立大学病院 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-08-15/ 

2017-08-18 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 
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な か に し 眼 科 

ク リ ニ ッ ク 
1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-08-15/ 

2017-08-18 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

愛 知 教 育 大 学 1 教員 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-08-15/ 

2017-08-18 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

菊 池 眼 科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-08-16/ 

2017-08-17 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

東京医療センター 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-08-16/ 

2017-08-18 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

国立国際医療研究セ

ンター国府台病院 
1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-08-18 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

豊洲やまもと眼科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-08-23 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

東京医療センター 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-09-26 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

東京医療センター 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-10-31 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

大 津 赤 十 字 病 院 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-11-13/11-17 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

い ぢ ち 眼 科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-11-13/11-17 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

愛媛県立中央病院 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-11-13/11-17 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

市 立 長 浜 病 院 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-11-13/11-17 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

海 南 病 院 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-11-13/11-17 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

国立国際医療研究 

セ ン タ ー 
1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-11-13/11-17 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

東京医療センター 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-11-14/11-17 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

お く し ば 眼 科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-12-04/12-09 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

島 根 大 学 医 学 部 

付 属 病 院 
1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-12-04/12-09 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

呉 医 療 セ ン タ ー 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-12-04/12-09 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 
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公立西知多総合病院 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-12-04/12-09 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

た じ み 岩 瀬 眼 科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-12-04/12-09 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

大 島 眼 科 病 院 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-12-04/12-09 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

新 見 眼 科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-12-04/12-09 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

上 岡 眼 科 医 院 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-12-04/12-09 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

安 里 眼 科 1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-12-04/12-09 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

国立国際医療研究セ

ンター国府台病院 
1 視能訓練士 

眼科及びロービジョンク

リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2018-01-18 

病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練

部門 

埼玉県総合リハビリ

テーションセンター 
10 

作業療法士、理学療法

士、義肢装具士、ケース

ワーカ他 

筋電義手実務研修 
2018-01-24/ 

2018-01-25 

病院リハビリテーショ

ン部作業療法・義肢装

具 

新 潟 大 学 大 学 院 1 医歯学研究科 
障害者の自立支援機器

の開発に関する研究 

2017-04-01/ 

2017-08-31 

研究所 

脳機能系障害研究部 

フローニンゲン大学 

（ オ ラ ン ダ ） 
1 

エラスムス・ムンドゥス

修士プログラム 

医療言語専攻 

失語症者の統語障害に

関する研究 

2017-04-28/ 

2017-08-31 

研究所 

脳機能系障害研究部 

慶応義塾大学大学院 1 政策・メディア研究科 
障害者の自立支援機器

の開発に関する研究 

2017-08-31/ 

2018-03-31 

研究所 

脳機能系障害研究部 

芝浦工業大学大学院 1 理工学研究科 
運動機能障害者の運動

制御機構に関する研究 

2017-05-08/ 

2018-03-31 

研究所 

運動機能系障害研究部 

芝 浦 工 業 大 学 1 システム理工学部 
運動機能障害者の運動

制御機構に関する研究 

2017-05-08/ 

2018-03-31 

研究所 

運動機能系障害研究部 

東 京 大 学 大 学 院 1 農学生命科学研究科 
脊髄再生と機能回復誘

導に関する研究 

2017-05-08/ 

2018-03-31 

研究所 

運動機能系障害研究部 

芝浦工業大学大学院 1 理工学研究科 
運動機能障害者の運動

制御機構に関する研究 

2017-08-01/ 

2018-03-31 

研究所 

運動機能系障害研究部 

東 京 大 学 大 学 院 1 医学系研究科 
アストロサイトの機能

制御に関する研究 

2017-09-19/ 

2018-03-31 

研究所 

運動機能系障害研究部 

東京工業大学工学院 1 
システム制御系 シス

テム制御コース 

障害者の温熱生理反応

のモデル化を行う 

2017-04-05/ 

2018-03-31 

研究所 

福祉機器開発部 

東 京 工 業 大 学 1 
工学部制御システム工

学科 

障害者の温熱生理反応

のモデル化を行う 

2017-05-22/ 

2018-03-31 

研究所 

福祉機器開発部 

千 葉 工 業 大 学 2 
工学部機械サイエンス

学科 

障害者のうつ熱防止の

ための装着型冷却装置

の開発を行う 

2017-06-06/ 

2018-03-31 

研究所 

福祉機器開発部 

お茶の水女子大学 

大 学 院 
1 

人間文化創成科学研究

科 

高齢者を対象とした情

報支援ロボットによる

生活支援システムの効

果の検証 

2017-10-03/ 

2018-03-31 

研究所 

福祉機器開発部 
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千 葉 工 業 大 学 1 
工学部機械サイエンス

学科 

障害者のうつ熱防止の

ための装着型冷却装置

の開発を行う 

2017-12-11/ 

2018-03-31 

研究所 

福祉機器開発部 

東 京 電 機 大 学 1 
工学部    

電気電子工学科 

せん断力センサの高機

能化、および周辺回路の

拡張設計と開発 

2017-05-23/ 

2018-03-31 

研究所 

障害工学研究部 

芝 浦 工 業 大 学 1 
工学部 

機械機能工学科 

車いす利用者を想定し

た支援機器等の開発・評

価を目的とするダミー

実機に関する研究 

2017-07-04/ 

2018-03-31 

研究所 

障害工学研究部 

芝 浦 工 業 大 学 1 

システム理工学部生命

科学科 

大学院理工学研究科シ

ステム理工学専攻 

リハビリテーション工

学の研究、開発実習 

2017-10-26/ 

2018-03-31 

研究所 

障害工学研究部 

芝 浦 工 業 大 学 1 
システム理工学部 

生命科学科 

リハビリテーション工

学の研究、開発実習 

2017-10-26/ 

2018-03-31 

研究所 

障害工学研究部 

 

② 国 外  

Ｐ255海外研修員の受入一覧を参照 

 

（２）実習生受入状況 

所  属 人員 学  部 実 習 目 的 実習期間 指 導 部 門 

武 蔵 野 大 学 1 人間科学部 
社会福祉援助技術現場
実習 

2017-08-28/09-01 
10-02/10-30 

自立支援局 
総合支援課 

日本社会事業大学 2 社会福祉学部 
社会福祉援助技術現場
実習 

2017-08-28/10-02 
自立支援局 
総合支援課、 

生活訓練課 

聖 学 院 大 学 1 人間福祉学部 
社会福祉援助技術現場

実習 

2017-08-28/09-01 

10-05/11-06 

自立支援局 

肢体機能訓練課 

立 正 大 学 1 社会福祉学部 
社会福祉援助技術現場
実習 

2017-08-28/10-03 
自立支援局 
総合支援課 

文 京 学 院 大 学 1 人間学部 
社会福祉援助技術現場
実習 

2017-08-28/10-02 
自立支援局 
視覚機能訓練課 

東 京 学 芸 大 学 1 人間社会科学課程 
社会福祉援助技術現場
実習 

2017-08-28/09-28 
自立支援局 
総合支援課 

武 蔵 野 大 学 1 人間科学部 
社会福祉援助技術現場
実習 

2017-08-28/10-05 
自立支援局 
発達障害支援室 

白 梅 学 園 大 学 1 社会福祉士養成科 
社会福祉援助技術現場

実習 
2017-09-05/09-28 

自立支援局 

総合支援課 

帝 京 平 成 大 学 1 
健康メディカル学部 

作業療法学科 

臨床実習Ⅲ・Ⅳ 

（総合実習） 
2017-08-21/10-14 

自立支援局 

自立訓練部 

北 里 大 学 27 
医療衛生学部視覚機能

療法学専攻 

眼科及びロービジョンク
リニックでのロービジョ
ンケアの実際を学ぶ 

2017-06-23 
病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練 

国際医療福祉大学 2 
保健医療学部視機能療
法学科 

眼科及びロービジョンク
リニックでのロービジョ

ンケアの実際を学ぶ 

2017-09-25/11-02 
病院リハビリテーショ
ン部ロービジョン訓練 

国際医療福祉大学 47 
保健医療学部視機能療

法学科 

眼科及びロービジョンク
リニックでのロービジョ
ンケアの実際を学ぶ 

2017-10-19 
病院リハビリテーショ

ン部ロービジョン訓練 

東 京 工 科 大 学 
（ ３ 年 ） 

1 
医療保健学部 
作業療法学科 

身体障害の作業療法の評
価に関する実際を学ぶ 

2017-08-28/09-02 
病院リハビリテーショ
ン部作業療法部門 
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文 京 学 院 大 学 
（ ３ 年 ） 

1 
保健医療技術部 
作業療法学科 

身体障害の作業療法の評
価に関する実際を学ぶ 

2017-09-25/10-21 
病院リハビリテーショ

ン部作業療法部門 

日本リハビリテーシ
ョ ン 専 門 学 校 
（ ３ 年 ）  

1 作業療法学科 
身体障害の作業療法の評

価に関する実際を学ぶ 
2018-11-20/12-08 

病院リハビリテーショ

ン部作業療法部門 

日本医療科学大学 
（ ２ 年 ） 

1 

保健医療学部リハビリ

テーション学科作業療
法学専攻 

身体障害の作業療法の評
価に関する実際を学ぶ 

2018-02-05/03-03 
病院リハビリテーショ

ン部作業療法部門 

杏 林 大 学 
（ ４ 年 ） 

1 理学療法学科 総合臨床実習 2017-04-10/06-03 
病院リハビリテーショ

ン部理学療法部門 

高知リハビリテー

シ ョ ン 学 院 
（ ４ 年 ）  

1 理学療法学科 臨床実習 2017-05-15/07-21 
病院リハビリテーショ

ン部理学療法部門 

目 白 大 学 
（ ３ 年 ） 

1 理学療法学科 評価実習 2018-02-05/03-03 
病院リハビリテーショ

ン部理学療法部門 

帝 京 平 成 大 学 
大 学 院 

1 
臨床心理学研究科 
臨床心理学専攻 

高次脳機能障害者の臨

床心理学的アプローチ
の実際を学ぶため 

2017-11-02/12-21 
病院リハビリテーショ

ン部臨床心理部門 

国立障害者リハビリ
テーションセンター
学 院 

5  
リハビリテーション体

育学科（２年生） 
臨床実習・評価実習Ⅱ 2017-08-14/08-25 

病院リハビリテーショ

ン部リハビリテーショ

ン体育部門 

国立障害者リハビリ

テーションセンター
学 院 

5  
リハビリテーション体
育学科（２年生） 

臨床実習・評価実習Ⅱ 2017-09-04/09-23 
病院障害者健康増進･運

動医科学支援センター 

国立障害者リハビリ

テーションセンター
学 院 

5  
リハビリテーション体
育学科（２年生） 

臨床実習・評価実習Ⅱ 2018-02-19/03-02 

病院リハビリテーショ

ン部リハビリテーショ

ン体育部門 

障害者健康増進・運動

医科学支援センター 

弘前医療福祉大学 1 
医療技術学科 

言語聴覚専攻 
臨床実習 2017-07-24/09-01 

病院リハビリテーショ

ン部言語聴覚療法部門 

新潟医療福祉大学 1 言語聴覚学科 臨床実習 2017-05-22/07-14 
病院リハビリテーショ

ン部言語聴覚療法部門 

大阪保健医療大学 1 言語聴覚専攻科 臨床実習 2018-01-22/02-24 
病院リハビリテーショ

ン部言語聴覚療法部門 

国立障害者リハビ
リテーションセン
タ ー 学 院 

3 言語聴覚学科 臨床実習 
2017-06-05/07-14 

2017-09-04/10-17 

病院リハビリテーショ

ン部言語聴覚療法部門 

所沢看護専門学校 12 ２年課程 成人看護実習 
2017-06-05/06-22 

2017-08-21/09-7 
病院看護部門 

所沢看護専門学校 9 ２年課程 統合実習 2017-11-13/11-30 病院看護部門 

国立障害者リハビ
リテーションセン
タ ー 学 院 

2 
脳卒中リハビリテーシ
ョン看護認定看護師教
育課程 

臨地実習 2018-01-10/01-25 病院看護部門 

東 京 家 政 大 学 

（ ４ 年 ） 
5 看護学部 統合看護学実習 2017-05-15/05-26 病院看護部門 

東 京 家 政 大 学 
（ ２ 年 ） 

36 看護学部 基礎看護学実習Ⅱ 
2018-01-22/02-02 
2018-02-05/02-16 

病院看護部門 

東 京 家 政 大 学 
（ １ 年 ） 

34 看護部 基礎看護実習Ⅰ 
2018-02-26/03-02 
2018-02-05/02-16 

病院看護部門 
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所  属 人員 学  部 実 習 目 的 実習期間 指 導 部 門 

埼 玉 県 立 大 学 6 

看護部 

健康開発学科 

理学療法学科 

社会福祉こども学科 

医学部（埼玉医科大学） 

専門職連携実践に関す

る実習（IPW） 
2017-10-03/10-06 

病院診療部 

看護部 

医療相談室 

リハビリテーション部 

北 海 道 科 学 大 学 1 
保健医療学部 

義肢装具学科 

義肢装具製作および適

合見学 
2017-05-08/06-09 

研究所 

義肢装具技術研究部 

北海道ハイテクノ

ロ ジ ー 専 門 学 校 
1 義肢装具士学科 

義肢装具製作および適

合見学 
2017-06-19/07-28 

研究所 

義肢装具技術研究部 

人間総合科学大学 1 
保健医療学部 

リハビリテーション学科 

義肢装具製作および適

合見学 
2017-08-21/09-29 

研究所 

義肢装具技術研究部 

人間総合科学大学 1 
保健医療学部 

リハビリテーション学科 

義肢装具製作および適

合見学 
2017-10-02/11-10 

研究所 

義肢装具技術研究部 

筑 波 技 術 大 学 1 
保健科学部情報システ

ム学科 

コンピュータの利用に関

する情報収集・処理業務 
2017-12-11/12-13 

研究所 

福祉機器開発部 

二葉栄養専門学校 2 管理栄養士学科 
管理栄養士養成施設 

臨地実習 
2017-06-12/06-23 

管理部総務課 

栄養管理室 

女 子 栄 養 大 学 1 
栄養学部 

実践栄養学科 

管理栄養士養成施設 

臨地実習 
2017-09-25/10-06 

管理部総務課 

栄養管理室 

 

２ ボランティア受入 

ボランティア活動項目 人数（人） ボランティア活動項目 人数（人） 

デ イ ジ ー 図 書 録 音 ・ 編 集 １団体 ウィルチェアーラグビー ２ 

デ イ ジ ー 図 書 編 集 １団体 車いすバスケットボール １ 

点 訳 奉 仕 １団体 外 出 支 援 １団体 

パ ソ コ ン ク ラ ブ １団体 華 道 部 ４ 

合計７人と５団体  

 

３ セミナー等開催 

実施日 担当部署 テーマ・内容 講 師 等 
参加 
人数 

2017-07-21 自 立 支 援 局 就職セミナー リゾートトラスト株式会社  事務支援課 

課長 北沢 健 

独立行政法人国立病院機構 埼玉病院 

清水 英治 

55名 

2017-11-17 自 立 支 援 局 就職セミナー 長谷川ソーシャルワークス株式会社 業務

課 課長 中垣 麻理子 

昭和飛行機工業株式会社 加藤 祥子 

44名 

2017-10-07 自 立 支 援 局 卒後研修会 
「伝統鍼灸と指圧療法」 

はり灸峰鍼堂 松本治療院 

院長  松本 俊吾 

こざかい鍼灸院 

院長  小堺 清子 

指圧・鍼灸の神陽館 

院長  木下 誠 

経絡道川崎治療院 

院長  桑原 俊之 

23名 

2018-03-05 自 立 支 援 局 卒後特別研修会 基調講演 
｢高齢化とは？｣～フレイルやサルコペ
ニアなどを理解し、介護予防支援方法
を考える～ 

筑波大学 

准教授   山田 実 

6名 
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実施日 担当部署 テーマ・内容 講 師 等 
参加 
人数 

2018-03-06 自 立 支 援 局 卒後特別研修会 講演・実技 

｢パーキンソン病や神経難病の鍼灸治療｣ 

～パーキンソン病への鍼灸治療の作用

機序から～ 

水嶋クリニック 

院長   水嶋 丈雄 

8名 

2018-03-07 自 立 支 援 局 卒後特別研修会 講演・実技 

｢神経変性疾患の解剖と病態生理」 

～パーキンソン病の発症と症状を学び、

施術のエビデンス構築を目指して～ 

元 了徳寺大学医学教育センター 

教授   河野 俊彦 

5名 

2018-03-08 自 立 支 援 局 卒後特別研修会 講演・実技 
｢神経変性疾患の理学的検査と評価」 
～正しい検査法や評価基準を学ぶ～ 

東京慈恵会医科大学付属病院 
リハビリテーション科技師長 
リハビリテーション科学博士 
中山 恭秀 
文京学院大学 
助手   藤田 裕子 

6名 

2018-03-09 自 立 支 援 局 卒後特別研修会 講演・実技 
｢高齢者に現れやすい症状に対する手
技療法｣ 
～機能訓練の目的と手技療法を学ぶ～ 

鷲宮治療院 
院長   譲矢 正二 

9名 

2017-05-21 自 立 支 援 局 特別養護老人ホーム勤務者卒後研修会 
「ポジショニング（良肢位）の体感」 

社会福祉法人 泉陽会 光陽苑  
理学療法士   道野 真己 

17名 

2017-08-27 自 立 支 援 局 特別養護老人ホーム勤務者卒後研修会 
「ＩＤストレッチ（個別的筋ストレッ
チ）の解剖学と触察法」 

元 国立障害者リハビリテーションセンタ
ー理療教育課 
主任教官   柳澤 春樹 

14名 

2017-11-19 自 立 支 援 局 特別養護老人ホーム勤務者卒後研修会 
「機能訓練指導員として思うこと」 

社会福祉法人 誠仁会 
特別養護老人ホーム 陽光園 
機能訓練指導員  冨永 福己 

10名 

2017-06-18 自 立 支 援 局 ヘルスキーパー従事者卒後研修会 
「運動連鎖アプローチによる手技療法 
～基礎編～」 

フィジオ運動連鎖アプローチ協会 
代表   山本 尚司 

17名 

2017-09-10 自 立 支 援 局 ヘルスキーパー従事者卒後研修会 
「運動連鎖アプローチによる手技療法 
～変形性膝関節症～」 

フィジオ運動連鎖アプローチ協会 
代表   山本 尚司 

16名 

2018-03-11 自 立 支 援 局 ヘルスキーパー従事者卒後研修会 
「運動連鎖アプローチによる手技療法 
～骨盤編～」 

フィジオ運動連鎖アプローチ協会 
代表   山本 尚司 

24名 

2017-10-08 自 立 支 援 局 臨床研修講座 
「拇指揉捏 VS 筋膜リリース、日本按摩
と中国推拿の相違点 他」 

元 神戸視力障害センター 
教務課長  笹田 三郎 

12名 

2017-11-05 自 立 支 援 局 臨床研修講座 
「手足末梢部位の温度差から経絡の虚
実を判定する 他」 

元 神戸視力障害センター 
教務課長  笹田 三郎 

9名 

2017-11-12 自 立 支 援 局 臨床研修講座 
「選穴におけるサーチ・アンテナの活
用 他」 

元 神戸視力障害センター 
教務課長  笹田 三郎 

8名 

2017-09-26 病 院 

障害者健康増 

進・運動医科学 

支援センター 

活動量の低下予防について 障害者健康増進・運動医科学支援センター

緒方センター長 

40名 

2017-10-31 病 院 

障害者健康増 

進・運動医科学 

支援センター 

運動で体脂肪を減らす 

～進め方と実践～について 

障害者健康増進・運動医科学支援センター 

山下運動療法士 

38名 

2017-11-20 病 院 

障害者健康増 

進・運動医科学 

支援センター 

ドライアイを知っておこう 病院 診療部 眼科 

林 医師 

37名 
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実施日 担当部署 テーマ・内容 講 師 等 
参加 
人数 

2017-12-12 病 院 

障害者健康増 

進・運動医科学 

支援センター 

バーチャル食べ歩きツアーに参加しま
せんか 

障害者健康増進・運動医科学支援センター 
印南 栄養係長 

56名 

2018-01-23 病 院 
障害者健康増 
進・運動医科学 
支援センター 

感染症にかからないために 病院 看護部 
新家 看護師 

39名 

2018-02-06 病 院 
障害者健康増
進・運動医科学
支援センター 

禁煙のメリットについて 病院 看護部 
齋藤 副看護師長 

36名 

2018-03-06 病 院 
障害者健康増 
進・運動医科学 
支援センター 

感染から皮膚を守ろう 
～車いすや補装具で起こりやすい皮膚
のトラブル～ 

障害者健康増進・運動医科学支援センター 
緒方センター長 
自立支援局 健康管理室 
矢田部 保健師 

40名 

2017-08-23 病 院 
障害者健康増 
進・運動医科学 
支援センター 

平成 29年度 第一回 水中セミナー 一般社団法人 輝水会 
代表理事 手塚 由美 

8名 

2017-09-13 病 院 
障害者健康増 
進・運動医科学 
支援センター 

平成 29年度 第二回 水中セミナー 一般社団法人 輝水会 
代表理事 手塚 由美 

11名 

2017-09-06 
    /09-08 

病 院 
障害者健康増 
進・運動医科学 
支援センター 

平成 29年度障害者ヘルスプロモーショ
ン事業に関する研修会 

厚生労働省 専門官 秋山 仁 
横浜市リハビリテーションセンター 
健康づくり担当 宮地 秀行 
京都府立医科大学講師 伊藤 倫之 
自立支援局 就労移行支援部 
教官 細川 健一郎 
自立支援局長 飯島 節 
障害者健康増進・運動医科学支援センター
長 緒方 徹 
病院内科医長 冨安 幸志 
障害者健康増進・運動医科学支援センター 
保健師 矢田部 あつ子 
首都大学東京准教授 稲山 貴代 

12名 

2017-07-24 研 究 所 
義 肢 装 具 
技 術 研 究 部 
福 祉 機 器 
開 発 部 
障 害 福 祉 
研 究 部 

完成用部品指定申請説明会（関東会場） 国立障害者リハビリテーションセンター研
究所 
山﨑 伸也，石渡 利奈，白銀 暁， 
相川 孝訓，我澤 賢之 

30名 

2017-08-04 研 究 所 
義 肢 装 具 
技 術 研 究 部 
福 祉 機 器 
開 発 部 
障 害 福 祉 
研 究 部 

完成用部品指定申請説明会（関西会場） 国立障害者リハビリテーションセンター研
究所 
山﨑 伸也，白銀 暁，我澤 賢之 

22名 

2018-01-22 研 究 所 
義 肢 装 具 
技 術 研 究 部 

職員研修会 
「パラリンピックでの義肢装具サポート」 

広島国際大学 月城 慶一 15名 

2018-02-07 
    /02-08 

研 究 所 
障 害 福 祉 
研 究 部 

防災勉強会（精神障害版・全障害版） 浦河べてるの家 伊藤 知之，山根 耕平 
東京頸髄損傷者連絡会会長 鴨治 慎吾 

44名 

 

（※）学院研修事業については第５節４参照 
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第 10節 主な行事一覧 

月 日 各部門共通・関連事項 企画･情報部 自立支援局 病 院 研究所 学 院 

４月 １日  広東国際リハビリテ
ーションフォーラム
2017～2日 

    

 ６日 平成29年度運営方針説
明会 

     学院入学式 

 
８日 世界自閉症啓発デー

2017シンポジウム 
     

 
11日     研究所コロキューム  

 

12日   入所式 
(就労移行支援(養
成)) 

   

 

14日  第1回発達障害者支援
センター全国連絡協
議会懇談会 

    

 
20日      学生健康診断～21日 

 
27日  高次脳機能障害情報･

支援センター運営委
員会 

    

５月 ９日     研究所コロキューム  

 
10日   避難訓練(日中（訓練

終了後）想定) 
   

 11日 人事院視察      
 12日      スポーツ交流会 

 
15日      脳卒中リハビリテーシ

ョン看護認定看護師教
育課程入学試験(第2期) 

 
16日      身体障害者更生相談所

身体障害者福祉司等実
務研修会～17日 

 

22日      強度行動障害支援者専
門研修指導者研修会(の
ぞみの園主催)～26日 

 24日 職員特別健康診断      

 
25日 新規採用職員研修会～

26日 
     

 26日 職員特別健康診断      
 28日       

 
29日      視覚障害生活支援研修

会～30日 

 
31日      自閉症支援入門研修会

～2日 
６月 ２日  発達障害者支援セン

ター全国連絡協議会
総会～3日 

    

 

７日      盲ろう者向け通訳･介助
員養成担当者等研修会
（養成研修企画・立案コ
ース）～9日 

 
９日 体育祭      

 13日     研究所コロキューム  

 
14日      発達障害支援者研修会

～16日 
 16日 第1回施設長会議      

 

20日 前期総合防災訓練 のぞみの園との連携
会議  
第1回のぞみの園との
専門会議 

    

 
21日 発達障害の情報提供等

に関する運営会議 
    相談支援従事者指導者

養成研修会～23日 

 
23日  発達障害情報分析会

議 
    

 
24日      オープンキャンパス 

(第1回) 

 

28日 第1回高次脳機能障害
支援普及全国連絡協議
会、 
第1回高次脳機能障害
支援コーディネーター
全国会議 
病院、自立支援局との
発達障害にかかる連絡
会議 

   動物実験委員会  

 
29日      高次脳機能障害支援事

業関係職員研修会～30
日 
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月 日 各部門共通・関連事項 企画･情報部 自立支援局 病 院 研究所 学 院 

７月 １日 創立記念日 

 
５日      福祉機器専門職員研修

会～7日 

 
７日      発達障害者支援センタ

ー職員研修会～14日 
 11日     研究所コロキューム  

 
12日   避難訓練 

(防災設備点検) 
職員研修   

 
19日      補聴器適合判定医師研

修会～22日 

 
20日   自立支援局教務課長

会議～21日 
   

 
24日 会計事務監査指導～25

日 
     

 
26日   第1回事業公開    

 

27日     遺伝子組換え実験安
全委員会ヒトゲノ
ム･遺伝子解析研究
倫理審査委員会 

視覚障害者用補装具適
合判定医師研修会（第1
回）～29日 
 

 
30日      オープンキャンパス(第

2回) 
８月 1日   自立支援局教官研修

会～4日 
   

 ２日      発達障害者地域支援マ
ネージャー研修会(基礎
研修)～4日 

 ３日      義肢装具士研修会～5日 
 ８日   第2回事業公開    

 
10日  発達障害情報分析会

議 
    

 
23日      義肢装具等適合判定医

師研修会(前期)～25日 

 
28日  皆保険におけるリハ

ビリテーションに関
するWHO会議～9月1日 

    

９月 １日      脳卒中リハビリテーシ
ョン看護認定看護師教
育課程開講式 

 

４日      脳卒中リハビリテーシ
ョン看護認定看護師教
育課程フォローアップ
研修 

 

５日  第２回のぞみの園と
の専門会議（触法・社
会的リスクの高い発
達障害者に関する専
門会議） 

    

 

６日  
 

  障害者ヘルスプロ
モーション事業に
関する研修会～8日 

  

 
７日 庶務課長会議～8日      

 
８日      言語聴覚士研修会～9日 

 
12日     研究所コロキューム  

 
13日   避難訓練(日中想定)    

 
14日    職員研修   

 
19日  第２回のぞみの園と

の専門会議（双方の連
携に関する専門会議） 

    

 
20日      サービス管理責任者等

指導者養成研修会～22
日 

 
22日 消防署立入検査      

 

25日  第２回のぞみの園と
の専門会議（強度行動
障害に関する専門会
議） 
発達障害情報分析会
議 

    

 26日 障害保健福祉部長視察      

 
27日     国際福祉機器展

（H.C.R.2017）～29
日 

国リハASD支援者連携セ
ミナー（第1回）～29日 

 
28日   自立支援局支援課長

会議～29日 
   

10月 ２日    職員研修   

 
４日      知的障害者更生相談所

知的障害者福祉司等実
務研修会～6日 
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月 日 各部門共通・関連事項 企画･情報部 自立支援局 病 院 研究所 学 院 

 
７日   卒後研修会・東光会学

術大会(就労移行支援
(養成)) 

   

 10日     研究所コロキューム  

 
11日 後期総合防災訓練 

 
     

 
12日      理学療法士研修会～13

日 

 
15日      オープンキャンパス(第

3回) 

 
18日      発達障害地域支援マネ

ージャー研修会（応用研
修）～20日 

 
20日 リハ並木祭～21日      

 
21日     研究所オープンハウ

ス 
 

 
24日      言語聴覚学科選考入試 

 
25日 普通救命講習     リハビリテーション心

理職研修会～27日 

 
26日  福祉関係者のための

高次脳機能障害研修
会 

 職員研修   

 

27日      脳卒中リハビリテーシ
ョン実習説明会 
手話通訳学科選考入試 
 

 
30日  障害統計に関するワ

シントングループ会
議～11月3日 

    

 
31日      リハビリテーション看

護研修会～11月2日 
11月 １日   第3回事業公開    
 ２日      言語聴覚学科選考入試

合格発表 
 ７日      児童指導員科選考入試 
 ８日   第4回事業公開 職員研修   

 

９日      作業療法士研修会～11
日 
更生相談所長等研修会
（名古屋市）～10日 

 
10日      手話通訳学科選考入試

合格発表 

 
11日    狭山保健所による

医療法第25条に基
づく立入検査 

 オープンキャンパス（第
4回） 

 
12日  医療・福祉従事者のた

めの発達障害臨床セ
ミナー 

    

 
13日 定期（特別）健康診断

～17日 
     

 
14日   避難訓練(介助講習

①) 
 研究所コロキューム  

 
15日 インフルエンザ予防接

種～20日 
   研究所評価委員会  

 

16日      盲ろう者向け通訳･介助
員養成担当者等研修会
【派遣コーディネータ
ーコース】～18日 

 
17日      児童指導員科選考入試

合格発表 

 
20日    職員研修  知的障害支援者専門研

修会～22日 
 27日    職員研修   
 28日  発達障害情報分析会

議 
第3回自立支援局と職
リハとの幹部合同会
議 

   

 29日      義肢装具等適合判定医
師研修会(第74回)(後
期)～12月1日 

 30日   第1回養成施設利用者
選考 

   

12月 ３日 障害者週間～9日      
 ４日    職員研修  国リハASD支援者連携セ

ミナー（第2回）～6日 
 ５日  発達障害情報分析会

議 
第5回事業公開    

 ６日   避難訓練（夜間想定）    



 

－ 334 － 

月 日 各部門共通・関連事項 企画･情報部 自立支援局 病 院 研究所 学 院 

 ７日      視覚障害者用補装具適
合判定医師研修会（第2
回）～9日 

 ８日 障害者週間記念式典      

 
９日   頸髄損傷者に対する

リハビリテーション
研修会 

   

 
11日  発達障害情報分析会

議 
    

 
12日     研究所コロキューム 音声言語機能等判定医

師研修会～14日 

 
19日  第3回専門会議（強度

行動障害に関する専
門会議） 

    

 22日 業績発表会      
 28日 仕事納め      
１月 ４日 仕事始め･総長年頭挨

拶 
     

 ９日     研究所コロキューム  
 10日      入学試験一次試験～12

日 
 11日 第2回施設長会議～12

日 
     

        
 12日  第2回発達障害者支援

センター全国連絡協
議会懇談会 

 職員研修   

 

15日  第3回のぞみの園との
専門会議（触法・社会
的リスクの高い発達
障害者に関する専門
会議） 

    

 
18日 会計実施検査（会計検

査院）～19日  
 第6回事業公開    

 19日      入学一次試験合格発表 

 
23日  第3回のぞみの園との

専門会議（双方の連携
に関する専門会議） 

    

 
24日   避難訓練(介助講習

②) 
   

 
25日   生活支援専門職員等

研修会～26日 
職員研修   

 
29日      入学試験二次試験～2月

2日 
２月 1日   第2回養成施設利用者

選考 
   

 ５日      身体障害者補助犬等訓
練者研修会～9日 

 

９日  平成29年度発達障害
に関する担当者連絡
会 
平成29年度発達障害
支援の地域連携に係
る全国合同会議 

   二次試験合格発表 

 
13日    職員研修 研究所コロキューム  

 
14日      発達障害地域生活・就労

支援者研修会～16日 

 

16日 第2回高次脳機能障害
支援普及全国連絡協議
会、 
第2回高次脳機能障害
支援コーディネーター
全国会議・シンポジウ
ム 

     

 18日 国際セミナー      

 
20日 平成29年度発達障害関

連部署連絡会議 
 避難訓練(介助講習

③) 
   

 

21日      脳卒中リハビリテーシ
ョン看護認定看護師プ
レゼンテーション 

 
22日      二次募集入学試験 

 
23日 職員研修『精神・発達

障害者しごとサポータ
ー養成講座』 

     

 
27日    職員研修  自閉症支援専門研修会

～28日 

 
28日 内閣人事局視察 

 
 卒業式(就労移行支援

(養成))  
職員研修   
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月 日 各部門共通・関連事項 企画･情報部 自立支援局 病 院 研究所 学 院 

３月 １日     動物実験実施施設外
部機関認証（HS財団） 

 

 

２日      脳卒中リハビリテーシ
ョン看護認定看護師教
育課程第2回フォローア
ップ研修会 

 
６日      学院卒業式 

 
７日 平成29年度発達障害者

支援に関する連携会議 
     

 
８日   第3回養成施設利用者

選考 
  手話通訳士専門研修会

～10日 

 
13日 職リハとの合同幹部会

議 
   研究所コロキューム  

 14日   避難訓練(夜間想定)    
 15日    職員研修   
 16日 運営委員会      

 
23日 財務省主計局視察 

発達障害の情報提供等
に関する運営会議 

    脳卒中リハビリテーシ
ョン看護認定看護師教
育課程修了式 

 
31日      オープンキャンパス（第

5回）義肢装具学科 
 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

第２編   関  係  資  料 

 

 

第１章 予算額・利用者数等の年次推移 

第２章 建物配置図及び幹部職員名簿 

第３章 中期目標（平成 27年４月１日制定） 

第４章 関 係 法 令 
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第１章 予算額・利用者数等の年次推移 

１ 予算額の推移 

（１）歳入予算                                    （千円） 

年度 54 59 元 

区分 

部・款・項 

徴 収 

決定額 

収 納 

済 額 

徴 収 

決定額 

収 納 

済 額 

徴 収 

決定額 

収 納 

済 額 

官 業 益 金 及 官 業 収 入   459,373 458,322 732,807 731,453 

  官 業 収 入   459,373 458,322 732,807 731,453 

    病 院 収 入   459,373 458,322 732,807 731,453 

雑 収 入 54,857 54,533 64,421 61,825 67,260 64,806 

  国 有 財 産 利 用 収 入 4,739 4,739 9,415 9,415 10,154 10,154 

    国 有 財 産 貸 付 収 入 4,739 4,739 9,415 9,415 10,154 10,154 

  諸 収 入 50,118 49,794 55,006 52,410 57,106 54,652 

   授 業 料 及 入 学 検 定 料 801 801 5,666 5,666 4,603 4,603 

   受託調査試験及役務収入 13,876 13,764 19,378 19,362 30,435 28,934 

   雑 入 35,425 35,213 29,620 27,040 21,582 20,629 

   そ の 他 16 16 342 342 486 486 

合 計 54,857 54,533 523,794 520,147 800,067 796,259 

 

（千円） 

年度 ６ 11 16 

区分 

部・款・項 

徴 収 

決定額 

収 納 

済 額 

徴 収 

決定額 

収 納 

済 額 

徴 収 

決定額 

収 納 

済 額 

官 業 益 金 及 官 業 収 入 1,037,426 1,036,540 1,551,439 1,549,148 1,458,064 1,452,170 

  官 業 収 入 1,037,426 1,036,540 1,551,439 1,549,148 1,458,064 1,452,170 

    病 院 収 入 1,037,426 1,036,540 1,551,439 1,549,148 1,458,064 1,452,170 

    診 療 所 収 入       

雑 収 入 91,624 89,512 104,056 102,669 138,639 137,903 

  国 有 財 産 利 用 収 入 13,629 13,629 19,702 19,702 26,537 26,537 

    国 有 財 産 貸 付 収 入 13,629 13,629 19,702 19,702 24,403 24,403 

    国 有 財 産 使 用 収 入     2,134 2,134 

  諸 収 入 77,995 75,883 84,353 82,966 112,102 111,366 

   授 業 料 及 入 学 検 定 料 12,543 12,543 17,033 17,033 52,946 52,946 

   受託調査試験及役務収入 34,632 33,818 38,747 38,747 33,288 33,288 

   雑 入 29,733 28,435 27,604 26,217 25,407 24,671 

   そ の 他 1,087 1,087 969 969 461 461 

合 計 1,129,050 1,126,052 1,655,495 1,651,816 1,596,703 1,590,073 
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（千円） 

年度 21 25 26 

区分 

部・款・項 

徴 収 

決定額 

収 納 

済 額 

徴 収 

決定額 

収 納 

済 額 

徴 収 

決定額 

収 納 

済 額 

官 業 益 金 及 官 業 収 入 1,083,478 1,077,948 757,500 756,005 900,081 897,153 

  官 業 収 入 1,083,411 1,077,948 757,500 756,005 900,081 897,153 

    病 院 収 入 1,083,411 1,077,948 757,500 756,005 900,081 897,153 

    診 療 所 収 入 67 0 0 0 0 0 

雑 収 入 453,791 450,726 476,048 474,646 501,430 500,542 

  国 有 財 産 利 用 収 入 25,418 25,418 34,733 34,733 40,397 40,397 

    国 有 財 産 貸 付 収 入 25,159 25,159 34,599 34,599 40,384 40,384 

    国 有 財 産 使 用 収 入 259 259 133 133 13 13 

  諸 収 入 428,373 425,308 441,315 439,913 461,033 460,145 

   授 業 料 及 入 学 検 定 料 57,377 57,377 80,159 80,159 77,289 77,085 

   受託調査試験及役務収入 40,008 39,012 52,189 51,417 83,239 82,818 

   雑 入 330,312 328,243 306,813 306,301 299,375 299,113 

   そ の 他 676 676 2,154 2,036 1,130 1,130 

合 計 1,537,269 1,528,674 1,233,548 1,230,651 1,401,511 1,397,695 

（備考）平成22年４月１日国立更生援護機関の組織一元化に伴い、国立保養所などの収納未済債権を引き受けることとなっ

たが、会計システム（ADAMS）の都合により平成21年度分として引受登録を行ったため、平成21年度に（項）診療所収入を

設置した。 

 

 （千円） 

年度 27 28 29 

区分 

部・款・項 

徴 収 

決定額 

収 納 

済 額 

徴 収 

決定額 

収 納 

済 額 

徴 収 

決定額 

収 納 

済 額 

官 業 益 金 及 官 業 収 入 867,789 866,532 869,201 868,306 910,477 909,301 

  官 業 収 入 867,789 866,532 869,201 868,306 910,477 909,301 

    病 院 収 入 867,789 866,532 868,887 867,992 910,477 909,301 

    診 療 所 収 入 0 0 314 314 0 0 

雑 収 入 524,376 524,164 590,899 590,611 601,804 599,939 

  国 有 財 産 利 用 収 入 37,265 37,265 40,545 40,545 37,203 37,203 

    国 有 財 産 貸 付 収 入 36,686 36,686 40,409 40,409 37,078 37,078 

    国 有 財 産 使 用 収 入 579 579 136 136 125 125 

  諸 収 入 487,111 486,899 550,354 550,066 564,601 562,736 

   授 業 料 及 入 学 検 定 料 73,558 73,558 76,677 76,677 75,259 75,259 

   受託調査試験及役務収入 57,663 57,587 92,702 92,702 68,610 67,338 

   雑 入 315,025 314,889 374,529 374,240 419,888 419,295 

   そ の 他 40,865 40,865 6,447 6,447 844 844 

合 計 1,392,165 1,390,696 1,460,100 1,458,916 1,512,281 1,509,240 
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（２）歳出予算                                    （千円) 

年   度 54 59 元 

区分 

組織・項・目 
予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 

国立更生援護機関 1,417,617 1,369,039 2,648,541 2,582,953 3,101,615 3,077,753 

 国立更生援護所運営費 1,417,617 1,369,039 2,648,541 2,582,953 3,101,569 3,077,707 

  職員基本給 423,700 416,658 842,242 838,126 1,056,598 1,055,515 

  職員諸手当 180,551 174,471 418,222 417,148 549,339 543,159 

  超過勤務手当 29,825 29,825 77,408 77,408 87,324 87,324 

  非常勤職員手当       

  育児休業給 74 0 258 90 285 284 

  児童手当 270 245 415 415 1,115 1,115 

  諸謝金 16,109 9,103 35,575 35,575 50,855 50,853 

  更生訓練費等給付金 18,468 14,053 37,576 23,339 33,870 31,384 

  職員旅費 1,549 1,088 2,013 2,013 2,761 2,761 

  受託研究旅費     742 742 

  委員等旅費 247 240 284 284 587 587 

  庁費 148,805 148,805 428,969 428,969 445,755 445,755 

  更生援護庁費 184,964 184,964 292,427 292,427 352,198 352,198 

  受託研究費     4,894 4,229 

  医療機器整備費   28,000 28,000 28,840 28,840 

  収容施設器材整備費 344,500 344,500 157,844 157,844 162,579 162,579 

  医薬品等購入費   175,096 168,910 194,040 194,040 

  通信専用料       

  各所修繕 7,914 7,914 9,181 9,181 9,457 9,457 

  患者食糧費   24,676 20,612 26,246 26,246 

  入所者食糧費 55,254 31,788 99,866 64,124 78,300 64,857 

  自動車重量税 235 233 347 347 297 296 

  義肢製作原材料費 5,152 5,152 15,007 15,007 12,074 12,074 

  国有資産所在市町村交付金   3,135 3,134 3,413 3,412 

 国立更生援護所施設費     46 46 

  施設施工旅費     27 27 

  施設施工庁費     19 19 

  施設整備費       
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      （千円） 

年   度 ６ 11 16 

区分 

組織・項・目 
予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 

国立更生援護機関 5,217,230 5,184,698 5,365,712 5,310,562 4,964,667 4,885,494 

 国立更生援護所運営費 4,253,564 4,221,032 5,147,038 5,096,862 4,832,465 4,757,992 

  職員基本給 1,347,337 1,339,135 1,514,291 1,510,932 1,520,765 1,518,322 

  職員諸手当 749,130 742,722 799,757 799,299 739,768 737,803 

  超過勤務手当 120,083 120,083 140,797 140,797 142,195 142,195 

  非常勤職員手当 16,940 10,989 76,499 48,643 70,951 70,300 

  育児休業給 1,187 1,168     

  児童手当 1,310 1,270 815 815 3,265 3,265 

  諸謝金 77,041 77,040 88,809 88,808 98,395 95,795 

  更生訓練費等給付金 30,018 26,897 35,016 29,615 32,821 23,620 

  職員旅費 8,953 8,953 4,688 4,687 5,652 5,650 

  保護指導等旅費   731 730 619 619 

  委員等旅費 2,099 2,099 5,261 4,706 7,201 6,460 

  入所者見学等旅費   368 368 326 186 

  庁費 483,098 483,098 595,636 595,636 559,624 559,624 

  政府開発援助庁費   16,504 16,504 11,204 11,204 

  更生援護庁費 713,753 713,753 950,681 950,681 959,349 959,349 

  医療機器整備費 108,085 108,085 230,873 230,873 54,285 54,285 

  入所施設器材整備費     160,852 160,852 

  収容施設器材整備費 162,579 162,579 165,736 165,736   

  医薬品等購入費 287,665 287,665 345,716 345,716 304,935 269,674 

  通信専用料 3,451 3,438 7,662 7,357 8,626 7,636 

  各所修繕 10,515 10,515 11,805 11,805 12,091 12,091 

  患者食糧費 40,860 36,891 54,627 49,193 50,227 36,949 

  入所者食糧費 67,775 63,046 72,539 65,765 61,246 54,047 

  自動車重量税 335 258 522 492 153 151 

  義肢製作原材料費 16,246 16,246 24,530 24,530 21,904 21,904 

  国有資産所在市町村交付金 5,104 5,102 3,175 3,174 6,011 6,011 

 国立更生援護所施設費 963,666 963,666 210,841 205,868 779 765 

  施設施工旅費 1,295 1,295 3,805 1,118 464 450 

  施設施工庁費 17,849 17,849 2,286 0 315 315 

  施設整備費 944,522 944,522 204,750 204,750   

  科学技術振興調整費   7,833 7,832 131,423 126,737 

  諸謝金   1,440 1,440 1,000 986 

  試験研究旅費   248 247 3,818 2,894 

  外国旅費     3,447 3,360 

  委員等旅費     249 242 

  外国技術者等招へい旅費     4,841 1,194 

  外来研究員等旅費     2,648 2,641 

  試験研究費   6,145 6,145 113,965 113,965 

  招へい外国人滞在費     1,455 1,455 
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（千円） 

年   度 21 25（一般会計） 25（特別会計） 

区分 

組織・項・目 
予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 

国立更生援護機関 5,647,272 4,548,407 6,610,588 6,416,370 3,885,117 2,032,903 

 国立更生援護機関共通費 2,959,754 2,930,391 4,649,103 4,606,899   

  職員基本給 1,454,312 1,433,815 2,615,196 2,587,442   

  職員諸手当 692,449 683,725 1,137,779 1,127,615   

  超過勤務手当 150,522 150,515 255,377 252,435   

  短時間勤務職員給与   0 0   

  児童手当 7,695 7,695 0 0   

  子ども手当   39,470 38,800   

  職員旅費 312 251 274 177   

  庁費 632,567 632,543 583,717 583,716   

  情報処理業務庁費   0 0   

  通信専用料 1,966 1,966 1,966 1,411   

  土地借料   0 0   

  各所修繕 14,727 14,726 11,708 11,696   

  自動車重量税 259 211 189 181   

  国有資産所在市町村交付金 4,945 4,944 3,427 3,426   

 国立更生援護機関施設費 1,143,700 115,265 35,509 21,163 3,885,117 2,032,903 

  施設施工旅費 4,479 1,758 249 18 411 117 

  施設施工庁費 433,292 113,507 35,260 21,145 57,000 56,963 

  施設整備費 705,929 0 0 0 3,827,706 1,975,823 

 国立更生援護所運営費 1,543,818 1,502,751 1,925,976 1,788,308   

  非常勤職員手当 64,320 61,635 63,923 63,347   

  諸謝金 131,581 119,045 138,087 132,997   

  職員旅費 5,885 5,854 16,569 12,966   

  保護指導等旅費 356 356     

  外国旅費       

  委員等旅費 8,757 8,754 21,553 15,019   

  入所者見学等旅費 818 224 1,285 404   

  政府開発援助庁費 13,594 13,569     

  更生援護庁費 782,521 782,510 13,493 12,607   

  医療機器整備費 57,918 57,887 795,338 788,459   

  入所施設器材整備費 150,798 150,784 464,225 385,587   

  医薬品等購入費 188,941 177,629 125,539 125,535   

  患者食糧費 40,638 35,732 150,823 150,731   

  入所者食糧費 58,499 49,585 31,286 22,503   

  義肢製作原材料費 38,680 38,676     

  国有特許発明補償費 512 511     
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（千円） 

年   度 26（一般会計） 26（特別会計） 27（一般会計） 27（特別会計） 
区分 

組織・項・目 
予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 

国立更生援護機関 7,181,492 6,842,155 4,276,149 3,519,319 7,229,626 7,096,287 4,276,149 3,519,319 

 国立更生援護機関共通費 5,019,373 4,969,462   4,918,077 4,899,173   

  職員基本給 2,807,707 2,771,002   2,721,874 2,714,199   

  職員諸手当 1,291,849 1,279,582   1,284,621 1,281,765   

  超過勤務手当 272,631 272,542   269,431 267,375   

  短時間勤務職員給与 9,093 8,803   15,379 15,145   

  児童手当 0 0   36,950 36,350   

  子ども手当 37,935 37,660   0 0   

  職員旅費 384 279   279 274   

  庁費 584,945 584,769   574,213 568,885   

  情報処理業務庁費 0 0   0 0   

  通信専用料 0 0   0 0   

  土地借料 0 0   0 0   

  各所修繕 11,277 11,275   12,158 12,011   

  自動車重量税 215 214   217 215   

  国有資産所在市町村交付金 3,337 3,336   2,955 2,954   

 国立更生援護機関施設費 381,267 148,908 4,276,149 3,519,319 655,000 616,197 4,276,149 3,519,319 

  施設施工旅費 0 0 308 128 237 0 308 128 

  施設施工庁費 11,768 2,931 37,096 28,470 45,142 6,576 37,096 28,470 

  施設整備費 369,499 145,977 4,238,745 3,490,721 609,621 609,621 4,238,745 3,490,721 

 国立更生援護所運営費 1,780,852 1,723,784   1,656,549 1,580,917   

  非常勤職員手当 62,837 60,838   57,576 55,581   

  諸謝金 135,446 131,354   138,606 121,561   

  職員旅費 15,349 11,706   14,774 9,545   

  保護指導等旅費         

  外国旅費         

  委員等旅費 17,284 15,209   18,444 13,681   

  入所者見学等旅費 1,218 326   1,218 437   

  受託研究旅費 4,339 2,571   1,003 946   

  政府開発援助庁費 13,493 11,674   13,493 7,523   

  更生援護庁費 907,637 904,828   816,855 812,959   

  医療機器整備費 201,568 187,451   201,568 184,611   

  入所施設器材整備費 125,539 120,566   121,931 116,947   

  医薬品等購入費 150,823 150,817   150,823 137,226   

  患者食糧費 27,810 27,536   27,810 27,482   

  試験研究費 9,298 5,774   9,298 8,134   

  受託研究費 14,964 14,925   5,058 5,057   

  入所者食糧費 54,504 40,291   54,704 41,035   

  義肢製作原材料費 38,680 37,856   38,680 38,124   

  国有特許発明補償費 63 62   67 67   

（備考） 

 平成 25年度の国立更生援護機関施設費（東日本大震災復興特別会計）の予算額のうち平成 24年度からの繰越額 698,126

千円を含み、1,851,883千円を 26年度に繰越している。 

 平成 26年度の国立更生援護機関施設費の予算額のうち、232,322千円(施設施工庁費 8,800千円、施設整備費 223,522千

円)を 27年度に繰越し、また、平成 26年度の国立更生援護機関施設費（東日本大震災復興特別会計）の予算額のうち平成

25年度からの繰越額 1,851,883千円を含み、653,398千円(明許繰越 8,600千円、翌債繰越 644,798千円)を 27年度に繰越

している。 
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（千円） 

年   度 28（一般会計） 28（特別会計） 29（一般会計） 29（特別会計） 

区分 

組織・項・目 
予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 

国立更生援護機関 7,030,316 6,932,706   6,762,823 6,606,951   

 国立更生援護機関共通費 4,944,384 4,906,630   4,966,756 4,899,218   

  職員基本給 2,705,602 2,681,741   2,702,982 2,662,492   

  職員諸手当 1,301,155 1,289,960   1,324,650 1,306,156   

  超過勤務手当 265,526 264,022   267,053 259,740   

  短時間勤務職員給与 32,286 32,167   36,739 36,226   

  児童手当 35,515 35,020   34,595 34,265   

  子ども手当     0 0   

  職員旅費 412 160   271 1   

  庁費 591,462 591,283   584,066 583,954   

  情報処理業務庁費 0 0   0 0   

  通信専用料 0 0   0 0   

  土地借料 0 0   0 0   

  各所修繕 9,086 9,073   11,347 11,340   

  自動車重量税 426 290   244 243   

  国有資産所在市町村交付金 2,914 2,914   4,809 4,801   

 国立更生援護機関施設費 403,812 402,753   154,300 92,150   

  施設施工旅費 474 2   56 0   

  施設施工庁費 1,853 1,272   9,187 5,798   

  施設整備費 401,485 401,479   145,057 86,352   

 国立更生援護所運営費 1,682,120 1,623,323   1,641,767 1,615,583   

  非常勤職員手当 59,470 57,253   56,030 50,846   

  諸謝金 142,460 126,413   144,053 135,307   

  職員旅費 13,724 9,616   11,818 8,181   

  保護指導等旅費         

  外国旅費         

  委員等旅費 18,592 13,658   15,438 13,526   

  入所者見学等旅費 964 415   928 367   

  受託研究旅費 2,152 998   2,240 2,059   

  政府開発援助庁費 13,493 4,943   7,523 6,284   

  更生援護庁費 817,144 817,044   825,886 825,625   

  医療機器整備費 201,568 199,740   191,568 191,395   

  入所施設器材整備費 121,931 121,625   111,931 111,874   

  医薬品等購入費 150,823 134,660   120,768 120,742   

  患者食糧費 27,810 27,658   32,001 28,471   

  試験研究費 8,744 8,056   7,870 7,279   

  受託研究費 7,997 7,996   5,703 5,652   

  入所者食糧費 56,561 54,704   57,265 57,261   

  義肢製作原材料費 38,680 38,539   50,735 50,704   

  国有特許発明補償費 ７ 6   10 10   

（備考） 

 平成 27年度の国立更生援護所運営費の予算額のうち関東地方整備局へ更生援護庁費 376,093千円を支出委任（うち

148,593千円は前年度からの繰越額）している。また、国立更生援護機関施設費（東日本大震災復興特別会計）の予算額の

うち平成 26年度からの繰越額 653,398千円(明許繰越 8,600千円、翌債繰越 644,798千円) を含めている。 

 平成 28年度の国立更生援護機関施設費の予算額のうち中部地方整備局へ施設施工旅費 145千円及び施設施工庁費 8,999

千円を支出委任している。 
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２ 利用者数の状況 

（１）利用開始者数の推移                   （人） 

年度 

区分 
54 59 元 ６ 11 16 累計 

総 数 327 242 240 238 242 229 6,218 

理 療 教 育 190 48 59 49 61 51 1,530 

生 活 訓 練 5 29 23 28 25 28 688 

一
般
リ
ハ 

小 計 132 165 158 161 156 150 4,000 

視 覚 1 12 7 16 13 11 279 

肢 体 86 89 108 101 94 102 2,492 

聴 覚 45 64 43 43 47 33 1,208 

内 部 - - - 1 2 4 21 

高 次 脳 - - - - - - - 
 

年度 

区分 
21 25 26 27 28 29 計 

総   数 272 181 194 221 221 268 2,038 

就労移行支援(養成) 28 24 23 14 19 17 229 

就 労 移 行 支 援 112 62 65 68 53 82 707 

自
立

訓
練 

小 計 62 56 68 80 105 113 628 

機 能 49 38 50 52 77 86 457 

生 活 13 18 18 28 28 27 171 

そ

の

他 

小 計 70 39 38 59 44 56 474 

独 自 事 業 5 3 2 5 3 2 33 

職 リ ハ 65 36 36 54 41 54 441 

施 設 入 所 支 援 169 108 96 88 157 183 1,167 

注１ 平成18年10月から新事業形態となった。 

  ２ 総数には施設入所支援を含まず。 
 

（２）契約解除者数の推移                   （人） 

年度 

区分 
54 59 元 ６ 11 16 累計 

総 数 91 269 234 242 234 220 5,972 

理 療 教 育 72 58 66 59 59 51 1,437 

生 活 訓 練 5 30 25 29 25 26 682 

一
般
リ
ハ 

小 計 14 181 143 154 150 143 3,853 

視 覚 - 12 11 20 11 14 269 

肢 体 10 88 97 98 102 98 2,385 

聴 覚 4 81 35 36 36 28 1,181 

内 部 - - - - 1 3 18 

高 次 脳 - - - - - - - 
 

年度 

区分 
21 25 26 27 28 29 計 

総   数 262 175 214 185 160 249 1,972 

就労移行支援(養成) 16 25 34 14 26 19 201 

就 労 移 行 支 援 115 70 74 56 31 87 744 

自
立

訓
練 

小  計 53 46 64 74 63 94 545 

機  能 41 29 44 54 41 69 390 

生  活 12 17 20 21 29 25 155 

そ

の

他 

小  計 78 34 42 41 40 49 482 

独 自 事 業 5 3 2 3 3 2 30 

職 リ ハ 73 31 40 38 37 47 452 

施 設 入 所 支 援 169 124 100 128 110 176 1,288 

注１ 平成18年10月から新事業形態となった。 

２ 総数には施設入所支援を含まず。 
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（３）契約解除者の進路状況                                          （人） 

年度 

区分 

Ｓ54 

７月～ 
59 平成元 ６ 11 16 累計 構成比(％) 

総 数 91 269 234 242 234 220 5,976  

理 

療 

教 

育 

課 

程 

総 数 72 58 66 59 59 51 1,441 (100.0) 

開  業 （ 治 療 院 ） 院 ) 48 28 44 13 42 5 632 43.9 

就  職 （ 治 療 院 ） 院 ) 2 4 7 14 2 2 179 12.4 

就  職 （ 病 院 ） 院 ) 16 9 8 3 2 1 177 12.3 

就  職 （ 学 校・施 設 ） 設 ) 4 1 5 1 3 2 47 3.3 

就  職 （ 特 養 ) - - - 10 - - 44 3.1 

就  職 （ 企 業 等 ) - - - 6 4 5 47 3.3 

進 学 ・ 研 修 - - - - 1 5 19 1.3 

家 庭 ほ か - 9 - 8 2 16 169 11.7 

中 途 退 所 2 7 2 4 3 15 127 8.8 

生 

活 

訓 

練 

課 

程 

総 数 5 30 25 29 25 26 683 (100.0) 

開  業 （ 治 療 院 等 ) - - 1 - - - 12 1.8 

就 職 - 1 - -  1 - 16 2.3 

施 設 入 所 - - - -  2 - 18 2.6 

理 療 教 育 課 程 に 進 級 4 10 11 14 12 9 270 39.5 

一 般 リ ハ 課 程 へ 移 行 - 12 6 13 6 7 203 29.7 

家 庭 ほ か 1 7 7 2 3 10 157 23.0 

中 途 退 所 - - - - 1 - 7 1.0 

一 

般 

リ 

ハ 

課 

程 

総 数 14 181 143 154 150 143 3,852 (100.0) 

自 営 ・ 内 職 5 13 2 8 1 - 122 3.2 

就 職 6 135 113 97 63 83 2,557 66.4 

施 設 入 所 ( 授 産 施 設 ) 等 ) 1 9 10 5 7 6 207 5.4 

家 庭 ほ か - 13 15 32 68 43 753 19.5 

中 途 退 所 2 11 3 12 11 11 213 5.5 
 

年度 

区分 
21 25 26 27 28 29 累計 構成比(％) 

総 数 184 140 172 177 177 200 1,579  

自 

立 

訓 
練 

総 数 53 49 64 73 98 69 557 (100.0) 

開  業 （ 治 療 院 等 ) - - - - - - - 0 

就 職 3 7 3 2 4 - 31 5.6 

他 施 設 入 所 ( 就 労 継 続 等 ) - 11 14 7 21 8 83 14.9 

就労移行支援 (養成 )へ移行 20 1 8 10 11 1 75 13.5 

就 労 移 行 支 援 へ 移 行 11 6 6 14 26 7 94 16.9 

家 庭 ほ か 18 23 33 40 35 53 265 47.6 

中 途 退 所 1 1 - - 1 - 9 1.5 

就
労
移
行
支
援 

総 数 131 70 74 81 64 87 802 (100.0) 

自 営 ・ 内 職 - - - - - - 1 0.1 

就 職 18 13 15 17 50 16 185 23.1 

他 施 設 入 所 ( 就 労 継 続 等 ) 6 7 6 3 7 5 66 8.2 

家 庭 ほ か 91 50 53 61 7 66 550 68.6 

就
労
移
行
支
援
（
養
成
） 

総 数 16 21 34 23 15 19 195 (100.0) 

開  業 （ 治 療 院 ) 1 - - 1 2 - 7 3.6 

就  職 （ 治 療 院 ) 2 - - - 2 - 4 2.0 

就  職 （ 病 院 ) - 2 - - 1 - 6 3.1 

就  職 （ 学 校 ・ 施 設 ) - - - - - - - - 

就  職 （ 特 養 ) 2 5 7 6 2 3 28 14.4 

就  職 （ 企 業 等 ) 2 2 - - 3 1 12 6.2 

就  職（訪問マッサージ ) - 4 - - 1 1 16 8.2 

進 学 ・ 研 修 2 1 4 3 2 3 22 11.3 

家 庭 ほ か 7 7 10 3 2 8 74 37.9 

中 途 退 所 - - 13 10 - 3 26 13.3 

注１ 平成18年10月から新事業形態となった。 

２ 22年度から就労移行支援（養成）の進路状況の項目に就職（訪問マッサージ）を加えた。 



 

 

 

 

－
 346 －

 

（４）年齢階級別利用者数の推移 

年齢別 15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳～ 計 

区分 年度 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

総

数 

54 51 (15.6) 103 (31.5) 74 (22.6) 71 (21.7) 27 (8.3) 1 (0.3) 327 (100.0) 
59 126 (23.2) 207 (38.2) 103 (19.0) 71 (13.1) 32 (5.9) 3 (0.6) 542 (100.0) 
元 75 (13.4) 272 (48.6) 75 (13.4) 95 (17.0) 40 (7.1) 3 (0.5) 560 (100.0) 
６ 166 (30.9) 205 (38.1) 78 (14.5) 64 (11.9) 24 (4.5) 1 (0.2) 538 (100.0) 
11 102 (20.0) 197 (38.6) 84 (16.5) 80 (15.7) 45 (8.8) 2 (0.4) 510 (100.0) 
16 80 (17.3) 148 (32.0) 120 (26.0) 58 (12.6) 51 (11.0) 5 (1.1) 462 (100.0) 
21 29 (8.8) 87 (26.5) 93 (28.4) 70 (21.3) 40 (12.3) 9 (2.7) 328 (100.0) 
25 24 (8.7) 75 (27.3) 67 (24.4) 56 (20.4) 46 (16.7) 7 (2.5) 275 (100.0) 
26 29 (9.9) 75 (25.6) 70 (23.9) 67 (22.9) 41 (14.0) 11 (3.7) 293 (100.0) 
27 17 (5.5) 90 (28.9) 63 (20.3) 78 (25.1) 44 (14.1) - (-) 311 (100.0) 
28 18 (4.9) 113 (30.5) 65 (17.6) 100 (27.0) 51 (13.8) 23 (6.2) 370 (100.0) 
29 11 (3.0) 117 (32.0) 64 (17.5) 84 (23.0) 66 (18.0) 24 (6.5) 366 (100.0) 

視

覚

障

害 

54 - (-) 52 (26.5) 59 (30.1) 58 (29.6) 26 (13.3) 1 (0.5) 196 (100.0) 
59 9 (4.0) 63 (27.9) 58 (25.7) 61 (27.0) 32 (14.2) 3 (1.3) 226 (100.0) 
元 8 (3.4) 60 (25.5) 42 (17.9) 82 (34.9) 40 (17.0) 3 (1.3) 235 (100.0) 
６ 30 (13.3) 72 (32.0) 48 (21.3) 52 (23.1) 22 (9.8) 1 (0.4) 225 (100.0) 
11 10 (4.4) 56 (24.8) 52 (23.0) 62 (27.4) 44 (19.5) 2 (0.9) 226 (100.0) 
16 5 (2.6) 39 (19.9) 56 (28.6) 45 (23.0) 46 (23.5) 5 (2.6) 196 (100.0) 
21 5 (3.9) 17 (13.2) 46 (35.6) 29 (22.5) 25 (19.4) 7 (5.4) 129 (100.0) 
25 5 (4.0) 31 (25.0) 35 (28.2) 25 (20.2) 24 (19.4) 4 (3.2) 124 (100.0) 
26 6 (4.3) 28 (20.1) 39 (28.1) 33 (23.7) 25 (18.0) 8 (5.8) 139 (100.0) 
27 4 (3.2) 28 (22.6) 26 (21.0) 29 (23.4) 21 (16.9) 16 (12.9) 124 (100.0) 
28 9 (7.0) 31 (24.2) 20 (15.6) 29 (22.7) 21 (16.4) 18 (14.1) 128 (100.0) 
29 1 (0.8) 28 (23.1) 18 (14.9) 29 (24.0) 24 (19.8) 21 (17.4) 121 (100.0) 

肢

体

不

自

由 

54 23 (26.7) 36 (41.9) 14 (16.3) 12 (14.0) 1 (1.2) - (-) 86 (100.0) 
59 43 (21.6) 105 (52.8) 42 (21.1) 9 (4.5) - (-) - (-) 199 (100.0) 
元 40 (15.7) 173 (67.8) 30 (11.8) 12 (4.7) - (-) - (-) 255 (100.0) 
６ 83 (35.2) 111 (47.0) 28 (11.9) 12 (5.1) 2 (0.8) - (-) 236 (100.0) 
11 60 (28.7) 106 (50.7) 27 (12.9) 15 (7.2) 1 (0.5) - (-) 209 (100.0) 
16 56 (27.3) 78 (38.0) 54 (26.3) 12 (5.9) 5 (2.4) - (-) 205 (100.0) 
21 17 (11.1) 52 (34.0) 36 (23.5) 35 (22.9) 11 (7.2) 2 (1.3) 153 (100.0) 
25 13 (16.0) 23 (28.4) 15 (18.5) 16 (19.8) 11 (13.6) 3 (3.7) 81 (100.0) 
26 15 (22.4) 20 (29.8) 8 (11.9) 15 (22.4) 6 (9.0) 3 (4.5) 67 (100.0) 
27 10 (11.8) 30 (35.3) 13 (15.3) 18 (21.2) 12 (14.1) 2 (2.3) 85 (100.0) 
28 5 (4.0) 55 (44.0) 17 (13.6) 26 (20.8) 19 (15.2) 3 (2.4) 125 (100.0) 
29 2 (1.5) 56 (41.8) 23 (17.1) 30 (22.4) 21 (15.7) 2 (1.5) 134 (100.0) 

聴

覚

障

害 

54 28 (62.2) 15 (33.3) 1 (2.2) 1 (2.2) - (-) - (-) 45 (100.0) 
59 74 (63.2) 39 (33.3) 3 (2.6) 1 (0.9) - (-) - (-) 117 (100.0) 
元 27 (38.6) 39 (55.7) 3 (4.3) 1 (1.4) - (-) - (-) 70 (100.0) 
６ 52 (68.4) 22 (28.9) 2 (2.6) - (-) - (-) - (-) 76 (100.0) 
11 31 (42.5) 35 (47.9) 5 (6.8) 2 (2.7) - (-) - (-) 73 (100.0) 
16 18 (32.7) 29 (52.7) 7 (12.7) 1 (1.8) - (-) - (-) 55 (100.0) 
21 7 (30.4) 11 (47.9) 2 (8.7) 1 (4.3) 2 (8.7) - (-) 23 (100.0) 
25 2 (28.5) 1 (14.3) 3 (42.9) - (-) 1 (14.3) - (-) 7 (100.0) 
26 5 (41.7) 3 (25.0) 2 (16.7) 1 (8.3) 1 (8.3) - (-) 12 (100.0) 
27 2 (18.2) 6 (54.5) - (-) 2 (18.2) 1 (9.1) - (-) 11 (100.0) 
28 1 (10.0) 4 (40.0) 2 (20.0) 2 (20.0) 1 (10.0) - (-) 10 (100.0) 
29 4 (30.8) 7 (53.8) 2 (15.4) - (-) - (-) - (-) 13 (100.0) 

(注) 各年度取り扱い人員である。 
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年齢別 15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳～ 計 

区分 年度 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

内

部

障

害 

54 - (-) - (-) - (-) 1 (100.0) - (-) - (-) 1 (100.0) 
59 - (-) 1 (33.3) 1 (33.3) 1 (33.3) - (-) - (-) 3 (100.0) 
元 - (-) - (-) 1 (50.0) 1 (50.0) - (-) - (-) 2 (100.0) 
６ 1 (100.0) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) 1 (100.0) 
11 1 (50.0) - (-) - (-) 1 (50.0) - (-) - (-) 2 (100.0) 
16 1 (16.7) 2 (33.3) 3 (50.0) - (-) - (-) - (-) 6 (100.0) 
21 - (-) 2 (28.6) 3 (42.8) 2 (28.6) - (-) - (-) 7 (100.0) 
25 - (-) 1 (25.0) 1 (25.0) 2 (50.0) - (-) - (-) 4 (100.0) 
26 - (-) 2 (50.0) 1 (25.0) 1 (25.0) - (-) - (-) 4 (100.0) 
27 - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (100.0) 
28 - (-) - (-) - (-) - (-) - (-)  (-) - (-) 
29 - (-) - (-) - (-) - (-) - (-)  (-) - (-) 

高

次

脳

機

能

障

害 

16 - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) 
18 - (-) 7 (58.3) 4 (33.4) 1 (8.3) - (-) - (-) 12 (100.0) 
19 - (-) 6 (60.0) 3 (30.0) 1 (10.0) - (-) - (-) 10 (100.0) 
20 1 (7.7) 3 (23.1) 7 (53.8) 1 (7.7) 1 (7.7) - (-) 13 (100.0) 
21 - (-) 5 (31.3) 6 (37.5) 3 (18.7) 2 (12.5) - (-) 16 (100.0) 
25 4 (7.7) 13 (25.0) 13 (25.0) 12 (23.1) 10 (19.2) - (-) 52 (100.0) 
26 2 (3.4) 14 (23.7) 18 (30.5) 16 (27.1) 9 (15.3) - (-) 59 (100.0) 
27 1 (1.3) 16 (21.1) 20 (26.3) 28 (36.8) 10 (13.2) 1 (1.3) 76 (100.0) 
28 3 (3.2) 13 (13.8) 23 (24.5) 43 (45.7) 10 (10.6) 2 (2.1) 94 (100.0) 
29 3 (3.6) 17 (20.2) 17 (20.2) 25 (29.8) 21 (25.0) 1 (1.2) 84 (100.0) 

発 

達 

障 

害 

25 - (-) 6 (85.7) - (-) 1 (14.3) - (-) - (-) 7 (100.0) 
26 1 (8.3) 8 (66.7) 2 (16.7) 1 (8.3) - (-) - (-) 12 (100.0) 
27 - (-) 10 (66.7) 4 (26.7) 1 (6.6) - (-) - (-) 15 (100.0) 
28 - (-) 10 (76.9) 3 (23.1) - (-) - (-) - (-) 13 (100.0) 
29 1 (7.1) 9 (64.3) 4 (28.6) - (-) - (-) - (-) 14 (100.0) 

(注) 各年度取り扱い人員である。 
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（５）障害等級別利用者数の推移 

等級別 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 計 
区分 年度 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

総

数 

54 121 (37.0) 107 (32.7) 35 (10.7) 21 (6.4) 27 (8.3) 16 (4.9) 327 (100.0) 
59 190 (35.1) 207 (38.2) 55 (10.1) 46 (8.5) 28 (5.2) 16 (3.0) 542 (100.0) 
元 210 (37.5) 199 (35.5) 62 (11.1) 41 (7.3) 35 (6.3) 13 (2.3) 560 (100.0) 
６ 209 (38.8) 191 (35.5) 61 (11.3) 33 (6.1) 30 (5.6) 14 (2.6) 538 (100.0) 
11 190 (37.3) 234 (45.9) 41 (8.0) 17 (3.3) 15 (2.9) 13 (2.5) 510 (100.0) 
16 196 (42.4) 179 (38.7) 34 (7.4) 20 (4.3) 21 (4.5) 12 (2.6) 462 (100.0) 
21 154 (47.0) 104 (31.7) 26 (7.9) 23 (7.0) 14 (4.3) 7 (2.1) 328 (100.0) 
25 105 (42.7) 86 (35.0) 18 (7.3) 20 (8.1) 13 (5.3) 4 (1.6) 246 (100.0) 
26 109 (49.1) 78 (35.1) 11 (5.0) 10 (4.5) 10 (4.5) 4 (1.8) 222 (100.0) 
27 129 (41.5) 96 (30.9) 36 (11.6) 3 (1.0) 5 (1.6) 2 (0.6) 271 (100.0) 
28 156 (41.5) 81 (30.9) 11 (11.6) 5 (1.0) 7 (1.6) 3 (0.6) 263 (100.0) 
29 161 (60.3) 75 (28.1) 9 (3.4) 7 (2.6) 9 (3.4) 6 (2.2) 267 (100.0) 

視

覚

障

害 

54 79 (40.3) 43 (21.9) 22 (11.2) 18 (9.2) 22 (11.2) 12 (6.1) 196 (100.0) 
59 101 (44.7) 60 (26.5) 18 (8.0) 18 (8.0) 21 (9.3) 8 (3.5) 226 (100.0) 
元 90 (38.3) 55 (23.4) 28 (11.9) 28 (11.9) 29 (12.3) 5 (2.1) 235 (100.0) 
６ 81 (36.0) 60 (26.7) 23 (10.2) 25 (11.1) 28 (12.4) 8 (3.6) 225 (100.0) 
11 83 (36.7) 99 (43.8) 16 (7.1) 10 (4.4) 12 (5.3) 6 (2.7) 226 (100.0) 
16 85 (43.4) 72 (36.7) 11 (5.6) 10 (5.1) 14 (7.1) 4 (2.0) 196 (100.0) 
21 72 (55.8) 35 (27.2) 3 (2.3) 7 (5.4) 9 (7.0) 3 (2.3) 129 (100.0) 
25 47 (37.9) 51 (41.1) 9 (7.3) 9 (7.3) 6 (4.8) 2 (1.6) 124 (100.0) 
26 60 (43.2) 51 (36.7) 8 (5.8) 7 (5.0) 10 (7.2) 3 (2.1) 139 (100.0) 
27 61 (49.2) 46 (37.1) 8 (6.5) 2 (1.6) 5 (4.0) 2 (1.6) 124 (100.0) 
28 54 (41.2) 62 (47.3) 4 (3.1) 3 (2.3) 6 (4.6) 2 (1.5) 131 (100.0) 
29 54 (44.6) 50 (41.4) 5 (4.1) 4 (3.3) 5 (4.1) 3 (2.5) 121 (100.0) 

肢

体

不

自

由 

54 42 (48.8) 32 (37.2) 5 (5.8) 2 (2.3) 5 (5.8) - (-) 86 (100.0) 
59 80 (40.2) 61 (30.7) 27 (13.6) 20 (10.1) 7 (3.5) 4 (2.0) 199 (100.0) 
元 116 (45.5) 93 (36.5) 28 (11.0) 9 (3.5) 6 (2.4) 3 (1.2) 255 (100.0) 
６ 124 (52.5) 70 (29.7) 27 (11.4) 8 (3.4) 2 (0.8) 5 (2.1) 236 (100.0) 
11 100 (47.8) 79 (37.8) 16 (7.7) 5 (2.4) 3 (1.4) 6 (2.9) 209 (100.0) 
16 98 (47.8) 66 (32.2) 19 (9.3) 9 (4.4) 7 (3.4) 6 (2.9) 205 (100.0) 
21 72 (47.1) 44 (28.7) 14 (9.2) 15 (9.8) 5 (3.2) 3 (2.0) 153 (100.0) 
25 50 (61.7) 20 (24.7) 5 (6.2) 4 (5.0) 1 (1.2) 1 (1.2) 81 (100.0) 
26 46 (68.6) 17 (25.4) 2 (3.0) 1 (1.5) - (-) 1 (1.5) 67 (100.0) 
27 63 (68.6) 13 (25.4) 8 (3.0) 1 (1.5) - (-) - (-) 85 (100.0) 

 28 101 (80.8) 14 (11.2) 6 (4.8) 2 (1.6) 1 (0.8) 1 (0.8) 125 (100.0) 
 29 107 (80.5) 15 (11.3) 4 (3.0) 2 (1.5) 4 (3.0) 1 (0.7) 133 (100.0) 

聴

覚

障

害 

54 - (-) 32 (71.1) 8 (17.8) 1 (2.2) - (-) 4 (8.9) 45 (100.0) 
59 9 (7.7) 86 (73.5) 10 (8.5) 8 (6.8) - (-) 4 (3.4) 117 (100.0) 
元 4 (5.7) 51 (72.9) 6 (8.6) 4 (5.7) - (-) 5 (7.1) 70 (100.0) 
６ 3 (3.9) 61 (80.3) 11 (14.5) - (-)  - (-) 1 (1.3) 76 (100.0) 
11 5 (6.8) 56 (76.7) 9 (12.3) 2 (2.7) - (-) 1 (1.4) 73 (100.0) 
16 8 (14.5) 41 (74.5) 3 (5.5) 1 (1.8) - (-) 2 (3.6) 55 (100.0) 
21 3 (13.0) 16 (69.6) 3 (13.0) - (-) - (-) 1 (4.4) 23 (100.0) 
25 1 (14.3) 5 (71.4) 1 (14.3) - (-) - (-) - (-) 7 (100.0) 
26 1 (8.3) 10 (83.4) 1 (8.3) - (-) - (-) - (-) 12 (100.0) 
27 1 (9.1) 9 (81.8) 1 (9.1) - (-) - (-) - (-) 11 (100.0) 
28 1 (14.3) 5 (71.4) 1 (14.3) - (-) - (-) - (-) 7 (100.0) 
29 - (-) 10 (76.9) - (-) 1 (7.7) - (-) 2 (15.4) 13 (100.0) 

(注) 各年度取り扱い人員である。 
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等級別 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 計 

区分 年度 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

内

部

障

害 

56 - (-) - (-) 1 (100.0) - (-) - (-) - (-) 1 (100.0) 
４ 2 (66.7) - (-) 1 (33.3) - (-) - (-) - (-) 3 (100.0) 
５ 1 (50.0) - (-) 1 (50.0) - (-) - (-) - (-) 2 (100.0) 
６ 1 (100.0) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) 1 (100.0) 
11 2 (100.0) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) 2 (100.0) 
16 5 (83.3) - (-) 1 (16.7) - (-) - (-) - (-) 6 (100.0) 
21 6 (85.7) - (-) - (-) 1 (14.3) - (-) - (-) 7 (100.0) 
25 2 (50.0) - (-) - (-) 2 (50.0) - (-) - (-) 4 (100.0) 
26 2 (50.0) - (-) - (-) 2 (50.0) - (-) - (-) 4 (100.0) 
27 - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (100.0) 
28 - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) 
29 - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-)   

(注) 各年度取り扱い人員である。  
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（６）出身県別利用者数の推移                                （人） 

年 度 54 59 元 ６ 

課程 

 

 

都道府県 

理

療

教

育 

生

活

訓

練 

一

般

リ

ハ 

計 

理

療

教

育 

生

活

訓

練 

一

般

リ

ハ 

計 

理

療

教

育 

生

活

訓

練 

一

般

リ

ハ 

計 

理

療

教

育 

生

活

訓

練 

一

般

リ

ハ 

計 

１ 北海道 - - - - - 1 6 7 1 - 13 14 - - 12 12 

２ 青 森 1 - 2 3 - - 8 8 - - 4 4 1 - 11 12 

３ 岩 手 1 - 3 4 - - 10 10 - - 8 8 - 1 7 8 

４ 宮 城 - - 1 1 - - 5 5 - - 5 5 - - 5 5 

５ 秋 田 - - 3 3 1 1 3 5 - - 2 2 - - 2 2 

６ 山 形 - - - - - - 5 5 - - 4 4 - - 4 4 

７ 福 島 2 - 3 5 1 - 4 5 1 - 15 16 - - 15 15 

８ 茨 城 3 - 7 10 1 2 5 8 - - 13 13 1 1 16 18 

９ 栃 木 5 - 1 6 1 1 3 5 1 1 10 12 - 1 12 13 

10 群 馬 5 - 3 8 - 1 14 15 - - 7 7 1 - 10 11 

11 埼 玉 14 3 18 35 51 7 47 105 80 7 54 141 56 11 62 129 

12 千 葉 9 - 5 14 1 3 26 30 1 3 22 26 2 1 34 37 

13 東 京 115 2 37 154 91 7 63 161 65 12 59 136 69 9 68 146 

14 神奈川 14 - 3 17 20 1 5 26 31 1 9 41 22 1 10 33 

15 新 潟 3 - 20 23 - 1 38 39 1 - 27 28 - - 20 20 

16 富 山 - - 1 1 - - 3 3 - - - - - - 4 4 

17 石 川 - - 1 1 - - 3 3 - - 2 2 - - 1 1 

18 福 井 - - - - - - 1 1 - - 3 3 - - 1 1 

19 山 梨 - - 1 1 1 - 1 2 2 - 5 7 - 2 2 4 

20 長 野 3 - 1 4 - - 7 7 4 1 7 12 2 - 11 13 

21 岐 阜 - - 2 2 - - 2 2 1 - - 1 - - 1 1 

22 静 岡 14 - 5 19 4 1 10 15 7 - 14 21 6 - 9 15 

23 愛 知 - - - - 1 1 7 9 - - 7 7 - - 2 2 

24 三 重 - - 1 1 - - 1 1 - - 5 5 - - 2 2 

25 滋 賀 1 - - 1 - - - - - - - - - - - - 

26 京 都 - - - - - - 4 4 - - 3 3 - - 1 1 

27 大 阪 - - - - - 1 1 2 - - 2 2 - - 1 1 

28 兵 庫 - - 2 2 - - 5 5 - - 1 1 - 1 2 3 

29 奈 良 - - 1 1 - - 2 2 - - 2 2 - - 1 1 

30 和歌山 - - 1 1 - - 1 1 - - 1 1 - - - - 

31 鳥 取 - - - - - - - - - - - - - - - - 

32 島 根 - - - - - - 4 4 1 - 3 4 - - - - 

33 岡 山 - - - - - - 1 1 - - - - - - - - 

34 広 島 - - - - - 1 5 6 - - 1 1 - - 2 2 

35 山 口 - - - - - - - - - - 2 2 - - 1 1 

36 徳 島 - - - - - - 1 1 - - 3 3 - - - - 

37 香 川 - - - - - - - - - - - - - - 1 1 

38 愛 媛 - - - - - - 2 2 - - - - - - 2 2 

39 高 知 - - 2 2 - - 2 2 - - 2 2 - - - - 

40 福 岡 - - 1 1 - - 3 3 - - 3 3 - - 1 1 

41 佐 賀 - - - - - - 1 1 - - - - - 1 2 3 

42 長 崎 - - 1 1 2 - 4 6 - - 2 2 - - 1 1 

43 熊 本 - - 1 1 - 1 1 2 - - 4 4 - - 4 4 

44 大 分 - - 1 1 - - 3 3 - - 1 1 - - 2 2 

45 宮 崎 - - 1 1 - - 4 4 - - 4 4 - - 3 3 

46 鹿児島 - - 1 1 - - 14 14 - - 1 1 - - 2 2 

47 沖 縄 - - 2 2 - - 2 2 - 1 8 9 - - 2 2 

計 190 5 132 327 175 30 337 542 196 26 338 560 160 29 349 538 

 韓 国 - - - - - - - - - - - - - - - - 

 台 湾 - - - - - - - - - - - - - - - - 

（注）各年度取り扱い人員である。 



 

－ 351 － 

(人) 

年 度 11 16 21 25 

事業 

 

 

都道府県 

理

療

教

育 

生

活

訓

練 

一

般

リ

ハ 

計 

理

療

教

育 

生

活

訓

練 

一

般

リ

ハ 

計 

自

立

訓

練 

支 
 

援 

就

労

移

行 

（
養 

成
） 

就
労
移
行
支
援 

計 

自

立

訓

練 

支 
 

援 

就

労

移

行 

（
養 

成
） 

就
労
移
行
支
援 

計 

１ 北海道 - - 6 6 - - 6 6 - 4 - 4 1 1 - 2 

２ 青 森 - - 1 1 - 1 8 9 - 1 - 1 1 - - 1 

３ 岩 手 - 1 11 12 1 - 8 9 1 5 1 7 1 2 1 4 

４ 宮 城 - - 2 2 1 1 6 8 1 3 1 5 - 2 - 2 

５ 秋 田 - - 5 5 - - 8 8 1 2 1 4 1 2 - 3 

６ 山 形 2 - 3 5 - - 2 2 1 1 2 4 - 3 2 5 

７ 福 島 2 1 11 14 1 - 10 11 - 4 1 5 1 3 4 8 

８ 茨 城 3 1 18 22 1 - 14 15 5 8 1 14 3 4 2 9 

９ 栃 木 - 1 14 15 - 1 12 13 1 5 1 7 5 3 2 10 

10 群 馬 - - 11 11 - - 10 10 7 5 3 15 3 2 2 7 

11 埼 玉 79 9 64 152 55 12 55 122 24 32 23 79 34 31 17 82 

12 千 葉 1 1 19 21 3 1 27 31 7 10 4 21 6 4 8 18 

13 東 京 62 7 50 119 51 10 45 106 29 49 26 104 20 12 31 63 

14 神奈川 24 2 13 39 14 - 10 24 - 2 6 8 5 6 4 15 

15 新 潟 1 - 12 13 2 1 17 20 3 6 1 10 1 5 1 7 

16 富 山 - - 2 2 - - 2 2 - 1 - 1 - 2 - 2 

17 石 川 - - 2 2 - - - - - 1 - 1 - - - - 

18 福 井 - - - - - - 1 1 - - - - - - - - 

19 山 梨 - - 1 1 2 - 4 6 1 - - 1 1 2 1 4 

20 長 野 2 - 5 7 2 1 5 8 1 2 2 5 - 2 2 4 

21 岐 阜 - 1 4 5 - - 1 1 1 1 - 2 - 1 - 1 

22 静 岡 1 - 11 12 7 2 7 16 1 5 6 12 2 3 6 11 

23 愛 知 - 1 2 3 - - 1 1 2 1 - 3 - 1 1 2 

24 三 重 1 - - 1 - - 2 2 - - - - - - - - 

25 滋 賀 - - - - - - 1 1 - - - - - - - - 

26 京 都 - - 2 2 - - 2 2 - 1 - 1 - - 1 1 

27 大 阪 1 - 2 3 - - 1 1 - 2 - 2 - 2 - 2 

28 兵 庫 - - 1 1 - - - - - - - - 1 - 1 2 

29 奈 良 - - - - - - - - - - - - - 1 - 1 

30 和歌山 - - 1 1 - - - - - - - - - - - - 

31 鳥 取 - - - - - - 2 2 - - - - 1 - - 1 

32 島 根 - - - - - - 2 2 - - - - - - - - 

33 岡 山 - - - - - - 2 2 - - - - - - - - 

34 広 島 - - 2 2 - - 1 1 - 2 - 2 - 1 - 1 

35 山 口 - - 2 2 - - - - - - - - - - - - 

36 徳 島 - - - - - - 2 2 - - - - - - - - 

37 香 川 - - - - 1 - - 1 - - - - - - - - 

38 愛 媛 - - 5 5 - - - - - - - - - - - - 

39 高 知 - - 2 2 - - - - - - - - - 1 - 1 

40 福 岡 - - 7 7 - - - - - 2 - 2 - 2 - 2 

41 佐 賀 - - - - - - - - - - - - - - - - 

42 長 崎 - - 3 3 - - - - - 2 - 2 - - - - 

43 熊 本 - - 1 1 - - - - - - 1 1 - - - - 

44 大 分 - - 2 2 - - - - - 1 - 1 - - - - 

45 宮 崎 - - 1 1 - - - - - - - - - 2 - 2 

46 鹿児島 - - 4 4 - 1 - 1 - - 1 1 - 1 - 1 

47 沖 縄 - - 4 4 - - - - - 1 2 3 - - 1 1 

 計 179 25 306 510 141 31 274 446 86 159 83 328 87 101 87 275 

 韓 国 - - - - - - - - - - - - - - - - 

 台 湾 - - - - - - - - - - - - - - - - 

（注）１ 平成18年10月から新事業形態となった。 

（注）２ 各年度取り扱い人員である。 
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(人) 

年 度 26 27 28 29 

事業 
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成
） 
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移
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計 

１ 北海道 1 4 1 6 - 5 1 6 - 5 1 6 1 2 - 3 

２ 青 森 - - 1 1 - 1 - 1 - 1 - 1 - 2 - 2 

３ 岩 手 - 1 - 1 1 2 - 3 2 4 - 6 1 3 - 4 

４ 宮 城 1 2 - 3 2 2 - 4 4 1 - 5 4 3 - 7 

５ 秋 田 1 - - 1 2 1 - 3 4 - - 4 2 - - 2 

６ 山 形 - 3 2 5 3 2 1 6 1 2 1 4 - 3 - 3 

７ 福 島 2 1 4 7 5 3 6 14 2 7 3 12 1 3 3 7 

８ 茨 城 3 9 1 13 5 5 - 10 5 3 - 8 6 1 1 8 

９ 栃 木 7 5 1 13 3 1 - 4 8 7 - 15 8 6 1 15 

10 群 馬 - 4 2 6  1 4 2 7 1 4 2 7 4 4 - 8 

11 埼 玉 49 41 24 114 44 50 26 120 43 53 31 127 67 45 19 131 

12 千 葉 6 3 8 17 4 3 6 13 6 6 4 16 9 10 4 23 

13 東 京 28 13 21 62 31 25 11 67 36 33 10 79 34 24 16 74 

14 神奈川 1 3 5 9 5 1 3 9 9 9 4 22 6 13 3 22 

15 新 潟 1 4 3 8 3 2 3 8 4 6 2 12 2 3 - 5 

16 富 山 - - - - 1 1 - 2 1 1 - 2 1 1 - 2 

17 石 川 - - - - - 3 - 3 - 1 - 1 - - - - 

18 福 井 1 1 - 2 2 - - 2 2 - 1 3 2 - 1 3 

19 山 梨 1 - - 1 - - - - 3 3 - 6 1 2 1 4 

20 長 野 - 1 2 3 2 4 2 8 3 2 2 7 3 1 1 5 

21 岐 阜 1 1 - 2 1 - - 1 2 1 - 3 2 1 - 3 

22 静 岡 - 4 5 9 3 6 3 12 9 6 2 17 9 4 4 17 

23 愛 知 - - 1 1 2 1 1 4 2 1 - 3 5 2 - 7 

24 三 重 - - - - - - - - - - - - 2 - - 2 

25 滋 賀 - - - - - - - - - - - - - - - - 

26 京 都 - - 1 1 - - 1 1 - - 1 1 - - - - 

27 大 阪 - - - - - 1 - 1 - - 1 1 1 - - 1 

28 兵 庫 - - 1 1 - - 1 1 - - - - - - 2 2 

29 奈 良 - 1 - 1 - - - - - - - - - - - - 

30 和歌山 - - - - - - - - - - - - - - - - 

31 鳥 取 - - - - - - - - - - - - - - - - 

32 島 根 - - - - - - - - - - - - - - - - 

33 岡 山 - - - - 1 - - 1 - - - - 1 1 - 2 

34 広 島 1 - - 1 - - - - - - - - 1 - - 1 

35 山 口 - 1 - 1 - - - - - - - - - - - - 

36 徳 島 - - - - - - - - - - - - - - - - 

37 香 川 - - - - - - - - - - - - - - - - 

38 愛 媛 - - - - - - - - - - - - - - - - 

39 高 知 - - - - - - - - - - - - - - - - 

40 福 岡 - 1 - 1 - - - - - - - - - - 1 1 

41 佐 賀 - - - - - - - - - - - - - - - - 

42 長 崎 - - - - - - - - - 1 - 1 - - - - 

43 熊 本 - - - - - - - - - - - - - 1 - 1 

44 大 分 - - - - - - - - - - - - - 1 - 1 

45 宮 崎 - - - - - - - - - - - - - - - - 

46 鹿児島 1 1 - 2 - - - - - - - - - - - - 

47 沖 縄 - - 1 1 - - - - - 1 - 1 - - - - 

 計 105 104 84 293 121 123 67 311 147 158 65 370 173 136 57 366 

 韓 国 - - - - - - - - - - - - - - - - 

 台 湾 - - - - - - - - - - - - - - - - 

（注）各年度取り扱い人員である。 
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３ 病院の状況  

（１）入院・外来患者数の推移                               （件） 

区分    年度 昭和 54 59 平成元 ６ 11 16 21 25 

入院患者・延数  318 26,252 32,174 44,189 57,019 52,765 36,793 20,021 

入院患者一日平均  - 71.9 88.1 121.1 155.8 144.6 100.8 54.8 

外来患者・延数  6,575 48,610 56,277 56,208 59,302 48,457 35,575 35,586 

外来患者一日平均  - - - 246.1 244.0 200.2 147.7 154.0 
 

区分    年度 26 27 28 29     
入院患者・延数  24,647 24,447 26,067 26,267     

入院患者一日平均  67.5 66.8 71.5 71.9     

外来患者・延数  36,727 38,487 37,661 36,224     

外来患者一日平均  150.7 158.6 154.0 145.6     

注：「-」は年間診療日数が不明のため算出できず。 

 

（２）機能回復訓練件数の推移                              （件） 

区分    年度 昭和 54 59 平成元 ６ 11 16 21 25 

理 学 療 法  38,575 36,189 49,334 49,523 65,752 36,793 32,825 

作 業 療 法 - 26,634 36,479 30,907 29,612 39,236 33,203 21,343 

言語療法（聴能・言語） 1,955 12,433 9,777 12,411 17,122 20,599 16,306 19,265 

視 能 訓 練 - - - 1,999 2,190 2,006 3,992 4,358 

リ ハ 体 育 - 8,765 9,169 10,458 11,202 15,986 30,760 39,220 

計 1,955 86,407 91,614 105,109 109,649 143,579 121,054 116,966 
 

区分    年度 26 27 28 29     

理 学 療 法 37,238 35,689 34,840 31,189     

作 業 療 法 25,502 24,012 25,475 24,918     

言語療法（聴能・言語） 17,914 20,033 20,671 21,103     

視 能 訓 練 4,743 4,702 5,262 5,107     

リ ハ 体 育 32,298 33,676 40,638 37,341     

計 117,693 118,112 126,886 119,658     

注：理学療法、作業療法、視能訓練の「-」部分はデータなし。 

 

（３）臨床検査件数の推移                                                                （件） 

区分    年度 昭和 54 59 平成元 ６ 11 16 21 25 

病理・細菌・理化学検査  66,955 97,224 133,217 198,704 199,813 119,151 133,767 

機 能 検 査  954 1,527 2,152 3,144 3,225 1,723 1,539 

計  67,909 98,751 135,369 201,848 203,038 120,874 135,444 
 

区分    年度 26 27 28 29     

病理・細菌・理化学検査 139,793 118,806 127,872 153,102     

機 能 検 査 1,686 1,597 1,705 1,620     

計 141,479 120,403 129,577 154,722     

注：昭和 54年は実施なし。 
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（４）放射線照射件数の推移                                （件） 

区分    年度 昭和 54 59 平成元 ６ 11 16 21 25 

透 視  62 274 49 42 199 66 68 

直 接  9,750 16,027 16,693 18,410 13,527 9,059 8,912 

Ｃ Ｔ  559 4,712 13,116 15,607 18,847 11,729 23,156 

Ｍ Ｒ  - 3,450 34,062 40,677 48,844 39,248 25,653 

核 医 学  - 18 - - - - - 

間 接 撮 影  - 450 - - - - - 

計  10,371 24,931 63,920 74,736 81,417 60,102 57,789 
 

区分    年度 26 27 28 29     

透 視 150 104 59 1,989     

直 接 8,539 8,385 8,224 56     

Ｃ Ｔ 24,812 38,038 46,258 193     

Ｍ Ｒ 48,602 52,510 53,725 307     

核 医 学 -    -    - 506           

間 接 撮 影 - - - 901     

計 82,103 99,037 108,266 3,952     

 注：昭和 54年は実施なし。 

（５）手術件数の推移                                   （件） 

区分    年度 昭和 54 59 平成元 ６ 11 16 21 25 

手 術 延 件 数  242 352 356 436 360 138 138 
 

区分    年度 26 27 28 29     

手 術 延 件 数 142 21 8 16     

注：昭和 54年は実施なし。 

（６）給食延数の推移                                   （食） 

区分    年度 昭和 54 59 平成元 ６ 11 16 21 25 

一 般 食  16,543 57,889 83,131 111,863 74,246 40,480 31,293 

特 別 食  55,986 29,014 35,990 45,100 70,479 60,029 22,245 

計  72,529 86,903 119,121 156,963 144,725 100,509 53,538 
 

区分    年度 26 27 28 29     

一 般 食 38,091 32,352 44,519 39,870     

特 別 食 29,821 33,916 27,783 32,816     

計 67,912 66,268 72,302 72,686     

注：昭和 54年は実施なし 

（７）医療福祉相談、心理指導件数の推移                          （件） 

区分    年度 昭和 54 59 平成元 ６ 11 16 21 25 

医療福祉相談 - - 850 4,294 11,651 20,769 17,574 12,090 

心 理 指 導 - - 558 1,056 1,507 4,492 4,076 4,190 

計 - - 1,408 5,350 13,158 25,261 21,650 16,280 
 

区分    年度 26 27 28 29     

医療福祉相談 15,414 14,180 16,564 18,137     

心 理 指 導 3,745 5,033 4,911 4,381     

計 19,159 19,213 21,475 22,518     

注：昭和 54年～60年はデータなし。 
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４ 学院の状況 

（１）言語聴覚学科の推移 

① 応募状況                                      (人) 

年度 

 

区分 

46 54 59 元 6 11 16 21 25 26 27 28 29 30 

S46年度～ 

H30年度 

合計 

男 16 86 61 67 44 96 63 25 40 32 27 13 11 25 2,469 

女 35 148 177 224 293 544 241 77 103 83 63 49 41 58 8,962 

計 51 234 238 291 337 640 304 102 143 115 90 62 52 83 11,431 

倍率 2.55 11.70 7.93 9.70 11.23 21.33 10.13 3.40 4.77 3.83 3.00 2.06 1.73 2.77 － 

（注１）昭和 46年 4月、旧国立聴力言語障害センター附属聴能言語専門職員養成所として発足。昭和 54年 7月統廃合され、国立身体障者

リハビリテーションセンター学院の聴能言語専門職員養成課程として引継。 

（注２）年度は、入学年度。 

（注３）昭和 57年度入学定員を 20名から 30名に増員。 

（注４）平成 11年度、聴能言語専門職員養成課程を言語聴覚学科に改称。 

 

② 入学者数                                      (人) 

年度 

区分 
46 54 59 元 6 11 16 21 25 26 27 28 29 

S46年度～ 

H29年度合計 

男 6 11 6 5 6 4 6 3 4 3 3 4 2 257 

女 17 17 26 27 23 26 24 27 26 27 27 26 28 1,132 

計 23 28 32 32 29 30 30 30 30 30 30 30 30 1,389 

 

③ 卒業者数                                       (人) 

年度 
 

区分 
46 54 59 元 6 11 16 21 25 26 27 28 29 

S46年度～ 

H29年度合計 

男 5 11 6 5 4 3 3 4 5 4 3 0 4 244 

女 17 17 25 27 23 26 27 27 22 23 27 25 23 1,081 

計 22 28 31 32 27 29 30 31 27 27 30 25 27 1,325 

 

④ 就職状況                                      (人) 

年度 

区分 
46 54 59 元 ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

S46年度～ 

H29年度合計 

社
会
福
祉
関
係 

身 障 福 祉 施 設 3 1 6 2 2 1 - - - - - 2 - 117 

児 童 福 祉 施 設 6 7 6 7 5 8 5 2 2 3 - 3 - 197 

福 祉 セ ン タ ー - 1 2 - - - 1 - - - - 2 - 23 

行 政 機 関 等 4 4 2 - - - - - - - 5 1 1 127 

小計 13 13 16 9 7 9 6 2 2 3 5 8 1 464 

病 

院 

大 学 病 院 5 6 5 4 10 - 4 1 2 2 3 2 3 132 

一 般 病 院 4 9 9 18 8 18 20 24 21 22 20 15 21 657 

小計 9 15 14 22 18 18 24 25 23 24 23 16 24 788 

学 校 等 - - - - - 1 2 - 1 - 2 - 1 21 

そ の 他 - - 1 1 2 1 - 1 1 - - - 1 51 

計 22 28 31 32 27 29 30 31 27 27 30 25 27 1,325 

 

⑤ 言語聴覚士国家試験結果                                (人) 

試験回数 

(年度) 

区分 

第１回 

（H10） 

第６回 

（H15） 

第７回 

（H16） 

第 12回 

（H21） 

第 16回 

（H25） 

第 17回 

（H26） 

第 18回 

（H27） 

第 19回 

（H28） 

第 20回 

（H29） 

H10年度～ 

H29年度 

合計 

受験者数 30 27 30 31 27 27 30 25 27 571 

合格者数 30 27 25 31 27 27 30 25 27 565 

合 格 率 100.0% 100.0% 83.3% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% － 

（注）受験者数及び合格者数は、在学生。不合格であった 6人は卒業後 5人合格。  
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（２）義肢装具学科の推移 

① 応募状況                                      （人） 

年度 

区分 
57 59 元 ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 30 

S57年度～ 

H30年度合計 

男 34 26 18 43 111 99 48 28 29 21 26 16 14 1,897 

女 - - - 24 55 69 30 15 21 17 14 13 9 1,029 

計 34 26 18 67 166 168 78 43 50 38 40 29 23 2,926 

倍率 3.40 2.60 1.80 6.70 16.60 16.80 7.80 4.30 5.00 3.80 4.00 2.90 2.3 － 

（注１）年度は、入学年度。 

（注２）平成 11年 4月、義肢装具専門職員養成課程を義肢装具学科に改称。 
 

② 入学者数                                     (人) 

年度 

区分 57 59 元 ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 
S57年度～ 

H29年度合計 

男 12 12 10 9 8 5 5 2  6  3 3 5 268 

女 - - - 3 4 5 5 8 4  7 7 5 118 

計 12 12 10 12 12 10 10 10 10  10 10 10 386 

 

③ 卒業者数                                      (人) 

年度 
 

区分 
57 59 元 ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

S57年度～ 

H29年度合計 

男 - 12 7 8 10 5 4 3 5 3 3 0 219 

女 - - 1 5 2 5 4 3 1 2 3 6 80 

計 - 12 8 13 12 10 8 6 6 5 6 6 299 

 

④ 就職状況                                      （人） 

年度 

区分 
57 59 元 ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

S57年度～ 

H29年度合計 

義肢装具製作施設 （民間) - 6 6 8 7 9 8 5 6 5 6 5 225 

      〃        （公立) - - - 3 - - - - - - - - 15 

セ ン タ ー（研究所) - 2 1 - 1 - - - - - - - 11 

       〃        （学院) - 1 1 1 1 - - - - - - - 19 

病           院 - - - - - - - - - - - 1 1 

義 肢 装 具 士 養 成 校 

( 教 官 ・ セ ン タ ー 以 外 ) 
- - - - 1 - - - - - - - 6 

職 業 訓 練 校 （教官) - 1 - - - - - - - - - - 3 

進 学（大学) - 1 - 1 - - - - - - - - 4 

留         学 - 1 - - 2 - - - - - - - 4 

そ  の  他 - - - - - 1 - 1 - - - - 17 

計 - 12 8 13 12 10 8 6 6 5 6 6 305 

 

⑤ 義肢装具士国家試験結果                              （人） 
試験回数 

(年度) 

区分 

第１回 

S62 

第３回 

H元 

第８回 

H６ 

第 13回 

H11 

第 18回 

H16 

第 23回 

H21 

第 27回 

H25 

第 28回 

H26 

第 29回 

H27 

第 30回 

H28 

第 31回 

H29 

S62年度～ 

H29年度合計 

受験者数 41 8 13 12 10 8 6 6 5 6 6 307 

合格者数 41 8 13 12 10 8 6 6 5 6 6 307 

合 格 率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% － 

（注）受験者数及び合格者数は、第１回（S62）は既卒者 31名を含み、その他は在学生。不合格であった

２人は卒業後全員合格。 
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（３）視覚障害学科の推移 

① 応募状況                                     （人） 

年度 

区分 
２ ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 30 

H２年度～ 

H30年度合計 

男 3 17 15 11 1 5 3 3 1 1 1 205 

女 6 26 34 20 3 4 2 0 1 1 1 420 

計 9 43 49 31 4 9 5 3 2 2 2 625 

倍率 0.45 2.15 2.45 1.55 0.20 0.45 0.25 0.25 0.10 0.10 0.10 － 

（注１）平成11年4月より、視覚障害生活訓練専門職員養成課程から視覚障害学科に改称した。 

（注２）応募状況の年度については、入学年度である。 

 

② 入学者数                                     （人） 

年度 

区分 
２ ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

H２年度～ 

H29年度合計 

男 1 2 4 4 1 2 3 1 0 0 76 

女 6 7 9 13 3 3 1 0 1 1 172 

計 7 9 13 17 4 5 4 1 1 1 248 

 

③ 卒業者数                                     （人） 

年度 

区分 
２ ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

H２年度～ 

H29年度合計 

男 - 2 - 5 - 1 1 3 0 1 62 

女 5 7 - 6 3 3 3 1 0 1 153 

計 5 9 - 11 3 4 4 4 0 2 215 

(注) 平成 11年 4月、修業年限が 1年から 2年になったため、平成 11年度の卒業生は存在しない。 
 

④ 就職状況                                     （人） 

年度 

区分 
２ ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

H２年度～ 

H29年度合計 

身体障害者福祉施設 4 5 - 5 2 2 2 3 - 1 109 

セ ン タ ー 1 - - - - - - - - 1 6 

盲 学 校 - 1 - 1 - - - - - - 10 

センター（研修生 ) - 1 - - - - - - - - 7 

関 係 団 体 - - - 1 - - - - - - 21 

病 院 - - - 2 - 1 - 1 - - 19 

そ の 他 - 2 - 2 1 1 2 - - - 43 

計 5 9 - 11 3 4 4 4 0 2 215 
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（４）手話通訳学科の推移 

① 応募状況                                     （人） 

年度 

区分 
２ ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 30 

H２年度～ 

H30年度合計 

男 5 13 15 10 4 5 5 6  (4)9  1 6 224 

女 17 71 66 33 35 11 14 9 (11)16 11 12 1,195 

計 22 84 81 43 39 16 19 15 (15)25 12 18 1,419 

倍率 2.20 8.40 8.10 1.43 1.30 0.53 0.63 0.50 0.83 0.40 0.60 － 

（注１）平成11年4月、手話通訳専門職員養成課程を手話通訳学科に改称。 

（注２）年度は、入学年度。 

（注３）平成 13年 4月、修業年限 1年から 2年、入学定員 10名から 15名に、平成 15年 4月、入学定員を 15名から 30名に増員。 

（注４）平成 28年度先行入試（社会人枠）を（  ）再掲。 

 

② 入学者数                                     （人） 

年度 

区分 
２ ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

H２年度～ 

H29年度合計 

男 2 3 5 4 1 3 3 3 2 0 74 

女 10 11 10 24 12 8 9 4 10 6 352 

計 12 14 15 28 13 11 12 7 12 6 426 

 

③ 卒業者数                                     （人） 

年度 

区分 
２ ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

H２年度～ 

H29年度合計 

男 2 3 4 3 2 2 1 1 2 2 61 

女 9 8 10 27 10 7 6 8 5 7 303 

計 11 11 14 30 12 9 7 9 7 9 364 

 

④ 就職状況                                     （人） 

年度 

区分 
２ ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

H２年度～ 

H29年度合計 

身体障害者福祉施設等 3 3 4 5 1 2 1 4 - 1 62 

センター（研修生 ) 4 5 - 3 1 1 - 2 3 2 83 

官 公 庁 等 - - 1 2 3 3 2 - - 1 42 

一 般 企 業 2 2 2 6 1 1 2 2 - - 58 

進 学 1 1 - - - - -    - - - 6 

ろ う 学 校 - - 1 - 1 - - - - - 3 

そ の 他 1 - 6 14 5 2 2 1 4 5 110 

計 11 11 14 30 12 9 7 9 7 9 364 

 

⑤ 手話通訳技能認定試験結果                             （人） 

年度 

区分 
２ ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

H２年度～ 

H29年度合計 

卒業者数 11  11  14  30  12  9 7 9 7 9 364 

合格者数 
(3) (4) (7) (15) (5) (2) (2) (3) (2) (0)  

5  5  7  16  11  7 2 4 4 1 206 

合 格 率 45.5% 45.5% 50.0% 53.3% 91.7% 77.8% 28.6% 44.4% 57.1% 11.1% －  

（注１）合格者数欄（ ）は入学前または卒業後の合格者数で受験年度ではなく卒業年度で計上（内数） 
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（５）リハビリテーション体育学科の推移 

① 応募状況                                     （人） 

年度 

区分 
３ ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 30 

H３年度～ 

H30年度合計 

男 4 9 11 4 2 1 4 4 4 1 0 136 

女 3 9 15 6 1 1 - 2 1 2 1 152 

計 7 18 26 10 3 2 4 6 5 3 1 288 

倍率 0.35 0.90 1.30 0.50 0.15 0.10 0.20 0.30 0.25 0.15 0.05 － 

（注）平成 11年 4月、リハビリテーション体育専門職員養成課程をリハビリテーション体育学科に改称。年度は、入学年度。 

 

② 入学者数                                      （人） 

年度 

区分 
３ ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

H３年度～ 

H29年度合計 

男 3 3 6 2 2 1 2 4 4 1 84 

女 2 5 6 2 1 1 - 1 1 2 96 

計 5 8 12 4 3 2 2 5 5 3 180 

 

③ 卒業者数                                     （人） 

年度 

区分 
３ ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

H３年度～ 

H29年度合計 

男 - 7 2 4 3 1 1 2 4 4 74 

女 - 7 5 5 - 1 1 0 1 1 81 

計 - 14 7 9 3 2 2 2 5 5 155 

 

④ 就職状況                                     （人） 

年度 

区分 
３ ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

H２年度～ 

H29年度合計 

障 害 者 等 福 祉 施 設 - 4 6 5 2 - 1 2 3 4 80 

国 立 更 生 援 護 施 設 - - - - - - - - - - 2 

病 院 - 4 - - - 1 1 - - - 20 

セ  ン タ  ー（助手 ) - - - - 1 - - - 2 - 5 

進 学 - - - - - - - - - - 2 

そ の 他 - 6 1 4 - 1 - - - 1 46 

計 - 14 7 9 3 2 2 2 5 5 155 
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（６）児童指導員科の推移 

① 応募状況                                    （人） 

年度 

区分 
39 49 54 59 元 ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 30 

児童指 

導員科 

男 

19 

46 168 92 41 37 77 15 6 5 1 5 3 5 4 

女 41 109 50 26 42 91 28 11 10 3 11 2 11 2 

小計 87 277 142 67 79 168 43 17 15 4 16 5 16 6 

保育士 

専修科 

男 

7 

- - - 2 2 3 1 - - - - - - - 

女 29 45 22 12 26 21 6 - - - - - - - 

小計 29 45 22 14 28 24 7 - - - - - - - 

合計 26 116 322 164 81 107 192 50 19 17 15 4 16 5 6 

倍率 1.30 2.90 8.05 4.10 2.03 2.68 4.80 1.25 0.48 0.43 0.38 0.10 0.40 0.13 0.15 
 

（注１）昭和38年10月、国立秩父学園附属保護指導職員養成所養成部（児童指導員科及び保母専修科）が発足し、昭和39年4月より養成開

始。平成24年4月、秩父学園附属保護指導職員養成所養成部は統廃合され、センター学院児童指導員科として引継。 

（注２）年度は、入学年度。 

（注３）昭和 48年度入学定員を 20名から 40名に増員。 

（注４）平成 11年度より保母専修科から保育士専修科に改称。 

（注５）平成 24年 4月の同養成部統廃合に伴い、保育士専修科は児童指導員科に統合。 

 

年度 

区分 

S39年度～ 

H30年度合計 
             

児童指 

導員科 

男 2,525              

女 2,021              

小計 4,546              

保育士 

専修科 

男 36              

女 898              

小計 934              

合計 5,480              

倍率               

 

② 入学者数                                    （人） 

年度 

区分 
39 49 54 59 元 ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

児童指 

導員科 

男 

8 

18 18 17 15 9 10 4 3 2 1 1 1 1 

女 9 11 13 11 16 18 16 6 7 2 9 2 1 

小計 27 29 30 26 25 28 20 9 9 3 10 3 2 

保育士 

専修科 

男 

6 

- - - 2 1 - 1 - - - - - - 

女 9 6 5 4 8 3 1 - - - - - - 

小計 9 6 5 6 9 3 2 - - - - - - 

合計 14 36 35 35 32 34 31 22 14 9 9 3 10 2 

 

年度 

区分 

S39年度～ 

H29年度合計 
             

児童指 

導員科 

男 533              

女 540              

小計 1,073              

保育士 

専修科 

男 14              

女 253              

小計 267              

合計 1,340              
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③ 卒業者数                                    （人） 

年度 

区分 
39 49 54 59 元 ６ 11 16 21 25 26 27 28 28 

児童指 

導員科 

男 

7 

18 16 16 14 9 10 4 6 3 2 1 1 1 

女 6 13 12 11 16 18 16 6 6 7 1 9 1 

小計 24 29 28 25 25 28 20 12 9 9 2 10 2 

保育士 

専修科 

男 

6 

- - - 2 1 - 1 - - - - - - 

女 8 6 5 4 8 3 1 2 - - - - - 

小計 8 6 5 6 9 3 2 2 - - - - - 

合計 13 32 35 33 31 34 31 22 14 11 9 9 2 2 
 

年度 

区分 

S39年度～ 

H29年度合計             

児童指 

導員科 

男 524             

女 533             

小計 1,057             

保育士 

専修科 

男 14             

女 253             

小計 267             

合計 1,324             

 

④ 就職状況                                    （人） 

年度 

区分 
39 49 54 59 元 ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

知的障

害児・

者施設 

公立 7 18 16 16 14 9 10 4 - - - 1 - 1 

私立  6 13 12 11 16 18 16 3 3 1 2 1 - 

計  24 29 28 25 25 28 20 3 3 1 3 1 1 

その他の 

福祉施設 
 8 6 5 4 8 3 1 2 1 3 - 1 1 

そ の 他  8 6 5 6 9 3 2 2 5 3 1 6 - 

合計 13 32 35 33 31 34 31 22 14 9 9 2 10 2 
 

年度 

区分 

S39年度～ 

H29年度合計 
            

知的障

害児・

者施設 

公立 323             

私立 567             

計 890             

その他の 

福祉施設 
131             

そ の 他 301             

合計 1,322             
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（７）障害者福祉関係職員実務研修の実施状況                    （平成 29年度末現在） 

研 修 会 名 
研修 

日数 

開 催 

開始年 
受講者数 備     考 

１ 義肢装具等適合判定医師研修会 ６ 
S54 
(S48) 

6,692 
(  311) 

S58年｢補装具適合判定医師研修会｣から名称変更し引継 

H1年に前期５日間・後期４日間の２回実施を５日間の１回実

施に変更 

H23年に前期３日間・後期３日間の実施に変更 

２ 理 学 療 法 士 研 修 会 ３ 
S55 
(S39) 

799 
(  404) 旧センターでの合同開催(584名) 

新センター以降後の合同開催（88名） 
３ 作 業 療 法 士 研 修 会 ３ 

S55 
(S38) 

942 
(  224) 

４ 義 肢 装 具 士 研 修 会 ３ 
S55 
(S37) 

479 
(  747) 

H4年｢補装具技術者研修会｣から名称変更し引継 

H26年休止 

５ 義肢装具士靴型装具専門職員研修会 10 H6 152 

H11年に前期５日間・後期５日間の２回実施へ変更 

H12年に基礎５日間・応用５日間の２回実施へ変更 

H18年に「靴型装具専門研修会」は名称変更し「製靴コース」

と「適合コース」を隔年で実施 

H22年に「義肢装具士研修会」に統合 

６ 電 動 義 手 研 修 会 ７ H8 26 H8年､H9年､H11年の３回実施。H12年休止 

７ 
視覚障害者用補装具適合判定医師 
研 修 会 

３ H3 1,183 

H7年｢眼鏡等適合判定医師研修会｣から名称変更し引継 

H23年は2回、H24年は3回実施、各々内１回は地方開催 

H28年は2回実施 

８ 視 覚 障 害 生 活 支 援 研 修 会 ２ S56 771 
H14年に｢視覚障害歩行訓練研修会｣から名称変更し引継 

H26年度に3日間から2日間へ変更 

９ 
盲ろう者向け通訳・介助員養成担当者

等研修会 
６ H9 396 

H25年に｢盲ろう者通訳ガイドヘルパー指導者研修会｣から名称

変更し引継 

H25年に５日間の実施に変更 

H28年度に「盲ろう者向け通訳・介助員指導者養成研修会」か

ら名称変更をし引継 

H28年度から「養成研修企画・立案コース」と「派遣コーディ

ネーターコース」の２コース別にして実施 

10 補 聴 器 適 合 判 定 医 師 研 修 会 ５ S58 3,004 

S63年「補聴器等適合判定医師研修会」から名称変更 

H23年に前期３日間・後期３日間の実施に変更 

H24年に前期２日間・後期３日間の実施に変更 

H26年から前期・後期実施から5日間実施に変更 

11 音声言語機能等判定医師研修会 ３ S60 820 
S63年に「補聴器等適合判定医師研修会(音声言語の部)」から

名称変更し引継 

12 言 語 聴 覚 士 研 修 会 ３ 
S55 
(S38) 

1,663 
(  568) 

H14年に｢聴覚言語専門職員研修会｣から名称変更し引継 

13 上 級 手 話 研 修 会 ５ H1 212 H8年休止 

14 手 話 通 訳 士 専 門 研 修 会 ３ H2 626  

15 リハビリテーション看護研修会 ３ S59 1,550 

H23年は脳卒中リハビリテーション看護認定看護師教育課程開

講のため未実施 

H25年に「医療・健康管理コース」を統合 

H29年に３日間の実施に変更 

16 リハビリテーション心理職研修会 ３ 
S54 
(S39) 

1,941 
(  613) 

H10年に｢心理・職能判定研修会｣から名称変更し、基礎５日

間・応用５日間の２回実施へ変更 

H23年から基礎と応用を１本化し実施 

17 
身体障害者更生相談所身体障害者 
福 祉 司 等 実 務 研 修 会 

２ S60 1,344 

H5年に｢更生相談所ケースワーカー等実務研修会｣から名称変

更し引継 

H27年に２日間の実施に変更 

18 福 祉 機 器 専 門 職 員 研 修 会 ４ H5 1,470  

19 身体障害者自動車運転指導者研修会 ５ 
S54 
(S48) 

550 
(  146) 

H15年廃止 

20 身体障害者スポーツ指導研修会 ６ 
S55 
(S46) 

483 
(  428) 

S60年休止 

21 
身 体 障 害 者 ス ポ ー ツ （ 種 別 ） 
指 導 者 研 修 会 

５ S58 283 H9年休止 

22 盲 人 野 球 競 技 審 判 研 修 会 ３ S56       9 S56年中止 

23 手 話 研 修 会 ５ 
S55 
(S47) 

350 
(  182) 

H3年休止 

24 
身体障害者福祉法第 15 条に規定する 
医 師 研 修 会 

１ H15 231 H22年休止 
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研 修 会 名 
研修 

日数 

開 催 

開始年 
受講者数 備     考 

25 更 生 相 談 所 長 等 研 修 会 ２ H15 442  

26 身体障害者補助犬訓練者研修会 ５ H15 270 

H16年に「介助犬トレーナー育成研修会」と「聴導犬訓練者研

修会」とを併せて実施 

H27年に「介助犬・聴導犬訓練者研修会」から名称変更 

27 高次脳機能障害支援事業関係職員研修会 ３ H15 2,650 
H16年に「高次脳機能障害支援モデル事業関係職員研修会」か

ら名称変更 

28 相談支援従事者指導者養成研修会 ３ H19 2,165  

29 サービス管理責任者等指導者養成研修会 ３ H19 2,691 H25年に｢サービス管理責任者指導者養成研修会｣より名称変更 

30 知 的 障 害 支 援 者 専 門 研 修 会 ３ S38 2,907 

H6年に「研修部」から名称変更 

H11年に「指導員・保母コース」から名称変更し引継 

H16年に研修期間１ヶ月から２週間に変更 

H21年に基本５日間・応用５日間の実施に変更 

H25年に「指導員・保育士コース」から名称変更し引継 

31 医 療 ・ 健 康 管 理 コ ー ス ５ H5 341 
H20年に「看護師コース」から名称変更し引継 

H25年に「リハビリテーション看護研修会」と統合し引継 

32 新 任 職 員 コ ー ス ５ H8 492 H24年の研修会見直しに伴い他研修へ振替 

33 
知 的 障 害 ・ 発 達 障 害 福 祉 関 係 

管 理 職 研 修 会 
３ H8 466 

H20年に「施設長コース」から名称変更し引継 

H25年に「施設運営管理コース」から名称変更し引継 

H29年廃止 

34 行 動 障 害 支 援 者 研 修 会 ３ H15 800 
H25年に「行動障害コース」から名称変更し引継 

H29年廃止 

35 自 閉 症 支 援 入 門 研 修 会 ３ H16 792 H25年に「自閉症入門コース」から名称変更し引継 

36 地 域 移 行 支 援 コ ー ス ３ H16 292 H24年の研修会見直しに伴い他研修へ振替 

37 自 閉 症 ト レ ー ニ ン グ セ ミ ナ ー ４ H17 321 H27年に「国リハ ASD支援者連携セミナー」に名称変更し引継 

38  国リハ A S D 支援者連携セミナー ３ H27  70 H27年に「自閉症トレーニングセミナー」から名称変更し引継 

39 自 閉 症 支 援 専 門 研 修 会 ２ H25 240 
H25年に「自閉症入門コース」「自閉症トレーニングセミ

ナー」を再編して振替 

40 発 達 障 害 支 援 者 研 修 会 ３ H25 222 
H25年に「指導員・保育士コース」「地域支援コース」から振

替 

41 
知的障害者更生相談所知的障害者 

福 祉 司 等 実 務 研 修 会 
３ H13 586  

42 発達障害者支援センター職員研修会 ５ H14 1,313 

H17年に「自閉症・発達障害支援センター職員研修会」から名

称変更し引継 

H26年までは年２回開催。H27年に年１回の開催とし、２回目

を「発達障害者地域支援マネージャー研修会（応用研修）」へ

振替 

43 発 達 相 談 支 援 員 研 修 会 ３ H17 1,044 

H23年に「発達障害関係職員研修会」から名称変更。年２回開

催。 

H26年に「発達障害就労移行支援者研修会」及び「発達障害者

地域支援マネージャー研修会」へ振替 

44 発達障害就労移行支援者研修会 ３ H26   244 H26年に「発達相談支援員研修会」の１回目から振替 

45 
発達障害者地域支援マネジャー 

研 修 会 
３ H26   33 H26年に「発達相談支援員研修会」の２回目から振替 

46 
発達障害者地域支援マネジャー 

研 修 会 （ 基 礎 研 修 ） 
３ H27   144 

H27年に基礎研修と応用研修に分かれ「発達障害地域支援マ

ネージャー研修会」を基礎研修に引継 

47 
発達障害者地域支援マネジャー 

研 修 会 （ 応 用 研 修 ） 
３ H27   85 

H27年に「発達障害者地域支援センター職員研修会」の２回目

から振替 

 
総    計  

 42,776 

(4,207) 

 

（注１）(  )内は旧センター分の開催開始年及び受講者数で、（ ）内受講者数は別掲。 

（注２）受講者総計には理学療法士研修会、作業療法士研修会の合同開催分を含む。 

（注３）受講者数は 1～29の研修会では昭和 37年度から平成 15年度まで修了者数を、平成 16年度以降は受講決定者数を

計上、30～47の研修会では昭和 38年度から平成 20年度まで修了者数を、平成 21年度以降は受講決定者数を計上。 
 



 

－ 364 － 

（８）障害者福祉関係職員実務研修の研修別受講者数の推移 

研 修 名            年度 54 59 元 ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

１ 補装具適合判定医師 

研 修 会 

（前 期） 63 - - - - - - - - - - - 

（後 期） 64 - - - - - - - - - - - 

義肢装具等適合判定

医 師 

研 修 会 

（前 期） 
- 67 

63 

- - - - - - - - - - 

（後 期） 
- 67 

63 

- - - - - - - - - - 

義肢装具等適合判定医師研修会 
- - 109 

104 

263 130 129 

114 

132 75 

76 

105 105 101 120 

２ 理 学 療 法 士 研 修 会 - 32 23 19 - 46 34 35 27 5 22 20 

３ 作 業 療 法 士 研 修 会 - 35 44 36 - 20 20 20 20 20 20 20 

４ 

補 装 具 技 術 者 研 修 会 

- 9 

10 

11 

- - - - -  

- 

- - - - 

義 肢 装 具 士 研 修 会 - - - 18 - 7 3 9 - 5 6 7 

５ 靴 型 装 具 専 門 職 員 研 修 会 - - - 10 - - - - - - - - 

靴型装具専門職員研修会 
（前 期） - - - - 7 - - - - - - - 

（後 期） - - - - 12 - - - - - - - 

靴型装具専門職員研修会 
（基 礎） - - - - - - - - - - - - 

（応 用） - - - - - - - - - - - - 

義肢装具士靴型装具専門 (製靴コース) - - - - - - - - - - - - 

職 員 研 修 会 (適合コース) - - - - - - - 7 - - - - 

６ 電 動 義 手 研 修 会 - - - - 6 - - - - - - - 

７ 眼 鏡 等 適 合 判 定 医 師 研 修 会 - - - 11 - - - - - - - - 

視 覚 障 害 者 用 補 装 具 適 合 判 定 

医 師 研 修 会 

- - - - 20 15 63 

33 

60 

22 52 

45 

61 

27 

54 

57 

50 

54 

64 

68 

８ 歩 行 訓 練 士 研 修 会 - 13 17 18 - - - - - - - - 

歩行訓練士研修会 
（ 前  期 ） - - - - - - - - - - - - 

（ 後  期 ） - - - - - - - - - - - - 

視 覚 障 害 歩 行 訓 練 研 修 会 - - - - 33 - - - - - - - 

視 覚 障 害 生 活 支 援 研 修 会 - - - - - 19 26 24 22 27 25 16 

９ 盲ろう者通訳ガイドヘルパー指導者研修会 - - - - 12 15 11 11 - - - - 

盲ろう者向け通訳・介助員指導者 

養 成 研 修 会 

- - - - - - - 

- 

- 10 

4 

11 

7 

- - 

盲ろう者向け通訳・介助員養成担当者 

等研修会（養成研修企画・立案コース） 
- - - - - - - - - - 9 8 

盲ろう者向け通訳・介助員養成担当者 

等研修会（派遣コーディネーターコース） 
- - - - - - - - - - 27 20 

10 
補 聴 器 等 適 合 判 定 医 師 研 修 会 

- 41 44 43 50 90 

99 

101 64 

70 

77 69 82 82 

補聴器等適合判定

医 師 研 修 会 

（補聴器の部） - - - - - - - - - - - - 

（音声・言語の部） - - - - - - - - - - - - 

11 音声言語機能等判定医師研修会 - - 35 17 21 32 31 9 22 15 23 9 

12 職 能 言 語 専 門 職 員 研 修 会 - 31 36 - - - - - - - - - 

言 語 聴 覚 士 研 修 会 - - - - - 118 107 62 53 57 69 50 

13 上 級 手 話 研 修 会 - - 56 35 - -  -  - - - 

14 手 話 通 訳 士 専 門 研 修 会 - - - 17 14 21 31 33 21 27 28 23 

15 リハビリテーション看護研修会 - 40 46 39 73 50 37 65 54 40 26 40 

16 心理・職能判定員 

研 修 会 

（基礎部会） - 20 32 37 - - - - - - - - 

（応用部会） 24 23 17 19 - - - - - - - - 

リハビリテーション

心 理 職 研 修 会 

（Ⅰ） - - - - 36 - - - - - - - 

（Ⅱ） - - - - 20 - - - - - - - 

リハビリテーション

心 理 職 研 修 会 

（ 基  礎 ） - - - - - - - 33 - - - - 

（ 応  用 ） - - - - - 30 28 35 20 32 27 30 

17 身体障害者更生相談所ケースワーカー

等 実 務 研 修 会 
- - 48 - - - - - - - - - 

身体障害者更生相談所身体障害者 

福 祉 司 等 実 務 研 修 会 
- - - 54 49 37 29 34 33 48 40 38 
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研 修 名            年度 54 59 元 ６ 11 16 21 25 26 27 28 29 

18 福 祉 機 器 専 門 職 員 研 修 会 - - - 62 104 55 49 54 51 40 26 39 

19 身体障害者自動車運転指導者研修会 21 20 34 28 7 - - - - - - - 

20 身体障害者スポーツ指導

者 研 修 会 

（前 期） 49 40 - - - - - - - - - - 

（後 期） 38 40 - - - - - - - - - - 

21 身体障害者スポーツ指導者研修会(種別) - 13 16 18 - - - - - - - - 

22 盲 人 野 球 競 技 審 判 研 修 会 - - - - - - - - - - - - 

23 手 話 研 修 会 33 32 32 - - - - - - - - - 

24 身体障害者福祉法第15条に規定する医師研修会 - - - - - 11 - 35 - - - - 

25 更 生 相 談 所 長 等 研 修 会 - - - - - 50 16 38 13 14 22 21 

26 介 助 犬 ・ 聴 導 犬 訓 練 者 研 修 会 - - - - - 23 9 24 11 - - - 

身体障害者補助犬訓練者研修会 - - - - - - - - - 10 13 11 

27 高次脳機能障害支援事業

関 係 職 員 研 修 会 

（短 期） - - - - - 187 197 181 198 164 183 185 

（一 般） - - - - -   

28 相談支援従事者指導者養成研修会 - - - - - - 196 186 205 208 208 208 

29 サービス管理責任者等指導者養成研修会 - - - - - - 261 247 261 268 276 289 

30 国立秩父学園附属保護指

導職員養成所研修部 

（春 期） 32 38 34 - - - - - - - - - 

（秋 期） 34 27 28 - - - - - - - - - 

指 導 員 ･ 保 母 コ ー ス 
（春 期） - - - 22 - - - - - - - - 

（秋 期） - - - 27 - - - - - - - - 

指導員・保育士コース 
（春 期） - - - - 26 - - 22 40 - - - 

（秋 期） - - - - 26 - - 24 35 - - - 

知 的 障 害 支 援 者 専 門 研 修 会 - - - - - - - - 40 46 41 45 

31 看 護 師 コ ー ス - - - 18 6 28 - - - - - - 

医 療 ・ 健 康 管 理 コ ー ス - - - - - - 25 15 - - - - 

32 新 任 職 員 コ ー ス - - - - 38 27 - 22 - - - - 

33 施 設 長 コ ー ス - - - - 11 12 - - - - - - 

施 設 運 営 管 理 コ ー ス - - - - - - 64 13 - - - - 

知的障害・発達障害福祉関係管理職研修会 - - - - - - - - 40 45 9 - 

34 行 動 障 害 コ ー ス - - - - - 43 58 74 - - - - 

行 動 障 害 支 援 者 研 修 会 - - - - - - - - 48 48 50 - 

35 自 閉 症 入 門 コ ー ス - - - - - 44 74 52 - - - - 

自 閉 症 支 援 入 門 研 修 会 - - - - - - - - 60 60 60 64 

36 地 域 移 行 支 援 コ ー ス - - - - - 20 36 48 - - - - 

37 自閉症トレーニング 

セ ミ ナ ー 

（第１回） - - - - - 20 20 20 20 - - - 

（第２回） - - - - - 20 20 20 20 - - - 

38 国リハＡＳＤ支援者連

携 セ ミ ナ ー 

（第１回） 

（第２回） 

- - - - - - - - - 10 12 12 

- - - - - - - - - 12 12 12 

39 自 閉 症 支 援 専 門 研 修 会 - - - - - - - - 48 48 48 48 

40 発 達 障 害 支 援 者 研 修 会 - - - - - - - - 43 51 44 40 

41 知的障害者更生相談所知的障害者 

福 祉 司 等 実 務 研 修 会 
- - - - - 33 24 29 32 34 30 28 

42 自閉症・発達障害支援

センター職員研修会 

（ 基 本 ） - - - - - - - - - - - - 

（ 専 門 ） - - - - - - - - - - - - 

発達障害者支援セン

タ ー 職 員 研 修 会 

（第１回） - - - - - 54 56 51 49 49 44 38 

（第２回） - - - - - 44 32 45 34 - - - 

43 
発達障害関係職員研修会 

（第１回） - - - - - - - 65 - - - - 

（第２回） - - - - - - - 56 - - - - 

発達相談支援員研修会 
（第１回） - - - - - 70 69 - - - - - 

（第２回） - - - - - 53 63 - - - - - 

44 発達障害就労移行支援者研修会 - - - - - - - - 89 48 47 60 

45 発達障害地域支援マネージャー研修会 - - - - - - - - 33 - - - 

46 発達障害地域支援マネジャー研修会 

（ 基  礎  研  修 ） 
- - - - - - - - - 43 44 57 

47 発達障害地域支援マネジャー研修会 

（ 応  用  研  修 ） 
- - - - - - - - - 20 27 38 

                計 358 735 755 811 701 1515 2034 1966 1921 1824 1805 1810 

(注１) 受講者数は 1～29の研修会では昭和 37年度から平成 15年度まで修了者数を、平成 16年度以降は受講決定者数を計

上、30～47の研修会では昭和 38年度から平成 20年度まで修了者数を、平成 21年度以降は受講決定者数を計上。 
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５ 補装具製作・修理件数の推移                              （件) 

項目 

年度 
54 59 元 ６ 11 16 21 24 25 26 27 28 29 

製 作 131 137 140 105 97 57 78 94 90 101 81 96 99 

修 理 105 161 130 153 141 72 97 91 120 217 110 128 108 

計 236 298 270 258 238 129 175 185 210 318 191 224 207 

 

６ 相談件数の推移                                    （件) 

項目 

年度 
54 59 元 ６ 11 16 21 24 25 26 27 28 29 

利 用 2,064 4,546 4,892 1,869 998 3,646 2,260 1,831 1,352 1,208 1,065 1,812 1,595 

医 療 651 1,302 888 70 20 71 19 49 15 18 9 9 11 

職 業 137 568 347 80 8 16 24 9 4 2 1 0 4 

生 活 37 390 331 48 2 29 12 6 4 1 3 1 1 

心 理 - - - - - 7 - 0 1 - 0 0 0 

その他 72 1,037 1,613 33 72 130 106 44 28 96 87 131 135 

計 2,961 7,843 8,071 2,100 1,100 3,899 2,421 1,939 1,404 1,325 1,165 1,953 1,746 

 

７ 見学者数の推移                                    (人) 

年度 

月別 
54 59 元 ６ 11 16 21 26 27 28 

国      

内 

医 療 関 係 608 2,429 2,772 2,210 1,474 2,357 2,227 1,919 1,694 1,739 

教 育 関 係 599 1,006 928 1,124 686 429 260 533 512 694 

社会福祉関係 1,435 1,453 1,074 1,776 1,315 1,637 1,505 923 788 1,025 

労 働 関 係 291 373 145 250 314 129 76 17  7 1 

障 害 者 403 426 81 96 19 (108) (76) (119) (83) (80) 

そ の 他 1,248 917 614 620 300 380 514 340 345 404 

小 計 4,584 6,604 5,614 6,076 4,108 4,932 4,582 3,732  3,346 3,863 

諸 外 国 31 261 117 148 181 
402 

(23) 

380 

(17) 

119 

(9) 

244 

(15) 

499 

(24) 

合  計 4,615 6,865 5,731 6,224 4,289 5,334 4,962 3,851 3,590 4,362 

（注）（ ）内は障害者の再掲 

年度 

月別 
29 累計総合計        

国      

内 

医 療 関 係 1,713 79,950        

教 育 関 係 664 32,421        

社会福祉関係 756 55,480        

労 働 関 係 0 6,146        

障 害 者 (80) 
5,535 

(2,216) 
       

そ の 他 238 23,055        

小 計 3,371 202,587        

諸 外 国 
242 

（13) 

10,860 

（393) 
       

合  計 3,613 213,447        

（注）（  ）内は障害者の再掲  
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（参考）外国人見学者の国名内訳                     昭和 54年度 ～ 平成 29年度 

アジア 

（36か国） 

（４地域） 

アフガニスタン、アラブ首長国連邦、イエメン、イスラエル、イラク、イラン、インド、インドネシア、

ウズベキスタン、カザフスタン、韓国、カンボジア、キルギス、サウジアラビア、シリア、シンガポール、

スリランカ、タイ、台湾、タジキスタン、中国、トルコ、ネパール、バーレーン、パキスタン、パレ

スチナ、バングラデシュ、フィリピン、ブータン、ブルネイ、ベトナム、香港、マカオ、マレーシア、

ミャンマー、モルディブ、モンゴル、ヨルダン、ラオス、レバノン 

欧米 

（32か国） 

アイルランド、アゼルバイジャン、アメリカ合衆国、イギリス、イタリア、オーストリア、オランダ、

カナダ、スイス、スウェーデン、スペイン、スロバキア、スロベニア、セルビア･モンテネグロ、ソビエト

連邦、チェコ、デンマーク、ドイツ、ノルウェー、ハンガリー、フランス、フィンランド、ブルガリア、

ベルギー、ポーランド、ポルトガル、マルタ、ボスニアヘルツェゴビナ、モルドバ、ラトビア、ルーマニ

ア、ロシア 

アフリカ 

(41か国) 

アルジェリア、アンゴラ、ウガンダ、エジプト、エチオピア、エリトリア、ガーナ、カーボベルデ、カメ

ルーン、ガンビア、ギニア、ケニア、コートジボアール、コンゴ民主共和国、ザンビア、シオラレオネ、

ジンバブエ、スーダン、スワジランド、セイシェル、セネガル、タンザニア、チュニジア、トーゴ、ナイ

ジェリア、ナミビア、ニジェール、ブルキナファソ、ベナン、ボツワナ、マダガスカル、マラウイ、マリ、

南アフリカ共和国、モザンビーク、モロッコ、モーリシャス、リビア、リベリア、ルワンダ、レソト 

中南米 

(32か国） 

アルゼンチン、アンティグア・バーブーダ、ウルグアイ、エクアドル、エルサルバドル、ガイアナ、

キューバ、グアテマラ、グレナダ、コスタリカ、コロンビア、ジャマイカ、スリナム、セントビンセント 

・グレナディーン諸島、セントルシア、チリ、ドミニカ、ドミニカ共和国、トリニダード・トバゴ、

ニカラグア、ハイチ、パナマ、バハマ、パラグアイ、バルバドス、ブラジル、ベネズエラ、ベリーズ、

ペルー、ボリビア、ホンジェラス、メキシコ 

大洋州 

（12か国） 

（２地域） 

オーストラリア、キリバス、サイパン、サモア、ソロモン諸島、ツバル、トンガ、ニュージーランド、

バヌアツ、パプアニューギニア、パラオ、フィジー、ポリネシア、ミクロネシア連邦 

（注）地域・国名は、見学年次の名称である。                 合計 153か国、６地域 

 

８ 研修生・実習生受入人数の推移（国内） 

年度 

区分 
54 59 元 ６ 11 16 21 23 24 25 26 27 28 29 

累計 

(Ｓ.54～ 

研修生 10 24 33 33 16 9 39 20 32 30 15 129 137 69 1,312 

実習生 2 32 62 65 112 174 400 478 733 137 257 153 158 227 6,938 

計 12 56 95 98 128 183 439 498 765 167 272 282 295 296 8,250 

※ 海外研修員受入人数の推移は第１編第６節表６－１を参照 

 

９ 倫理審査件数の推移 

年度 

項目 
14 19 24 25 26 27 28 29 

累計 

(Ｈ.14～Ｈ.29) 

審 査 件 数 46 91 165 158 207 184 197 174 1,995 

委員会開催回数 5 4 8 4 6 6 9 4 83 

審

査

結

果 

承 認 件 数 33 72 147 134 184 160 179 155 1,753 

条件付承認 2 16 10 18 16 14 15 17 163 

不 承 認 1 0 2 3 1 0 1 0 11 

非 該 当 10 3 6 3 6 10 2 2 68 
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10 利益相反管理件数の推移 

年度 

項目 
21 26 27 28 29 

累計 

(Ｈ.21～Ｈ.29) 

審 査 件 数 33 253 208 232 179 1,734 

委 員 会 開 催 回 数 1 4 4 4 4 33 

審査

結果 

承 認 件 数 33 253 208 232 179 1,734 

不 承 認 0 0 0 0 0 0 

 

11 業績発表会演題数の推移 

年度 

演題区分 
59 元 ６ 11 16 21 26 27 28 29 

累計 
(Ｓ.59～Ｈ.29) 

口 

頭 

発 

表 

肢 体 不 自 由 - - 4 5 10 11 5 13 8 10 267 

視 覚 障 害 - - 6 4 5 7 10 16 12 12 222 

聴 覚 ･ 言 語 障 害 - - 4 3 8 4 6 9 6 4 126 

全 障 害 - - 2 5 8 1 8 6 6 5 122 

高 次 脳 機 能 障 害 - - - 9 10 7 8 8 9 8 146 

発 達 ・ 知 的 障 害 - - - - - - 13 12 14 20 86 

そ の 他 - - 4 - 4 12 11 16 9 11 221 

ポ ス タ ー 発 表 - - - - 3 2 10 11 12 7 95 

合  計 24 63 20 26 48 44 71 91 76 77 1,698(注) 

（注）演題区分が明示されたのはＨ.5～ 
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第２章 建物配置図及び幹部職員名簿 

（１）建物配置図 
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（２）幹部職員名簿                                       平成 30年３月 31日現在 

総  長  飛 松 好 子 

管 理 部 

管 理 部 長 吉 田 正 則 

総 務 課 長 伊 沢 功 次 

会 計 課 長 朝  野  收  一 

医 事 管 理 課 長 丸  山  家 太 郎 

企 画 ･ 情 報 部 

企 画 ･ 情 報 部 長 堤  裕 俊 

企 画 課 長 西 村 陽 子 

情 報 シ ス テ ム 課 長 鈴 木  仁 

高次脳機能障害情報･支援センター長 深 津 玲 子 

発 達 障 害 情 報 ･ 支 援 セ ン タ ー 長 西 牧 謙 吾 

自 立 支 援 局 

自 立 支 援 局 長 飯  島    節 

総 合 相 談 支 援 部 長 石 渡 博 幸   

第 一 自 立 訓 練 部 長 三 浦 友 也 

第 二 自 立 訓 練 部 長 小 松 原  正  道 

理 療 教 育 ・ 就 労 支 援 部 長 野  口  愼 太 郎 

支 援 企 画 課 長 村 松 義 弘 

総 合 相 談 課 長 後 藤 幸 雄 

総 合 支 援 課 長 工 藤 裕 司 

医 務 課 長 前 野  崇 

視 覚 機 能 訓 練 課 長 白 浜  一 

生 活 訓 練 課 長 四 ノ 宮  美 惠 子 

肢 体 機 能 訓 練 課 長 渡 邉 雅 浩 

就 労 移 行 支 援 課 長 若 林 耕 司 

教 務 統 括 官 谷 口  勝 

理 療 教 育 課 長 島 村 明 盛 

病  院 

病 院 長 西 牧 謙 吾 

副 院 長 阿 久 根    徹 

第 一 診 療 部 長 大 熊 雄 祐 

第 二 診 療 部 長 清 水 朋 美 

第 三 診 療 部 長 森  浩 一 

リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 部 長 浦 上 裕 子 

臨 床 研 究 開 発 部 長 深  津  玲  子 

看 護 部 長 大 舘 千 歳 

障害者健康増進･運動医科学支援センター長 緒 方  徹 

 

研 究 所 

 

研 究 所 長 小 野 栄 一 

企 画 調 整 官 福 田 克 広 

脳 機 能 系 障 害 研 究 部 長 深  津  玲  子 

運 動 機 能 系 障 害 研 究 部 長 澤 田 泰 宏 

感 覚 機 能 系 障 害 研 究 部 長 世 古 裕 子 

福 祉 機 器 開 発 部 長 井 上 剛 伸 

障 害 工 学 研 究 部 長 東  祐 二 

障 害 福 祉 研 究 部 長 山 田 英 樹 

義 肢 装 具 技 術 研 究 部 長 阿 久 根    徹 

学  院 
学 院 長 森  浩 一 

主 幹 西 田 紫 郎 
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 第３章 中期目標（平成 27年４月１日制定） 
 

国立障害者リハビリテーションセンター第２期中期目標 

～ 障害者支援・研究・人材育成の先導的・総合的展開とその成果の蓄積と発信 ～ 

 

制定:平成 27年４月１日 

改訂:平成 28年４月１日 

                                            

国立障害者リハビリテーションセンター（以下「センター」という。）が達成すべき業務運営の目標（以

下「中期目標」という。）を次のとおり定める。 

国立障害者リハビリテーションセンター総長  中 村 耕 三 

（前文） 

センターは、昭和 54年に、国立東京視力障害センター、国立身体障害センター、国立聴力言語障害セン

ターの３施設を統合し、「国立身体障害者リハビリテーションセンター」として設置された。以来、障害者

リハビリテーションを担う唯一の国立機関として、その役割を果たしてきた。 

その活動の中で、障害を取り巻く環境に大きな変化がみられた。平成 18年の障害者自立支援法の施行に

より、障害の種別に関わらず、福祉サービスを共通の制度の下で一元的に提供することとなり、センター

の名称も平成 20年 10月に現在の「国立障害者リハビリテーションセンター」へと変更した。また、環境

の変化を受けて平成 20年から 21年に、「国立更生援護機関の今後のあり方に関する検討会」でそのあり方

についての議論が行われ、障害児・者の自立と社会参加及び生活の質の向上に一層取り組むよう提言され

るとともに、国立更生援護機関の施設間で共通する機能を一元化し、統一的な方針の下で事業運営を実施

する必要性が指摘された。 

 この指摘を踏まえ、平成 22年４月に、更生訓練所、視力障害センター、重度障害者センター及び秩父学

園を統合して自立支援局を設置した。平成 24年度末には塩原視力障害センターを廃止し、伊東重度障害者

センターの統合への取組を進めるなど組織の見直しを図っている。また、平成 22年度からは第１期目の中

期目標を定めるなど、組織運営体制の整備にも努めてきた。 

 第１期中期目標の５年間をふり返ってみても、障害者リハビリテーションを取り巻く環境は大きく変化

している。障害者の高年齢化や障害の重度・重複化、支援技術の高度化などにより利用者の障害状況や支

援ニーズ等は多様化し、社会における障害に関する情報の重要性が指摘されている。さらに、平成 23年３

月に東日本大震災を経験し、障害者に対する防災対策の重要性も強く認識されるに至っている。また、法・

制度的にも改正障害者基本法や障害者総合支援法などの制度・仕組みの見直しがあり、障害の範囲も変化

してきている。平成 26年２月には「障害者の権利に関する条約」が我が国で効力を発生し、障害施策は新

たな局面を迎えている。一方、平成 25年９月には、平成 32年（2020年）の東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会の開催が決まり、障害者スポーツ・運動への機運や障害者の健康への関心が高まってきて

いる。 

 このような状況の中で、センターは国立の障害者リハビリテーションの中核機関として、「病院・自立支

援局・研究所・学院という４つの組織が連携できる強みを一層活かし、障害の重度化や新たな障害への対

応、運動・健康増進などといった時代の要請にも対応するなど、多様化するニーズに応えていくため、先

導的かつ総合的取組を推進し、得られた成果・知見を蓄積し、広く社会に発信していく」ことを基本とす

る第２期中期目標を以下のとおり定める。 
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第１ 中期目標の期間等 

     平成 27年４月１日から平成 32年３月 31日までの５年間とする。 

   期間中、本目標と各部門の毎年度の運営方針、組織目標及び各職員の業績目標をこれまで以上に連

動させる仕組みを構築し、年次ごとのＰＤＣＡサイクルが有効に機能する取組を実現し、目標達成に

向け職員が一丸となって取り組むこととする。 

 

第２ 国立の中核機関としての役割の遂行に関する事項 

１．リハビリテーション医療の提供 

障害者や障害になるおそれのある者を対象に良質なリハビリテーション医療等を提供する。疾病に罹

患した障害者の治療、医学的リハビリテーションのみならず、２次障害の予防、健康増進身体活動を促

進する。臨床介入、臨床研究開発を通じて、先進的リハビリテーション医療の推進とその情報発信に努

める。 

（１）先進的リハビリテーション医療の推進 

 脊髄損傷者、切断者、高次脳機能障害者、発達障害者、視覚障害者、聴覚言語障害者等に対するチ

ームアプローチによる先進的リハビリテーション手法の開発及びサービス提供を行う。  

 

（２）安全で質の高い障害者医療・看護の提供 

  ① 障害特性に配慮した安全で質の高い障害者医療・看護を提供する。 

② 地域の他の医療機関及び福祉サービスとの連携強化に努める。 

 

（３）障害者への健康維持増進・保健サービスの提供 

  ① センター利用者に対し障害特性に応じた健康維持に関する情報提供・支援を実施する。 

  ② センター外との施設とも連携し、障害者の健康増進サービスが広く提供される基盤構築に貢献す

る。 

 

（４）臨床研究開発機能の強化 

  病院における臨床研究体制の整備や各部門との連携を図りつつ、臨床、リハビリテーション医

療実施の蓄積等に基づき、それぞれの障害特性に応じた臨床研究を実施し、その成果を診断治

療・予防・支援法等の開発につなげる。 

 

（５）臨床サービス、臨床研究開発の情報発信 

   障害者医療やリハビリテーション手法の開発・実践、障害者の健康増進や運動支援についての取組

を国内外の学会、シンポジウム等で広く情報発信する。 

 

（６）人材の育成 

  研修生、実習生等を受け入れ、人材育成に貢献する。外国人研修生の受け入れ等も推進し、国際的

な人材育成にも貢献する。 

 

（７）病床利用率等の向上 

  病院の利用に関する指標を検討し、利用の向上に努める。 
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２．障害福祉サービスの提供 

  国が設置する障害児・者支援施設として取組むべき重度障害者などに対するサービスの充実を図るた

め、伊東重度障害者センターを統合するとともに、障害福祉サービスの体系化や効率化を促進し、より

一層の質の向上を目指す。利用者本位のサービス提供を促進するため、自立支援局内全施設の一体的事

業運営を推進するとともに、他部門との連携の下、医療から地域移行まで一貫したサービス提供を行い、

成果を広く発信する。 

（１）自立支援局内全施設の一体的事業運営 

   利用者にとって分かりやすく利用しやすいサービスの提供を図る。 

①  医療から訓練、社会参加の達成まで一貫した障害福祉サービスの提供 

病院との連携を強化することにより、入院患者等の障害福祉サービスへの迅速かつ円滑な移行を

図る。 

国立職業リハビリテーションセンターとの連携を一層強化し障害者の就労を促進する。 

② 自立支援局内全施設の一体的な運営の充実 

自立支援局内各施設の運営状況を共有し、新たな課題へ協同して取り組むとともに、利用定員や

組織定員等の管理を一体的に行うことにより、運営の充実を図る。 

③ 実情に即した利用定員の見直し 

利用者の需要動向等を踏まえ、必要な見直しを行う。 

 

（２）質の高い障害福祉サービスの提供 

これまで実施してきたサービスの実績、効果等を検証するとともに、地域における障害福祉サービ

スの動向を考慮し、国立施設にふさわしいサービスや先進的なサービスの実施に向けた取組を進める。 

① サービス提供データの集積・分析と情報発信  

サービス提供データの集積を継続し、各種サービスの質の向上に向け分析・検討を行い、得られ

たエビデンスに基づきサービスを提供するとともに、センター内外の研修会や業績発表会等を通じ

て広く情報を発信する。 

② 標準的なサービスの体系化と効率化 

各種のサービスにおいて、評価方法や訓練プログラムの開発・充実を図り、マニュアルとして整

備することで標準的なサービスの体系化と効率化を進める。 

③ リスク管理の強化 

福祉サービス第三者評価等の外部評価により、サービスの透明性と質の確保を図る。虐待防止や

苦情解決体制の効果的な運用に向けた取組を継続し、ヒヤリハットやインシデント報告等の徹底に

より、事故の未然防止に努める。 

④ 職員の資質向上に向けた取組 

ア 福祉職職員に対し社会福祉士や精神保健福祉士、サービス管理責任者等の資格取得を促す。 

イ 障害特性に応じた支援技術を身につけるため、センター内外の研修や実習に積極的に参加する

機会を提供するとともに、学会等における研究発表や大学院進学等を奨励する等、職員の資質向

上に努める。 

⑤ 各部門との連携によるサービスの質の向上 

これまでの業績の集積や、病院との連携による支援方法の開発、研究所との共同研究の推進、学

院教官との相互研修の実施等により、サービスの質の向上を目指す。 



 

－ 374 － 

⑥ 利用者の健康保持・増進 

ア 利用者の健康保持・増進のため、個別の健康状態に配慮した安心安全な食事の提供を行う。 

イ 訓練を通して障害者が自己の障害状況や健康状態を適切に理解し、生涯に亘って健康的な生活

を送れるよう支援の定着を図る。 

 

（３）重度障害者に対するサービス提供の充実 

① 平成 28年６月末目途の伊東重度障害者センターの統合へ向けて、旧病院新館及び画像診断棟を機

能訓練棟に改修するとともに、両センター間の職員の交流を促進し、利用者の生活・訓練の移行が

円滑に進むよう必要な調整を図る。 

② 頸髄損傷者に対するサービス提供の充実を図るため、就労ニーズの高い若年層に対する支援とと

もに、高齢の中心性不全損傷者も対象とした支援プログラム等を展開する。 

③ ＡＤＬが自立していない場合でも就労支援を行う等、重度障害者に対するサービス提供の一層の

充実を図る。 

 

（４）事業成果向上への取組み 

① 利用者の就労、地域移行の推進 

地域における就労支援機関との密接な連携のもと、障害者の就労環境を確立するとともに、職場

開拓、就労マッチング支援の充実により、就業率及び職場定着率の維持・向上を図る。 

② あはき師国家試験の合格率の維持・向上 

あはき師国家試験の合格率の維持・向上のため、模擬試験や補習等による効果的な受験対策の一

層の強化に努める。 

③ 独自事業の一般事業化に向けての検討 

理療教育における再理療教育や臨床研修コース、病院患者や外部の障害者を対象とした自動車訓

練等の独自事業について、指定障害福祉サービスとする可能性を検討する。 

④ 知的障害児・者の地域生活への移行の推進 

ア 知的障害児が特別支援学校高等部卒業後に地域生活へ円滑に移行するための支援を充実させる。 

イ 平成 30年３月末までに、年齢超過者の地域生活への移行を着実に推進する。 

⑤ 発達障害児とその家族に対する年齢層に応じた療育の実践 

幼児期、学童期、少年期にある発達障害児とその家族に対する年齢層に応じた支援を行い、療育

技術の向上を図り、その技術を全国へ普及させる。 

⑥ 年齢に応じた発達支援のための生活形態の小規模化（ユニット化）の推進 

秩父学園利用者の生活形態の小規模化（ユニット化）を推進し、支援の難しい児童の受け入れを

行う。また、利用者の年齢に応じた生活集団への再編を行う。 

 

（５）地域貢献への取組み 

① 施設機能の地域提供・開放 

ア 地域の障害児・者をはじめその家族や地域住民に対する施設機能の提供・開放に当たり、地域

の自治体や関係機関との協力関係を活用し、広報に努める。 

イ 地域の障害児・者の支援の充実のため、積極的に役割を担うとともに、地域の住民や関係機関

を対象とした講習会等の開催や事業の公開を通じて、地域の社会資源として期待される環境を作る。 
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② 地域の関係機関との連携 

障害者総合支援法に基づく協議会への参画や、サービス担当者会議等への積極的な参加を通じて、

地域の関係機関との連携を図る。 

③ 専門職員の実習・研修の実施 

地域のニーズに対応して、障害福祉業務に従事する各種専門職員の実習・研修を積極的に受け入

れる。 

 

（６）利用率の向上 

施設利用等に関する指標を検討し、利用の向上に努める。 

 

３．障害者の健康増進推進、運動医科学支援 

障害者が、その障害の初期から地域生活期に至るまで、健康で活動的な生活を維持・推進できるよう、

具体的方法の研究開発・提案を行い、その実践・普及を図る。運動は社会参加そのものにもつながるこ

とから、障害者が運動・スポーツ・レクリエーションに安全かつ円滑に取り組めるよう、調査研究と支

援を行う。 

（１）健康増進プログラムの開発及び提供 

 様々な障害のある当事者がその特性に応じて心身の健康を維持・増進できるよう、医学・保健・運

動・栄養の面から捉え、多くの施設で利用可能となることを念頭に健康増進プログラムの研究・開発

を行う。また、現場において健康増進に関する事業に携わる人材の育成を行い、事業の普及を図る。 

 

（２）障害者競技・レクリエーションへの支援と医科学研究の推進 

障害者が自分の障害に応じて適切な運動機会を得られるよう医科学支援を行うとともに、障害者に

関連する医科学研究を推進する。 

 

４．支援技術・支援機器・支援システムの研究開発 

障害者リハビリテーション分野に特化した唯一の国立機関として、また、自立支援局・病院という臨

床現場を有する利点を活かして、障害者の自立やＱＯＬ向上を図るための支援技術・支援機器・支援シ

ステムの研究開発を推進し、その成果を発信する。また、厚生労働省直轄機関として国の政策立案に資

する研究を実施する。 

（１）臨床現場を有する特性を活かした研究の推進 

① 新しいリハビリテーション技術の開発 

・中枢神経疾患の運動器リハビリテーションに関する研究 

・メカニカルストレスと運動器機能維持に関する研究 

・吃音の評価法・支援法に関する研究 

・新しい義肢装具・リハビリテーション手法の開発と応用 

② 新しい診断・治療技術の開発 

・発達障害の認知特性の解明と支援法開発に向けた研究 

・脳内ネットワークの評価と再構成に関する研究 

・失語症の病態解明とリハビリテーションに関する研究 

・障害者の二次障害予防に関する研究 
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・視覚障害の遺伝子診断技術とその臨床応用に関する研究 

・聴覚障害の病態解明と聴覚補償に関する研究 

③ 部門横断的研究プロジェクトの推進 

・部門横断によるＳ・Ｉ・Ｇ（スペシャル・インタレスト・グループ）の設置 

 

（２）障害者の自立と社会参加を支援する研究の推進 

① 先端技術を導入した支援機器の開発 

・ブレイン・マシン・インターフェイス(ＢＭＩ)技術の実用化研究 

・盲ろう者の生活支援に関する研究 

・利用者の特性に適合する超ユニバーサール化福祉機器の開発 

・支援機器の効果的な臨床評価手法に関する研究 

・支援機器用要素技術の開発 

② 当事者参加型研究の推進 

・当事者参加型の情報創発基盤の構築 

・精神障害者の意向・実践知に即した機器による支援モデルの構築 

③ 支援技術・支援機器の普及に関する研究 

・軽度認知症者を支援する福祉機器の利活用モデルの構築 

・高次脳機能障害者の生活・移動を支援する機器の実用化と普及 

・プリントディスアビリティを支援する機器の普及 

・福祉機器の標準化の推進 

・障害者のスポーツ・運動用装具等の開発と普及 

 

（３）国の政策立案に資する研究の推進 

① 行政データの解析等 

・障害関係データの利活用に関する研究等 

・障害者福祉サービスの整備状況と利便性向上に関する研究 

② 施策立案への提言 

・障害認定の在り方に関する研究等 

・福祉機器等の価格制度の整備・改良に関する研究 

・完成用部品指定申請／事前審査システムの開発 

・災害における障害者支援の在り方に関する研究 

 

（４）人材の育成 

研究員等の受け入れを行うとともに、研究倫理の意識向上を図る取組を実施するなど、組織的に研

究人材の育成を図る。 

 

５．リハビリテーションに関する専門職の人材育成 

  我が国の障害者リハビリテーション分野における先駆的・指導的役割を担い得る専門職の養成を目指

し、臨床のみならず研究・教育分野を先導できる人材を養成するために先進的な知識と技術を付与する。 

（１）社会のニーズを見据えた障害関係専門職の育成 

① 既存学科について、臨床のみならず、研究・教育で当該分野を先導できる人材を養成する。 
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ア 障害関係専門職の養成機関として先進的な知識と技術を付与する。 

イ 教育及び研究面での指導者を養成する教育機関としての役割の充実を図る。 

② 各学科の充足率の維持向上を図る。 

③ 社会のニーズに応じた障害関係専門職の養成を目指し、教育の内容、手法等を検討・開発する。 

 

（２）教官の資質向上 

①  大学教官に相当する経歴所持のために、教官のキャリアアップを図る。 

②  学会、学術活動等への積極的参加を促し、社会的役割の向上を目指す。 

 

（３）専門職に対する研修機能の充実 

社会的ニーズに対応した障害関係専門職の育成を目指し、研修の内容・手法及び開催方法等を検証

しつつ、見直しを行う。 

 

６．リハビリテーションに関する企画・立案 

障害者支援・研究・人材育成の総合的展開に資するため、各部門が連携する部門横断的な企画・立案

の推進を図る。 

（１）部門横断的な企画立案及び調整 

幹部会議等を中心とした企画立案・部門横断的な調整を行い、障害者支援・研究・人材育成の総合

的展開に資するための環境整備を図る。 

 

（２）運営委員会の開催 

当センターに関する重要事項、とりわけ中期目標に基づく毎年度の運営方針等を適確にとりまとめ、

運営委員会に適正に諮る。 

 

７．リハビリテーションに関する情報収集及び提供 

  障害者リハビリテーション分野に特化した唯一の国立機関として、ウェブサイト等を通じた情報発信

機能を高め、センター各部門が収集した障害者リハビリテーションに関する知見や技術等の各種情報を

集約し発信する。また、高次脳機能障害及び発達障害情報・支援センターにおいては、全国の支援機関

の中核センターとしての機能を一層進展させる。 

（１）事業成果の全体集約及び提供 

センターの事業成果を事業報告として取りまとめるとともに、事業成果をホームページや研修事業、

関係機関とのネットワークなどを通じ積極的に情報発信する。 

 

（２）利用者のニーズに応じた情報の発信 

① 現在の情報発信の方法について、対象者、情報の迅速性の観点から情報バリアフリーに配慮した

見直しを行い、積極的に推進するとともに、他の広報媒体のあり方を含めて更なる効果的な発信方

法を構築する。 

② 支援機器の研究開発及び利用促進に資する情報データベースを構築し、情報発信を行う。 

 

（３）効果的な広報活動の展開                   

リハビリテーションに関する情報等を適時効果的に提供できるように各部門が連携して情報発信機

能の強化等の取組みを推進する。 
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（４）業績発表会等の開催 

センターで実施する業績発表会等における職員の研究成果等について積極的に情報発信する。 

 

（５）全国の支援拠点機関の中核センター機能の発揮 

① 全国の発達障害者支援センターと発達障害情報・支援センターとのウェブ上で双方向性機能の活

用を図り、情報共有及び発信の方法について検討し、両者の共通データベース化を図る。 

② 高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業を推進するため全都道府県に設置された

支援拠点機関と連携し、情報提供を行うなど中央拠点として総合的な支援を行う。 

 この中で、従来の支援に加え高次脳機能障害者の日中活動及び福祉的就労並びにそれらの基盤と

なる移動等についての支援を行うとともに、高次脳機能障害児の就学・復学について支援の強化を

図る。 

③ 全国のリハビリテーションセンター間のネットワークを整備し、支援機器の研究開発及び利用促

進に資する情報基盤を構築する。 

 

（６）情報基盤の構築及び運用管理 

情報システムの基盤整備において、地方施設と共通ネットワークを構築することによる情報共有・

利活用を推進する。また運用管理においても、一体的に取り組むことによりセキュリティ確保や効率

化を図る。 

 

８．リハビリテーションに関する国際協力 

  障害者リハビリテーション分野の国内唯一のＷＨＯ指定研究協力センターとして、ＷＨＯ事業「障害

とリハビリテーション」に参加・協力するとともに、ＪＩＣＡ事業への協力や他国のリハビリテーショ

ンセンターとの連携を通じて、障害者リハビリテーションに関する国際協力を推進し、その成果を発信

する。さらに、福祉機器の国際標準化への取組にも貢献する。 

（１）ＷＨＯ指定研究協力センターとしての貢献 

① 障害の予防とリハビリテーションに関するＷＨＯ指定研究協力センターとしての協力事項、行動

計画を実施する。 

② 西太平洋地域の同分野の協力センター間の連携を強化し、情報交換を促進する。 

③ ＷＨＯが主催する会議への参加を通じてセンターの研究・リハビリテーションサービスの情報提

供を行うとともにＷＨＯの方針ならびに他の参加国の情報を収集してセンターの国際協力に反映さ

せる。 

 

（２）ＪＩＣＡを通じた技術協力 

 ＪＩＣＡが実施するリハビリテーション技術支援に、センターの技術をもって協力する。  

 

（３）国際協力活動の推進と成果の発信 

 ＷＨＯ指定研究協力センターとしての貢献、ＪＩＣＡを通じた技術協力のほか、日中韓のリハビリ

テーションセンター間の連携などセンターの国際協力に関する活動を推進するとともに、ホームペー

ジを通じて積極的に発信する。 
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（４）福祉機器の国際標準化への協力 

 ＷＨＯによる福祉機器に関する取組や、国際標準化機構(ＩＳＯ)のメンバーとして福祉機器に関す

る国際規格策定に協力する。 

 

第３ 業務遂行能力の向上と業務運営の効率化に関する事項 

１．倫理的組織的風土の構築 

（１）法令遵守等内部統制体制の確立 

法令等の規範や公務員倫理を遵守しつつ、職務を適切に遂行するよう、課内会議等通じた周知徹底、

研修を行う。 

 

（２）業務品質の向上推進 

① 業務マニュアル及び備忘録を作成し、業務の標準化を図る。 

② 業務プロセス管理を徹底するとともに、定期的な内部点検（検証）を実施し、その点検結果の分

析及び過去の監査等の指摘等を踏まえた改善を行う。 

③ 事務処理等における過去の誤り等の事例をセンター内で共有するとともに、職員間の適切な伝

承・蓄積体制の仕組みを構築する。 

 

２．事業、運営に携わる人材の計画的育成等 

日常のＯＪＴに加え、業務の専門性等に応じた勉強会や研修会等を実施し、職員の資質向上を図る。 

（１）職員の研修会の実施 

① 研修効果の向上を目指し、内容及び実施内容等のメニューを充実させる。 

② 各職場内で受講しやすい環境づくりを行う。 

③ 職務内容の教育訓練等を推進し、専門性の向上を図る。 

 

（２）知識の伝承 

効率的・効果的な知見・教育・技術の伝承・蓄積を行う。 

 

（３）職員のワークライフバランスの推進 

ワークライフバランス推進のための年次休暇取得の促進や超過勤務の削減等に努める。 

 

３．効率的な業務運営体制の確立 

コスト削減意識をもって効率的・効果的な業務運営に取組み、無駄の排除に努める。 

さらに、厚生労働省統合ネットワークへの円滑な接続・統合を図り、事務の電子化を促進する。 

（１）コスト削減意識の向上 

各事業及び事務について、コスト削減意識をもって効率的・効果的な実施に努め、無駄の排除に努

める。 

 

（２）電子化事務の促進 

電子化事務の促進を図る観点から、厚生労働省統合ネットワークへの接続・統合を図るとともに電

子決済システムの活用を図り、業務効率化を推進する。 
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４．災害等緊急時の危機管理の充実 

消防防災計画に基づく、避難訓練等の実施により、防災意識の向上に努めるとともに、大規模災害等

による被災障害者の受け入れや専門職の派遣等積極的に対応する。 

（１）防災意識の向上 

全職員に対して研修等を通じた危機管理意識の高揚や防災意識の向上を図る。 

 

（２）災害時の対応等 

① 災害時の事業継続及び被災障害者の受け入れや被災地への専門職員の派遣等、地方自治体等関係

機関からの要請に迅速かつ的確に対応するためにマニュアルを作成する。 

② 福祉避難所協定等について所沢市との情報交換等を定期的に行い、より有効に機能するよう努め

る。 

 

第４ 歳出予算等の改善に関する事項 

１．歳出予算の効率的執行等 

総計予算主義を踏まえ、中・長期的な視点で歳入歳出予算の適正化を図るため、歳出予算の効率的執

行、歳入予算の適正計上、財務内容の改善に努める。 

（１）効率的な予算執行 

① 歳出予算実績の分析を行い、効率的な予算執行を阻害している要因を明らかにし、各年度の予算

執行計画の策定に反映させる。 

② 調達手続きにおいて、国の機関の調達方法の基本である一般競争入札の導入を推進することによ

り競争性を確保し、予算執行の効率化を図る。 

③ 歳入について過去の実績を分析し、歳入予算の適正計上に努める。 

 

（２）効率的施設運営について 

① 施設整備については、長期的な視点で策定し、効率的な運営ができるように整備・管理を行う。 

② 外部資金（競争的研究資金等）の積極的活用を推進する。 

 

２．国有財産等管理体制の充実 

所有する国有財産、物品にかかる管理及び処分について、法令等に基づく手続きを行う体制を整備し、

その充実を図る。 

（１）管理体制の強化 

国有財産、物品を適正に管理するために、事務手続き、チェックリスト等の管理体制を整備し、台

帳の登載管理、価格改定の内容確認を随時実施する。 

 

（２）施設環境整備計画について 

樹木の剪定、除草等施設の環境整備計画を適宜策定する。 
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第４章 関 係 法 令 
 

○ 厚生労働省設置法（抄）（平成11年法律第97号） 

 （所掌事務） 

第４条 厚生労働省は、前条第１項及び第２項の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。 

 87 障害者の福祉の増進に関すること。 

88 障害者の保健の向上に関すること。 

 

○ 厚生労働省組織令（抄）（平成12年政令第252号） 

第１章 本省 

第２節 内部部局等 

第９目 社会・援護局 

第100条 社会・援護局に、障害保健福祉部に置くもののほか、次の７課を置く。 

  総務課 

  保護課 

  地域福祉課 

  福祉基盤課 

  援護企画課 

  援護・業務課 

  事業課 

２ 障害保健福祉部に、次の３課を置く。 

  企画課 

  障害福祉課 

  精神・障害保健課 

（企画課の所掌事務）  

第109条 企画課は、次に掲げる事務をつかさどる。  

１ 障害保健福祉部の所掌事務に関する総合調整に関すること。  

２ 障害者の福祉に関する事業の発達、改善及び調整に関すること（社会福祉法第56条第１項の規定に

よる報告の徴収及び検査に関すること並びに障害福祉課の所掌に属するものを除く。）。  

３ 心身障害者扶養保険事業に関すること。  

４ 心身障害者扶養共済制度の助長に関すること。  

５ 特別児童扶養手当、障害児福祉手当、特別障害者手当及び国民年金法等の一部を改正する法律（昭

和60年法律第34号）第７条の規定による改正前の特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年

法律第134号）第17条に規定する福祉手当に関すること。  

６ 児童福祉法の規定による業務管理体制の整備に関する監督に関すること。  

７ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）の規定に

よる業務管理体制の整備に関する監督に関すること。  

８ 児童福祉施設（知的障害児、身体障害児及び重症心身障害児に係るものに限る。）への入所又は通

所に要する費用及び障害者支援施設又は障害福祉サービス事業（療養介護、生活介護、自立訓練、就

労移行支援又は就労継続支援を行う事業に限る。）を行う施設において提供された障害福祉サービス
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に要する費用の監査に関すること。  

９ 身体障害者更生相談所及び身体障害者福祉司並びに知的障害者更生相談所及び知的障害者福祉司に

関すること。  

10 身体障害者手帳に関すること。  

11 補装具に関すること。  

12 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の規定による障害者の日常生活上の

便宜を図るための用具の給付及び貸与に関すること。  

13 福祉用具の研究、開発及び普及の促進並びに適切な利用の確保に関すること（老健局の所掌に属す

るものを除く。）。  

14 障害者の社会経済活動への参加の促進に関すること（職業安定局及び人材開発統括官の所掌に属す

るものを除く。）。  

15 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第38条の６の規定による報告

徴収等の事務及び同法 を施行するため都道府県知事が行う事務についての監査に関すること。  

16 アルコール健康障害対策推進基本計画の策定及び推進に関すること。 

17 国立障害者リハビリテーションセンターの組織及び運営一般に関すること。  

18 前各号に掲げるもののほか、障害保健福祉部の所掌事務で他の所掌に属しないものに関すること。 

第４節  施設等機関 

（設置） 

第 135条 法律の規定により置かれる施設等機関のほか、本省に、次の施設等機関を置く。 

  国立医薬品食品衛生研究所 

  国立保健医療科学院 

  国立社会保障・人口問題研究所 

  国立感染症研究所 

  国立児童自立支援施設 

  国立障害者リハビリテーションセンター 

（国立障害者リハビリテーションセンター）  

第 149条 国立障害者リハビリテーションセンターは、次に掲げる事務をつかさどる。  

１ 障害者のリハビリテーションに関し、次に掲げる業務を行うこと。 

イ 相談に応じ、治療、訓練及び支援を行うこと。 

ロ 調査及び研究を行うこと。 

ハ 技術者の養成及び訓練を行うこと。 

二 知的障害児の保護及び指導を行うこと。  

三 戦傷病者の保養を行うこと。  

２ 国立障害者リハビリテーションセンターの位置及び内部組織は、厚生労働省令で定める。 

 

○ 厚生労働省組織規則（抄）（平成13年厚生労働省令第１号） 

第１章 本省 

第１節 内部部局 

第９款 社会・援護局（第59条―第65条） 

（自立支援振興室及び施設管理室並びに特別自立支援指導官、障害福祉監査官、障害福祉サービ
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ス業務監視専門官及び精神保健福祉監査官） 

第64条 

企画課に、自立支援振興室及び施設管理室並びに特別自立支援指導官１人、障害福祉監査官12人

（うち８人は、関係のある他の職を占める者をもって充てられるものとする。）以内、障害福祉

サービス業務監視専門官１人及び精神保健福祉監査官９人（うち６人は、関係のある他の職を占め

る者をもって充てられるものとする。）以内を置く。 

４ 施設管理室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 国立障害者リハビリテーションセンター及び独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみ

の園の組織及び運営一般に関すること。 

二 知的障害児、身体障害児及び重症心身障害児に対して行われる治療及び日常生活の指導等の研

究等に関すること。 

５ 施設管理室に、室長を置く。 

第９款 国立障害者リハビリテーションセンター 

（国立障害者リハビリテーションセンターの位置） 

第623条 国立障害者リハビリテーションセンターは、埼玉県に置く。 

（総長） 

第624条 国立障害者リハビリテーションセンターに、総長を置く。 

２ 総長は、国立障害者リハビリテーションセンターの事務を掌理する。 

（国立障害者リハビリテーションセンターに置く部等） 

第625条 国立障害者リハビリテーションセンターに、管理部、企画・情報部、自立支援局、病院、

研究所及び学院を置く。 

（管理部の所掌事務） 

第626条 管理部は、次に掲げる事務（国立光明寮、国立保養所及び国立福祉型障害児入所施設の

所掌に属するものを除く。）をつかさどる。 

１ 職員の人事、公印の保管、公文書類、会計、物品及び営繕に関すること。 

２ 利用者及び入院患者の給食に関すること。 

３ 患者の入退院及び入院患者の厚生に関すること。 

４ 医療に関する統計に関すること。 

５ 診療記録の保管に関すること。 

６ 前各号に掲げるもののほか、国立障害者リハビリテーションセンターの所掌事務で他の所掌に

属しないものに関すること。 

（管理部に置く課） 

第627条 管理部に、次の３課を置く。 

総務課 

会計課 

医事管理課 

（総務課の所掌事務） 

第628条 総務課は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 職員の人事、公印の保管及び公文書類に関すること。 

２ 利用者及び入院患者の給食に関すること。 
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３ 前２号に掲げるもののほか、国立障害者リハビリテーションセンターの所掌事務で他の所掌に

属しないものに関すること。 

（会計課の所掌事務） 

第629条 会計課は、会計、物品及び営繕に関する事務をつかさどる。 

第630条 削除 

（医事管理課の所掌事務） 

第631条 医事管理課は、国立障害者リハビリテーションセンターの所掌事務のうち、次に掲げる

ものをつかさどる。 

１ 患者の入退院及び入院患者の厚生に関すること。 

２ 医療に関する統計に関すること。 

３ 診療記録の保管に関すること。 

（企画・情報部の所掌事務） 

第631条の２ 企画・情報部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 障害者のリハビリテーションに関する企画及び立案並びに調整に関すること。 

２ 障害者のリハビリテーションに関する情報の収集、提供等に関すること。 

（企画・情報部に置く課等） 

第631条の３ 企画・情報部に、次の２課、高次脳機能障害情報・支援センター及び発達障害情

報・支援センターを置く。 

企画課 

情報システム課 

（企画課の所掌事務） 

第631条の４ 企画課は、障害者のリハビリテーションに関する企画及び立案並びに調整に関する

事務をつかさどる（自立支援局の所掌に属するものを除く。）。 

（情報システム課の所掌事務） 

第631条の５ 

情報システム課は、障害者のリハビリテーションに関する情報の収集及び提供に関する事務をつ

かさどる（高次脳機能障害情報・支援センター及び発達障害情報・支援センターの所掌に属するも

のを除く。）。 

（高次脳機能障害情報・支援センターの所掌事務） 

第631条の６ 

高次脳機能障害情報・支援センターは、障害者のリハビリテーションに関し、高次脳機能障害に

関する情報の収集及び分析並びにこれらの結果の提供並びに調査及び研究を行うことをつかさどる。 

（発達障害情報・支援センターの所掌事務） 

第631条の７ 

発達障害情報・支援センターは、障害者のリハビリテーションに関し、発達障害に関する情報の

収集及び分析並びにこれらの結果の提供並びに調査及び研究を行うことをつかさどる。 

（自立支援局の所掌事務） 

第632条 自立支援局は、障害者のリハビリテーションに関し、相談、訓練及び支援を行うことを

つかさどる。 

（自立支援局長） 
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第633条 自立支援局に、自立支援局長を置く。 

２ 自立支援局長は、自立支援局の事務を掌理する。 

（自立支援局に置く部） 

第634条 自立支援局に、次の４部を置く。 

総合相談支援部 

第一自立訓練部 

    第二自立訓練部 

理療教育・就労支援部 

（総合相談支援部の所掌事務） 

第635条 総合相談支援部は、障害者のリハビリテーションに関し、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 支援の方針に関する企画及び立案並びに調整に関すること。 

２ 治療、相談及び支援に関すること（第二自立訓練部及び理療教育・就労支援部の所掌に属する

ものを除く。）。 

３ 前２号に掲げるもののほか、自立支援局の所掌事務で他の所掌に属しないものに関すること。 

（総合相談支援部に置く課） 

第636条 総合相談支援部に、次の４課を置く。 

支援企画課 

総合相談課 

総合支援課 

医務課 

（支援企画課の所掌事務） 

第637条 支援企画課は、障害者のリハビリテーションに関し、支援の方針に関する企画及び立案

並びに調整に関することをつかさどる。 

（総合相談課の所掌事務） 

第638条 総合相談課は、障害者のリハビリテーションに関し、相談を行うことをつかさどる。 

（総合支援課の所掌事務） 

第639条 総合支援課は、障害者のリハビリテーションに関し、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 日常生活又は社会生活上の支援、必要な情報の提供及び関係機関との連絡調整に関すること。 

２ 前号に掲げるもののほか、自立支援局の所掌事務で他の所掌に属さないものに関すること。 

（医務課の所掌事務）  

第639条の２ 医務課は、障害者のリハビリテーションに関し、次に掲げる事務をつかさどる。  

１ 診療及び看護に関すること。  

２  調剤及び製剤その他保健衛生に関すること。 

（第一自立訓練部の所掌事務） 

第640条 第一自立訓練部は、視覚障害者又は精神に障害のある者のリハビリテーションに関し、

身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練を行うことをつかさどる。 

（第一自立訓練部に置く課） 

第641条 第一自立訓練部に、視覚機能訓練課及び生活訓練課を置く。  

（視覚機能訓練課の所掌事務） 

第642条 視覚機能訓練課は、視覚障害者の身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練を行
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うことをつかさどる。 

（生活訓練課の所掌事務） 

第643条 生活訓練課は、精神に障害のある者の生活能力の向上のために必要な訓練を行うことを

つかさどる。 

（第二自立訓練部の所掌事務）  

第643条の２  第二自立訓練部は、重度の身体障害者（身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）

第４条 に規定する身体障害者であって重度の身体障害を有するものをいう。以下この款におい

て同じ。）のリハビリテーションに関し、次に掲げる事務をつかさどる。  

１ 身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練に関すること。  

２ 主として夜間における入浴、排せつ又は食事の介護及び生活等の相談に関すること。  

（第二自立訓練部に置く課）  

第643条の３ 第二自立訓練部に、肢体機能訓練課を置く。  

（肢体機能訓練課の所掌事務）  

第643条の４ 肢体機能訓練課は、第643条の２各号に規定する事務をつかさどる。 

（理療教育・就労支援部の所掌事務） 

第644条 理療教育・就労支援部は、障害者のリハビリテーションに関し、次に掲げる事務をつか

さどる。 

１ 就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練に関すること。 

２ 視覚障害者の理療教育に関すること。 

３ 求職活動に関する支援及び職場の開拓並びに就職後における職場への定着のために必要な相談

に関すること。 

４ 視覚障害者に対する理療に関する施術所の開設及び経営に関すること。 

（理療教育・就労支援部に置く課等） 

第645条 理療教育・就労支援部に、次の２課及び教務統括官１人を置く。 

就労移行支援課 

理療教育課 

（就労移行支援課の所掌事務） 

第646条 就労移行支援課は、第644条（第２号を除く。）に規定する事務をつかさどる。 

（理療教育課の所掌事務） 

第647条 理療教育課は、視覚障害者の理療教育に関する事務をつかさどる。 

（教務統括官の職務） 

第648条 教務統括官は、命を受けて、理療教育・就労支援部の所掌事務のうち、視覚障害者の理 

療教育に関する重要事項の企画及び立案並びに調整に当たる。 

（自立支援局に置く施設） 

第649条 自立支援局に、第634条に規定するもののほか、次の施設を置く。 

国立光明寮 

国立保養所 

国立福祉型障害児入所施設 

（国立光明寮の所掌事務） 

第650条 国立光明寮は、視覚障害者のリハビリテーションに関し、理療教育、訓練及び支援を行

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%93%f1%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%8e%6c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000
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うことをつかさどる。 

（国立光明寮の名称及び位置） 

第651条 国立光明寮の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称位置 

函館視力障害センター函館市 

神戸視力障害センター神戸市 

福岡視力障害センター福岡市 

（寮長） 

第652条 国立光明寮に、寮長を置く。 

２  寮長は、国立光明寮の事務を掌理する。 

（国立光明寮に置く課） 

第653条 国立光明寮に、次の３課を置く。 

庶務課 

支援課 

教務課 

（庶務課の所掌事務） 

第654条 庶務課は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 公印の保管、公文書類、会計、物品及び営繕に関すること。 

２ 利用者の給食に関すること。 

３ 前２号に掲げるもののほか、国立光明寮の所掌事務で他の所掌に属しないものに関すること。 

（支援課の所掌事務） 

第655条 支援課は、国立光明寮の所掌事務のうち、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 日常生活又は社会生活上の支援、必要な情報の提供及び関係機関との連絡調整に関すること。 

２ 主として夜間における生活等の相談に関すること。 

３ 身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練に関すること。 

４ 求職活動に関する支援及び職場の開拓並びに就職後における職場への定着のために必要な相談

に関すること。 

５ 理療に関する施術所の開設及び経営に関すること。 

（教務課の所掌事務） 

第656条 教務課は、国立光明寮の所掌事務のうち、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 理療教育に関すること。 

２ 視覚障害者の職業に関する調査及び研究に関すること（研究所の所掌に属するものを除く。）。 

（国立保養所の所掌事務） 

第657条 国立保養所は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 重度の身体障害者のリハビリテーションに関し、治療、訓練及び支援を行うこと。 

２ 戦傷病者を入所させ、医学的管理の下に、その保養を行うこと。 

（国立保養所の名称及び位置） 

第658条 国立保養所の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称位置 

別府重度障害者センター別府市 
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（所長） 

第659条 国立保養所に、所長を置く。 

２ 所長は、国立保養所の事務を掌理する。 

（国立保養所に置く課） 

第660条 国立保養所に、次の３課を置く。 

庶務課 

医務課 

支援課 

（庶務課の所掌事務） 

第661条 庶務課は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 公印の保管、公文書類、会計、物品及び営繕に関すること。 

２ 利用者の給食に関すること。 

３ 前２号に掲げるもののほか、国立保養所の所掌事務で他の所掌に属しないものに関すること。 

（医務課の所掌事務） 

第662条 医務課は、国立保養所の所掌事務のうち、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 診療及び看護に関すること。 

２ 身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練に関すること。 

３ 主として夜間における入浴、排せつ又は食事の介護及び生活等の相談に関すること。 

４ 調剤及び製剤その他保健衛生に関すること。 

（支援課の所掌事務） 

第663条 支援課は、国立保養所の所掌事務のうち、日常生活又は社会生活上の支援、必要な情報

の提供及び関係機関との連絡調整に関することをつかさどる。 

（国立福祉型障害児入所施設の所掌事務） 

第664条 国立福祉型障害児入所施設は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 知的障害の程度が著しい児童又は目が見えない者（強度の弱視を含む。）、耳が聞こえない者

（強度の難聴を含む。）、口がきけない者等である障害児であって、児童福祉法第24条の３第４項

の入所給付決定に係るもの又は同法第27条第１項第３号の措置を受けたものを入所させて、その

保護及び指導を行うこと。 

２ 障害児の保護及び指導を行うこと（前号に掲げるものを除く。）。 

３ 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間にお

いて障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律（平成22年法律第71号）

第５条の規定による改正前の児童福祉法第63条の三の二第１項の規定により障害児施設給付費等

を支給することができることとされた者を入所させ、その支援を行うこと。 

４ 全国の福祉型障害児入所施設における障害児の保護及び指導の向上に寄与するための事業を行

うこと。 

（国立福祉型障害児入所施設の名称及び位置） 

第665条 国立福祉型障害児入所施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称位置 

秩父学園所沢市 

（施設長） 
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第666条 国立福祉型障害児入所施設に、施設長を置く。 

２ 施設長は、国立福祉型障害児入所施設の事務を掌理する。 

（国立福祉型障害児入所施設に置く課） 

第667条 国立福祉型障害児入所施設に、次の４課を置く。 

庶務課 

地域支援課 

地域移行推進課 

療育支援課 

（庶務課の所掌事務） 

第668条 庶務課は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 公印の保管、公文書類、会計、物品及び営繕に関すること。 

２ 障害児及び第664条第3号に掲げる者（以下「障害児等」という。）の給食に関すること。 

３ 前２号に掲げるもののほか、国立福祉型障害児入所施設の所掌事務で他の所掌に属しないもの

に関すること。 

（地域支援課の所掌事務） 

第669条 地域支援課は、国立福祉型障害児入所施設の所掌事務のうち、次に掲げるものをつかさ

どる。 

１ 障害児等の入退所に関すること（地域移行推進課の所掌に属するものを除く。）。 

２ 障害児等の作業実習の調整、ボランティアの養成及び活用その他地域社会との交流に関するこ

と。 

３ 障害児等の保護及び指導に関する調査及び研究に関すること。 

４ 障害児等の保護及び指導に関する資料の収集、編さん及び頒布に関すること。 

５ 障害児の保護及び指導に従事する職員の養成及び研修（実習に限る。）に関すること。 

６ 障害児等の地域支援に関すること。 

（地域移行推進課の所掌事務） 

第670条 地域移行推進課は、国立福祉型障害児入所施設の所掌事務のうち、障害児等の地域にお

ける生活に移行するための支援に関することをつかさどる。 

（療育支援課の所掌事務） 

第671条 療育支援課は、国立福祉型障害児入所施設の所掌事務のうち、次に掲げるものをつかさ

どる。 

１ 障害児等の生活指導、作業指導その他保護及び指導に関すること。 

２ 障害児等の治療教育及び保健衛生に関すること。 

第672条 削除 

（病院の所掌事務） 

第673条 病院は、障害者のリハビリテーションに関し、治療を行うことをつかさどる。 

（病院長及び副院長） 

第674条 病院に、病院長及び副院長１人を置く。 

２ 病院長は、病院の事務を掌理する。 

３ 副院長は、病院長を助け、病院の事務を整理する。 

（病院に置く部等） 
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第675条 病院に、次の５部、薬剤科、看護部及び障害者健康増進・運動医科学支援センターを置

く。 

第一診療部 

第二診療部 

第三診療部 

リハビリテーション部 

臨床研究開発部 

（第一診療部の所掌事務） 

第676条 第一診療部は、病院の所掌事務のうち、主として神経機能、運動機能及び代謝機能系疾

患に係る診療に関することをつかさどる。 

（第二診療部の所掌事務） 

第677条 第二診療部は、病院の所掌事務のうち、主として感覚機能及び泌尿生殖機能系疾患に係

る診療並びに医学的検査に関することをつかさどる。 

（第三診療部の所掌事務） 

第677条の二 第三診療部は、病院の所掌事務のうち、主として児童の精神機能系疾患及び発達障

害に係る診療に関することをつかさどる。 

（リハビリテーション部の所掌事務） 

第678条 リハビリテーション部は、病院の所掌事務のうち、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 理学療法、作業療法、運動療法、言語聴覚療法及び視能訓練による患者のリハビリテーション

を行うこと。 

２ 心理検査及び心理療法並びに義肢装具の適合訓練を行うこと。 

（臨床研究開発部の所掌事務） 

第679条 

臨床研究開発部は、病院の所掌事務のうち、診療及び機能回復訓練に関する技術の開発並びに臨床

研究に関すること（研究所の所掌に属するものを除く。）をつかさどる。 

（薬剤科の所掌事務） 

第680条 

薬剤科は、病院の所掌事務のうち、医薬品、医薬部外品その他衛生用品の検査、保管及び出納、

調剤及び製剤並びに医薬品に関する情報の管理に関することをつかさどる。 

（看護部の所掌事務） 

第681条 看護部は、病院の所掌事務のうち、看護に関することをつかさどる。 

（障害者健康増進・運動医科学支援センターの所掌事務） 

第682条 

障害者健康増進・運動医科学支援センターは、病院の所掌事務のうち、次に掲げる事務をつかさ

どる。  

１ 障害者の健康の増進を目的として総合的な健診及び生活習慣病の予防を行うこと。  

２ 障害者の身体機能の向上を目的として運動医科学の知見を活用した支援を行うこと。 

（研究所の所掌事務） 

第683条 研究所は、障害者のリハビリテーションに関し、調査及び研究を行うことをつかさどる。 

（研究所長） 
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第684条 研究所に、研究所長を置く。 

２ 研究所長は、研究所の事務を掌理する。 

（研究所に置く部等） 

第685条 研究所に、次の７部及び企画調整官１人を置く。 

脳機能系障害研究部 

運動機能系障害研究部 

感覚機能系障害研究部 

福祉機器開発部 

障害工学研究部 

障害福祉研究部 

義肢装具技術研究部 

（脳機能系障害研究部の所掌事務） 

第686条 

脳機能系障害研究部は、障害者のリハビリテーションに関し、脳機能障害に関する調査及び研究

を行うこと（障害工学研究部の所掌に属するものを除く。）をつかさどる。 

（運動機能系障害研究部の所掌事務） 

第687条 

運動機能系障害研究部は、障害者のリハビリテーションに関し、運動機能障害に関する調査及び

研究を行うこと（障害工学研究部の所掌に属するものを除く。）をつかさどる。 

（感覚機能系障害研究部の所掌事務） 

第688条 

感覚機能系障害研究部は、障害者のリハビリテーションに関し、感覚機能障害に関する調査及び

研究を行うこと（障害工学研究部の所掌に属するものを除く。）をつかさどる。 

（福祉機器開発部の所掌事務） 

第689条 福祉機器開発部は、障害者のリハビリテーションに関し、福祉機器の開発並びに試験及

び評価のための調査及び研究を行うことをつかさどる。 

（障害工学研究部の所掌事務） 

第690条 障害工学研究部は、障害者のリハビリテーションに関し、機能障害に関する生体工学的

調査及び研究を行うことをつかさどる。 

（障害福祉研究部の所掌事務） 

第691条 障害福祉研究部は、障害者のリハビリテーションに関し、社会適応に関する社会学的及

び心理学的調査及び研究を行うことをつかさどる。 

（義肢装具技術研究部の所掌事務） 

第692条 義肢装具技術研究部は、障害者のリハビリテーションに関し、義肢装具の製作及び修理

のための技術に関する調査及び研究を行うことをつかさどる。 

第693条 削除 

（企画調整官の職務） 

第694条 企画調整官は、命を受けて、研究所の所掌事務に関する重要事項の企画及び立案並びに

調整に当たる。 

（学院の所掌事務） 
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第695条 学院は、次に掲げる事務をつかさどる。 

１ 障害者のリハビリテーションに関し、技術者の養成及び訓練を行うこと。 

２ 障害児の保護及び指導に従事する職員の養成及び研修を行うこと（国立福祉型障害児入所施設

の所掌に属するものを除く。）。 

（学院長及び主幹） 

第696条 学院に、学院長及び主幹１人を置く。 

２ 学院長は、学院の事務を掌理する。 

３ 主幹は、学院長を助け、学院の事務を整理する。 

第４章 雑則 

（組織の細目） 

第800条 

この省令に定めるもののほか、事務分掌その他組織の細目は、各施設等機関及び各地方支分部局

の長が、厚生労働大臣の承認を受けて定める。ただし、厚生労働大臣の指定する施設等機関につ

いて、当該施設等機関の長が厚生労働大臣の定める基準に基づき、事務分掌その他組織の細目を

定める場合は、承認を経ることを要しないものとする。 

（施設等機関の職） 

第801条 

第１章第２節の施設等機関について、第１章第２節の規定に基づく職のほか、各施設等機関に第

１章第２節に基づき設置される組織にその長を置き、その長には、それぞれ当該組織上の名称を

附するものとする。ただし、次に掲げる組織の長は、関係のある他の職を占める者をもって充て

られるものとする。 

国立障害者リハビリテーションセンター企画・情報部高次脳機能障害情報・支援センター 

国立障害者リハビリテーションセンター企画・情報部発達障害情報・支援センター 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所脳機能系障害研究部 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所義肢装具技術研究部 

国立障害者リハビリテーションセンター学院 
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